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COVID-19 蔓延下における個別大学の入試に関する高校側の意見 
 

倉元 直樹，宮本 友弘，長濱 裕幸（東北大学） 
 

2021（令和３）年度入試は特別な年となった。高大接続改革の開始予定年度であったが急な方針転換

の上に，突然，COVID-19 の流行に見舞われ，その中で受験生も実施側も未経験の対応に追われたから

である。本稿は東北大学が個別大学としてコロナ禍の下で万全な入試実施を模索するために，ＡＯ入試

Ⅱ期，Ⅲ期及び一般選抜を対象にして行った高校調査の結果である。2020（令和２）年秋の時点では，

筆記試験に対しては地方会場の設置，面接試験はオンラインの希望が多かった。コロナ禍の下で初の入

学者選抜を終えた現在，貴重な経験を踏まえ，受験生保護の大原則に基づく「ウィズコロナ時代」の大

学入試の検討が喫緊の課題となるだろう。 
キーワード：COVID-19，オンライン，地方会場，ウィズコロナ，受験生保護の大原則 
 

1 問題と目的 
 2021（令和３）年度入試は新型コロナウイルス感染

症（以後，「COVID-19」と表記する）による未曽有の

パンデミックに襲われた中で行われた。広範に流行し

た感染症という意味では 2009（平成 21）年の新型イ

ンフルエンザが記憶に新しい。入学者選抜の実施にお

いて特別な対応が取られたことも事実である（倉元・

安藤，2011）。しかし，入試が本格化する時期には通常

のインフルエンザ以上に重症化することはないことが

知られており，翌年には通常の状況に復帰した。 
一方，COVID-19の場合，影響の大きさも期間も新

型インフルエンザとは比較にならないような深刻さを

伴っている。影響は単年度に止まらず，生活習慣や社

会の在り方も変容を迫られている。その中で行われた

のが2021（令和３）年度入試であった。対策として何

が有効か，通常とは異なる何をすべきか，それ自体が

手探りで進んでいった。本研究は，その手探り状態の

途上における記録を残す試みである。とりわけ，情報

や実施条件が不完全な中，目前に迫った受験生を送り

出す高校側が何を望んだかを分析しておくことにより，

大学入学者選抜において重視すべき原理原則を改めて

確認する。ひいては，不透明な状況における大学入学

者選抜の実施における具体的な意思決定のよりどころ

を探る。 
 
1.1 コロナ禍の下での大学入学者選抜の準備 
当初から2021（令和３）年度入試には特別の位置づ

けが与えられていた。それは，高大接続答申（中央教

育審議会，2014）の下に進められた高大接続改革の導

入予定年度だったことによる。受験生も大学も大改革

への対応に追われていた。 
東北大学では高大接続改革による入試の激変を回

避するために様々な問題を抱えて対応していた。2018
（平成30）年頃には準備が本格化した。例えば，大学

入学共通テスト（以後，「共通テスト」と略記する）へ

の記述式問題導入に端を発する日程問題からＡＯ入試

Ⅲ期が継続不可能になる危機に追い込まれ，第１次選

考に自己採点を利用するという「奇策」に打って出る

ことになった（倉元・長濱，2018; 倉元ほか，2019，
東北大学，2018）。このほか，英語民間試験の導入など

のドラスティックな改革も予定され，各種課題への対

応に苦慮しつつも2021（令和３）年度入試に向けての

準備を整えていた。ところが，高大接続改革は 2019
（令和元）年末頃から次々に方向転換した。共通テス

トへの記述式問題の導入も同年12月17日に見送りが

決定した 1)。ＡＯ入試Ⅲ期の第 1 次選考における自己

採点利用は撤回され，受験生を困惑させたであろう大

幅な入試制度の激変は回避されたかに思われた。 
大学入試政策改革とその対応に伴う動揺が収まり，

2021（令和３）年度入試の準備に本格的にかかろうか

という時期に突如として現れ，世界中を席巻したのが

COVID-19の蔓延である。わが国では，第１波と呼ば

れる最初の流行期は2020（令和２）年３月中頃から５

月頃であった。具体的な感染機序が解明されておらず，

未知の感染症への恐れも伴って，社会全般に広範な行

動制限が加えられた。2020（令和２）年度入試への影

響は局所的に抑えられた 2) が，緊急事態宣言の発令に

先だって公教育の活動は３月から停止し，本来４月か

らの新年度開始も実質的に大幅に遅れた。 
大学でも全国的にキャンパス閉鎖やオンライン授

業への移行が慌ただしく進む中，テレワークも加わっ

て大学入学者選抜の準備が進まない状況となった。さ

らに，関連して勃発したのが秋入学移行の議論である。

様々な入試関連情報の公表準備が最終段階に差し掛か
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った時期に秋入学移行の議論に巻き込まれた（倉元，

2020a）こともあり，文部科学省による全国的な対応

方針の表明も遅れがちになった。５月になって総合型

選抜，学校推薦型選抜に関して配慮を求める通知（文

部科学省高等教育局長，2020a）が発出されたのが最

初の本格的な対応となった。 
大学入学者選抜実施要項（以後，「要項」と略記する）

の公表も例年から３週間ほど遅れた６月 19 日に発出

された（文部科学省高等教育局長，2020b）。変更点の

概要は，大きな変更がある場合には１年前の要項に予

告という形で知らされるのが慣例となっているが，

COVID-19に関わる広範な特別対応は，要項の公表で

初めて明確になった。具体的には，一般選抜では，大

学入試センター試験に替わる初年度の共通テストにつ

いて，学習の遅れに配慮して２週間後の「第２日程」

を選択できる制度となり，それに伴い，２月13，14日

に「特例追試」が設けられることとなった。また，個

別学力検査にも COVID-19 の罹患に配慮した追試験

が設けられるなど，広範囲にわたる大きな変更があっ

た。各大学は入試日程等に大きな変更を余儀なくされ，

急遽，７月末の公表期限に向けて選抜要項の詰めの作

業を行うこととなった。この時期，横浜国立大学が一

部を除いて個別学力検査中止を公表したことは，各大

学や受験生サイドに大きなインパクトを持って受け止

められたと思われる。 
 
1.2 令和３年度入試に向けた高校調査 
東北大学では学内の感染症対策本部や文部科学省

から通知される COVID-19 への対応方針に依拠しつ

つ，公表通りの選抜の実施を基本として準備が進めら

れた。それでも10月にＡＯ入試Ⅱ期 3) の出願，11月

には実施を控え，何をどこまで準備すべきか，的確な

判断を下す根拠となる情報が不足していた。ひき続き，

翌年２月にはＡＯ入試Ⅲ期と一般選抜前期日程個別試

験，３月には後期日程個別試験も控え，方針策定のた

めのエビデンスが求められていた。 
そこで，2017（平成29）年度から年度末の時期に実

施していた東北大学の入学者選抜に関わる高校調査に

ついて，急遽，COVID-19への対応をテーマとして８

月に前倒しで実施することとなった。「県境をまたいだ

行動制限が要請されるような状況」を想定したうえで，

大学入試をその例外と位置付けて予定通り実施すべき

か否かを中心に，その他，何らかの特別な対応をすべ

きかについて問う内容とした。 
一連の高校調査はその都度テーマを決めて行われ

てきた。初回の 2017（平成 29）年度は高大接続改革

に伴う「自己採点利用方式」の導入や英語民間試験，

共通テストに導入予定の記述式の利用に関する調査

（倉元・長濱，2018; 倉元・宮本，2018; 倉元ほか, 2018; 
倉元ほか，2019）であった。２回目は前回調査を参考

に決定された「予告」や一般選抜の主体性評価用チェ

ックリスト導入に関する意見（倉元・長濱，2019; 倉
元ほか，2020）に関する内容であった。３回目は結果

的に中止となった東京オリンピック開催に伴う 2020
（令和２）年度オープンキャンパスの日程変更等が中

心の調査であった。本稿の調査はそれらに続く第４弾

の高校調査と位置付けられる。 
なお，今回の調査内容は東北大学の個別大学として

の対応に関するものであり，共通テストへの対応は含

まれない。また，東北大学の入学者選抜は，選抜対象

となる母集団が異なる特別選抜を除くと，ＡＯ入試Ⅱ

期，ＡＯ入試Ⅲ期，一般選抜が存在するが，特徴が異

なることから，それぞれについて尋ねることとした。 
 
2 方法 
2.1 調査対象 
例年の調査に準じ，全国の高等学校，中等教育学校

及び高等専門学校6,015校のうち，東北大学に志願者，

合格者を多数輩出する高等学校等325校を調査対象と

した。選定基準は以下の通りである。いずれも前回ま

での調査基準を踏襲し，今回の調査に合わせて調整し

たものである。一部に入れ替わりはあるものの，大半

の調査対象校は例年ほとんど同じである 4)。 

(1) 2014（平成26）～2020（令和２）年度入試におい

て通算合格者数 11 名以上の高等学校 / 中等教育

学校（該当300校） 
(2) 2014（平成26）～2020（令和２）年度入試におい

て通算合格者数８名以上の高等学校 / 中等教育

学校のうち，ＡＯ入試Ⅱ期・Ⅲ期の双方に合格実

績がある学校（該当25校） 
 
2.2 調査方法 
例年の調査と同様，質問紙調査とした。調査票はA4

判両面1枚である。東北大学のＡＯ入試Ⅱ期及びⅢ期

に対する認知及び関心に関わる質問が合計４項目，Ａ

Ｏ入試Ⅱ期第１次選考，第２次選考，ＡＯ入試Ⅲ期第

２次選考，一般選抜個別試験の実施に関する項目が各

１項目ずつ合計４項目、全体で以上の８項目であり，

加えて自由記述欄がある。 
実施方法は基本的に前回調査と同様である。郵送で

調査票を送付し，回答用特設WEBサイトにQRコー
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ド等を通じてアクセスしての回答を標準とした。その

他，電子メール，FAX及び郵送による回答も可とした。

調査票はMS-Word 版と一太郎版を用意し，ウェブサ

イトからダウンロードして入力することも可能とした。 
2020 (令和２) 年８月３日に調査票が送付された。

２度の督促を経て最後の回答は 2020 (令和２) 年 10
月26日に受け付けられたものである。 
 
2.3 集計方法 
例年の調査と同様，本調査の目的に鑑み，単純集計

の他に調査目的に応じて通算，ＡＯ入試Ⅱ期またはⅢ

期の志願者数，合格者数を重みとして用いた。 
 

3 結果 
3.1 カバー率 
調査設計段階でのカバー率を表1に示す。調査対象

校として選定された学校は全国の高等学校等のうち

5.4% に過ぎないが，志願者数や合格者数を基準にす

ると，全ての基準において８割以上が含まれている。 
 
3.2 回収率と実質カバー率等 
最終的に264校からの回答が得られた。表１に示す

通り，返送率は単純集計で81.2% に達した。設計段階

のカバー率に返送率を乗じた実質カバー率は全志願者

数基準で 73.1%，全合格者数基準で 76.7% に達して

いる。ＡＯ入試Ⅱ期，Ⅲ期の各基準でも73.7 ～ 82.8% 
に達しており，本調査の結果は本学に志願者を輩出す

る高校の代表的な意見を表すと考えてよい。 
 

表1．調査規模，返送率，カバー率 

 調査票 
送付校 対象数

調査設計 
カバー率 返送率

実質 
カバー率

単純集計 325 6,015 5.4% 81.2% 4.4%
全志願者数 44,901 54,777 82.0% 89.2% 73.1%
全合格者数 15,090 17,737 85.1% 90.2% 76.7%

AOⅡ志願者数 4,024 5,028 80.0% 92.1% 73.7%
AOⅡ合格者数 1,261 1,488 84.7% 93.4% 79.2%
AOⅢ志願者数 5,216 6,087 85.7% 90.5% 77.6%
AOⅢ合格者数 1,891 2,103 89.9% 92.1% 82.8%
 
なお，回答及び返送方法としては，ウェブ回答が208

件（78.8%），FAXが44件（16.7%），電子メール（添

付ファイル）が9件（3.4%），郵送が3件（1.1%）で

あった。同一校から複数回の回答が寄せられた場合に

は，最初の回答を有効とした。回答返送状況を図１に

示す。８月７日から返送が始まり，過半数は８月中に

回答が寄せられた。2021（令和３）年度入試における

ＡＯ入試Ⅱ期の募集開始日は 10 月 16 日であったが，

それ以前に258件（返送率79.4%，最終返送数に対し

て97.7%）の回答が寄せられていた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図１．回答返送状況 

 
3.3 ＡＯ入試Ⅱ期 
3.3.1. ＡＯ入試Ⅱ期に関する認知と関心 

東北大学のＡＯ入試Ⅱ期に関する認知について４

段階評定で質問した。結果を表２に示す。 
単純集計結果では「あまり知らない」「ほとんど知ら

ない」は合計10%に満たない。残りが「よく知ってい

る」と「ある程度知っている」に２分される。重みづ

け集計では，3/4以上が「よく知っている」と回答して

いる。「ある程度」を加えると志願者重みでは99.2%，

合格者重みでも98.9%に達する。 
 

表２．東北大学ＡＯ入試Ⅱ期に関する認知 

 単純集計 志願者数集計* 合格者数集計*

よく知っている 118 (44.7%) 2,835 (76.5%) 906 (76.9%)
ある程度知っている 123 (46.6%) 841 (22.7%) 259 (22.0%)
あまり知らない 16 (6.1%) 29 (0.8%) 13 (1.1%) 
ほとんど知らない 7 (2.7%) 2 (0.1%) 0 (0.0%) 

*: ＡＯ入試Ⅱ期の志願者数，合格者数 

次に，東北大学のＡＯ入試Ⅱ期に関する関心につい

て４段階評定で質問した。結果を表３に示す。単純集

計結果で見た場合，「あまり関心はない」「ほとんど関

心はない」は合計 5%に満たない。「強い関心がある」

が半数を超え，「ある程度関心がある」も４割を超える。

重みづけ集計では，85%以上が「強い関心」と回答し

ており，「ある程度関心」を合わせるといずれの重みで
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も99.7%に達する。 
以上のことから，本研究の回答者は十分な知識と関

心の下，以下の回答を寄せていると考えてよい。 
 

表３．東北大学ＡＯ入試Ⅱ期に対する関心 

 単純集計 志願者数集計* 合格者数集計* 
強い関心がある 140 (53.0%) 3,228 (87.1%) 1,012 (85.9%)

ある程度関心がある 111 (42.0%) 468 (12.6%) 163 (13.8%) 
あまり関心はない 12 (4.5%) 11 (0.3%) 3 (0.3%) 
ほとんど関心はない 1 (0.4%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 

*: ＡＯ入試Ⅱ期の志願者数，合格者数 

ＡＯ入試Ⅱ期は，2021（令和３）年度入試から実施

する全ての募集単位において第１次選考で筆記試験を

課し，第２次選考で面接試験を課す。したがって，調

査項目も第１次選考と第２次選考に分けて尋ねること

とした。なお，提出書類の審査は学部ごとに取り扱い

が異なっている。 
 
3.3.2. ＡＯ入試Ⅱ期第１次選考に対する意見 
第１次選考では，入学後の教育に必要なアカデミッ

ク分野の基礎的資質・能力を測るための筆記試験が行

われている。調査票には第１次選考での筆記試験実施

が明示されている。状況設定としては「第１次選考の

時期に県境をまたいだ行動制限が要請されるような場

合，面接試験を中心とした第２次選考も実施困難な状

況である」とした。 
選択肢は「大学入試は行動制限の例外と位置づけ，

予定通り筆記試験を実施する」，「日程を延期して筆記

試験を実施する」，「地方会場を設けて筆記試験を実施

する」，「筆記試験が中止となってもやむを得ない（提

出書類のみで選抜を行う）」，「選抜を中止し，募集人員

をＡＯ入試Ⅲ期と一般選抜に振替える」の５肢択一と

した。 
 

表４．ＡＯ入試Ⅱ期第１次選考に対する意見 

*: ＡＯ入試Ⅱ期の志願者数，合格者数 

調査結果は表４に示すとおりである。最も多かった

のが「地方会場で実施」であり，単純集計で 40%強，

重みづけ集計ではそれぞれ 50%を超えた。「予定通り

実施」も約 1/4 ほどあり，例年に近い形で実施して欲

しいという意見が大勢を占めたと考えられる。一方，

「筆記試験中止」と「日程延期」は少なかったが，単

純集計と重みづけ集計で様相が異なり，重みづけの方

が「筆記試験中止」の意見が少なかった。従来から，

「学力重視のＡＯ入試」と位置付けて積極的に広報し

てきたが，ＡＯ入試Ⅱ期に多くの受験生を送り出す高

校ほど，「筆記試験が必須である」という認識を示した

格好である。 
 
3.3.3. ＡＯ入試Ⅱ期第２次選考に対する意見 
第２次選考では，東北大学への志望と入学後の研究

への強い意欲の保持を確認することを目的に面接試験

が行われている。調査票には面接試験の実施を明示し

た。状況設定として「第１次選考は実施済み」とした。 
選択肢は基本的に第１次選考に関する項目と同じ

だが，「オンライン等の代替手段を用いて面接試験を実

施する」という選択肢を加えて６肢択一とした。また，

「面接試験が中止となってもやむを得ない」について

は，「提出書類および筆記試験で選抜を行う）」とした。 
調査結果は表５に示すとおりである。最も多かった

のが第１次選考には設けていなかった「オンライン等

で実施」であり，全体の４割強を占めた。「地方会場で

実施」が少なくなり，15%前後となった。「オンライン」

が「地方会場」の代替と捉えられた格好である。なお，

選択肢数が異なるので単純に比較することはできない

が，「予定通り実施」は第１次選考ほど多くはなかった。

「面接試験中止」は重みづけ集計では約 1/4 ほどを占

め，第1次選考とは対照的な結果であった。最も少な

かった回答が「選抜を中止し，募集人員をＡＯ入試Ⅲ

期と一般選抜に振替える」であり，重みづけ集計では

1%程度であった。 
 

表５．ＡＯ入試Ⅱ期第２次選考に対する意見 

 単純集計 志願者数集計* 合格者数集計*

予定通り実施 45 (17.0%) 614 (16.6%) 187 (15.9%)
日程延期して実施 5 (1.9%) 81 (2.2%) 18 (1.5%) 
地方会場で実施 38 (14.4%) 534 (14.4%) 195 (16.6%)

オンライン等で実施 115 (43.6%) 1,513 (40.8%) 475 (40.3%)
面接試験中止 47 (17.8%) 923 (24.9%) 288 (24.4%)

選抜中止，定員振替 14 (5.3%) 42 (1.1%) 15 (1.3%) 
*: ＡＯ入試Ⅱ期の志願者数，合格者数 

 単純集計 志願者数集計* 合格者数集計*

予定通り実施 63 (23.9%) 892 (24.1%) 265 (22.5%)
日程延期して実施 14 (5.3%) 348 (9.4%) 112 (9.5%)
地方会場で実施 114 (43.2%) 1,932 (52.1%) 625 (53.1%)
筆記試験中止 26 (9.8%) 160 (4.3%) 46 (3.9%) 

選抜中止，定員振替 47 (17.8%) 375 (10.1%) 130 (11.0%)
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基本的に「筆記試験を中心とした第1次選考が実

施されれば，面接試験が中止となっても選抜は成立す

る」と考えられているようだ。 
 
3.4 ＡＯ入試Ⅲ期 
3.4.1. ＡＯ入試Ⅲ期に関する認知と関心 
東北大学のＡＯ入試Ⅲ期に関する認知について４

段階評定で質問した。結果は表６に示す 5)。 
 

表６．東北大学ＡＯ入試Ⅲ期に関する認知 

 単純集計 志願者数集計* 合格者数集計*

よく知っている 128 (48.5%) 3,593 (76.1%) 1,399 (80.3%)
ある程度知っている 111 (42.0%) 977 (20.7%) 309 (17.7%) 
あまり知らない 16 (6.1%) 109 (2.3%) 21 (1.2%) 
ほとんど知らない 8 (3.0%) 26 (0.6%) 4 (0.2%) 

*: ＡＯ入試Ⅲ期の志願者数，合格者数 

単純集計結果で見た場合，「あまり知らない」「ほと

んど知らない」は合計10%に満たない。残りが「よく

知っている」，「ある程度知っている」でほぼ２分され

る。重みづき集計では，大多数が「よく知っている」

と回答しており，「ある程度知っている」を合わせると

合格者数重みでは98.0%，志願者数重みでも96.8%に

達する。 
次に，東北大学のＡＯ入試Ⅲ期に対する関心につい

て４段階評定で質問した。結果は表７に示す。 
単純集計結果の場合，「あまり関心はない」「ほとん

ど関心はない」は合計6%程度である。「強い関心があ

る」は6割近くに達し，「ある程度」も1/3を超える。

重みづけ集計では85%前後が「強い関心がある」と回

答しており，「ある程度」を合わせると志願者数重みで

は98.4%，合格者数重みは98.9%であった。合格者数

重みでは「ほとんど関心はない」という回答は皆無で

あった。 
以上のことから，本研究の回答者は十分な知識と関

心の下に回答を寄せていると考えてよい。 
 

表７．東北大学ＡＯ入試Ⅲ期に対する関心 

 単純集計 志願者数集計* 合格者数集計*

強い関心がある 154 (58.3%) 3,937 (83.4%) 1,525 (87.5%)
ある程度関心がある 93 (35.2%) 712 (15.1%) 197 (11.3%) 
あまり関心はない 15 (5.7%) 52 (1.1%) 11 (0.6%) 
ほとんど関心はない 1 (0.4%) 4 (0.1%) 0 (0.0%) 

*: ＡＯ入試Ⅲ期の志願者数，合格者数 

3.4.2. ＡＯ入試Ⅲ期第２次選考に対する意見 
ＡＯ入試Ⅲ期はＡＯ入試Ⅱ期とは異なり共通テス

トを第１次選考で行うため，第１次選考で独自の筆記

試験や面接試験は課していない。したがって，調査に

おいては第１次選考に関する項目は設けず，第２次選

考に関わる質問のみとした。なお，第２次選考では一

部の募集単位で筆記試験を課すものの，大半は面接試

験のみの実施である。リード文本文に明示していない

が，選択肢を共通テスト実施済みが前提と読み取れる

表現とした。 
選択肢は，「大学入試は行動制限の例外と位置づけ，

予定通り第2次選考を実施する」，「第２次選考が中止

となってもやむを得ない（共通テストおよび提出書類

のみで選抜を行う）」，「選抜を中止し，募集人員を一般

選抜に振替える」の３肢択一とした。実施日程が極め

てタイトであることから，日程の延期，オンラインお

よび地方会場設置などの対応は実質的に不可能である

ため，選択肢に含めなかった。 
調査結果は表８に示すとおりである。最も多かった

のが「第２次選考中止」であり，その点ではＡＯ入試

Ⅱ期とは異なる結果となった。共通テストの実施が前

提であることから，多くの回答者が面接試験と同一と

理解したことが考えられる。「選抜を中止し，募集人員

を一般選抜に振替える」の選択もＡＯ入試Ⅱ期の第１

次選考に対する回答と同様に，１割程度あった。 
 

表８．ＡＯ入試Ⅲ期第２次選考に対する意見 

 単純集計 志願者数集計* 合格者数集計* 

予定通り実施 71 (26.9%) 1,193 (25.3%) 391 (22.4%) 
第２次選考中止 157 (59.5%) 2,984 (63.2%) 1,175 (67.5%)

選抜中止，定員振替 35 (13.3%) 528 (11.2%) 167 (9.6%) 
*: ＡＯ入試Ⅲ期の志願者数，合格者数 

 
3.5 一般選抜個別試験 
一般選抜については，基本的な知識や関心がない回

答者は存在しないことを前提に，認知や関心に関する

設問を設けなかった。 
選択肢は５肢択一とした。「大学入試は行動制限の

例外と位置づけ，予定通り個別試験を実施する」，「日

程を延期して個別試験を実施する」，「地方会場を設け

て個別試験を実施する」，「個別試験が中止となっても

やむを得ない（共通テストのみで選抜を行う）」という

４つの選択肢は基本的にＡＯ入試Ⅱ期と同様である。

特徴的なのは５番目の選択肢で，「令和３年度入試の募

集を取りやめる」というものである。 
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調査結果は表９に示すとおりである。「令和３年度

入試の募集を取りやめる」との選択肢を選んだ回答が

皆無であったことが最大の特徴と言える。最も選択が

多かったのがＡＯ入試Ⅱ期第１次選考と同様の「地方

会場で実施」で約４割，次いで「予定通り実施」が約

1/3であった。「個別試験中止」も約２割あったが，少

数意見に止まっている。「日程の延期」は１割に満たな

かった。 
 

表９．一般選抜個別試験に対する意見 

 単純集計 志願者数集計* 合格者数集計* 

予定通り実施 76 (28.3%) 13,323 (33.3%) 4,335 (31.8%)
日程延期して実施 21 (6.0%) 3,192 (8.0%) 1,057 (7.8%) 
地方会場で実施 103 (39.0%) 15,487 (38.7%) 5,441 (40.0%)
個別試験中止 63 (23.9%) 7,890 (19.7%) 2,727 (20.0%)
募集取りやめ 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 

 
4 考察 
本調査はCOVID-19の第１波が収束した後，７月末

から８月にかけての第２波と呼ばれる２度目の流行が

収束にかかった頃に実施されたものである。本調査の

場合，調査時期，回答時期が重要な意味を持つ。調査

時期は COVID-19 に対する極度の警戒感が薄れてい

くと同時に，感染症対策については未解明の部分が多

かった頃に当たる。秋から冬にかけての第３波の襲来

が予想されており，再度の流行に対する警戒感が強か

った半面，入試の実施場面における接触が感染をもた

らす可能性に関して，明確に否定できる具体的かつ客

観的な根拠は見出せていなかった。 
そのようなタイミングで実施された調査であるが，

最初に注目すべき結果は，年度の最後の入試機会であ

る一般選抜において，「募集取りやめ」という回答が1
件もなかったことである。入学者選抜の実施に相当の

危険が伴い，代替措置が困難と考えられる場合，机上

ではその年度の募集を見送る判断も可能性としては存

在する。しかし，それは受け入れられる選択肢ではな

いことが明確となった。社会機能が長期間にわたって

完全にマヒして社会の在り方を根本的にリセットしな

ければならないような事態に陥らない限り，大学は最

終的に何らかの手段でその年度の選抜を完遂する覚悟

を持つ必要があるということだろう。そして，次に考

えるべきはその中で取り得る手段の優先順位は何かと

いうことになる。 
ＡＯ入試Ⅱ期と一般選抜においては，「地方会場で

実施」が最多の回答を集めた選択肢であった。地方会

場の設置は現実的には個別大学一大学では実現不可能

である。真剣に実現を目指すとすれば，入試の実施を

一括で扱う組織の新たな設置など，実施が個別大学に

任されている現行の仕組みを根本的に見直す必要性が

あり，ハードルが高い。ＡＯ入試Ⅱ期の第２次選考，

すなわち，面接試験におけるオンライン入試の導入も

調査当時は期待が高かったが，実際に経験してみると

接続に関わる技術的問題や不正防止の不十分さ等の課

題もが浮き彫りになったようである（例えば，大野，

2021; 大野ほか，2021）。東北大学でもＡＯ入試Ⅱ期の

第２次選考におけるオンライン面接試験の可能性は検

討されたが，実現には至らなかった。面接試験，実技

試験，筆記試験等，様々な選抜方法での利用が考えら

れるが，大学の授業における期末考査を用いて筆記試

験のシミュレーションを行った研究によれば，少人数

であれば不可能ではないが，全体的には対面型の入試

に代替する水準に至ってはいない（倉元・林，2021）。
オンライン入試の実践に関する研究はまだまだ少ない。

今後も研究の蓄積が期待される。 
以上の結果に加えて，全体を通じて「予定通り実施」

も２～３割程度の選択があった。「予定通り」という表

現は言葉足らずであるが「受験生が受験に向けて準備

した選抜方法で実施してほしい」という意味が込めら

れているのではないだろうか。地方会場やオンライン

も予定していた選抜方法の置き換えを意味しており，

告知した内容とは異なる代替法を導入することではな

い。あらゆる条件において，大学は予定して告知して

いた通りの実施を探ることが対策の基本と言えよう。 
ただし，どうしてもそれが不可能となった場合の優

先順位も考えておかなければならない。ＡＯ入試Ⅱ期

第１次選考における「筆記試験中止」は１割に満たな

かったのに対し，ＡＯ入試Ⅱ期第２次選考における「面

接試験中止」については，他に多くの選択肢があった

ものの２割弱存在した。共通テストの実施を前提とし

た一般選抜における「個別試験中止」にも２割を超え

る支持があった。やむを得ない事情があって予定通り

の実施がどうしても不可能となった場合に，一部の選

抜資料で選抜を行わなければならない事態を想定する

必要は否定できない。これらの結果を見ると，東北大

学においては何らかの形で筆記試験的な内容の実施を

模索する必要があるということになるのではないだろ

うか。 
COVID-19 流行下で初めて行われた大学入学者選

抜を経験した現在において，入試による集団感染が報

じられたケースが皆無だったことは，本来，社会的に

極めて高く評価されるべきであろう。その背景には，
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文部科学省が示した的確な指針とそれを忠実に励行し

ようと腐心した個別大学，さらには感染予防に努めた

受験生と周囲の努力がある。ウィズコロナにおける初

の入試の経験から，過度に感染症を恐れて選抜方法を

変更し，受験生の努力を無にするような対応までは必

要がないことは示されたと言える。 
流行状況がより深刻な欧米では，COVID-19流行下

での大学入学者選抜に対して，大胆な特別措置が取ら

れたようである。一方，東アジア文化圏に位置する中

国，韓国では，日本と同様に従来の選抜方法を保つこ

とが腐心された（南，2021）。「受験生保護の大原則」

（倉元，2020b）の基本理念は，受験生の努力を発揮す

る機会の保障にある。「ウィズコロナ時代」の大学入学

者選抜方法の再構築は喫緊の課題だが，従来と同様に

受験生保護の精神に則って検討されるべきであろう。 
 
注 
1) 結局，同年末に発足した「大学入試のあり方に関する検討

会議」において議論が重ねられた結果，思考力・判断力・表

現力の評価や総合的な英語力評価を各大学の個別試験等で

推進する方針を示した提言が2021（令和３）年７月８日に

公表され，記述式問題の共通試験への導入や英語民間試験

の大規模な活用は正式に断念となった（大学入試のあり方

に関する検討会議，2021）。 
2) 大学職員のCOVID-19感染が判明した北海道大学ほか，感

染が拡大していた北海道を中心に数校が後期日程の個別試

験を中止するなど，一部には影響が見られた。 
3) 2021（令和３）年度入試から，従来の「ＡＯ入試」は「総

合型入試」へと変更されることとなった。東北大学では，従

来の「アドミッションズ・オフィス入学試験（ＡＯ入試）」

を「ＡＯ入試（総合型選抜）」と変更し，略称としての「Ａ

Ｏ入試」「ＡＯ入試Ⅱ期」「ＡＯⅡ期」「ＡＯ入試Ⅲ期」「ＡＯ

Ⅲ期」は変更しないこととした（東北大学，2019）。 
4) 本調査の実施までの研究倫理審査関連手続きは倉元ほか 

(2019) に準ずる。東北大学における全学学部入試関係の会

議（非公表）の審議の資料を収集するための調査と位置付

けられている。実施主体の上位組織における研究倫理規定

である「東北大学高度教養教育・学生支援機構における人

間を対象とする研究の倫理審査に関する申し合わせ（東北

大学高度教養教育・学生支援機構，2014）」における研究倫

理審査委員会の審査対象外である。 
5) ＡＯ入試Ⅲ期に関する３つの項目に関しては無回答の学校

が１校あったため，相対度数の合計は 100% に満たない。 
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高大連携活動の高校生へ与える影響に関する尺度開発 
――高校生の主体性向上を目指して―― 

 
河西 奈保子，磯 尚吾，中永 早映，近藤 伸彦，松田 岳士（東京都立大学） 

 
東京都立大学が行う高大連携活動が高校生に与える影響を評価する尺度の開発を行った。高大連携

活動が，高校生の学習意欲・自尊感情・進路意識・学習習慣・好奇心・主体的な態度のそれぞれを向

上させ得るとの仮説のもとで質問紙を作成した。その回答をもとに因子分析を行ったところ，プレ調

査では４因子しか得られなかった。引き続いて行った本調査では質問項目を変更することで，高校生

に与える影響を６つの因子，「学習方略の積極的な使用」，「好奇心・探究心」，「進路意識」，「教師との

関係」，「自尊感情」，「報酬への期待」で表現できることがわかった。今後，本尺度を用いて，高大連

携活動が高校生に与える影響の評価を目指す。 
キーワード：高大連携，評価尺度，大学見学講座，模擬講義，高校生 

 
1 はじめに 
1.1 高大連携活動の意義 
「高大連携」は、1999 年の中央教育審議会による

「初等中等教育と高等教育との接続の改善について

（答申）」においてうたわれ，高大接続の観点は入学

者選抜ではなく，高校から大学への円滑な移行を見

据えた教育上の連携が重要であるとして連携の推進

を提言している（中央教育審議会, 1999）。また大学

教育再生加速プログラム（AP）テーマⅢ：入試改

革・高大接続（文部科学省, 2020）では，高大接続を

「高等学校関係者と大学関係者との間で互いの教育

目標や教育内容，方法について相互理解をはかるこ

と等により，高等学校教育と大学教育の連携を強力

に進めるもの」と一歩踏み込んで定義している。 
一方，2017 年の大学への早期入学及び高等学校・

大学間の接続の改善に関する協議会報告では，十分

に学ぶ意義や目的を理解しないままに大学を選択し，

学業や学生生活に適応できない大学生がいるという

指摘がなされた（高等教育局大学振興課大学改革推

進室, 2017）。ミスマッチだけでなく学習意欲や自己

効力感といった基礎的な意識が新たに取り上げられ，

高大連携の在り方を再考する必要が出ている。 
 
1.2 東京都立大学の高大連携活動 
 東京都立大学（都立大）ではアドミッションポリ

シーを 1）知的好奇心にあふれ、未知のものにチャ

レンジする人 2）独創的な発想に富み個性豊かな人 

3）人とのかかわりを大切にし、社会に貢献する人 

4）向上心が強く努力を惜しまない人 とし，出張講

義や学内模擬講義，高校からの依頼に基づく探究学

習の支援などの高大連携活動を積極的に進めている。 
都立大の高大連携室は，2010 年の設立以来，年間

に数千人の高校生（ここでは中等教育学校の後期課

程の生徒も含める）にむけて情報発信を行っている。

その活動の中で『大学見学講座』は，キャンパス見

学だけではなく，大学教員による，高校と大学の学

びと進路選択の重要性を伝える講義，在学生による

研究紹介，その高校出身の大学生による高校時代の

過ごし方や学生生活に関する発表など，参加した高

校生に様々な機会を提供している。高校との事前協

議による開催で，高校生が，大学生へのあこがれや

親近感を増し，大学生活への期待を高め，高校での

学ぶ意欲や進路意識を高めることを期待している。 
 

1.3 本研究の目的 
上述したとおり都立大における高大連携活動は，

大学教員からの学問に関する講義にとどまらず，在

学生からのリアルなメッセージを届ける場でもあり，

高校生に様々な影響を与えている可能性がある。高

校生に与える影響を評価することは，活動の効果検

証，今後の活動内容の検討のために重要である。 
これまで，東京都教育委員会と協力して開催した

「先端研究フォーラム」が高校生に与えた影響を検

討したところ（大野ら, 2020），学年により参加動機

が異なるということ，参加動機により効果が異なる

ということが明らかになった。そして「自ら選んで

参加する」ことの重要性が示されている。 
本研究では，高大連携室が実施する大学見学講座

と学内模擬講義に着目し，高校生に与える影響を評

価するための調査を設計する前提として，まず，活
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動に参加した直後の高校生の心理状態を測定できる

尺度開発を試みた。 
高校生に与え得る影響として考えられる指標を6つ

挙げてその指標を評価する尺度を開発した。6 つの指

標を，「高校生の学習意欲」・「自尊感情」・「進路意

識」・「学習習慣」・「好奇心」・「主体的な態度」とし

質問紙を作成した。調査は2段階に分けて実施した。

プレ調査では4つの因子しか得られなかったため，質

問項目を改訂して，本調査を行った。 
高校生の心理尺度を用いることで，今後，高大連

携活動に参加した高校生を追跡して高大連携活動の

効果の可視化を試みる。 
 
2 方法 
本研究では，仮説に基づき質問紙を作成してプレ

調査を行い，得られた結果から質問紙を修正して本

調査を行った。 
2.1 調査対象と調査方法 
調査対象者は，東京都立大学高大連携室が実施し

たイベントに参加した高校生とした。プレ調査は

2020 年度に大学見学講座，模擬授業に参加したのべ

9 校，741 名，本調査は 2021 年度に参加した 2 校，

149 名の高校生を対象とした。対象とする高校生は，

東京都立大学への進学実績がある学校に所属してお

り，本学に関心がある高校生と，行事として参加し

た本学に必ずしも関心が高くない高校生が含まれて

いる。プレ調査と本調査という2回の独立した分析を

行うことで，得られた因子の信頼性を確認した。 
各イベントの終了時に，高校生にマークシート形

式のアンケート用紙を配布し，その場で無記名での

記入を依頼した。一部の高校の高校生には，各自の

スマートフォンから Google フォームを用いた入力を

依頼した。解析にはR（4.0.5）を用いた。 

 

2.2 調査内容 
2.2.1 プレ調査 
プレ調査では，高校生に与える影響を，学習意欲

（下地, 2015; 梅野ら, 2017)・自尊感情（河越・岡田, 
2005）・進路意識（佐藤ら, 2014）・学習習慣（當山・

嘉数, 1998）・好奇心（西川, 2015）・主体的な態度

（浅川, 2002）と仮定して質問を用意した。尺度を構

成する221問のうち，内容が重複する項目を除く104
問から，因子負荷量の高さと，高校生の時間的，精

神的負担を考慮して質問数を48問とした。 
回答は，「1：よくあてはまる」から「5：あてはま

らない」の5件法とした。ここでは質問紙作成の際に

順序を変更することが困難であったため心理量と数

値の順序が逆の状態で回答を求めた。 
質問項目の天井効果，床効果の有無を確認したと

ころ，10 個の質問項目が該当したため，これらを削

除して分析を行った。 
 

表1 因子分析の結果，削除した質問項目 
A 削除した質問項目（プレ調査） 

私が勉強するのは受験に失敗したくないからだ 
人を信用しない 
情熱をもって何かに取り組んでいる 
張り合いがありやる気が出ている 
自分はのびのび生きている 
充実感がある 
自分のやりたいことが分からない 
入試や就職の情報はインターネットなどで集めている 
先生や家族と自分の進路について話し合っている 
周囲に賛成してもらえなくても希望する進路に進みたい 

 
B 削除した質問項目（本調査） 

情熱をもって何かに取り組んでいる 
自分が勉強していることと自分の長期的な目標とを結び

つけるようにしている 
仕事とは，自分の能力や個性を活かすための営みである 

 

 
図1 分析終了後のスクリープロット 

2.2.2 本調査 
プレ調査では天井・床効果があった 10 個の質問と

因子分析で11個の質問が削除され27個の質問が残っ

た。削除項目の多くが進路意識に関する質問であり，

本調査では進路意識（松浦ら, 2003; 富永ら, 2010）
およびキャリア意識（松浦ら, 2003; 大滝ら, 2012）
に関する質問23問を追加し，質問数を50問とした。 
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回答は，本調査では「1：あてはまらない」から

「5：よくあてはまる」の 5 件法とした。質問項目の

天井効果・床効果の有無を確認したところ1個の質問

項目が該当したためこれを削除して分析を行った。 
 

3 結果と考察 
3.1 因子分析の結果 
プレ調査では 4 因子が見つかり（48 問中，天井・

床効果が見られた10問を削除），本調査ではさらに2
因子（計6因子，50問中，天井・床効果が見られた1
問を削除）が見つかった。 
プレ調査では，48 項目中，天井・床効果が見られ

た項目を除いた 38 項目について探索的因子分析（主

因子法，プロマックス回転）を行った。因子数は固

有値の減衰状態によって4因子と判断した。分析の際

は，因子負荷量が 0.35 未満，または，複数の因子に

高い因子負荷量（0.35 以上）を示す質問項目を削除

する手順を繰り返した。その結果，3 回の分析を経て，

11 項目（表 1 A）を削除し，表 2A に示す 4 因子 27
項目が最も妥当であるという結果を得た。 
本調査では，天井・床効果が見られた1項目を除い

た 49 項目について同様に探索的因子分析を行った。

因子数は 6 因子とし，因子分析の結果，2 回の分析を

経て，3 項目（表 1B）を削除，表 2B に示す 6 因子

46 項目という結果を得た。それぞれの最終的なスク

リープロットを図1A,Bに示す。 
 
3.1.1 プレ調査 
プレ調査においては，第一因子は，「間違えたとこ

ろは印をつけて後で見直す」，「勉強の仕方をいろい

ろ工夫する」などの 14 項目に高い負荷が見られたの

で「学習方略の積極的な使用」と解釈した。第二因

子は，「人に気を遣いすぎて疲れる（逆転項目）」，

「人前でもありのままの自分を出せる」などの4項目

に高い負荷が見られたので「自尊感情」と解釈した。

第三因子は，「新しいアイデアをあれこれ考える」，

「誰もやった事のない物事にとても興味がある」な

どの7項目に高い負荷が見られたので「好奇心・探究

心」と解釈した。第四因子は，「私は学校の先生を信

頼している」，「私は先生に親しみや温かさを感じる」

の2項目に高い負荷が見られたので「教師との関係」

と解釈した。 
 

3.1.2 本調査 
本調査においては，第一因子は，「宿題がなくて

も，家で勉強する」，「勉強のやり方が自分に合って

いるかを考えながら勉強する」など14項目に高い負

荷が見られ，多くの質問項目がプレ調査と同じであ

ったため「学習方略の積極的な使用」とした。 
第二因子は，「新しいアイデアをあれこれ考える」，

「誰もやった事のない物事にとても興味がある」な

どの 11 項目に高い負荷が見られ，プレ調査の第三因

子と同様の項目であったため「好奇心・探究心」と

した。第三因子は，「自分のつきたい職業の仕事内容

を知っている」，「将来どんな職業につくのか見通し

を立てている」などの8項目に高い負荷が見られたの

で「進路意識」と解釈した。第四因子は，「私は先生

に親しみや温かさを感じる」「私は学校の先生を信頼

している」など4項目に高い負荷が見られたためプレ

調査の第四因子と同様に「教師との関係」とした。

第五因子は，「人に気を遣いすぎて疲れる（逆転項

目）」，「人前でもありのままの自分を出せる」などの

4 項目に高い負荷が見られたためプレ調査の第二因子

と同様「自尊感情」としたが，「自分はのびのび生き

ている」という他者との関係性の低い項目が含まれ

ていた。第六因子は，「私が勉強するのは受験に失敗

したくないからだ」，「仕事とは，経済的に豊かな生

活を送るための営みである」の2項目に高い負荷が見

られた。学習等の動機が興味や関心ではなく「報酬

への期待」と解釈した。 
 

3.2 信頼性の検討 
尺度の信頼性を検証するために，α係数を用いた。

プレ調査では各因子のα係数は，第一因子が 0.86，
第二因子が 0.63，第三因子が 0.78，第四因子が 0.79
であり，0.50 未満等の極端に低いα係数は算出され

なかったため，おおよそ尺度の内的整合性が高いと

言える。一方，本調査では各因子のα係数は，第一

因子が 0.88，第二因子が 0.83，第三因子が 0.83，第

四因子が 0.77，第五因子が 0.74 であった。しかし第

六因子が0.47であり内的整合性が高くはなかった。 
 
3.3 考察 
今回は高大連携活動が高校生の，学習意欲・自尊

感情・進路意識・学習習慣・好奇心・主体的な態度

に影響を及ぼし得ると仮定して調査を開始した。 
プレ調査では，「学習方略の積極的な使用」，「自尊

感情」，「好奇心・探究心」，「教師との関係」の4つの

因子で表現できるという結果を得た。高大連携活動

で期待される進路意識に関する因子が出現せず，進

路意識に関する質問項目も多くが削除された。プレ

調査の進路意識に関する質問が，「学習方略の積極的
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な使用」，「好奇心・探究心」，「教師との関係」とい

った進路意識とは異なる因子で負荷が高く，調査対

象とした高校生の心理状態を評価するのには適切で

はなかったと考えられる。 
そのため次に行った本調査では，他の因子と重複

しないよう，進路意識やキャリア意識の中でも，職

業内容や職業選択に関係する内容の質問項目を選定

したことで，最終的に6つの因子，すなわち「学習方

略の積極的な使用」，「好奇心・探究心」，「進路意識」，

「自尊感情」，「教師との関係」，「報酬への期待」を

得た。ここでは「進路意識」が第三因子という寄与

率が高い因子として示された。 
プレ調査と同様に本調査でも因子として「主体的

な態度」は抽出されなかったが，これは「学習方略

の積極的な使用」，「好奇心・探究心」などの因子に

主体性に関連する質問項目が含まれていることから，

他の因子への負荷を抑え「主体的な態度」のみ高負

荷となるような項目を提示することが困難であるこ

とを示している。一方で「教師との関係」が独立し

て一つの因子として，「自尊感情」よりも寄与率が高

い因子として表現されることがわかった。 
調査対象である大学見学講座の「進路意識」や

「学習方略の積極的な使用」へ効果や，学内模擬講

義の「好奇心・探究心」への効果が期待される。 
 

3.3.1 本調査で得られた因子 
最終的に本調査で得られた因子について述べる。 
「学習方略の積極的な使用」因子の質問項目に

は，「間違えたところは印をつけて後で見直す」とい

った学習方略の積極的な使用を示す項目に加えて，

自尊感情である「勉強がしっかりできていると思

う」，高校生活適応感尺度の「私は，部活動や趣味と

勉強の両立ができるよう努力している」，キャリア意

識である「仕事を通じ，ひとの役に立ったり，世の

中に貢献したりしたいと思う」，キャリア意識におけ

る自尊感情である「自分が世の中や他者の役に立て

るイメージが持てない（逆転項目）」の質問項目が存

在する。学習の習慣化，工夫した学習方法と他の活

動との両立に加え，自身で勉強ができていることに

自信をもっていることや，世の中に貢献したい・貢

献できるという意識や自信が，学習方略の積極的な

使用として示されている。 
「好奇心・探究心」因子の質問項目は，知的好奇

心の項目に加えて，自尊感情を示す項目である「張

り合いがありやる気が出ている」や，進路意識尺度

である「予想外の悪い状況になったとき，自分が現

実的にできることを探すことができる」，学習習慣を

示す「何を求められているのか考えてから課題をす

る」という質問項目も含まれている。知識や学問に

対する好奇心・探究心だけでなく，疑問に感じたこ

とに取り組んでみたり，将来の計画や情報収集をし

たり，学びに対する主体的な態度が見受けられる。 
「進路意識」因子の質問項目については，「将来ど

んな職業につくのか見通しを立てている」という質

問のように自分で考えて得られるような将来に対す

る展望や知識に関する項目だけでなく，「希望する仕

事に向かって準備や実行していることがある」や

「これからの自分の仕事が世の中で果たす役割につ

いてよく考えるほうだ」といった，行動やキャリア

意識にかかわる項目が含まれている。 
「教師との関係」因子は，高校生活適応感の項目

から，教師との関係を表す 2 項目のほか，「勉強でわ

からないところがあるとき，先生に質問する」とい

った学習意欲を示す項目が抽出された。高校生活適

応感の中でも，教師との関係という特定の項目が独

立した因子とされたことは，教員の存在が高校生の

心理状態を表す重要な因子であることを示している。 
「自尊感情」因子に分類された６つの質問項目に

は，「人前でもありのままの自分を出せる」といった

他者との関係における自己肯定感に関する5項目と，

「自分はのびのび生きている」という他者との関係

が薄い自尊感情を示す項目がみとめられる。このこ

とは，高校生にとっては他者との関係における自己

肯定感が，自尊意識にも密接に関係していることを

示している。「報酬への期待」因子は，当初仮定して

おらず，プレ調査でも出現していない。第一因子で

ある「何を求められているのか考えてから課題をす

る」という項目でも因子負荷量が高いことから，計

画的な学習姿勢にも近いと理解できるが，興味や関

心ではなく報酬を目的とした学習動機を示す一つの

因子として抽出されたと考えられる。信頼性（α係

数）は低いものの，学習動機が興味や関心という内

発的要因ではないことを示している。 
 

3.3.2 学習動機 
第六因子は学習動機を示す因子であったが，本研

究では高校生の学習動機は仮説に含めていなかった。

これまで大学生の調査から，「勉強している内容が面

白いから」といった学習に関する内発的な動機が，

学習の価値の認識につながり自己調整学習への正の

影響を与えており，「まわりからやれといわれるから」

という外的動機は自己調整学習には有意な相関がな 



高大連携活動の高校生へ与える影響に関する尺度開発 
 

- 13 - 

表2A探索的因子分析の結果（プレ調査） 

 

質問項目 因子負荷量 
F1 F2 F3 F4 

F1：学習方略の積極的な使用（α=.86）14項目   
 苦手な授業であってもよい成績を得ようと努力する .73 .03 -.17 .12
 宿題がなくても，家で勉強する .68 .02 -.04 -.08
 間違えたところは印をつけて後で見直す .63 .02 -.06 -.04
 テストを返してもらった時，間違いをやり直す .61 .02 -.08 .02
 指示されていない部分でもノートをとる .55 .03 -.18 .09
 予習をして授業にのぞむ .53 .04 -.02 -.16
 勉強の仕方をいろいろ工夫する .53 .04 -.02 -.02
 勉強がしっかりできていると思う .51 -.05 .06 -.10
 疑問に思ったことがあればすぐに教師や友人に相談する .42 -.14 .06 .09
 勉強しているとき，わからないところはどこかを探す .42 .02 .17 .04
 勉強のやり方が自分に合っているかを考えながら勉強する .41 .07 .28 -04
 勉強でわからないところがある時，先生に質問する .40 -.17 .12 .13
 何を求められているのか考えてから課題をする .39 .08 .27 .02
 私は，部活動や趣味と勉強の両立ができるよう努力している .39 .01 .07 .19

F2：自尊感情（α=.63）4項目   
 人から何か言われないか変な目で見られないか気にする .01 .59 -.02 .17
 他人に心を閉ざしているような気がする -.01 .55 .17 -.15
 人に気を遣いすぎて疲れる .10 .54 .17 .00
 人前でもありのままの自分を出せる -.03 -.54 .32 .05

F3：好奇心・探究心（α=.78）7項目   
 予期しない出来事が起きた時，原因が分かるまで調べる -.11 .13 .77 .05
 新しいアイデアをあれこれ考える -.12 .02 .70 .05
 誰もやった事のない物事にとても興味がある -.12 .04 .69 -.34
 はっきりした明快な答えが出るまでずっと考える -.03 .16 .59 .14
 今までやったことのない課題にもよろこんで取り組める .15 .01 .55 -.01
 疑問だと感じたら堂々と言える .07 -.32 .43 -.01
 将来の目標を持ち、それを実現するための計画を立てている .12 -.09 .40 -.11

F4：教師との関係（α=.79）2項目   
 私は学校の先生を信頼している -.02 -.04 -.02 .79
 私は先生に親しみや温かさを感じる -.02 .05 .11 .77

因子間相関 F1  -.11 .64 .42
F2   -.15 -.13
F3   .32

表2B 探索的因子分析の結果（本調査） 

項目 因子負荷量 
F1 F2 F3 F4 F5 F6 

F1：学習方略の積極的な使用（α=.88）14項目   
 宿題がなくても，家で勉強する .79 -.12 -.01 .08 .05 .03
 間違えたところは印をつけて後で見直す .75 -.25 .07 .00 .05 .13
 勉強のやり方が自分に合っているかを考えながら勉強する .72 .17 -.22 -.12 .09 -.14
 勉強の仕方をいろいろ工夫する .69 .10 -.13 .05 .01 -.23
 テストを返してもらった時，間違いをやり直す .62 -.03 .07 .07 -.01 .19
 予習をして授業にのぞむ .56 -.17 .22 -.03 .05 .31
 苦手な授業であってもよい成績を得ようと努力する .55 .11 -.08 .11 .10 .12
 私は，部活動や趣味と勉強の両立ができるよう努力している .55 -.04 .06 .08 .08 -.31
 勉強がしっかりできていると思う .51 .16 .15 -.15 -.08 .09
 勉強しているとき，わからないところはどこかを探す .47 .38 -.21 .02 .02 .06
 自分が世の中や他者の役に立てるイメージが持てない -.41 .04 -.28 .21 .21 .15
 はっきりした明快な答えが出るまでずっと考える .40 .31 .00 -.10 -.13 .08 
 仕事を通じ，ひとの役に立ったり世の中に貢献したりしたいと思う .39 .05 .13 .30 .17 -.30 
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いとしている（藤田, 2012）。今回の調査では対象が

高校生であるため一概に比較はできないが，学習動

機に関する調査から学習態度についてより深い考察

ができるものと考えられる。 
一方，学習の動機と，過去・現在・将来のイメー

ジとの関連についての検討（當山, 2010）からは，大

学進学志望者のうち，過去・現在・未来ともにポジ

ティブなイメージを持っている生徒は内発的動機が

強く，将来就きたいと思う職業の明瞭さは学習の動

機付けには影響しないと示している。さらに，将来

に明るい展望が描けない場合でも教師や友人からの

サポートで学習動機を高めることが可能としている。

これらのことは，学習動機を高めるには，職業とい

う遠い目標ではなく近い将来の目標を持つこと，教

師や友人の働きかけが大切であることを示している。 
 

3.3.3 高大連携活動への手がかり 
上記で得られた6因子を用いることで，高大連携事

業に参加した高校生の心理を把握したり，高校の属

性や進路意識の状況に応じて，適切な高大連携プロ

 指示されていない部分でもノートをとる .38 .23 -.09 .19 .21 .20
F2： 好奇心・探究心（α=.83）11項目    
 新しいアイデアをあれこれ考える -.05 .61 .07 -.02 .11 .02
 予期しない出来事が起きた時，原因が分かるまで調べる .20 .61 -.03 -.22 -.10 .07
 予想外の悪い状況になったとき，自分が現実的にできることを探すことができる -.07 .60 .00 -.06 -.22 -.08
 重要な決定の結果，起こってくるいろいろな可能性について推察できる -.05 .58 .02 -.05 .17 -.02
 よりよい解決を見つけるためにできるだけ多くの情報を集められる -.04 .54 .11 .20 .19 .10
 何を求められているのか考えてから課題をする .06 .53 .13 -.09 .07 .36
 誰もやった事のない物事にとても興味がある -.03 .46 -.03 .24 -.16 -.03
 困難なことは私にとってチャレンジでありストップサインではない .13 .40 .02 .28 -.08 -.07
 今までやったことのない課題にもよろこんで取り組める .36 .38 .07 .07 .04 .00
 張り合いがありやる気が出ている .36 .36 -.05 -.03 -.06 -.20
 何か困った事態に直面した時どこに問題があるかなかなか見つけられない -.02 -.36 .07 .19 .05 .31

F3：進路意識（α=.83）8項目     
 自分がつきたい職業の仕事内容を知っている .11 -.28 .82 .10 .05 -.05
 将来どんな職業につくのか見通しを立てている .01 -.06 .79 -.08 -.07 .04
 希望する仕事に向かって準備や実行していることがある -.03 .21 .59 .07 -.10 .16
 自分のやりたいことが分からない .09 .00 -.58 -.05 .16 .22
 これからの自分の仕事が世の中で果たす役割についてよく考えるほうだ -.05 .29 .53 .07 .07 .00
 5年後の目標を持ちそれに従って計画を立てる .00 .10 .45 .05 .01 .01
 自分の才能を活かせると思う職業分野をいくつか挙げられる -.17 .29 .42 -.08 .07 -.15
 将来について考えることが好きだ .10 .18 .37 .24 -.01 -.23

F4：教師との関係（α=.77）5項目    
 私は先生に親しみや温かさを感じる -.05 -.05 .12 .84 .02 -.07
 私は学校の先生を信頼している -.01 -.11 .07 .77 -.06 -.06
 人を信用しない .04 .07 .01 -.49 .24 .25
 勉強でわからないところがある時，先生に質問する .38 -.10 -.08 .46 -.02 -.06
 疑問に思ったことがあればすぐに教師や友人に相談する .26 -.03 -.12 .41 -.15 .04

F5：自尊感情（α=.74）6項目    
 人に気を遣いすぎて疲れる .16 .18 .02 .03 .77 -.09
 人前でもありのままの自分を出せる -.10 .09 .03 .19 -.64 .24
 他人に心を閉ざしているような気がする .12 .01 .09 -.34 .57 .08
 人から何か言われないか変な目で見られないか気にする -.05 .19 -.12 .23 .57 -.03
 疑問だと感じたら堂々と言える -.05 .26 .04 .23 -.48 .08
 自分はのびのび生きている .06 .01 .02 .20 -.47 .18

F6：報酬への期待（α=.47）2項目    
 私が勉強するのは受験に失敗したくないからだ .02 -.01 .00 -.15 -.14 .55
 仕事とは，経済的に豊かな生活を送るための営みである .09 .14 -.14 -.05 -.11 .45

因子間相関 F1 .59 .26 .41 -.10 -.02
F2   .35 .44 -.23 -.14
F3   .11 -.19 -.16
F4    -.17 .00
F5     .34
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グラムを提供したりできる可能性が示唆される。 
ここでは，高大連携活動の効果やその最適化に関

し，6 因子の観点で今後の指針を述べる。（因子を構

成する質問に関連する表現を『 』で示す。） 
多くの大学で行われている出張講義については，

高校生が関心ある分野の専門の講義を受講できれば，

『将来の仕事内容に関する知識』を得て「進路意識」

を高め，その分野の『新しいアイデアをあれこれ考

える』ような「好奇心・探究心」を向上できると予

想できる。しかし，関心ない分野の講義にはそのよ

うな効果は低いと考えられる。 
一方その他の因子に関しては，因子の質問項目か

ら，大学から高校に向けた一方通行の取組みよりも，

高校と大学が連携した事業の効果が推測される。 
過去の報告では，高校生の職場体験では，体験後

の成長を生徒が感じた場合に自己効力感が向上する

としている（富永, 2010）。一方，大学生が高校生と

交流する形の高大連携活動では，高校生が自発的に

参加すること，大学と高校の教員が連携して見守る

ことで，高校生と大学生の交流を活発化させ，高校

生の「学習方略の積極的な使用」，「好奇心・探究心」，

「進路意識」，「自尊感情」を向上できるとしている

（川合, 2017）。 
また，生徒が主体的に学びあう協働学習では，協

働学習の効用や期待が学校適応感（安心感と充実感，

被信頼・受容感，劣等感の無さ，周囲との調和）の

向上につながることが示されている（石橋, 2016）。
さらに，大学生を対象にした研究で，学校生活で周

囲や友人から認められた経験が自己肯定感に効果が

あるとしている（河越, 2015）。 
以上のことから，大学見学や出張講義などの高大

連携事業が，「好奇心・探究心」や「進路意識」以外

の因子にも影響を与えるためには，高校生が自発的

に参加するように事前の働きかけを充実させること

や，行事前後の高校生への指導の中で生徒が自己の

成長を感じるような取り組みを行うことが重要であ

るといえる。これにより教育効果を高め，『人前でも

ありのままの自分を出せる』という「自尊感情」の

向上につながると考えられる。 
また，探究学習などの協働学習では，協働学習が

学校適応感向上につながると生徒が認識することが

大切である。高大連携が探究学習に関わる際には，

大学教員が高校教員を支援することで，生徒と高校

教員との『信頼』が深まり，生徒一人ひとりが安心

して学びに取り組み，『勉強の仕方を工夫する』など

の「学習方略の積極的な使用」や「自尊感情」の向

上が期待される。さらに教員や大学生が高校生一人

ひとりを認めることも高校生の「自尊感情」につな

がると期待される。 
本研究で得られた因子を用いることで高大連携活

動を評価するには，高大連携活動に参加した高校生

へのアンケート調査により可能であろう。実施直後

に行うことで高大連携活動が6因子にどう影響を与え

たかの効果を明らかにできる。同時に，高校の教育

や指導および高校と大学の入念な準備の重要性が明

らかになるであろう。 
このようにこの6因子を指標として，高校生に効果

的な高大連携活動の提供が可能と期待される。 
 
4．まとめ 
本研究では，プレ調査とあわせて行った2度に渡る

調査から，高大連携活動を評価する尺度として，高

校生の心理状態を「学習方略の積極的な使用」，「好

奇心・探究心」，「進路意識」，「教師との関係」，「自

尊感情」，「報酬への期待」の6因子からなる尺度で表

現できることがわかった。 
高大連携活動を本尺度により評価する場合には，

主に大学が提供できる内容と主に高校が中心に行う

指導の両面から検討する必要があると考えられる。 
大滝（2012）は，近年，出張講義や大学の講義の

聴講などの高大連携イベントが増えているが，これ

らは内面的な成長ができている高校生（自我と社会

性が確立し，自分の興味や適性を踏まえたうえで進

路選択を行おうとしている生徒）には有効であるが，

内面的な成長が十分でない生徒には，進路選択意識

の向上や主体的学習行動にはつながっていないこと

を示している。そして高大連携活動に，なぜ大学に

進むのか，なぜ大学で学ぶのかを考えさせるコンテ

ンツを提供することを求めている。 
大学が提供する内容もこのようなコンテンツを意

識することで，高校生の進路意識，学習意欲，好奇

心等へ効果的であろう。一方では，大学が提供した

内容を普段の生活で高校生に定着を図るには高校教

員の力が不可欠であることは前述したとおりである。 
さらに，多くの高校生が通塾している状況では塾

講師（あるいは塾職員）による，高校生の6因子に与

える影響も大きいと考えられる。塾講師は第三者の

視点で高校生の「学習方略の積極的な使用」「好奇

心・探究心」「進路意識」を伸ばすだけではなく，

様々な機会で高校生の「自尊感情」の向上に寄与す

ることが期待される。 
本調査では，高大連携活動の終了時にその場で回
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答を得た。今後は 2～3 週間後に参加者に同じ質問紙

で調査する。本尺度が心理状態だけでなく行動を問

う質問も含まれているため，日常生活の影響を含め

た意識や行動の変化を把握し，その影響を可視化す

る。高大連携活動の内容ごとに，個人の変容を追跡

することで新たな知見が得られると考えられる。 
本研究では，高校生の心理状態には高校教員の関

わりが重要であることが示された。このことは，高

校教員が生徒との関わりを持つための時間的・精神

的なゆとりが重要であることを示すとともに，高大

連携活動が高校教員を支援する立場であるべきこと

を改めて意識する必要があることも示している。高

校生への効果のためには，高校教員の生徒への日頃

の働きかけが重要であることも触れておきたい。 
 本研究は都立大で実施した高大連携活動の参加者

を分析対象としているため，高校生に一般化するこ

とには慎重でなければならない。しかし高大連携の

取り組みの高校生への影響を可視化する方法となり，

様々な状況下に置かれた高校生に対して適切な高大

連携事業を提供するために有効であろう。 
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高大接続・教育委員会と連携した地元高校生の人材育成 

「福井プレカレッジ」への支援と入学者確保 

――福井大学工学部の事例―― 
 

大久保 貢，中切 正人，田中 幸治（福井大学） 
 

主な入学年齢である 18 歳人口が減少するなか，志願者，入学者の確保に苦心している大学にとって

これまでとは異なった新しい入学層を確保することは喫緊の課題である。高大接続改革の下，これま

でと異なる新しい入学層を獲得するには大学側が高校側に探究的な学びへの支援を行うことが大変重

要である。大学における探究プロジェクトの実践と高校における課題研究への支援を通して地元高校

生の入学者確保を図った。 
 キーワード：高大接続，課題研究，探究的な学び，総合型選抜，アドミッションポリシー 
 

1 はじめに 
福井大学では地域貢献を標榜し，地域の知の拠点と

して地元の若者を惹きつけるような「キラリと光る福

井大学」に取り組んでいる。また地方創生の推進によ

り地方における若者の修学・就職が促進されることが

期待されている。このような観点から地元からの入学

者の確保が大変重要である。しかしながら，図 1 よ
り地元からの入学者が近年減少し，平成 31 年度入試

では工学部の入学者割合が 18％まで減少している。

地方創生の観点から地元からの入学者を増加させるた

めの取り組みが必要である。 

 
図1 工学部における各地区からの入学者割合 

 
 つまり，主な入学年齢である 18 歳人口が減少する

なか，現在の大学の募集人員を維持するためには，こ

れまでと異なる入学層を獲得することが喫緊の課題で

ある。高大接続改革の下，高校教育では課題研究の実

践により探究的な学びを身に付け，これまでの生徒と

異なった新しい生徒を育成している。このような状況

下での課題解決方策として，大学における探究プロジ

ェクトの実践及び高校における探究的な学びへの支援

を通して地元高校生の人材育成と入学者確保を行った。 
2 入学者減少の原因分析 
 図 1 の地元からの入学者割合が減少した原因を探

るため，県内全高校の進路指導部を訪問した。その結

果，工学部入学者減少は偏差値の上昇により合格し難

く成ったとか，高校教育が理系から文系にシフトした

とかが挙げられたが，工学部での研究内容が高校生に

理解されていないことが，一番の要因であることが明

らかになった。地元の高校生に工学部の研究内容を理

解してもらう方策を講じる必要がある。 
 また地元のどのような高校からの入学者が減少して

いるのか原因を探るため，県内高校を基幹校（注）

（5 校），連携校（注）（8 校），SSH 校（2 校）の

3 つのグループから分析した。これらのグループから

の入学者数の推移を調査した結果を図2に示した。 

 
図2 工学部における福井県内高校生の入学者数 

 
 SSH 校及び連携校では入学者が年々減少していな

いのに対し，基幹校では入学者が年々減少しているこ
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とが分かる。基幹校からの入学者を増加させるための

方策を講じる必要がある。 
3 福井プレカレッジについて 
 福井プレカレッジの目的は次の 3 点である。① 高
校で育む資質と大学が求める資質との橋渡しを行う。

② 高校生の大学における学びに必要な主体性や学ぶ

意欲・探究する力を身に付ける。③ 大学の学びへの

興味・関心を喚起し進学目標を明確にすること。これ

らの目的で福井大学と福井県教育委員会が連携して平

成 29 年度から基幹校を対象に実施した。対象学年は

2 年生。また平成 31 年度から連携校も対象とした。

実施内容は 大学における探究プロジェクトの実践と

高校における探究的な学びへの支援の 2 つの取り組

みから構成している。 
3.1 大学における探究プロジェクトの実践 
 大学における探究プロジェクトの実践の狙いは地元

の高校生に本学についての研究を理解してもらうこと

と高校生が高校で引き続き課題研究ができるように種

を蒔くことである。平成 31 年度の大学における探究

プロジェクトのプログラムの一例を表1に示した。 
      
表 1 大学における探究プロジェクトの企画の一例：

コース・テーマ・実施内容（平成31年度実施） 
コース テーマ 実 施 内 容 

機械・

システム

工学科 

 

自律移動ロ

ボットの製

作とプログ

ラミングの

基礎 

 

自律移動ロボットを製作

し，Ｃ言語に似た言語によ

るプログラミングを行いま

す。ロボットを動かしなが

らプログラミングの基礎を

習得できますので，プログ

ラムが初めてでも歓迎。 

電気電

子情報工

学科 

コンピュー

タを使った

音声・音楽

情報処理 

大学での実際の講義を受

け，コンピュータを使った

音声・音楽情報処理の実験

が体験できます。グループ

ごとに「音声」の正体を探

り，分析し，最終日にはそ

の成果を発表します。 

建築・

都市環境

工学科 

 

都市の公共

空間デザイ

ン 

 ～身近な道

路と公園に

ついて考え

よう！～ 

 

都市における公共空間の役

割や現状を講義します。ま

た乾公園とその周辺の道路

をフィールドとして，現地

調査やグループディスカッ

ション，さらに模型制作を

つうじて，建築・都市環境

を創造するイマジニアを体

感します。 

探究プロジェクトのプログラムを表2に示した。 
 

表2 探究プロジェクトのプログラム 
【１日目】 【２日目】

受付 受付
自己紹介 ２日目の概要説明

休憩 休憩

休憩

休憩

ワークシート記入・まとめ

30

15:00

30

【グループディスカッション】
（フィールドサーベイで確認し
てきたことを整理し、どのよう
な公園と街路にしたいかを話し
合いイメージを共有する。）

16:00

ワークシート記入・まとめ

【プレゼンテーション・成果発
表会】

（発表前に各グループの模型を
見て回る。発表は発表用のテー
ブルに移動し、全員も移動し発
表を取り囲む形でプレゼンテー
ションを聞く。その後、全体ま
とめのコメントなど。最後に、
参加学生＆ＴＡからの感想を一
言。各班のプレゼンテーション
を評価シートにもとづき評

価。）

【グループワーク】
結果発表

（午前のグループワークの結果
を発表し共有する。）

【プレゼンテーション・成果発
表の準備②】

プレゼン資料作成、空間模型制
作

（午前に引き続き模型制作。発
表では、模型の提示と空間イ
メージを伝えるためのポスター
を合わせて提示するのでその準

備。）

30

【フィールドサーベイ】
グループ別

（検討対象としたエリアまで移
動。公園内にあるさまざまな遊
具や施設、また周辺道路の状況
を確認する。適宜、写真を撮る
とともに、スケッチ・メモして
おく。移動中も周辺の住環境や
交通環境を感じながら歩く。）

14:00

30

昼食・昼休み 昼食・昼休み30

13:00

【グループワーク】
（事前に各自が調査した公園と
街路について互いに紹介。つぎ
にグループ別に別途配布のディ
スカッションシートを用いて話
し合い、午後のフィールドサー
ベイのポイントを洗い出す。）

【プレゼンテーション・成果発
表の準備①】

プレゼン資料作成、空間模型制
作

（先の発表内容、および他の班
の発表も参考にしながら模型制
作。適宜、模型のみならず模造

紙にイメージを描く。）

11:00

30

12:00

10:00

30

概要説明＆チームビルディング
（マシュマロチャレンジ！）

【第１日目のグループディス
カッション】

結果の共有およびグループ発表
（初日のグループディスカッ
ションで話し合ったことについ
て班ごとに模造紙に書き出しま
とめる。その際、共空間づくり
のテーマを決める。その後、班

ごとに発表。）

30

【講義】
「都市と公共空間」

（都市における公園や道路の役
割、最近の話題など）

9:00

 
プログラムの基本コンセプトは，「単なる体験入学

でなく課題探究的な内容を含むこと」であるため，2
日間で参加生徒に探究活動を含み，最終日には，その

成果を発表した。このプログラムを通じて，問題解決

能力やコミュニケーション能力やプレゼンテーション

能力等の育成を目指した。なお，実験補助は大学院生

が担当した。 
平成 29 年度から開始したこれまでの大学における

探究プロジェクトのテーマ数とその参加人数を表 3
に示す。令和 2 年度はコロナ禍のため，1 日のみの実

践となった。 
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表3 これまでの大学における探究プロジェクトの 
テーマ数と参加者数 

年度 テーマ数 

 

参 加 者 数

（人） 

平成29年度 4 55 
平成30年度 5 38 
平成31年度 4 67 
令和 2 年度 5 61 

 
3.2 アンケート結果 
 4 テーマにて 2 日間探究活動を実践した（参加者数

67 名）。実践前，実践後の福井大学への進学希望を

調査した結果を図 3 に示した。この図から分かるよ

うにこれらの実践により本学に是非，進学したい生徒

の人数が58％から91％に向上したことが分かった。 

 
図 3 「設問：福井大学に是非，進学したいです

か？」の実践前，実践後のアンケート調査結果（平成

31年度に実施し，対象者は参加者全員） 
 
3.3 大学における探究プロジェクトに対する参加者の

感想 
 大学における探究プロジェクトの実践終了後，参加

者の感想を下記に示した。 
 
・【テーマ：自律移動ロボットの製作とプログラミ

ングの基礎】大学での課題研究を受講してロボッ

ト等を作ることに興味をもてました。福井大学も

ひとつの進路と考えている中で大学での課題研究

に参加できて福井大学を少しでも知れたことは良

かったです。 

 ・【テーマ：コンピュータを使った音声・音楽情報

処理】電気電子情報工学科の「音」にちなんだ講

義で人の声について音のひずみなどに対しての興

味を持つことができた。自分の進路に繋がる色々

なことを知ることができたから進路を決めていく

上での参考にしたい。 

 ・【テーマ：都市の公共空間デザイン ～身近な道

路と公園について考えよう！～】講義で出てきた

「居心地が良く歩きたくなるまちなか」の技術が

使われている建物を実際に自分の目で見てどう感

じるのか調べたい。コミュニティ道路がもっと増

えれば散歩をする人が増えると思うので増えて欲

しいと思った。  

 

以上のように大学における探究プロジェクトの実践

により目的の一つである本学の研究に対する理解と探

究的な学びへの支援は出来たと考える。 

3.4 高校における探究的な学びへの支援 
大学における探究プロジェクト実践後，アドミッシ

ョンセンターが窓口として基幹校及び連携校の各高校

の探究的な学びへの支援を行った。各高校からの探究

的な学びに関する依頼事項と実施例を表 4 に示した。 

 

表4 高校からの課題研究に関する依頼事項と実施例 

依頼事項 実施例 

課題研究に関

する講話 

・課題研究について講演した。 

・SDGs の課題研究について講演

した。 

課題研究のテ

ーマの設定に

ついて 

・課題研究のテーマ設定の発表会

で助言や講評を実施した。 

課題研究に関

する生徒の質

問に対するコ

ンサルテーシ

ョン 

・下水道に関するエネルギーの有

効活用について教えて欲しい。 

・原子力発電の今後について教え

て欲しい。 

・傷んだ髪にトリートメントを使

うと，どういう成分がどこにどの

ように作用するのか，教えて欲し

い。 

など，年間 30 件以上の依頼を受

け大学の専門家が丁寧に対応し

た。 

課題研究の論

文の書き方 

・論文の書き方に関する講話を行

った。 

課題研究の中

間発表及び成

果発表会に対

する講評 

・課題研究の中間発表に対する講

評を行った。 

・課題研究の成果発表会に対する

講評を行った。 

課題研究に関

する実験をさ

せて欲しい 

・「生分解性ポリマー」について

講義し，実験を行った。 
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高校における探究的な学びの実践として各高校では

課題研究を実施している。しかし，これまで課題研究

の指導経験のない高校教員にとってテーマ設定や課題

に対する解決方法など分からないため，大学に多くの

依頼が寄せられた。課題を考え，研究するのは大学の

得意分野であるので，大学として依頼された事に対し

てすべて丁寧に対応した。このようにして各高校は課

題研究を試行錯誤しながら実施した。工学部で扱って

いない専門分野（化粧品分野）の質問に対して企業

（化粧品研究所）への橋渡しを行った。また課題研究

で分からない点について解決を図るため高校生自らが

大学に来て，大学教員に質問し一緒に実験も行った。 

各高校の課題研究への支援の結果，各高校から行政

主催のコンテストに志願して○○賞を受賞しましたと

の報告が多数寄せられた。このように高校生及び高校

教員への探究的な学びへの支援が確実に浸透している。

そして，この探究的な学びへの支援によりこれまで築

けなかった高校教員と大学教員の信頼関係が構築でき,

高大双方で高校生の探究的な学びへの支援ができたこ

とが大きな成果である。このように，これからの高校

では従来の知識提供型から知的探究中心の授業を行う

ためには，大学からの支援が重要であると考える。 

4. 福井プレカレッジの成果 
4.1 福井プレカレッジ実践後の入学者数の推移 
平成 29 年度から開始した福井プレカレッジの成果

として，工学部における基幹校，連携校，SSH 校か

らの入学者数を図 4 に示した。対象になる入学年度

について基幹校は平成 31 年度，令和 2 年度，令和 3
年度で，連携校は令和 3 年度である。この図から福

井プレカレッジの実践により令和 2 年度及び令和 3
年度の基幹校からの入学生が増加し，また令和 3 年

度の連携校からの入学生が増加したことが分かった。 

 

図4 工学部の基幹校，連携校，SSH校からの入学者数 

4.2 福井プレカレッジ実践後の入学者割合の推移 
福井プレカレッジ実践後の各地区からの入学者割合

の推移を図 5 に示した。図 1 に示した平成 31 年度ま

での工学部における福井地区からの入学者割合と比較

すると，令和 3 年度では 24%まで回復したことが分

かった。福井プレカレッジの実践によって地元高校生

の人材育成と地元からの入学者を確保することが出来

たことが分かった。この要因は図 4 より基幹校及び

連携校の入学者の増加が影響していることが分かった。 

 
図5 工学部における各地区からの入学者割合 

 

5. 考察と今後の課題 
 福井プレカレッジの実践によって工学部の地元から

の入学者割合が 24%まで回復した。この要因を探る

ため，工学部で実施している入学者選抜と各高校との

関係を分析した。図6にAO入試Ⅱの合格率（令和3
年度：総合型選抜Ⅱ），図 7 に前期日程入試の合格

率，図8に後期日程入試の合格率を示した。 

 
      図6 AO入試Ⅱの合格率 
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     図7 前期日程入試の合格率 

 
      図8 後期日程入試の合格率 

 

 図 6 から AO 入試Ⅱにおいて基幹校の合格率が令

和 2 年度及び令和 3 年度入試で約 30％以上増加し，

連携校の合格率は令和3年度入試で大きく増加してい

ることが分かった。一方，図 7 から前期日程入試に

おいて基幹校の合格率が令和 2 年度及び令和 3 年度

入試で約 30％以上増加していることが分かった。ま

た図 8 から後期日程入試において基幹校及び連携校

とも合格率の増加が認められなかった。 

 AO 入試Ⅱで福井プレカレッジの有効性が認められ

た要因は本学工学部の AO 入試Ⅱ（総合型選抜Ⅱ）

の入学者選抜の基本方針（意欲・目的意識等を評価判

定する）に対して，福井プレカレッジの実践によって

意欲・目的意識等を育成・支援されたものと考えられ

る。また，AO 入試Ⅱの平成 31 年度入試で合格率が

増加しなかったことは，平成 29 年度から実施した福

井プレカレッジの支援（特に高校における探究的な学

びへの支援）に関して基幹校側として初めてのことで

混乱し効果が現れなかったと思われる。 

 図 7 より前期日程入試における基幹校の合格率は

令和 2 年度，令和 3 年度入試でやや増加しているこ

とが分かる。しかし，図 8 より後期日程入試では基

幹校及び連携校の合格率の向上は認められなかった。 

 福井プレカレッジの実践が AO 入試Ⅱ（総合型選

抜Ⅱ）の選抜方法のどのような点に影響を及ぼしたか

を探るため，共通テストと面接評価点の関係を図 9 
に示した。 

 
図9 令和3年度 総合型選抜Ⅱの共通テストと面接 

評価点の関係 

 

図 9 から福井プレカレッジの実践により基幹校及

び連携校の受験生は総合型選抜Ⅱの面接評価点が高い

傾向が認められる。なお，総合型選抜Ⅱの入学者選抜

の基本方針では，面接により表現力，目的意識・意欲

等を評価するとなっている。これは，表 1 及び表 2
に示してあるように大学における探究プロジェクトで

は最終日にプレゼンテーションを課し，しかも高校に

おける探究的な学びへの支援では，高校内での中間発

表会や最終成果発表会に出向いて講評やコンサルテー

ションを行ったことで生徒の表現力・目的意識を育

成・向上させたことが総合型選抜Ⅱの面接で効果が現

れたものと考える。 

他に福井プレカレッジの実践によって AO 入試Ⅱ

（総合型選抜Ⅱ）の選抜方法に影響を及ぼしたのは第

1 次選考（書類審査）であった。書類選考は志望理由

書，自己推薦書，調査書から評価した。基幹校及び連

携校からの受験生は志望理由書及び自己推薦書で福井

プレカレッジの体験を挙げて，目的意識，主体性をア

ピールしていた。これまで普通科高校からの AO 入

試Ⅱ受験生の志望理由書や自己推薦書は部活動の取り

組みが中心であったのに対し，福井プレカレッジの実

践によって，探究的な学びによる主体性，目的意識の

記述が現れるようになり，AO 入試Ⅱ合格率の向上に
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繋がったと考える。 

 今後の課題は，高校時代に探究的な学びを体験した

学生の入学後の追跡調査である。なぜなら，これまで

工学部では 17 年前から AO 入試を導入し，入学後の

基礎学力の欠如により AO 入試の募集人員を縮小し

た経験があるからである。高校時代に福井プレカレッ

ジの実践により探究的な学びを身に付けた学生の追跡

調査（学業成績及び学部教員の聞き取り）を実施する

予定である。 

 

6. まとめ 
 18 歳人口減少のなか，地元高校生に福井プレカレ

ッジとして探究的な学びへの支援を行い，高校生の目

的意識・意欲，表現力を育成・支援し，AO 入試Ⅱ

（総合型選抜Ⅱ）にて入学者の確保を行った。 

 高大接続改革の折，これからの高校では従来の知識

提供型から知的探究中心の授業が行われる。本研究の

ように高校，大学，教育委員会が連携して，地元高校

生の人材育成をすることは大変重要と考える。このよ

うな取り組みが全国に拡大することを期待する。 

 

注 

1) 基幹校，連携校，SSH校について 

基幹校とは，福井県立羽水高等学校，福井県立金津高等学校，

福井県立大野高等学校，福井県立武生東高等学校，福井県立

敦賀高等学校で，これまで工学部に多くの志願者があった高

校。 

連携校とは，福井県立足羽高等学校，福井県立鯖江高等学校，

福井県立三国高等学校，福井県立丸岡高等学校，福井県立勝

山高等学校，福井県立丹生高等学校，福井県立丹南高等学校，

福井県立美方高等学校で，基幹校の次に工学部に志願者があ

った高校。 

SSH 校とは，福井県立高志高等学校，福井県立武生高等学

校の2校。 

2) 福井大学工学部の AO 入試Ⅱ（総合型選抜Ⅱ）の入学者選

抜の基本方針について：大学入学共通テスト，書類審査，面

接等を組み合わせて評価・判定します。第 1 次選考では書類

審査により文章力や自己アピール力等の評価を行うとともに，

調査書等に基づいて基礎学力の評価を行います。最終選考で

は，大学入学共通テストにより基礎学力を総合的に評価し，

さらに面接（口述試験を含む）により，目的意識・意欲、表

現力等の評価及び理数系科目の学力を評価してます。以上を

総合して，能力・適性や学習に対する意欲，目的意識等を評

価・判定します。 

3）福井プレカレッジについて 

 福井大学と県教育委員会との連携期間は平成 29 年度から平

成 31 年度の 3 年間である。令和 2 年度以降は福井大学独自

で実施し，県内全高校を対象とした。参加者の募集方法は県

高校長会から県内全高校長へ募集チラシを送付し参加者を募

集した。 
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受験座席の効率配置による入試の最適化  
――入試のＤＸに向けて―― 

 
西郡 大，園田 泰正（佐賀大学） 

 
 分離分割方式で後期日程を実施する場合，高い欠席率によって多くの空席が生じる。そのため，必ずしも

効率的とはいえない試験運用を長年にわたり実施してきた。この課題を解決するために，インターネット出

願によって電子化された受験者情報を活用して，受付順配席方式による試験運営を実現した。その結果，試

験室数は 20 室の削減（前年度比 57.4％），座席総数は 1,224 席の削減（前年度比 54.5％），試験監督者数は

44 名の削減（前年度比 72.8％），試験運営をサポートする事務職員数は 25 名の削減（前年度比 43.2％）と

なり，実施体制が大幅に効率化され，学内関係者からも高い評価が得られた。この取り組みは，ICT を活用

して既存の試験運用に変革をもたらしたという点において，大学入試のDX として捉えることができる。 
キーワード：後期日程欠席者，受付順配席方式，デジタルトランスフォーメーション（DX） 

 
1．はじめに 

2020年度の大学は，新型コロナウイルス感染症の対

応に追われた１年だった。入試においても感染状況を

見据えながら，各大学であらゆる対応策が検討された

はずである。その１つとして，対面型の受験を回避す

るためのオンライン試験 1)などが話題となった。これ

らは，常時であれば，公平性確保等の問題で導入が容

易ではないと思われる仕組みであるが，コロナ禍ゆえ

に受験生をはじめとする関係者に受け入れられたと思

われる。結果として，コロナ禍を機に ICTを活用した

大学入試の新しい形態が出現したといえるだろう。 
一方，佐賀大学ではコロナ禍以前より，個別選抜に

おけるCBT活用（西郡ほか,2017;西郡ほか,2019a），
選考書類の申請から採点作業までの業務を一貫してペ

ーパーレスで行うことができる電子書類採点システム

を開発し，運用してきた（西郡ほか,2019b）。これら

の取り組みは，ICTのメリットを活用することで新し

い大学入試の在り方を模索する試みである。さらに，

コロナ禍の 2021 年度入試では，インターネット出願

のメリットを生かした受験座席の効率配置の実践によ

り，大学入試における ICTの活用を一歩進めることに

成功した。本稿では，この取り組みについて報告する。 
 

2．後期日程の欠席者問題 
国立大学の入試は，「受験機会複数化」を目的とし

て 1989 年度から実施されている分離分割方式を原則

として導入している。同制度は，同一学部の募集定員

を前期日程と後期日程に分割し，まず前期日程の試験，

合格発表，入学手続きを行った後に，後期日程の試験

を実施し，合格発表と入学手続きを行う仕組みである。

なお，前期日程に合格し，入学手続きをした者は，後

期日程を受験しても合格者とはならない。したがって，

前期日程の入学手続き者は，後期日程に出願はしてい

ても受験することはほとんどない。加えて，後期日程

の出願者の中には，前期日程で不合格であっても私立

大学等に入学を決めたり，浪人の意思を固めたりする

者もいる。このことにより，後期日程の試験当日は，

多くの志願者が欠席する。表1は，佐賀大学における

過去５年間の志願者数，受験者数，欠席者数，欠席率

の大学全体の総数である（前期日程と後期日程の両方

を記載）。５年間の前期日程の欠席率平均が8.0％であ

るのに対し，後期日程の欠席率平均は60.0％と極めて

高い。他の年度もほぼ60％前後で変わらない。この多

くの欠席者の存在が，試験運営上どのような課題をも

たらしているのかについて以下に整理したい。 
まず，欠席に伴って空席となる座席数の多さである。

多くの志願者が欠席することが事前に分かっていると

はいえ，志願者の前期日程の入学手続き情報（他大学

への手続きを含む）を持たないため，どの志願者が欠

席するのかを特定することはできない。そのため，後

期日程全志願者の受験座席を準備しておく必要がある。

にもかかわらず，試験当日には，約６割の欠席者によ

って，準備した座席の半分以上が未使用となる。試験

室によっては，大きな試験室の中に，数名しか受験し

ていないケースもみられる。また，全志願者の受験座

席を準備するということは試験室数も多くなり，それ

だけ試験監督者も多く配置しなければならない。端的

に言えば，とても“非効率”な試験運用なのである。 
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表1．佐賀大学における過去５年間の前期日程及び後期日程の志願者数，受験者数，欠席者数，欠席率 

年度 
前期日程 後期日程 

志願者数 受験者数 欠席者数 欠席率 志願者数 受験者数 欠席者数 欠席率

2021 2,014 1,833 181 9.0% 2,686 970 1,716 63.9%
2020 2,220 2,029 191 8.6% 2,976 1,142 1,834 61.6%
2019 2,139 1,968 171 8.0% 2,730 1,210 1,520 55.7%
2018 2,224 2,064 160 7.2% 3,095 1,225 1,870 60.4%
2017 1,944 1,805 139 7.2% 3,129 1,289 1,840 58.8%

平均 2,108 1,940 168 8.0% 2,923 1,167 1,756 60.0%
 
 

3．欠席問題の解決が困難な理由 
佐賀大学に限らず後期日程を実施する大学では，同

じような課題を抱えているにもかかわらず，長年にわ

たって，多くの空席を抱える非効率な方法で実施して

きたのではないだろうか 2)。あらかじめ多くの欠席者

が想定されるのであれば，試験当日に会場に来た者だ

けを受け付けて，試験室に順番に配席していく方法が，

未使用の空席を生じさせない最もシンプルな改善方法

といえるだろう（以降，この方法を「受付順配席方式」

と呼ぶ）。しかし，この方法を実施できていない理由に

次のような点が考えられる。 
１点目は，受付作業における正確さの確保の難しさ

である。受付は，本人確認とともに，受験者情報（受

験番号，募集区分，選択科目など）を短時間で正確に

確認しなければならない。さらに，受付を終えた受験

者を適切に試験場に誘導することが求められる。これ

らの煩雑な手続きを手作業で行えば，受付時の混雑や，

確認や誘導ミスなどによる混乱が生じる可能性があり，

適切な試験運用に影響しかねない。 
２点目は，受付で配席した受験座席と受験者情報を

短時間で対応付けて試験本部及び試験監督で共有する

ことの難しさである。例えば，300人の受験者を3つ

の試験室に100名ずつ分けて配席した場合，それぞれ

の試験室に着席している受験者情報が把握できてなけ

れば，試験運営と監督業務に支障が生じてしまう。従

来の方式であれば，志願者全員の受験番号に座席を割

り当てているため，試験室及び座席単位でどの受験者

がどこに座っているのかを一括管理できる（試験監督

もこれらの情報を利用する）。しかし，試験当日に受付

順で受験座席を割り当てるということは，その対応付

けを受付終了後に行わなければならならず，この作業

を短時間で正確に行う仕組みが必要となる。 

以上のことから，紙の受験票を前提とした手続きは，

受験者とのやりとりが手作業になってしまうため，「受

付順配席方式」の適用が困難であったといえる。 
 

4．受付順配席方式を実現する新方式  
近年では，インターネット出願を導入する大学が多

く，佐賀大学でも 2018 年度入試より導入した。イン

ターネット出願の最大のメリットは，受験者情報を電

子的に取り扱えることである。ただし，出願手続きに

関する電子化は進んでいるものの，受験票は受験者本

人が印刷して試験日に持参するなど，試験当日の手続

きは，未だ紙を前提とした手続きが中心である。 
佐賀大学では，試験当日の手続きにも電子情報を活

用できる仕組みを検討し，受験票にQRコードを埋め

込んで印刷できるように改修した（図1）。 
 

 
図1．QRコードを埋め込んだ受験票イメージ 
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4.1 試験当日の受付手続き 
受験者は持参した受験票を受付で提示し，受付担当

者が2次元バーコードリーダーを用いてQRコードを

読み取る（QRコードの情報は受験番号のみ）。読み込

んだデータは，パソコンのExcelに取り込まれ，当該

受験番号と出願時に登録されている受験者情報（事前

登録情報）が合致しているかをチェックした3)（図2）。
仮に，読み込んだ受験番号が事前登録情報になければ，

受験票に記載されている情報を受付担当者が確認し，

適切な受付場所へ案内した。また，受付を行った者が

再度受付を行った場合でも２重登録ができないように

制御している。なお，これらの処理は，Excel の機能

だけを利用しており，ネットワークにも接続しないス

タンドアロン方式である。この仕組みにより，受付に

おける確認作業の煩雑さをなくし，正確さを担保した

結果，前節で挙げた課題の１点目をクリアできた。 

 

 
図2．受験票（QRコード）を読み取るための機器類 
 
 確認作業が終わると，試験室と座席番号を記載した

座席番号票（図３）を受験者に渡し，試験室へ案内し

た。試験室の各座席には，座席番号シール 4)を貼って

おり，受験者は座席番号票に記載されている場所に着

席する。受付では，受付順に試験室と座席を割り当て

ていき，空席が生じないように受験者を配置した。な

お，１つの試験室が埋まれば，次の試験室の座席を割

り当てる。これにより，準備した試験室に空席がない

状態を作る出すことが可能となり，効率的な受験座席

の配置を実現できる。もちろん，最後の試験室が埋ま

らない場合には，当該部分は空席となるが，遅刻した

受験者や特別対応が必要な受験者の座席として利用す

ることを想定している。一方，受験票を忘れた受験者

に対しては，別の場所で本人であることを確認したう

えで，受験番号を手で入力して対応した。 

すべての受験者の受付が終了したら，パソコンに接

続しているプリンターより，各試験室の受験者一覧を

出力し，試験場本部と各試験監督に配布した。これに

より，試験室及び座席と受験者情報を対応付けたリス

トとして試験監督に短時間で提供することが可能とな

り，前節で挙げた課題の２点目をクリアできた。 
以上のように，「受付順配席方式」を実現するため

に，試験当日に設けた受付で受験票のＱＲコードを読

み込み，試験室と受験座席を配置する方法について，

本稿では「新方式」と呼ぶことにする。 
 

 
図3．座席番号票のイメージ（紙で作成） 

    
4.2 試験監督における対応の変化 
 前述したように，各試験室はすべての座席に受験者

が着席することになるため，基本的に空席がない。し

たがって，試験問題の配布や解答用紙の回収などは，

空席が多い状態よりも容易になる。また，従来の方式

であれば，各試験室の受験者リストに志願者全員の情

報が掲載されるため，欠席者確認を丁寧に行わなけれ

ばならないが，新方式では，当該試験室に着席した受

験者だけがリストに掲載されるため確認をしやすい。 
 ところで，新方式では写真照合を問題なくできるの

かという疑問が生じるが，この点もインターネット出

願のメリットにより解決できる。インターネット出願

導入以前は，受験票と写真票の両方にそれぞれ写真を

貼って郵送することを志願者に求めていたが 5)，イン

ターネット出願になったことで写真登録は１つでよく

なった。この写真を受験票と写真票の両方に用いるた

め両者は同一の写真となる。したがって，試験時間内

に行う写真照合では，机上に置かれている受験票の写

真と本人が同一人物であることをチェックするだけで

よくなり，写真票として試験監督者が別に管理してい

なくても大きな問題は生じない。 
 また，試験終了後の解答用紙の回収についても変化

が生じる。従来の方式であれば，受験番号順に解答用

紙を集めて，順番通りに回収できているかを回収時に

チェックしていた。しかし，新方式では当該試験室で

の受験者の解答用紙が確実に回収できていることさえ

確認できれば問題はない（実際には，当該試験室の受
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験者リストをもとにチェックしている）。なぜならば，

公正な採点を行うために，受験番号を隠して採点して

いるため，少なくとも採点時に受験番号順に並んでい

る必要はないのである。さらに，解答用紙の受験番号

と採点結果（得点）はセットで，システムに入力され

て合否判定が行われる 6)。つまり，各座席に座ってい

る受験者と受験番号が一致しており，解答用紙に正確

な受験番号を記載していることさえ担保できれば，試

験時間内に受験番号順に並べる必要はないのである。 
  
4.3 新方式実施に向けた準備 
 新方式実施の提案に対して，学内では反対や慎重論

はなく，円滑に合意形成を得ることができた。試験室

を効率化し，試験監督を合理的に配置できる点，従来

の方式を変更しても試験監督や事務的な手続きが複雑

にならない点，受付時に混雑や混乱が生じないように，

受付場所の設置 7)や動線の確保などのシミュレーショ

ンなどが理解された結果だといえる。 
一方，新方式では，試験当日の受験者数を予想して

試験室と試験監督者の数を設定しなければならない。

過去の実績をみると受験率はおおよそ安定しているた

め（表 1 を参照），実績ベースに若干余裕を持たせた

予想受験者数を算出し 8)，試験室と試験監督者数（予

備監督者を含む）を割り出した。なお，受験生への周

知は，ホームページでの周知及び受験連絡用のメール

配信 9)のみを行ったが，試験終了まで本件に関する問

い合わせはほとんどなかった。 
 

 
図４．試験当日の受付の様子 

 
5．実施結果  

2021年度後期日程の結果は，想定内の受験者数であ

ったため，準備した試験室と座席で収まったとともに，

大きな混乱やトラブルもなく無事に終えることができ

た。このことから，単に受験番号情報をQRコードに

設定し，それを電子的に読み込むという手順を加えた

だけで，紙を前提とした手作業による受付であれば生

じうる混乱のリスクを回避して，十分な効果を得られ

ることが確認できた。なお，当日は，受付時間に雨が

降ったため，受験者数の多い一部の学部では，受付に

時間を要した部分もあったが 10)，原因となった選択科

目別の受付手順を見直すことで次年度以降は本課題を

解決できる見通しである。 
次に，新方式によってどの程度の効率化を実現でき

たのかについて表 2 に整理した（医学部を除く）。受

験者数は149名の減少，受験率は前年度と大きく変わ

らなかった。試験室数は20室の削減（前年度比57.4％），

座席総数は 1,224 席の削減（前年度比 54.5％），試験

監督者数は44名の削減（前年度比72.8％），試験運営

をサポートする事務職員数は 25 名の削減（前年度比

43.2％）となり，実施の体制が大幅に効率化された。

特に，募集人員が多い学部では効果が大きかったとい

える。 
2021 年度入試はコロナ対応として例年よりも余分

に試験室を設置する必要があり，従来の方式であれば，

試験室や試験監督が不足する可能性もあった。しかし，

新方式による効率化によって余裕が生じた試験室や人

員を再配置することができた。なお，医学部について

は面接試験のみの実施であるため，学力検査で必要と

なる机や椅子が並ぶ試験室を必要としない。したがっ

て，従来より手作業による「受付順配席方式」によっ

て試験実施を行っており，表2から外している。 
また，各学部（医学部を除く）の入試実施責任者に

対して新方式の実施結果についてヒアリング調査した

ところ，すべての学部長と入試委員長から「従来の方

式より改善された」という評価が得られ，試験室や試

験監督のマネジメントを担う各学部の入試責任者にと

っても有効な改善になったと思われる。 
さらに，空席が生じないことのメリットを１つ挙げ

ておきたい。従来の方式の場合，欠席者による空席が

多くなるため，試験当日に受験者が誤って着席してし

まうことがある。試験開始前や途中で監督者が気づい

て本来の座席に戻すことができればよいのだが，試験

中のチェックが不十分で誤りに気づかなかった場合，

大きな問題となる。というのも，当該受験者の成績が

良ければ合格となるため，誤って座った座席の受験番

号を持つ者（当日の欠席者）に合格通知を出すことに

なるからだ 11)。つまり，空席を作らないことは，こう

した入試ミスを回避する効果も期待できるのである。
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表2．新方式導入に伴う試験室，座席総数，試験監督数，事務職員数の効率化 

前年度との比較 受験者数 受験率(%) 試験室数 座席総数 
試験監督者数 

(予備を含む) 
事務職員数

新方式 
（2021 年度入試） 

920 39.3 27 1,469 118 19 

旧方式 
（2020 年度入試） 

1,069 39.7 47 2,693 162 44 

 
6．大学入試のＤＸの実現に向けて 
 近年，経済分野を中心にデジタルトランスフォーメ

ーション（DX: Digital Transformation）の推進が，

花盛りである。「デジタルトランスフォーメーションを

推進するためのガイドライン」（経済産業省，2018）
によると，DXとは，「企業がビジネス環境の激しい変

化に対応し，データとデジタル技術を活用して，顧客

や社会のニーズを基に，製品やサービス，ビジネスモ

デルを変革するとともに，業務そのものや，組織，プ

ロセス，企業文化・風土を変革し，競争上の優位性を

確立すること」と定義されている。経済界を想定した

表現であるが，DX の考え方は多様な分野において注

目されており，そして推進されている。 
教育分野においても，「多様な子供たちを誰一人取

り残すことのない，公正に個別最適化された学びの実

現」を目指すGIGAスクール構想において，コロナ禍

を機に事業が加速しつつある。さらに，文部科学省が

2021年度概算要求として計上していた「デジタルを活

用した大学・高専教育高度化プラン(Plus-DX)」は，

2020年度の第3次補正予算案に移されて前倒しされ，

高等教育分野でもＤＸが推進されるようになった。 
 ところで，従来の IT（information technology）や

ICT（Information and Communication Technology）
とDXは，何が大きく異なるのだろうか。その違いは，

多くの資料で説明されているが，本質的な点を筆者な

りに整理すると，DX とは，既存の枠組みに変革をも

たらすことを目的とした ICT の活用であると考える

ことができる。この考え方に従えば，本稿で報告した

受験座席の効率配置を実現する新方式は，ITを活用す

ることで長年にわたって実施されてきた後期日程の試

験運用の在り方に変革をもたらした事例といえる。 
 大学入試におけるDXの嚆矢は，インターネット出

願であるといってよいだろう。それまでは，複数の出

願書類を封筒に入れて大学へ郵送するのが当たり前で

あったものが，インターネット上で出願情報の入力や

検定料の振り込みなどができるようになった。これに

より，多様な入試方式を持つ私立大学などでは，複数

の学部に対して一度に，かつ割安に出願できる仕組み

が構築されるなど，出願の在り方に様々な工夫がなさ

れるようになった。さらに，出願手続きだけでなく，

入学手続きを行う際にも，インターネット経由で手続

きができるなど，大学だけでなく受験生にとっても利

便性の高い仕組みが構築されている。まさに，インタ

ーネット出願は，大学入試の出願手続きの在り方に変

革をもたらしたといえるだろう。 
 一方，本稿で提案した新方式は，インターネット出

願の枠組みを試験運用に展開したのが新しい点である。

受験票にQRコードを印字するというだけの仕組みで

あるが，インターネット出願によって受験者情報が電

子的に管理できるからこそ実現できたものである。２

節で述べた後期日程の欠席者問題は，分離分割方式を

導入している大学にとっては共通の課題であるため，

インターネット出願を運用している大学であれば，ど

こでも新方式により課題を解決できるはずだ。逆に，

欠席者問題を抱えていない大学にとっては，直接的な

メリットにはならないかもしれない。 
しかし，新方式の最大の強みを「柔軟な試験場設定」

と考えると，容易な分散型試験場の構築が実現できる。

例えば，地方会場のように大学キャンパス外に試験場

を設ける場合など，柔軟かつ効率的な受験座席の配置

ができることはメリットである。佐賀大学では，新型

コロナウイルスの対応策の１つとして，最悪の事態を

想定して最も志願者の多い福岡県に試験会場を確保し

ておいた 12)。従来のように志願者全員の座席を設置す

るとなれば，この選択はなかったが，新方式によって

効率的な試験室設置と受験者配置ができる見通しがで

きたために，緊急策として取り入れたのである。 
なお，分散型の試験会場設置を前向きに検討できた

のは，新方式導入の見通しだけではなく，WEB 会議

システムの存在もある。コロナ禍でWEB会議システ

ムの活用が日常化したことで，関係者の同システムに

対するリテラシーが高まった。これにより，各試験会
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場を WEB 会議システムで常時接続しておくことで，

それぞれの会場の状況をリアルタイムで把握すること

が可能となった。実際に運用して分かったことは 13)，

従来の電話連絡であれば，担当者間の伝達リレーによ

って情報の正確性が損なわれることが少なくないのに

対し，WEB 会議システムを用いて画面越しに，複数

人で情報共有すれば，トラブル等が生じたときでも即

座に対応が可能であり，他の試験会場でも同時に情報

を共有できる利点があった。こうした運用は，コロナ

禍の2021年度入試では，特に機能したと考える。 
さらに，ニュー・ノーマルに向けて大学教育の在り

方は変わろうとしている（IDE大学協会,2021）。例え

ば，ハイフレックス（HyFlex：Hybrid-Flexible）型

の講義などが浸透すれば，教室に新たな機器が設置さ

れることになり，これらを用いた新しい入試の在り方

も検討できるかもしれない。こうした潮流が入試の

DXを加速させる可能性を持つだろう。 
これまでの入試研究は，選抜制度や評価方法の検討，

追跡調査，学生募集の取り組みや検証などが中心であ

った。その反面，入試の運用についての実践報告は少

ない。事務的に進める部分が多いことや各大学の固有

業務の側面があることが主な理由だろう。しかし，入

試に関わる運用をどれだけ効率化できるかという視点

は，各大学が個別に入試を実施するわが国において，

入試研究の１つとして検討されても良いトピックだと

考える。本稿では，DX という切り口から後期日程の

試験運用の改善を報告したが，DX に限らず，様々な

観点から入試の運用を検討した実践報告があっても良

いのではないだろうか。こうした実践報告が蓄積され

ることで，入試運用の効率化を実現するための共通知

や従来の枠組みでは実現することができなかった新し

い入試運用の在り方を検討できるかもしれない。本報

告がそのきっかけとなれば幸いである。 
 

注 
1） AI による不正防止チェック機能を備えたオンライン試験

監督によるCBT（Computer Based Testing）やWEB会

議システムを利用したオンライン面接など。 
2） 筆者らが調べる限り，大学入学共通テストと同様に，志願

者全員の座席をあらかじめ配置する方法が一般的である。 
3） 受験者が出願時に登録したデータを Excel にまとめておき，

QR コードから読み取った受験番号を Excel に取り込み，

関数を用いて突合するというシンプルな仕組みである。 
4） 座席番号シールには数字が並んでいるものもあり，受験番

号と間違って答案用紙に記入する受験生もいる可能性を考

慮し，「（注）この番号は受験番号ではありません」と朱書

きしている。 
5） 大学入学共通テストでは，写真票には受験票と同一の写真

を貼り付け，持参することを受験生に求めている。したが

って，試験中の写真照合では，写真票と受験票の写真と受

験者本人が同一であることを確認している。 
6） 入力業務は，ミスが生じないように多重チェックがなされ

ている。 
7） 学部ごと（全6学部）に１箇所ずつ受付を設置した。 
8） 志願者数の60％を予定受験者数とした。 
9） 「後期日程の座席は，前期日程のように受験番号順の座席

ではなく，会場受付で職員が指示した座席に着席してくだ

さい」，「各学部の試験場受付で担当者が佐賀大学受験票を

確認し，試験室と座席番号が記載されたカードを配布しま

す。受験者はカードの教室へ移動して着席してください」

という２点を強調して連絡した。 
10） 受験者一人当たりの受付所要時間は10秒程度であった。 
11） こうした入試ミスの事例は，過去に複数存在する。 
12） コロナ禍の先が見通せない中において，緊急時の選択肢の

１つとして試験会場の予約だけをしておいた。 
13） 佐賀大学では，2021年度の大学入学共通テスト及び一般選

抜において，キャンパス内の複数の試験場（実施本部）を

WEB会議システムで結んで試験運営を行った。 
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タブレット端末利用型CBTによる
時系列解答データログ分析の一考察

安野 史子 (国立教育政策研究所)

我々は，これまでに CBTの総合的研究として，CBTで測れる能力を明確にすることを目指し，デジ
タルの特性を活かした教科・科目ベースの問題を試作し，CBTシステムも併せて開発し，継続的に調査研
究を行ってきている。その一環として，開発した数学の問題を使って，高校生を対象にモニター調査を実
施してきている。そこで本稿では，モニター調査で得られた手書きストローク解答データの時系列ログを
使って，解答変更回数，解答変更の正誤履歴，解答回数と総得点の関係性について，探索的に分析を行っ
た結果を報告する。PBTでは解答の履歴が不明だが，CBTでのログを活用することにより，解答の過程
等が明らかになり，得点に現れない新たな能力評価の測定につながる可能性や，CBTにおける制御の方向
性が示唆される。
　キーワード：CBT，タブレット端末，数学，手書き数式認識入力，時系列解答データログ

【論文種別に○印を付すこと（複数でも可）： ( ○ )原著論文, ( ○ )資料, ( ○ )ノート】

1 はじめに
近年，わが国では大規模入学者選抜におけるCBT

(Computer-Based Testing)の活用の可能性について
(大学入試センター, 2021)や，大規模調査のCBT化
についての議論がなされている。一方，海外あるいは
国際学力調査では，CBTによる実施が標準的になり
つつある。とりわけ，全米学力調査NAEP (National

Assessment of Educational Progress) 2009の科学
分野におけるコンピュータを用いたインタラクティブ
課題 (NCES, 2012)や，OECDによるPISA2015の
科学的リテラシー調査や協同問題解決力調査（OECD,

2016; OECD, 2017）では，既にインタラクティブな
ICTツールを利用しながら問題を解決する力の測定
がなされている。しかしながら，解答入力に関する議
論はPCのタイピングと紙による手書きとの違いを論
じているものが多く，実装は，ラジオボタンやチェッ
クボックスを利用した選択肢式入力，キーボードある
いはバレット利用による文字や数式入力が目立つ。
本研究を含む我々の一連の CBTに関する研究は，

CBTの特性を活かした教科・科目ベースの問題を試
作し，CBTで測れる能力を明確にすることを目的に
実施してきている (安野, 2017, 2018, 2020, 2021a;

安野ほか, 2018; Yasuno et al., 2019)。特に，2022

年度から学年進行で施行される高等学校学習指導要領
(平成 30年告示) (文部科学省, 2018)の数学及び理科
の内容を視野に，大学入学希望者の高等学校卒業段階
の評価に資する問題として，我々は，CBTならでは
の映像，3D，インタラクティブな動的コンテンツを含
む問題の開発を遂行してきている (安野, 2017, 2018;

安野ほか, 2019; 西村ほか, 2020; 中村ほか, 2020; 松

原ほか, 2020)。解答方式としては，2017年までは，
解答用紙による解答方式 (安野, 2017, 2018; 安野ほ
か, 2018)，2018年以降は，解答形式が選択肢式と短
答式の設問について，解答入力システムを試作し，タ
ブレット端末に解答を入力する方式も試みている (安
野, 2020, 2021a)。特に，本研究で用いたデータで，
実証的にオンライン手書き数式認識入力の有効性と問
題点の検討をしてきている (安野, 2021b)。
一般的にCBTでは，時間の制御，入力の制御が可
能といったことが特徴として挙げられる。そこで，問
題ごとに時間を制御するのかそれとも PBT(Paper-

Based Testing)と同様に問題冊子 (セット)で合計の
解答時間とするのか，設問において一度解答を確定し
た解答を書き換えができないように制御したり，それ
に続く設問の条件設定を制御するのか，といった議論
となる。西郡らが行った研究では，順次的な出題につ
いての検証を行うため，前の問題に戻ることができな
いように制御したシステムであった (西郡ほか, 2017)

のに対し，我々の開発システムは，PBTと同様に，
問題全体を俯瞰的に確認でき，解答者が解答したい順
に解答したり，解答した問題に戻って見直したり，解
答を変更したりすることができる。上述の議論の決定
のためのエビデンスは，両方式の比較調査結果による
ことが多いが，CBTによる時系列ログ分析を行うこ
とで，より詳細な情報が得られる可能性がある。
そこで，本研究では，これまでに我々が開発した

CBTを用いて，2019年に高校生を対象に行ったモニ
ター調査の時系列解答ログを使って，解答変更回数，
解答変更の正誤履歴，解答回数と総得点の関係性につ
いて，探索的に追加の分析を行うことを目的とする。
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を実施してきている。そこで本稿では，モニター調査で得られた手書きストローク解答データの時系列

ログを使って，解答変更回数，解答変更の正誤履歴，解答回数と総得点の関係性について，探索的に分

析を行った結果を報告する。PBT では解答の履歴が不明だが，CBT でのログを活用することにより，

解答の過程等が明らかになり，得点に現れない新たな能力評価の測定につながる可能性や，CBT におけ
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表 1 モニター調査冊子の構成及び結果
冊子 大問 小問 内　容 平均点a SD 形式 手書き数式認識による正解例
γ 第 1問 (1) 4次式の因数分解 18.2 10.3 短答 (x− 11)(x− 23)(x− 29)(x− 111)

γ (2) (因数定理) (60.7%) 選択
γ 第 2問 (1) 漸化式 20.2 11.1 短答 0.6an−1 + p

γ (2) (薬成分の体内残存量) (67.3%) 選択
γ 第 3問 (1)∼(6)

3辺上の正三角形 20.9 5.8 選択
γ (フェルマー点) (69.6%) 選択
γ 赤 選択
γ 第 5問 緑 色玉の取り出し (8個) 22.5 13.2 選択
γ 青 (75.0%) 選択
δ (1) 短答 (f(x) =)x, (g(x) =)|x− a|, (h(x) =)|x− a| − a

δ 第 1問 (2) 絶対値を含む関数 19.3 8.2 短答 a < 0

δ (3) (64.5%) 短答 (a の範囲:) a > 0, (x の範囲:) x >
a

2

δ 第 2問 (1) 三次関数の決定 10.2 13.3 短答 (a =)
7

2
, (b =)−

9

4

δ (2) (導関数) (34.0%) 短答 (f(x) =)
1

3
x3 −

7

2
x2 + 10x

δ 第 3問 (1) 三角形の敷き詰め 15.3
12.2

選択
δ (2) (51.2%) 選択
γ 赤 選択
γ 第 5問 緑 色玉の取り出し (9個) 14.9 15.0 選択
γ 青 (49.6%) 選択
γ δ (1) 短答 220

γ δ 第 4問 (2) 正十二角形の頂点 7.8 b 6.7 短答 4

γ δ (3) からなる三角形 (26.0%) 短答 5

γ δ (4) 短答 12

a配点は各大問 30点で 150点満点，下段の括弧内は平均得点率。冊子別人数は γ 冊子 28人， δ 冊子 43人。
　 各冊子の結果は，γ 冊子 平均点 87.5 (58.3%), SD 23.3, δ 冊子 平均点 68.9 (46.0%), SD 33.4であった。

b2冊子合算での結果で，冊子別には γ 冊子 平均点 5.7 (19.0%), SD 5.3, δ 冊子 平均点 9.1 (30.5%), SD 7.3であった。

2 分析データ
本研究で開発した CBTシステムは，基本的に時

系列解答ログを収集することを前提に設計をしていな
かったが，唯一，手書き文字 ·数式認識入力につい
て，問題点の洗い出しや認識精度の検証のために，手
書きストロークデータの時系列解答ログを取得するよ
うにしていた。そこで，本稿では，数学，物理，化
学の合わせて 10冊子 1) のうち，数学の 2冊子 (γ, δ

冊子) のログについて分析を試みる。そのため，以下
2.1は，モニター調査の概要における数学の 2冊子に
関する部分の抜粋である。
2.1 モニター調査の概要
開発した CBTの総合的な検証及び改善に資する

ため，以下の (1)∼(6) のとおりモニター調査を実施
した。

(1)調査日 : 2019年 7月下旬∼11月上旬
(2)調査対象者 : 高等学校 (全日制普通科) 第 3学年

(あるいは第 2学年)の生徒で，「数学 I」「数学
II」「数学Ａ」「数学Ｂ」を履修している (した)

生徒。
(3)調査内容 : 数学は，現行 (平成 21年告示)の高

等学校学習指導要領 (文部科学省, 2009)におけ
る数学の科目のうち，「数学 I」,「数学 II」,「数
学A」,「数学 B」(ただし，(1) 確率分布と統
計的な推測を除く)の内容で，すべての問題に
は，動的オブジェクト (Dynamic Object)が含
まれる。開発問題の中から，選択肢式と短答式
の設問のみの問題を選び出し，オンライン解答
入力冊子として γ冊子, δ冊子を構成した。た
だし，γ冊子と δ冊子は，ほぼ同じ内容で，難
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関する部分の抜粋である。 
2.1 モニター調査の概要 
開発した CBT の総合的な検証及び改善に資するた

め，以下の (1)～(6) のとおりモニター調査を実施した。 

(1) 調査日 : 2019年7月下旬～11月上旬 
(2) 調査対象者 : 高等学校 (全日制普通科) 第 3 学年 

(あるいは第 2 学年) の生徒で，「数学 I」「数学 
II」「数学Ａ」「数学Ｂ」を履修している (した) 生
徒。 

(3) 調査内容 : 数学は，現行 (平成 21 年告示) の高 
等学校学習指導要領 (文部科学省, 2009) にお

け る数学の科目のうち，「数学 I」,「数学 II」,
「数 学 A」,「数学 B」(ただし，(1)  確率分布

と統 計的な推測を除く) の内容で，すべての問

題に は，動的オブジェクト (Dynamic  Object) 
が含 まれる。開発問題の中から，選択肢式と短

答式 の設問のみの問題を選び出し，オンライン

解答 入力冊子として γ 冊子, δ 冊子を構成し

た。た だし，γ 冊子と δ 冊子は，ほぼ同じ内容

で，難易度が異なるよう構成し (δ 冊子の方が
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表 1 モニター調査冊子の構成及び結果
冊子 大問 小問 内　容 平均点a SD 形式 手書き数式認識による正解例
γ 第 1問 (1) 4次式の因数分解 18.2 10.3 短答 (x− 11)(x− 23)(x− 29)(x− 111)

γ (2) (因数定理) (60.7%) 選択
γ 第 2問 (1) 漸化式 20.2 11.1 短答 0.6an−1 + p

γ (2) (薬成分の体内残存量) (67.3%) 選択
γ 第 3問 (1)∼(6)

3辺上の正三角形 20.9 5.8 選択
γ (フェルマー点) (69.6%) 選択
γ 赤 選択
γ 第 5問 緑 色玉の取り出し (8個) 22.5 13.2 選択
γ 青 (75.0%) 選択
δ (1) 短答 (f(x) =)x, (g(x) =)|x− a|, (h(x) =)|x− a| − a

δ 第 1問 (2) 絶対値を含む関数 19.3 8.2 短答 a < 0

δ (3) (64.5%) 短答 (a の範囲:) a > 0, (x の範囲:) x >
a

2

δ 第 2問 (1) 三次関数の決定 10.2 13.3 短答 (a =)
7

2
, (b =)−

9

4

δ (2) (導関数) (34.0%) 短答 (f(x) =)
1

3
x3 −

7

2
x2 + 10x

δ 第 3問 (1) 三角形の敷き詰め 15.3
12.2

選択
δ (2) (51.2%) 選択
γ 赤 選択
γ 第 5問 緑 色玉の取り出し (9個) 14.9 15.0 選択
γ 青 (49.6%) 選択
γ δ (1) 短答 220

γ δ 第 4問 (2) 正十二角形の頂点 7.8 b 6.7 短答 4

γ δ (3) からなる三角形 (26.0%) 短答 5

γ δ (4) 短答 12

a配点は各大問 30点で 150点満点，下段の括弧内は平均得点率。冊子別人数は γ 冊子 28人， δ 冊子 43人。
　 各冊子の結果は，γ 冊子 平均点 87.5 (58.3%), SD 23.3, δ 冊子 平均点 68.9 (46.0%), SD 33.4であった。

b2冊子合算での結果で，冊子別には γ 冊子 平均点 5.7 (19.0%), SD 5.3, δ 冊子 平均点 9.1 (30.5%), SD 7.3であった。

2 分析データ
本研究で開発した CBTシステムは，基本的に時

系列解答ログを収集することを前提に設計をしていな
かったが，唯一，手書き文字 ·数式認識入力につい
て，問題点の洗い出しや認識精度の検証のために，手
書きストロークデータの時系列解答ログを取得するよ
うにしていた。そこで，本稿では，数学，物理，化
学の合わせて 10冊子 1) のうち，数学の 2冊子 (γ, δ

冊子) のログについて分析を試みる。そのため，以下
2.1は，モニター調査の概要における数学の 2冊子に
関する部分の抜粋である。
2.1 モニター調査の概要
開発した CBTの総合的な検証及び改善に資する

ため，以下の (1)∼(6) のとおりモニター調査を実施
した。

(1)調査日 : 2019年 7月下旬∼11月上旬
(2)調査対象者 : 高等学校 (全日制普通科) 第 3学年

(あるいは第 2学年)の生徒で，「数学 I」「数学
II」「数学Ａ」「数学Ｂ」を履修している (した)

生徒。
(3)調査内容 : 数学は，現行 (平成 21年告示)の高

等学校学習指導要領 (文部科学省, 2009)におけ
る数学の科目のうち，「数学 I」,「数学 II」,「数
学A」,「数学 B」(ただし，(1) 確率分布と統
計的な推測を除く)の内容で，すべての問題に
は，動的オブジェクト (Dynamic Object)が含
まれる。開発問題の中から，選択肢式と短答式
の設問のみの問題を選び出し，オンライン解答
入力冊子として γ冊子, δ冊子を構成した。た
だし，γ冊子と δ冊子は，ほぼ同じ内容で，難
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わせて 10 冊子 1) のうち，数学の 2 冊子 (γ, δ 冊子) 
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表 1 モニター調査冊子の構成及び結果
冊子 大問 小問 内　容 平均点a SD 形式 手書き数式認識による正解例
γ 第 1問 (1) 4次式の因数分解 18.2 10.3 短答 (x− 11)(x− 23)(x− 29)(x− 111)

γ (2) (因数定理) (60.7%) 選択
γ 第 2問 (1) 漸化式 20.2 11.1 短答 0.6an−1 + p

γ (2) (薬成分の体内残存量) (67.3%) 選択
γ 第 3問 (1)∼(6)

3辺上の正三角形 20.9 5.8 選択
γ (フェルマー点) (69.6%) 選択
γ 赤 選択
γ 第 5問 緑 色玉の取り出し (8個) 22.5 13.2 選択
γ 青 (75.0%) 選択
δ (1) 短答 (f(x) =)x, (g(x) =)|x− a|, (h(x) =)|x− a| − a

δ 第 1問 (2) 絶対値を含む関数 19.3 8.2 短答 a < 0

δ (3) (64.5%) 短答 (a の範囲:) a > 0, (x の範囲:) x >
a

2

δ 第 2問 (1) 三次関数の決定 10.2 13.3 短答 (a =)
7

2
, (b =)−

9

4

δ (2) (導関数) (34.0%) 短答 (f(x) =)
1

3
x3 −

7

2
x2 + 10x

δ 第 3問 (1) 三角形の敷き詰め 15.3
12.2

選択
δ (2) (51.2%) 選択
γ 赤 選択
γ 第 5問 緑 色玉の取り出し (9個) 14.9 15.0 選択
γ 青 (49.6%) 選択
γ δ (1) 短答 220

γ δ 第 4問 (2) 正十二角形の頂点 7.8 b 6.7 短答 4

γ δ (3) からなる三角形 (26.0%) 短答 5

γ δ (4) 短答 12

a配点は各大問 30点で 150点満点，下段の括弧内は平均得点率。冊子別人数は γ 冊子 28人， δ 冊子 43人。
　 各冊子の結果は，γ 冊子 平均点 87.5 (58.3%), SD 23.3, δ 冊子 平均点 68.9 (46.0%), SD 33.4であった。

b2冊子合算での結果で，冊子別には γ 冊子 平均点 5.7 (19.0%), SD 5.3, δ 冊子 平均点 9.1 (30.5%), SD 7.3であった。

2 分析データ
本研究で開発した CBTシステムは，基本的に時

系列解答ログを収集することを前提に設計をしていな
かったが，唯一，手書き文字 ·数式認識入力につい
て，問題点の洗い出しや認識精度の検証のために，手
書きストロークデータの時系列解答ログを取得するよ
うにしていた。そこで，本稿では，数学，物理，化
学の合わせて 10冊子 1) のうち，数学の 2冊子 (γ, δ

冊子) のログについて分析を試みる。そのため，以下
2.1は，モニター調査の概要における数学の 2冊子に
関する部分の抜粋である。
2.1 モニター調査の概要
開発した CBTの総合的な検証及び改善に資する

ため，以下の (1)∼(6) のとおりモニター調査を実施
した。

(1)調査日 : 2019年 7月下旬∼11月上旬
(2)調査対象者 : 高等学校 (全日制普通科) 第 3学年

(あるいは第 2学年)の生徒で，「数学 I」「数学
II」「数学Ａ」「数学Ｂ」を履修している (した)

生徒。
(3)調査内容 : 数学は，現行 (平成 21年告示)の高

等学校学習指導要領 (文部科学省, 2009)におけ
る数学の科目のうち，「数学 I」,「数学 II」,「数
学A」,「数学 B」(ただし，(1) 確率分布と統
計的な推測を除く)の内容で，すべての問題に
は，動的オブジェクト (Dynamic Object)が含
まれる。開発問題の中から，選択肢式と短答式
の設問のみの問題を選び出し，オンライン解答
入力冊子として γ冊子, δ冊子を構成した。た
だし，γ冊子と δ冊子は，ほぼ同じ内容で，難

易度が異なるよう構成し (δ冊子の方が難)，第
4 問は共通問題としている。各冊子の問題構成
を表 1 に示す。

(4)解答時間 : 1冊子あたり 50分 (配点は各大問 30

点とし 150点満点)

(5)調査実施方法 : 調査実施校において，電子問題
冊子が取り込んである 9.7インチのタブレット
端末 (iPad, OS: iOS11)2)，タッチペン，解答
用紙あるいはメモ用紙を受験者に配付し実施。
なお，各端末は，LTEのWiFiルータ (通信
事業者: Softbank)経由でインターネットに接
続した状態で配付し実施 (1ルータあたり端末
8 ∼ 10台を接続)。

(6)調査実施結果 : 調査実施校数は県立高等学校 4

校 (3県)，調査実施生徒数 (受験者数)は 71人
( γ: 28人，δ: 43人)であった 3)。表 1に各問
題の平均点，標準偏差 (SD)が示してある。共
通問題の第 4問の結果 (表 1 参照)からもわか
るように, γ冊子と δ冊子は母集団が異なる 4)。

2.2 時系列ストローク解答データログ
手書き数式認識入力による解答は，解答が数式また
は数値の短答式の設問，すなわち表 1に示す第 1, 2,

4問にあり，γ冊子は 6箇所，δ冊子は 13箇所ある。
ただし，第 4問の 4箇所は γ, δ冊子共通である。
組み込んだ手書き数式認識入力システムは，解答
者がタブレット端末画面の解答欄にタッチペン (また
は指)で手書き入力し 5)，解答者自身が数式認識結果
を確認して確定する方式をとっている。認識結果が
異なっていれば再度書き直して認識結果の確認を繰
り返すことができる。入力されたストローク解答デー
タは，最終解答のみではなく，認識イベントが実行さ
れる度にログとして記録されるようにしている。取得
しているログの情報は，「受験者 ID」, 「問題 ID」,

「ストロークデータ (JSON形式: JavaScript Object

Notation)」,「認識結果 (MathML形式)」，「ログ書
き込み時刻」である。

3 時系列ログ分析
手書きのストローク解答データログの有効データの
人数は，55人 6) (γ冊子: 21人，δ冊子: 34人)で，
書き直しも含めた全ストローク解答データログ数は
897である。なお，このデータ数には，無解答やトラ
ブルにより用紙に記入した解答データは含まれない。
このうち，問題と関係ないテキストの入力, 書きかけ，

表 2 解答回数
設問 無 1回 2回 3回 4回 変更回数解答回数

解答 (計) (計)
γ1(1) 5 14 1 0 1 4 20
γ2(1) 2 13 5 1 0 7 26
γ4(1) 1 12 7 0 1 10 30
γ4(2) 0 18 3 0 0 3 24
γ4(3) 1 14 6 0 0 6 26
γ4(4) 6 15 0 0 0 0 15
γ 冊子計 15 86 22 1 2 30 141

11.9% 68.3% 17.5% 0.8% 1.6%

δ1(1)f(x) 0 32 2 0 0 2 36
δ1(1)g(x) 2 16 10 6 0 22 54
δ1(1)h(x) 5 18 8 2 1 15 44
δ1(2) 4 27 3 0 0 3 33
δ1(3)a 7 26 1 0 0 1 28
δ1(3)x 13 17 4 0 0 4 25
δ2(1)a 13 17 3 1 0 5 26
δ2(1)b 13 20 1 0 0 1 22
δ2(2) 14 18 2 0 0 2 22
δ4(1) 3 24 4 3 0 10 41
δ4(2) 3 27 4 0 0 4 35
δ4(3) 3 28 2 1 0 4 35
δ4(4) 14 20 0 0 0 0 20
δ冊子計 94 290 44 13 1 73 421

21.3% 65.6% 10% 2.9% 0.2%

2冊子 109 376 66 14 3 103 562
合 計 19.2% 66.2% 11.6% 2.5% 0.5%

共通問題 2冊子合計
4(1) 4 36 11 3 1 20 71
4(2) 3 45 7 0 0 7 59
4(3) 4 42 8 1 0 10 61
4(4) 20 35 0 0 0 0 35

ノイズのみ (無解答と同等)を欠損として除くと 844

で，さらにこれから，手書き数式認識の書き直し 280

と，正しく認識されたにもかかわらず再度書き直した
2事例を除くと，562となる (安野, 2021b)。これを
時系列ログの分析対象データとする。
3.1 解答の変更回数
本システムで，手書き数式認識入力の同一の解答欄
における解答の書き換えは，手書き数式認識がうまく
いかずに同じ解答を書き直す場合と，解答を変更して
異なる解答を書き直す場合に大別される。前者は上述
のようにすでに除外しているため，後者について調べ
ると，表 2に示すとおりである。
まず，2冊子を合計したログデータ数，すなわち，解

答回数の合計は 562回で，そのうち 103回 7)(18.3%)

は解答の変更によるものである。
次に，解答欄のべ数は γ冊子が 126(6問×21人),

δ冊子が 442(13問 ×34人), 2冊子合計で 568とな
る。そのうち，無解答 (解答回数 0回)が 109(19.2%)，
解答変更が行なわれていない (解答回数 1回)が 376

(66.2%) で，そもそも解答変更はそれほど多くない
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難)，第4問は共通問題としている。各冊子の問

題構成を表1に示す。 
(4) 解答時間 : 1 冊子あたり 50 分 (配点は各大問 30

点とし150点満点) 
(5) 調査実施方法 : 調査実施校において，電子問題冊

子が取り込んである 9.7 インチのタブレット端

末 (iPad, OS : iOS11) 2)，タッチペン，解答用紙

あるいはメモ用紙を受験者に配付し実施。なお，

各端末は，LTE のWiFi ルータ (通信事 業者 : 
Softbank) 経由でインターネットに接 続した

状態で配付し実施 (1 ルータあたり端末 8～10
台を接続)。 

(6) 調査実施結果 : 調査実施校数は県立高等学校4校 
(3県)，調査実施生徒数 (受験者数) は71人 ( γ: 
28 人，δ: 43 人) であった 3)。表 1 に各問 題の

平均点，標準偏差 (SD) が示してある。共 通問

題の第4問の結果 (表 1 参照) からもわかるよ

うに, γ 冊子と δ 冊子は母集団が異なる 4)。 
 
2.2 時系列ストローク解答データログ 
手書き数式認識入力による解答は，解答が数式また

は数値の短答式の設問，すなわち表 1 に示す第 1, 2,4 
問にあり，γ 冊子は 6 箇所，δ 冊子は 13 箇所ある。

ただし，第 4 問の 4 箇所は γ, δ 冊子共通である。 
組み込んだ手書き数式認識入力システムは，解答者

がタブレット端末画面の解答欄にタッチペン (または

指) で手書き入力し 5) ，解答者自身が数式認識結果

を確認して確定する方式をとっている。認識結果が異

なっていれば再度書き直して認識結果の確認を繰り返

すことができる。入力されたストローク解答データは，

最終解答のみではなく，認識イベントが実行される度

にログとして記録されるようにしている。取得してい

るログの情報は，「受験者 ID」，「問題 ID」，「ストロ

ークデータ  (JSON 形式  : JavaScript Object 
Notation)」, 「認識結果 (MathML 形式)」，「ログ書 
き込み時刻」である。 
 
3  時系列ログ分析 
手書きのストローク解答データログの有効データ

の人数は，55 人 6)  (γ 冊子: 21 人，δ 冊子 : 34 人) 
で，書き直しも含めた全ストローク解答データログ数

は897 である。なお，このデータ数には，無解答やト
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表 3 解答回数と最終解答の正誤の関係
解答 1回 2回 3回 4回
回数 [変更無] [変更 1回] [変更 2回] [変更 3回]
γ 冊子
正答 23 (26.7%) 6 (27.3%) 0 (0%) 0 (0%)
誤答 63 (73.3%) 16 (72.7%) 1 (100%) 2 (100%)
計 86 22 1 2
δ冊子
正答 136 (46.9%) 18 (40.9%) 4 (30.8%) 0 (0%)
誤答 154 (53.1%) 26 (59.1%) 9 (69.2%) 1 (100%)
計 290 44 13 1
2冊子合計
正答 159 (42.3%) 24 (36.4%) 4 (28.6%) 0 (0%)
誤答 217 (57.7%) 42 (63.6%) 10 (71.4%) 3 (100%)
計 376 66 14 3

ことがうかがえる。変更回数も多くが 1回で，変更 4

回以上は観察されなかった。
また，表 2から，同一の大問内では，前の方の設問
ほど，解答変更回数が多く，後ろの設問に行くほど，
解答変更回数が少なくなる傾向が見られるという，一
般的に予想される結果が観察された。
3.2 解答回数と最終解答の正誤の関係
次に，解答の変更がなされて，それが正解に結び
ついているかを調べる。表 3は，解答回数と最終解
答の正誤についてまとめた表である。これから，解答
回数が 1回 (変更無)のみと，2回 (変更 1回)では
正解する割合は γ 冊子については差がみられなかっ
たが，δ冊子は正解する割合が若干下がる傾向がみら
れた。さらに，解答回数が 3回 (変更 2回)になる
と，その実数自体が δ冊子 1人， γ冊子 13人と僅か
であり，傾向としては正解する割合が下がっている。
解答回数が 4回 (変更 3回)の場合は，3例のみであ
り，すべて誤答であった。また，正答から誤答に変
更した例が，5例観察された。それらは，δ1(1)g(x),

δ1(1)h(x), δ4(1)では，2回解答したうちの 1回目の
解答が正答で 2回目が誤答，δ2(1)a, γ4(1)では，3

回解答したうちの 1回目の解答が正答で 2回目, 3回
目とも誤答への変更であった。いずれの場合も，1回
目に書いた解答が正答であった。また，3回以上はそ
もそもサンプルが少ないが正答，誤答, 正答と巡る例
は観察されなかった。
3.3 解答変更の時間間隔
問題の閲覧履歴や選択肢問題の時系列解答ログを
取得していれば，受験者がどのような順番で解答して
いったかが詳細にわかるが，我々の開発システムで
は，手書き認識入力の検証のために，時系列ストロー

ク解答データログのみを取得するようにしていた。
しかし，本データログのみからでもある程度の状況
は推測可能である。同一の解答欄で，解答の変更がな
された 103のデータについて，変更されるまでの時
間間隔を前後のイベントログの生成時刻の差により求
め，グラフにしたのが図 1である。解答変更の時間
間隔が最長だったのは 9分 36秒で，すべて 10分以
内であった。また，30秒以内が約 25%，3分以内で
80%を超え，ほとんどの場合，あまり時間が経過せず
に解答の変更が行われていたことがわかる。1冊子 50

分で大問 5題であることから，平均 1題 10分の解答
時間を想定している。以上のことから，他の大問を解
いてから，戻って解答を書き換えた可能性はそれほど
ないと思われる結果であった。
3.4 解答回数と総得点との関係
最後に，解答回数と総得点との関係について見てい
く。表 2に示されているように，無解答が 20%程度
あるため，各受験者の解答回数の合計への影響が大き
い。1冊子分の解答回数を合計しても，無解答と解答
変更で相殺される。つまり，足し込むと，1問が無解
答で，もう 1問が 2回 (変更 1回)と，2問ともが 1

回 (変更無)が同じ扱いとなる。しかしながら，分析
対象の人数も γ 冊子が 21人，δ冊子が 34人と少な
いことから，無解答がないデータセットでの分析やグ
ループ分けによる分析も困難である。そこで，図 2と
図 3に示すように，解答回数と総得点との関係を散布
図に表した。
γ冊子は δ冊子よりも設問数が少なく，選択肢式の
解答が多い。手書き数式認識による解答欄が，γ冊子
は 6箇所，δ冊子は 13箇所であった。したがって，γ

冊子で解答回数が 7以上であれば書き直しを行った解
答欄が存在することになる (図 2)。逆に，5以下であ

図1 解答変更の時間間隔
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は 6箇所，δ冊子は 13箇所であった。したがって，γ

冊子で解答回数が 7以上であれば書き直しを行った解
答欄が存在することになる (図 2)。逆に，5以下であ
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れば無解答の解答欄が存在することになる。同様に，
δ冊子で解答回数が 14以上であれば書き直しを行っ
た解答欄が存在することになる (図 3)。逆に，12以
下であれば無解答の解答欄が存在することになる。相
関の有無よりも，例えば，δ冊子で解答回数が 15回
以上の受験者の得点の幅が広いが，高得点の受験者は，
問題解決の過程を振り返って評価・改善する能力を有
していると判断できる可能性がある。

図2 解答回数と総得点との関係 (γ 冊子)

図3 解答回数と総得点との関係 (δ冊子)

4 まとめと今後の課題
本稿での分析において用いた時系列解答ログデータ
は，手書き数式認識の有効性の検証のために収集して
いたが，本稿の追加分析で，このようなログの有効活
用の可能性が垣間見える。今後，問題の閲覧履歴や選
択肢の解答履歴 (最終解答のみならず，すべてのイベ
ント)を収集し蓄積していけば，受験者がすべての大
問に解答後に振り返りをしているのか，大問の中で振
り返りをしているのか，といったことが詳細にわか
る。また，同じ設問で，多肢選択肢式と短答記述式の
比較を試み，どちらが解答変更回数が多いのかといっ
たことや，多肢選択式でのひっかけ問題のような設問
での迷いなどについても，実証的に示せるであろう。
これらの情報は，これまでの単なる制限時間内にど
のくらい正解できたかということだけでなく，数学的
な技能であったり，思考過程の振り返りであったり
といったことを，数量的に評価することができる可能
性がある。
また，教科・科目特性にも関係するが，本稿の数
学の結果では，前の問題に戻って，見直しや解き直し
をして解答が変更される事例はそれほどないと推察さ
れ，また，ほとんど場合は，解答の変更も行われない
か 1回程度であった。この結果から，短答記述式で
あれば，西郡らが行った研究 (西郡, 2017)のように，
順次的な出題で，前の問題に戻ることができないとい
う制御を行っても，解答者の解答状況にそれほど大き
な影響があるとは考えられないが，多肢選択肢式につ
いては同様の分析を行う必要があるであろう。
西郡らが行った研究 (西郡, 2017)でのアンケート

に，「前の問題に戻れない」「時間配分が気になる」「早
く終わってからの確認が出来ない」といった意見が
あったことを踏まえると，同一の問題セットで，両
方の場合を比較し，制御による心理的要因が得点に影
響を与えるかどうかも検証する必要がある。
問題ごとの制限時間の類の時間制御についても，解
答変更の時間間隔のみならず，解答順序も含めて分析
すると，どのような時間制御をすべきかについて考え
る材料になるであろう。
CBTはこれまでのPBTでは知り得ることがなかっ
た詳細な情報が得られるが，どのようなログを取得し，
どのような分析を行うと何が測定できて，有効である
かは，これからの課題である。

注
1) 本調査は，数学 4 冊子 (α, β, γ, δ 冊子)，物理 3 冊子，化学 3 冊
子の計 10 冊子の中から，1 受験者が異なる教科科目について最大 2
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冊子の問題に解答している。数学 α 冊子, β 冊子は解答用紙へ記入
する記述式で，数学 γ 冊子, δ 冊子はタブレット端末へ直接解答する
オンライン解答入力式である。

2) iPad は，米国および他の国々で登録された Apple Inc. の商標で
ある。

3) 本モニター調査は，数学，物理，化学あわせて 9 高等学校 (4 都道
府県) のべ 636 人の高校生に実施し，ここでの分析対象データはこ
の調査の一部である。数学については，調査実施生徒数 (受験者数)
は 155人 (高 2: 38人, 高 3: 117人)で，冊子別には，α: 44人，
β: 40 人，γ: 28 人，δ: 43 人であった。

4) 数学の冊子は，3校は 4冊子 (α, β, γ, δ)を均等に，1校 (いわゆる
県立最上位校の 3 年理系クラス) は 3 冊子 (α, β, δ) を均等に割り
当てたことに起因する。

5) 開発システムは，タッチペンと指のどちらでも手書き認識入力が可能
となっているが，解答欄の大きさから指での入力は困難と判断し，全
員にタッチペンを配付して実施した。

6) ログの有効データ人数は，ネットワークや機器等の実施トラブルによ
り，紙による解答をした受験者を除いているため，2.1(4) の調査実
施者数とは一致していない。

7) 1 回 (書き換え無) のみの解答が 376，2 回 (書き換え 1 回) が 66，
3回 (書き換え 2回)が 14，4回 (書き換え 3回)が 3であること
から，書き換え回数の合計は 1× 66 + 2× 14 + 3× 3 = 103(回)
という計算になる。
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都道府県) のべ636人の高校生に実施し，ここでの分析対象

データはこの調査の一部である。数学については，調査実施

生徒数 (受験者数) は155人 (高2: 38人, 高3: 117人) で，

冊子別には，α : 44人，β : 40人，γ : 28人，δ : 43人であっ

た。 
4) 数学の冊子は，3 校は 4 冊子 (α, β, γ, δ) を均等に，1 校 (い

わゆる 県立最上位校の 3 年理系クラス)  は 3 冊子 (α, β, 
δ) を均等に割り 当てたことに起因する。 

5) 開発システムは，タッチペンと指のどちらでも手書き認識入

力が可能 となっているが，解答欄の大きさから指での入力

は困難と判断し，全 員にタッチペンを配付して実施した。 
6) ログの有効データ人数は，ネットワークや機器等の実施トラ

ブルによ り，紙による解答をした受験者を除いているため，

2.1(4) の調査実 施者数とは一致していない。 
7) 1回 (書き換え無)  のみの解答が 376，2 回 (書き換え 1 回) 

が 66，3 回 (書き換え 2 回) が 14，4 回 (書き換え 3 回) 
が 3 であることから，書き換え回数の合計は 1 × 66 + 2 × 
14 + 3 × 3 = 103(回) という計算になる。 
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冊子の問題に解答している。数学 α 冊子, β 冊子は解答用紙へ記入
する記述式で，数学 γ 冊子, δ 冊子はタブレット端末へ直接解答する
オンライン解答入力式である。

2) iPad は，米国および他の国々で登録された Apple Inc. の商標で
ある。

3) 本モニター調査は，数学，物理，化学あわせて 9 高等学校 (4 都道
府県) のべ 636 人の高校生に実施し，ここでの分析対象データはこ
の調査の一部である。数学については，調査実施生徒数 (受験者数)
は 155人 (高 2: 38人, 高 3: 117人)で，冊子別には，α: 44人，
β: 40 人，γ: 28 人，δ: 43 人であった。
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となっているが，解答欄の大きさから指での入力は困難と判断し，全
員にタッチペンを配付して実施した。

6) ログの有効データ人数は，ネットワークや機器等の実施トラブルによ
り，紙による解答をした受験者を除いているため，2.1(4) の調査実
施者数とは一致していない。

7) 1 回 (書き換え無) のみの解答が 376，2 回 (書き換え 1 回) が 66，
3回 (書き換え 2回)が 14，4回 (書き換え 3回)が 3であること
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が 3 であることから，書き換え回数の合計は 1 × 66 + 2 × 
14 + 3 × 3 = 103(回) という計算になる。 
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が 66，3 回 (書き換え 2 回) が 14，4 回 (書き換え 3 回) 
が 3 であることから，書き換え回数の合計は 1 × 66 + 2 × 
14 + 3 × 3 = 103(回) という計算になる。 
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QQ Test の開発と試行 
――探究学習の成果を測定するための指標づくりを目指して―― 

 
池田 文人，岩間 徳兼（北海道大学），成田 秀夫（大正大学） 

 
2022 年度から施行される高等学校学習指導要領では「探究」の名が付く科目が 7 つ新設される。大

学における研究力を高めるためにも，高校での探究学習の成果を大学入試において適切に評価するこ

とは重要な課題である。探究学習を通じて知識・技能を論理的思考により活用することが目指される

が，研究にとって真に重要なことは，リサーチ・クエスチョンとして科学的にものを問う能力である。

しかし問うこと（質問）を評価する手法は見当たらない。そこで本研究では論理的思考を問う力を測

定するQQ Test を開発し，探究活動に取り組む約 200 名の高校 1，2 年生に試行した。本テストが各高

校の特徴を識別する能力を有し，一般の学力テストとは異なる能力を測定しうることが示唆された。

しかし質問数が少ないことが課題であり，質問の仕方の学習支援から取り組む必要がある。 
キーワード：探究学習，リサーチ・クエスチョン，質問力，テスト開発 

 
1 はじめに 
高等学校学習指導要領の改定に伴い，2022 年度か

ら「探究」の名前がつく科目が7つ新設される。その

中で「総合的な探究の時間」は必履修科目に指定され

る。高校での「探究的な学び」の成果を大学入試にお

いて適切に評価することは，高大接続の観点からも重

要な課題である。しかし現在の高校教育では，学びの

基本となる知識・技能が教科教育の中で完結してしま

い，探究学習の中で活用できていないという指摘もあ

る（安彦，2016）。この課題を解消するために，知

識・技能の習得と探究とをつなぐ知識・技能の活用を

挟む学習モデルが提案されている（同）。ここでの活

用で求められている能力は，知識（規則や命題）を同

種の事例に適応したり，ある事例を既習の規則や命題

を活用して解決したりするという演繹推論の能力であ

る。 
しかし，実際の科学的な研究においては，多様で雑

多な具体的な事象やデータから，統計学に基づいて厳

密かつ客観性の高い規則を導くという帰納推論の能力

が求められる。一方，観察されたデータ（結果）から

その原因を推定するという仮説推論（ベイズ推論）は，

生じている問題事象からその原因を推定し解決する能

力として重要であり，また AI が行う重要な推論の 1
つとしてAIED（Artificial Intelligence in EDucation）
においても重要性が高まっている（Holmes, etc. 
2019）。高校での探究学習が大学での研究や社会での

問題解決，さらには AI 時代に求められる教育につな

がるためには，帰納推論・演繹推論・仮説推論の力が

バランス良く育成される必要がある（池田，2018）。 

一方，探究ひいては研究の質を左右するのはリサー

チ・クエスチョン，すなわち「科学的問い」である。

しかし，現在の教育において科学的な問い方を学ぶこ

とはなく，したがってそれが評価されることもない

（池田，2018）。従来の試験は問題が与えられ，学習

者は学習した知識が正しいことを前提に演繹的にその

解決策を考え，正解と比較されることによって評価さ

れる。ここで前提としている知識の多くは有限回の実

験や観察を通じて帰納推論により得られたものであり，

正しいことが保証されているわけではない。したがっ

て，知識が形成される帰納推論を疑い問う能力が探究

ひいては研究において求められる。と同時に，演繹推

論の論理性を批判的に問うことも，厳密な科学的な研

究では求められる。さらに，得られたデータからそれ

が生じた原因を特定するという仮説推論も探究学習や

科学的研究においては重要である。しかし原因は多様

であり，持っている知識量によっても推定できる原因

の数は変わってくる。したがって推定した原因がどの

くらいの確率で確からしいのかを疑い，問う能力が求

められる。つまり，帰納推論・演繹推論・仮説推論の

力には，それぞれの推論そのものを批判的に捉えて問

う能力が求められる（Ikeda, 2021）。 
そこで，本研究では3つの論理的推論について問う

力を Question-Intelligence（QI：質問知能）と呼び，

これを測定する指標を Question-intelligence 
Quotient（QQ：質問知能数）と名づけ，QQ を測定

する課題と採点基準を開発し，これを QQ Test と名

づけ，試行した結果に基づきその妥当性と信頼性を検

証した。現代において能力というのはとても大きな概
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念として扱われている（松尾，2015）。知識や技能に

代表される認知能力だけでなく，態度や心理的側面を

含んだ非認知能力までを範疇とすることが多く，能

力・資質，コンピテンシー，リテラシーなど，能力や

その側面を表現する用語は多岐に渡る。それは，学習

を通して培われる力であるところの学力についても同

様である。よく知られるように，文部科学省はそれを

構成する三つの要素として「知識・技能」，「思考力・

判断力・表現力」，「主体的に協働的な学びへ向かう態

度」を示している。 
ところで，学力を育む教育活動においては重要な要

素の一つとして評価，すなわち，言葉や数値により学

習者の熟達や到達の程度を表すことが行われる（中島，

2018）。特に，入学者選抜における評価は，測定，つ

まり，個人特性としての学力に対して数値を対応づけ

るという意味合いが強い。そして，学校等での教育場

面や入学者選抜において多岐に渡る学力を評価もしく

は測定するために，客観式テスト，論述式テスト，面

接試験などが利用されている。 
上記のような能力，学力とその評価，測定という視

点から捉えると，QQ Testは単純な知識・技能に止ま

らず高次の能力，学力の三要素でいえば，「思考力・

判断力・表現力」を対象とし，論述式テストによって

その測定を試みるものである。そして，試験問題とし

て3タイプの課題を設計しテストを行い，論理性の点

から思考力・判断力を，問う相手と問うための表現形

式の点から表現力を評価するように採点基準を設定し

て採点した。 
本研究は，高校における探究学習において3つの推

論力と科学的に問う力の育成を促すために，QQ Test
を大学入試に導入することを目指す。個々の学校教育

を変えることは多大な労力と時間を要するが，大学入

試が変わればその変化に対応する教育も変わっていく

と考えているためである。それだけ大学入試が高校教

育へ与える影響は大きいと考えているため，大学での

研究や社会での問題解決に有効な大学入試に変えてい

く必要がある。 
 

2 質問の重要性 
文部科学省による 2020 年度学校基本調査によれば，

2020 年度の短大を除く大学進学率は過去最高の

54.5%となった。トロウ・モデルによれば，大学進学

率が 50%を超えた国の大学教育の役割は，エリー

ト・指導者育成から，産業社会に適応しうる全国民の

育成への転換を迫られている（Trow, 1961）。しかし

ながら大学に期待される研究の役割は変わることはな

く，文部科学省が 2020 年度から大学の教育・研究に

も導入した客観的な共通指標に示されるように，国際

的に質の高い研究が求められており，そのための教育

の質の向上も問われている。こうした質の高い研究活

動にとって重要な役割を担うのが，リサーチ・クエス

チョンとしての「質問」である。 
相対性理論を生み出したアインシュタインはその著

書の中で，質問はその解決より本質的だと書いている

（Einstein and Infeld, 1967）。また，人文社会科学に

構造主義をもたらしたレヴィ=ストロースは，科学者

とは正しい質問ができる人だと言っている（Young, 
2014）。自然科学や人文社会科学において，リサー

チ・クエスチョンは研究の本質であろう。 
一方，高校教育では 2019 年度入学者から新科目

「探究（総合的な探究の時間）」が先行導入された。

その平成 30 年に告示された学習指導要領に示され

た目標の一つとして，「実社会や実生活と自己と

の関わりから問いを見いだし，自分で課題を立て，

情報を集め，整理・分析して，まとめ・表現するこ

とができるようにする。」と記載されている。つまり，

探究は，問いすなわち質問から始まる。また 15 歳児

を対象とした国際的学力調査として有名なPISAでは，

科学的な探究を評価しデザインする科学的コンピテン

シーとして，質問への科学的な言及が必要だとしてお

り（OECD, 2019），質問を科学的探究の核としてい

る。 
さらに，実社会に出てからの，他者への質問の良し

悪しが，仕事上の問題解決の質と効率を左右すること

も指摘されている（池田，1999）。すなわち，質問に

よって自分が直面している問題のことばかり書いたの

では問題解決に有益な回答を得ることはできず，問題

が生じた経緯や背景に関する情報を質問の中で詳細に

記述した方が問題解決に有益な回答を迅速に得ること

ができる。 
以上のことから，質問力は，高校と大学，そして社

会までを接続する，探究や問題解決に有効な能力だと

言える。また，質問力は，学力の3要素を網羅するも

のである（池田，2018）。本質的な質問をするために

は質問の対象に対する深い理解と多様な観点が必要で

あるため，幅広く深い知識が必要である。また他者へ

の質問には，他者に質問の意図を端的に伝えるための

表現力とそのための技能が必要である。そして問題を

解決するためにはどのようなことを質問すべきかを多

面的かつ批判的，論理的に思考する力が必要であり，

何を質問することが問題解決の本質であるかを判断す

る力も必要である。さらに，質問は好奇心から生まれ
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るものであるため主体性につながり，他者への質問は

多様な人々との協働的に学ぶ態度を促す。したがって，

質問力は学力の３要素を網羅できる重要な能力である。 
 

3 質問を評価する難しさ 
18 世紀を代表する啓蒙主義者であるヴォルテール

の名言として，人を判断するにはその人の回答ではな

く質問をもってせよ，という有名な言葉があるが

（Voltaire, 2020），質問を評価する取り組みや研究は

見当たらない。その理由は，質問を評価することが困

難だからである。 
評価とは，「価値を測って判断する」ことである。

従来のテストの場合，解答の価値は正解との近さだと

言える。正解というものが仮定されていれば，正解と

解答との相違によって，それらがどれだけ近いか遠い

かということを，具体的かつ客観的に測ることができ，

その近さでその価値を判断できる。 
しかし質問の価値を定義することは難しい。例えば，

正しい質問という正解を仮定し，受験者の質問の価値

はこの正しい質問との近さだとする。受験者が出した

質問と，この正しい質問との相違を調べれば，評価で

きそうである。では「正しい質問」とはどのようなも

のであろうか？質問に含まれる知識や論理が正しいこ

とが正しい質問であり，質問の価値だとしてしまうと，

科学的探究に不可欠な，質問のもつ創造性が失われて

しまう。誰も気づかなかった新しい視点から質問する

ことは，科学におけるコペルニクス的転回（Kant, 
2007），あるいはパラダイム・シフト（Kuhn, 1962）
を生み出すからである。しかし逆に突拍子もない珍奇

な質問だからといって創造的な価値があるとは言えな

い。その質問が現実的に検証可能であること，すなわ

ち既存の知識を用いて解決できる必要があるからであ

る。 
 
4 質問の評価方法 
では質問の価値を何に求めれば，質問を評価できる

であろうか。質問そのものの知識や論理を評価しよう

とすると，新規さと珍奇さの板挟みになってしまう。

そこで，質問の対象と質問との関係性に価値を求める。

すなわち，質問の対象は数式や図表を含む広い意味で

の記号としての言葉によって表現される何らかの知識

であり，その知識を成立させている論理の不備を質問

によってどれだけ問えるかを，質問の価値とする。つ

まり個々の質問を個別に評価するのではなく，質問対

象に対する質問群として，どれだけ質問対象である知

識を成立させている論理の不備を問えるかを評価する。 

質問対象となる知識を成立させている論理の不備を問

うことは，その知識に代わる，より論理的に堅固な知

識を探究できる可能性を示唆するものであり，創造性

につながる。また，単体の質問を評価するのではなく，

質問対象に対する質問群を評価することにより，各質

問が単に奇を衒うだけの質問かどうかを判断できる。

質問対象となる知識に対してすべての質問が論理的に

つながっていなければ，質問群として価値をもたない

からである。 
1 章で論じたように，論理には帰納推論と演繹推論，

そして仮説推論の3種類がある。本研究ではこれらの

推論について被験者に質問を挙げさせ，その質問を評

価する。帰納推論の論理を問う質問とは，個々の事例

が一般的な規則を導くためのサンプルとして質的・量

的に妥当であるかどうかを問うような質問である。演

繹推論の論理を問う質問とは，規則の組み合わせ方に

矛盾や飛躍がないかといった論理を問うような質問で

ある。そして仮説推論の論理を問う質問とは，個々の

事例の妥当性や，その原因を推測するための規則の妥

当性，あるいは規則の組み合わせ方の妥当性などを問

うような質問である。 
 

5 QQ Test問題の開発 
このような3種類の論理の不備を問うような質問を

受験者に挙げさせるテスト問題を開発する。このよう

なテスト問題としては，3 種類の論理ごとにそれぞれ

に特化した題材を出す方法と，3 種類の論理について

同じ題材を用いて一連の設問によって挙げさせる方法

とが考えられる。前者は各論理に特化した題材を考案

することにより，期待する質問を受験者から引き出し

やすい。その反面，論理ごとに題材を作成する必要が

あるため，テスト開発のコストは高くなるとともに，

受験者への負荷も大きくなる。後者は，同じ題材を用

いて3種類の論理について問えるため開発コストも受

験者への負荷も低くできる反面，異なる論理に対する

質問を受験者から引き出すためには設問に工夫が必要

となる。今回は，テストの開発のコストも受験者への

負荷も抑えられる後者の方法で問題を開発した。 
まず受験者が質問する対象となる資料を提示する。

この資料では作者が導いた何らかの主張（一般的規則）

が提示される。この主張について，以下の3つの設問

が提示される。 
設問 1：資料に提示された主張が導かれるまでのプ

ロセスについて疑問に思ったことを作者への質問とし

てできるだけたくさん挙げさせる。この設問では作者

の帰納推論における論理の不備を問う質問力を測定す



大学入試研究ジャーナル第 32 号 
 

- 38 - 

る。 
設問 2：資料に提示された主張が正しいと仮定して，

その主張によって引き起こされる結果までのプロセス

について疑問に思ったことを，自分が探究するための

自分への質問としてできるだけたくさん挙げさせる。

この設問では作者の主張から演繹推論によって考えら

れる結果までの論理を批判的に問う質問力を測定する。 
設問 3：設問 2 における結果を実現する，あるいは

防止するために何をするべきかを明らかにするために，

探究しなければならない事柄を質問の形式でできるだ

けたくさん挙げさせる。この設問では結果を実現，あ

るいは阻止するために，仮説推論によって効果的な方

策を考え出すまでの論理を批判的に問うような質問力

を測定する。 

このような一連の3つの設問を伴った大問を３題開

発した。それぞれの題材は，健康問題，環境問題，食

糧問題であり，これらはいずれもSDGsとして世界中

で取り組まれているものである。本テストの受験者は

高校生であり，現在の高校における探究科目，すなわ

ち「総合的な探究の時間」ではSDGsがテーマとして

広く用いられていることから，広く高校生になじみが

ありながら，特定の教科・科目の知識に依存しない題

材とした。健康問題に関する出題では，糖尿病に関す

る書籍の一部を読ませ，上述した3つの設問について

質問を挙げる。環境問題に関する出題では，チッソの

排出量に関するグラフや表と，そこから帰納推論によ

って引き出しうる主張とを読ませ，上述した3つの設

問について質問を挙げる。食糧問題に関する出題では，

日本の食糧自給率の変遷に関するグラフとそこから帰

納推論によって引き出しうる主張とを読ませ，上述し

た3つの設問について質問を挙げさせる。 
 

6 QQ Testの試行 
近畿圏で SSH 等において探究学習に精力的に取り

組んでいる，私立高校1校と公立高校3校の主に理数

科等に在籍する高校 1，2 年生であり，合計で 196 名

の生徒が受験した。各高校の都合により，Web 受験

と冊子体での受験を選んでもらった。表１に4校の受

験形態をまとめる。 
Web受験では，大問3つを個々に分けて受験でき，

約1週間の中で大問3つをすべて受験する。冊子体で

受験した 1 校は高校教員の監督の下，100 分で大問 3
つにすべて回答した。冊子体で行なったもう1校は受

験場所と開始時間を指定し，全問終了し次第，解答用

紙を提出してもらった。オンラインの場合も冊子体の

場合も，受験者はインターネット等を自由に調べるこ

とができる。ただし，受験者同士で話し合うことはで

表１ 4校の受験形態 
 A校 B校 C校 D校 

媒体 冊子 Web Web 冊子 
時間 100分 自由 自由 自由 
実施日 3月8日 3月初旬 3月初旬 3月11日

監督 有 無 無 無 
調べ 可 可 可 可 

表２ 4校の基本統計量（n=180） 
設問 
番号 平均値

標準 
偏差 最小値 最大値

1-1 4.9 1.5 0 10 
1-2 4.0 1.8 0 10 
1-3 4.8 2.1 0 10 
2-1 5.4 1.7 1 10 
2-2 5.4 1.8 1 10 
2-3 6.3 2.1 1 10 
3-1 5.0 1.5 0 10 
3-2 6.2 2.3 0 10 
3-3 5.8 1.8 1 10 
計 47.9 9.4 27 73  

図１ 4校全体のヒストグラム 



QQ Test の開発と試行 
 

- 39 - 

きない。実際に使用した問題と解答用紙，および大問

ごとの採点基準を https://inquiry-evaluation.com/ギ
ャラリー/qqtest-2/に掲載した。 

 

7 試行の結果 
全設問に回答した180名の受験者のデータを集計・

分析の対象とした。4 校の内訳は，A 校が 22 名，B
校が40名，C校が65名，D校が53名であった。 
個々の質問は，前提・結論・根拠の論理性を批判的

に捉え，何を問うかを適切に判断しているか（思考

力・判断力），それを質問の形式で適切に表現できて

いるか（表現力）の2つの観点に基づき採点した。２

章で述べたように質問は学力の3要素を網羅すると考

えているが，3 章で論じたように知識・技能を評価す

るためには正解を仮定する必要があり，質問のもつ創

造性を損なってしまう。また主体性は問うという思考

や行為の元になるものであるため，質問そのものとい

うよりも質問の数などにより評価されるものだと考え

る。協働的な学びの態度については，表現力を評価す

る観点として，他者へ質問することを意識した表現に

なっているかどうかを加えることにより，協働性を意

識した。各設問につき思考力・判断力と表現力を各 5
点満点，合計 10 点満点とした。他者へ問うことは協

調的問題解決力として重要であることから，表現力は

論理性と同程度に重要だと考えた。また，論理性と表

現力のそれぞれを優（5 点）・良（3 点）・可（1 点）

の3段階で評価し，点数にある程度のばらつきが出る

ようにした。採点者は 2 名で，2 校ずつ担当した。両

者は学習塾で 20 年以上にわたり国語の教師として授

業を受け持ち，試験問題の作成や採点に携わってきた。

採点に悩んだ場合は 2 名で協議して決定した。大問 3
問のそれぞれに設問が 3 問あるので，全体で合計 90
点満点である。 
具体的な採点方法について説明する。例えば大問 1

の小問1の場合，思考力・判断力としては，筆者の主

張とその前提およびそれらの関係について問えるかど

うかが採点基準である。質問群としてこれらをすべて

問えていれば5点，いずれか2つであれば3点，1つ

であれば1点である。この問題における筆者の主張は

「個人を超えた社会関係を築くべき」というものであ

り，この主張に対して，「個人を超えた社会関係とは

何か？」という質問であれば主張を問うていると判断

した。また別な質問で「社会関係のベースが食と身体

だけでよいのか？」という質問をしていれば前提を問

うていると判断し，合わせて3点とした。表現力につ

いては同問の場合，自問自答ではなく他者を意識した

質問形式となっていれば5点，自問自答的な質問であ

れば 3 点，質問の形式になっていなければ 1 点であ

り，一番得点の高い質問が1つでもあればそれを得点

図2 各高校の各群の比率 

表3 各群の特徴 
設問 
番号 

高位群 

n=43 
中位群 

n=62 
低位群 

n=45 
特異群

n=30 
1-1 6.1 5.1 3.9 4.3 
1-2 5.1 4.6 2.6 3.3 
1-3 6.5 5.4 3.0 3.9 
2-1 6.4 4.8 4.4 6.8 
2-2 6.3 4.9 4.3 7.0 
2-3 8.4 5.6 4.4 7.6 
3-1 5.9 5.0 4.3 4.8 
3-2 7.4 6.4 4.6 6.4 
3-3 7.7 5.6 4.4 5.4 
計 60.0 47.5 35.9 49.6 

 

表4 設問および合計点の間の相関係数 
 1-1 1-2 1-3 2-1 2-2 2-3 3-1 3-2 3-3

1-1 1.0 0.3 0.4 0.2 0.2 0.3 0.2 0.2 0.3
1-2 0.3 1.0 0.5 0.1 0.2 0.3 0.2 0.1 0.2
1-3 0.4 0.5 1.0 0.1 0.1 0.4 0.1 0.2 0.3
2-1 0.2 0.1 0.1 1.0 0.4 0.5 0.2 0.1 0.2
2-2 0.2 0.2 0.1 0.4 1.0 0.4 0.2 0.1 0.2
2-3 0.3 0.3 0.4 0.5 0.4 1.0 0.2 0.1 0.3
3-1 0.2 0.2 0.1 0.2 0.2 0.2 1.0 0.2 0.2
3-2 0.2 0.1 0.2 0.1 0.1 0.1 0.2 1.0 0.2
3-3 0.3 0.2 0.3 0.2 0.2 0.3 0.2 0.2 1.0
計 0.6 0.6 0.6 0.5 0.5 0.7 0.5 0.5 0.6
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とした。4 校を合わせた基本統計量を表 2 に，ヒスト

グラムを図1に示す。図中の「クラスター」について

は後述する。 
まず，合計点を除く 9 設問の得点を用いて，K-

means 法により受験者をクラスター分析したところ，

4 クラスターの場合に意味のある分類が見られた。各

クラスターの設問ごとの平均点に，合計点の平均を加

えたものを表3に示す。 
全ての設問について，得点が高い高位群，平均的な

中位群，得点が低い低位群の他に，大問1の得点は低

いが大問2の得点は上位群よりも高く，大問3は平均

的な特異群に分かれた。高校ごとの，各群に該当する

受験者数の比率を図2に示す。 
次に主成分分析を行なった。第 1 主成分の寄与率

は 32％程度と高くはないが，単調増加しており，比

較的まとまりのあるテストだと言える。 
最後に設問ごとの得点と合計点における相関分析

の結果を表 4 に示す。設問間に関しては一番高くて

も 0.5 程度であった。この値は低い値ではないもの

の，ほとんどが 0.1 から 0.2 であり，ほとんどの設

問間において相関は低い。しかし，合計得点と各説

問との相関係数は総じて高い。 
 

8 考察と今後の課題 
4校全体で見ると合計点や各設問の得点は，大問3

設問 2 以外は，正規分布に近いものだった。一方，

各高校の偏差値（4 校全体）のヒストグラムを示し

た図 3 に示唆されるように，高校ごとに見ると得点

分布に多数の断裂が見られ，得点ごとの人数も正規

分布からは外れる。このことは各高校の特徴を反映

したものなのか，あるいは，本テストが高校を超え

たより一般的な能力等を測定しているものなのか，

被験者の層を拡大して調べる必要がある。 
クラスター分析からは各高校の特徴が明らかにな

った。A 校は公立高校で自由な気風，そして C 校は

中高一貫の私立高校であり，関心の偏った生徒がか

なりの比率で存在し，特異群がB校やD校よりも多

いことを裏付けている。B 校と D 校は優等生タイプ

の生徒が多い公立高校であり，中位群が半数近くを

占めることを裏付ける。しかし，いわゆる学力試験

の点数の高い生徒が，今回の QQ テストで高得点を

取っているわけではない。学力試験の成績はそれほ

どでもないが，探究活動などでグループを引っ張っ

ているような生徒が QQ テストで高得点であるケー

スが多かった。引き続き調査をして，QQ テストと

探究活動との相関を検証する必要がある。 

主成分分析では，第1主成分が約0.32であり，第

2主成分を加えても0.5に満たない。そこで，クラス

ター分析と主成分分析の結果を紐付けて分析した。

すなわち，第 1 主成分を x 軸，第 2 主成分を y 軸と

した平面に受験者の得点を写像し，クラスターのラ

ベルを付した様子を図 4 に示す。各群が比較的きれ

いに分別されているのがわかる。つまり，クラスタ

ー分析による 4 群が 2 軸（2 次元）で表現できると

いうことになり，測定される内容が 2 種類であるこ

とを意味する。1 次元目である第 1 主成分は高中低

位群を分けている設問全体の得点の高低を反映した

ものだと考えられ，2 次元目である第 2 主成分は特

異群を分けている指標だと考えられる。すなわち 2
次元目は探究活動や題材（テーマ）への慣れもしく

は前提知識だと推測される。このような，本テスト

で測定したい質問力以外の指標が入ることは望まし

くない。慣れや前提知識に依存しない題材の選定を

 
図3 各高校の偏差値のヒストグラム 

図4 各群と主成分との関係 
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検討する必要がある。 
相関分析において，設問間の相関は低く，設問と

合計点との相関が高いことは，各設問が比較的独立

して異なる能力を見ているように思われる。しかし，

同じ小問は同じ論理を問う質問を挙げさせるため，

相関は高くなることが想定されたがそうなっていな

い。設問ごとの質問数を調べたところ，各設問の平

均質問数は 3 未満がほとんどであった。つまり質問

1 つあたりの得点がその設問の得点に与える影響が

大きいということである。このことが設問間の相関

の低さや学校ごとに見ると明確な分布が見られない

原因の 1 つだと考えられる。設問あたりの 1 人当た

りの質問数を増やさなければ，テスト問題の妥当性

や信頼性を数量的に適切に検証することは難しい。 
質問数が少ない原因としては2つ考えられる。1つ

目は，質問の数はその対象に対する関心の高さと比

例すると考えられるので，質問数が少ないというこ

とは総じて関心が薄いということになる。しかし，

今回の受験者は探究活動を重視している高校の，探

究活動に取り組む機会の多い理数科等の生徒である

ことを考えると，受験者の関心が低いということは

考えづらい。もう 1 つの可能性としては，質問の仕

方が分かっていないということである。学年が上が

るごとに子どもたちは質問しなくなり，その大きな

要因は，質問することの恥ずかしさや分かっていな

いと思われることへの抵抗など，他者への意識だと

言われる（藤井・山口，2003）。しかし今回のよう

なテストでは，このような意識はあまり働かないで

あろう。そう考えると，そもそもどのように質問を

してよいのかが分かっていないことが原因だと考え

られる。実際，受験した生徒から，どのように質問

してよいのか分からなかったという感想が多く聞か

れたと，各高校の担当教員から報告を受けている。 
今回のテストでは，ペーパーテストにおいてもオ

ンラインテストにおいても，設問ごとに開始時間と

終了時間を記入・入力してもらっている。質問の仕

方が分からない場合，以下の二つの可能性が考えら

れる。所要時間が短く，質問も少なく，得点も低い

場合。そして逆に質問の仕方を考えるのに時間を要

したために，所要時間が長く，質問はそれなりに多

く，得点もそれなりに高い場合である。適切なテス

トでは，適正な時間で適正な質問数と点数が取れる

ことが望ましい。所要時間と質問の質と数の検証が

必要である。 
適正な時間で適正な質と量の質問をしてもらうた

めには，3 種類の論理を問う適切な質問の仕方を教

示する必要がある。すなわち，帰納推論の不備を問

う質問にはどのようなものがあるか，演繹推論の場

合はどうか，仮説推論の場合はどうか，といった具

体例を示し，日頃からそのような質問をする機会を

増やすような支援が不可欠である。このような質問

の事例集を作成するとともに，適切な質問の仕方を

誰もがいつでも学習できるような e-learning 環境の

開発も平行して行なっていく。 
最後に，本テストと他のテスト等との関係を検証

していく。質問力は創造性や問題解決能力に繋がっ

ていると考えられるため，問うている論理の種類と

これらの能力や資質との関係を調べる。創造性につ

いてはTorranceやGuilfordの検査などを利用する。

問題解決力については，問題解決力検定協会が行っ

ている問題解決力検定やPICK&MIX社のPROGの

リテラシーテストなどを受けた結果との相関を検証

する。PROG には周囲の状況に対応するための意思

決定や行動指針などの特性を調べるコンピテンシー

テストもあるため，このようなコンピテンシーとの

相関についても検証する。さらに，高校生と大学生

については通常の学力試験の成績との相関について

も検証するとともに，探究活動などにおいてどのよ

うな行動を取っているかなど，定性的かつ質的なデ

ータを収集し，相関を調べていく。社会人について，

例えば企業の人事担当部署と連携し，QQ と人事考

課との相関についても調査したい。 
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段階表示を用いた合否判定方法の試行 
 

林 篤裕（名古屋工業大学） 
 

  大学入試の合否判定における 1 点の重みの意味合いは，特にボーダーライン近傍で予てより議論が

あった。1 点かそれ未満の差異によって合否が分かれるため，その微小な違いに疑念を持たれてきた。

この問題は 2014 年 12 月に発表された中教審答申でも取り上げられ試験成績の段階表示が提案され，

これを受けて大学入学共通テストでは従来の素点に加えて段階表示の成績も提供されるようになった。

そこで，共通試験と個別試験を合わせて合否を判定する形態を採っている入試(主には国立大学)におい

て，評価資料として素点に代えて段階表示を導入する際の利活用の方法を模索することにした。素点

と段階表示の得点の散らばり具合に注目し，その標準偏差の違いが合否判定に及ぼす影響を検討した。 
  キーワード：得点分布，Stanine，一般選抜，配点比率 

 
1 はじめに 
  2014 年 12 月に公表された中教審答申「新しい時

代にふさわしい高大接続の実現に向けた高等学校教育，

大学教育，大学入学者選抜の一体的改革について ～ 
すべての若者が夢や目標を芽吹かせ，未来に花開かせ

るために ～」では，高校教育と大学教育，そして，

両者を接続する大学入試の三位一体の改革が提言され

た。これを受けて，大学入試では「学力の三要素」を

測定して選抜することが求められ，共通第 1 次学力

試験，大学入試センター試験と続いてきた共通試験も

大学入学共通テストと名称を変えると共に，より思考

力・判断力・表現力を問う試験に変わることを目指す

ことになった。 
  構想段階では年複数回実施や合教科・科目型試験，

総合型試験，また CBT 方式の採用といった方策が盛

り込まれていたものの，議論の結果これらについては

早々に見送られた。残された方策のうち，ポートフォ

リオを用いた主体性評価については運営団体が 2019
年 8 月に運用を停止することになり，また，二本柱

として注目されてきた「英語民間試験を用いた 4 技

能評価」と「国語と数学の記述式問題(各 3 題を想

定)」についてもその実施面・評価面での公平性の観

点から疑念を払拭することができず，結局実施約 1
年前に迫った2019年11月と12月になって相次いで

見送りが決定された。残ったのは，今まで以上に思考

力を問う工夫を凝らしたマークシート方式の作題と

Stanine と呼ばれる試験成績の段階表示であった。初

回となる 2021 年 1 月に実施された大学入学共通テス

トは予期せぬ事態として COVID-19 感染対応も加わ

り，本試験が 2 回，追試験が 1 回という過去に例を

見ない変則的な実施日程となったものの，幸い関係者

のご尽力もありほぼ計画通り無事に実現された。 

  これまで試験成績には 0 点から満点までの 1 点刻

みの素点が用いられてきたが，ボーダーライン近傍で

は 1 点(場合によってはそれ未満)の差異が合否を分け

ることも珍しくなく，1 点の意味合いに疑問の呈する

考えもあり，このような「1 点刻みの客観性」にとら

われた評価から脱して，多様な評価方法の導入を促す

目的から段階表示による成績提供が提言された。上述

の中教審答申を受けて，2019 年 6 月に大学入試セン

ターから公表された「令和 3 年度大学入学者選抜に

係る大学入学共通テスト問題作成方針（2020 年 1 月

に一部変更あり）」には「大学への成績提供等（第 6
節）」として「科目ごとの 9 段階の段階表示」の提

供が明記されている。これまで延べで 42 年間にわ

たって実施されてきた共通試験としての共通第 1 次

学力試験と大学入試センター試験では各科目の成績

データとしては素点だけであったが，大学入学共通テ

ストからは素点に加えて Stanine と呼ばれる 9 段階

の段階表示による段階点が合わせて提供されることに

なった。 
  しかし，現状で段階表示を用いた合否判定方法が確

立しているとは言えず，各大学に利用の工夫が求めら

れている状況である。事実，2021 年度入試において

成績の段階表示を用いた選抜を行うと表明した大学は

なかった。そこで，本研究では段階表示を用いた合否

判定方法を幾つか提案・試行し，今後の利活用の参考

に供してもらおうと考えた。 
 
2 段階表示としてのStanine 
  Stanine とは，受験者群を点数の低い方から順に，

4, 7, 12, 17, 20, 17, 12, 7, 4%の9つの左右対称な領域

に分割する手法（United States Army Air Forces, 
1947; 前川, 2019）で，この一見不規則とも思えるこ
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れら割合の元となっているのは，得点分布が平均μ，

標準偏差σの正規分布であった場合に，平均を中心と

するμ±1.75σ，μ±1.25σ，μ±0.75σ，μ±0.25
σの 8 箇所で分布を区切った際の割合にあたる。記

憶媒体が高価で貴重な時代に成績を一桁の数字による

段階値で表現することを目的に開発された手法であり，

得点分布が連続分布であれば上記の割合に分割するこ

とができるが，共通試験の得点は整数値を取るため離

散分布となり，実際の得点分布データに適用した場合

には上記の数値から多少前後する割合で分割されるこ

とになる。Stanine で表現された成績は 1 番(低評価)
から 9 番(高評価)の階級を示す段階点で通知され，階

級点が同じ受験者を同じ評価で扱うことが想定されて

いる。 
 
3 令和3年度大学入学共通テストの例 
  2021 年 1 月に実施された初回の大学入学共通テス

トからは受験科目の得点(いわゆる素点)に付帯して段

階表示として Stanine の階級値も提供されるように

なった。具体的には大学入試センターの成績提供デー

タの中の「個人別成績データ」に，各受験者の科目毎

の素点と段階値がセットで格納されている。また，も

う一つの提供データである「全受験者成績分布デー

タ」は，(1)平均点等レコード，(2)得点別人数レコー

ド，(3)段階表示レコードの 3 つのパートから構成さ

れており，3 番目のパートに段階表示の境界点数とそ

の階級に含まれる受験者数が格納されている。これま

でもこの(1)と(2)は提供されていたが，今回新たに(3)
が加わったことになる。なお，この境界点数は大学入

試センターのホームページにも「令和 3 年度大学入

学共通テスト 段階表示換算表」として掲載されてい

る。 
  試しに，2021 年度(令和 3 年度)の成績データの中

から，国語，数学 I・数学 A，英語(リーディング)に
ついて見てみる(表 1)と，各階級の下限点数と上限点

数に加えて受験者数が判るが，含まれている受験者数

の割合は想定割合とは若干ズレが有ることが判る。こ

れは，丁度境界に当たる点数(整数値)に多くの受験者

が含まれている場合に，同点者を途中で分割すること

が出来ないことから，割合にデコボコができるためで

ある。 
  なお，あまり知られていないようだが，「全受験者 

 
表1. 段階表示換算表と各階級に含まれる受験者数・割合 

国語 数学I・数学A 英語(リーディング)
平均値: 117.51 平均値: 57.68 平均値: 58.80

段階表示 標準偏差: 34.67 標準偏差: 19.49 標準偏差: 21.44
(Stanine) 受験者数: 457305 受験者数: 356493 受験者数: 476174

想定% 下限 上限 人数 ％ 下限 上限 人数 ％ 下限 上限 人数 ％

1 4.0% 0 53 17860 3.9% 0 22 12523 3.5% 0 23 18978 4.0%
2 7.0% 54 69 30019 6.6% 23 32 25290 7.1% 24 30 31531 6.6%
3 12.0% 70 88 54229 11.9% 33 41 39371 11.0% 31 39 55027 11.6%
4 17.0% 89 109 77226 16.9% 42 51 60633 17.0% 40 51 82586 17.3%
5 20.0% 110 129 91137 19.9% 52 62 73187 20.5% 52 64 91939 19.3%
6 17.0% 130 145 77469 16.9% 63 72 59034 16.6% 65 77 85962 18.1%
7 12.0% 146 159 58451 12.8% 73 82 45049 12.6% 78 87 56914 12.0%
8 7.0% 160 170 30831 6.7% 83 91 27012 7.6% 88 94 34016 7.1%
9 4.0% 171 200 20083 4.4% 92 100 14394 4.0% 95 100 19221 4.0%  
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図1. 各科目の得点分布(左から順に国語，数学 I・数学A，英語(リーディング)
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成績分データ」の 2 番目のパートである得点別人

数レコードには 1 点刻みの各得点の受験者数が格

納されており，これを用いると各科目ごとの得点分

布を知ることができる。試しに上で取り上げた 3
科目の得点分布を図 1 に示す。このデータを用い

ることにより 9 段階に限定されることなく，利用

者が指定する任意の数の段階表示や得点分布の特性

に応じた階級の設定も生成可能になる。個別大学の

特性に合わせた利用が可能な素材とも言えるので、

多方面からの検討を期待している。 
 

4 N 大学における階級分布 
  前節では大学入学共通テストの全受験者の階級分

布を紹介したが，個別大学においては，選抜を行う

ために大学入試センターから提供される志願者の

「個人別成績データ」を用いることによって，当該

大学の階級分布を把握することができる。ここでは，

秘匿の関係から 9 つの階級をそのまま表示するこ

とはせず，階級を 3 つずつにまとめてその受験者

割合を表 2 に示す。なお，このデータは N 大学の

前期日程または後期日程を志願した，合わせて

4001 名のものであり，英語(リーディング)を受験

していない者，および，英語(リスニング)を免除さ

れた者をここでは除外してある。 
  これを見ると，N 大学の志願者は全受験者の分

布より高得点側に偏った分布をしていることが判る

が，一方で，科目ごとにその偏り度合いが異なるこ

ととも判る。 
 

表 2. N 大学における各階級ごとの受験者割合 
国語 数学I・数学A 英語(リーディング)

下限 上限 ％ 下限 上限 ％ 下限 上限 ％

1,2,3 23.0% 0 88 3.0% 0 41 2.4% 0 39 3.5%
4,5,6 54.0% 89 145 59.9% 42 72 34.9% 40 77 58.7%
7,8,9 23.0% 146 200 37.1% 73 100 62.7% 78 100 37.8%

段階表示 想定%

 
 

5 段階表示を用いた合否判定 
  N 大学の一般選抜試験では大学入学共通テスト

と個別学力試験の合計点を用いて合否判定を行って

いる。ここではデータの整備の都合で，2021 年度

の大学入学共通テストではなく，同様の方法で合否

判定を行っていた平成 X 年の大学入試センター試

験を例に，当該年の「全受験者成績分布データ」か

ら Stanine を算出し，これを用いて合否判定を

行った場合の傾向を捉えることにした。 
  まず，Stanine の階級を定めるために，各科目の

得点分布から想定割合に基づいて 9 群に分割する 

表 3. 平成 X 年大学入試センター試験における

Stanine の各階級に関する値 
段階表示
(Stanine) 国語 数学I・数学A 英語(リーディング)

想定% 下限 上限 ％ 下限 上限 ％ 下限 上限 ％

1 4.0% 0 55 3.7% 0 22 3.7% 0 43 3.7%
2 7.0% 56 71 7.1% 23 33 6.9% 44 60 6.9%
3 12.0% 72 89 11.6% 34 43 11.3% 61 85 12.3%
4 17.0% 90 112 17.3% 44 54 18.0% 86 113 16.8%
5 20.0% 113 134 19.4% 55 65 19.9% 114 141 20.3%
6 17.0% 135 152 17.0% 66 75 16.3% 142 161 16.3%
7 12.0% 153 166 12.3% 76 85 12.5% 162 176 12.5%
8 7.0% 167 177 7.2% 86 92 6.8% 177 186 6.9%
9 4.0% 178 200 4.4% 93 100 4.6% 187 200 4.3%  

 

 
図 2. 素点合計と Stanine 合計の関係 

 
階級の下限値と上限値を確定した。参考までにその

中の 3 科目について，関係する数値を表 3 に掲載

する。また，N 大学で利用している大学入試セン

ター試験の科目は国語，地歴・公民から 1 科目，

数学 I・数学A，数学 II・数学B，理科 2 科目，外

国語(リーディングとリスニング)の 8 コマであり，

素点合計(900 点満点)と Stanine 合計(72 点満点)の
相関係数は 0.943 であった。このように相関係数

が 1 をやや下回っている理由は，同じ大学入試セ

ンター試験の成績ではあるものの，段階表示は 9
段階であり，101 段階(国語と英語は 201 段階)の素

点よりも粒度が小さいため，その差異から表現情報

が落ちているからである。また，両者の関係を示す

散布図を図 2 に示すが，Stanine 合計は離散変量で

あるので，横方向に縞模様状に分布していることが

判る。なお，具体的な数値を秘匿するために軸ラベ

ルは省略してある。 
  表 3 に示した各科目の下限値・上限値に基づい 
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表 4. N 大学における階級毎の受験者割合 
国語 数学I・数学A 英語(リーディング)

下限 上限 ％ 下限 上限 ％ 下限 上限 ％

1,2,3 23.0% 0 89 2.4% 0 43 1.9% 0 85 2.3%
4,5,6 54.0% 90 152 60.4% 44 75 37.1% 86 161 53.1%
7,8,9 23.0% 153 200 37.2% 76 100 61.0% 162 200 44.7%

段階表示 想定%

 
 
て，N 大学の志願者における大学入試センター試

験の各科目の素点を階級値に変換した。上述同様，

9 つの階級を 3 つずつにまとめてそれらの受験者割 
合を表 4 に示す。表 2 の時と同様に，N 大学の志

願者分布は全受験者分布より高得点側に偏っている

ことが判ると共に，科目毎の偏り方も表 2 と同様

の傾向を示していることから，今回の大学入試セン

ター試験のデータを用いることで大学入学共通テス

トでの振る舞いを予測するのに問題がないことが

判った。 
  そこで，N 大学の入試の特性を把握するために，

従来行ってきた大学入試センター試験と個別学力試

験を用いた合否判定の状況を確認しておく。N 大

学には前期日程にも後期日程にも 9 つの選抜単位

があるが，ここでは前期日程の中から比較的志願者 
 

 
図 3. 選抜単位A における両試験の得点分布と合格

者の特性 
 

表 5. 平成X 年前期日程の合否入れ替わり率 

1次試験
による

2次試験
による

A 2.40 0.675 7.0% 32.6% 
B 2.68 0.741 10.0% 33.6% 
C 3.42 0.728 8.0% 43.2% 

選抜
単位

実質倍率 相関係数

合否入れ替わり率

 

の多い 3 つの選抜単位についてそれらの特性を見

てみる。なお，前期日程では大学入試センター試験

の得点を 1/2(450 点満点)に圧縮し，個別学力試験

の得点(1000 点満点)との合計点(1450 点満点)で合

格者を決定している。 
  紙面の関係からここでは選抜単位 A における，

両試験の得点分布と合格者の特性を示した散布図を

図 3 に，また，合否入れ替わり率を表 5 に示す。

これらを見ると判るように，N 大学では 2 次試験

の比重が大きいため，領域 a(1 次試験の成績の優位

さを武器に合格した群)の割合が小さく，そのこと

は合否入れ替わり率からも読み取れる。なお，具体

的な数値を秘匿するために図 2 と同様に図 3 の軸

ラベルも省略してある。 
  ここで取り上げた 3 つの選抜単位のそれぞれに

ついて素点と Stanine の階級値の特性を表 6，7，
8 の左部分に示す。ここでは具体的な数値を明確に

しないようにするために，最高点，最低点は除外し，

代わりに統計指標の「範囲」を示してある。また，

志願者数や合格者数も示さない。 
  前期日程では従来は 1 次試験(大学入試センター

試験)の素点を 1/2 にし，2 次試験(個別学力試験)の
得点との合計点を用いて合否を判定していた。今回，

前者の得点に代えて Stanine を用いると，どのよ

うに合否の判定が入れ替わるかを観察した。例えば

選抜単位 A について，1 次試験の段階表示の範囲

は 38.0 点で標準偏差が 6.0 点となっている。これ

を範囲が 700 点以上で標準偏差が 120 点以上の 2
次試験と単純に合計すると，合否判定には 2 次試

験の影響が大きく関わることは容易に想像が付く。

そこで，1 次試験の段階表示の合計値を k 倍してか

ら 2 次試験と足し合わせて合否判定を行う方法を

考えた。その場合に，従来の素点を用いて合否判定

を行った際との合否が入れ替わる発生件数を，合格

者数で除して「合否入れ替わり発生率」として示し

た。 
  また，k の取り方としては，単純に 2 つの試験を

合算しただけの「単純和(k=1)」以外に，1 次試験

の素点に代えて Stanine を用いることから，両者

の散らばり具合を揃えるように k の値を調整した

「等標準偏差」，そして，素点の 100 点満点を 9
段階に変換したことを考慮して「科目毎満点

(k=100/9=11.1)」を検討した。なお選抜単位 A を

例に「等標準偏差」を説明すると，1 次試験の素点

の標準偏差が 71.5 であり，合否判定時には 1/2 に

圧縮するため，段階表示の標準偏差を 71.5/2 にす 
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表6. 選抜単位Aにおける各試験得点の特性と合否入れ替わり発生率 
2次試験 2次のみ

k=0

合計点 段階表示 合計点 段階表示 合計点 段階表示 合計点

満点 900点 72点 1000点 1450点 1000点 72点 1072点 429点 1429点 800点 1800点

範囲 470.6 38.0 713.0 923.5 713.0 38.0 739.0 226.2 890.2 421.8 1085.8
平均点 635.4 48.6 491.5 827.6 491.5 48.6 540.0 289.1 780.5 539.1 1030.5

標準偏差 71.5 6.0 121.4 149.5 121.4 6.0 125.4 35.8 147.4 66.7 172.7
合否入れ替わり発生率 6.2% 4.7% 3.9% 7.0%

k=1
1次試験 単純和 等標準偏差 科目毎満点

k=5.95 k=11.10
選抜=A

素点
表示

段階
表示

個別学
力試験

従来
合計点

 
 

表7. 選抜単位Bにおける各試験得点の特性と合否入れ替わり発生率 
2次試験 2次のみ

k=0

合計点 段階表示 合計点 段階表示 合計点 段階表示 合計点

満点 900点 72点 1000点 1450点 1000点 72点 1072点 392点 1392点 800点 1800点

範囲 449.4 46.0 776.0 990.0 776.0 46.0 804.0 251.2 977.5 510.6 1203.0
平均点 642.1 49.9 493.7 833.0 493.7 49.9 543.6 272.6 766.3 554.1 1047.7

標準偏差 84.9 7.8 150.5 186.1 150.5 7.8 156.3 42.5 184.2 86.3 222.2
合否入れ替わり発生率 10.0% 8.2% 5.5% 10.0%

1次試験 単純和 等標準偏差 科目毎満点

選抜=B
素点
表示

段階
表示

個別学
力試験

従来
合計点

k=1 k=5.44 k=11.10

 
 

表8. 選抜単位Cにおける各試験得点の特性と合否入れ替わり発生率 
2次試験 2次のみ

k=0

合計点 段階表示 合計点 段階表示 合計点 段階表示 合計点

満点 900点 72点 1000点 1450点 1000点 72点 1072点 419点 1419点 800点 1800点

範囲 448.4 45.0 669.0 865.0 669.0 45.0 698.0 260.8 851.3 499.5 1056.1
平均点 630.8 48.6 451.3 785.0 451.3 48.6 499.9 281.6 732.9 539.3 990.5

標準偏差 83.8 7.2 137.2 172.2 137.2 7.2 142.6 41.9 170.2 80.3 203.2
合否入れ替わり発生率 6.8% 6.8% 4.5% 9.1%

1次試験 単純和 等標準偏差 科目毎満点
k=5.82 k=11.10k=1

選抜=C
素点
表示

段階
表示

個別学
力試験

従来
合計点

 
 
るためには，k=71.5/2/6.0=5.95 とすれば良いことが

判る(表中では関係する値を斜体で示してある)。なお，

k=0 とすると 1 次試験の影響を全く除去することが

でき，2 次試験の成績だけで判定することに相当する

ので，それも参考に掲載した。それぞれ k の値を変

更した際の合否入れ替わり発生率を含めた数値を表 6，
7，8の右部分に示す。 
 

6 考察 
  N 大学の場合，1 次試験の Stanine の階級値を拡

大させる倍数 k を変化させても合否入れ替わり発生

率はそれほど大きくはなく，かつ，変化も乏しかった。

これはN大学では元 1々次試験の比重が小さく，表5
からも判る通り，従来の判定方法でも 1 次試験によ

る合否入れ替わり率が 1 割までと低いため，素点に

代えて Stanine を用いたとしても同様の傾向を示し

ていると考えられる。今回は取り上げなかったが，後

期日程では1次試験を1/3に圧縮して用いているので，

今回の傾向がより顕著に表れると想像される。もし，

1 次試験の重みが大きい判定方法を採用している選抜

単位であれば違いがより明確になったと思われる。 
  また，3 つの選抜単位の何れにおいても 2 つの試験

の標準偏差を等しく設定した場合(等標準偏差)に，合

否入れ替わり発生率が一番小さくなった。これは，等

標準偏差になるように変換した後の両試験の得点分布

が，従来の素点を用いた場合の分布形状と似た付置に

なり，結果として合否の判定が似通ったものとなって

いるからであろうと推察される。 
  今回は 1 次試験の倍数 k を 4 通り検討したが，例

えば散らばり具合として統計指標の「範囲」を用いて

これを揃える等の他の根拠に基づく値で試行した場合

の特性や，1 次試験の重みと段階表示の関係性，階級

数を 9 以外に変更した際の合否に与える影響や各階

級に含まれる受験者数割合，また，段階表示の合計値

ではなく各科目ごとに段階表示を用いて選抜を行う方

法等，今後もいろいろな利用方法を検討する必要があ

る。 
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7 まとめに代えて 
  今回，我々は大学入学共通テストの開始に伴って提

供が始まった段階表示の利用に関して幾つか条件を設

定してその利用方法を模索し特性を把握した。 
  今回調べた範囲では，N 大学においては段階表示

を用いても合格者の劇的な入れ替わりが起こるような

状況ではないことが判った。しかし，素点を用いた方

法と段階表示を用いた方法で，特性の異なる志願者が

分離できているのであれば，よりアドミッション・ポ

リシーに合致した志願者を合格させる方策を採る方が

志願者・大学の双方にとって次善の策であると言える。

そのためには，分離された両群の特性を明確にする必

要があるが，一方で大学側が採り得る受験者の特性を

把握する道具建てとしては試験成績や調査書程度であ

り，入学後の振る舞いを把握することは不合格者に対

しては行うことができない。このように，客観的に比

較・検討する手段に乏しく，両群それぞれの志願者の

特性を明確にすることは容易ではないように思われ，

またその特性が定常的なものであるかの検証も必要に

なる。 
  とは言え，段階表示の利活用に関する研究はまだ緒

に就いたばかりである。大学の入学という「入り口」

に重きをおいて選抜を行っている日本においては「1
点刻みの客観性」については今後も問われ続けると思

われる。そのためには，段階表示の特性を解明するこ

とによって，利用場面がよりクリアーになってくると

考えられ，段階表示の利用を検討しようとする大学の

支援に繋がるので，今後もいろいろな角度から段階表

示に関する研究を続ける必要がある。 
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入試区分別の在学時の学びとアウトプットの関係 
――卒業生調査からの検討―― 

 
遠藤 健（早稲田大学） 

 
本論は，早稲田大学で実施された卒業生を対象とした調査の分析を通して，入試区分別に在学時の

学びとアウトプットの関係を検証する。近年，入試選抜方法が多様化するなかで，一般入試以外への

批判言説がみられる。本論では卒業生調査から在学時の学びとアウトプット間の関係を検証した。I-E-
Oモデルを基にした分析から，在学時の学びはアウトプットに繋がっている。特に，ほぼ全ての入試区

分において積極的な学習行動は，能力獲得に寄与している。分析全体を通して，一般入試以外の入学

者の在学時の学びの熱心さや学習成果は一般入試と比較して決して低いものではなく，むしろ高いも

のもあることが示された。ただし，調査の回収率は低く，回答者の偏在に留意も必要である。 
キーワード：卒業生調査，入試の多様化，Institutional Research 

 
1 課題設定 
 大学設置基準の大綱化以降，各大学の自己点検・自

己評価が進展し，近年では3つのポリシーに基づいた

教育の質保証が求められている。それゆえ，学生の在

学時の学びと学習成果を点検し，また学内の戦略的な

政策策定に資する根拠を提示する機能として

Institutional Research（IR）の取組が重要とされて

いる。本論では，早稲田大学大学総合研究センターが

IR の一環として行った卒業生調査の分析を通して，

入試区分別に在学時の学びとアウトプット 1）を記述

し，双方の関係を検証する。 
 周知のように，国内の大学入試選抜は，かつての一

般入試を中心としたものから，推薦入試やAO入試な

ど多様化が進んでいる。本論が事例とする早稲田大学

は 1973 年度の第一文学部，翌 1974 年度の商学部に

おいて推薦入試を導入し，入試制度の在り方について

も議論されてきた（早稲田フォーラム編集委員会編, 
1973, 1979）。近年では，2018年度から「地域への貢

献」をテーマとした全学共通の活動を行う学生を対象

に「新思考入試（地域連携型）」を一部の学部で導入

し，2021 年度の一般入試（同年度から名称は一般選

抜）からは学力の3要素に関する経験の記述を出願条

件とした（リクルート進学総研, 2019）。 
一方，全国的には 2019 年度に，推薦入試による入

学者が合計 22 万 7 千人，アドミッション・オフィス

入試（AO入試）による入学者が合計6万1千人とな

り，大学入学者の 47.1％が一般入試以外の入試選抜

で入学している（文部科学省, 2020）。 
このように，多くの大学で一般入試以外の入試選抜

方法が試みられる一方で，推薦・AO 入試が本来の趣

旨・目的に沿っていないことを指摘する答申（文部科

学省, 2014）や，AO 入試入学者の生涯所得の低さ

（浦坂ほか, 2013）を論拠に，一般入試以外の選抜方

法に否定的な見解を示す記事などもある（プレジデン

ト, 2020）。 
 本論では，一般入試以外の入試選抜方法に対する批

判的な主張の検証も含めて，早稲田大学を事例に入試

区分別の在学時の学びとアウトプットの分析を行う。

入試区分別の分析については，各大学の追跡調査によ

る検証をはじめ蓄積が一定程度ある（レビューしたも

のとして，椿ほか, 2015; 高橋ほか, 2017など）。しか

し，大学教育の効果については，大学教育の遅効性

（吉本, 2004）を指摘する研究もあり，卒業後の状況

から検証することも一つの観点として考えられる。卒

業後の仕事や私生活において在学時の学びが活用され

ることで，個人の学びの繋がりが反省的に捉えられる

と考え，本論では卒業後 10 年を経た時点 2）から検証

を行う。 
その際に，依拠するのはAstin（1993）のカレッジ

インパクト理論で，I-E-O のモデルを想定した。具体

的には，卒業生のアウトプット（Output）に対して，

大学在学時にどのような教育を受け，学んだのか

（Environment），入学前の諸条件（Input）を考慮

しつつ，分析を行っていく。 
 
2 分析データ 
 分析に用いるデータは早稲田大学大学総合研究セン

ターが2018，2019年に実施した卒業生調査である。

調査にあたっては学内の研究倫理申請を行い，倫理規

定を遵守して実施した（研究倫理番号：2019-305）。 
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注）*p < .05, **p < .01，***p < .001 

 それぞれ実施した調査の実施時期，対象者等は表 1
の通りである。対象者は全学部生で，学部卒業 10 年

後に設定した。質問票は在学時に登録されていた住所

にダイレクトメールで郵送したものの卒業後 10 年と

いうこともあり，回収率は 5%程度と低くなった。な

お，2019 年度を例に学内のデータウェアハウス

（DWH）をもとに入試区分や学部などサンプルの偏

りがないか検証したところ，学部に偏りはないものの，

一般入試がやや多かった（表 2，早稲田大学大学総合

研究センター, 2020）3）。 
 本論で用いる入試区分は，学生の回答に基づき①

「一般入試」，②指定校推薦（以下「指定校」），③自

己推薦・AO 入試等（以下「自己推・AO」），④附

属・系属校による推薦（以下「附属・系属），⑤「そ

の他」を設定した。分析対象者959人の入試区分別の

分布は表 2 の通りである。「その他」の内訳は，社会

人入試 18 件，センター試験利用入試 8 件，帰国子女

入試 6 件，編入学 4 件，学士入試 3 件，e スクール 3
件，外国籍入試2件，分類不明13件となった。 

表1 調査概要 
年 実施時期 対象者 対象者

数 
回収

数 
回収

率 

2018 2018年6月～

7月 
2005年度 
学部入学者 

9,026 432 4.8%

2019 2019 年 12 月

～2020年2月 
2006年度 
学部入学者 

9,193 543 5.9%

表2 入試区分別の度数と割合 
年 一般 指定校 自己推・

ＡＯ 
附属・

系属校 
その他  計 

2018 287 48 25 49 16 425
67.5% 11.3% 5.9% 11.5% 3.8% 100.0%

2019 357 59 26 51 41 534
66.9% 11.0% 4.9% 9.6% 7.7% 100.0%

DWH 60.0% 10.0% 6.0% 13.1% 11.0% 100.0%

 
3 入試区分別の分析 
 分析では，卒業生の在学時の学び（3.1）と，学部

で身につけた能力（3.2）について入試区分別に記述

分析を行う。その上で，在学時と学部で身につけた能

力双方の関係について検証する（3.3）。 
 
3.1 在学時の学び 
 まず，正課教育について，在学時にどのような学び

があったのかを示す。ここでは一般教育科目，専門科

目，ゼミ，卒業論文について，在学時にどのくらい熱

心に取り組んだのかを示す（表 3）。なお，それぞれ

の熱心さを得点化して，Tukeyの多重比較によって，

入試区分別に平均値の比較を行った 4）。 
 入試区分別で違いのあった項目に着目すると，一般

教育科目では，「指定校」と「その他」が「一般入試」

と比較して有意に高い。また専門科目についても同様

の結果が得られる。ゼミや卒業論文については有意な

    経験しなかった 不熱心 やや不熱心 やや熱心 熱心 計 平均値の差

一般教育科目 ①一般入試 1.1% 11.6% 25.8% 44.5% 17.0% 100.0% ⑤＞①* 
②指定校 0.0％ 1.0% 13.6% 57.3% 28.2% 100.0% ②＞①*** 
③自己推・ＡＯ 2.0% 3.9% 21.6% 45.1% 27.5% 100.0%  
④附属・系属校 0.0％ 4.1% 21.4% 48.0% 26.5% 100.0%  
⑤その他  1.8% 9.1% 9.1% 38.2% 41.8% 100.0%  

専門科目 ①一般入試 0.3% 8.0% 20.1% 43.2% 28.3% 100.0% ⑤＞①** 
②指定校 0.0％ 14.6% 47.6% 37.9% 100.0% ②＞①* 
③自己推・ＡＯ 0.0％ 2.0% 9.8% 47.1% 41.2% 100.0%  
④附属・系属校 1.0% 4.1% 15.3% 41.8% 37.8% 100.0%  
⑤その他  0.0％ 7.3% 3.6% 34.5% 54.5% 100.0%  

ゼミ ①一般入試 12.1% 8.2% 15.3% 32.2% 32.2% 100.0% 
②指定校 12.6% 4.9% 15.5% 33.0% 34.0% 100.0% 
③自己推・ＡＯ 2.0% 3.9% 25.5% 29.4% 39.2% 100.0% 
④附属・系属校 5.1% 5.1% 13.3% 31.6% 44.9% 100.0% 
⑤その他  12.7% 5.5% 9.1% 32.7% 40.0% 100.0% 

卒業論文 ①一般入試 18.2% 7.2% 15.7% 33.8% 25.0% 100.0% 
②指定校 21.4% 1.9% 14.6% 35.9% 26.2% 100.0% 
③自己推・ＡＯ 15.7% 2.0% 17.6% 33.3% 31.4% 100.0% 
④附属・系属校 13.3% 4.1% 15.3% 28.6% 38.8% 100.0% 
⑤その他  23.6% 7.3% 7.3% 25.5% 36.4% 100.0% 

表3 正課教育の熱心度の分布 
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違いはなかったものの，「一般入試」は他の入試区分

と比較してあまり熱心に取り組んでいない。また，ゼ

ミや卒業論文について，こちらも有意ではないものの

「附属・系属」が比較的熱心に取り組んでいる。 
 次に，正課外教育・活動として部活動・サークル活

動，アルバイト，ボランティア，インターンシップの

4 つについて同様に取組の熱心度を検証した（表は省

略）。その結果，「その他」は「指定校」，「附属・系

属」と比較して，有意に低い結果であった。先述した

ように，「その他」には，社会人入試で入学した学生

もおり，部活動やサークル活動に参画できなかった学

生が一定数いたと推察される。次にアルバイトについ

ても「その他」は他の入試区分と比較して低い結果と

なった。この結果も社会人学生がいることが影響して

いると推察される。なお，ボランティアやインターン

シップについては入試区分別の違いが見られなかった。 
 以上，正課教育，正課外教育・活動について入試区

分別に分析を行った。一般入試以外の入学者の学びの

熱心さは，決して低くはなく，むしろ一般入試と比較

して高い項目もあった。 
 次に，学習行動に着目し，入試区分別にそれぞれの

特徴を分析する。用いた項目は表 4 の 10 項目で，項

目の背後にある共通因子を抽出するため，因子分析を

行った。表4はバリマックス回転後の値を示している。

この結果から，3つの因子を抽出した。第1因子は， 

授業内での行動項目に負荷量が高いことから，①「積

極的な学習行動」とした（項目 1～5）。第 2因子は，

特に外国語による学習や留学生との共同学習，フィー

ルドワークなどの項目に負荷量が高く，②「国際学

習・フィールドワーク」とした（項目 6～8）。1 つ目

と比べると，大学内に留まらない積極的な学習行動と

言えるだろう。第3因子は，図書館を利用したり，読

書するといった学習行動で負荷量が高く，これを③

「情報収集・読書」とした（項目 9～10）。授業時間

以外に情報収集し，知識を習得する行動と整理した。 

 これら3因子からなる学習行動尺度を入試区分間で

比較した。図1は3つの学習行動の平均値を示した。

平均値の比較を行い唯一違いのあった項目を示すと，

「自己推・AO」が「一般入試」，「指定校」，「附属・

系属」と比較して「国際学習・フィールドワーク」の

得点が有意に高い。これは国際教養学部の学生が他の

入試区分と比較して多いことも一要因と推察される。

この分析からは，「自己推・AO」がよりグローバル

な学びをしているという点で，選抜時のポリシーに沿

った学びを在学時にしていたと評価できるだろう。 

 
3.2アウトプット 
 次に，アウトプットについて示す。ここでは大学で

身につけた能力として，①専門的な知識・技術，②幅

広い知識・教養，③論理的思考能力，④表現力・プレ

ゼンテーション能力の4つを設定した。教示文は「早

稲田大学の学部で次のものをどの程度身につけました

か」であり，4 項目それぞれを 5 件法で尋ねた（全く

身についていない，あまり身についていない，どちら

ともいえない，やや身についた，かなり身についた）。

ここでは，肯定的な回答が高くなるように1～5で得 

 
因子1 因子2 因子3

1.よい教員に巡り合えた 0.692 0.099 0.079
2.授業内容について，他の学生と議

論した 
0.685 0.361 0.216

3.授業内容について，教員と議論し

た 
0.677 0.382 0.226

4.特別な理由なく授業を欠席した 0.635 -0.131 -0.112
5.自分でテーマを決めて研究した

り，その成果を発表したりした 
0.595 0.302 0.334

6.語学の授業以外で，外国語で議論

や発表をした 
0.091 0.790 -0.006

7.留学生と一緒に学んだ 0.034 0.785 0.104
8.授業の一環として大学外で学んだ

（フィールドワーク等） 
0.247 0.619 0.058

9.図書館を利用した 0.077 0.062 0.840
10.読書（漫画や雑誌を除く）をした 0.125 0.046 0.827
分散の% 22.562 20.239 16.311
累積%  42.801 59.112

表4 学習行動の因子分析結果（バリマックス回転後）

図1 入試区分別の学習行動得点の平均値 
 

-0.20 0.00 0.20 0.40 0.60

一般入試

指定校推

自己推・ＡＯ

附属・系属

その他

積極的な学習行動
国際学習・フィールドワーク
情報収集・読書
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点化し，入試区分別に平均値を求めた（表5）。 
まず全体としては，平均値の高い順に，②幅広い知

識・教養，③論理的思考能力，①専門的な知識・ 
技術，④表現力・プレゼンテーション能力となった。 
 4 つの能力のなかで，入試区分別に平均値の比較を

行うと，「表現力・プレゼンテーション能力」で「自

己推・AO」が「一般入試」と比べ有意に高い結果と

なった。前項の学習行動の分析においても，「自己 
推・AO」はより「国際学習・フィールドワーク」に

積極的に取り組んでおり，言語や文化の異なる他者に

自身の考えなどを伝える機会で表現力やプレゼンテー

ション能力が育まれたのかもしれない。 
 
3.3 在学時の学びとアウトプットの関係 
 分析の最後に，これまで述べてきた在学時の学びと

アウトプットの関係を検証する。なおここではこれま

で扱ってきた定量的分析に定性的分析も加え，在学時

の学びとアウトプット間の具体的な繋がりを捉えたい。

定量的な分析のアウトプット指標として表5に示した

4つの能力の合計値を用いる。平均値は，14.467で標

準偏差は 3.107 であった。定性的分析においては，

「あなたが本学での学びから得た知識やスキル・経験

は，卒業後どのような形で生かされていますか。仕事，

私生活，いずれでも結構ですので具体的に教えてくだ

さい。」（以下「活用自由記述」）の回答を用いた。 
定量的分析にあたっては，冒頭で述べたように，在

学時の学びとアウトプットを検証する上で，Input の

変数が直接 Output と相関する可能性も考慮する。具

体的には，中学時の経験や中高時の成績の自己認識，

学部志望度，進学理由を用いる 5）。 
Environment としては，これまでの分析で用いた

在学時の学びに関する変数を用いる。さらに，学部間

の違いとして理工ダミー（理工学部の場合を 1，それ

以外の学部を0）を用いた。 

 これらの変数を用いて，全体と入試区分別に重回帰

分析を行った（表 6）。決定係数からみて，分析モデ

ルの当てはまりは全体で48.2％と低くはない。 
定量的分析の主な分析結果は4点にまとめられる。

第一に，3 つの学習行動は全体では正に影響している。

なかでも，「積極的な学習行動」が入試区分「その他」

を除いていずれにおいても正に有意となっており，標

準化係数も比較的大きい。授業を中心とした積極的な

学ぶ姿勢は，入学前の条件を統制しても，能力の獲得

に寄与している。 
 第二に，全体，そして「指定校」と「自己推・AO」

においては，学園祭や大学のイベントなどの大学関係

の活動が能力獲得と正の関係にある。特に「指定校」

と「自己推・AO」においてはその係数が比較的大き

く，大学の活動により熱心に参画していることが，自

身の能力獲得に繋がっている。 
 第三に，「自己推・AO」においては入学時の変数

の影響が大きい。学部が第一志望であること（.294）
や進学理由として就職に有利であること（.398）は，

より高い能力獲得に繋がっている。 
第四に，正課教育ではそれぞれ能力獲得に寄与する

項目が異なる。例えば，「一般入試」では，専門科目 
（.244），一般教育科目（.103），ゼミ（.132）によ

り熱心に取り組んでいるほど，「附属・系属」では卒

業論文（.300）により熱心に取り組んでいるほど，

「その他」では一般教育科目（.346）により熱心に取

り組んでいるほど能力獲得に寄与している。 
前項で確認したように，アウトプットという点では

大きな違いは見られなかったものの，在学中にどのよ

うな活動に注力するのか，正課外教育・活動を含め，

そのプロセスに違いが見られる結果となった。次に，

より具体的な在学時の学びとアウトプット間の関係を

捉えるためにKH Coder（Version. 3.Beta.02c）を用

いて入試区分別に特徴語を 10 個抽出した（表 7）。 

 
専門的な知識・技術 幅広い知識・教養 論理的思考能力 表現力・プレゼンテーシ

ョン能力 
①一般入試 3.387 (1.063) 3.868 (0.890) 3.635 (0.973) 3.278 (1.065)
②指定校 3.515 (1.008) 3.981 (0.804) 3.699 (0.826) 3.476 (1.037)
③自己推・ＡＯ 3.353 (0.976) 4.235 (0.710) 3.902 (0.755) 3.882 (0.973)
④附属・系属校 3.694 (0.946) 4.051 (0.830) 3.857 (0.931) 3.622 (1.098)
⑤その他 3.655 (1.109) 4.127 (0.771) 4.000 (0.770) 3.582 (0.854)
全体 3.446 (1.047) 3.934 (0.864) 3.701 (0.937) 3.386 (1.062)
平均値の差の検定 

  
③＞①** 

表5 学部時代に身につけた能力の平均値と標準偏差 

注）**p < .01 
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Jaccard 係数が高いほど各入試区分でより出現してい

ることを指す 6）。 
「指定校」ではゼミ（.075），「自己推・AO」では

英語（.117）や国際（.087），「附属・系属」では論文

（.082）が特徴的な語句である。以下では定性的デー

タから具体的に活用される場面を捉えたい。 
先に「指定校」や「自己推・AO」において大学関

係の活動が能力獲得に寄与していると述べた。一方，

自由記述では一般入試でも「多種多様なタイプの人と

ひとつのことを成し遂げることを早稲田祭実行委員や

サークル活動，ゼミ活動から学び，今に活かしていま

す。」（No.486，一般入試）という直接に大学関係の

活動に言及する回答が確認できた。この回答から推察

するに，多様な学生と何かを成し遂げる経験の一つと

して大学関係の活動があげられたと考えられる。この

ような多様な学生との交流をあげる回答は他にも「何

よりも全国，全世界から集まる優秀な学生と勉学やそ

の他の活動で得た刺激や知見が，仕事や私生活の様々

な場面で思考する際，生きているように感じる。」

（No.419，指定校）のような回答が複数あった。 
「自己推・AO」の英語に関する具体的な回答とし

ては「大学で経験した英語でのディベートは，外資系

金融機関でとても活かされています。海外とのカンフ

ァレンスコールなどで，日本からの意見をどんどん言

い，ロジカルに話をまとめることが出来ています。」

（No.40，自己推・AO）のように在学時の学びが直

接活用されていると回答するものが複数あった。これ

までの定量的な分析結果で言及したように在学時に

「国際学習・フィールドワーク」により熱心であり，

「表現力・プレゼンテーション能力」がより培われた

典型的なケースと位置付けられる。 

 
全体 一般 指定校 自己推・AO 附属・系属 その他 

Input 
  

学校で，自分が好きではない勉強にも全力で取り組んだ -.066 * -.058 .185 .059 -.163 
 

-.322
中学3年の時 -.018 -.018 .000 -.074 .112 

 
-.045

高校3年の時 -.031 -.058 .059 -.106 .063 
 

.077
入学した学部は第一志望でしたか。 .033 .036 -.074 .294 * -.120 

 
-.117

勉強したい分野がその学部にあったから .036 -.006 .118 .086 .197 
 

.242
就職に有利であると思ったから .019 .011 -.083 .398 * .134 

 
.377 ** 

将来の希望する職業分野を勉強できるから .060 * .050 .047 -.374 .079 
 

.081
資格の取得が有利であるから .000 -.006 -.031 .042 -.032 

 
-.114

指導してほしい教員がその学部にいたから .061 * .083 * -.015 -.054 -.103 
 

.032
学力（偏差値など）が適当であったから .025 -.023 .175 .149 .160 

 
.240

進路選択の幅が広い学部を選択した .068 * .091 ** -.099 -.037 .024 .124
高校の先生や家族または塾などで勧められたから .004   .030   .058   .269   -.023   -.260   

Environment 
積極的な学習行動 .311 *** .314 *** .279 * .642 ** .332 ** .294
国際学習・フィールドワーク .122 *** .117 *** .174 .249 .092 .127
情報収集・読書 .165 *** .190 *** .085 .093 .173 .200
専門科目 .204 *** .244 *** .040 -.012 .167 .122
一般教育科目 .093 ** .103 ** -.041 .083 -.009 .346 * 
ゼミ .092 ** .132 *** -.001 -.099 -.113 -.210
卒業論文作成 -.001 -.058 .164 .056 .300 * .143
部活動，サークル活動 .032 .067 * -.118 -.080 .059 -.154
アルバイト .022 .027 .031 .021 .047 -.264
ボランティア -.036 -.068 * .107 -.026 .162 -.011
インターンシップ -.022 .000 -.026 .036 -.098 -.145
早稲田大学以外での勉強 .012 -.029 -.029 .095 .101 .198
資格取得や教職，国家試験勉強 .024 .033 -.016 -.040 -.041 -.081
大学関係の活動 .071 ** .048 .247 * .388 * -.065 .204
理工 .124 *** .124 *** .118   -.235   .226 * .003   

n 943 636 103 51 98 55
F値 33.429 *** 24.420 *** 2.477 ** 4.929 *** 4.315 *** 3.146 ** 
調整済R2 .482   .499   .281   .680   .480   .518   

表6 能力の合計値を従属変数とした重回帰分析結果（標準化係数） 

注）*p < .05, **p < .01，***p < .001 
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 また「附属・系属」においては卒業論文とアウトプ

ットの関係について「上司に対するプレゼンテーショ

ンン：早稲田大学高等学院～大学に掛（ママ（筆者））

けて，事ある毎に発表があり，表現の仕方から指導頂 
いた事が骨身に沁みています。―以下省略（筆者）―」

（No.431，附属・系属）という回答が確認できた。

高校教育と大学教育の接続が「附属・系属」により密

接になり，教育効果が発揮されているケースと位置付

けられよう。 
 以上，定性的分析においては，学部卒業後 10 年後

から回顧した在学時の学びが具体的に活用されている

場面を特徴語や回答から捉える試みをした。結果的に，

在学時の学びが仕事や私生活に具体的に活用されてい

る場面との繋がりにおいて，各入試区分で共通する点

と異なる点が示された。 
 
4 結論と課題 
本論は，早稲田大学大学総合研究センターが IR の

一環として行った卒業生調査の分析を通して，入試区

分別に在学時の学びとアウトプットを記述し，双方の

関係を検証することを目的とした。 
 I-E-O モデルを基にした分析からすれば，結論とし

て，在学時の学びは入学前の条件を考慮したとしても

アウトプットに繋がっていると言えるだろう。 
 特に，ほぼ全ての入試区分において積極的な学習行

動は，能力獲得に寄与していることが示された。入試

区分別の特徴を整理すると，マジョリティの「一般入

試」は，在学中の学びとして専門科目や一般教育科目

の熱心度が相対的にやや低く，表現力・プレゼンテー

ション能力の獲得度が「自己推・AO」と比較して低

い結果となった。その「自己推・AO」は在学時に

「国際学習・フィールドワーク」により取り組んでお

り，他の区分よりも大学外で学ぶことに積極的である。

さらに，「指定校」や「自己推・AO」による入学者

の能力獲得には「大学関係の活動」が一定程度寄与し

ており，正課外教育・活動の重要性も示唆された。 
 また定性的分析においては在学時の学びが具体的に

活用されている場面との繋がりにおいて，各入試区分

で共通する点と異なる点が示された。 
 以上の結果から，少なくとも本事例からは，一般入

試以外の入学者の在学時の学びの熱心さや学習成果は

決して低いものではなく，むしろ高いものもあること

が示された。また，正課外教育・活動が「指定校」や

「自己推・AO」の能力獲得に寄与している点から，

より多様な教育機会が効果をもつとも言えるだろう。

「附属・系属」においても，卒業論文に代表される自

身で課題を設定し，探求する学びが当人たちの能力獲

得に寄与している。高大接続の観点からは，中等教育

段階の教育内容やカリキュラムとも関わりがあると考

えられる。 
教育改善の示唆としては，積極的な学習行動を促す

授業の展開とその支援を継続して行うことが，多くの

学生の成長に繋がると予想される。また，国際的な学

習やフィールドワーク，情報収集できる環境を整備・

維持することも同様に学生の成長に繋がるものと予想

される。そして，課外活動についても教育的効果が見

込まれるため，コロナ禍においてもその機会の保障が

重要になるだろう。具体的には，定性的分析でも示さ

れた多様な学生と何かを成し遂げる経験の保障である。

このように，入試形態に共通する教育内容・環境，そ

してそれぞれの入試区分に応じた多様な学びの機会を

提供し続けることが肝要と言えるだろう。 
 今後の課題としては，調査そのものの課題と分析上

の課題があげられる。まず今回用いた調査は回収率が

一般入試  指定校 自己推・AO 附属・系属 
学ぶ .182  仕事 .144 英語 .117 経験 .110
役立つ .169  今 .092 得る .087 生かす .100
思う .143  大学 .091 国際 .087 専門 .096
現在 .103  感じる .079 経済 .085 指導 .083
得る .101  ゼミ .075 幅広い .075 論文 .082
今 .092  人脈 .073 政治 .073 仕事 .081
関係 .090  一般 .070 転職 .073 在学 .079
身 .077  考え方 .067 交友 .071 プレゼンテーション .073
授業 .077  人 .065 学部 .069 知識 .071
多い .075  活きる .064 関係 .068 活動 .070

n=428  n=71 n=37 n=60 

表7 入試区分別の「活用自由記述」の特徴語（Jaccard係数） 
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高くはなく，改善の余地があり，回答者の偏在に留意

しなければならない。この点は，卒業生を対象とする

学内組織と緊密な連携のもと，回答者に質問票が確実

に届き，かつ回答しやすい工夫をしていかなければな

らない。分析上の課題としては，アウトプット変数そ

のものを検討することがあげられる。本分析は，アウ

トプットとして学部時代に身につけた能力を指標とし

た。これを大学が定めるディプロマ・ポリシーとした

場合の検証も質保証の一環として必要になるだろう。

さらに，大学院教育や企業内教育など学部卒業後の学

びもアウトプットとの関係を考察する上で考慮しなけ

ればならない。学部教育の過大評価にも繋がりかねな

い点には留意し，より精緻な調査の設計と実施に臨み

たい。 
 
注 
1）本稿では正課外教育の成果も射程に分析を行うため学習成

果よりも広汎なアウトプットの語句を用いる。 
2）調査対象を学部卒業後10年としたのは，調査対象校が2008
年に策定した中長期計画と具体的な教育改善の施策を卒業生

調査により継続的に検証する意図がある。 
3）なお，2020 年度調査において学内のデータを活用し，母集

団と回答者の成績（通算GPA）を比較したところ，回答者の

方が有意に高い結果であった（早稲田大学大学総合研究セン

ター 2021）。本論で用いるデータも同様の傾向を示す可能性

があるものの，学内データとの紐付けの承認を得ていないの

で検証はできない。このような回顧調査の課題は引き続き当

該組織のなかで検証したい。 
4）回答は以下括弧内の数値を割り当てた。経験しなかった

（1），不熱心（2），やや不熱心（3），やや熱心（4），熱心

（5）。なお定量的分析には IBM SPSS（Version.26）を用い

た。 
5）各変数は以下括弧内の数値を割り当てた。中学時の経験

（学校で，自分が好きではない勉強にも全力で取り組んだ）

は，あてはまらない（1），あまりあてはまらない（2），まあ

まああてはまる（3），かなりあてはまる（4）。中高時の成績

の自己認識は，下の方（1），やや下の方（2），真ん中くらい

（3），やや上の方（4），上の方（5）。学部志望度は第一志望

（1），非第一志望（0）。進学理由はそれぞれあてはまる場合

（1）とあてはまらない場合（0）に分けた。 
6）Jaccard 係数（Romesburg, 1989: 177-180 西田・佐藤訳 

1992）は，「自己推・AO」の「英語」を例にすると以下のよ

うに算出できる。「自己推・AO」における「英語」の出現回

数／（全体における「英語」の出現回数＋「自己推・AO」

の回答者数－「自己推・AO」における「英語」の出現回数）。

実際には以下の通り。7／（30＋37－7）=0.1166。 
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多面的・総合的入学者選抜の効果検証 
――卒業年度の学生・教員双方の追跡調査の分析―― 

 
井ノ上 憲司，山下 仁司，大友 弘子，川嶋 太津夫（大阪大学） 

 
大阪大学では 2017 年度入学者選抜より後期日程の募集を停止し，全学的な AO・推薦入試（現総合

型選抜・学校推薦型選抜）を開始した。本研究は，この変更から第 1 期目の入学者が 2020 年度 4 年次

になったことから，AO・推薦入試入学者（悉皆）と一般入試の入学者（抽出）に対し追跡調査を行い，

その結果から多面的・総合的評価による入試の効果の検証を行ったものである。今回新たに行った指

導教員による評価に加え，GPA，入学時アンケートを統合的に扱い，特に本学の教員の強い関心事で

ある研究者の素養（研究への主体性や学問意欲）に着目し分析した。その結果，一般入試の入学者に

比べ，AO・推薦入試の入学者の方が研究志向の項目で高いことがわかった。また，教員の評価と学生

の評価を比較したところ，能力についての質問では総じて，学生のほうが厳しい（低い）評価を行っ

ていることがわかった。 
キーワード：主体性等評価，追跡調査，入学時アンケート，卒業時アンケート 

 
1 はじめに 
大阪大学では，2017年度（平成29年度）入学者の

入試より，後期日程入試の募集を停止し，全学部での

多面的・総合的入試（AO・推薦入試，現在の総合型

選抜・学校推薦型選抜）の体制に移行した。多様な資

質を持った人材とグローバル社会で活躍できる人材を

獲得するため、国際資格、外国語能力をはじめ、多様

な資質を面接等ではかることを重視した選抜である。

初年度は 118 名の合格者が入学し，2020 年度は 6 年

制学部を除き卒業年度にあたる。 
これまで筆者らは，入学時に収集したアンケートや

志願書類等をもとに，短期的な入試の検証を行ってき

たが，本研究では4年間の総括となる調査データを得

る事ができたので，このデータをもとにこれまで収集

してきたアンケート，GPA 等のデータとあわせて，

多面的・総合的評価による入試においてどのような人

材が獲得できていたかを総合的に検証し報告する。 
 
2 追跡調査等の先行研究 
これまでにも，入試方法の妥当性を確認するための

追跡調査の研究として，様々な方式が提案され，成果

が報告されてきた。 
GPA の推移に関して入試区分別に比較するものは

多数存在するが，ここでは一例として佐藤ら(2018)の
研究を取り上げる。この研究では一般入試（前期・後

期）と推薦入試を比較しており，1 年次に於いては一

般入試後期の入学者の GPA が一番高い傾向にあるが，

4 年次に於いては推薦入試による入学者が高くなる傾

向が示された。ただし，推薦の入試倍率の低かった学

科では GPA が低かったことも報告されており，入試

における選抜性が強く影響すると考えられる。また，

休学者の割合では推薦入試による入学者が最も低いこ

とも報告されており，推薦入試の優位性を示している。 
卒業時の学生アンケートの結果から入試区分別の能

力について調べたものも多数ある。林・富永(2008)の
報告では， 汎用的能力・学士力に関して AO 入試入

学者は入学時には特異的であったが卒業時には差が見

られなくなったことが述べられている。その一方で入

試区分に関わらず大学時代において様々な活動を行っ

た学生の資質・能力が高い傾向だったことが述べられ

ており，この研究においては入試区分より入学後の活

動の優位性が述べられていた。対して，卒業時の指導

教員のアンケートから分析した山路ら(2021)の研究で

は，アンケートの７つの設問（真面目さ・学術成績・

社会性・研究面でのコミュニケーション力・主体性や

問題解決力・期待性・総合力）の全てにおいて，推薦

入試の入学者が一般入試の入学者を上回る結果であっ

たと述べられている。 
先行研究の調査から，GPA や学生アンケート（能

力や満足度等），教員アンケート（能力等）のそれぞ

れに対する分析については多数の事例があり参考にで

きることがわかった。一方で，これらの複数の情報を

統合した形での分析はまだ少ないことから，今回はこ

れらの情報を統合した形での分析を行うこととした。 
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3 研究テーマと方法 
本研究では，多面的・総合的評価による入学者選抜

の効果検証を行うことを目的として，これまで集積し

たデータの分析を行う。多面的・総合的評価の入試の

検証は後期入試を全面的に停止した本学では重要な意

味を持つ。2013 年度入試より先行的に一般入試後期

を停止し，推薦入試を導入していた学部の教員より，

「GPA などの成績で見ると確かに推薦入試で入学し

た学生は，低学年のうちは比較的成績が良いが，専門

課程を学ぶ3年以降はほとんどその差はなくなる」と

いった評価があった。もし，それが事実であり，入学

後に成績が良い学生を入れる事が目的であれば，手間

暇のかかる多面的・総合的評価により選抜を行う意義

はない。 
他方で，近年，本学の教員からは，「自分で卒論の

テーマが決められない」「何を研究したらよいかを自

分で考えず，すぐに教員に答えを求めに来る」など，

主体性や課題発見能力，学問・研究に対する意欲に欠

ける学生が少しずつ増加しているのではないか，とい

った評価を聞くことが多くなった。そこで, 一般入試

とは異なり, 学力試験のみでは評価できない, 学問・

研究に意欲を持ち，主体性をもって周囲と協働しなが

ら学びうる学生を多面的・総合的選抜で獲得できてい

るかの検証が重要だと考えられるのである。 
この観点から，本研究ではリサーチクエスチョンを

以下のように設定した。 
「AO・推薦入試では，学問・研究に意欲を持ち，

主体性をもって周囲と協働しながら学べる学生を獲得

できているか」 
また，サブクエスチョンとして以下を設定した。 

「入学時に意欲や学力面で比較的高い AO・推薦入試

による学生は，4 年間その意欲が持続し，維持される

のか。またどのような点が一般入試入学者と比べ評価

（またはその逆）されるのか」 
以下に，本研究の対象と方法について述べる。 

 
3.1 方法 
本研究では，以下のような手順でデータの収集，分

析を行うこととした。 
①入試区分ごとの入学時の学生の学問・研究に対す

る意欲を入学時アンケートにより確認する（自己

評価による確認）。 
②4年間のGPAの推移を入試区分ごとに確認する。 
③「追跡調査」として，学問・研究に対する意欲，

主体性等の評価を確認する。学生の自己評価のみ

に頼らず，卒業論文の指導教員（もしくは担任や

ゼミの教員）による評価も行うことで，妥当性を

担保する。 
次節にて③の追跡調査の具体的詳細に関して述べる。 
 
3.2 追跡調査の対象者 
 分析の対象は，以下の2つの条件で抽出した。 
①検証群： AO・推薦入試による入学者 118 名は全

員評価対象とする。 
②対照群： 各学部のAO・推薦入試入学者の約2倍
の一般入試入学者をランダムに抽出した。 

 
3.3 追跡調査の方法 
評価は，Web アンケート形式で実施した。教員向

けのアンケートは，各部局にその学生を評価可能な教

員のリストを作成してもらい評価を依頼した。学生向

けのアンケートは，それぞれ直接自己評価の依頼をメ

ールで行った。依頼の際，教員には，誰が AO・推薦

入学者かを特に知らせず，できる限りハロー効果など

のバイアスがかからないよう配慮した。評価期間は

2020年12月15日～2021年1月15日の１ヶ月間と

した。アンケートの実施結果（回収率等）は表１の通

りである。 
なお，一般入試で抽出した対照群の一般入試全体を

代表しているかどうかの確認は，表2の通り4年間の

GPA の平均値差， KS 値によって行い，対照群は一

般入試全体と成績面で差があると言えないことを確認

した。 

表1 アンケートの対象者数と回収率 

 
表 2 一般入試の対照群とそれ以外の GPA 差の検証 

 

入試区分 対象数 回収数 回収率

教員評価 一般入試 230 211 91.7%
AO・推薦 118 106 89.8%

学生
自己評価

一般入試 230 158 68.7%
AO・推薦 118 93 78.8%

文系 n 平均 不偏分散 標準偏差 標準誤差
一般入試それ以外 1192 2.443 0.469 0.685 0.02
一般入試対照群 79 2.487 0.429 0.655 0.074
⺟平均の差の検定（両側検定/対立仮説:「一般入試それ以外」≠「一般入試対照群」）

平均の差 0.0441 統計量:t 自由度 P 値
観測値 t検定 0.5552 1269 0.5789

2標本コルモゴロフ=スミルノフ検定
最大差 統計量KS 両側P値 *：P<0.05 **：P<0.01

0.1321 1.1368 0.1508
理系 n 平均 不偏分散 標準偏差 標準誤差

一般入試それ以外 1544 2.413 0.427 0.653 0.017
一般入試対照群 126 2.401 0.533 0.73 0.065
⺟平均の差の検定（両側検定/対立仮説:「一般入試それ以外」≠「一般入試対照群」）

平均の差 0.0121 統計量:t 自由度 P 値
観測値 t検定 0.1975 1668 0.8434

2標本コルモゴロフ=スミルノフ検定
最大差 統計量KS 両側P値 *：P<0.05 **：P<0.01

0.0526 0.5673 0.9044
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4 結果 
4.1 入学時の学問・研究への意欲 
 表 3 は，2017 年度の入学時アンケートの学問や研

究，大学における活動などに関する項目への回答を因

子分析したものの因子パターン行列である。それぞれ

志望大学選定時の要因になったか，それらを大阪大学

に期待するかなどを聞いており，そのうち第 3・第 4
因子が「研究（者）志向」「学問に対する意欲」を表

していると解釈できる（プロマックス法，回転後の5 

因子の累積寄与率は39.3％）。 
 この第3因子，第4因子の因子得点を，一般入試入

学者（追跡調査対象者）と AO・推薦入学者（同）で

分類したものが図１である。1σ以上高いとは，第

3・4因子得点のいずれかまたは両方が，1標準偏差を

超えて高い者。平均～1σ未満は同じくこの範囲にあ

る者。平均以下はいずれも平均以下の学生とした。

AO・推薦入学者は 1σ以上高い者は文系で一般入試

の 4 倍，理系で 2 倍強にあたる。特に理系では，研

究・学問への意欲が高い事がわかる。 

 
4.2 4年間のGPA 
次に対象者の GPA の推移を分析した。図２は，文

系・理系ごとに GPA を抽出された一般入試入学者と

AO・推薦入学者で比較したものである。これを見る

と，概ね 4 年間にわたって AO・推薦入学者の GPA
の平均は高く，冒頭の本学の学部教員の印象はあたら

ない，という事がわかる。 

 
4.3 追跡調査の結果 
最後に今回行った追跡調査のうち，教員に評価して

もらった項目の概要を表4に示す。 

図1 入学時の学問・研究への意欲 

図2 入試区分別のGPA平均 

表3 入学時アンケートの因子パターン行列 

因子パターン行列
良い

大学へ
の期待

大学の
評判と
就職

研究
志向

学問へ
の傾倒

保護者
教師の
納得

変 数 因子1 因子2 因子3 因子4 因子5
満足度 0.0622 0.0903 -0.0769 0.1192 0.0090
大阪大学は第1志望でしたか？ -0.0386 0.0686 -0.0763 0.1154 0.0545
学部は第1志望でしたか？ -0.0389 -0.0062 0.0548 0.0972 -0.0440
１．大阪大学の大学院へ進学 -0.0310 0.0615 0.6861 0.0167 -0.0666
２．他大学の大学院へ進学 0.0195 -0.0743 0.3878 0.0362 -0.0895
(6)学びたい専門の学問や研究がで
きる 0.0760 -0.0303 0.0703 0.5624 0.0521
(7)自分が望む職業に就くことがで
きる -0.0899 0.3500 0.1719 0.3708 0.1277
(8)大企業に入りやすいなど、一般
的な就職に有利 -0.2093 0.7321 0.0848 0.0236 0.1181
(9)キャリア・就職支援が充実して
いる -0.1323 0.6699 0.0821 0.1186 0.2348
(10)世界レベル・世界最先端の研
究を行っている 0.1712 0.1587 0.3677 0.2410 0.2487
(11)自分が師事したい先生・研究
者がいる 0.1048 -0.1114 0.0667 0.1712 0.5042
(12)保護者や親族が望む大学・学
部である 0.0713 0.0858 -0.1483 -0.0716 0.5351
(13)高校の教師が勧める大学・学
部である 0.0831 0.0710 -0.1887 -0.0499 0.5552

(1) 幅広い教養を身につける 0.5106 0.0472 -0.2795 0.2185 -0.0119
(2)専門的な知識や技術を身につけ
る 0.4439 0.0764 0.0453 0.4347 -0.1995
(3)職業に直結する知識・技術を習
得する 0.1698 0.4012 0.0977 0.2268 -0.0975

(4)資格をとる 0.2546 0.2660 -0.1836 0.1003 0.0528
(5)興味のある分野を深く掘り下げ
る 0.4444 0.0016 0.0062 0.5048 -0.1409

(6)知的好奇心を満たす 0.5234 -0.0953 -0.1131 0.3395 -0.0316
(7)教員の質 0.6923 -0.0529 -0.1796 0.0711 0.1350
(8)教員の行う研究について学ぶこ
と 0.6682 -0.0840 0.0219 0.1211 0.1746

(9)外国語能力の向上 0.3722 0.0473 -0.3938 0.1290 0.0850
(10)研究方法を学ぶこと 0.6627 -0.0439 0.2443 0.0214 0.0784
(11)教育環境 0.8034 0.0350 0.0228 -0.0967 0.0321
(12)研究環境 0.7616 -0.0054 0.3733 -0.1249 0.0125
(13)施設設備 0.7211 0.1043 0.2598 -0.1641 -0.0144
(14)課外活動（部活やサークル
等） 0.3454 0.2954 -0.1636 -0.0775 0.0312
(15)就職・進学する際の大阪大学
の評判 0.2247 0.6371 -0.1143 -0.1458 -0.0358
(16)将来やりたいことを見つける
ための支援 0.3790 0.4669 -0.0942 -0.0722 -0.0840

(17)就職・進学する際の支援 0.3426 0.6074 -0.0938 -0.1035 -0.1143
合格した学部で学ぶ内容を理解し
ていますか？ 0.0249 -0.0274 -0.0083 0.3051 0.0349
学部で学ぶ他に学びたい専門があ
りますか？ 0.0452 -0.0755 -0.0243 0.0692 0.0442
あなたが取得しようと思っている
最高の学位 0.0401 -0.0680 0.6886 0.0167 -0.0632
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課題認識で触れたように，学力試験だけでは評価で

きない「学問や研究への積極性，研究における主体性

とそのレベル，研究者としての将来期待，周囲への影

響，本学のDPの達成度」を4件法ないし5件法で評

価してもらった。入学時に，多面的・総合的評価によ

って選抜された学生は，大学での学修を経てその資質

や学びへの姿勢で有意に差が出るのかを確認するため

である。 
本稿では，紙幅の関係上，特に学問・研究に対する

意欲や能力に関して評価しているQ5～7，9について

筆者らの考察を図 3～6 を用いて解説することとする。

図中では文系・理系それぞれで，入試区分ごとに有意

差のあった項目に「文＊」「理＊」と記した。概ね全

ての項目で AO・推薦入学者の評価平均が一般入試入

学者を上回っている事が特徴的であるが，特に有意差

のある項目を見ていく。 
図3では，特に，討論・実験などの授業，ゼミや研

究への取り組みで高く評価されている事がわかる。 
図4は，研究の各段階において主体的に自分で行え

るかを評価した結果である。特に有意差が出た項目は

すべて文系の学生である。理系はグラフの通り AO・

推薦合格者がおおむね高いが有意差はない。 
図4と同じ項目を「学生の遂行能力」として評価し

たのが図5である。ここでは，文系において「失敗し

ても諦めずに取り組む姿勢」が，理系においては「自

分なりの研究方法を考える」が評価されており，文理

とも「俯瞰的・客観的に見る能力」において有意差が

みられた。 
図6は研究者としての資質の評価結果である。特に

この項目では有意差のあった項目が多かったが，文理

ともに有意差のあった項目は「論文などの作成能力」

と「専門外への興味・関心」であった。 
全体の傾向としては，文系では課題テーマの設定，

仮説の設定などで高く評価される傾向にあるが，理系

ではそれは概ね低い（図 7・8 も参照）。これは，文

系の学問が研究のテーマ設定に自由度があるのに対し，

理系では学士段階ではまだ研究室の枠内で設定するし

かないといった制約がある事を示唆している。 

 
 
4.4 教員調査と学生調査の相関 
 最後に教員調査と学生調査の結果の相関分析をおこ

なった。ここでは，図 4 で見た「研究における主体

性・自立性」の学生・教員評価の相関について表5を

もとに報告する。まず，相関係数やκ係数からは，相

関はあるが，高い相関ではない事がわかった。しかし

図3 授業や研究等への積極性(4件法) 

表4 教員調査の質問項目とその狙い 
質問 狙い

Q5 授業や研究等への積極性 授業や研究等にどれくらい積極的に取り組んでいるか

Q6 研究における主体性・自立性 研究のプロセスの各段階の必要な事を、どれくらい教員の支援や教示なしに主体的・自
立的にできるか

Q7 研究における能力 研究テーマの設定、仮説形成など、研究のプロセスの各段階の必要な事が、どの程度の
レベル（質）でできるか

Q8 研究者としての将来期待 対象の学生は、将来研究者として有望か。大阪大学に残って欲しいか、大学を卒業して
就職などをする方がふさわしいか

Q9 研究者としての資質 知的好奇心、研究意欲、思考の柔軟性等、研究者としての資質が備わっているかどうか
Q10 周囲への影響度 その学生の存在が周囲にどのような影響を及ぼしているか
Q11 大阪大学DPの評価 大阪大学のディプロマ・ポリシーの観点からみた当該学生のレベル評価
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ながら，傾向として興味深い発見をいくつかできた。 
評価が完全に一致している割合は，27～43%であ

る。教員の評価に比べ学生の自己評価が低い割合は

39～50%であり，この 2 つを合わせると 74～82%の

学生が教員と同等かそれよりも厳しい評価をしている

ことがわかった。一般に，初学者ほど自分の事を過大

評価するが，学びに熟達するにつれ自分の力量を過小

評価する（ダニング＝クルーガー効果）と言われるが，

4 年生になるころには，研究活動に関するメタ認知能

力が十分に高まっていることが示唆できると言えよう。 
文系理系に分けて，教員と学生の評価の平均値を示

したのが図 7・図 8 である。文系と理系の両方におい

て，学生の評価が教員の評価よりも低く，理系よりも

文系の方で差が大きいことがわかる。 
全体を通して，相関係数やκ係数としては低い値で

あったが，本研究での期待した傾向を発見できたと言

えるだろう。 
 
5 まとめと今後の課題 
本研究においては，リサーチクエスチョンである

「AO・推薦入試では，学問・研究に意欲を持ち，主

体性をもって周囲と協働しながら学べる学生を本当に

獲得できているのか」に関して，入学時の学生調査，

図4 研究における主体性・自立性(4件法) 図5 研究における能力(5件法) 

図6 研究者としての資質(4件法) 
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在学時の GPA および卒業時における教員調査と学生

調査のデータを用いて分析した。本分析から，学力試

験のみでは十分に判断しきれない，学問・研究に対す

る意欲が入学時においても高く，それが卒業時におい

ても客観的に教員に評価される形でも維持されること

がわかった。また，その事は GPA の推移である程度

差がついている事から，学問に対するモチベーション

は学業成績にも正の影響をもたらすことが示唆された。

以上から，多面的・総合的な評価による選抜は，手間

はかかるが望ましい学生を獲得する手段として有効で

あることがわかる。 
更に文系・理系で比較してみると，入試区分によっ

て差のついた評価のポイントが若干違う事がわかった。

特に，研究プロセスに関する主体的な行動では文系で

有意差のついた項目がほとんどであったが，理系では

学士段階では研究テーマの設定や研究方法を独自に行

うという事がまだ要求されていない事がその理由であ

る可能性がある。このように学問分野の特徴による視

点の違いなども確認しながら，評価の観点・方法の妥

当性については今後も検証する必要があるだろう。 
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33(1), 18－25. 

図8 主体性・自主性の教員学生比較(理系) 図7 主体性・自主性の教員学生比較(文系) 

表5 教員調査と学生調査の評価結果比較（研究における主体性・自立性） 

 

Q6-1
課題･テー
マの設定

Q6-2
研究仮説
の設定

Q6-3 研究
･実験の方
法･計画

Q6-4  自分
なりの方
法を検討

Q6-5
粘り強く
考える

Q6-6
指導教員
との相談

Q6-7  アド
バイスを
踏まえる

Q6-8
諦めずに
取り組む

Q6-9 俯瞰
的な視点
で再考

Q6-10
レポート･
論文の構成
を考える

完全一致 43.1% 36.3% 35.0% 33.3% 36.3% 36.1% 40.6% 34.6% 31.1% 26.6%
教員の評価が高い 38.9% 40.9% 42.5% 43.5% 44.7% 42.5% 40.6% 44.1% 43.2% 49.7%
学生の自己評価が高い 18.1% 22.8% 22.4% 23.1% 19.1% 21.5% 18.7% 21.3% 25.7% 23.6%
K係数（2次の重み） 0.3403 0.2110 0.2640 0.2254 0.1690 0.1855 0.2274 0.2310 0.2146 0.1703
相関係数 0.3594 0.2226 0.2759 0.2378 0.1814 0.2001 0.2419 0.2448 0.2243 0.1885
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新設学部を題材にした高大接続上の成果と課題 

――食農学類に関する対面型広報の実践報告―― 

 

新藤 洋一（福島大学） 

    

志願者数や倍率の確保を目的とした「入試広報」が機能しなくなりつつある現在では，求める人材像，

学びの必然性，教育研究の特徴および育成する人材像等をステークホルダーに対して広報（パブリック

リレーションズ）することが求められている。本稿は，被災地域の復興を担う人材育成を掲げて設置さ

れた食農学類の新設広報に関する効果検証を報告したものである。従来の「入試広報」だけでなく「広

報（パブリックリレーションズ）」を機能させ，主に対面型広報の手段を活用し展開した活動について，

「入試結果」「入学者への調査結果」「志願実績のある高等学校教員へのインタビュー結果」から分析を

行い，「広報」の有効性についての確認や成果と課題などを整理している。一定の成果は確認できたもの

の，「入試制度」「学力問題」「県外への対応」など課題も明らかとなっている。 

キーワード：農学，高大接続，入試広報，学びによる動機づけ，進路指導との連携 

 

1 はじめに 
大学が行う入試広報活動は，以下の3つの独自性が

あるとされている（野口，2019）。 

（1）学力という特徴的で重要な変数の存在 

（2）広報対象の入れ替わりによる広報の非効率性 

（3）受験生の進路選択に対する高校教員と保護者 

の影響力の強さ 
野口は特に（2）（3）に着目して考察を進めており，

「広報対象者が毎年入学によって消滅する入試広報で

は，『関係性構築の重要性』は不要でないにしても，相

対的に低く，それ故に関係性を議論することなく，志

願者数を追い求めてきたのかもしれない」としている。 

現に入試広報に関する多くの先行研究は，「短期的

な視野での志願者獲得」の議論に留まっている。 

そこで野口は，「入試広報におけるパブリックリレ

ーションズの実践は，もう一つの独自性（3）からその

有効性を取り戻す」とし，入試広報は，広報対象であ

る受験生個人との関係性構築の重要性は，他分野に比

べれば低下するものの，その周囲にいるオピニオンリ

ーダーとも呼べる高校教員や保護者との関係性は重要

であると指摘している。 

そもそも「広報」は，米国からもたらされた「パブ

リックリレーションズ（Public Relations）」に由来す

るもので，米国の300以上の大学で教科書として採用

されているEffective Public Relationsによれば，「パ

ブリックリレーションズとは，組織体とその存続を左

右するパブリックとの間に相互に利益をもたらす関係

性を構築し，維持をするマネジメント機能である」と 
定義されている（Cutlip et al.，2006：8）。 

18歳人口急減期を迎え，志願者数の確保が学生の質

を担保する状況は一変している。志願者数はもとより

アドミッションポリシーに基づく「自学が求める学生」

（質）の確保にむけては，Cutlipらが定義した広報（パ

ブリックリレーションズ）のように，大学とステーク

ホルダーとの間に，相互に利益をもたらす関係性を構

築する活動を積極化させねばならないだろう。 

そのためには，自学の教育研究がどのようなニーズ

に基づいたものなのか，どのような力を授けるのか，

社会でどのように活躍できるのか，等を明確に示し伝

達する必要がある。 
本学では，被災県「ふくしま」の地域の強い要請に

応える形で新設した「食農学類」を題材として，志願

者獲得のための入試情報だけでなく，（アドミッション

ポリシーに基づく学生確保のための）食農学類の学び

の特徴や魅力，担当する教員予定者，さらには学生が

身につける力を可視化し，高校教員などステークホル

ダーに伝達する広報活動を企画し実施した。 

入試情報だけでなく食農学類の学びや教員予定者

の具体的内容を伝達するために，マスメディアだけで

なく対面型の広報手段を積極的に活用している。 

これらの活動を検証することで，志願者数だけでな

く，アドミッションポリシーに基づく学生確保の状況

とパブリックリレーションズの有効性を確認しながら

成果と課題を報告する。 

 
2 新設食農学類の概要 

2.1 新しく設置された食農学類の特徴 
 東日本大震災で発生した東京電力福島第一原子力発



新設学部を題材にした高大接続上の成果と課題 
 

- 63 - 

電所の事故の影響は依然として残っており，福島県産

の農作物，海産物は風評被害こそ少なくなったものの，

他県産に比べて流通価格の低さなど震災前の状態には

戻っていない（小山,2018）。 

被災県に立地する福島大学食農学類は地域の要請

に応える形で，食の風評被害からの脱却，食の安全を

テーマに設置された。 

福島を除く東北の各県には既に農学系統の学部を

持つ大学が存在しており農学部が未設置となっていた

のは福島県のみであった。一方で福島県は日本でも有

数の農業県であり林業県でもある。東北では最後発の

農学系学部となる食農学類は（図 1）の通り伝統的な

農学部というよりも地域ニーズとも合致する実践的な

学びを教育研究の中心に据えている。１）  

専任教員の多くを学外に求めた食農学類には，他大

学出身の研究者だけでなく企業の研究機関の出身者も

多い。福島県内９つの自治体と連携した，地域の食と

農の課題に取り組む「農学実践型教育プログラム」が

同学類の代表的な学びとなっている。現実的な地域の

農業課題に地域住民と共に学生が向き合うことで現場

対応力の高い人材育成をめざしているだけでなく，こ

こでの学びと研究は地域に還元される仕組みとなって

いる。 

 

 

図１ 福島大学食農学類の教育プログラム 

 

2.2 食農学類の広報 
国立大学の入試広報予算は少なく，マスメディアを 

使った派手な宣伝や情報発信には限界がある。そこで

設置の趣旨に沿う形で福島県を中心とし近隣エリアも

対象に含め，学びの内容を周知させる対面型の広報を

中心に展開してきた。 

当時，食農学類に就任予定の教員らは，県内はもと

より隣接県の高校に出向き（あくまでも予定として）

同学類の実践的な学びの特徴や魅力を生徒に伝える進

路講演や模擬講義を積極的に行っていた。地域社会に

対しては，開設前年度に企業・自治体向け説明会（2018 
年 7 月），新学類スタートアップシンポジウムを開催

（2018年10月）し，食農学類の周知を図るだけでな

く期待感の醸成を行う機会を設けた。 

また冒頭に記載した通り，「広報の非効率性」「高校の

教員と保護者の影響力の強さ」を前提にした有効な手

段として高校教員が活用している情報サイトにて新設

食農学類の学びの魅力にフォーカスした情報発信を行

った。２） 

近隣では新潟食糧農業大学が設置され，食農学類と同

年度に高崎健康福祉大学が農学部を設置するなど農学

の分野に対するマスコミの注目も集まっており，受験

情報誌に限らずビジネス誌でも「農学系統学部の開設

ラッシュ」などと取り上げられることも多い状況にな

っていた。３） 

 

2.3 食農学類のアドミッションポリシーと独自入試 
食農学類のアドミッションポリシーは，食品産業や

農林業の第一線で活躍することや，行政や教育機関な

どで食品産業や農林業を支える人材をめざす意欲を持

った人材を受け入れることとしており，初年度からAO

入試（現総合型選抜）を導入している。 

AO入試の特徴は、「地域社会貢献枠」と「実践教育

経験枠」に分かれている点で，「実践教育経験枠」は，

農業高校など専門学科の意欲ある学生を受け入れるた

めに独自の募集人員枠として設定しており，出願条件

には日本農業技術検定などを設定している。 

 

2.4 食農学類の入試結果 
初年度入試には入学定員に対して495名の出願があ

った。（表 1）一般選抜の前期日程では志願倍率で3.4
倍となり我々の想定をやや上回る結果となった。 

 

表1 平成31年度 食農学類入試結果 

 

入試方式別 志願者数 受験者数 合格者数 入学者数
一般入試（前期日程） 190 179 67 61
一般入試（後期日程） 247 73 30 26
AO入試 58 58 20 20
合計 495 310 117 107

県別 志願者数 受験者数 合格者数 入学者数
福島県 171 125 40 40
東北（福島県を除く） 72 44 19 16
北関東３県 154 87 39 34
新潟県 33 18 9 7
その他 65 36 10 10
合計 495 310 117 107
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2.5 入試結果分析の目的と手法の検討 
既述の通り，食農学類の広報活動は（進路講演，模

擬講義，高校訪問など）対面型を中心としたステーク

ホルダーとのコミュニケーションを軸に展開してきた。

高校への資料発送，高校教員が活用するサイトの活用

は二次的な位置づけであったが，これらの広報活動が

入試結果にどのように影響したのか分析を行った。 

特に力を入れた「福島県内や隣接県からの志願状

況」，「大学の学びが及ぼす受験への行動変容」，「高等

学校教員の認知理解と進路指導実態」など確認する上

で，分析方法は以下の３つの手法を用いている。 

 

（1）学内のデスクデータ分析 

大学の入試データから，県別，高校別，入試制 

度別に受験状況を確認する。 

（2）入学者への定量調査分析 

受験行動をとった要因分析， 

有効なメディア，進路講演・模擬講義の対面広 

報などの効果測定 

（3）高校教員ヒアリング 

高校教員の食農学類への認知・理解度の確認 

上記（1），（2）の結果を誘因した背景の検証 

 

（1）と（2）の検証手段として，学生へのインタビ

ューは高校教員ヒアリング同様に有効であると考え，

食農学類入学生（一期生）へのインタビューも実施し

ているが，誌面の制約上割愛し，次年度以降の別稿と

したい。 

 

3 入試結果分析の概要 
3.1 入試結果分析(大学の入試データによる分析) 
まず（1）の大学入試データを集計分析することで，

以下の状況の確認を試みた。既存の理系分野の学類で

ある共生システム理工学類（以下「理工」と表記）と

比較し，初年度志願者の傾向を以下の①一般選抜と，

独自入試の②AO入試でまとめている。（図2） 

 
図2 2学類比較 県別・入試制度別志願者数 

① 一般選抜前期日程では，福島県の志願者は全体

の約３割を占めた。志願者を多い順に並べてみ

ると，理工とほぼ同様の構成だが食農の方がや

や広範囲に志願者を集めており，後期日程でも

同様の傾向を確認することができた。一般選抜

志願者の出身高校では，国公立大学合格者を多

く出している高校（朝日新聞 EduA 2020）が

他学類よりも 20％程度多いことがわかった。
４） 

② 図２に表記した食農学類の AO 入試は２つの

志願枠の合計数値で掲載している。食農での福

島県の志願者数は全体の 6 割強を占めており，

５割の理工を大きく上回っている。  

誌面の制約上図表は掲載していないが，内

訳として「地域社会貢献枠」には福島県出身者

が 84.0%と多数を占める一方「実践教育経験

枠」への福島県出身者は 43.0%と地域社会貢

献枠に比較して少ない結果となった。 

 

3.2 入学者への定量調査による分析概要 
 ここでは2.5の（2）の調査について言及したい。 

アンケートでは，食農学類の初年度入試を経て4月に

入学した学生に対して，受験や入学の動機，何が意思

決定の要因になったのかを探る調査を行っている。 

高校への配布物などのメディアの有効性を確認し

つつ，食農学類が標榜する「地域（福島）と連動した

学びや実践的な研究」が受験行動にどれだけ影響した

のかを検証している。 

前述の福島県を中心とした対面型の広報活動が機

能していたとするならば，「福島県内の高校生は，学び

の内容に興味関心を抱いて受験した割合が高く，他県

は相対的に低い」という仮説が成立すると考え，福島

県とそれ以外の県・エリア等数値を比較する分析を中

心に行った。これらを検証することで，食農学類の「学

び」による広報を継続する際に県ごとの情報ニーズの

違いをコンテンツに反映させられるという意図もある。 

アンケートの実施概要は以下の通り。 

 

 

調査対象：平成31年度 食農学類 入学者 108名
目的 ：新設食農学類への進学動機の分析
調査方法：学類オリエンテーション枠を使ったアンケート調査
調査期間：2019年4月〜5月
有効回答数：94

回答者の出身エリア（県）
福島県（34.0％）福島以外の東北・北海道（16.0%）
新潟・北関東（41.0％）中部以⻄（12.8％）
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アンケート調査については，初年度ということもあ

り単純集計とそこからの傾向をみるに留めているが，

令和3年度では，食農学類新入生への同様のアンケー

トを実施し経年比較も含めた精緻な集計分析を行う予

定である。 

回収できた 94 人のうち福島県内出身者は 32 人

（34.0%）で，全学の入学者数に占める福島県の割合

に近い数値となっている。 

「食農学類を志望したきっかけ」については，自分

で調べたという回答が 41.5%で最も多く，高校教員

（38.3%），保護者（13.8%）と続く。 

誌面の制約上図表は掲載していないが，内訳では，

自分で調べたと回答したのは，首都圏から西で多く，

高校教員と回答したのは，南東北と北関東で多い結果

となっている。福島県出身者は，自分で調べた，高校

教員がほぼ同数という結果であった。（表2） 
 

表2 食農学類を志望したきっかけ                                    

 
 

 「情報収集で参考にしたもの」についての設問では，

大学HP（78.7%）と最も多く，進学情報サイトと大学

案内がそれに続く。大学教職員の講演（7.4%）は少な

く，講演を実施した福島，宮城出身者3人ずつの回答

のみである。同様に講演を実施した茨城，栃木出身者

からの回答はなかった。（表3） 
 

表3 情報収集で参考にしたもの 

 

「受験する際に重視したこと」の設問において，食農

学類の「学びの特徴」と回答した学生は68人で約72%
を占めている。（表4） 
 

表4 受験をする際に重視したこと 

 
 
「学びの特徴」と回答した学生の福島県内出身者

とそれ以外での差異について確認したところ，福島県

内出身の学生が人数は最も多いものの比率は62.5%
で他県出身者と比べ高いとは言えない。            

逆に高かったのは，宮城県，栃木県、群馬県，新潟

県等となっており，県外の学生が学びを重視して受験

したことがわかる。 

福島県の数値が比較的低いことから，福島県内出身

者が回答した他の項目を確認したところ，他県に比べ

て「学費・奨学金」「立地」の数値が高いことが確認で

きた。（表5） 
 
表5 県・エリア別 学びの特徴を重視した割合 

 

  

項目 人数 割合
オープンキャンパス 6 6.4%
自分で調べた 39 41.5%
高校の先生 36 38.3%
保護者 13 13.8%
友人・先輩 1 1.1%
その他 4 4.3%
＊複数回答可としての設問  n=94

項目 人数 割合
新聞 10 10.6%
進学情報サイト 56 59.6%
大学HP 74 78.7%
進学した先輩の話 6 6.4%
保護者の話 6 6.4%
SNS 4 4.3%
大学案内 54 57.4%
大学教職員の講演等 7 7.4%
＊複数回答可としての設問  n=94

項目 人数 割合
学びの特徴 68 72.3%
学費・奨学金 31 33.0%
立地 18 19.1%
研究内容 18 19.1%
資格取得 18 19.1%
大学の知名度 6 6.4%
就職 0 0.0%
教員 18 19.1%
入学後の成⻑ 10 10.6%
大学院進学 0 0.0%
カリキュラム 19 20.2%
＊複数回答可としての設問  n=94

福島 32 20 62.5% 50.0% 37.5%
栃木 15 13 86.7% 33.3% 6.7%
茨城 10 6 60.0% 20.0% 0.0%
宮城 7 6 85.7% 28.6% 14.3%
群馬 7 5 71.4% 28.6% 14.3%
新潟 7 5 71.4% 14.3% 14.3%
岩手 2 1 50.0% 0.0% 0.0%
秋田 2 2 100.0% 0.0% 0.0%
山形 2 1 50.0% 50.0% 0.0%
埼玉 2 2 100.0% 50.0% 0.0%
＊複数回答可としての設問（上位10県のみ掲載）  n=94

アンケート
回答者数

（a）

学びの特徴
と答えた人

数（b）

回答者に占
める割合
(a)/(b)

学費・奨学
金と答えた

割合

立地と答え
た割合
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表には掲載していないが，この設問について選抜方

法ごとの傾向を確認したところ，AO 入試受験者全員

（福島県出身者は半数）が「学びの特徴」と回答して

おり，併せてAO入試受験者の全員がオープンキャン

パスに参加していたこともわかった。 

 その他アンケート調査の自由記述欄への記入内容か

ら伺えた傾向を確認すべくキーワードで分類し可視化

している。（図3） 

 

 
図3 自由記述内容の可視化（キーワード分類） 

 

福島県内，県外で共通したキーワードは「学問」と

なっており，福島県内出身者では「地元」「教授陣」と

いうキーワードが目立った。他県では，「一期生」が多

くあがっていた。キーワード分類した際に，第一志望

かそれ以外かで傾向の違いが確認された。第一志望者

に比べて第二志望以下では「国立大」「学力」の比率が

高いことがわかる。 

 自由記述内容を精査すると，福島県出身者は「模擬

授業に触発されて受験した」「農業の風評被害を払しょ

くする解決策を見つけたい」等具体的な学びへ動機を

記載しているケースが多かったのに対し，他県は「新

しい農学部だから」「学びたい分野」だからとやや漠然

とした回答が目立った。 

「学びの特徴」（表4）で括ると可視化できないことが

自由記述から確認できている。 

 

3.3 高校ヒアリングによる分析 
 前述の通り、3.1入試結果データ分析の結果と，3.2
食農学類入学者アンケート調査から確認された結果に

ついて，該当する県の高校を訪問し，進路指導と食農

学類への受験動機との因果関係を確認するとともに，

食農学類への認知状況の確認などを行った。高校ヒア

リングの概要は以下の通り。 

 
 

福島県内の高校においては，食農学類が地域のニー

ズに応える形で設置されたことや，実践的な農学を学

ぶことなど学類の特徴を理解されている状況を確認す

ることができた。 

「これまで農学系統を志望する生徒は他県の大学

に進学せざるを得なかったが，地元に貢献できる農学

部ができたことで優秀な生徒を県内で進学させられる」

との意見がある一方，「県内と関東の高校生の学力差を

考えると，推薦入試の導入が必要ではないか」との意

見も複数出ている。 

 食農学類の教員による模擬講義などは，「生徒の動機

付けになっていた」と回答した意見が県内から少なか

らず出ており，食農学類の学びによる動機付けは受験

を促すに有効であることを示唆しているのではないか。 

高校教員からも入学者アンケート結果同様に，「学

び」の魅力だけでなく，地元で進学を希望する生徒が

受験したという意見も多数あった。 

北関東各県の高校ヒアリングでは，既存の近隣国立

大学農学部受験に選択肢が一つ加わったという話が多

数あった。食農学類の設置の趣旨，実践的な教育方法

などへの興味関心は福島県内ほど高くなく，地元国立

大学の併願先としての位置づけで同学類の情報を収集

していたのではないか。入試制度への質問を頂く機会

も多いことから関東の高校から見た食農学類のポジシ

ョンが伺える。 

志願者が在籍していた高校教員からは，「食農学類

を希望する生徒は，教科としての『生物』が得意な理

系の女子生徒である」という情報も得ている。 

このことが，入学者アンケート調査における北関東

出身者の「学び」数値が高い（表5）のも，このような

要因が背景にあると類推する。 

福島を除く東北各県の高校では，自県の国公立大学

に農学系統の大学が設置されていることと，農学系統

志望者の絶対数が少ないこともあって，普通科高校で

は食農学類に対する関心は低い印象を受けた。志願実

績のある農業高校からの反応では，総合型選抜（実践
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教育経験枠）が魅力的に映っているようで，より専門

的で実践的な農学が学べることの認知から食農学類に

対する理解度の高さを確認できた。 

新潟県，首都圏の高校では，教員の食農学類への認

知度は低く，農学系統をめざす生徒が自ら食農学類の

情報を収集し実際の受験に向かうにあたり高校教員に

相談したという状況があったようだ。 

 高校ヒアリングを通して，食農学類が対象として重

視すべき地域は，福島県と隣接する各県であることを

再認識できたと考える。 

一方で，今回のヒアリングから，福島県以外の高校で

は，（食農学類は）他大学農学部の併願先としての位置

づけであり，学びの内容の浸透まで至っていないこと

も確認できたことは，今後の広報活動への大きな課題

と考える。 

 模擬授業等で対面型の広報で生徒は動機付けできる

としても，最終的な出願における高校教員の影響力は

とても大きいことを再認識した機会となった。 

 

4 まとめ 
4.1 分析結果からの課題の整理 
 18歳人口減少期の現在では，新設学類（学部）であ

っても多くの受験生が集まるわけではない。それだけ

に新しく設置される学類の周知はもとより，新設する

ことの意義や必然性，学びの特色や魅力，卒業後の進

路などが明確に表現され，かつ，高校や高校生に伝わ

る工夫が求められている。 

 新設された食農学類は，こうしたことを前提として

対面型の（学びを軸とした）広報活動を積極的に展開

し，初年度は多くの志願者を集める結果となった。で

は， 多くの志願者が「食農学類の学びの特色や魅力」

を理解した上で受験してきたのか，については既述の

通り多いとは言えない結果が明らかになっている。総

合型選抜の結果は「成果」と捉えることが可能でも，

一般選抜は厳しいと見るべきだろう。 

「学び」と言っても「食農学類独自の教育研究の内

容」ではなく「新設の農学部」「隣接する県にできた農

学部」という概観的な「学び」程度の理解が多く，さ

らに福島県以外では，生徒の意思だけでなく高校教員

の指導（地元大学農学部の併願先など）が強く働いて

いる事もインタビュー内容から確認することができた。 

 単年度の分析から全てを結論付けてはならないが，

これまで述べてきた報告を踏まえて，ふたつの課題に

整理できる。ひとつは，選抜制度（旧入試方式）の特

性と広報の関係性であり，もうひとつは，地域の特性

と広報の関係性である。 

 国立大学の選抜制度（旧入試方式）の特性を考えれ

ば，一般選抜（旧一般入試）は依然競争環境が厳しく，

高校生が学びに触発されたとしても学力上のハードル

を越える必要がある。広報活動としても学びの特色や

魅力と併せて学力面のハードルを考慮した設計が求め

られるはずだ。この点については，継続課題としてさ

らに分析を進めていきたい。 

総合型選抜（旧AO入試）は，学力よりも意欲を重

視するため，学びに触発された高校生にとって親和性

は高いと言えるが，そもそも募集人員が少ないことも

課題であり，未採用の学校推薦型の導入など選抜方法

による解決策の検討も必要であると考える。 

 地域の特性については，福島県とそれ以外の隣接す

る各県に分けてして整理したい。 

認知が進む福島県内においては，高校教員からの期

待感も高まっているだけに，食農学類の学びの年次進

行と併せ，教育研究の成果や学生が成長するプロセス

などを高校現場や高校生に対して正確にわかりやすく

周知することが求められてくるはずだ。 

さらには，広報課題だけでなく，3.1で記載したよう

な「入試制度」や「学力問題」という課題が顕在化し

ており高校教員へのヒアリングからも確認できている。

生徒の意欲だけでなく学力の向上，高い学力を持った

生徒への理解浸透と受験促進など高大接続の観点から

も県内の高校との継続的なコミュニケーションが重要

になるだろう。 

 他方，隣接する各県の高校教員の理解浸透も大きな

課題である。関東地方と隣接する福島大学では，志願

者の約4割を関東および新潟県で占めている。多くの

18歳人口を抱える関東各都県，新潟からの志願者獲得

の優先度は高くそれは食農学類に置いても同様である。 

今回の分析から関東各都県，新潟県では，高校教員

がキーパーソンになることが確認できたことは成果で

あるが，地元大学の併願先としか位置づけていない現

実も見えてきた。 

彼らに対しては受験時の併願先だけでなく（農学系

統をめざす生徒にとって）本命の選択肢となりうるポ

テンシャルを持っていることの理解を促す必要がある。   

これは容易なことではないが，高大接続改革によって

高校の探究学習（課題研究）等が定着しつつあること

は追い風として機能しそうである。この点についても

継続課題として捉えておきたい。 

高大接続改革期の選抜制度改革との兼ね合いも含

めて，自学にとっての「量的，質的な志願者の確保」

と「アドミッションポリシーに合致する学生の受け入

れ」について，どのような情報発信とコミュニケーシ
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ョンによって解決していくべきなのか。 

本研究で明らかになった継続課題に取り組むこと

で解決策を導き出したいと考える。 

 

4.2 おわりに 
東日本大震災から令和 3 年で 10 年目の節目を迎え

たが，福島県には依然として風評被害が存在している。

こうした課題に向き合う食農学類は，設置から丸2年

が経過し，教育・研究ともに活動の成果が徐々に揃い

始めてきている。 

例えば2年生後期授業からスタートしたコース横断

型の「農学実践型教育プログラム」は，地域の自治体

や産業界及び地域の方々と連携した教育が進められて

おり活動の進捗状況を共有する報告会も行われている。

有効性の高い施策は各自治体と農家，そして本学学生

で商品化するなどの計画も準備されている。 

一期生として入学した学生たちは，主体性を持った

学生が多く，積極的な学びは授業や演習に留まらず，

農学分野のサークル「福桃（フータオ）」を設立し、「援

農」として地域の農家の支援や SNS を通して福島の

農産物を発信するなど活発に活動を行っている。 

食農学類への進学が，農学系統を志望する生徒の自

己実現や成長を促進させている事実をエビデンスとし

て可視化させる活動を行っている。 

このことが前述の継続課題の解決にむけたコンテ

ンツとして機能することになるだろう。 

本研究が本学の食農学類に限らず，大学の普遍的な

高大接続上の課題解決に繋がるべく取り組みを継続し

ていきたい。 

 

注 

1）図１出典は，農業農村工学会誌 第88巻第2号の「新設の 
福島大学食農学類の実践型教育と今後の課題」申 文浩 

（福島大学）による。 

2）高校教員が活用している情報サイトとして，ベネッセコーポ 
レーションが運営しているハイスクールオンラインに情報 
を掲載していることを指す。 

 3）東京経済オンライン 2018年09月29日       
「全国の大学で『農学部』が次々新設されるワケ」 

  https://toyokeizai.net/articles/-/239658 
  (2021年3月4日) 
4）朝日新聞EduA 2020年9月1日 「全国国公立大学 

現役合格率」の記事から各高校の実績を確認している。 
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東北大学志望を促進する要因の検討 
――新入学者アンケートから―― 

 
宮本 友弘，久保 沙織，倉元 直樹，長濱 裕幸（東北大学） 

 
本研究では，東北大学志望を促進する要因を明らかにするために，令和 2 年度入学者全員に実施さ

れた「新入学者アンケート」を新たな視点から分析した。受験理由の自由記述に対するテキストマイ

ニングからは，「研究」と「自分」が重要なキーワードであること，性別，出身地域，学部の文理別，

選抜の種類によって重視する要素が異なることが示唆された。また，受験に際して重視する相談相手

を分析した結果，母親と進路指導の先生が重要な役割を果たしていることが明らかになった。以上に

基づき，どのような情報を誰に訴求するかを中心に今後の広報活動のあり方を考察した。 
キーワード：入試広報，受験理由，テキストマイニング，相談相手 

 
1 問題 
東北大学の入試研究において大きな役割を果たして

きた調査の 1 つに，各年度の全新入学者を対象にし

た質問紙調査（「新入学者アンケート」と呼称され

る）がある（倉元ほか, 2020）。2000 年度（平成 12
年度）から始まり，毎年 4 月の各学部の新入生オリ

エンテーション時に実施されてきた。アンケートの内

容は，東北大学の入試，オープンキャンパス，広報活

動についての質問項目から構成されている。回収率は，

例年，ほぼ100％である。 
この新入学者アンケートによって，例えば，ＡＯ入

試が不合格になった後に一般入試に再挑戦する受験生

が相当数存在すること（倉元, 2011）や，オープンキ

ャンパスの参加が入学した学部等の志望決定にあたっ

て決め手となること（倉元ほか, 2020）が明らかにな

っている。このように，本学の入試制度の設計や広報

活動にとって有益なエビデンスがもたらされてきた。 
さて，本学の 2021 年度（令和 3 年度）入試では，

かねてから目標として掲げてきた，全募集人員に対す

る「ＡＯ入試（総合型選抜）30％」が達成された。

この割合を維持するためには，これまで以上に，本学

を第一志望とする志願者層の拡充が喫緊の課題となっ

ている。そこで，本研究では，新入学者アンケートを

新たな観点から分析し，本学志望を促進する要因を探

ることを目的とする。具体的には，次の 2 つの観点

から探索を試みる。 
1 つは，新入学者アンケートで得られた本学受験理

由に関する自由記述である。これに対し，テキストマ

イニングによる分析を試みる。ソフトウェアとしては，

近年，多くの研究で活用されている「KH Coder」
（樋口, 2021）を使用する 1)。KH Coderでは，テキ

ストデータを形態素に分割し，抽出された語を集計し

たり，語と語の関係性を視覚的に表示したりすること

ができる。テキストマイニングのソフトウェアとして，

入門から上級までの各種機能がバランスよく実装され

ている（末吉, 2019）2)。2,000 名を超える自由記述

データの分析は容易でないことからも，方法論として，

こうした手法の可能性を検討することにも一定の意義

があろう。 
もう 1 つは，本学を受験するにあたり重視した相

談相手である。新入学者アンケートは，2019 年度

（平成 31 年度）入学者用では大きな改訂がなされ，

相談相手に関する質問項目が追加された。高校生の大

学進学についての相談頻度は相手によって異同がある

ことが実証されており（林・倉元, 2021），相談相手

としてのプライオリティがあることが示唆される。誰

を重視するかを明らかにすることは，広報活動におい

て，高校生や受験生以外の訴求対象を検討する上で，

有益であろう。 
以上について，本研究では，入学者の属性として，

とくに，性別，出身地域，学部の文理別，選抜の種類

を取り上げ，関連性を検討する。その際，出身地域は，

地理的な分類ではなく，本学入試の当事者性を考慮し

た倉元（2007）の分類を用いる。倉元（2007）は，

過去 10 年間にわたる「前期日程における実質合格

率」等，14 の指標から都道府県を分類した。その結

果，①ホーム（東北地方の 6 県），②ネイバー（茨城，

栃木，群馬，新潟，富山，石川，長野），③シティ

（北海道，埼玉，千葉，東京，神奈川，静岡，愛知，

大阪，兵庫，福岡），④アウェー（①～③以外の 24
府県），と命名した 4 つの地域分類を見出した。これ

らの地域分類は，宮本ほか（2021）によってほぼ再
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現されており，安定していると考えられる。 
 
2 方法 
2.1 調査対象と手続き 
本研究で分析したアンケートは，令和 2 年度

（2020 年度）入学者 2,416 名を対象に実施されたも

のである。回答は任意とし，無記名であった。例年，

4 月の新入生オリエンテーション時に配布・回収を

行ってきたが，新型コロナウイルス感染症拡大防止

のため，オリエンテーションは中止となったことから，

今回は，郵便にて入学手続き書類とともに送付，回収

を行った。2,372 名から回答が得られた。回収率は

98.2％であり，例年並みであった。回答者の属性の

うち，以降の分析で使用する性別，出身地域，学部の

文理別，選抜の種類 3)の各カテゴリーの人数と割合を

表1に示す。 
 

2.2 質問内容 
 アンケートは，フェイス項目として 4 項目，東北

大学の入試について 6 項目，オープンキャンパスに

ついて 5 項目，東北大学の広報活動について 2 項目，

から構成された。本研究では，入試についての項目の

うち，①東北大学の受験理由（自由記述），②受験決

定の際，重視した相談相手（「父親」，「母親」，「兄

弟・姉妹」，「親戚」，「高校の進路指導の先生」，「塾・

予備校の先生」，「本学の在学中の友人や先輩」，「本学

に在学以外の友人や先輩」，「特に相談や助言を求めな

かった」から選択（複数回答可））の 2 項目を分析対

象とした。 
 

3 結果・考察 
3.1 受験理由の分析 

3.1.1 頻出語 
受験理由については，2,204 名が回答した。全自由

記述データをKH Coder ver.3で分析した。総抽出語

数は 13,550 語，異なり語数は 1,653 語であった。そ

の際，語の重要性から，「オープンキャンパス」，「セ

ンター試験」，「東北地方」，「旧帝国大学」，「国際交

流」，「理系入試」は強制抽出とした（例えば，「オー

プンキャンパス」は，「オープン」と「キャンパス」

と分解されてしまうからである）。 
上位 50 までの頻出語を表 2 に示した。最も多かっ

たのは，「研究」（789 回）で，次いで，「自分」（418
回），「思う」（402 回），「高い」（276 回），「環境」

（232 回），「レベル」（217 回），「学ぶ」（211 回）が

続いた。「研究」の出現回数は突出していることから， 

表1 回答者の属性 
人数 ％

性別 男性 1,763 74.3
女性 608 25.6
無回答 1 0.0

出身地域 ホーム 813 34.3
ネイバー 518 21.8
シティ 868 36.6
アウェー 136 5.7
無回答 37 1.6

学部 文系 685 28.9
理系 1,687 71.1

選抜の種類 ＡＯ入試Ⅱ期（ＡＯⅡ） 240 10.1
ＡＯ入試Ⅲ期（ＡＯⅢ） 347 14.6
前期日程 1,651 69.6
後期日程 96 4.0
その他 38 1.6

属性

 
 

表2 頻出語上位50のリスト 
順位 抽出語 出現回数 順位 抽出語 出現回数

1 研究 789 26 行く 73
2 自分 418 27 志望 72
3 思う 402 28 将来 71
4 高い 276 29 行う 68
5 環境 232 30 力 65
6 レベル 217 31 受ける 62
7 学ぶ 211 32 国立 61
8 感じる 182 33 多い 61
9 興味 180 34 家 59

10 教育 165 35 工学 59
11 ｵｰﾌﾟﾝｷｬﾝﾊﾟｽ 161 36 キャンパス 58
12 充実 153 37 先生 58
13 分野 138 38 学生 57
14 良い 128 39 旧帝大 57
15 魅力 125 40 入れる 54
16 学べる 114 41 留学 53
17 学力 111 42 学科 52
18 雰囲気 102 43 強い 52
19 整う 101 44 参加 52
20 考える 100 45 勉強 52
21 近い 99 46 地元 51
22 設備 99 47 施設 50
23 合う 96 48 受験 49
24 仙台 79 49 内容 49
25 学習 73 50 学校 47  

 
本学を志望するにあたって決定的なキーワードである

ことがうかがえる。また，2 番目に多い「自分」の出

現回数も，他に比べると著しく多く，重要なキーワー

ドと考えられる。 
 
3.1.2 共起ネットワークによる分析 

抽出された語がどの語と共に使用されているか

（共起しているか）を見るために，KH Coderで共起

ネットワークを作成した。共起関係の測定にはデフォ

ルトのJaccard係数 4)を使用した。設定項目について 
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図1 共起ネットワーク（丸数字はグループ番号） 

 
は，何回かの試行の結果，最終的に，最小出現数 20，
最小文書数 10，描画数 60 とした 5)。また，煩雑さを

避けるために，最小スパニング・ツリー6)だけを描画

した。 
その結果，図 1 に示す共起ネットワークが得られ

た。円が大きいほど出現回数が多く，また，語と語が

線で結ばれているかどうかが共起性の有無を示し，線

の太さが関連性の強さを表し，線上の数値は Jaccard
係数である。さらに，相対的に強く結びついている部

分ごとにグループ分けがなされる。なお，語と語の距

離は共起性とは関係はない。 
図 1 の通り，16 のグループが見られた。原文を参

照しつつ，各グループ（丸数字）が示唆する内容を解

釈した。さらに，それらの類似性から，グループをま

とめると表 3 の通りとなった。受験理由の観点とし

て，「自己実現」，「教育の質」，「研究の質」，「身近な

人」，「暮らし」，「受験方略」の6つが見出された。 
 
3.1.3 各属性と抽出語の共起関係の分析 

さらに，性別，出身地域，学部の文理別，選抜の

種類と，抽出語との共起関係をみるために，それぞれ

を外部変数として設定し，共起ネットワークを作成し 

表 3 共起ネットワーク（図 1）から見出された受験

理由の観点 
観点 グループの概要 

自己実現 

①オープンキャンパスで本学の雰囲気等が自分

とあっていると感じ，充実した環境で自分のや

りたい研究ができる 

⑤将来の目標を達成できる 

教育の質 

②高いレベルの教育を受けられる 

③専門的な知識を得られる 

⑦優秀な人が多く集まっている 

⑯研究，教育，国際交流に力を入れている 

研究の質 

⑧興味を持っている研究分野がある 

⑩材料科学が有名 

⑮航空宇宙工学を学べる 

⑪最先端の医療が学べる 

身近な人 
⑬先輩がいる 

⑭高校の先生からすすめられた 

暮らし 
④仙台市が住みやすい 

⑥自宅から近く，通える 

受験方略 
⑨経済学部に後期日程がある 

⑫センター試験の結果から志望した 

注）丸数字は図1のグループ番号 
 
た。その結果を図 2～図 5 に示す。それぞれ，とくに

強い共起関係にある語を中心にみていく。 

①

② 

③

④
⑤ ⑥ 

⑦ 

⑨ 

⑧

⑩

⑪ 
⑫ 

⑬

⑭ 

⑮ 

⑯
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図2 性別と抽出語の共起関係 

 
図3 出身地域と抽出語の共起関係 
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図4 学部の文理別と抽出語の共起関係 

 
図5 選抜の種類と抽出語の共起関係 
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性別（図 2）では，男女ともに「研究」と結びつい

ていた。また，男性では「自分」，「環境」，「高い」，

「レベル」，女性では「オープンキャンパス」，「興

味」，「教育」，「学ぶ」，「できる」と結びついていた。

男女ともに研究を重視しつつ，男性では自分とのマッ

チングや大学の環境やレベルの高さを，一方，女性で

は，オープンキャンパスを通じて大学の魅力を感じ，

自分の興味にあった学びができることを重視している

ことが示唆された。 
出身地域（図 3）では，ホームは「自分」と「研

究」，ネイバーとアウェーは「自分」，シティは「研

究」と結びついていた。また，ホームは「高い」，「レ

ベル」，「学ぶ」，「できる」，「家」，「近い」，ネイバー

は「環境」，「興味」，「教育」，シティは「オープンキ

ャンパス」，「魅力」，アウェーは「強い」と結びつい

ていた。ホーム出身者は自分のやりたい研究ができる

こと，高いレベルで学べること，家が近いことを，ネ

イバー出身者は教育や環境が自分の興味に適している

こと，シティ出身者は研究とともに，オープンキャン

パスを通じて魅力を感じたこと，アウェー出身者は自

分のやりたい研究や分野の強さを重視していることが

示唆された。 
学部の文理別（図 4）では，文系・理系ともに，

「自分」と結びついていた。また，文系は「教育」，

「レベル」と，理系は「研究」，「高い」，「できる」，

「オープンキャンパス」，「環境」，「興味」，「学ぶ」と

結びついていた。文系の者は自分に合った教育を，理

系の者は自分の興味にあった研究を高い水準で学び，

できることと，オープンキャンパスでの経験を重視し

ていることが示唆された。 
選抜の種類（図 5）では，ＡＯⅡ，ＡＯⅢ，前期日

程は「研究」と結びついていた。ＡＯⅡでは「学ぶ」，

「分野」と，ＡＯⅢでは「教育」，「環境」，「興味」と，

前期日程では「自分」，「高い」，「レベル」，「できる」，

「オープンキャンパス」と，後期日程では「後期」，

「試験」と結びついていた。ＡＯⅡ合格者は自分が学

びたい，研究したい分野があること，ＡＯⅢ合格者は

自分の興味のある分野の環境や教育が整っていること，

前期日程合格者はオープンキャンパスを通じた自分と

のマッチング，高いレベルで研究ができること，後期

日程合格者は後期に受験できる大学であったことを重

視していることが示唆された。 
 
3.2 重視した相談相手の分析 
重視した相談相手の選択率については，「進路指導

の先生」（39.6％）が最も多かったが，2 番目に多か

ったのは「特になし」（31.5％）でもあった。3 番目

以降，「母親」（30.2％），「父親」（24.7％），「塾・予

備校の先生」（20.5％），「友人や先輩（本学）」

（8.6%），「友人や先輩（本学以外）」（5.3%），「兄

弟・姉妹」（3.8％），「親戚」（1.8%）であった。そこ

で，以後の分析では，主な相談相手である「父親」，

「母親」，「進路指導の先生」，「塾・予備校の先生」に

「特になし」を加えた 5 つについて，回答者の属性

との関連性を見ていくこととする。 
回答者の属性ごとに，相談相手別に選択の有無をク 

ロス集計し，χ2 検定を行った。検定結果が有意の場

合は，残差分析を行った（表4）。 
まず，性別については，女性では「父親」，「母親」，

「進路指導の先生」が有意に多く，「特になし」が有

意に少なかった。一方，男性では女性の結果とは逆の

パターンであった。 
出身地域については，ホームでは「父親」，「母親」，

「進路指導の先生」が有意に多く，「特になし」が有

意に少なかった。ネイバーでは「父親」が有意に少な

く，「進路指導の先生」が有意に多かった。シティで

は「進路指導の先生」が有意に少なく，「特になし」

が有意に多かった。アウェーでは「父親」が有意に少

なく，「特になし」が有意に多かった。 
学部の文理別では，「進路指導の先生」でのみ有意

な偏りが見られ，文系では有意に多く，理系では有意

に少なかった。 
選抜の種類では，ＡＯⅡでは「母親」，「進路指導の

先生」が有意に多く，「塾・予備校の先生」が有意に

少なかった。ＡＯⅢでは有意な偏りはみられなかった。

前期日程では「母親」，「進路指導の先生」が有意に少

なく，「塾・予備校の先生」が有意に多かった。後期

日程で「進路指導の先生」が有意に少なく，「特にな

し」が有意に多かった。 
 

4 まとめ 
受験理由の自由記述データの分析から，「研究」と

「自分」が，本学志望において重要なキーワードであ

ることであることが分かった。また，共起ネットワー

クから，観点として，「自己実現」，「教育の質」，「研

究の質」，「身近な人」，「暮らし」，「受験方略」の 6
つが見出された。これまでの高校生向けの説明会等で

は，主に，本学の教育研究の特徴や入学後の生活を強

調してきたが，そうした情報は，「自己実現」，「教育

の質」，「研究の質」，「暮らし」の観点に整合している。

また，「大学案内」や各種のパンフレットにおいては，

学生インタビューを掲載してきたが，その際，学生の
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出身校が多様になるように配慮してきた。この点は，

「身近な人」の観点に整合するであろう。以上のよう

な広報活動の方向性は，今後も継続していくことが望

ましいと考えられる。 
なお，6 つの観点のうち，「受験方略」は，選抜の

種類との共起関係の分析から，とくに，後期日程合格

者において重視された観点といえる。原文を参照する

と，合格可能性を前提としつつも，「教育の質」，「研

究の質」など，本学を選択した積極的な理由も述べら

れていた。このことから，必ずしも本学を第一志望と

していない高校生に対しても，広報活動をしていくこ

とは重要といえよう。 
属性と抽出語の共起関係の分析からは興味深い結果

がいくつか得られた。とくに注目したいのは，オープ

ンキャンパスである。前述したようにオープンキャン

パスは，本学志望にとってきわめて重要な促進要因で

あるが，今回の分析からは，女性，シティ，理系，前

期日程との結びつきが強いことが示唆された。本学で

は，女子学生比率を高めることが従来からの課題では

あるが，オープンキャンパスが 1 つの糸口になる可

能性がある。 

重視する相談相手としては，進路指導の先生が最も

多く挙げられ，次いで，母親であった。回答者の属性

との関連性をみると，両者は，女性，ホーム出身者，

ＡＯⅡ合格者においても有意に多かった。前述した通

り，全募集人員に対する「ＡＯ入試（総合型選抜）

30％」を達成した現在，それに見合う志願者の確保

が課題となっている。この点について，今回の結果か

らは，進路指導の先生と母親への働きかけが重要であ

ることが示唆された。これまでも，進路指導担当の高

校教員に対しては，入試説明会や高校訪問などの広報

活動を行ってきたが，一層強化していく必要がある。

また，母親に直接的に訴求するような広報活動が望ま

れる。これに関しては，高校が主催する保護者向けの

説明会に参加してきたが，それ以外の場を積極的に企

画する必要もあろう。ただし，新型コロナウイルス感

染症がまん延する現状においては，オンラインをどう

うまく活用するかが鍵を握る。 
一方，相談相手が「特になし」，すなわち，自分だ

けで本学志望を決定する者は，男性，シティ及びアウ

ェー出身者，後期日程合格者において多い傾向がみら

れた。本学志願者層を拡充する方法論の 1 つとして 
 

表4 回答者の属性と相談相手の関連 
父親 母親 進路指導の先生 塾・予備校の先生 特になし

性別 男性 選択率(%) 22.2 24.8 36.5 20.4 36.1 
(N ＝ 1,763) 調整済み残差 -4.8** -9.8** -5.3** 8.2**

女性 選択率(%) 31.9 45.9 48.7 20.9 18.1 
(N ＝ 608) 調整済み残差 4.8** 9.8** 5.3** -8.2**

χ2値(df=1) 23.0** 95.5** 28.2** 0.1  67.8**

出身 

地域 
ホーム 選択率(%) 28.8 35.3 43.7 19.7 28.9 
(N ＝ 8 13) 調整済み残差 3.4** 3.9** 3.0** -2.0* 

ネイバー 選択率(%) 20.1 27.4 48.5 17.8 29.0 
(N ＝ 518) 調整済み残差 -2.7** -1.6 4.7** -1.4 
シティ 選択率(%) 24.7 28.2 31.6 23.5 34.0 
(N ＝ 868) 調整済み残差 0.1 -1.6 -6.1** 2.0* 

アウェー 選択率(%) 16.2 23.5 32.4 19.1 41.2 
(N ＝ 136) 調整済み残差 -2.3* -1.8 -1.8 2.5* 

χ2値(df=3) 18.6** 16.4** 49.0** 7.6  12.5**

学部の 

文理別 

文系 選択率(%) 24.2 30.9 45.3 22.8 29.2 
(N ＝ 685) 調整済み残差 3.6**

理系 選択率(%) 24.9 29.9 37.3 19.6 32.4 
(N ＝ 1,687) 調整済み残差 -3.6**

χ2値(df=1) 0.1 0.2 12.9** 3.0  2.3 
選抜の 

種類 

ＡＯⅡ 選択率(%) 23.3 37.9 53.8 8.8 23.3 
(N ＝ 240) 調整済み残差 2.7** 4.6** -4.8** -2.9**

ＡＯⅢ 選択率(%) 29.1 34.0 40.9 22.5 28.8 
(N ＝ 347) 調整済み残差 1.7 0.4 1.0  -1.1 
前期日程 選択率(%) 24.1 28.8 38.3 22.2 32.3 
(N ＝ 1,651) 調整済み残差 -2.3* -2.4* 3.1** 1.4 
後期日程 選択率(%) 20.8 21.9 28.1 14.6 45.8 
(N ＝ 96) 調整済み残差 -1.8 -2.4* -1.5  3.1**

χ2値(df=3) 5.0 13.8** 26.7** 26.2** 18.3**

 **p < .01   *p < .05  注）調整済み残差は，χ2検定結果が有意の場合のみ記載。 
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は，アウェーでの志願者を増やすことが考えられるが，

共起ネットワークの分析結果を踏まえると，本学なら

ではの特徴や強みといった情報を高校生にしっかり訴

え，自己決定を促すことが有効であろう。具体的には，

アウェーの高校に訪問する際は，教員との情報交換だ

けにとどまらず，生徒向けの説明会等を積極的に行っ

ていくことが重要であろう。 
以上，本研究では，新入学者アンケートを新たな視

点から分析し，「どのような情報」を「誰」に訴求す

るかを中心に，本学志望者の促進につながる可能性の

ある要因を見出した。 
なお，樋口（2021）によれば，KH Coder による

分析には，①自動抽出した語を用いて，恣意的になり

うる操作を極力避けつつ，データの様子を探る段階，

②分析者が，主体的かつ明示的にデータの中からコン

セプトを取り出し，分析を深める段階，があるとし，

各段階に応じた機能も実装されている。今回の分析は，

①の段階であり，見出された観点も，機械的な基準に

依っていることに留意する必要がある。とはいえ，分

析結果を見る限り，探索ツールとして有用であると思

われる。過去の新入学者アンケートで得られた受験理

由に関する自由記述データをすべて用いて分析するこ

とによって，あらたな知見が得られる可能性が期待で

きる。とくに，受験理由に関する項目開発に使えるの

ではないだろうか。 
倉元（2006）は，大学入試研究の基本は，その場

で使える学問的技法（discipline）を駆使して，具体

的，暫定的な問題解決につながる情報を得ることとし

ている。この意味においても，本研究のようなアプロ

ーチを継続することは意義があろう。 
 
注 
1）大学入試研究ジャーナルにおいては，例えば，齋藤（2013, 

2020, 2021）が一連の研究で使用している。 
2）他のソフトウェアと比べて KH Coder の優れた点の詳細は，

樋口（2021）の第2章を参照していただきたい。 
3）東北大学の学部入試は，大きく，①総合型選抜（ＡＯ入試

Ⅱ期（11 月実施），ＡＯ入試Ⅲ期（2 月実施）），②一般選抜

（前期日程，後期日程），③その他（各種の特別入試）から

なる。 
4）Jaccard 係数は， 2 つの語A とB の両方を含む文書数を，

A またはB を含む文書数で除したものである。0~1 の値をと

り，大きいほど共起関係が強いことを表す。 
5）最小出現数，最小文書数，描画数とは，KH Coder の共起

ネットワーク作成時の設定項目である。具体的な機能は次の

通りである。 

①最小出現数：語の出現数が，設定した数未満の場合は，分

析結果から除外される。 
②最小文書数：語の出現する文書数（今回は回答者数）が，

設定した数未満の場合は，分析から除外される。 
③描画数：語と語の共起関係を示す線の数。 

6）KH Coder の共起ネットワーク作成時の設定項目の 1 つで

ある。設定することによって，重要だと見られる線だけを使

ったネットワークが描かれる。 
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信州大学インターネット出願時アンケート結果の分析 
――志願者と入学者の回答傾向の違いを踏まえた出願時アンケートの意義―― 

 
平井 佑樹，一之瀬 博（信州大学） 

 
信州大学では，2019（平成 31）年度入試より，本学入試広報活動の成果を検証することや志願者動

向を調査することを目的として，インターネット出願時アンケートを実施している。本アンケート結

果を用いた分析として，これまで「出願大学決定における高校教員の影響」に注目してきた。本研究

では，より俯瞰的な分析として志願者（未入学者＋入学者）と入学者間の回答の差異について調査し，

本アンケート導入の効果を検証する。結果として，多くの項目で両者に大きな違いは見られなかった

ものの，「本学の情報を得るために利用したもの」という点で違いが見られたことから，本アンケート

の導入に一定の効果があることを確認した。 
キーワード：志願者動向，入試広報，入試出願時アンケート 

 
1 はじめに 
大学で行われている入試広報活動の成果を検証する

ことや志願者動向を調査する方法として種々のアンケ

ート調査が実施され，その結果が各大学発行の調査報

告書等で公表されている。三好ほか（2019）が述べ

ている分類に従えば，大学入試研究ジャーナル等の学

術雑誌やそれに関わる研究発表予稿集では，「大学入

学前のオープンキャンパスなどでの調査（以下，入学

前調査）」および「大学入学後の新入生アンケート調

査（以下，入学後調査）」の結果が報告されている。 
入学前調査に関する報告として，例えば，オープン

キャンパス参加者に質問して広報効果を測定すること

（野口, 2018），オープンキャンパス参加者や大学志

願者に質問して動向を調査すること（北澤ほか, 
2012; 森川ほか, 2017），入試関係企業が実施してい

る全国調査を活用して非接触者も含めた分析を実施す

ること（福島ほか, 2016），ミスマッチ入学者の発見

につなげること（岡崎ほか, 2014）に関する研究結果

が報告されている。入学前調査では，未入学者を含め

て多くの関係者から回答を収集することができるため，

入試広報の効果等を検証するためのデータとして活用

できる。しかしながら，調査にかかる手間や費用が入

学後調査と比較して大きくなる可能性がある。 
一方，入学後調査に関する報告では，各大学が実施

している入試広報の効果検証に注目した研究（本多ほ

か, 2011; 佐藤ほか, 2012; 雨森, 2016; 藤井, 2017; 
喜村, 2018; 寺嶌ほか, 2020）や，志願者動向の調査

に注目した研究（吉村, 2013; 並川ほか, 2014; 吉田

ほか, 2018; 竹内, 2020）がある。入学前調査と比較

すると志望順位や学力等の属性が絞られていることか

ら，ある程度一貫した分析が可能となるものの，入学

者限定の調査であるため，いわゆる「選抜効果」のよ

うな現象が発生している，すなわち，入学前調査で集

められた回答と比較すると，入学後調査の回答では回

答傾向に偏りが発生している可能性がある。 
 信州大学では，2019（平成 31）年度入試より，本

学入試広報活動の成果を検証することや志願者動向を

調査することを目的として，インターネット出願時ア

ンケートを実施している。これは入学前調査であり，

既報（一之瀬ほか, 2021）では，出願大学決定におけ

る高校教員の影響に注目して研究を行った。その結果，

志願者が出願した入試区分や志願者の出身地によって

異なる回答傾向が見られ，高校教員の影響の強弱で広

報の方法を変える必要があることを確認した。 
本研究では，そのアンケート結果を用いた俯瞰的な

分析として，志願者（未入学者＋入学者）全員が回答

した内容と，そのうち入学者が回答した内容の差異に

ついて調査する。前者を入学前調査，後者を入学後調

査と想定して比較分析を行い，両者の回答傾向に違い

があるか否かを検証した上で，入学前調査として本ア

ンケートを導入した効果を検証する。 
入学者が出願時に回答した内容と入学後に回答した

内容では，時間経過等により，その回答傾向に違いが

出る可能性がある。しかしながら，本研究の分析で志

願者と入学者の回答傾向に違いが出れば，入学後調査

では得られない知見があることを確認でき，同時に，

本アンケートを導入する効果があることを確認できる。

一方，回答傾向に違いがない場合，本アンケートの導

入効果はないに等しくなるものの，その結果から，入

学後調査のみで調査が十分であることを確認できる。 
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表1 アンケートの質問項目 
Q1. 本学を志望大学のひとつとして決めた時期 
 (1) 高校入学前 
 (2) 高校1年生の4～9月 

(3) 高校1年生の10～3月 
(4) 高校2年生の4～9月 
(5) 高校2年生の10～3月  
(6) 高校3年・既卒後の4～6月 
(7) 高校3年・既卒後の7～9月 

 (8) 高校3年・既卒後の10月～センター試験前 
 (9) 高校3年・既卒後のセンター試験後 
 
Q2-1. 本学の情報を得るために利用したもの 

(複数選択可) 
 (1) 大学案内誌 
 (2) 各学部の学部・学科案内誌 
 (3) 本学のホームページ 

(4) 本学の携帯サイト 
(5) 先輩からの情報 
(6) 高等学校の先生からの情報 
(7) 家族からの情報 
(8) 進学相談会 
(9) 本学教職員による高校訪問 
(10) 本学の模擬講義 
(11) 信州大学オープンキャンパス in松本 (全学OC) 

 (12) 本学の学部オープンキャンパス 
 (13) 本学のキャンパス見学 
 (14) 受験雑誌 

(15) 進学関係Webページ 
(16) 模試の結果 

 (17) セ試自己採点結果やそれに基づく予備校情報 
 
Q2-2. 上記Q2-1で選択したもので，役に立ったもの 

(上位1～5位まで選択，5位まで選ばなくても良い) 
 
Q3. 本学に受験を決めたポイント (複数選択可) 
 (1) どうしても進学したい大学だったから 
 (2) 入試の出題科目が良かったから 
 (3) 長野県にある大学だから 
 (4) 地域に密着した大学であるから 
 (5) 自然環境豊かな地域にキャンパスがあるから 
 (6) 難易度的に受験しやすい大学だったから 
 (7) やりたいことが学べるから 

(8) 就職しやすそうだから 
(9) 取りたい資格が取得できるから 

 (10) 高等学校の先生の勧めがあったから 
 (11) 親の勧めがあったから 
 
Q4. 本学以外で受験する（受験した）私立大学 
 (3つ以内自由記述) 

 

表2 アンケートの入試区分別回答者数 
入試年度等 推薦 I 前期 後期 合計

2019 全志願者 765 4,202 3,216 8,183
全問回答者

（志願者）
707 3,350 2,254 6,311

全問回答者

（入学者）
259 1,055 301 1,615

2020 全志願者 817 3,439 2,944 7,200
全問回答者

（志願者）
781 2,756 2,070 5,607

全問回答者

（入学者）
259 1,037 296 1,592

 
2 分析対象・方法 
本研究では，2019 年度入試および 2020 年度入試

で実施されたインターネット出願時アンケートの回答

結果を利用する。本アンケートの質問項目は表 1 に

示すとおりで，両年度ともに同内容である。アンケー

トへの回答は任意であり，一部のみ回答することもで

きる。表 2 に本アンケートの回答者数を示す。ここ

で，全問回答者は表 1 のQ1 からQ3 すべてに回答し

た者であり，全問回答者（入学者）は全問回答者（志

願者）の内数である。複数の入試区分に出願している

受験者がいるため，最右列の合計は延べ人数を表して

いる。本研究では，志願者数の多い推薦入試 I（大学

入試センター試験を課さない推薦入試。以下，推薦

I），一般入試前期日程（以下，前期）および後期日程

（以下，後期）の 3 区分へ出願した者で，Q1 から

Q3 すべてに回答した者（複数選択可の Q2-1 や Q3
でも何らかを選択している）の回答内容を利用した。

表 2 の全問回答者（志願者）が 1 節で想定した入学

前調査の対象であり，全問回答者（入学者）が入学後

調査の対象である。 
分析では，表 1 で示した各質問項目に対して，志

願者と入学者の回答比率を算出し，Wilcoxon の符号

順位検定を行ってそれらを比較した。この検定を選択

した理由について，本研究では，志願者（入学前調

査）と入学者（入学後調査）の回答の一部が重複して

おり，両者の回答が完全には独立していないと判断し

たため，志願者と入学者の回答比率の差に注目する，

いわゆる「対応のある」検定を採用した。なお，Q1
については，選択肢に時間的な順序関係があるように

見えるものの，表 1 で示したとおり選択肢の(6)から

(9)までは「高校 3 年」と「既卒後」が混在している。

そのため，明確な順序関係はないと判断し，これも踏

まえてWilcoxonの符号順位検定を行った。
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表3 Q1「本学を志望大学のひとつとして決めた時期」における志願者と入学者の回答比較 

項目 推薦I 前期 後期 3区分全体 
志願 入学 p値 志願 入学 p値 志願 入学 p値 志願 入学 p値 

’19 N 707 259   3,350 1,055 2,254 301  6,311 1,615
(1) 入学前 14.6% 17.0% 

0.98 

7.9% 7.5%

0.57

5.9% 5.3%

0.73 

7.9% 8.6%

0.73

(2) 1年4-9 14.9% 17.8% 5.9% 5.6% 3.1% 2.7% 5.9% 7.0%
(3) 1年10-3 6.5% 7.3% 3.4% 4.2% 1.9% 2.7% 3.2% 4.4%
(4) 2年4-9 16.8% 14.3% 8.9% 8.7% 5.0% 2.3% 8.4% 8.4%
(5) 2年10-3 15.7% 17.0% 9.0% 9.0% 6.5% 6.0% 8.8% 9.7%
(6) 3年4-6 18.1% 17.0% 15.4% 14.5% 11.2% 8.6% 14.2% 13.8%
(7) 3年7-9 13.2% 9.7% 13.7% 15.7% 11.4% 9.3% 12.8% 13.6%
(8) セ試前 0.1% 0.0% 15.5% 15.0% 18.6% 20.9% 14.9% 13.7%
(9) セ試後 0.1% 0.0% 20.4% 19.8% 36.4% 42.2% 23.8% 20.8%

’20 N 781 259  2,756 1,037 2,070 296  5,607 1,592
(1) 入学前 11.1% 12.7% 

0.82 

7.1% 5.8%

1.00

5.8% 2.7%

1.00 

7.2% 6.3%

0.91

(2) 1年4-9 12.7% 15.4% 6.3% 5.9% 4.1% 3.0% 6.4% 6.9%
(3) 1年10-3 7.8% 9.3% 4.5% 4.6% 1.9% 2.0% 4.0% 4.9%
(4) 2年4-9 18.8% 18.9% 8.7% 9.9% 5.8% 5.7% 9.0% 10.6%
(5) 2年10-3 18.1% 18.9% 9.5% 10.3% 6.0% 6.8% 9.4% 11.1%
(6) 3年4-6 16.4% 13.1% 15.7% 16.3% 11.3% 7.8% 14.2% 14.2%
(7) 3年7-9 14.2% 11.2% 13.5% 12.6% 11.7% 13.5% 12.9% 12.6%
(8) セ試前 0.6% 0.0% 12.8% 12.7% 17.8% 18.2% 13.0% 11.7%
(9) セ試後 0.3% 0.4% 21.8% 21.8% 35.4% 40.2% 23.8% 21.7%

 
以上の作業を表 2 で示した入試区分ごとに実施し

て，志願者と入学者の回答傾向に違いがあるかどうか

を確認した。また，検定結果に関わらず，両者の回答

比率やその差に特徴があるかどうかを確認した。 
 
3 分析結果 
 本節では，表1のQ1からQ3の4項目に対する分

析結果を示す。Wilcoxon の符号順位検定は統計分析

ソフトウェア R を用いて実施した。その結果，得ら

れた p 値を後掲の表 3 から表 6 で示している。なお，

検定における順位の決定において，同順位がなかった

場合は stats パッケージ（バージョン 4.1.2）の

wilcox.test 関数を，同順位があった場合は

exactRankTests パッケージ（Hothorn and Hornik, 
2021）のwilcox.exact関数を用いて検定している。 
 
3.1 本学を志望大学のひとつとして決めた時期 
 表 3 はアンケート Q1 に対する回答比率を年度ご

と・入試区分ごと・質問項目ごとに集計したものであ

る。Wilcoxon の符号順位検定の結果から，すべての

年度・入試区分において志願者と入学者の回答傾向に

差があるとは認められなかった。そのため，全体とし

て見ると，本学を志望大学のひとつとして決めた時期

について，両者の回答傾向に大きな違いはないと考え

られる。 

 入試区分別に回答比率を見ると，2019 年度入試お

よび 2020 年度入試ともに，推薦 I では入学者の方が

(1)や(2)などの早い時期を回答している傾向が読み取

れる。また，後期では入学者の方が(8)や(9)などの遅

い時期を回答している傾向が読み取れる。前期では志

願者と入学者の回答比率の差がすべての時期で 2 ポ

イント以内であり，ほぼ同等の回答傾向であることが

読み取れる。 
 
3.2 本学の情報を得るために利用したもの 
 表 4 はアンケートQ2-1 に対する回答比率を集計し

たものである。検定の結果，有意水準 5%で 2020 年

度入試の後期，および両年度入試の 3 区分全体にお

いて，志願者と入学者の回答傾向に差があることが認

められた。3 区分全体について回答比率を見ると，多

くの項目で入学者の方が高く，より多くの情報源から

本学の情報を入手していたことが伺える。 
 次に，入試区分別に回答比率を見る。推薦 I では，

ほぼすべての項目で他の区分よりも回答比率が高く，

他入試区分の志願者・入学者よりも多くの情報を入手

していることが伺える。志願者と入学者の差について，

最も大きかったのは各年度で次のとおりであった。 
 2019 年度入試：(12)学部 OC（入学者－志願者

＝ 5.8ポイント） 
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表4 Q2-1「本学の情報を得るために利用したもの」における志願者と入学者の回答比較 

項目 推薦I 前期 後期 3区分全体 
志願 入学 p値 志願 入学 p値 志願 入学 p値 志願 入学 p値 

‘19 N 707 259  3,350 1,055 2,254 301  6,311 1,615
(1) 大学案内 40.5% 40.2% 

0.38 

24.2% 25.1%

0.24

18.2% 12.0%

0.49 

23.9% 25.1%

0.001
**

(2) 学部案内 51.3% 54.8% 24.1% 24.0% 17.5% 15.3% 24.8% 27.3%
(3) 本学HP 71.3% 70.7% 53.6% 55.3% 43.2% 37.5% 51.9% 54.4%
(4) 携帯サイト 24.8% 25.1% 12.0% 12.5% 7.6% 7.0% 11.9% 13.5%
(5) 先輩情報 20.7% 23.6% 14.0% 13.8% 11.4% 14.3% 13.8% 15.5%
(6) 高校の先生 53.6% 54.1% 31.8% 35.1% 33.8% 34.6% 35.0% 38.0%
(7) 家族情報 32.8% 30.9% 27.1% 26.0% 22.7% 23.6% 26.2% 26.3%
(8) 進学相談会 11.9% 13.5% 5.0% 3.5% 3.6% 3.0% 5.3% 5.0%
(9) 本学教職員 7.4% 8.1% 2.5% 2.9% 2.0% 1.3% 2.9% 3.5%
(10) 模擬授業 11.2% 12.0% 3.0% 3.2% 1.5% 1.0% 3.4% 4.2%
(11) 全学OC 21.4% 22.4% 11.4% 10.9% 6.3% 7.0% 10.7% 12.0%
(12) 学部OC 50.6% 56.4% 12.1% 13.7% 7.5% 4.0% 14.8% 18.8%
(13) 本学見学 22.8% 22.8% 7.9% 7.4% 4.9% 4.3% 8.5% 9.3%
(14) 受験雑誌 6.8% 3.9% 10.2% 9.9% 8.5% 7.6% 9.2% 8.5%
(15) 関係Web 15.4% 14.3% 15.3% 15.4% 11.6% 12.3% 14.0% 14.6%
(16) 模試結果 11.9% 11.6% 15.0% 17.4% 13.0% 13.0% 13.9% 15.7%
(17) 自己採点 2.5% 1.9% 20.3% 21.1% 23.9% 26.9% 19.6% 19.1%

’20 N 781 259  2,756 1,037 2,070 296  5,607 1,592
(1) 大学案内 45.5% 45.9% 

0.71 

27.0% 28.4%

0.22

18.9% 18.6%

0.007
** 

26.6% 29.4%

0.013
*

(2) 学部案内 47.4% 53.3% 24.7% 25.6% 17.2% 15.2% 25.1% 28.1%
(3) 本学HP 69.7% 70.7% 53.6% 52.7% 44.7% 41.9% 52.5% 53.6%
(4) 携帯サイト 25.1% 24.7% 12.3% 13.3% 7.8% 8.1% 12.4% 14.2%
(5) 先輩情報 23.3% 28.2% 13.9% 15.4% 10.8% 11.5% 14.1% 16.8%
(6) 高校の先生 46.9% 43.2% 32.5% 32.9% 34.0% 35.1% 35.1% 35.0%
(7) 家族情報 28.3% 27.8% 26.9% 25.4% 24.7% 23.0% 26.3% 25.3%
(8) 進学相談会 14.2% 13.5% 5.3% 4.0% 5.2% 5.1% 6.5% 5.7%
(9) 本学教職員 7.7% 9.7% 2.8% 3.2% 2.0% 1.4% 3.2% 3.9%
(10) 模擬授業 10.0% 10.0% 3.4% 3.4% 1.7% 0.7% 3.7% 4.0%
(11) 全学OC 26.1% 25.1% 13.4% 12.6% 7.0% 4.4% 12.8% 13.1%
(12) 学部OC 49.4% 50.6% 13.4% 15.6% 8.3% 4.4% 16.6% 19.2%
(13) 本学見学 20.7% 21.2% 9.8% 9.5% 6.0% 4.7% 10.0% 10.5%
(14) 受験雑誌 8.6% 6.2% 8.6% 8.0% 6.5% 5.7% 7.8% 7.3%
(15) 関係Web 17.7% 16.2% 15.1% 15.2% 12.3% 11.5% 14.4% 14.7%
(16) 模試結果 11.3% 12.4% 16.3% 19.6% 13.6% 9.8% 14.6% 16.6%
(17) 自己採点 2.7% 2.3% 22.1% 24.5% 24.7% 25.3% 20.3% 21.0%

注）*: p<.05，**: p<.01 
 
 2020 年度入試：(2)学部案内（入学者－志願者＝ 

5.9ポイント） 
 前期では，多くの項目で推薦 I と後期の間の値を取

っていることが読み取れる。志願者と入学者の差につ

いては，推薦 Iのように5ポイントを超える項目はな

かった。 
後期では，2020 年度入試で志願者と入学者の回答

傾向に有意差が見られた。この理由は，全体的に入学

者の回答比率の方が低く，かつ志願者との差が大きい

項目が多かったためである。実際に表 4 を見ると，

(2)学部案内，(3)本学 HP，(11)全学 OC，(12)学部

OC，(16)模試結果は入学者の方が 2 ポイント以上低

く，一方で入学者の方が 2 ポイント以上高い項目は

ない。 
 
3.3 本学の情報を得るために役立ったもの 
 次に，アンケート Q2-2 の回答内容について分析す

る。表 1 で示したとおり，Q2-2 では Q2-1 の上位 1
位から 5 位までを回答できるが，2 位以降が無回答で

ある志願者がいたため，ここでは 1 位のみを分析す

る。表 5はアンケートQ2-2 で1位と選択した項目に

対する回答比率を集計したものである。検定結果から，
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表5 Q2-2「本学の情報を得るために役立ったもの」1位における志願者と入学者の回答比較 

項目 推薦I 前期 後期 3区分全体 
志願 入学 p値 志願 入学 p値 志願 入学 p値 志願 入学 p値 

’19 N 707 259  3,350 1,055 2,254 301  6,311 1,615
(1) 大学案内 11.5% 10.8% 

0.89 

13.1% 14.8%

0.49

12.3% 10.0%

0.75 

12.6% 13.3%

0.96

(2) 学部案内 9.2% 9.3% 6.8% 6.5% 6.3% 6.6% 6.9% 7.0%
(3) 本学HP 25.3% 22.8% 30.1% 29.7% 29.5% 25.2% 29.3% 27.7%
(4) 携帯サイト 2.3% 2.3% 2.1% 2.1% 1.7% 2.3% 2.0% 2.2%
(5) 先輩情報 2.3% 3.5% 3.6% 2.7% 3.6% 5.3% 3.5% 3.3%
(6) 高校の先生 6.5% 6.2% 10.2% 11.3% 14.0% 17.9% 11.1% 11.7%
(7) 家族情報 2.5% 2.3% 5.7% 4.9% 5.6% 6.6% 5.3% 4.8%
(8) 進学相談会 1.0% 1.5% 1.0% 0.9% 0.8% 0.7% 1.0% 0.9%
(9) 本学教職員 1.6% 2.7% 0.7% 0.8% 0.6% 0.3% 0.7% 1.0%
(10) 模擬授業 0.6% 0.0% 0.3% 0.6% 0.3% 0.7% 0.3% 0.5%
(11) 全学OC 5.9% 4.6% 5.5% 4.3% 3.1% 3.3% 4.7% 4.1%
(12) 学部OC 27.6% 30.1% 6.6% 8.0% 3.6% 2.0% 7.9% 10.4%
(13) 本学見学 1.7% 2.3% 1.3% 1.3% 1.1% 0.3% 1.3% 1.3%
(14) 受験雑誌 0.4% 0.0% 2.2% 2.0% 2.3% 2.7% 2.0% 1.8%
(15) 関係Web 1.3% 1.5% 3.6% 3.7% 3.3% 4.3% 3.2% 3.5%
(16) 模試結果 0.4% 0.0% 1.5% 1.3% 2.3% 1.7% 1.6% 1.2%
(17) 自己採点 0.0% 0.0% 5.6% 5.2% 9.7% 10.0% 6.4% 5.3%

’20 N 781 259  2,756 1,037 2,070 296  5,607 1,592
(1) 大学案内 10.8% 9.3% 

0.71 

13.6% 14.1%

0.82

12.4% 12.8%

1.00 

12.7% 13.1%

0.78

(2) 学部案内 10.9% 12.4% 6.0% 6.2% 5.0% 4.1% 6.3% 6.8%
(3) 本学HP 22.7% 22.0% 29.2% 28.5% 29.5% 30.7% 28.4% 27.9%
(4) 携帯サイト 1.5% 0.8% 2.1% 2.1% 1.1% 1.4% 1.7% 1.8%
(5) 先輩情報 3.3% 3.1% 3.7% 3.3% 3.3% 3.4% 3.5% 3.3%
(6) 高校の先生 6.7% 4.6% 9.7% 9.6% 13.4% 16.2% 10.6% 10.1%
(7) 家族情報 3.2% 3.9% 5.1% 4.6% 5.9% 4.7% 5.2% 4.5%
(8) 進学相談会 1.5% 1.9% 1.1% 0.9% 1.4% 0.7% 1.2% 1.0%
(9) 本学教職員 1.7% 2.3% 1.0% 1.3% 0.6% 0.7% 1.0% 1.3%
(10) 模擬授業 0.6% 1.2% 0.4% 0.3% 0.2% 0.3% 0.4% 0.4%
(11) 全学OC 7.0% 7.3% 6.7% 6.1% 3.5% 2.0% 5.5% 5.5%
(12) 学部OC 26.2% 27.0% 7.2% 8.4% 5.0% 3.0% 9.0% 10.4%
(13) 本学見学 1.5% 1.9% 1.4% 1.5% 1.0% 0.7% 1.3% 1.4%
(14) 受験雑誌 0.1% 0.4% 1.3% 0.8% 1.6% 2.0% 1.3% 0.9%
(15) 関係Web 1.5% 1.9% 4.0% 4.4% 3.8% 4.4% 3.6% 4.0%
(16) 模試結果 0.5% 0.0% 2.0% 2.4% 2.9% 2.7% 2.1% 2.1%
(17) 自己採点 0.1% 0.0% 5.6% 5.5% 9.4% 10.1% 6.2% 5.5%

 

両年度のすべての入試区分において志願者と入学者の

回答傾向に差があるとは認められなかった。そのため，

全体として見ると，本学の情報を得るために最も役に

立ったものについて，両者の回答傾向に大きな違いは

ないと考えられる。 
入試区分別に回答比率を見ると，推薦 I では(12)学

部 OC が他の区分と比較して 20 ポイント程度高いこ

とが読み取れ，重要な情報源であることが伺える。志

願者と入学者の差は最大で 2.5 ポイント（2019 年度

入試の(3)本学HPと(12)学部OC）であった。 
一般入試では，推薦 I と比較すると，20 ポイント

程度の差がある項目はなかった。志願者と入学者の差

を比較すると，最も差があったのは，前期で 2019 年

度入試の(1)大学案内（1.7 ポイント），後期で 2019
年度入試の(3)本学 HP（4.3 ポイント）であり，推薦

I を含めて 5 ポイント以上の差がある項目はなかった。 
 
3.4 本学に受験を決めたポイント 
 最後にアンケートQ3の回答を分析する。表6で示

す検定結果から，すべての年度・入試区分において志

願者と入学者の回答傾向に差があるとは認められなか

った。そのため，全体として見ると，本学に受験を決

めたポイントについて，両者の回答傾向に大きな違い

はないと考えられる。  
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表6 Q3「本学に受験を決めたポイント」における志願者と入学者の回答比較 

項目 推薦I 前期 後期 3区分全体 
志願 入学 p値 志願 入学 p値 志願 入学 p値 志願 入学 p値 

’19 N 707 259  3,350 1,055 2,254 301  6,311 1,615
(1) 進学したい 69.2% 67.2% 

0.97 

39.4% 37.8%

0.41

16.6% 10.0%

0.10 

34.6% 37.3%

0.10

(2) 出題科目 10.9% 9.3% 33.0% 35.0% 28.0% 24.3% 28.7% 28.9%
(3) 長野県 42.0% 48.6% 25.3% 27.5% 23.0% 21.6% 26.4% 29.8%
(4) 地域に密着 44.3% 46.3% 16.7% 15.3% 11.0% 8.3% 17.7% 18.9%
(5) 環境豊か 54.2% 52.9% 35.6% 35.7% 28.8% 22.9% 35.3% 36.1%
(6) 難易度 3.8% 5.8% 18.5% 23.2% 30.6% 39.9% 21.2% 23.5%
(7) やりたい事 83.7% 84.2% 58.7% 62.1% 52.0% 47.5% 59.1% 62.9%
(8) 就職 9.5% 11.6% 7.7% 9.1% 6.4% 6.0% 7.4% 8.9%
(9) 資格 29.3% 22.8% 21.5% 17.1% 15.5% 14.6% 20.2% 17.5%
(10) 先生勧め 18.4% 16.2% 12.7% 12.9% 18.0% 18.9% 15.2% 14.6%
(11) 親の勧め 11.9% 13.1% 14.5% 13.4% 14.2% 12.6% 14.1% 13.2%

’20 N 781 259  2,756 1,037 2,070 296  5,607 1,592
(1) 進学したい 68.5% 71.4% 

1.00 

40.5% 39.2%

0.46

17.8% 12.2%

0.90 

36.0% 39.4%

0.12

(2) 出題科目 12.7% 13.9% 33.1% 35.2% 26.6% 27.7% 27.8% 30.3%
(3) 長野県 36.6% 42.5% 27.4% 25.8% 23.8% 18.2% 27.4% 27.1%
(4) 地域に密着 41.9% 45.2% 16.1% 14.6% 11.0% 6.8% 17.8% 18.1%
(5) 環境豊か 51.7% 47.5% 35.1% 36.2% 28.6% 31.1% 35.0% 37.1%
(6) 難易度 5.6% 6.9% 20.4% 27.5% 29.5% 39.5% 21.7% 26.4%
(7) やりたい事 82.1% 84.6% 60.4% 64.2% 53.6% 56.4% 60.9% 66.1%
(8) 就職 11.9% 11.6% 7.8% 9.5% 7.9% 8.8% 8.4% 9.7%
(9) 資格 27.7% 23.6% 20.5% 20.8% 15.8% 10.5% 19.8% 19.3%
(10) 先生勧め 15.9% 13.1% 13.1% 13.1% 17.7% 21.3% 15.2% 14.6%
(11) 親の勧め 13.3% 9.7% 13.0% 10.5% 13.6% 13.2% 13.3% 10.9%

 
入試区分別に回答比率を見ると，それぞれの区分で

回答傾向に特徴があることが読み取れる。他の区分と

比較して，20 ポイント以上高い項目について注目す

ると，推薦 I では「(1)進学したい」「(4)地域に密着」

「(7)やりたい事」の 3 項目が前期・後期と比較して

高い。また，一般入試では，前期の「(1)進学した

い」が後期より高く，前期の「(2)出題科目」が推薦 I
より高い。後期では「(6)難易度」が推薦 I より高い。 
 志願者と入学者の差を見ると，表 3 から表 5 で示

した結果より差が大きいものが多くある。例えば，推

薦 I では 2019 年度入試の(3)長野県で 6.6 ポイント，

前期では 2020 年度入試の(6)難易度で 7.1 ポイント，

後期では 2020 年度入試の(6)難易度で 10.0 ポイント

の差があり，他にも 5 ポイント以上の差がある項目

がいくつかあることが読み取れる。全体として見ると

志願者と入学者の回答傾向に有意差はないものの，個

別に見ると，このような特徴を把握することができる。 
 
4 おわりに 
 本研究では，インターネット出願時アンケート結果

を用いて，志願者全員が回答した内容と，そのうち入

学者が回答した内容の差異について比較した。3 節で

示した分析結果を考慮すると，本学の情報を得るため

に利用したもの（表 4）について両者に違いが見られ

た。また，回答傾向に統計的な有意差はなかったもの

の，本学に受験を決めたポイント（表 6）では，両者

の差が比較的大きい項目がいくつかあることも分かっ

た。 
 以上から，入試広報活動の成果を検証することや志

願者動向を調査することを目的としたときに，本アン

ケートの導入に一定の効果があることを確認できた。

そのため，本アンケートは 2021（令和 3）年度入試

も実施し，それ以降も継続して実施していく予定であ

る。2021 年度入試では，いわゆる新入試が始まり，

新型コロナウイルスの影響もあって，質問項目を大き

く変更した。そのため，本研究で示したような分析を

引き続き行い，その結果については，別稿にて報告す

ることを予定している。 
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私立大学定員管理の厳格化が東日本の公立高等学校に与えた影響 
――地域と進学実績を説明要因として―― 

 
末永 仁，倉元 直樹（東北大学） 

 
2016 年度入試より私立大学定員管理の厳格化が始まった。受験生の志願動向に与えた影響について，

本格的な検討はこれからである。本研究では，志願者が多く難易度も高い東京都内の大学への合格者

を指標として，定員管理厳格化前後における東日本（北海道，東北，関東）の公立高校の志願動向を

分析した。2016 年度入試以前６年間と以後５年間の平均値を比較した結果，北関東と東北の中核都市，

首都圏・東京の郊外の高校にダメージが見られたが，逆に首都圏・東京の都市部の高校は相対的に大

きく実績を伸ばしていた。高校の進学実績や国公立大学への進学動向も加味すると，首都圏・東京 23

区にある主な高等学校と北関東・東北・北海道にある主な高等学校の間に顕著な格差拡大傾向が看取

された。 
キーワード：私立大学定員管理の厳格化，東日本の公立高校の進学実績，国公立大学への進学動向 

 
1 はじめに 

2015年7月10日,「平成28年度以降の定員管理に

係る私立大学等経常費補助金の取扱について（通知）

（以後『通知』と略記する）」が各学校法人理事長宛

に発出された（文部科学省高等教育局・日本私立学校

振興・共済事業団，2015）。通知によれば，2014 年

度入試において，全国で４万５千人の入学定員超過が

生じ，そのうちの約８割に当たる３万６千人が三大都

市圏に集中しているという。都市部の大学等が定員を

上回る学生を受け入れることで大学進学時に地方から

都市部への大きな人口流出を生じさせているとされて

いる。さらに「地元学生定着促進プラン」のもと，大

都市圏の大学等における入学定員超過の適正化を図る

ことによって，教育環境の改善，地方大学等への進学

者の増加及び地元企業への就職者の増加を推進してい

くということがこの通知の狙いとされている。 

私立大学に対する定員管理の厳格化（以後「厳格化」

と略記する）の適用は三大都市圏限定ではない。全国

的に収容定員４千人以上の大・中規模大学で適用され

た。一方，2014 年度入試を基礎とした試算によれば，

定員管理の厳格化により抑制される定員超過学生約１

万６千人のうち１万４千人は三大都市圏に集中してい

る，とされる。当然，このような大規模な定員抑制政

策は受験生の志願動向に影響を及ぼすことになる。日

下田・福島（2020）は，東京 23 区に立地する人文・

社会科学系の私立Ａ大学の一般入試・センター利用入

試の志願者数を高等学校別に集計し，志願者数上位の

高校出身者の合格率の推移を調査した。その結果，厳

格化以降，入学者に対する「基礎学力調査」の平均点

に上昇傾向がみられ，Ａ大学の志望順位が低い学生が

増加したことが分かった。ここから，厳格化により合

格からこぼれた受験生がより合格難易度（すなわち，

偏差値）が低い大学に進路を変える現象が起こってい

ると考え，それを「トリクルダウン現象」と呼んだ。

さらに，同じＡ大学において出身校のランク別合格率

が大きく変化し，合格者に占める上位校出身者の構成

比も大きくなったことが示された。隣接する私立高校

の聞き取り調査からも「トリクルダウン現象」を裏付

けたとしている（日下田・福島，2021）。 

「トリクルダウン現象」仮説は非常に説得性が高い

反面，受験生の行動や志願動向に与えた影響について

それだけで説明が尽くされるのか，若干の疑問も禁じ

得ない。大学入試政策の中心である入試の多様化は，

大学進学の手段を多様な資質，能力の評価へと変化さ

せると同時に，大学進学を目指す受験生に多様な選択

肢を提示し，偏差値以外の価値観に基づく進路選択を

促す政策でもあった。受験生にとって合格可能性が最

も重要な進路選択要因であることには疑いないが，そ

れだけで進路が決まるわけではない。例えば，内田ほ

か（2018）は，出願先の学部系統によってセンター

試験成績から見た合格率停滞の水準が異なることを示

している。すなわち，受験生は専門の内容と自らの得

点による合格可能性を総合的に判断して最終的な志望

校を決定していると考えられる。したがって，厳格化

の影響も受験者が置かれた立場によって異なる可能性

が否定できない。 

そこで，本研究では厳格化の影響について先行研究

とは異なる角度からアプローチすることとした。まず，
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第１点目に，日下田・福島（2020，2021）が大学側

から見た受験者の志願動向の分析を行っていたのに対

し，高校側の指標に焦点を当てる。第２点として，政

策意図にある地域移動の要因について検討する。第３

点として，統計解析に基づくマクロな視点からの分析

を行う。さらに，第４点として，偏差値序列以外の厳

格化による進路変更先の候補として，国公立大学を取

り上げる。これらのアプローチにより，厳格化の影響

について「トリクルダウン現象」仮説だけでは十分に

説明し切れない様相を描き出すことを試みる。 

 

2 目的 
本研究は，厳格化から５年が経過した時点において，

政策目的の「地方から都市部の大学への人口の流出の

抑制」に寄与する可能性について定量的に検討するこ

とを目的とする。具体的には，直接的影響指標として，

東京都内にある大規模の私立大学を取り上げる。地域

的にそれらの大学を志願する生徒が多いと思われる東

日本（北海道，東北，関東）の公立高等学校における

進学動向に関して，厳格化の前後の変化を調査する。 

さらに，進学先に変化が見出された場合，代替とな

る進学先候補の間接的影響指標として国公立大学の進

学者数に注目する。以上の指標から，厳格化の影響に

ついて検証を試みるとともに，大学進学志望の生徒へ

の進路保証の観点から，対象とした高等学校における

進路指導への影響についても検討を加える。 

 

3 方法 
3.1 本調査の指標 
本研究では「東京都内にある大規模大学」であり，

「志願者が約 30,000 人以上で，難易度が大手予備校

の資料で偏差値 70 以上」の大学を「有名私立大学」

と定義し，厳格化の直接的影響分析の対象指標として

選定した。具体的には，慶應義塾大学，早稲田大学，

青山学院大学，上智大学，中央大学，東京理科大学，

法政大学，明治大学，立教大学の９大学である。高校

別に各大学の合格者数を調査し，集計した。さらに，

調査対象校の分類基準及び間接的影響分析の対象指標

として，「難関国立大学 1) 」の合格者数，国公立大学

合格者数を用いることとした。国公立大学合格者数に

ついては「地元国公立大学」と「地方国公立大学」に

分けて算出した 2)。調査対象年度は厳格化前の６年間

（2010 年度～2015 年度入試）と厳格化後の５年間

（2016 年度～2020 年度入試）の合計 11 年間である。 

なお，調査指標は，第１著者がベネッセコーポレー

ション 進研模試（2010年度～2020年度）『合格者数

一覧』及び毎日新聞出版(2016年度版～2020年度版)

『大学入試全記録』を利用して高校別のデータを集め，

独自に作成したものである。 

3.2 調査対象と選定基準 
調査対象とした高校は，「難関国立大学」に直近５

年間で５名以上の合格者を出している１学年４クラス

以上の公立普通科高等学校で，中等教育学校を除く。

国立と私立の高校は，授業時数，進路指導体制が公立

と異なる場合が多く，調査対象から除くこととした。 

調査対象校の所在地域は，東京都内の私立大学の合

格者数が多い東日本とした。地域区分は，「北海道」，

「東北」，茨城，栃木，群馬の３県から成る「北関東」，

埼玉，千葉，神奈川，東京の４都県から成る「首都圏」

の４区分とした。さらに，「北海道」「東北」「北関東」

は「地方」と「中枢中核都市 3)（『中核』と略記する）」

の２区分，「首都圏」は「東京郊外」，「政令指定都市

（『政令』と略記する）」「東京23区」の３区分，計９

区分とした。そこから地域に応じて調査校を選定した。 
「北海道」は面積が広く交通の便も悪い。難関国立

大学に毎年合格者を出すような高校が生徒の居住地の

通学範囲にない場合もある。後述する「進学実績ラン

キング」の選定基準には達しないが，地域性を考慮し

て調査対象校とした高校が１校含まれる。札幌市内に

は高校が多数あるため，調査対象校を一部に絞ること

にした。また，道内各支部の基幹校を調査対象とする

ことで北海道全域をカバーした 4)。 

「東北」，および，「北関東」各県の県庁所在地は人

口が多く，高校数も多い。県庁所在地については調査

対象校を一部に絞ることとした。「東北」と「北関東」

も県全体をカバーすることに配慮し，県内各地区の基

幹校を中心に選定した。 

「首都圏」の高校はさらに数が多く，大都市中心に

偏在しているため，調査対象校を一部に絞ることとし

た。また，各都県ともに全体をカバーすることに配慮

し，各地区の基幹校を中心に選定した。都内の高校は

東京都教育委員会が指定している進学指導重点校，進

学指導特別推進校を中心に選定し，それ以外の高校も

複数加えた。 

その結果，表１に示す通り「北海道」から 21 校

（中核 8 校，地方 13 校），「東北」から 44 校（中核

19 校，地方 25 校），「北関東」から 29 校（中核 11
校，地方18校），「首都圏」から52校（首都圏・東京

郊外 29 校，政令指定都市 15 校，東京 23 区 8 校），

計146校が調査対象となった。 

次に，調査対象校に対して「進学実績ランキング」

に基づく分類を行った。１学年の在籍数に対する難関
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国立大学合格者数に基づき，調査対象校を以下のよう

に「Ｓ」「Ａ」「Ｂ」「Ｃ」「Ｄ」の５段階に区分した。

なお，難関国立大学合格者数及び国公立大学合格者数

は，すべての入試区分の合計値である。学年在籍数に

対し，現浪合わせた難関国立大学合格者総数が 40%
以上は「Ｓランク」，20～40%は「Ａランク」，10～
20%は「Ｂランク」，5～10%は「Ｃランク」，5%以下

は「Ｄランク」とした。「Ｓランク」には 15 校，「Ａ

ランク」には24校，「Ｂランク」には24校，「Ｃラン

ク」には 57 校，「Ｄランク」には 26 校が含まれるこ

ととなった。 

以上の指標，および，選定基準の策定，対象校の選

定，及び分析用の基礎データの作成は第1著者が行っ

た。所在地域とランクによる調査対象校数の分布は表

１に示すとおりである。 

 

表１ 所在地域とランクごとの調査対象高等学校数 

 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 地域合計

1: 北海道・中核 2 4 0 1 1 8
2: 北海道・地方 0 1 6 5 1 13
3: 東北・中核 1 7 3 8 0 19
4: 東北・地方 0 1 1 16 7 25
5: 北関東・中核 3 3 4 1 0 11
6: 北関東・地方 1 1 2 9 5 18
7: 首都圏 ･ 東京郊外 3 3 6 8 9 29
8: 首都圏・政令 3 2 2 6 2 15
9: 東京23区 2 2 0 3 1 8
各ランク合計 15 24 24 57 26 146

 

3.3 分析方法 
各指標への進学者数の年平均値について，厳格化以

後から厳格化以前を引いた差分を従属変数，分析対象

校が立地する「地域」と「進学実績ランキング」の２

変数を説明変数として数量化Ⅰ類を用いて分析した。

ソフトウェアは駒澤・橋口・石崎（1998）を用いた。

なお，統計解析は第２著者が担当した。 

 
4 結果 
4.1 基礎集計結果 
表２に基礎集計結果を示す。値は数量化Ⅰ類におけ

る分析の従属変数となる値である。 

有名私立大学の平均値のマイナスが最も大きく，厳

格化による定員減少の影響が感じられる。他方，国立

大学の平均値は -0.2 ～ 2.8 であり，有名私立大学

ほどの変化は見られない。標準偏差も有名私立大学が

最も大きく，最大値，最小値も３ケタに達している。

ここからも厳格化の影響が感じられる。 

 
表２ 基礎集計結果 

 平均値 標準偏差 最大値 最小値
有名私立大学 -8.9 41.1 139.8 -132.1
難関国立大学 -0.2 8.6 36.8 -27.5 
地元国公立大学 1.3 8.1 29.4 -30.7 
地方国公立大学 2.8 16.6 60.9 -35.9 

 

4.2 数量化Ⅰ類による分析 
4.2.1 有名私立大学 
図１5) は有名私立大学に対する数量化Ⅰ類の結果

である。重相関係数が .631，説明率 39.8%とわずか

２変数にも関わらず，大きな説明力を有していた。

「地域」と「進学ランキング」によって，厳格化の影

響力の違いのうちの４割ほどが説明できたことになる。 
中でも「地域」のレンジは 86.6 と大きく，地域間

格差が大きい。それに比べると「進学実績ランキング」

は 16.8 と比較的小さな値に止まっている。具体的に

は「6: 北関東・中核」のカテゴリー値が -31.5 と負

の方向で最も大きく，次いで「5: 北関東・地方」の 
-19.1，「4: 東北・中核」の -11.6，「7: 首都圏・東京

郊外」の -11.0 が同程度で２ケタに達している。し

たがって，これらの地域に厳格化の影響が大きく及ん

だことが見て取れる。一方，「8: 首都圏・政令」は 
55.1，「9: 東京23区」は 52.0と逆に大きく数値を伸

ばしていた。 
「進学ランキング」は「Sランク」と「Dランク」

が数値を伸ばしていたが，合理的な説明は難しい。 
 
4.2.2 難関国立大学 
図２は難関国立大学に対する数量化Ⅰ類の結果であ

る。「地域」のレンジが 19.6，「進学ランキング」の

レンジが 12.5 と図 1 と比較すると小さく見えるが，

重相関係数は .721，説明率は 52.0%と大きな説明力

を有していた。有名私立大学のように厳格化の影響が

直接及んでいるわけではないが，難関国立大学への合

格実績の変化の傾向は「地域」と「進学ランキング」

によってかなりの程度説明できることになる。 
最も進学実績を落としていたのは「2: 北海道・中

核」で -9.7，次いで「1: 北海道・地方」が -4.5，
「4: 東北・中核」が -.3.8，「6: 北関東・中核」が 

-3.3 と続く。一方，「7: 首都圏・東京郊外」は 4.3 
と正の値となっている。ここでも「9: 東京 23区」が

10.0 と大きく数値を伸ばし，次いで「8: 首都圏・政

令」も 5.9とそれに次ぐ拡大であった。 
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最も顕著に違いが表れたのは「進学ランキング」の

「S ランク」とそれ以外である。「S ランク」が 10.0
と大きく数値を伸ばしていたのに対し，「A ランク」

以下は軒並み微減の傾向となった。 

 
図１．厳格化前後における有名私立大学合格者数の増減 

 

 
図2．厳格化前後における難関国公立大学合格者数の増減 

 
 

4.2.3 地元国公立大学 
図３は，地元国公立大学に対する数量化Ⅰ類の分

析結果である。「地域」のレンジが 14.8，「進学ラン

キング」のレンジが 5.0 と小さい。重相関係数

は .463，説明率は 21.4%とあまり大きくないが，

変化の２割程度はこの２変数で説明できる。 
最も進学実績を落としていたのは「1: 北海道・

地方」の -7.1，「3: 東北・地方」の -3.1，次いで

「2: 北海道・中核」の -3.1 と，北海道で特に実績

が落ち込んでいる。逆に「6: 北関東・中核」は 4.6，
「4: 東北・中核」が 2.0 と小さな正の値を示して

いた。一方，「9: 東京 23 区」は 7.7 と比較的大き

く進学実績を伸ばし，「8: 首都圏・政令」も 2.8 と，

ややプラスに転じている。「進学ランキング」では

大きな影響は見られないものの，「Bランク」が 
−3.1と数値を落としていた。 
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図３．厳格化前後における地元国公立大学合格者数の増減 

 

図４．厳格化前後における地方国公立大学合格者数の増減 

 
 
4.2.4 地方国公立大学 
図４は，地方国公立大学に対する数量化Ⅰ類の結

果である。「地域」のレンジが 23.8，「進学ランキン

グ」のレンジも 18.4 と国公立大学の中では最も大き

な変化が見られた。重相関係数は .650，説明率は

42.2%と，有名私立大学の変化よりも説明力が大きい。 
顕著に進学実績を落としていたのは「3: 東北・地

方」の -9.3，「6: 北関東・中核」の -8.6，「4: 東
北・中核」の -8.6で「6: 北関東・地方」の -5.5がそ

れに次ぐ。逆に「1: 北海道・地方」は 4.4，「2: 北
海道・中核」は 3.3 と道外の大学に進学する傾向が見

られた。しかしながら，ここでも最も進学実績を伸

ばしたのは「8: 首都圏・政令」の 13.9であり，「9:  
 
 

 
東京 23 区」も 9.1 とそれに次ぐ大きな伸びを見せ

ている。 
「進学ランキング」では「S ランク」が 14.3，「A

ランク」が 3.9 と伸び，逆に「C ランク」が -4.0，
「Dランク」が -3.0と数値を落としていた。 
 
4.3 厳格化前後における1校当たりの有名私立大学へ

の年間合格者数（実数） 
以上の分析結果に対する解釈を補うため，数量化

Ⅰ類による分析と同様に厳格化前後の有名私立大学

への調査対象校1校当たりの年間合格者数（実数）の

平均値を「北海道」「東北」「北関東」「首都圏」「東

京(23区)」で比較したのが図５である。 
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図５．１校当たりの有名私立大学 

年間合格者数（実数）の変化 

 

 図５によれば，北関東では厳格化前後で1校当たり

30 名程度，年間合格者実数が減少した。首都圏，お

よび，東京では，他地方と比べて有名私大合格者数

が格段に多い。また，厳格化前後で1校当たりの合格

者実数に明確な違いは認められなかった。北海道，

東北地区では，合格者数が元々少なかった。そのた

めに，減少傾向が数量化Ⅰ類による分析指標には表

われにくかったものと考えられる。 

 
5 考察 
本研究の目的は私立大学定員管理の厳格化の影響，

特に政策目的である「地方から都市部への人口の流

出の抑制」にどの程度効果があったかを定量的に検

収することであった。しかしながら，大きな影響と

して検出されたのは，「地域間格差の拡大」ともいえ

るような現象であった。本研究では「地域」と「進

学ランキング」という２要因を取り上げ，厳格化の

影響の大きさに違いがあるかどうかを調べた。その

結果，地域に大きな偏りが見られた。特に厳格化の

影響が大きかったのは「北関東」であり，「中核」も

「地方」も大きなダメージを受けていた。さらに，

「東北・中核」，「首都圏・東京郊外」にも影響が及

んでいた一方で，「首都圏・政令」や「東京23区」は

有名私立大学の合格者実績を相対的に大きく伸ばし，

さらに「難関国立大学」や「地方国公立大学」の実

績も伸ばしていた。「有名私立大学」に対する「進学

実績ランキング」の影響力も鑑みると，学力的な側

面に加えて，都市部と地方の格差が広がる，地域的

な格差拡大が起こっていると考えざるを得ない。 
なお，本研究の分析結果からは大きな影響が見ら

れなかった「北海道」や「東北・地方」であるが，

図５で示したように，元々の有名私立大学への進学

実績が少なかったことが結果に大きく影響したと考

えられる。すなわち，地域間格差の観点から考える

と，厳格化政策の影響がこれらの地域には及んでい

ないとは考えにくい。調査対象大学を変えれば，厳

格化による格差拡大の兆候を見出せる可能性は高い。 
厳格化に伴い各校では従来とは異なる受験者の進

学環境に対応した進学戦略をたて，生徒個々の希望

進路実現のため指導に当たっていると思われる。例

えば，東北地方では 1990 年代を通し，県教育委員会

の受験指導重点化施策によって公に提示され，さら

に学校現場で補強されることで，教員が全面的に生

徒の進路保証に関して面倒をみるという姿勢が確立

した。このような状況は，他地域においても同様に

みられる現象であろう。しかしながら，学校外教育

機会の偏在が，地域による進路指導の在り方に影響

を与えている可能性は高い。首都圏と首都圏以外で

は，教科指導から進路指導まで，進学に関わる教育

的活動を学校が抱え込まざるを得ない。状況の変化

に対する潜在的対応力には限界があり，その結果の

一部が本研究の分析結果に表われたと考えられる。   
厳格化の影響を最も大きく受けた北関東や東北地

方の中核都市の高校は，進学先の一部が地元の国公

立に向かい，首都圏や東京郊外の地方都市の高校は

立地県以外の地方大学の実績を伸ばしていた。一般

選抜 6) で国公立大学を志望するには５教科７科目の

受験勉強が必要になるため，私立大学への進学とは

受験準備が大きく異なる。ただし，学校推薦型選抜

や総合型選抜 7) ならば，その限りではない。実態に

即して進路指導や受験動向の変化を捉えるには，本

研究のデータだけでは限界があるが，厳格化が進路

指導の在り方にも影響を与えているとすれば，少な

くとも，実証的にその兆候を見出したとは言えるだ

ろう。 

一方，国公立大学への進学実績は，有名私立大学

への進学実績低下から見れば微々たるもので，到底，

それを補うほど大きなものではなかった。日下田・

福島の「トリクルダウン現象」仮説を合わせると相

補的に私立大学定員管理厳格化の影響の実情がより

良く説明できるように思われる。 
「地方創生」が政策課題となっている現在，厳格

化政策の影響により，単に難易度が低い大学に志望

を変更するのではなく，わずかながらも難関国立大

学を含む国公立大学に向かう受験生の動向が確認さ

れたことには意味があるだろう。予備校等による
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2021 年国公立大入試志願動向分析によると，私立大

一般選抜の志願者が大幅減(約 13％減)となったのに

比べ国公立大志願者は 3.2％減となった。背景にはコ

ロナ不況に加え，あえて自宅から遠い大学に行く必

要性を見出せない受験生が増加し，「超地元志向」と

もいうべき現象が起きたと予備校等は分析している。  

現在，地方国公立大学の特例的な定員増も検討さ

れている（中央教育審議会大学分科会，2021）。地方

国公立大学への支援政策が実現すれば，厳格化も

「地方創生」の方向性で実を結ぶことが期待できる

かもしれない。 
一方，それと同時に東京 23 区や首都圏政令都市に

立地する高校，特に元々進学実績が高い「Ｓランク」

の高校は，厳格化政策にもかかわらず，従来の合格

者数を保ち，他の地方と比較すると，相対的には大

きく進学実績を伸ばしていた。地域未来投資推進法

を活用した予算による支援措置，税制による支援措

置，金融による支援措置，情報に関する支援措置，

規制の特別措置等の支援策が適用されたとしても，

それだけで地域間格差の拡大傾向を食い止めるのは

難しい。厳しい環境下で格差拡大に抗うには，大学

入試政策のみに頼るのではなく，生徒の進路保証に

向けた高校現場のさらなる努力が欠かせないことは

言うまでもない。同時に，地域に根差したいわゆる

「地方国公立大学 8)」には，日頃からの高大連携活動

に基づく地元の高校のニーズの拾い上げが期待され

る。さらには，公平でありながらも地元の高校の努

力を支援するような即効力のある入試改革が求めら

れるであろう。 
なお，本研究には様々な点で方法論上の限界があ

ることは否めない。まず，本研究が調査対象とした

有名私立大学は一部に限られ，私立大学全般への進

学動向を示すには至らなかった。また，高校も東海

北信越以西や国立，私立および中高一貫の中等教育

学校に関しては調査対象とはできなかった。さらに，

基本データを作成した後で進学実績ランキングの判

断を行わなければならないため，「東京23区」の「Ｄ

ランク」校がわずか1校であるなど，地域によるラン

クの偏りが生じた。「進学実績ランキング」における

不自然な結果は，基本データ作成手続きの不十分さ

によるものと思われる。ランクの分類結果も，地域

による進学動向の違いを考慮すれば，異なる判断も

あり得ただろう。また，先述の通り，指標となる大

学を変えれば，地域による厳格化の影響力について

も異なる結果が得られることであろう。 
いずれにせよ，厳格化の影響に関する検討は大学

入試の現場にとって重要な課題と言える。厳格化の

影響の総体を描き出すために，本研究とも異なるア

プローチによる，様々な研究の蓄積が待たれるとこ

ろである。 
 
注 
1) 「七帝大＋東京工業大学＋一橋大学」と定義した。 
2) 本研究では，「地元」とは各調査対象校が所在する都道県と

し，「地方」とは「地元」以外の都道府県と定義した。 
3) 中枢中核都市とは，活力ある地域社会を維持し，圏域から東

京圏への人口流出を抑止することを期待して2018年12月に

内閣府が全国82市を指定したものである（内閣府地方創成推

進事務局，2020） 
4) 北海道の各支部とは，石狩，道南，後志，空知，道北，オホ

ーツク，釧根，十勝，胆振の９支部である。 
5) 視覚的に比較可能とするため，図１～図４は同一のスケール

に統一した。 
6) 調査時点では，一般入試。 
7) 調査時点では，それぞれ推薦入試，AO入試。 
8) 本研究の操作的定義ではなく，一般的な意味。 
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ペーパー・インタビューの評価基準の作り方について 
 

石井 志昂，吉村 宰（長崎大学） 
 

ペーパー・インタビュー（面接に代わる筆記試験）の評価基準のよりよい作成方法を探るため，高

校生を対象とした試行試験で得られた答案を，2 通りの評価基準で採点し結果の一貫性を検討した。評

価基準はいずれも 5 段階で，1，3，5 の各段階に該当する答案の特徴が書かれている。大学院生 5 名

に採点を依頼し，終了後，評価基準に関する意見を聴取した。得られた意見を参考に評価基準を修正

し，同様に別の大学院生 5 名に採点の依頼，及び意見を聴取した。その結果，各評価段階（1～5）に

該当する答案の特徴が具体的すぎると採点が困難となること，採点前に採点者同士で評価合わせを行

うことで，得点のばらつきが抑えられることが明らかとなった。 
キーワード：主体性等評価，一般選抜，構造化面接，ペーパー・インタビュー，評価基準 

 
1 問題と目的 
入学者選抜での「学力の 3 要素」を多面的・総合

的に評価することの具体的な方策として，高大接続シ

ステム改革会議の「最終報告」（2016 年 3 月 31 日）

では，調査書の利用，面接，プレゼンテーション，集

団討論の実施などが挙げられているが，募集人員が大

きな一般選抜では実施面での実現性に乏しい。 
その中，長崎大学では，すべての入試区分において

調査書の活用，及び面接によって「主体性を持って多

様な人々と協働して学ぶ態度（主体性等）」の評価を

行うことを原則とした上で，志願者数の規模から 1
日での実施が不可能な場合に，面接に代わる「ペーパ

ー・インタビュー」を行うこととした。ペーパー・イ

ンタビューとは，構造化面接試験を紙面上で行おうと

するものであり，事前に設定した「評価する力や特

性」に関する問題文に対して，自らの考えや経験等を

試験時間中に文章で解答する筆記試験である。吉村・

石井（2021）は，高校生 168 名に対しペーパー・イ

ンタビューの試行試験を実施し，答案に対する高校教

師と大学教員の評価について検討を行った。その結果，

高校教師と大学教員の評価はある程度一致していたが，

採点者によるばらつきが大きいことを報告している。 
本研究は，ペーパー・インタビューの評価基準に着

目し，よりよい評価基準の作り方を探索的に検討する

ものである。 
 

2 試行試験の詳細 
吉村・石井（2021）の試行試験には，県内 5 校の

高校 2 年生計 168 名が参加した。ペーパー・インタ

ビューの問題は 2 問あり，各問題における評価する

力や特性は，問題 1 が「困難を突破する力（定義：

やるべき事がうまくいかない時に，あきらめず色々な

方法を試し，自力で最後までやり遂げようとする，課

題解決への執着心）」，問題 2 が「企画・運営力（定

義：物事を企画しそれを運営する力）」である。表 1
は試行試験にて出題した問題である。回答時間は各問

題 45 分とした。答案用紙は B4 判片面に横書き 30
行の解答欄を印刷したものであり，文字数に制限を設

けなかった。 
答案の採点は評価基準に従って行った。採点者間に

おける採点結果のばらつきを抑えるため，各評価段階

に該当する答案の特徴を具体的に示した評価基準を事

前に作成した。図 1 に，1 回目の採点に用いた問題 1
の評価基準を示す。具体的には，図 1 の評価 5 に対

応する大枠の評価基準が「諦めずいろいろな方法を試

し何がなんでも最後までやり遂げようとする。」であ

り，枠内にある各項目が，評価 5 となる答案の特徴

を示している。問題 2 についても同様の評価基準を

作成した。図 1 の評価基準は得点上 5 段階評価だが，

実質的には 3 段階となっている。5 段階評価にすると，

得点の集中する評価 3 の中で，「3 の上」「3 の下」な

ど評価が細分化し，評価 4 や評価 2 と差別化できな

くなってしまうのを防ぐためである。 
 

3 1回目の採点 
1 回目の採点では，試行試験で収集された高校生

168 名の答案をアルバイトとして募集した大学院生 5
名が，図 1 の評価基準に従い採点を行った。ただし，

問題 1 は 168 名の内 1 名が英語のみで回答を行って

いたため，167 名分を採点対象とした。答案の順序効

果を防ぐため，ランダムに並べ替えた答案を 5 セッ

ト用意し，採点者は独立にそれぞれに割り当てられた

答案を採点した。採点に際して，評価基準に従って採

点を行うこと，採点に関する質問は受け付けないこと，
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採点者間で答案や採点の話をしないことを注意事項と

して伝えた。採点終了後，採点過程そのもの，及び評

価基準について約 1 時間半のインタビューを行った。 
表 2 に採点者 5 名（A～E）による採点結果の度数

分布を示す。表から各問題とも採点者によってばらつ

きが大きいことがわかる。 
問題 1 では，採点者 D が 67 名に対し評価 1 をつ

け，他の採点者よりも厳しい評価を行っている。対し

て，採点者Cは94名に評価4と5をつけており，採

点者による評価の甘い辛いは大きく異なっている。 
表 3 には，5 名の採点者のうち，2 名ごとの得点一

致割合を示す。一致割合算出にあたり，採点者間の採

点結果の差の絶対値が 1 以下のケースを「一致」，絶

対値が 1 を超えるものを不一致とした。不一致は，

例えば採点者（A, B）のペアを例に取ると，A-B >1
であれば「上」，A-B < −1であれば「下」のように2
つのケースに分けた。さらに全答案に占める「一致」

の割合を「一致割合」とし，表にまとめた。 
表 3 から，問題 1 は問題 2 と比較すると，（C-D）

で 38.9%，（A-B）で 94.3%などと一致割合のばらつ

きの大きさが目立つ。一方，問題 2 では極端に低い

一致割合は見られなかったが，最も高いもので

82.7%と，全体的に一致割合は問題 1 に比べ低いと言

える。5 名の採点者間信頼性を検討するため，級内相

関係数（Intraclass Correlation Coefficient : ICC）の

算出を行った結果，問題 1 は ICC（3, 1） = 0.460
（95%CI : 0.399 – 0.523），問題2は ICC（3, 1） = 
0.433（95%CI : 0.373 –0.497）であった。 

表1 試行試験で出題したペーパー・インタビューの問題文 
【問題1】 
高校入学以降，やらなければならないのに難しくてなかなかうまくいかず困った，というような経験を思い出してください。それはどのようなこ

とでしたか。どんな些細なことでも構いませんので，以下の点を踏まえながら，できるだけ詳しく具体的に説明してください。複数思いつく人はそ

の中からどれか1つを選んでください。 
そのような経験を思いつかない人は，なぜ自分にはそのような経験がないのかについて書いてください。 
 

○それはいつ頃のどのような出来事だったか。 
○なぜそれをやらなければならなくなったのか。また，そのことについてどう思ったか。 
○どのような点が難しかったか。 
○どのように対応すればよいと思ったか。それは簡単に実行できたか。 
○簡単には解決できず困った時にどう思ったか。またどのようにして困難を解決しようとしたか。 
○最終的にうまくいったか。うまくいった場合なぜうまくいったのか。うまくいかなかった場合なぜうまくいかなかったのか。 
○もし次に同じような場面に直面したらどのように行動するか。その理由はなぜか。 

【問題2】 
高校入学以降，文化祭，体育祭，学級行事，部活，学外の活動，友人同士の集まりなど何らかの活動の計画，または運営，あるいはその両方で何

か頑張ったことを思い出してください。それはどのようなことでしたか。どんな些細なことでも構いませんので，以下の点を踏まえながら，できる

だけ詳しく具体的に説明してください。複数思いつく人はその中からどれか1つを選んでください。 
そのような経験を思いつかない人は，なぜ自分にはそのような経験がないのかについて書いてください。 
 

○いつ頃のどのような内容の出来事だったか。 
○どういういきさつでその活動に関わることになったのか。 
○あなたは具体的に何をしたのか。 
○計画や運営の際にどのような工夫を行ったか。 
○なにか困ったことが起こったか。起こった場合，その原因はなんだと思うか。それにどのように対応したか。起こらなかった場合，どのような問

題が起こっていたら対応に苦しんだと思うか。 
○最終的にうまくいったか。なぜうまくいったのか，あるいはなぜうまくいかなかったのか。 
○結果について満足したか。どのような点で満足いったか。どのような点に満足がいかなかったか。 
○反省点はあるか。もし次に同じような経験ができるとしたら何に気をつけたいと思うか。その理由はなぜか。 
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採点後のインタビューは，採点者に（1）評価して

みてどう思ったか，（2）評価基準に問題があると思

うか，（3）評価基準をどう改善すればよいと思うか，

（4）その他気づいたこと，について尋ねた。 
「（2）評価基準に問題があると思うか」について，

図 1 の評価基準で定めた各評価段階の具体的な項目

が，チェックシートのようになってしまい，評価 1
の項目と評価 3 の項目両方に該当するような答案が

あった場合にどの得点を与えるのが難しかったという

意見が得られた。具体的な項目を箇条書き的に定める

と，1 個でも当てはまれば評価 5 なのか，何個当ては

まればいいのかなど評価の判断が難しくなってしまう

ことがわかる。 
「（4）その他気づいたこと」は，答案に対して

「もう少し書けていて欲しい」などの意見がみられた。

採点した答案は，吉村・石井（2021）で述べた通り

高校 2 年生が対象で参加のインセンティブもないも

のであった。経験したエピソードに関しては記述でき

ているが，それに対する振り返りや，経験から得られ

たものなどに関する記述が不十分な答案が多かったと

の指摘もあった。 
1 回目の採点結果から，評価基準の各評価段階に該

当する答案の特徴を具体的に定め箇条書きで表現する

と，採点時にチェックシートのように使われてしまい，

採点に困難が生じることが明らかとなった。 
 

4 評価基準の修正 
評価基準修正の方針として，どの段階にあてはまる

かの判断が難しくなるのを防ぐため，各評価段階に該

当する答案の特徴を具体的に定めるのではなく，答案

固有の記述によらない大枠での評価基準にすることと

表2 採点1回目の採点結果の度数分布表 

採

点

者 

問題1 

「困難を突破する力」 
 

問題2 

「企画・運営力」 

1 2 3 4 5  1 2 3 4 5

A 11 36 79 26 15  23 19 72 22 32

B 10 36 65 49 7  40 49 61 16 2

C 11 13 49 44 50  22 13 73 35 25

D 67 52 43 4 1  45 47 55 14 7

E 10 42 68 39 8  9 33 70 37 19

困難を突破する力 

やるべき事がうまくいかない時に，諦めず色々な方法を試し，自力で最後までやり遂げようとする，課題解決への執着心。 

# 当てはまると判断すれば，躊躇なく評定を5や1としてください。 

5 

（優） 

諦めずいろいろな方法を試し何がなんでも最後までやり遂げようとする。 

 自力で課題を解決しようとしている。 

 課題の把握と分析ができている。 

 うまくいかなくても諦めず，なんとかして課題を解決しようとしている。 

 課題解決の方法を自分で考えており，独自性がみられる。 

 いろいろなソースを調べたり，調査したりして，課題解決方法を探っている。 

 入学後も，何事もあきらめず最後までやり遂げることが期待できる。 

4（3+） 3を上回るが5には届かない。 

3 

（並） 

まじめに課題に取り組むが，困難な場面では安易な方法で乗り切ろうとする。 

 課題を解決する意欲はあり，課題を解決する方法を考えている。 

 課題解決の工夫が，先生，友人を頼る，ネットから引用するなど比較的安直である。 

 課題を解決する意欲はあるが，課題の解決に執着する様子は見られない。 

 課題が，学校から与えられるような皆がやらなければならないものである。 

2（3-） 1を上回るが3には届かない。 

1 

（劣） 

具体的な経験をあげられない。もしくは具体的な経験をあげるが， 

 なぜ難しかったのかがわかっていない。 

 うまくいかなかったことの理由に自分の努力や工夫の不足をあげてない。 

 なぜうまくいったか（うまくいかなかったか）の理由がわかっていない。 

 困難を避けることで解決している。他人任せである。 

 簡単に諦めている。 
 

図1 採点1回目の評価基準表（問題1） 
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した。図2に修正後の評価基準を示す。 
また，2 回目の採点に先立ち，複数枚の答案を採点

者間同士で採点し，採点結果の甘い辛いや評価基準の

理解について，評価合わせを行った。 
表 2 のペーパー・インタビューの問題用紙には，

解答の際にふまえるべき点が記されている。修正後の

評価基準では，各問題に示されているふまえるべき点

をそれぞれ以下の 4 つに分けた。問題 1 は「困難を

感じたエピソード」「解決の方法」「取り組みの評価，

その結果となった理由の考察」「今後について」，問題

2 は「企画・運営をしたイベントのエピソード」「イ

ベントの結果と，その結果になった理由」「反省点と

その理由」「今後について」とした。 
修正後の評価基準において評価 3 以上は，各問題

とも 4 つの内容がすべて記述されていることを前提

にして評価を行う。評価 3 と評価 5 との評価のポイ

ントは，自らの経験や取り組みを客観視できているか

どうかである。 
評価 3 は，問題文の指示に従い，経験したエピソ

ードや取り組みの評価などの記述がなされているが，

平均的な内容の答案を想定している。評価 5 は，エ

ピソードを客観的にとらえることができ，相手を意識

困難を突破する力 

やるべき事がうまくいかない時に，諦めず色々な方法を試し，自力で最後までやり遂げようとする，課題解決への執着心。 

# 当てはまると判断すれば，躊躇なく評定を5や1としてください。 

評価 評価基準 

5 課題解決過程が俯瞰できており，自らの力で困難を突破しようとし続ける態度が明確かつ容易に読み取れる記述である。今後も

直面する困難に対し，同様の態度で臨むことが期待できる。 

4 エピソードが平凡すぎるものは４とする（学校の課題提出，早寝早起き，徹夜など） 

3 経験した困難とそれを解決しようとしたエピソードを具体的に記述している。解決方法が容易に思いつく（単語帳を作る，時間

の有効活用など）ものや，取り組んだ結果の評価・理由の考察が浅い。 

2 解決方法や工夫が「もっとがんばる」「たくさんする」であるもの，取り組んだ結果の評価・理由の考察が欠けているものは２

とする。 

1 記述されたエピソードが，困難を感じた出来事のみの記述にとどまっているため，困難解決の過程が全く評価できないもの。 

0 経験がないと回答。困難から回避しようとしている。記述すべき内容を理解していない。困難を突破しようとした経験を記述し

ていない。箇条書きなどひとまとまりの文章として成立していない。 

※答案は問題文の指示に従って，「困難を感じたエピソード」，「解決の方法」，「取り組みの評価，その結果となった理由の考察」，「今後につい

て」の4つの内容に分かれているものを前提としています。評価5と評価3は，どちらも4つの内容がすべてそろっているうえで，内容について

客観視できている（自分の目線だけではなくメタ的な視点を有している）かどうかを判断のポイントとしてください。評価3と評価1は，上記4

つの内容のうち「困難を感じたエピソード」以外でどの記述がされているか判断のポイントとしてください。評価4は評価5に達しない答案，評

価2は評価3に達しない答案であると判断してください。 

図2 修正後の評価基準（問題1）

表3 採点1回目における採点者2名ごとの採点結果一致割合 

組み合わせ 
問題1「困難を突破する力」  問題2「企画・運営力」 

下 一致 上 一致割合  下 一致 上 一致割合 

A-B 6 156 5 93.4  5 124 39 73.8 

A-C 34 127 6 76.0  19 130 19 77.4 

A-D 1 103 63 61.7  6 112 50 66.7 

A-E 9 149 9 89.2  19 134 15 79.8 

B-C 26 137 4 82.0  39 128 1 76.2 

B-D 1 109 57 65.3  17 139 12 82.7 

B-E 6 155 6 92.8  37 130 1 77.4 

C-D 1 65 101 38.9  4 113 51 67.3 

C-E 1 134 32 80.2  23 129 16 76.8 

D-E 56 109 2 65.3  48 116 4 69.0 
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した明確かつ容易な記述である答案とした。 
評価 3 と評価 1 は，エピソード以外の内容につい

てどれが記述されているかを評価のポイントとし，評

価1はエピソードのみ記述されている答案とした。 
また，図 1 で示した 1 回目の評価基準では，問題

で問われている内容に対して「経験がない」と解答し

た答案についての評価について基準を設けていなかっ

た。修正後の評価基準では，評価 0 として，「経験が

ない」「ひとまとまりの文章として成立していない」

などの答案に対する評価段階を追加した。 
 

5 2回目の採点 
修正後の評価基準について評価するため，1 回目の

採点とは別の大学院生 5 名に同じ手続きで答案の採

点を依頼し，その後インタビューを行った。5 名の内

訳は，同一の医歯薬系専攻に所属する修士課程 1 年

生 4 名，及び博士課程 1 年生 1 名で，採点に関わる

経験を有する者はいなかった。ただし 2 回目の採点

は，1 回目とは異なり事前に評価合わせとして問題 1
と問題 2 を各問題 5 枚ずつ話し合いながら採点する

時間を設けた。 
表 4 に採点 2 回目の採点者 5 名（a～e）における

採点結果の度数分布表を示す。問題 1 は大半が評価 2
～3 に該当しているのに対し，問題 2 は評価 3～4 の

間に該当している。採点者 cにおける問題1の採点結

果は他の採点者と異なり，0 や 5 と採点した答案が多

いことがわかる。特に問題 1 では，採点者 b と 0 の

つけ方に大きな違いがみられた。 
表 5 には採点 2 回目における採点者 2 名ごとの得

点一致割合を示す。また，図 3 に採点 1 回目と 2 回

目における一致割合を問題ごとに点で示した。ただし，
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いる。図 3 より，問題 1 に関しては，評価合わせを

行い，修正後の評価基準を用いて採点を行った採点 2
回目の一致割合のほうが，ばらつきが抑えられている

ことがわかる。問題 2 は 1 回目の採点よりもばらつ

きが広がっているが，一致率が 8 割を超えている組
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の差を確認すると，問題 1 では最大で 4（該当答案
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表5 採点2回目における採点者2名ごとの採点結果一致割合 

組み合わせ 
問題1「困難を突破する力」  問題2「企画・運営力」 

下 一致 上 一致割合  下 一致 上 一致割合 

a-b 13 143 11 85.6  10 146 12 86.9 

a-c 22 131 14 78.4  13 139 16 82.7 

a-d 10 142 15 85.0  8 115 45 68.5 

a-e 3 148 16 88.6  9 126 33 75.0 

b-c 25 122 20 73.1  9 137 22 81.5 

b-d 8 143 16 85.6  9 109 50 64.9 

b-e 1 151 15 90.4  11 119 38 70.8 

c-d 11 129 27 77.2  10 126 32 75.0 

c-e 7 127 33 76.0  9 136 23 81.0 

d-e 4 152 11 91.0  22 136 10 81.0 

表4 採点2回目における採点結果の度数分布表 

採点者 
問題1「困難を突破する力」 問題2「企画・運営力」 

0 1 2 3 4 5 0 1 2 3 4 5 

a 6 9 46 71 28 7 5 2 24 81 48 8 

b 2 9 42 86 17 11 4 2 25 74 41 22 

c 18 5 11 95 8 30 15 1 27 69 37 19 

d 8 17 48 60 27 7 11 27 43 57 17 13 

e 8 14 44 91 7 3 15 12 35 56 39 11 
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ペーパー・インタビューに限らず，主観を伴う評価

では採点者の経験や価値観，評価基準の解釈が一致し
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おく必要がある。ある種の「難易度」を考慮した問題

作成を行うことが重要であるとも言い換えられる。 
本研究ではペーパー・インタビューのよりよい評価

基準の作り方をテーマとしたが，考慮すべき共変する

要因が複数あるため，一般的にこれが最善であるとい

う解は得られず，採点者も大学院生であるため，実際

の入試採点業務に結果をそのまま当てはめることは注

意が必要である。しかし本研究の結果は，評価基準は

作題後に作成するのではなく「問題，予想される答
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するものである。その具体を明らかにすることを今後

の課題としたい。 
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個別入試における作題関連業務を規定する要因の探索的分析と 
仮説モデルの構築 1) 

――作題支援システムの構築を目指して―― 
 

久保 沙織（東北大学） 
 

本研究の目的は，良質な問題の効率的かつ継続的作成に資する作題支援システムの構築を目指すため

に，個別試験の作題関連業務に従事する大学教員への面接調査のデータから，業務を規定する要因を探

索的に抽出し，その背後に仮定される認知プロセスに関する仮説を生成することである。作題関連業務

はその手順によって，①作問，②配点・採点基準の設定と採点，③試験実施後の評価，の 3 つのフェー

ズに分類でき，各フェーズを規定すると考えられる複数のカテゴリが抽出された。認知プロセスの仮説

モデルにおいては，学問分野による違いに加えて，個人のパーソナリティや経験に依拠する信念も一定

の影響力を持つ要因であることが示唆され，作題支援の具体的方策についても明確になった。 
キーワード：個別入試，作題，作題支援，認知モデル，仮説生成 
 

1 問題・目的 
大学入試の唯一かつ重大な目標は，アドミション・

ポリシーに表現された「求める学生像」に沿った学生

を定員通りに確保することであり（倉元, 2020），入試

問題の作成は，この目標を達成するために個別大学に

課された責務と言えよう。さらに，大学入試は受験生

の将来や意思決定に大きな影響を及ぼすことから，日

本社会におけるハイステークスな試験の典型であり，

入学者選抜のための試験問題は，その質が問われる。

一方で，作題関連業務の過重負担，短期間での担当者

の入れ替わり，入試ミスといった様々な阻害要因があ

り，良質な問題の継続的作成は，多くの大学にとって

深刻な課題となっている。 
大学入試における個別学力検査の質の評価を目的

とした実践例を報告している先行研究の 1 つとして，

木村（2012）が挙げられる。木村（2012）では，合格

者を対象としたアンケート調査によって得られた受験

者の主観的評価と，実際の学力検査の得点との関係性

に基づく作題評価の可能性について論じている。 
しかしながら，入試問題の作成は高度な秘匿性が求

められる業務であり，言わば聖域として扱われている

ため，これまでその業務内容が詳に語られることはな

かった。このような事情もあり，作題関連業務の一連

のプロセスを明らかにした上で課題を特定し，具体的

な支援方法について議論している研究はほとんど見当

たらない。佐藤ほか（2013）では，作題のPDCAサイ

クル（plan-do-check-act cycle）の構築に向けて，作題

者へフィードバックする内容を検討した新潟大学の取

り組みが報告されているが，当該大学の入学センター

でピックアップした内容の分析例の提示にとどまって

おり，そのフィードバック内容が実際に有用であった

かに関する作題者からの評価までは検討されていない。 
本研究では，作題関連業務に携わる大学教員への面

接調査を通して業務の実態を把握し，当該業務を規定

する要因を探索するとともに，その背後に仮定される

認知プロセスを明らかにすることを目的とする。なお，

本研究の目的は，各大学が一般選抜の問題に関して公

表している作題意図のように，出題された個々の問題

に関する振り返りや個別大学が入試問題に込めたメッ

セージを紐解くことではない点に留意されたい。本稿

の成果を礎に，大学入試における個別試験の作題負担

を軽減し，かつ，ハイステークスな試験にふさわしい

良質な問題を効率的かつ継続的に作り続けるための作

題支援システムの構築を最終目標とする。 
作題支援の方法としては，大きく2つの方向性が考

えられる。1つは，FD等を通して作題関連業務に必要

な知識や技術を教授することで，作題者の能力向上を

図る情報的側面からの支援である。もう1つは，作題

のために有用なデータベース等を作成し，その活用に

より負担の軽減や作業の効率化を図る道具的側面から

の支援である。本研究では，これらを包括して作題支

援システムと称している。作題関連業務における認知

プロセスを一般化した仮説モデルによって表現するこ

とで，課題の所在と必要とされる支援が明確化され， 
実用的な作題支援システム構築の第一歩となることが 
期待される。 
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2 方法 
2.1 調査対象者および調査時期 
調査対象者は，某大学で作題関連業務に携わる経験

を持った教員 6 名であった（教員 A，B，C，D，E，
Fとする）。各教員の当該大学における作題関連業務へ

の従事年数，および，専門分野を表1に示した。なお，

6名とも男性であった。 
調査時期は 2021 年 3 月中旬から下旬にかけてであ

った。 
 

表1 調査対象者の従事年数と専門分野 
 

教員 従事年数 専門分野 

A 
B 
C 
D 
E 
F 

5年 
4年 
2年 
5年 
4年 
1年 

理科（物理） 
理科（化学） 
理科（生物） 

数学 
英語 
国語 

 
2.2 半構造化面接 
上記対象者に対して1人ずつ，半構造化面接（semi- 

structured interview）によるインタビュー調査を実施

した。 
 
2.2.1 質問項目 
質問項目は，本学入試センターでの業務経験に基づ

いて著者が考案し，センター内の他の教員と合議の上，

決定した。当初 12 の質問項目を用意し，実際に質問

を行ったが，本稿の目的に鑑み，分析対象とした項目

は表2に示した7つとした。 
 

表2 質問項目 

項目1 試験問題を作る際，素材集め，テーマ決めなど，

どのようにしているか？ 
項目2 採点基準はどのように決めているか？難易度の予

想や調整はどのようにしているか？ 
項目3 作った問題が意図した通りに機能したなと思うと

きと，そうでないときでは何が違うと感じている

か？ 
項目4 出題した問題を検証したり，その結果を次年度以

降の作題に活かすために，どのような視点で分析

を行っているか？ 
項目5 入試問題を作る上で，大切にしていることはどん

なことか？ 
項目6 作題支援関連業務で，一番苦労する点，辛いこと，

困っていることは何か？ 
項目7 個別大学の入試問題における良い問題とは？悪い

問題とは？ 

2.2.2 手続き 
調査対象者には，面接を実施する前に研究の目的お

よび概要，プライバシー保護や研究データの取り扱い

等に関して説明し，同意を得た。面接時間は60～150
分であった。面接の内容は，調査対象者の了承を得た

上で，ICレコーダーで録音した。面接終了後に，録音

された内容を書き起こし，逐語録を作成した。 
 
3 結果と考察 
3.1 カテゴリ抽出 
逐語録から，一義的に解釈できる意味内容ごとに断

片化した結果，255 のデータが得られた 2)。著者と，

心理学を専門とする研究者である第三者の2名での合

議の下，カテゴリ分類を行った。まず，個別試験の作

題関連業務は，その手順によって，①作問，②配点・

採点基準の設定と採点，③試験実施後の評価，の3つ

のフェーズに分類できることで合意を得た。これら 3
つを大カテゴリとし，それぞれの作業フェーズにおけ

るキーワードをもとに小カテゴリを作成し，それらを

概念的にまとめたものを中カテゴリとした。 
各フェーズで抽出された中カテゴリおよび小カテ

ゴリ，そして対応する回答例を表3から表5に示した。

回答例の括弧内には，調査対象者を識別する記号と専

門を記し，それぞれの回答がどの対象者のものかを明

示した。なお，表中の回答例については，個人情報保
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にとどめた。表3から表5の記載内容について，発話
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3.2 カテゴリに基づく考察 
以下では，中カテゴリは【 】，小カテゴリは〈 〉，

発話内容は『 』で表す。 
 

3.2.1 「作問」のフェーズ 
作問のフェーズにおいてまず行われるのは，理科

（物理，化学，生物）ではテーマ・素材の決定，英語

と国語では素材文の選定，数学では問題そのものの選

定であることが示された。その際の拠り所や参照する

対象を表すカテゴリである【素材の収集源】では，〈教

科書〉〈本〉〈他大学の問題〉〈新聞・雑誌〉というカテ

ゴリが抽出された。 
「作問」のフェーズでは，教員ごと，あるいはその
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教員が専門とする教科・科目ごとの違いが特に明確に

見られたため，以下では，教員ごとに発言内容を整理

して考察する。 
教員A・物理 物理では，【問題のタイプ・分類の認

識】にあるように，問題で扱うテーマの異同は，『素材

として使われる図』によって弁別される点が特徴的で

あり，化学や生物と同様にテーマから決定する方略で

あると見なすこともできるが，素材文の選定が最初に

行われる英語や国語との類似性も見出された。教員A
は【重視する観点】として，目標とする平均点を意識

した〈難易度〉と，合否に関する〈識別力〉を挙げて

おり，良い問題に関する発話内容から，【測定したい資

質・能力】は〈思考力〉であることが推察された。 
教員B・化学 【重視する観点】のうち，教員Bの

発話にあった〈らしさ〉は，AO 入試や一般選抜とい

った選抜の種類ごとの目的，あるいは学部の特性に合

致していることを指し，内容的妥当性に通ずる概念で

ある。それ故に，作題時の『回答形式の変更による得

点調整』や，実施後の『平均点調整』等による恣意的

な難易度の調整は，〈妥当性〉を損ねるものとして忌避

されている。教員Bは，作題において最も大切にして

いることは〈メッセージ性〉であると述べており，そ

の意味するところは大学として『何を学んできてほし

いかを明確に打ち出すこと』，すなわち【測定したい資

質・能力】として〈大学が求める資質・能力〉が何で

あるかが明確に伝わる問題であることを重要視してい

ると解釈できる。その具体例として〈思考力〉〈応用力〉

が挙げられており，それらを測定できる問題は良い問

題であると考えられている。また，〈記述式問題〉がそ

れらの資質・能力を有効に測定するための問題形式の

1つとして捉えられていることが，【問題のタイプ・分

類の認識】で示唆されている。 
教員C・生物 教員Cは，【重視する観点】として，

生物というディシプリン，すなわち〈学問観〉を大切

にしていることが推察された。また，【問題のタイプ・

分類の認識】では，生物における〈テーマ〉とは，『素

材ではなく，実際に起こっていることのカテゴリ』で

あり，それらのカテゴリは『非常に限定的であり，か

つ互いに関係していて明確に切り分けようがない』と

述べられていた。そのため，【重視する観点】として他

大学や共通テストと被らないという〈重複回避〉が重

要になると考えられる。また，【測定したい資質・能力】

に〈思考力〉や〈幅広い視野〉が挙げられていること

の根底にも，上述のような生物という学問分野の特質

が関連しているのではないだろうか。 

教員 D・数学 教員 D は，〈教科書〉をベースに，

問題集や〈他大学の問題〉等を幅広く参照し，【重視す

る観点】にあるように〈教科書・問題集との類似性〉

を意識しつつ，教科書を基準として〈難易度〉の判断

を行っている。さらに，『良い問題とは，高校の教材と

して使ってもらえるような問題』と回答していること

から，〈教材としての価値〉によって問題の質を評価し

ていると解釈することができるだろう。また，作問に

おいて〈難易度〉と〈識別力〉を意識しており，特に

〈難易度〉には【問題のタイプ・分類の認識】におけ

る〈小問形式・大問形式〉の違いが関係していると捉

えられていた。 
教員E・英語 英語を専門とする教員Eの発話内容

からは，素材文ありきの認知プロセスが窺える。【重視

する観点】から，素材文ごとに〈素材文の語数〉と〈難

易度〉を記録し，選定のための材料としていること，

素材文の内容に込められた〈素材文のテーマの面白さ〉

や〈メッセージ性〉を重視していることが示された。

また，〈採点のしやすさ〉は，信頼性の確保を示唆して

いるものと考えられる。〈入試ミス〉を出さないという

実務的な観点は，他の教員には見られない特異な視点

であった。【問題のタイプ・分類の認識】では，〈語順

並べ替え問題〉〈説明問題〉〈英文和訳問題〉といった

問題形式と，測定し得る能力がセットになって認知さ

れていることが明らかとなった。 
教員F・国語 教員Fは『素材文を選んだら半分以

上決まると言ってもいい』と述べており，英語と同様

に，国語においても素材文の選定が第一であり，〈素材

文のテーマの面白さ〉や素材文の内容の持つ〈メッセ

ージ性〉が【重視する観点】として見出された。さら

に，入試問題の作成において大切にしていることは，

テクスト論の立場から，選ばれた素材文の『肝となる

部分をいかにピンポイントに聞くか』であると回答し

ており，それを〈素材文に対する設問の適切性〉とい

うカテゴリとした。『特に古文漢文の素材文はリソース

が限られている』ため〈重複回避〉が課題であり，重

複を避けることが『平等性』の担保にもつながると考

えていることから，教科書や問題集，他大学を含めた

過去問等を徹底的に調査しているという。【問題のタイ

プ・分類の認識】では，〈現代文の記述問題の分類〉と

していくつかのタイプ分類が挙げられ，その分類は難

易度とも結び付いて捉えられていた。【測定したい資

質・能力】では，〈文章読解力〉と〈答案加工能力〉と

いう国語特有の観点が抽出された。 
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教員が専門とする教科・科目ごとの違いが特に明確に

見られたため，以下では，教員ごとに発言内容を整理

して考察する。 
教員A・物理 物理では，【問題のタイプ・分類の認

識】にあるように，問題で扱うテーマの異同は，『素材

として使われる図』によって弁別される点が特徴的で

あり，化学や生物と同様にテーマから決定する方略で

あると見なすこともできるが，素材文の選定が最初に

行われる英語や国語との類似性も見出された。教員A
は【重視する観点】として，目標とする平均点を意識

した〈難易度〉と，合否に関する〈識別力〉を挙げて

おり，良い問題に関する発話内容から，【測定したい資

質・能力】は〈思考力〉であることが推察された。 
教員B・化学 【重視する観点】のうち，教員Bの

発話にあった〈らしさ〉は，AO 入試や一般選抜とい

った選抜の種類ごとの目的，あるいは学部の特性に合

致していることを指し，内容的妥当性に通ずる概念で

ある。それ故に，作題時の『回答形式の変更による得

点調整』や，実施後の『平均点調整』等による恣意的

な難易度の調整は，〈妥当性〉を損ねるものとして忌避

されている。教員Bは，作題において最も大切にして

いることは〈メッセージ性〉であると述べており，そ

の意味するところは大学として『何を学んできてほし

いかを明確に打ち出すこと』，すなわち【測定したい資

質・能力】として〈大学が求める資質・能力〉が何で

あるかが明確に伝わる問題であることを重要視してい

ると解釈できる。その具体例として〈思考力〉〈応用力〉

が挙げられており，それらを測定できる問題は良い問

題であると考えられている。また，〈記述式問題〉がそ

れらの資質・能力を有効に測定するための問題形式の

1つとして捉えられていることが，【問題のタイプ・分

類の認識】で示唆されている。 
教員C・生物 教員Cは，【重視する観点】として，

生物というディシプリン，すなわち〈学問観〉を大切

にしていることが推察された。また，【問題のタイプ・

分類の認識】では，生物における〈テーマ〉とは，『素

材ではなく，実際に起こっていることのカテゴリ』で

あり，それらのカテゴリは『非常に限定的であり，か

つ互いに関係していて明確に切り分けようがない』と

述べられていた。そのため，【重視する観点】として他

大学や共通テストと被らないという〈重複回避〉が重

要になると考えられる。また，【測定したい資質・能力】

に〈思考力〉や〈幅広い視野〉が挙げられていること

の根底にも，上述のような生物という学問分野の特質

が関連しているのではないだろうか。 

教員 D・数学 教員 D は，〈教科書〉をベースに，

問題集や〈他大学の問題〉等を幅広く参照し，【重視す

る観点】にあるように〈教科書・問題集との類似性〉

を意識しつつ，教科書を基準として〈難易度〉の判断

を行っている。さらに，『良い問題とは，高校の教材と

して使ってもらえるような問題』と回答していること

から，〈教材としての価値〉によって問題の質を評価し

ていると解釈することができるだろう。また，作問に

おいて〈難易度〉と〈識別力〉を意識しており，特に

〈難易度〉には【問題のタイプ・分類の認識】におけ

る〈小問形式・大問形式〉の違いが関係していると捉

えられていた。 
教員E・英語 英語を専門とする教員Eの発話内容

からは，素材文ありきの認知プロセスが窺える。【重視

する観点】から，素材文ごとに〈素材文の語数〉と〈難

易度〉を記録し，選定のための材料としていること，

素材文の内容に込められた〈素材文のテーマの面白さ〉

や〈メッセージ性〉を重視していることが示された。

また，〈採点のしやすさ〉は，信頼性の確保を示唆して

いるものと考えられる。〈入試ミス〉を出さないという

実務的な観点は，他の教員には見られない特異な視点

であった。【問題のタイプ・分類の認識】では，〈語順

並べ替え問題〉〈説明問題〉〈英文和訳問題〉といった

問題形式と，測定し得る能力がセットになって認知さ

れていることが明らかとなった。 
教員F・国語 教員Fは『素材文を選んだら半分以

上決まると言ってもいい』と述べており，英語と同様

に，国語においても素材文の選定が第一であり，〈素材

文のテーマの面白さ〉や素材文の内容の持つ〈メッセ

ージ性〉が【重視する観点】として見出された。さら

に，入試問題の作成において大切にしていることは，

テクスト論の立場から，選ばれた素材文の『肝となる

部分をいかにピンポイントに聞くか』であると回答し

ており，それを〈素材文に対する設問の適切性〉とい

うカテゴリとした。『特に古文漢文の素材文はリソース

が限られている』ため〈重複回避〉が課題であり，重

複を避けることが『平等性』の担保にもつながると考

えていることから，教科書や問題集，他大学を含めた

過去問等を徹底的に調査しているという。【問題のタイ

プ・分類の認識】では，〈現代文の記述問題の分類〉と

していくつかのタイプ分類が挙げられ，その分類は難

易度とも結び付いて捉えられていた。【測定したい資

質・能力】では，〈文章読解力〉と〈答案加工能力〉と

いう国語特有の観点が抽出された。 
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表3 「作問」におけるカテゴリ分類と回答データの例 

中カテゴリ 小カテゴリ 回答例 

素材の収集源 
教科書 

・教科書の内容に則した問題（A・物理）
・一番の拠り所は教科書（C・生物） 
・教科書を見てどういうふうな問題を出しているか（D・数学）

本 ・さまざまな本を見ながら考えて提案していく（B・化学）
他大学の問題 ・他大学の入試問題を見てどういうふうな問題を出しているか（D・数学） 
新聞・雑誌 ・欧米英語圏の教養ある人が読む新聞・雑誌（E・英語）

重視する観点 

難易度 

・平均点は意識する，いかにして目的の平均点に近づけるか（A・物理） 
・一番簡単な問題でも教科書の例題よりはちょっと難しい問題を意識（D・数学） 
・悪い問題は，誰も解けない問題（D・数学） 
・素材文ごとに難易度を記録している（E・英語） 
・過去問を読み込んで，例年から比較した上の難易度のイメージを共有した段階からスタート（F・国語）

識別力 ・合否の識別性がある問題（A・物理）
・得点に差がつくように（D・数学）

妥当性 
・平均点調整って，何を測ってるんだろうってことになる（B・化学） 
・回答形式の変更による得点調整はしたくない（B・化学） 
・その本文を使うのが高校生に対して適当か適当じゃないか，それによって受験生の力を測定できるのかで
きないのか（F・国語）

重複回避 

・他大学の入試問題との被りもダメ（C・生物）
・共通テストと被らないように配慮する（C・生物） 
・他大学でも，自大学の問題でも出ていないテーマにする（D・数学） 
・全ての教科書と，市販されている問題集と被っているかどうかチェックする（F・国語） 
・特に古文漢文はリソースが限られているので，どうしても過去に他大学で出題されたことが出てくる場合
もある（F・国語）

らしさ ・それじゃあ当該の選抜の種類らしくないので（B・化学）
・工学部には工学部らしい試験問題であってほしいので（B・化学） 

現実に生起するかの確認 ・化学の場合，実際にその現象が起きるのか起きないのかが大事（B・化学） 
学問観 ・ベースになる部分を大事にしなくちゃいけない，生物学っていうのは奥が深いんだよ，ということに気付

いてほしい（C・生物） 
ひっかけ・意地悪な問題の回避 ・ひっかけ問題や意地悪い問題は出したくない（C・生物）

教科書・問題集との類似性 ・受験生は全然見たこともない問題を出しても，絶対解けない。（D・数学） 
・似たようなのをやったことがある問題じゃないと，普通手も足も出ない（D・数学） 

教材としての価値 ・高校の教材として使ってもらえるような問題は良い問題だと思う（D・数学） 
素材文の語数 ・●●ワードから●●ワードくらいまでのもの（E・英語）

素材文のテーマの面白さ 
・●●大学の問題面白かったなって思ってほしい（E・英語）
・なるほどそういうことあるんだっていうふうに，英文を読んで思ってほしい（E・英語） 
・受験生に対して全く興味関心も感じられない，読む気が失せるものってやっぱりダメだと思う（F・国語）

素材文に対する設問の適切性 
・このテクストからは，この内容について読み取って，的確に表現してほしいっていうポイントは必ず聞か
ないといけない（F・国語） 
・このテクスト読むんだったら肝はここだろうという部分をいかにピンポイントに聞くか（F・国語） 

採点のしやすさ ・採点者が採点しやすい問題（E・英語）
入試ミス ・作題において大事にしていることは，事務的なことで言うと入試ミスを出さないということ（E・英語）

メッセージ性 

・作題において大切にしていることはメッセージ性，何を学んできてほしいかっていうのを明確に打ち出す
（B・化学） 
・作題において大切にしていることはメッセージ性，見たこともない受験生に対しての授業だよね（E・英語）
・それぞれの大学の素材文にはメッセージ性がある（F・国語） 
・その素材文を読むこと自体が，受験生にとって，少なくとも人生のプラスになるようなものを出さない 
と（F・国語）

問題のタイプ・ 
分類の認識 

素材（図） ・物理の場合は，内容的に重なっても素材が違えば全然違う問題（A・物理） 
・物理でいう素材というのは図，その図が物理の事象を典型的に表している（A・物理） 

記述式問題 ・単なる知識じゃなくてそれを組み合わせて情報発信する力，情報発信する力っていうのは説明する力だか
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表4 「配点・採点基準の設定と採点」におけるカテゴリ分類 

中カテゴリ 小カテゴリ 言及のあった教科・科目 

配点の決定方略 

回答形式に応じた配点 （B・化学），（C・生物），（E・英語） 
記述・説明問題の配点 （A・物理），（B・化学），（C・生物），（E・英語），（F・国語） 
出題順序に応じた配点 （D・数学） 
識別力に応じた配点 （F・国語） 

作問時の難易度調整方略 

回答形式の検討 （B・化学） 
問題数の増減 （C・生物） 
問題内容の検討 （D・数学） 
採点基準の明確化 （E・英語） 
素材文のレベルの調整 （E・英語），（F・国語） 
設問のレベルの調整 （F・国語） 

実施後の難易度調整方略 配点・採点基準の見直し （B・化学），（D・数学） 
 

表5 「試験実施後の評価」におけるカテゴリ分類と回答データの例 

中カテゴリ 小カテゴリ 回答例 

予想に照らした 
結果の捉え方 

難易度の予想 

・幸いにしてだいたいの狙い通りにはなっている（A・物理）
・基本難しめになってしまう（B・化学） 
・今までやってきた勘で平均点の予想をするが，あんまり外れたことはない（C・生物） 
・そんなに難しくないと思っても受験生は解けなかったりする（D・数学） 
・難易度の予想は当たらないことが多い（D・数学） 
・難易度の予想はだいたい当たる，そんなに外れない（F・国語） 

読み違い ・読み違いもあって，こっちができていると思った問題がことごとくできていない（C・生物）
・こちらの読み違いだよね，受験生はこのへんぐらいできるんだろうと思ったらガタガタ（E・英語）

解釈の観点 

識別力 

・得点別に合否を分かりやすく示したグラフを作成（A・物理） 
・測定としてはうまく学力のない人とある人を分けた，識別力があった，と言うんだけど，その識
別基準がどこかが重要（B・化学） 
・狙い通りの学力レベルで識別ができていると感じる問題は，記述がきちんとできている問題（B・
化学） 
・入試だからやっぱり差をつける問題じゃないとダメ（D・数学） 
・五分位図による識別力の確認を最も重視（E・英語） 
・読める生徒と読めない生徒を選抜するという意味に関しては，きちんと点数が分かれた問題では
なかったかなと思う（F・国語） 

誤答率・正答率・平均点 

・平均点とか，小問別の正答率（A・物理）
・誤答率がそこそこ高い問題はチャレンジしてくれた問題，解こうっていう気にさせた問題（B・化
学） 
・誤答率がめちゃくちゃ低い問題は，簡単すぎた（B・化学） 
・誤答率が非常に低く，正答率がやたらと高い問題は次年度は問う必要がない（B・化学） 
・合格者の平均を重視（D・数学） 
・小問分析で得点率を見ている（E・英語） 

得点の散らばり 
・得点の散らばりを見て，得点をとれている人がそこそこいて，でも４割とか３割くらいの人が解
けてない時にはうまくいったなって思う（B・化学） 
・平均も大事だけど散らばりも大事（D・数学） 

空欄の比率 ・空欄というのは捨てられたか，または解けなかった問題なので，それはどっちかって言うと嫌わ
れた問題（B・化学） 

記述問題のでき具合 ・特に記述のところで，このぐらいなら書けるという部分を見たい（C・生物） 
小問の配点 ・得点の解釈では，大問の平均点だけ見ても小問の配点まで見ないとなんとも言えない（D・数学）
共通テスト基準の難易度把握 ・共通テストより難しくなるレベルが難しいんだろうな（E・英語） 

受験者のレスポンス 
・できる子は，的確な表現を使って，この表現いいな，っていう解答を作る（F・国語）
・できている子は「おぉ～!」っていう答えをきちんと揃えてくるので，するとこちらはやっぱり我々
の意図したことは間違ってないなと思い安心する（F・国語） 

入試観 

入試の選抜機能 

・選抜試験だから，選抜に適した識別性がないと意味がない（A・物理） 
・定員を確保するための試験と，定員はどうでもいいから能力を確保したいという試験は違うので，
大学入試はうまく定員のところでギャップが出るような問題にしなくてはいけないところが難しい
（B・化学） 
・入試問題だから，入試の選抜に役立つ資料として識別力が一番大事（E・英語） 

入試の教育機能 

・高校に負担をかけないで，かつ，こういうところは大事よみたいなメッセージが発せられれば（A・
物理） 
・初年度は受験生に厳しくても，その質とレベルを保てば，5,6年経てばそれに対応した受験生が現
れてくるので，受験者に対してこちらが求めている能力を持っている，またそれを養ってきた受験
生が受けてくれるようになる，と言うか，受ける受験生はそれを養ってから来るようになる，それ
はすごく教育効果があると思う（B・化学） 
・続けて出していると，対策してきたらできるようになるかなと思ってね，そしたらそれはそれで
いいことだから，教育効果があるわけだから（E・英語） 
・大学入試の問題を解くことによって，有益な読書となるような（F・国語） 

下級学校への悪影響の排除 ・作題において大切にしていることは，高校の授業に悪い影響を与えないということ（A・物理）
高校教育へ思量 ・問題のでき具合から考えるに，高校で実験とかやってないのかなって（C・生物） 
将来への配慮 ・入試だけじゃなくてその後の大学生活とか，あるいは社会人になった時に，考えるってことが生

きてくる（C・生物） 
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表4 「配点・採点基準の設定と採点」におけるカテゴリ分類 

中カテゴリ 小カテゴリ 言及のあった教科・科目 
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・高校に負担をかけないで，かつ，こういうところは大事よみたいなメッセージが発せられれば（A・
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・初年度は受験生に厳しくても，その質とレベルを保てば，5,6年経てばそれに対応した受験生が現
れてくるので，受験者に対してこちらが求めている能力を持っている，またそれを養ってきた受験
生が受けてくれるようになる，と言うか，受ける受験生はそれを養ってから来るようになる，それ
はすごく教育効果があると思う（B・化学） 
・続けて出していると，対策してきたらできるようになるかなと思ってね，そしたらそれはそれで
いいことだから，教育効果があるわけだから（E・英語） 
・大学入試の問題を解くことによって，有益な読書となるような（F・国語） 

下級学校への悪影響の排除 ・作題において大切にしていることは，高校の授業に悪い影響を与えないということ（A・物理）
高校教育へ思量 ・問題のでき具合から考えるに，高校で実験とかやってないのかなって（C・生物） 
将来への配慮 ・入試だけじゃなくてその後の大学生活とか，あるいは社会人になった時に，考えるってことが生
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個別入試における作題関連業務を規定する要因の探索的分析と仮説モデルの構築 
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3.2.2 「配点・採点基準の設定と採点」のフェーズ 
【配点の決定方略】の〈回答形式に応じた配点〉は，

回答形式によって測定できる資質・能力の種類や深度

に差があるという認識が背景にあるものと考えられる。

〈記述・説明問題の配点〉は，ほとんどの教員から言

及があったカテゴリであり，記述式問題は多くの作題

者にとって重要な要素と認識されていることが示唆さ

れた。教員Dの発話からは〈出題順序に応じた配点〉

というカテゴリを生成したが，これは数学の問題固有

の特性に依拠する可能性がある。また，教員Fは『識

別力の高い問題は配点が高くあるべき』という信念を

持っていた。 
【作問時の難易度調整方略】としては，〈回答形式の

検討〉〈問題数の増減〉〈問題内容の検討〉〈採点基準の

明確化〉〈素材文のレベルの調整〉〈設問のレベルの調

整〉という6つの小カテゴリが抽出された。それぞれ，

各教員の専門分野ごとの問題形式の特徴を反映する方

略であると解釈できる。 
教員Bと教員Dは，【実施後の難易度調整方略】に

言及していた。ただし，いずれも【実施後の難易度の

調整方略】を肯定的に捉えた内容ではなく，〈配点・採

点基準の見直し〉等により試験実施後に得点調整を行

うと，『受験生の力を正確に把握できないのではないか』

『本当の力が測れていないのではないか』といった，

妥当性や識別力の毀損への懸念を意味するものであっ

た。 
 

3.2.3 「試験実施後の評価」のフェーズ 
実施後の得点率から見た難易度が作問時の予想に

比して当たっているか否かを振り返った〈難易度の予

想〉や，できるはずだと思って出題した問題ができて

いなかったという〈読み違い〉に関する認識を【予想

に照らした結果の捉え方】とした。教員Bや教員Dは

予想よりも実際の得点率が低くなることが多く，予想

は当たらないと述べていたのに対し，教員A・C・Fは，

これまでの経験に基づく平均点予想は当たる，と述べ

ていた。 
実施結果に対する【解釈の観点】の1つとして〈識

別力〉が見出された。ただし，『五分位図による識別の

確認を最も重視する』という教員Eのように，統計的

な観点からエビデンスに基づく評価を意図しているケ

ースから，『うまく学力のない人とある人を分けた』『差

をつける問題でないといけない』という概念的理解に

とどまるケースまで，識別力に関する認識や理解のレ

ベルには個人差が見られた。また，〈得点の散らばり〉

というカテゴリは，〈識別力〉と結び付いて解釈されて

いるものと推測される。 
教員Bは，〈誤答率・正答率・平均点〉や〈空欄の比

率〉に独自の意味付けをして，結果の解釈を行ってい

ることが示された。教員Dは，受験者全体の得点率よ

りも『合格者の平均』を重視していた。また，「作問」

のフェーズで【測定したい資質・能力】に〈思考力〉

〈幅広い視野〉を挙げていた教員 C は，「試験実施後

の評価」のフェーズで重視する観点として〈記述問題の

でき具合〉に言及していた。これは，記述問題によって

〈思考力〉や〈幅広い視野〉が測定できるという認識に

基づいているものと考えられる。国語を専門とする教員

F の【解釈の観点】としては，〈受験者のレスポンス〉

が重要な役割を果たしていることが示された。 
「試験実施後の評価」のフェーズで抽出されたカテ

ゴリの中でも，個別大学の入試問題の機能や在り方に

関する信念を反映したカテゴリをまとめて【入試観】
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注目した発話が見られた。〈入試の教育機能〉では，教

員Fは入試問題を解くことも教育の一環であるべきと

いう受験時の一時点における教育機能を指している一

方で，教員Bや教員Eの発話内容は，入試の持つ波及

効果（washback effect）（村山, 2006）を意図した概念

であり，高校教育における試験対策を是とする考え方

が示唆されている。これに対して，教員Cの〈高校教

育への思量〉と〈将来への配慮〉は，過去に遡って高

校教育の現状を把握するための一種の鏡として入試を

捉える見方と，未来へ目を向けて入学後，あるいは社
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価すべきであるという信念の両面を併せ持つ入試観を

表している。また，教員A からは，いわゆる 46 答申
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三原則」（木村・倉元, 2006）の1つである〈下級学校

への悪影響の排除〉に相当する強い思いが語られた。 
 

3.3 作題関連業務の規定要因に関する仮説モデル 
作題関連業務の3つのフェーズでは，教員の専門が

違っても共通する小カテゴリが数多く生成された一方

で，各専門分野に特有の学問観，個人の教育観等を反

映していると推察される小カテゴリも複数抽出された。

また，業務の手順に応じて，便宜的に3つのフェーズ

に分けて大カテゴリとしたが，実際にはそれぞれのフ

ェーズは有機的に関連しているものと考えられる。そ

こで，抽出されたカテゴリをもとに，各フェーズを規

定する要因を整理し，作題関連業務の背後にある認知

プロセスに関する仮説モデルを構築して図1に示した。 
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まず，面接調査に基づくカテゴリ生成の結果より，

①「作問」と②「配点・採点基準の設定と採点」，そし

て①と③「試験実施後の評価」は，単一年度のみなら

ず年度を跨いだ作題関連業務の一連のサイクルの中で

相互に関連していることが示唆された。一方で，②の

採点結果を踏まえて③の評価は行われるが，③から②

への遡及的な矢印は事後的な難易度調整を暗に意味す

るため，妥当性保証の観点からむしろ避けることが望

まれていた。 
①「作問」では，テーマ駆動型かマテリアル駆動型

かといった「作問方略」，テストの性能を評価する観点

である「項目分析・テスト理論的観点」，そして入試と

しての品質に関わる受験者の「公正性への配慮」とい

う3つの要因が重要視されていると考えられる。ここ

で，「作問方略」におけるテーマ駆動型は主に理科を専

門とする教員B・Cに見られた，まずはテーマ，すな

わち問題で取り上げる領域等の主題から決定するとい

う方略を指す。これに対して，マテリアル駆動型の典

型は，英語および国語を専門とする教員E・F によっ

て語られたような，素材文を最初に決定するという方

略を指す。この作題方略の違いには「学問分野」の影

響が大きいと推察される。数学はどちらかと言えばテ

ーマ駆動型に相当し，物理は，テーマ駆動型とマテリ

アル駆動型の双方の要素を併せ持った学問分野である

と推測される。 
作題関連業務に従事する教員には，「測定したい資

質・能力」とそれを測定し得る「回答形式」が対応し

ているという認識を持っていることが示唆された。こ

の認識は難易度や識別力に関する作問時の見通しを規

定しており，さらに②「配点・採点基準の設定と採点」

のフェーズにおいても，難易度は回答・問題形式によっ

て調整可能であり，識別力は配点によって調整可能で

あるという認知を生み出していた。 

また，作題関連業務に従事する教員は，何らかの「項

目分析・テスト理論的観点」に基づき③「試験実施後

の評価」を行っていることが示された。しかしながら，

科学的なテスト理論への理解度には個人差が大きく，

経験に基づく勘や各人の教育観に依拠した解釈も見受

けられた。さらに，難易度と識別力との混同や，識別

力と配点との関係性に関する誤謬なども散見され，作

題者の多くがテスト理論の正しい知識を有していない

ことが露呈された。 
以上より，作題関連業務に携わる教員へのFD等を

通してテスト理論の知識と方法を教授する，情報的支

援が有効である可能性が示された。また，公正性保持

のための要件となる入試ミスの防止や重複回避に関し

ては，高校教科書の範囲や用語，自大学および他大学

の過去問等をデータベースとして参照するようなチェ

ックシステムによる道具的支援が有用であろう。 
 

4 本研究の限界と今後の展望 
本研究では，面接調査に基づく質的な分析により，

作題関連業務を規定する要因を探索的に抽出し，図 1
のような認知プロセスに関する仮説を生成した。現状

では，学問分野による違いに加えて，個人のパーソナ

リティや経験に依拠した信念も一定の影響力を持つ要

因であることが示唆された。同時に，作題支援の具体

的な方策についても明確化できた。作題関連業務に従

事する教員に直接アプローチすることで，認知プロセ

スを解明する試みの有効性を示唆する結果であり，パ

イロットスタディとしての意義は大きい。 
しかしながら，調査対象者が 6 名と非常に少なく，

物理，化学，生物，数学，英語，国語の教科・科目か

ら各 1 名のみであったため，学問分野固有の特質と，

個人の特性とを区別して論じることができない点が，

本研究の限界として挙げられる。今後は，調査対象者

の人数を増やし，幅広い専門からの知見を収集するこ

とで，教科・科目特異性の高い要因，あるいは教科・

科目横断的な汎用性の高い要因を特定するなど，仮説

をさらに精緻化し，量的な分析手法の適用によって，

その仮説を検証していく予定である。これらの研究成

果の蓄積をもとに，個別大学における作題関連業務の

効率化を図るとともに，良質な入試問題の継続的作成

に資する作題支援システムの構築を目指したい。 
 

注 

1) 本稿は，令和3年度全国大学入学者選抜研究連絡協議会大会

（第16回）で発表した内容（久保, 2021）に，新たなデータ

を加えて再構成したものである。 
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スに関する仮説モデルを構築して図 1に示した。
まず，面接調査に基づくカテゴリ生成の結果より， 1○

「作問」と 2○「配点・採点基準の設定と採点」，そして
1○と 3○「試験実施後の評価」は，単一年度のみならず
年度を跨いだ作題関連業務の一連のサイクルの中で相
互に関連していることが示唆された。一方で， 2○の採
点結果を踏まえて 3○の評価は行われるが， 3○から 2○へ
の遡及的な矢印は事後的な難易度調整を暗に意味する
ため，妥当性保証の観点からむしろ避けることが望ま
れていた。

1○「作問」では，テーマ駆動型かマテリアル駆動型
かといった「作問方略」，テストの性能を評価する観点
である「項目分析・テスト理論的観点」，そして入試と
しての品質に関わる受験者の「公正性への配慮」とい
う 3つの要因が重要視されていると考えられる。ここ
で，「作問方略」におけるテーマ駆動型は主に理科を専
門とする教員 B・Cに見られた，まずはテーマ，すな
わち問題で取り上げる領域等の主題から決定するとい
う方略を指す。これに対して，マテリアル駆動型の典
型は，英語および国語を専門とする教員E・Fによって
語られたような，素材文を最初に決定するという方略
を指す。この作題方略の違いには「学問分野」の影響
が大きいと推察される。数学はどちらかと言えばテー
マ駆動型に相当し，物理は，テーマ駆動型とマテリア
ル駆動型の双方の要素を併せ持った学問分野であると
推測される。
作題関連業務に従事する教員には，「測定したい資質・
能力」とそれを測定し得る「回答形式」が対応してい
るという認識を持っていることが示唆された。この認
識は難易度や識別力に関する作問時の見通しを規定し
ており，さらに 2○「配点・採点基準の設定と採点」の
フェーズにおいても，難易度は回答・問題形式によっ

て調整可能であり，識別力は配点によって調整可能で
あるという認知を生み出していた。
また，作題関連業務に従事する教員は，何らかの「項

目分析・テスト理論的観点」に基づき 3○「試験実施後の
評価」を行っていることが示された。しかしながら，科
学的なテスト理論への理解度には個人差が大きく，経
験に基づく勘や各人の教育観に依拠した解釈も見受け
られた。さらに，難易度と識別力との混同や，識別力
と配点との関係性に関する誤謬なども散見され，作題
者の多くがテスト理論の正しい知識を有していないこ
とが露呈された。
以上より，作題関連業務に携わる教員への FD等を
通してテスト理論の知識と方法を教授する，情報的支
援が有効である可能性が示された。また，公正性保持
のための要件となる入試ミスの防止や重複回避に関し
ては，高校教科書の範囲や用語，自大学および他大学
の過去問等をデータベースとして参照するようなチェッ
クシステムによる道具的支援が有用であろう。

4 本研究の限界と今後の展望
本研究では，面接調査に基づく質的な分析により，作

題関連業務を規定する要因を探索的に抽出し，図 1の
ような認知プロセスに関する仮説を生成した。現状で
は，学問分野による違いに加えて，個人のパーソナリ
ティや経験に依拠した信念も一定の影響力を持つ要因
であることが示唆された。同時に，作題支援の具体的
な方策についても明確化できた。作題関連業務に従事
する教員に直接アプローチすることで，認知プロセス
を解明する試みの有効性を示唆する結果であり，パイ
ロットスタディとしての意義は大きい。
しかしながら，調査対象者が 6名と非常に少なく，物
理，化学，生物，数学，英語，国語の教科・科目から
各 1名のみであったため，学問分野固有の特質と，個
人の特性とを区別して論じることができない点が，本
研究の限界として挙げられる。今後は，調査対象者の
人数を増やし，幅広い専門からの知見を収集すること
で，教科・科目特異性の高い要因，あるいは教科・科目
をまたいだ汎用性の高い要因を特定するなど，仮説を
さらに精緻化し，量的な分析手法の適用によって，そ
の仮説を検証していく。これらの研究成果の蓄積をも
とに，個別大学における作題関連業務の効率化を図る
とともに，良質な入試問題の継続的作成に資する作題
支援システムの構築を目指したい。
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推測される。
作題関連業務に従事する教員には，「測定したい資質・

能力」とそれを測定し得る「回答形式」が対応してい
るという認識を持っていることが示唆された。この認
識は難易度や識別力に関する作問時の見通しを規定し
ており，さらに 2○「配点・採点基準の設定と採点」の
フェーズにおいても，難易度は回答・問題形式によっ

て調整可能であり，識別力は配点によって調整可能で
あるという認知を生み出していた。
また，作題関連業務に従事する教員は，何らかの「項

目分析・テスト理論的観点」に基づき 3○「試験実施後の
評価」を行っていることが示された。しかしながら，科
学的なテスト理論への理解度には個人差が大きく，経
験に基づく勘や各人の教育観に依拠した解釈も見受け
られた。さらに，難易度と識別力との混同や，識別力
と配点との関係性に関する誤謬なども散見され，作題
者の多くがテスト理論の正しい知識を有していないこ
とが露呈された。
以上より，作題関連業務に携わる教員への FD等を
通してテスト理論の知識と方法を教授する，情報的支
援が有効である可能性が示された。また，公正性保持
のための要件となる入試ミスの防止や重複回避に関し
ては，高校教科書の範囲や用語，自大学および他大学
の過去問等をデータベースとして参照するようなチェッ
クシステムによる道具的支援が有用であろう。

4 本研究の限界と今後の展望
本研究では，面接調査に基づく質的な分析により，作

題関連業務を規定する要因を探索的に抽出し，図 1の
ような認知プロセスに関する仮説を生成した。現状で
は，学問分野による違いに加えて，個人のパーソナリ
ティや経験に依拠した信念も一定の影響力を持つ要因
であることが示唆された。同時に，作題支援の具体的
な方策についても明確化できた。作題関連業務に従事
する教員に直接アプローチすることで，認知プロセス
を解明する試みの有効性を示唆する結果であり，パイ
ロットスタディとしての意義は大きい。
しかしながら，調査対象者が 6名と非常に少なく，物
理，化学，生物，数学，英語，国語の教科・科目から
各 1名のみであったため，学問分野固有の特質と，個
人の特性とを区別して論じることができない点が，本
研究の限界として挙げられる。今後は，調査対象者の
人数を増やし，幅広い専門からの知見を収集すること
で，教科・科目特異性の高い要因，あるいは教科・科目
をまたいだ汎用性の高い要因を特定するなど，仮説を
さらに精緻化し，量的な分析手法の適用によって，そ
の仮説を検証していく。これらの研究成果の蓄積をも
とに，個別大学における作題関連業務の効率化を図る
とともに，良質な入試問題の継続的作成に資する作題
支援システムの構築を目指したい。

7

個別入試における作題関連業務を規定する要因の探索的分析と仮説モデルの構築 
 

- 105 - 

2) 一義的に解釈できる意味内容ごとに断片化した文書の１つの

まとまりを，1 つのデータとして扱っている。1 つのデータ

は，一文の場合もあれば，複数の文から構成される場合もあ

る。 
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オンライン入試の意義と課題 
――九州工業大学における総合型選抜Ⅰの事例をもとに―― 

 
大野 真理子（京都大学大学院），花堂 奈緒子，播磨 良輔（九州工業大学） 

 
九州工業大学では，新型コロナウイルス感染症の感染拡大状況を鑑み，令和 3 年度総合型選抜Ⅰにお

いてオンライン入試を実施した。本研究では，受験者がオンライン入試をどのように捉えたかを分析す

ることを通じて，その意義と課題を明らかにするため，総合型選抜Ⅰの合格者に対し質問紙調査を行っ

た。結果，自宅や学校等で受験できたことを前向きに捉える受験者が大半を占めた。また，オンライン

接続テストの実施は，端末の操作方法等の試験当日までに想定可能な受験者の不安の軽減に一定の効果

があったことが示された。一方で，試験当日の予期せぬトラブルや不正行為をする受験者への懸念等，

事前に対処できない事象への不安が一部の受験者に残ったことも示された。 
キーワード：オンライン入試，オンラインCBT，受験環境，不正行為，受験者の不安度 

 
1 はじめに 
1.1 新型コロナウイルス感染症対策とオンライン入試 
令和3年度の大学入学者選抜では，新型コロナウイ

ルス感染症の感染拡大を防止するという観点から，徹

底した感染対策を講じた上で入学者選抜を実施するこ

とが求められた。「令和 3 年度大学入学者選抜実施要

項」（文部科学省, 2020）では，「第14 新型コロナウ

イルス感染症対策に伴う試験期日及び試験実施上の配

慮等」の項目が新たに設けられ，各大学が実施上配慮

すべき事項が明記された。特に，総合型選抜及び学校

推薦型選抜では，「ICT を活用したオンラインによる

個別面接やプレゼンテーション，大学の授業へのオン

ライン参加とレポートの作成，実技動画の提出，小論

文等や入学後の学修計画書，大学入学希望理由書等の

提出などを取り入れた選抜を行う」等の工夫が，感染

対策の一例として示された。合わせて，そのような入

学者選抜を実施する際は，「入学志願者による利用環境

の差異や技術的な不具合の発生等によって，特定の入

学志願者が不利益を被ることのないよう，代替措置な

どの配慮を行う」よう要請されている。 
上記要項において感染対策の一例として示された

ICTを活用したオンラインによる入学者選抜を，本研

究では「オンライン入試」と呼ぶことにする。令和 3
年度選抜では複数の国公私立大学において，様々に工

夫を凝らしてオンライン入試を実施した事例が報告さ

れており（大学入試のあり方に関する検討会議, 2021），
九州工業大学の総合型選抜Ⅰもそのひとつである。 
 
1.2 本研究の目的 
 九州工業大学の総合型選抜Ⅰは，制度設計時点では

オンラインでの実施を想定して設計された選抜ではな

く，後述するように新型コロナウイルス感染症への緊

急対応として急遽オンライン実施へ切り替えたもので

ある。そのため，選抜方法の一部がオンラインで実施

可能なものに限定されるなど，当初の制度設計からの

変更を余儀なくされた部分はあったものの，総合型選

抜Ⅰで求める学生を選抜するための観点は維持できた

ものと考えている 1)。オンライン入試への移行にあた

り，実施運用等については複数回にわたる学内での協

議を重ねて決定し，実施後のフィードバックも行って

きた。同様にオンライン入試を行った大学からの事例

報告では実施準備等の運用面での内容，つまり大学側

の視点からの報告が大半を占める（例えば，立脇, 
2021）。一方で，受験者がオンライン入試という新た

な取組みをどのように捉えたかという，受験者視点か

らの評価は十分になされているとは言い難い。 
そこで本研究では，オンライン入試に対する受験者

心理に着目することで，オンライン入試の意義ならび

に課題を明らかにすることを目的とする。以下，総合

型選抜Ⅰのオンライン入試の概要について紹介した後，

具体的な研究方法について説明する。 
 
2 九州工業大学の総合型選抜Ⅰについて 
2.1 オンライン入試への全面移行の経緯 
 九州工業大学では，令和3年度入学者選抜より，新

しいことを学ぼうとする力や書き出す力を活かす入試

として，大学入学共通テストを利用しない総合型選抜

Ⅰを導入した。総合型選抜Ⅰは2段階選抜方式で，い

ずれの段階においても，課題をその場で提示し，所定

の時間で解答する選抜方法を含むため，対面で実施す
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る場合，受験者は2回来場する必要がある 2)。 
令和2年度当初は，新型コロナウイルス感染症が収

束し対面での試験が実施できることを期待していたが，

8 月の時点で，試験会場となるエリアでの収束の見込

みは立っておらず，特に高齢化が進むエリアが多い九

州では，県外移動者の感染に対する強い危機感が持た

れる状況であった。そのため，受験者の来場が困難に

なる状況や，来場後に受験者家族等への影響が生じる

可能性も考慮し，受験者の安全確保ならびに受験機会

を担保するという観点から，9 月 2 日に実施方法を対

面からオンラインへと全面移行することを公表した

（図1）。 
 

 
図1 スケジュール・試験会場に関する変更点 

 
 なお，オンライン入試の受験に必要な端末やネット

ワーク，受験会場の確保等が困難な受験者に対しては，

九州工業大学戸畑キャンパスへの来学による受験許可

や機器等の貸出しを行うことで，受験機会が損なわれ

ることがないよう配慮・措置を講じた。ただし，来学

受験の場合には，オンラインでの受験者との公平性を

期すため，本学が貸与する端末とネットワークを通じ

ての会場内オンライン受験を原則とし，対面による受

験は認めないこととした。 
 
2.2 選抜方法の概要とオンラインによる実施方法 
2.2.1 第1段階選抜 
 第1段階選抜は，レポート及び課題解決型記述問題

により構成される（図2）。レポートでは，3つの分野

（数学，科学，工学）の講義（各 20 分）を受講し，

講義ごとに重要だと考えたキーワードを受験者が選び，

簡単な解説をそれぞれ 5 分で記述する。その後，3 つ

のうち1つの講義を選び，その内容を要約するととも

に，受講を通じて感じた入学までの学びの必要性につ

いて考察し，30分でレポートにまとめる。レポート全

体を通しての試験時間は105分である。課題解決型記

述問題では，小中学校・高等学校で学んだ算数・数学

及び理科の内容をもとにした2つの問題の中から1つ

を選択し，図表などを用いて60分で解答する。 
 

 
図2 選抜方法に関する変更点（第1段階選抜） 

 
第 1 段階選抜では，オンラインツールとして Zoom

を用いた。受験者には，パソコン，タブレット，スマ

ートフォンのいずれかの端末1台を用意することを求

めた。受験者は，受験票に記載されたミーティング ID
とパスコードを入力してミーティングルームにアクセ

スし，監督者は，Zoom の画面共有機能により講義動

画や課題解決型記述問題の配信を行う。また，解答中

は監督者がカメラを通じて受験者をモニタリングする

とともに録画を行い，ネットワークや機器のトラブル，

不正行為の防止等に適宜対応した 3)。 
 
2.2.2 第2段階選抜 
第2段階選抜は，第1段階選抜の合格者を対象に行

い，学びの計画書，適性検査（数学，理科，英語分野），

個人面接により構成される（図3）4)。学びの計画書は

事前提出課題であり 5)，大学入学後にどのようなこと

を学びたいかについて記述する。適性検査では，CBT
（Computer Based Testing）方式による選択式問題を

オンラインで出題し，数学・理科はあわせて 100 分，

英語は 30 分で解答する。個人面接では，第 1 段階選

抜のレポートならびに課題解決型記述問題の解答，学

びの計画書，適性検査（数学，理科）及び調査書等を

参考に，受験者と複数名の本学教員との質疑応答を10
〜20分で行う。 
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図3 選抜方法に関する変更点（第2段階選抜） 

 
 第2段階選抜でも，第1段階選抜と同様にモニタリ

ングのオンラインツールとしてZoomを用いた。これ

に加え適性検査の出題では，CBT プラットフォーム

TAO 6)を用いた。受験者は Zoom を起動した状態で，

インターネットブラウザ上で TAO にアクセスする必

要があるため，タブレット，スマートフォンでの受験

者は，Zoom 起動用の端末とインターネットブラウザ

へのアクセス用の端末として，いずれかの機器2台を

組み合わせて受験することを求めた 7)。 
 
2.2.3 オンライン接続テストの実施 
受験者側のインターネット環境や受験会場を確認し，

実施方法に関する疑問を解消することで試験当日のト

ラブルを可能な限り回避し，円滑に試験を実施するこ

とを目的として，第1段階選抜実施前に，来学受験を

希望した者を除くすべての受験者を対象に，大学担当

者と受験者とが試験当日と同じ環境下で双方向のやり

取りを行う「オンライン接続テスト」を実施した 8)。 
受験者には，試験当日に受験する予定の会場から，

オンライン接続テスト用のZoomミーティングルーム

へのアクセスを求めた（図4）9)。まず，カメラ，マイ

クによる画像や音声のクリアさ，受験会場の様子を確

認した。その後，試験当日に使用するZoomの機能と

して，画面共有によるサンプル画像や動画の見え方，

チャット機能の使い方等を確認し，質疑応答の時間を

設けた。接続テストにより，インターネット接続状況

が不安定で受験に支障が生じる可能性が考えられた場

合は，来学受験への変更や機器の貸し出しを提案した。 

 
図4 令和3年度オンライン受験マニュアル（抜粋） 

 
 なお，第1段階選抜の受験者数は196名であり，合

格者数は88名であった。第1段階選抜の合格発表後，

88名全員に対し，第2段階選抜で用いるCBTプラッ

トフォーム TAO へのアクセス方法を通知して所定の

期日までにサンプル問題への解答を終えるよう求め，

TAO の操作方法を事前に確認するための機会を設け

た（図5）。第2段階選抜の受験者数は88名であり，

総合型選抜Ⅰの最終合格者数は41名であった。 
 

 
図5 適性検査CBTの受験操作手順について（抜粋） 
 
3 方法 
3.1 調査対象・時期・手続き 
 総合型選抜Ⅰの合格者 41 名を対象に，質問紙調査

を行った。令和 3 年 2 月 3 日〜14 日の回答期間で，

調査回答用のウェブサイトからの回答をメールで依頼

した。なお，実施にあたっては，個々の回答は統計分

析のみに使用し，取得した個人情報は適正に取り扱う

こと，個人が特定されない形で研究発表等に用いる場

合があること，回答の内容は入学後の成績等にはいっ
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さい影響しないことを明示し，倫理的配慮を行った。 
 
3.2 調査項目 
3.2.1 ICT端末を用いた作業経験の有無 

総合型選抜Ⅰ「出願前」に，パソコン，タブレット，

スマートフォンを用いた作業経験があったかどうかに

ついて，作業ごとに，「(1) あった」，「(2) なかった」

の二件法で回答してもらった。作業経験の選択肢は，

「(1) インターネットブラウザで情報検索をしたこと

がある」，「(2) メールのやりとりをしたことがある

（LINE等のSNSは含まない）」，「(3) Zoomなどのオ

ンライン会議システムを使ったことがある」，「(4) 
Word などのワープロソフトで文書を作ったことがあ

る」，「(5) PowerPointなどのプレゼンテーションソフ

トで資料を作ったことがある」の5つを設けた。 
 

3.2.2 オンライン入試に対する不安度 
オンライン接続テスト「実施前」及び「実施後」の

それぞれの時点におけるオンライン入試に対する不安

度について，当時を振り返った上で，「(1) 不安だった」，

「(2) やや不安だった」，「(3) あまり不安はなかった」，

「(4) 不安はなかった」の四件法で回答してもらった。

さらに，オンライン接続テスト「実施前」に抱えてい

た不安ならびに，オンライン接続テスト「実施後」に

残った不安については，自由記述で回答してもらった。 
 
3.2.3 受験時のトラブルや困ったことの有無 
 受験時にトラブルや困ったことがあったかどうかに

ついて，選抜方法ごとに，「(1) あった」，「(2) なかっ

た」の二件法で回答してもらった。さらに，「(1) あっ

た」を選択した者に対し，トラブルの内容について自

由記述で回答してもらった。選抜方法は，「(1) レポー

トの動画視聴時」，「(2) レポートの解答時」，「(3) 課題

解決型記述問題の解答時」，「(4) 適性検査の解答時」，

「(5) 個人面接の待機中」，「(6) 個人面接の面接中」の

6時点に分類した。 
 
3.2.4 オンライン入試のよかった点と要改善点 
 オンライン入試を受験してよかったと感じたことと

改善する必要があると感じたことについて，それぞれ

自由記述で回答してもらった。 
 
4 結果と考察 
4.1 回答者の概要 

37名から回答があり，有効回答率は90.2%であった。

回答者が第 1 段階選抜を受験した場所は，自宅が 23
名（62.1%），在学中の学校が 9 名（24.3%），九州工

業大学戸畑キャンパス（来学受験）が 5 名（13.5%）

であった。分析にはSPSS 27を用いた。 
なお 3.1 で示したように，本調査の対象は合格者で

ある。よって，選抜効果の影響により統計量に歪みが

生じている可能性があるため，得られたデータの解釈

には慎重になる必要がある。 
 
4.2 ICT端末を用いた作業経験の有無 

ICT端末を用いた作業経験を有すると回答した者の

数と割合について，表1にまとめた。端末の種類にか

かわらず，ほぼすべての受験者がインターネットブラ

ウザでの情報検索を経験していた。また，メールの送

受信，ワープロソフトやプレゼンテーションソフトで

の資料作成についても，7〜9割弱の受験者がいずれか

の端末で作業経験があると回答した 10)。一方，Zoom
などのオンライン会議システムを使用したことのある

受験者の割合は，もっとも使用率の高いスマートフォ

ンでも6割程度と他の作業内容に比べて低くなってお

り，オンライン入試の受験のために初めてZoomを使

用した受験者が少なくなかったことが示された。 
 
4.3 オンライン入試に対する不安度 
来学して受験した 5 名を除く 32 名を対象に，オン

ライン接続テスト「実施前」と「実施後」の2時点に

おけるオンライン入試に対する不安度について尋ねた。

その平均値の差を，対応あり t 検定で検討した結果を

表2に示した。t (31) = 3.96，p < .001，95% CI [0.32，
0.99]で有意差があり，「実施前」に比べて「実施後」

のほうが，不安度が有意に減少していることがわかっ

た。また，Hedgesの効果量(g)を算出した結果，g = 0.69
となり，中から大の効果がみられた 11)。 

 
表1 ICT端末を用いた作業経験の有無 

パソコン 35 ( 94.6% ) 12 ( 32.4% ) 16 ( 43.2% ) 33 ( 89.2% ) 33 ( 89.2% )

タブレット 34 ( 91.9% ) 12 ( 32.4% ) 16 ( 43.2% ) 5 ( 13.5% ) 4 ( 10.8% )

スマートフォン 37 ( 100.0% ) 28 ( 75.7% ) 22 ( 59.5% ) 5 ( 13.5% ) 2 ( 5.4% )

(5) PowerPoint

経験あり

(1) インターネット (2) メール (3) Zoom (4) Word

n（選択率） n（選択率） n（選択率） n（選択率） n（選択率）
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オンライン接続テスト「実施前」に抱えていた不安

の内容については，22件の自由記述があった。項目別

にまとめると，端末操作やインターネット接続トラブ

ルへの不安等の「接続や端末操作に関すること」が15
件ともっとも多かった。続いて，不正行為をする受験

者に対する不安等の「不正行為に関すること」が5件，

「その他」が2件であった。さらに，オンライン接続

テスト「実施後」に残った不安の内容については，15
件の自由記述があった。項目別にまとめると，「実施前」

の不安とほぼ同様に分類することができ，「接続や端末

操作に関すること」が9件ともっとも多かった。続い

て，「不正行為に関すること」が 3 件，「その他」が 3
件であった。 
オンライン接続テストの実施が受験者の不安の軽減

に一定の効果を示した点については，4.2 で明らかに

なったように，Zoom の操作に慣れていない受験者が

少なくなかったことが影響していると考えられる。オ

ンライン接続テストに参加することにより，実際に

Zoom に接続しながら試験当日の操作方法や実施の流

れを体験でき，また不明点を担当者に直接質問するこ

とができたことにより，事前に想定できる不安を試験

当日までに和らげることができたものとみられる。一

方で，オンライン接続テスト「実施後」に残った不安

の内容に目を向けると，試験当日の予期せぬトラブル

の発生や，不正行為をする受験者の存在への懸念など，

オンライン接続テストによる体験だけでは払拭しきれ

ない，その発生も含めて事前に対処できない事象への

不安が一部の受験者の中に残り続けたことが窺える。 
これらの受験者の不安に対し，大学側では，試験中

のトラブル発生時に受験者がとるべき行動として，チ

ャットによる連絡や緊急連絡用の携帯電話による電話

連絡などの方法を明記し，受験者側に伝えるといった

対応を取った。不正行為についても，どのような行為

がそれに該当するのかを明記し，試験開始前に受験会

場に受験者以外の者がいないことや，カンニングにつ

ながるメモ等の有無をカメラ越しに確認し，試験中に

録画を行うといった具体的な対応内容を示すことで対

応した。大学や個々の受験者だけでは制御できない事

象への不安を解消することは非常に難しいとはいえ，

受験者が安心して受験できる環境を整えるためには，

対面実施と同一レベルとまでは難しいとしても，実施

方法等の検討の余地はまだ残されていると言えるだろ

う。 
 
4.4 受験時のトラブルや困ったことの有無 
受験時のトラブルや困ったことの有無について選抜

方法別にまとめたところ，トラブル等があったと回答

した受験者数は，第1段階選抜では，レポートの動画

視聴時に4名，レポートの解答時に1名，課題解決型

記述問題の解答時に2名であった。具体的なトラブル

の内容としては，動画の途切れや端末のバッテリー減

少といった，受験者側のインターネット接続環境や端

末に起因するものが挙げられた12)。第2段階選抜では，

適性検査の解答時に12名，個人面接の待機中に1名，

個人面接の面接中に2名が，トラブル等があったと回

答し，具体的なトラブルの内容としては，受験者側の

システム利用手順の不備，インターネット接続環境や

端末に起因するものが挙げられた。第1段階選抜で発

生したトラブル同様，第2段階選抜におけるトラブル

も，大学側が受験者の状況を把握し， フォローするこ

とが難しいものであった。 
なお，適性検査において他の選抜方法よりも多くの

トラブルが発生したのは，CBT プラットフォーム

TAO の操作に不慣れな部分が残っていた可能性が推

測される。適性検査は他の選抜方法と異なり，Zoom
の接続に加え，インターネットブラウザを開いて所定

のウェブサイトにアクセスし，ログインするという複

数のプロセスを踏む必要がある。2.2.3でも示したよう

に第1段階選抜の合格者に対しては，第2段階選抜ま

でに，試験当日と全く同じ手順で TAO のテストサイ

トにログインし，サンプル問題に解答することを求め，

約9割の受験者が解答していた。しかし，試験当日は

緊張や焦りからか，操作上での不備によってサイトへ

のアクセスやログインができないという状況が複数名

の受験者において発生した。このようなトラブルが発

生した受験者に対しては，緊急連絡用の携帯電話に大

学から直接連絡し，予備のミーティングルームへの移

動を指示した上で，個別に操作方法を案内する等の対 
 

表2 接続テスト「実施前」と「実施後」のオンライン入試に対する不安度 

平均値 標準偏差 平均値の差[95%CI] 効果量(g )[95%CI]

接続テスト実施前 2.88 1.01

接続テスト実施後 2.22 0.87

t (df = 31)

3.96 ** 0.66 [0.32, 0.99] 0.69 [0.29, 1.08]

 
注）*** p < .001 

***
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応を行った。また，試験開始時刻の繰下げにより正規

の試験時間を確保した。今後の大学側の対応として，

CBT の操作についてもオンライン接続テストでの確

認事項に加えるなどして，受験者と双方で実施手順を

確認し，当日のトラブルを未然に防ぐ方法を講じる必

要があろう。 
 
4.5 オンライン入試のよかった点と要改善点 
 オンライン入試を受験してよかったと感じたことに

ついては，36件の自由記述があった。項目別にまとめ

ると，自宅等の慣れた場所で受験することができ緊張

せずに済んだ，会場に行くための時間や交通費等がか

からなかった等の「受験場所・受験環境に関すること」

が 26 件ともっとも多かった。続いて，オンライン入

試という新しい方法を体験できたことが良い経験にな

った等の「オンラインという実施方法に関すること」

が5件，感染リスクが減少して安心できた等の「新型

コロナウイルス感染症に関すること」が 3 件，「その

他」が2件であった。 
 このうち，「受験場所・受験環境に関すること」の中

には「新型コロナウイルス感染症に関すること」につ

いて言及するものも含まれていたが，前者への言及が

主である記述は「受験場所・受験環境に関すること」

として集計している。オンライン入試は，特定の会場

に受験者が一斉に集まって試験を受ける必要がないと

いう新しい入学者選抜の実施のあり方を提示した。こ

のことを受験者の大半が良い点として捉えたことは，

オンライン入試の意義を考える上で重要であると言え

るだろう。 
 一方，オンライン入試で改善を要すると感じたこと

については，22件の自由記述があった。項目別にまと

めると，待機時間が長すぎる等の「待機時間に関する

こと」が9件ともっとも多かった。これは，個人面接

の待機時間といった特定の選抜方法に限らず，第1段

階選抜及び第2段階選抜におけるあらゆる選抜方法に

関して言及があった。続いて，Zoom の接続方法やイ

ンターネット環境への不安等の「接続や端末操作に関

すること」が5件，不正防止へのさらなる取組みを求

める等の「不正行為に関すること」が3件，接続エラ

ーの減少を求める等の「CBT（適性検査）のシステム

に関すること」が3件，直接問題冊子に書き込んで解

答したい等の「CBT（適性検査）の解答方法に関する

こと」が2件であった。 
このうち，「待機時間に関すること」及び「CBT（適

性検査）の解答方法に関すること」については，対面

実施であったとしてもほぼ同様の実施スケジュールで

あり，かつ問題冊子を配付しない実施方法であったこ

とから，オンライン入試に固有の課題とまでは言えな

い。待機時間に関しては，オンライン入試だからこそ

より慎重な本人確認が求められ，すべての選抜方法に

おいて集合時刻から試験開始までに十分な時間を設け

る必要があった。しかし，受験者側からすれば，オン

ライン入試の利点を活かし，対面実施ほど待機時間は

長くないのではないかという期待があったものと思わ

れる。大学側としても，特に個人面接では，可能な限

り受験者の待機時間を短縮できるようスケジュールを

調整したが，マンパワーの関係上，すべての受験者が

集合後すぐに受験できる環境を用意することはできな

かった。それゆえ，待機時間が課題と認識された可能

性がある。また，「不正行為に関すること」や「接続や

端末操作に関すること」については，オンライン接続

テスト「実施後」に残った不安にも類似の内容が記述

されていることからも，今後のオンライン入試のあり

方を検討する上で，受験者の公平・公正感を損ねない

ような実施方法の構築は強く求められていく部分であ

る。 
 
5 おわりに 
5.1 オンライン入試の意義 
 新型コロナウイルス感染症という思わぬ脅威が原動

力となった本学におけるオンライン入試の実施経験を

通して，考えられるその意義をまとめると次のように

なる。 
受験者にとっては，当然ながら受験のための「身体

の移動」という制約を外せることである。このことは，

感染症と共に生きていく時代の入学者選抜において受

験機会の確保の点だけでなく，特に遠隔地の居住者に

おいては受験するための経済的な負担が軽減され，真

に希望する大学の選抜にトライしやすくなることを意

味する。このことは，受験者自身の強い志望に基づく

特別選抜においては，特に大きなメリットとなろう。

大学が用意する所定の会場に行かずに受験するという

ことが受験者に好意的にとらえられるならば，オンラ

イン入試は大学側にとっても，より広い地域から志望

度の高い受験者を得られることで多様な背景を持つ人

材の受け入れにもつながり，それが学外試験場を設置

せずとも達成できるという点はコスト面も含めて大き

なメリットとなる。 
また，実施においても大学担当者の感染リスクを低

減できるという点で試験監督や面接評価者を手配する

上で有用であろう。総合型選抜Ⅰは，選抜実施時期が

授業開始時期と重なっているため，面接を行う選抜に
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ついて年度当初より学内から感染に対する不安の声も

聞かれていたが，オンライン実施としたことによって

解消され，面接評価者の手配ならびに教育への影響も

抑えることができた。 
 ただし，オンライン入試への移行が可能であった背

景としては，九州工業大学が理工系大学であり教職員

の多くが ICT ツールへの親和性が高かったという点

は言及しておきたい。総合型選抜Ⅰの適性検査は従前

より CBT での実施に向けた準備をしており，問題や

端末が整っていたこともあって，短期間の準備によっ

て移行が可能になった。また，感染拡大が始まった令

和2年度末よりオンラインによる入試説明会や受験相

談会を複数回行ってきた経験があり，Zoom や端末の

操作マニュアル等の整備を含めて教職員への訓練が十

分に行えていた。そのため，比較的容易にオンライン

実施への移行ができたとはいえ，その段階に至るまで

に相当の準備が必要であることは言うまでもない。オ

ンライン入試を推進していくためには，大学側でも

ICTの利活用に関する教職員スキルの向上に努めてい

く必要もあるだろう。 
 
5.2 オンライン入試の課題 
 一方で，オンライン入試には課題もある。第一に，

インターネット接続環境というインフラの問題である。

受験者及び大学双方に安定的なインターネット接続環

境が無ければ，実施は困難となる。第二には，選抜方

法が制約を受けるという点である。一般選抜の個別学

力検査における筆記試験のように対面式で厳密な公平

性が求められる選抜方法をオンラインで実施すること

は，受験者側から見た不安要素の払拭が非常に困難で

あり，オンライン入試には適していない。そのため，

従来とは異なる考え方で「知識・技能」を問えるよう

な試験内容・方法を開発することが必要になるだろう。

また，受験者同士での密な会話等をもとにするグルー

プワークのような評価手法も，実施方法とともに評価

側の評価技能の習熟が必要であることから，オンライ

ンへの移行は容易ではない。筆者らもグループワーク

の実施検討は行ったものの，令和3年度選抜では最終

的に実施を見送った。 
選抜方法に制約を受ける中であっても，工夫するこ

とでまだまだオンライン入試の可能性は広がる余地が

あるだろう。受験者が安心して受験し，自らの実力を

出し切ったと感じられるような評価方法の構築が，大

学側には今後も求められる。 
 

5.3 オンライン入試の展望 
 このようにオンライン入試は，一定の意義が見いだ

される一方で課題も多く残されており，発展途上の実

施方法であることは否めない。しかし，この取組みを

新型コロナウイルス感染症対策としての暫定的な措置

としてみなすのではなく，今後の入学者選抜の実施方

法のあり方を検討する上での「はじめの一歩」と捉え

ることが重要であると筆者らは考える。川嶋（2012）
が指摘するように，平成 23 年に発生した東日本大震

災は，受験者が同一箇所に集まって受験するという現

行の大学入学者選抜のあり方の限界を示す出来事であ

った。新型コロナウイルス感染症という事象も，同様

の限界をふたたび関係者に想起させたことは明らかで

ある。選抜方法によっては，オンライン入試に向き不

向きがあることは上述のとおりだが，オンライン入試

だからこそできることもあるはずである。その特性を

活かした制度設計・実施方法の検討が今後も継続的に

なされていくことに期待したい。 
 
5.4 本研究の限界と今後の課題 
 本研究は九州工業大学における総合型選抜Ⅰの合格

者のみを調査対象としており，またサンプル数も限ら

れているため，結果の一般化可能性については限界が

ある。総合型選抜Ⅰの全志願者を対象に同調査を行っ

た場合や，オンライン入試を実施した他の入試区分で

も同様の結果が得られるかどうかについては，結果の

解釈に慎重になる必要がある。 
 九州工業大学では今回のオンライン入試の成果を活

かし，令和4年度入学者選抜より，国際バカロレア選

抜の面接実施方法についてオンライン入試を標準とす

ることを決定している。このことからも今後は，受験

者が志願する段階からオンライン入試への不安等を調

査し，可能な限りそれらを払拭することができるよう，

本調査の対象範囲を広げていくことが求められるだろ

う。 
 
注 
1）もっとも，オンライン入試により一部の選抜方法が代替され

た入学者と，当初の制度設計に基づく選抜方法による入学者

とで，入学後のパフォーマンスに違いがないか等，追跡調査

による継続的なフォローは求められる。 
2）対面実施の場合，第1段階選抜では，九州工業大学戸畑キャ

ンパス（福岡）以外に，東京・大阪にも会場を設置する予定

であった（第2段階選抜の会場は戸畑キャンパスのみ）。 
3）このような受験者の動向確認を可能にするため，大学側であ

らかじめ受験者を複数のグループに分け，グループごとにミ
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ーティングルームを用意した。その上で，対応するグループ

のミーティング IDとパスコードを受験票に記載した。 
4）第2段階選抜にはグループワークも含まれていたが，「令和3
年度大学入学者選抜に係る新型コロナウイルス感染症に対応

した試験実施のガイドライン」（大学入学者選抜方法の改善に

関する協議, 2020）に沿った実施が困難であると判断したため，

令和3年度入学者選抜では実施しないこととした。代わりに，

グループワークにおける評価項目・観点を他の選抜方法に加

えることで，アドミッション・ポリシーに沿った選抜が可能

となるよう工夫した。 
5）制度設計時は，試験当日に課題を見て，30分で解答する方式

を採用していたが，オンライン入試への移行に伴い，事前提

出課題へと実施方法を変更した。解答時間の制限は外した。 
6）Open Assessment Technologies S.A.社が提供するeラーニ

ングにおけるテスト・ドリルの国際的標準規格である QTI／
LTI に完全準拠した Web ベースの CBT（Computer Based 
Testing）プラットフォームを指す（Infosign, 2021）。なおTAO
には，受験者の解答進捗状況をモニタリングするプロクタリ

ング機能があるが，本学では利用しなかった。代わりに，定

期的に手動でResultメニューから稼働状況を確認した。 
7）タブレット，スマートフォンの場合，Zoom 起動中にインタ

ーネットブラウザ等の他のアプリケーションを起動すると，

Zoomのカメラが一時的に停止されてしまうため，受験者側の

モニタリングができなくなることから，2台体制とした。パソ

コンによる受験者は，第1段階選抜同様1台で可とした。 
8）来学受験者に対しては，大学側で設定を済ませた端末を配付

するなど複雑な操作が不要な状態で受験できるようにしたた

め，接続テストへの参加は不要とした。なお，試験の実施方

法等に関する疑問がある場合は，電話やメールで随時問合せ

を受け付け，接続テストへの不参加による不利益が生じない

ようにした。 
9）Zoom ミーティングルームへのアクセス方法等については，

オンライン受験マニュアル等を通じ，事前に受験者が準備で

きるように資料を用意した。 
10）ただし，回答者のうち 3 名は，タブレットを用いた作業経

験がないと回答した。 
11）ただし，本設問は合格が決まった後に当時の状況を振り返

って回答してもらう回顧調査のため，回答時点の状況が統計

量に影響を与えている可能性がある点に留意する必要がある。 
12）講義動画の配信にあたって大学側では，帯域幅が十分であ

ることをネットワーク担当等に事前に確認している。その上

で，配信用パソコンの有線接続が可能な講義室（端末用講義

室）で有線接続により実施するなどの対策を行った。 
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国立大学における新型コロナウイルス感染症の対応について 
――2021年度私費外国人留学生選抜（4 月入学）を中心に――  

 
翁 文静，立脇 洋介（九州大学）1) 

 
私費外国人留学生選抜（4 月入学）は基礎学力や語学力に加え，対面での面接や学力試験が課され，

「出願と受験のハードル」が高いと言われている。このような状況の下，2019 年に発生した新型コロ

ナウイルス感染症により，基礎学力や語学力を測る試験が中止，変更され，また国境を超えた移動も

制限された。本稿では，国立大学の私費外国人留学生選抜（4月入学）におけるCOVID-19への対応実

態を明らかにし，「出願と受験のハードル」の変化の有無について考察した。その結果，多くの国立大

学が 2020 年度と同じように 2021 年度の私費外国人留学生選抜を実施していたことがわかった。志願

者・受験者から見て，事実上，「出願と受験のハードル」が上がったことが推察される。 
キーワード：私費外国人留学生選抜，COVID-19，国立大学，募集要項 

 
1 はじめに 

2019 年末から，新型コロナウイルス感染症（以下

COVID-19 という）が世界を騒がし，社会の様々な

局面で甚大な被害をもたらした。COVID-19 は 2021
年度の大学入学者選抜にも大きな影響を与えた。各大

学における日本人学生を対象とする一般選抜，総合型

選抜，学校推薦型選抜では，追試験やオンライン試験

など，選抜方法を一部変更して実施された。しかし，

それ以上に, COVID-19 の影響を受けたのは外国人留

学生たちであった。海外からの入国が制限されるなか

で，受験すら困難な留学生もいた。以下では，留学生

の数のもっとも多い私費外国人留学生選抜（4 月入学）

を取り上げ，その現状と課題及び COVID-19 のもた

らす影響について確認する。 
独立行政法人日本学生支援機構（2021a）による

と，日本の大学などに正規生として入学するためには，

以下の7つのステップがある。①情報収集，②学校選

択，③（基礎学力と語学を測る大規模）テストをうけ

る，④出願，⑤（面接, 筆記試験など各大学が課す試

験を）受験，⑥入学手続き，⑦渡航準備である。これ

らのうち，③と⑤からは，日本における外国人留学生

の選抜方法が，基礎学力と語学を測る大規模な試験

（各大学の1次選抜の審査資料となる）および，各大

学で実施される独自の試験（2 次選抜）から構成され

ることを示している。 
まず，日本留学に利用されている各種の大規模な試

験について，独立行政法人日本学生支援機構（n.d.）
が以下の 4 種類をあげている。①日本留学試験

（Examination for Japanese University Admission 
for International Students，以下EJUという)2），②

日本語能力試験，③大学入試センター試験（現大学入

学共通テスト），④その他の試験（英語能力試験と海

外の中等教育修了の学力を証明するものなど）である。

多くの大学は，これらの試験のいずれかの一つのみを

利用しているのではなく，組み合わせて課している。

例えば， 西原（2011）は，日本の大学が留学生に期

待する言語能力は英語と日本語の両方であると指摘し

ている。つまり，二つの言語のいずれかが選ばれると

いう訳ではなく，日本の大学のグローバル化を目指す

目的で英語を重視する路線に組み込まれた留学生には，

二つの言語で高等教育を受けることが要求される。そ

のため，留学生受け入れを決定する際には，TOEFL，
あるいは IELTS のような英語能力テストと，日本語

試験と基礎学力試験によって構成されている EJU を

同時に参考とすることになる。また，翁・立脇

（2021）は，各国立大学が公開した2020年度の私費

外国人留学生選抜（4 月入学）の募集要項を調べた結

果，ほとんどの募集単位で EJU が利用されており，

また，英語能力試験のスコアの提出を求める募集単位

も半数ほどを占めることを報告している。 
次に，各大学で実施される2次選抜に関して，文部

科学省（2018）は，「諸外国の大学では留学先に渡航

することなく，現地で入学許可を出す渡日前入学許可

が一般的であるが，日本の大学では，渡航を必要とし，

対面による面接審査や筆記審査により入学許可を出す

のが一般的である」と指摘している。また，太田

（2008）は，日本における留学生の入学選考を入試

（各大学で実施される外国人留学生入試を指す）偏重

であり，「入試が課せられる限り，志願者は来日しな

ければならず，その負担は大きい」と述べている。
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翁・立脇（2021）は，各国立大学の行った2020年度

選抜を調べた結果，独自の選考方法として，面接，小

論文，学力試験があり，9 割ほどの募集単位で対面に

よる面接が課されていたことなどを明らかにした。 
以上のように，日本の大学，特に国立大学では留学

生を選考する際に，志願者の基礎学力や語学力を判断

するため，1 次選抜の審査資料として EJU と英語能

力試験を利用していることが多く，加えて2次選抜で

は対面による面接や学力試験などの試験も課している。

こうした現行の私費外国人留学生選抜は，書類審査を

主体とする欧米の入学審査に比べて，志願者に経済的，

精神的，時間的に余分な負担を強いることだけではな

く，入学前にこれだけの高いハードルを課すことは，

留学先としての日本の魅力を低下させ，優秀な学生を

獲得することが困難である（太田, 2015; 太田, 2008; 
芦沢, 2012）。 
なお，先行研究（太田, 2015; 芦沢, 2012）の用法

に従い，本稿では，私費外国人留学生選抜の志願者・

受験者にとっての出願と受験のしにくさを「出願と受

験のハードル」と表記する。 
  
2 COVID-19の影響による大規模な試験の変更 

先述の通り，私費外国人留学生選抜（4 月入学）

は，EJU と英語能力試験の成績を利用する 1 次選抜

と対面による面接，小論文，学力試験といった2次選

抜によって構成されている。両者ともに COVID-19
によって影響を受けている。1 次選抜においては，基

礎学力と語学力を測る大規模な試験（EJU，英語能

力試験を含む）が中止・変更となり，一方，2 次選抜

においては，国境を超えた移動が厳しく制限され，対

面式の面接が困難となった。 
ここでは，EJU 及び英語能力試験の中で多くの大

学が利用している TOEFL（Test of English as a F
oreign Language），TOEIC（Test of English for I
nternational Communication），IELTS（Internatio
nal English Language Testing System）の概要及

びCOVID-19による変更をまとめる。 
 

2.1 EJUの概要とCOVID-19による変更 
EJU とは，独立行政法人日本学生支援機構が日本

の大学等に入学を希望する外国人留学生を対象に実施

している試験である。2022 年度（令和 4 年度）に実

施された EJU の出題科目は，日本語，理科（物理・

化学・生物），総合科目及び数学（コース 1 とコース

2）であり，出題言語は日本語と英語があり，出願時

に選択できる。試験は通常年 2 回の 6 月と 11 月に，

日本国内および国外で実施され，7 月または 12 月下

旬に試験の成績が通知される（独立行政法人日本学生

支援機構, 2021b）。 
COVID-19 による EJU の主な変更は，2020 年に

実施予定だった第 1 回 EJU の中止と追試験である。

独立行政法人日本学生支援機構は，2020年5月13日
に「2020 年度日本留学試験（第 1 回）実施の中止に

ついて」を公表した（独立行政法人日本学生支援機構, 
2020a）。2020 年の第 1 回EJU は中止となったが，

第 2 回 EJU は予定通り，11 月 8 日に国内外（スリ

ランカ，フィリピンを除く）において実施された。

また，COVID-19 等により 11 月 8 日の第 2 回 EJU
を受験できなかった応募者を対象に，11月 24日に追

試験（日本国内のみ）が行われた（独立行政法人日本

学生支援機構, 2020b）。 
 

2.2 TOEFLの概要とCOVID-19による変更 
TOEFL は，1964 年に米国非営利教育団体 ETS

（Educational Testing Service）が英語を母語としな

い人々を対象に開発した世界基準の英語能力測定試験

である。2021年11月時点では，日本において，ETS 
Japan 合同会社が TOEFL を運営しているが，2021
年6月までは，一般財団法人CIEE国際教育交換協議

会 (Council on International Educational Exchange）
が運営事務局として事業を展開していた（ETS 
Japan, 2021a）。TOEFL テストはペーパー版の

TOEFL PBTテスト（1964〜2017），コンピュータ版

のTOEFL CBTテスト（1998〜2006）を経て，現在

多くの国でインターネット版のTOEFL iBTテストが

実施されている（ETS Japan, 2021b）。 
COVID-19によるTOEFLの変更は主に，各国にお

ける試験の中止と，TOEFL iBT の自宅受験 TOEFL 
iBT Special Home Edition（現Home Edition）の実

施である。例えば，ETS は 2020 年 3 月 23 日に

TOEFL iBT Special Home Edition が 9 カ国と行政

区での利用が可能と発表した（ETS, 2020a）。その中，

日本では 2020 年 4 月より，TOEFL iBT Special 
Home Editionを実施した （CIEE, 2020a）。 
なお，中国本土とイランは TOEFL iBT Special 

Home Edition を利用することができなかった。ETS
は中国本土におけるTOEFL iBTが再開されるまで，

中国向けのTOEFL ITP  Plus for China（初回のテス

トが 5 月 30 日）を提供した（CIEE, 2020b）。
TOEFL ITP Plus for Chinaは団体向けTOEFL ITP 
テスト（Level 1）とVideo Speaking Interview を組

み合わせた形式で実施されるが，Video Speaking 
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Interview の結果についてはスコアに換算されない

（ETS, 2020b）。 
 

2.3 TOEICの概要とCOVID-19による変更 
TOEICは, 一般財団法人国際ビジネスコミュニケ

ーション協会（The Institute for International 
Business Communication, 略称IIBC）により運営さ

れている。 
2021年11月時点では，TOEIC Programには

TOEIC TestsとTOEIC Bridge Testsという2つのテス

トブランドがあり，合計5つのテストが実施されてい

る。TOEIC Testsは日常生活やグローバルビジネスに

おける活きた英語の力を測定するテストであるが，

TOEIC Bridge Testsは英語学習初級者から中級者を

対象とした，日常生活における活きた英語の力を測定

するテストである。TOEIC Testsは，聞く・読む力を

測るTOEIC Listening & Reading Test と，話す・書

く力を測る TOEIC Speaking & Writing Tests と，

話す力のみを測る TOEIC Speaking Testに分けられ

る。TOEIC Bridge Testsは，聞く・読む力を測る

TOEIC Bridge Listening & Reading Tests と話す・

書く力を測る TOEIC Bridge Speaking & Writing 
Testsという2種類のテストがある（IIBC, n.d.)。 

日本の大学が最も多く課しているのがTOEIC 
Listening & Reading Test（以下TOEIC L&Rという）

であるため，以下，TOEIC L&Rについてまとめる。

鈴木（2021）によると，2020年8月の時点では，

IIBCが運営し，全国の指定会場で通常年8〜10回実施

されるTOEIC L&Rの「公開試験」に加え，企業や団

体が任意の日時や会場を設定し運営を手がける団体受

験「IPテスト」も行われていた。 
COVID-19によるTOEIC L&Rの変更は主に， 

TOEIC L&Rの中止とTOEIC L&R IPテスト（オンラ

イン）の実施である。日本の場合は，2020年3月から

6月までの4回分のTOEIC L&Rが中止された（IIBC, 
2020）。TOEIC L&R IPテスト（オンライン）は

2020年3月に導入の発表がされ，教育機関や企業など

が4月より実施しはじめた。TOEIC L&R IPテスト

（オンライン）の問題形式は従来と変わらないが，よ

り短時間でスコア算出を行う試験設計へ変更が加えら

れている（IIBC, 2021）。 
 

2.4 IELTSの概要とCOVID-19による変更 
IELTS は海外留学・進学・移住など英語力証明の

グローバルスタンダードテストである。2021年11月

時点では，ブリティッシュ・カウンシル，IDP：

IELTS オーストラリア，ケンブリッジ大学英語検定

機構が共同運営している。日本においては，公益財団

法人日本英語検定協会が実施運営及び広報活動をして

いる（公益財団法人日本英語検定協会, n.d.）。 
IELTS の共同所有者である IDP Education（本

社：オーストラリア・メルボルン）によると，

IELTS はアカデミックとジェネラル・トレーニング

の2つのモジュール（種類）があり，アカデミック・

モジュールは，英語圏の留学，特に大学，大学院など

への入学申請の際に使われる（IDP Education, 
2020a）。 

COVID-19 による IELTS の変更は主に，各国にお

ける試験の中止と IELTS Indicator（アカデミックの

み）の実施である。IELTS Indicator は，自宅で受験

できるオンラインテストであり，Speaking テストは

Zoom を使用して試験官と対面形式で行われる。

COVID-19 のために通常の IELTS 試験が中断されて

いる間のみ実施される。また，IELTS Indicator はあ

くまでも指標スコアのみを提供するため，すべての組

織で受け入れられるわけではない（IELTS Partners, 
2021)。 
日本では，2020 年 4 月 4 日と 5 日の東京都内の全

会場の実施が中止された （公益財団法人日本英語検

定協会, 2020）。また 5 月 4 日に，緊急事態宣言の延

長が発令されたことを受け，日本国内の IDP 
Education 公式テストセンターでの 5 月 31 日までの

試験中止が決定した。6 月に入り，日本国内の会場で

の IELTS 試験が再開したことを受け，日本からの

IELTS Indicator の受験申込は終了された（IDP 
Education, 2020b）。 

 
3 目的 

本稿の目的は，2021 年度の私費外国人留学生選抜

（4月入学）において，EJUを利用する国立大学を対

象に，大学の COVID-19 に関する対応を明らかにす

ることである。それに基づき，COVID-19 による私

費外国人留学生選抜（4 月入学）における「出願と受

験のハードル」の変化の有無について考察する。 
具体的には，2020年度および2021年度の各国立大

学が公開した私費外国人留学生選抜（4 月入学）の募

集要項を比較する。また，入国に関する例外措置であ

るレジデンストラックについて，各大学の対応を調べ

る 3）。 
 

4 方法 

各大学が公開した 2020 年度と 2021 年度選抜の募
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集要項を調べ，比較する。今回対象としたデータは，

52 大学の募集要項であり，2020 年度，2021 年度選

抜ともに667の募集単位である。比較項目の具体的な

内容は，下記の通りである。 

・「出願条件として認められたEJUの回数」と

「科目・得点要件」の変更 

・TOEFL などの「英語能力試験のスコアの提

出」の変更 

・選考方法（各大学が個別に実施する面接，小

論文，学力試験など）の変更 

また，各大学が公開したレジデンストラックについ

ての通知の有無やその内容についても調べる。 
 
5 結果 

5.1 EJUに係る特別措置 
2020年度選抜と比べて，2021年度選抜の「出願条

件として認められた EJU の回数」の変更を表 1 にま

とめた。2021 年度選抜では 667 の募集単位のうち，

入試そのものが中止となったのが3（0.4%）募集単位

であった。また，「出願条件として認められたEJUの

回数」について，2020 年度選抜と同じように「過去

2 年分」としている募集単位は 441（66.1%）であっ

た。しかし，2020年度EJU（第1回）が中止となっ

たため，これらの募集単位は実質的に前年度と比べて

1回減少することになった。 
また，「出願条件として認められたEJUの回数」が

2020年度選抜と同じ募集単位は25（3.7%）募集単位

であった。一方，「出願条件として認められたEJUの

回数」を増やした募集単位も 193（28.9%）あり，全

体の約 3 割を占めていた。最後に，EJU を課さない

募集単位も5（0.7%）であった。 
次に，EJU の「科目・得点要件」の変更について

見てみた。2020年度と比較し，2021年度選抜の各大

学の EJU の「科目の変更」は見られなかった。しか

し， 2020 年度に EJU の「得点要件」を設けている

募集単位 287 のうち，8 募集単位が 2021 年度選抜で

変更を行った。そのほとんどが基準を上げていた。 

5.2「英語能力試験のスコアの利用」の変更 

「英語能力試験のスコアの利用」は募集単位によっ

て異なるが，TOEFL，TOEIC，IELTS の順に多く

利用された。これらの英語能力試験のスコアを利用す

る募集単位は 667 のうち 402 あり，全体の 60%に達

していた。以下では，2021 年度選抜におけるそれぞ

れの英語能力試験のスコアの利用の変更状況をみてみ

た（表2）。 

まず，2020 年度選抜で TOEFL を課した募集単位

は 394 あった。2021 年度選抜になると，変更なしの

募集単位が 196（49.7%）であった。COVID-19 の影

響で，192（48.7%）の募集単位で自宅受験の

TOEFL iBT Special Home Editionを認めるようにな

った。また，TOEFL のスコアの提出を出願要件から

削除した募集単位は6（1.5%）であった。 

TOEICに関しては，2020年度選抜でTOEICを課

した募集単位は 223 あった。2021 年度選抜になると，

TOEIC L&R IP テストオンラインを認める募集単位

は見当たらないが，TOEIC のスコアの提出を出願要

件から削除した募集単位は6（2.7%）であった。 
最後に，2020年度選抜でIELTSを課した募集単位

は112あったが，COVID-19による2021年度選抜で

の変更は 15（13.4%）募集単位で自宅での受験がで

きるオンラインテスト IELTS Indicatorを認めたこと

であった。また，IELTS のスコアの提出を出願要件

から削除した募集単位は1（0.9%）であった。 
 
5.3 選考方法の変更 
ここでは，各大学が個別に実施する試験，面接，小

論文，学力試験の変更を調べた（表3）。 
2020年度と比較し，2021年度選抜において，変更

なしの募集単位は，面接が 491 募集単位（78.9％），

小論文が 136 募集単位（81.4％），学力試験が 277 募

集単位（90.8％）であった。 

表1 2020年度選抜と2021年度選抜の変更点① 
出願条件として認められたEJUの回数の変更 
 中止 減少 同様 増加 今年度のみ

課さない 
募集単

位数 3 441 25 193 5 

割合 0.4% 66.1％ 3.7% 28.9% 0.7% 

表2 2020年度選抜と2021年度選抜の変更点② 
英語能力試験のスコアの利用の変更 

試験名 変更なし
オンライン 
テスト可 

今年度のみ

課さない 
合計

 

TOEFL 196 
(49.7%)

192 
(48.7%) 

6 
(1.5%) 394 

TOEIC 217 
(97.3%)

0 
(0.0%) 

6 
(2.7%) 223 

IELTS 96 
(85.7%)

15 
（13.4%） 

1 
(0.9%) 112 

注）2020 年度選抜でそれぞれの英語能力試験のスコ

アを利用した募集単位の合計である。 
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一方，2020 年度に面接を課していた 622 の募集単

位うち，77募集単位（12.4％）が2021年度選抜では

インターネット面接へと変更，35（5.6％）募集単位

がインターネット面接も可能となり，16（2.6％）募

集単位が面接の中止，3（0.5％）募集単位が書類の提

出へと変更した。2020 年度に小論文を課している

167 募集単位のうち，2021 年度選抜で，小論文を取

りやめた募集単位は 24（14.4％）あり，郵送による

小論文の事前提出は 2つ（1.2％），小論文の代わりに，

出願理由書の提出を求めた募集単位が 1 つ（0.6％）

あった。2020 年度に学力試験を課している 305 募集

単位のうち，2021年度選抜では，23（7.5％）募集単

位が学力試験を中止，2（0.7％）募集単位がインター

ネットによる学力試験，2（0.7％）募集単位が事前に

学力試験を提出へと変更した。また，2021 年度選抜

で追試験を実施したのは109募集単位であった。 
 

5.4各大学のレジデンストラックに係る対応の結果 

2021 年度の 667 の募集単位のうち，レジデンスト

ラックについて通知したのが 6 大学，計 80 募集単位

であった。その中の 5 校（55 募集単位）の通知の内

容は主に，「日本国外から日本国内へ入国する際の手

続き（レジデンストラック）に必要な「誓約書」の発

行は行いません」，「レジデンストラック（短期商用査

証）の取得にあたり，現地在外公館にて『受入企業・

団体による誓約書』の提出が求められておりますが，

本学が受入団体となることはできません」といったも

のであった。1大学（25募集単位）で「本学を受験の

ために入国を希望する場合は，○○入試課へ e-mail
にてお問い合わせください」と記載されていた。 

 
6 考察 

日本の国立大学における私費外国人留学生選抜（4
月入学）は，志願者・受験者から見て，その「出願と

受験のハードル」が下がったか否かについて考察した

い。以下，EJU，英語能力試験，および各大学で実

施される2次選抜にわけてまとめる。 
まず，2021年度選抜で各大学の課したEJUについ

て，志願者に配慮し，今年度のみ出願から除外した募

集単位は 1%未満であった。一方，「出願条件として

認められた EJU の回数」が前年度より減少した募集

単位は，全体の 66%に上っている。「出願条件として

認められた EJU の回数」の減少は志願者にとって，

よりよい試験スコアを選択する幅を狭めることになる。

また，「出願条件として認められたEJUの回数」が減

少した募集単位の中には，2020年11月8日に国内外

で実施した第 2 回 EJU のみを利用した募集単位も少

なくない。さらに，第 2 回 EJU はスリランカ，フィ

リピンにおいては実施されなかった。スリランカ，フ

ィリピンの志願者を考慮した（書類の提出，申し出）

募集単位はわずか3つであった。その結果として，ス

リランカ，フィリピンの志願者は，2021 年度選抜の

受験資格さえも得られなくなった恐れがある。  
次に，2021 年度選抜で各国立大学の課した

TOEFL，TOEIC，IELTS の状況を見てみる。いず

れの試験も中止され，代わりに，自宅受験できる試験，

あるいは企業や団体が実施するオンライン試験が開発，

実施されていた。志願者に配慮して，今年度のみ出願

から除外した募集単位は1%～3%に過ぎなかった。代

替的な試験の利用に関して，TOEFL を課している募

集単位のうち約半数が，代替的な試験も許可したが，

IELTS を課している募集単位のうち 15（13.4%）募

集単位で代替的な試験を認め，TOEIC の代替的な試

験を認める募集単位はゼロであった。 
一方，前年度通りの英語能力試験のスコアを課して

いた割合がもっとも高かった（TOEFL は 49.7%，

IELTSは85.7％，TOEICは97.3％）。 
なお，TOEFL iBT Special Home Editionに関して

は，中国本土とイランは利用することができなかった

ため，ETSは中国向けのTOEFL ITP Plus for China

  
表3 2020年度選抜と2021年度選抜の変更点③ 

各大学の個別試験の変更 
 対面 

（変更なし） 
インター 
ネット 

インター 
ネットも可能

中止/中止の

可能性あり 書類の提出 事前提出 その他 合計 

面接 491 
（78.9%） 

77 
（12.4%） 

35 
（5.6％） 

16 
（2.6%） 

3 
（0.5％） 

0 
（0.0%） 

0 
（0.0%） 622 

小論文 136 
（81.4％） 

0 
（0.0%） 

0 
（0.0%） 

24 
（14.4％） 

1 
（0.6％） 

2 
（1.2％） 

4 
（2.4％） 167 

学力試験 277 
（90.8％） 

2 
（0.7%） 

0 
（0.0%） 

23 
（7.5%） 

0 
（0.0%） 

2 
（0.7%） 

1 
（0.3％） 305 

注）2019年にそれぞれの選考方法を課した募集単位の合計である。 
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を提供した。しかし，TOEFL ITP Plus for Chinaを

認める募集単位はわずか 19 である。TOEFL を受験

し，出願しようとする中国の志願者は出願自体を諦め

るか，急遽慣れない他の英語能力試験を受験するかの

どちらかの選択に追い込まれた。 
2 次選抜に関しては，受験者に配慮して，インター

ネットを利用した試験に変更したり，試験を課さなく

したりした募集単位は2割程度であった。一方で，変

更なし，つまり対面での実施を行なった募集単位が全

体の 8〜9 割であった（面接 78.9%，小論文 81.4%，

学力試験 90.8%）。さらに，ほとんどの募集単位でレ

ジデンストラックの誓約書を発行していない。2 次選

抜の対面実施と誓約書の未対応は，渡日できず，受験

を諦めてしまう者を数多く生み出したと考えられる。 
このように，2021 年度選抜においても，日本の国

立大学の多くが前年度通りの選抜を実施していた。つ

まり，COVID-19 のもとでは，志願者・受験者から

見て，事実上，「出願と受験のハードル」が上がった

ことが推察される。しかし，COVID-19 のもたらし

た入学者選抜への影響が大きいにもかかわらず，なぜ

多くの大学が既存の選抜制度を維持したのであろうか。

その一因は私費外国人留学生選抜制度そのものにある

と考えられる。 
芦沢（2012）は日本の高等教育機関での入学選抜

は旧来から，特定の日に試験を実施し，受験者の学力

審査をしたうえで合格者を決定するという入試システ

ムが確立しており，留学生に対しても，旧来型の入試

制度に対応できる学生のみを受け入れてきたと指摘し

ている。また，横田（2012）は，1983年に留学生10
万人計画を打ち出されてから，日本の政府も大学も根

本的な制度改革をせず，小手先の体制整備で留学生を

求めた。その理由は，日本対応のシステムを世界対応

に切り替える時間がなかったことと，当時は門戸を開

けばいくらでも日本に留学したい学生がいたからであ

る。 
こうした芦沢と横田の指摘は，多くの国立大学が前

年度通りの選抜方法で実施した 2021 年度選抜にもあ

てはまる。つまり，突如として発生した COVID-19
に短時間内で根本的な対応ができないことと，前年度

通りの選抜でも，出願・受験できる学生のみを受け入

れたいと考える大学が数多くあるということである。 
しかし，COVID-19 の長期化によって，外国人の

入国がたびたび禁止され，志願者の減少を引き起した。

また，文部科学省が指摘したとおり，世界的な留学生

交流数の伸びが 2010 年ごろを境に緩やかになり，各

国による優秀な留学生の獲得競争が激化する一方でも

ある（文部科学省, 2018）。留学生の量的拡大と質的

向上に向けて，今後日本の大学が積極的な対応をしな

ければならない状況にある。 
COVID-19 に対応するため，対面ではなく，イン

ターネットを利用した試験などを課した募集単位もあ

った。COVID-19 に対応した一時的な応急措置であ

るものの，海外からの留学生が受験しやすくなり，世

界中の優秀な留学生の獲得につながる可能性がある。

その際に，学力の担保やオンライン選抜の課題，例え

ば，不正防止の対策や通信環境の整備などを入念に検

討しなければならない。 
 
注 
1）本論文の作成にあたって，第 1 著者は計画立案・データ収

集・考察ならびに本文の執筆を，第 2 著者は全体監修・分析

を分担した。 
2）日本の大学の 50%以上，国立大学は 90％以上が入学選考に

EJU の成績を利用している（独立行政法人日本学生支援機構, 
2021a). 

3）日本政府は COVID-19 に関する水際対策の中，外国人の上

陸拒否，航空機の到着空港の限定，「特段の事情」による入

国などの措置を講じている。「特段の事情」による入国の1つ
の制度はレジデンストラックである（外務省, 2021a）。レジ

デンストラックとは例外的に相手国又は本邦への入国が認め

られるものの，相手国又は本邦入国後の14日間の自宅等待機

は維持されるスキームで，主に駐在員の派遣・交代等，長期

滞在者用であるが，2020 年 10 月 1 日から，ビジネス上必要

な人材等に加え，順次，留学，家族滞在等のその他の在留資

格も対象とし，新規入国を許可することになった（外務省, 
2021b）。しかし，レジデンストラックは受入企業・団体が責

任を持つ制度であるため，受入企業・団体に「誓約書」の作

成などを求められている。 
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傾向スコアを用いた令和３年度共通テスト公民科目間差の試算 
――国語・英語リーディング・英語リスニングを共変量に用いた場合―― 

 
荘島 宏二郎，橋本 貴充，宮澤 芳光，石岡 恒憲，前川 眞一（大学入試センター） 

 
令和 3 (2021) 年 1 月に実施された第 1 回大学入学共通テストでは，公民 3 科目（現代社会，倫理，

政治・経済）において得点調整が実施された。3 科目の最大平均点差が 20 点以上つき，かつ，その差

が試験の難易差に基づくと判断されたためである。しかし，公民3科目の受験者集団はそれぞれ別集団

であり，3 科目の平均差には受験者集団の学力差も反映している。本研究では，傾向スコアを用いて集

団間の学力差を事後的に調整した上での科目間平均差（分布差）について報告した。分析の結果，18.7
点あった科目間平均差が 14.8 点まで縮小した。したがって，令和 3 年度公民科目の難易差は大きく不

揃いでなかったと言える。しかし，分析のときに採用した各種の仮定や条件を鑑みたとき，難易差が

15 点であると断定することはできず，現実に 20 点以上の平均差がついている状況下で，得点調整を行

ったという判断は適切であったと思われる。 
キーワード：大学入学共通テスト，公民，得点調整，傾向スコア 

 
1 はじめに 
令和 3 (2021) 年 1 月，第１回の大学入学共通テス

ト（以下，共通テスト）が実施された。当年度の共通

テストは，新型コロナの影響により，第 1 日程（1 月

16・17日），第2日程（1月30・31日），および特例

追試験（2 月 13・14 日）という，通常の全 2 回 4 日

間日程とは異なり全3回6日間日程が用意された。第

1日程と第2日程は本試験の扱いであった。 
多くの受験者は第１日程に志願し（約53万人），そ

のうち，何らかの科目を受験した人数は482,546人で

あった（大学入試センター, 2021a）。 
共通テストでは６教科 31 科目が用意されているが，

以下の３つの科目群 
地理歴史：世界史B，日本史B，地理B 
公民  ：現代社会，倫理，政治・経済 
理科② ：物理，化学，生物，地学 

において，原則として，20 点以上の平均点差が生じ，

これが試験問題の難易差に基づくものと認められる場

合には，得点調整を行う（大学入試センター, 2020）
とされている。ただし，受験者数が１万人に満たない

科目については，得点調整対象科目から外れるという

付則がある。 
得点調整は，科目選択が本人希望によるものとはい

え，あまりにも科目間難易度に差が生じた場合，難易

度の高かった科目を選択した受験者の出願行動に対し

て不利益が生じかねないため，それを是正するために

行うものである。2021 年度共通テストでは，第 1 日

程の公民 3 科目間において、平均点差が 20 点以上つ

き，その差が難易差に基づくものと判断されたため，

得点調整が実施された（大学入試センター, 2021b）。
また，第1日程の理科②においても，物理・化学・生

物の 3 科目において平均点差が 20 点以上開き，かつ，

その差が難易差に基づくものと判断されたため，得点

調整が実施された（大学入試センター, 2021c）。ただ

し，地学は受験者数が1万人に満たないため，得点調

整対象から除外された。 
 上述したように，得点調整は，原則として科目間平

均点差が 20 点以上つき，これが試験問題の難易差に

基づくと判断された場合に実施される。実際は，大学

入試センター試験時代も含めて，過去に平均点差が

20 点以上離れたときは，試験問題の難易差に基づく

と判断され，常に得点調整が発動された経緯がある。

しかし，本来は，平均点差が 20 点以上ついたとして

も，それが試験問題の難易差に基づかないと判断され

たならば，得点調整は行わないということもありえる。 
  

表1 公民の受験者数・平均点（中間集計） 
 受験者数 平均点 
現代社会 21,217 54.34 
倫理  6,344 71.76 
政治・経済 15,779 51.32 

 
一口に，試験の難易差といっても，考え方は一通り

ではない。荘島ら（2007）のように，科目間の中央

値差が 20 点ついたとき難易差があるとする判断もあ

りえる。また，この問題を考えるとき，問題を複雑に
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しているのが，受験者集団が同一でないという事実で

ある。例えば，当年度の第１日程では，公民3科目の

中間集計 1)は，表 1 の通りであった（大学入試センタ

ー, 2021d）。 
表1より，倫理の平均点が最も高く，現代社会（以

下，現社）の平均点が続き，政治・経済（以下，政経）

の平均点が最も低かったことが分かる。しかし，３科

目の受験者数から分かる通り，部分的に受験者は重複

するものの，それぞれの科目を選択した受験者は異な

るため，倫理の試験が簡単だったため平均点が高かっ

たのか，倫理受験者集団の学力が高かったから平均点

が高かったのか簡単には判断できない。 
したがって，何らかの方法を用いて，公民３科目の

受験者集団を均質化し，そのもとで平均点差などを比

較することは重要である。そのような試みは，非線形

因子分析を用いた大津（2011）やランダムフォレス

トを用いた石岡（2011）にも見られる。しかし，そ

れらの方法は一般的に高度な手法であり，多くのソフ

トウェアで標準的に搭載されている手法ではない。本

研究では，簡単に用いることができる傾向スコア

（Rosenbaum & Rubin, 1983; 吉村・荘島, 2004; 荘
島ら, 2006）を用いて，科目間の難易差を見積もった

分析事例を報告する 2)。 
 
2 傾向スコアによる共変量調整 
2.1 準実験 
 傾向スコア（propensity score）は，医療・薬効評

価などの分野でしばしば用いる準実験 (quasi-
experiment)というデータ計画で用いられる共変量調

整の１つである。たとえば，ある薬の臨床効果を検証

したいとき，様々な理由で集団をランダムに２群に分

けられない場合がある（表2）。 
 

表2 準実験計画 
群 偽薬 投薬 共変量 

統制群 〇 × 〇 
介入群 × 〇 〇 

効果の平均 �̅� �̅�  
〇観測，×欠測 

 
そのとき，実験群に薬を投与し，予後の経過が良か

った（�̅� � �̅�）としても，薬効があったと結論付け

ることはできない。もともと実験群に割り当てられた

集団の健康度が高かったからかもしれないからである。

この状態は，先述したような，倫理が簡単だったのか，

倫理受験者集団の学力が高かったのか判別つかないと

いう状態と構造が類似していることが分かるだろう。 
 そのとき，実験群・統制群ともに観測されている共

変量を用いて，事後的に（統計的に）両群を均質に近

づける方法が共変量調整であり，その方法の１つが傾

向スコアによる共変量調整である。共変量(covariate)
とは，例えば，年齢・性別・血糖値など，薬効に関わ

るであろう様々な変数が候補であり，実験群・統制群

共に観測されていることが肝要である。したがって，

例えば年齢・性別・血糖値を共変量と指定したならば，

それら共変量に関して均質な（ランダムな）2 群を事

後的に作り出すことを意図している。 
 本研究では，公民3科目の受験者集団がランダム割

り当てになっていないために，3 科目の平均点にはテ

ストの難易のほかに受験者集団の学力差が混入してい

る状態である。3 科目の受験者集団がランダムに割り

当てられていてこそ，3 科目の平均点差を純粋に比較

することができる。そのため，3 科目の受験者集団を

事後的に均質化することが本研究の目的である。 
 

2.2 共変量 
公民3科目の受験者集団の学力を事後的に均質化す

る上で，どの変数を共変量に用いるかは重要な決定と

なる。表3は，本分析計画である。受験者は自由に他

科目と組み合わせ選択できるため，受験者の選択行動

は様々である。例えば，群4は，地歴公民のうち，現

社と倫理を選択回答した受験者集団である。 
 

表3 本分析計画 
群 現社 倫理 政経 共変量

群1 〇 × × 〇 
群2 × 〇 × 〇 
群3 × × 〇 〇 
群4 〇 〇 × 〇 
群5 〇 × 〇 〇 
群6 × 〇 〇 〇 

平均点 �̅� �̅� �̅�  
〇観測，×欠測 
 
現社の平均点�̅�（添え字Cはcontemporary society

より）は群1, 4, 5の受験者の集計結果であり，倫理の

平均点�̅�（E は ethics より）は群 2, 4, 6 の受験者の

集計結果であり，また，政経の平均点�̅�（P は

politics and economicsより）は，群3, 5, 6の受験者

の集計結果である。したがって，群間で大きな学力差

があるがゆえに引き起こされた平均点差の可能性が排

除できない。 
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続いて，公民３科目の学力に大きく関与しているで

あろう科目を共変量に指定すべきであるので，国語，

英語リーディング（以下，英語 R），そして英語リス

ニング（以下，英語L）が挙げられる。また，共変量

の要件として，全受験者に観測されている必要がある。

国語・英語R・英語Lは第１日程受験者の大多数が受

験しているため（順に 457,305 人，476,174 人，

474,484 人），公民３科目の共変量として適切である。 
数学 I・数学Aや数学II・数学Bもまた，基礎的学

力を構成する重要な科目であるが，公民受験者は必ず

しも数学を選択受験しないので，本分析では共変量と

して不適とした 3)。 
 

2.3 分析データ 
 本分析で用いる公民3科目の分布を図1に示す。分

布の太さは，標本の大きさを示している。本分析で用

いるデータの標本サイズは =83,335 であった。全受

験者数の約 1/5 にあたり，中間集計データから約 1/3）
を切り出したデータであり，全体の傾向は変わらない。

このデータでは，共変量の全科目を選択していない受

験者は除外されている。共変量はすべて観測している

ことが傾向スコアを推定する上での原則だからである。

このデータにおいて，現社・倫理・政経の標本サイズ

（平均点）は，順に 7,193 人（56.0），2,534 人

（71.3），5,963人（52.6）であった。 
 

 
図1 分析に用いた公民３科目の得点分布 

 
 図1から明らかなように，倫理の平均が最も高く，

政経の平均が最も低い。このデータでの平均点差は

18.7 点であった。しかし，この結果から倫理のテス

トが最も易しかったと結論することはできない。なぜ

なら，これまで倫理選択者は比較的学力が高い集団で

あることが報告されており（大津, 2011; 石岡, 2011; 
橋本, 2021），今回もその可能性が高いと考えられる

からである。 
 
2.4 傾向スコア推定と重みづけ 
 続いて，共変量を利用して，各受験者の各公民科目

に対する「選びやすさ」を計算する。この「選びやす

さ」こそ傾向スコア(propensity score)と呼ばれ，0か

ら1の確率（あるいはメンバーシップ）で得られる。

言い換えれば，国語，英語R，英語Lの得点から推定

される各公民科目を受験する傾向であると解釈できる。

この傾向スコアを計算することで，例えば，現社を受

けた者もそうでない者も，現社に対する「選びやすさ」

を推定できる。 
この傾向スコアを推定するときには，さまざまな統

計モデルを用いることができるが，本分析では，ロジ

スティック回帰分析を用いた。例えば，現社の傾向ス

コアを推定するには，まず，現社を選択した受験者を

1，選択しなかった受験者を 0 とした 2 値変数を従属

変数とし，国語・英語R・英語Lを独立変数としたロ

ジスティック回帰分析を行い，ロジスティック回帰係

数 を得た（表4）。 
 

表4 ロジスティック回帰分析結果 
選択科目 

現社 倫理 政経 

 -1.763** -4.022** -1.252**

 0.004** 0.016** -0.005**

 -0.011** -0.018** -0.007**

 -0.007** -0.004  -0.005**

-2×対数尤度 48511.2 22280.5 42128.5

 0.013 0.021 0.024

** p<.001 
 
倫理選択の2値変数を従属変数としたときの英語L

の回帰係数のみ有意でなかったが，その他の係数は全

て有意であった。概して，回帰係数は負となっている。

これは，公民科目は地歴科目と同時選択可能であり，

公民選択者は，比較的学力が低い集団が選択する傾向

があるという構造が原因である。ただし，現社と倫理

は国語の得点の高い受験者が選択してくる傾向がある。 
また，説明率（ ）は全体的に大きくなかった。

しかし，著者らは，共変量の得点パタンによって科目
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選択が完全に決まるとまで期待しておらず，共変量が

科目選択に与える影響は限定的であろうことは想定し

ていた。しかし，たとえ影響が限定的であろうとも，

共変量が科目に及ぼす影響は調整したほうがよいと考

え分析を続ける。 
そして，受験者�の現社の傾向スコア���を以下の式

で推定する。すなわち， 

��� =
1

1 � e������� � ����� � ����� � �������
 

である。ここで，���, ���, ���は，それぞれ，受験者�
の国語・英語R・英語Lの得点である。ロジスティッ

ク回帰分析は，多くのソフトウェアによって標準的に

装備されている統計手法である。本分析では，SPSS 
version 25を用いた。 
 続いて，この傾向スコアを用いて，現社選択者であ

る受験者�の現社得点���の得点区間�に対する寄与を

傾向スコアを用いて以下のように重みづける。 

���(�) = ����
��, 	i�	��� = �	
0, 		otherwise			(� = 0,� ,100)	 

このような手法を inverse probability weighting 
(IPW; 星野, 2009; 菱山・岡田, 2019; 斎藤2020)とい

う。これは，���が得点区間�に分類されるとき 1，そ

うでなければ0であるという2値得点を逆確率で重み

づけていることを表す。例えば，傾向スコアが 0.5 で

あった受験者は得点�における頻度の寄与を2(= 1/
0.5)人分とカウントする。傾向スコアが高い受験者の

重みはほとんど変えず，傾向スコアが低い受験者ほど

大きく重みづけることによって，受験しなかった者を

含めた全体の分布を再現しようと試みている 4)。 
傾向スコアの値は，国語，英語R，英語Lの得点パ

タンから推定される現社を受験する傾向であると解釈

できた。傾向スコアの値が小さい場合には，その傾向

スコアをもつ受験者の国語，英語R，英語Lの得点パ

タンで現社を選択した受験者が少なかったことを意味

する。傾向スコアの逆数による重みづけの意味は，国

語，英語R，英語Lの得点パタンが同じであれば，現

社を選択した受験者の現社の得点と現社を選択しなか

った受験者が仮に現社を受験した場合の得点が同程度

であったと仮定し，傾向スコアが小さい受験者の国語，

英語R，英語Lの得点パタンに対して，相応する現社

の得点をとった受験者数を仮想的に増やしていると解

釈できる。 
図2に推定された各科目受験者の傾向スコアの分布

を示す。全体的に3つの分布は0に近いところで分布

しており，傾向スコアが 0.20 以上である受験者がい

なかったことを表している。これは，公民科目がそも

そも受験者に選択されにくい構造が反映されたもので

ある。 
 

 
図2 傾向スコアの分布 

 
傾向スコアの分布の重なりがあまりに小さいとき，

事後的に無作為割り当てがなされたmatched sample
を作成することが難しくなる。しかし，本研究では，

matched sample を作成するのではなく，現社選択者

の現社の分布から全受験者の現社の分布，倫理選択者

の倫理の分布から全受験者の倫理の分布，政経選択者

の整形の分布から全受験者の政経の分布を再現するこ

とを目的としているため，傾向スコアの分布の重なり

は重要でない。とはいえ，あまりにも極端な違いがあ

ると，引き続く分析の推定が不安定になる（Li, 
Thomas, & Li, 2019）可能性がある。しかし，図2よ

り，傾向スコアが 0.04 から 0.1 の範囲における現社

受験者・倫理受験者・政経受験者の割合は 66.7%,  
30.5%, 76.1%いるため，3つの分布が乖離していると

は言えないと判断した。 
続いて，共変量調整後の度数分布における得点�の

期待相対度数は 

��(�) =
∑ ���(�)�
���
� 		(� = 0,� , 100) 

として推定することができる。したがって，累積相対

度数分布において得点�以下の区間を 

��(�) =� ��(�)
∑ ��(�

�)���
����

�

���
		(� = 0,� , 100) 

として求めることができる。数理的な詳細は，吉村・
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荘島（2004）や荘島ら（2006）を参照されたい。 
同様の手続きにより，「仮に全受験者が倫理を受け

たら」「仮に全受験者が政経を受けたら」，それぞれど

のような倫理と政経の分布になるかを試算することが

できる。そして，これら「仮に全受験者が現社／倫理

／政経を受けたときの3つの分布」を比較することに

よって，無作為配置されていない群間の差を事後的に

均質化する。 
 

2.5 共変量調整後の分布 

 
図3 共変量調整前後の公民3科目の累積相対分布 

 
以上のような手続きにより，傾向スコアを用いた共

変量調整を行った。共変量調整前後の公民3科目の累

積相対度数分布を図 3 に示す。3 本の細線が共変量調

整前の分布であり，3 本の太線が共変量調整後の分布

を示している。一番右に位置している2本の分布は，

倫理の共変量調整前後の分布である。共変量調整後の

分布の方は，主に 50%以下のところで低めに補正さ

れていることが確認できる。これは，倫理の実受験者

が，（共変量について，すなわち国語・英語 R・英語

L に関して）学力が高い集団であることを示唆してい

る。「仮に全受験者（分析データの83,335人）が倫理

を受験すると」，実受験者よりも学力の低い集団が混

入してくるので，共変量調整後の分布は低めに補正さ

れたと推察できる。この結果は，大津（2011），石岡

（2011），橋本（2021）とも一致した傾向を示してい

る。 
 また，図中，一番左の2本の破線は，政経の分布を

示している。細線が共変量調整前，太線が共変量調整

後の分布である。共変量調整後の分布の方が高めに補

正されていることが確認できる。これは，倫理の実受

験者とは逆に，政経の実受験者が，（共変量に関して）

学力の低い集団であったことを示唆している。その結

果，「仮に全受験者（分析データの83,335人）が政経

テストを受験すると」，実受験者よりも学力の高い集

団が混入してくるので，共変量調整後の分布は高めに

補正されたと思われる。 
 前述したように，共変量調整前，公民3科目の最大

平均差は 18.7 点であった。しかし，共変量調整後，

公民3科目の最大平均差は14.8点まで縮小した。 
 
2.6 共変量のバランス 
 本節では，傾向スコアを用いて共変量調整をしたこ

とによる適切さに関する議論の補足を行う。IPW で

重みづけしたことにより，例えば，現社選択者の共変

量の分布は調整後，全受験者の共変量の分布に理論上

一致するはずである。一致度が低いとき，現社選択者

から復元する分布はバイアスが残っていると考えられ

る。バランスの基準としてよく用いられる標準化平均

値差（standardized mean difference, SMD）と，分

布の差を計量する指標として L2 距離，Kullback-
Leibler（KL）距離について，調整前後でそれらの指

標がどのように改善したかについて，表5にまとめた。 
 

表5 調整前後の共変量の分布の一致度 

受験者 共変量
調整前 調整後 

SMD L2 KL SMD L2 KL

 国語 .0781 .0007 .0607 .0096 .0001 .0097

現社 英R .2254 .0012 .0443 .0134 .0001 .0046

 英L .2102 .0007 .0364 .0157 .0001 .0050

 国語 .2571 .0010 .0963 .0040 .0001 .0049

倫理 英R .0717 .0006 .0292 .0073 .0001 .0030

 英L .0410 .0004 .0188 .0079 .0001 .0030

 国語 .3283 .0008 .0772 .0636 .0003 .0285

政経 英R .3415 .0019 .0772 .0114 .0001 .0045

英L .3155 .0012 .0605 .0162 .0001 .0061

例えば，現社選択者の英語 R の分布と，全受験者

の英語R の分布のSMD は，調整前で 0.2254 であっ

たが，調整後は 0.0134 までに改善している。一般的

に，SMD は 0.1 を下回ると 2 群の分布がバランスさ
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れていると評価される(Austin, 2011)。また，全ての

科目選択集団の全ての共変量において，調整後の

SMD が 0.1 を下回った。同様に，L2距離とKL 距離

も調整後大きく改善していることが確認できる。この

ことは，国語・英語R・英語Lを共変量に指定し，こ

れら共変量を用いて傾向スコアを推定し分布を修正す

ることの妥当性の１つの根拠を示している。 
 
2.7 考察 
共変量調整前の平均点差（18.7 点）には，テスト

の難易度に加えて，受験者集団の学力差が混入してい

る。傾向スコアを用いた共変量調整の結果，この差が

14.8 点まで縮小した。得点調整対象科目以外の情報

を用いることで，科目間の難易差をより明確に切り出

すことができる。 
しかし，この 14.8 点差を大きいと判断するか，小

さいと判断するかは，分析者・研究者・受験生など立

場によって様々であろう。しかし，テスト作成を行っ

た経験があるならば，どんなに均質な平行テストを作

ろうと心がけても 100 点満点で±15 点差くらいは珍

しくないということは経験的に分かるだろう。 
共通テストでは，各テストにつき大学の教員が 20

名ほどで問題作成を行っており，2 年かけて慎重に作

成している。どの科目も同じ手間・時間・人数をかけ

て作成している。それでも同一教科内の異なる科目間

で 15 点くらいの差は時々起こるということは，過去

のセンター試験の平均点差を眺めれば一目瞭然であろ

う。その意味では，令和3年度の公民３科目の難易差

は，大きく不揃いであったとは言えない。 
今回は，全データの 20%ほどの中間集計データで

の結果であるため，全データを用いても，平均点差は

20点以内に収まり15点差近くまで縮小すると思われ

る。したがって，令和3年度の公民では得点調整が行

われたが，その20点差は「原則として，20点以上の

平均点差が生じ，これが試験問題の難易差に基づくも

のと認められる場合には，得点調整を行う」という判

断基準において，20 点の差すべてが難易差に起因す

るものではないため，解釈によっては得点調整をしな

いという判断もありえたかもしれない。しかし，学力

差をある条件下で除去してもなお約 15 点差が残り，

かつ，現実に平均点差が 20 点以上ついている状況で，

受験生の立場（特に現社と政経の選択者）から考えれ

ば，得点調整を行ったという判断は合理的である。し

かし，この事例１つとっても得点調整の是非や当否を

決めるのは非常に難しい判断を要するということを付

言したい。 

3 本研究の仮定と限界 
 最後に，本分析で用いた制約と仮定について整理し

ておく。これは，とりもなおさず，本研究の限界を示

唆するものである。それらは，以下の(1)～(5)である。 
(1) 中間集計データ 
(2) 共変量は国語・英語R・英語L 
(3) 共変量の完全解答者 
(4) Weak unconfoundednessの仮定 
(5) ロジスティック回帰分析モデル 

 まずは，(1)より，全受験者のデータではなく，約8
万人の中間集計データを用いた。全受験者のデータを

用いた結果とは異なる。 
また，(2)より，共変量として国語・英語R・英語L

の3科目を指定した。先述したが，科目選択による学

力差を事後的に均質化するためにこの3科目でなくて

はいけないということではない。数学 I・数学A や数

学 II・数学 B などの主要科目を共変量に追加するこ

とも可能である。しかし，表3に示した通り，共変量

は，公民科目選択者が普遍的に選択しているような科

目である必要があるため，必然と大受験者科目を指定

することになる。しかし，いずれにせよ，本分析が示

す結果は，共変量に指定した科目に依存する結果であ

ることに留意されたい。なお，前川（2020a, 2020b）
は共変量を用いない方法を提案しているが，公民の場

合には2科目受験者の数が極端に少ないため，共変量

の利用は必須であると考えられる。 
また，(3)は，(1)のうち，共変量の全 3 科目に解答

した受験者に限るという意味である。例えば，本分析

からは，国語・英語 R には受験したが，英語 L を受

験しなかった受験者は除外されている。 
 (4)の weak unconfoundedness の仮定（Imbens, 
2000）とは，共変量調整を行う上での必須の統計的

仮定である。これは，本研究の文脈でいえば，共変量

（国語・英語R・英語L）が所与のとき，公民科目選

択と公民科目得点は独立であることを要請するもので

ある。別の言い方をすれば，どの公民科目を選択する

かの情報は，すべて共変量3科目に含まれているとい

うことである。厳密に言えば，現実的に成立していな

い厳しい仮定であるが，実際にはこれ以上仮定を緩め

ると共変量調整という技術を用いることが非常に困難

になってしまうため，共変量調整を行う上では通常の

仮定となっている。しかし，共変量の数を増やしてい

けば，一般的には，この仮定を満たしやすくなる。上

述したように，科目得点の共変量としては大受験者数

科目である国語・英語R・英語Lに限定されるが，そ

れ以外の受験者の情報である性別・出身高校などを用
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いることもできる。また，Imbens & Rubin (2015)の
ように，科目得点同士の積の項や科目得点と性別の交

互作用項なども共変量として用いることができる。こ

れらの共変量を追加することで，傾向スコア推定時の

ロジスティック回帰分析の説明率は向上し，傾向スコ

アを用いることの妥当性はさらに増すと予想され，今

後の検討課題としたい。 
 最後に，(5)に挙げたように，本分析で傾向スコア

を推定する際に用いた統計モデルはロジスティック回

帰分析であった。ロジスティック回帰分析は，傾向ス

コアを推定する統計モデルとして最も頻用されている

統計モデルである。しかし，傾向スコアを推定する手

法は，ロジスティック回帰分析でなくてはいけないと

いうことはない。判別分析やニューラルネットワーク

などを用いることもできる。一般的には正判別率が高

いモデルを用いたほうが良い（星野・前田, 2006）。
したがって，本分析の結果は，ロジスティック回帰分

析に基づく傾向スコアを用いた共変量調整の結果であ

ることにも留意されたい。 
 以上，本分析における制約についてまとめた。これ

らの制約を加味したうえで，結果を吟味する必要があ

る。統計的手法は，様々な仮定を置いた上で分析され

るものである。その仮定を１つ１つ可視化していくと，

受け入れ可能な仮定もあれば，受け入れがたい仮定，

現状では受け入れざるを得ない仮定などに分かれる。

そして，統計分析はいくつかの仮定の集合の下での分

析結果であるため，なかなか断定的なことを言うこと

ができないが，こういった分析を積み重ねていくこと

は肝要である。 
 現在，共通テストで用いられている得点調整方法は，

分位点差縮小法（前川, 2001）である。便利で簡単な

手法であるが，受験者集団の学力差を考慮した手法で

はない。本研究は，今後，得点調整方法を改善する必

要に迫られたときの１つの考え方として示すものであ

る。 
 
注 
1) 最終結果は，得点調整が実施・反映された結果であるため，

得点調整が反映されていない素得点の中間発表資料を示して

いる。 
2) 本論文の見解は，著者らの個人的見解であり，所属組織の公

式見解ではありません。 
3) 性別・現浪・出身高校なども共変量として指定することがで

きるが，得点以外のステータス変数を学力調整に使用するこ

とは過去の同様な研究（大津, 2011; 石岡, 2011; 吉村・荘島, 
2004; 荘島ら, 2006, 2007）にも例がなく，またいくつか乗り

越えるべき議論があるため（得点以外の情報を調整に使うべ

きでないという論理的側面と，質的変数なので共変量として

安定して使いにくいという技術的側面など），ここでは用い

ない。 
4) 応用上，素点に対して直接IPWを行うことが多いが，Firpo 

(2007)のように任意の分位点で重みづけることができる。本

研究では，得点 が区間 に入るとき 1，そうでないとき 0 で

あるような2値変数 に対して IPWを行っている。これは，

相対度数の調整平均を推定していることと同義である。当然

であるが，得点を直接調整して求めた平均値と，本分析のよ

うに分布を先に調整してから求める平均値は一致する。 
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高校生の志望学部系統選択に関する一考察 
――進学中堅校の調査結果から見られる特徴―― 

 
竹内 正興（香川大学） 

 
本研究は，進学中堅校に在籍する高校生の志望学部系統選択の特徴について，アンケート調査から検

討することを目的とする。調査の結果，学部系統の志望度（志望の強さ）については，医・歯・薬学，

保健学，教育学といった資格取得が就職に直結する学部系統のスコアが高い結果となった。一方，志望

理由については，「学びたい学部系統だから」が学部系統に関わらず高い傾向が女子を中心に見られた。

また，保健学系統を中心に，生徒本人の意見と家族の意見の双方が重視される傾向が窺えた。先行研究

では，高校階層によって進路意識が分化し，進学中堅校の生徒の進学意識の変動が大きいことが指摘さ

れているが，本調査においては，大学入学後の学びや就職，資格取得を意識して学部系統を志望する傾

向が見られた。 
キーワード：志望学部系統の選択，進学中堅校，学部系統の志望理由 

 
1 問題の所在 
本研究は，進学中堅校１）に在籍する高校生の志望学

部系統選択の特徴について，アンケート調査から検討

することを目的とする。 
大学入学や大学進学という表現は，関連する調査・

研究をはじめ一般的に使用されているが２），実際には，

学部横断型の括り入試等の一部の募集形態を除き，各

大学に設置された学部・学科等の専門の学問領域に入

学することになる。したがって，大学受験で志望校を

決めることは，学びたい学部・学科を決めることであ

る（螢雪時代, 2020），大学選びよりも重要な学部選び。

学部選びをして，その上で大学を選ぶべき（ココナラ

マガジン, 2020）などの指摘に見られる通り，志望す

る学部系統の選択は，大学選択と同等，もしくは，そ

れ以上に重要な選択となると考えられる。 
 しかしながら，入学した学部の入学前のイメージと

のギャップについて，60%以上が，ギャップがあると

回答している調査結果がある（スタディサプリ進路, 
2000）。また，山田（2012）は，進学した大学の学部

に対する現在の気持ちを，全国の大学生を対象とした

調査結果（ｎ＝4911）から，不満足な気持ちを持って

大学に入学している入学者の割合が全体平均で

22.0％，学部系統別に見た場合，「人文科学（20.7％）」，

「社会科学（25.5％）」，「理工（23.7％）」，「農水産

（15.8％）」，「保健・医歯薬（18.7％）」，「教育（18.0％）」

と学部系統間で差が見られることを示している。つま

り，学部系統の選択自体は入学者自身によるものであ

るが，その志望度は一律ではないことが考えられる。 
 一方で，大学進学を目指す生徒が在籍する高校の階

層構造が変化していることが指摘されている。樋田

（2001）は，「高校の階層が，輪切りにスライスされ

た構造から，少数の上位校（および一部の中の上位校）

とそれ以下の中位以下の高校群とに二極化された構造

になった」と述べている。この高校の階層構造につい

て，耳塚（2007）は，「上位校であるエリート進学校

の生徒文化は維持されている」と指摘している。また，

濱中（2019）は，首都圏の３～４番手の進学中堅校に

対する調査において，複数の生徒から「無理をしない

程度にやって，無理をしなくてよい所に進学します」

という趣旨の話を聞いたことや，「受験に合格できそう

でも，進学した後に勉強についていけなさそうな学校

であれば，進学先として選ばない」という質問項目に

「あてはまる」と回答した生徒が，地域のトップ進学

校16.5％に対し，進学中堅校は45.7％であった結果を

示し，進学意識の面から高校間の分化が起こったと述

べている。さらに，濱中（2019）は，高校教員との議

論の中から，進学校と進学中堅校の男女によって学び

やモチベーションの上げ方が異なる可能性に着目し，

進学先の選択において「進学中堅校女子は資格に興味

がある領域を好む傾向がある」と，進学中堅校の女子

の特徴を指摘している（表１）。これらの指摘からは，

高校生の進学意識が，トップ進学校では従来から大き

く変わっていないのに対し，進学中堅校では変動して

いることが窺える。 
 そこで本稿では，進学意識が変化していることが考

えられる進学中堅校に通う生徒の学部系統選択におけ

る志望状況について，「学部系統によって志望理由に差

が見られる（項目がある）のか」，「性別によって志望
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理由に差が見られる（項目がある）のか」，という二つ

の問いを立て，進学中堅校（３校）の生徒に対する調

査結果から検討を行う。 
 

表１ 進学先として考えている学部系統上位５位 
（進学中堅校 男女別） 

ビジネス・経済 21.1% 外国語・国際 16.6%
電気・機械 13.7% 教育・保育 16.4%
法律・政治 13.3% 医療・看護・保健 14.5%
教育・保育 11.2% 文学・歴史 11.4%
情報・コンピュータ 10.1% 食物・栄養・調理 9.9%

男子 女子

 
山村滋・濱中淳子・立脇洋介（2019）.『大学入試改革は高校生

の学習行動を変えるか』ミネルヴァ書房，89より。 
 
2 調査概要  
2.1 調査時期・対象・方法 
北関東地区に所在する３つの公立進学中堅校の２年

生549人（男子273人, 女子276人）に対して，2020
年 12 月に実施したアンケート調査を分析の対象とし

た。なお，３校のうち，１校は共学校，２校は別学校

（男子校１校, 女子校１校）からの回答結果となって

いる。 
 

2.2 質問項目 
本調査の質問項目は以下の通りである。なお，アン

ケート用紙には，記入，または，選択したくない質問

項目があった場合は，「空欄のままで構いません」とい

う注意書きをつけている。 
① 学年（記入形式） 
② 性別（男子，女子から一つを選択） 
③ 現在の志望学部系統 

「1：人文科学系（外国語，国際を含む）」「2： 
 法学・政治学」，「3：経済学・経営学・商学」,「4：
理学系」,「5：工学系」,「6：農・水産学系」,「7：
獣医学」,「8：医学・歯学・薬学」,「9：保健学」,
「10：家政系」,「11：教育系」,「12：芸術系」,「13：
総合系」,「14：その他」から一つ選択。 

④ 志望の強さ（５件法） 
「5：強い」,「4：まあ強い」,「3：どちらともい

えない」,「2：あまり強くない」,「1：強くない」

から一つ選択。 
⑤ 志望学部系統を選んだ理由（５件法） 

「1：学びたい学部系統だから」,「2：就職に有 
利そうだから」,「3：受験で得意な科目をいかせそ

うだから」,「4：志望する学部系統と先生の勧めが

一致したから」,「5：志望大学の合格の可能性を高

める学部系統だから」,「6：他に行きたい学部系統

がなかったから（消去法での選択）」,「7：志望する

学部系統と家族の意見が一致したから」,「8：受験

で苦手な科目を避けるため」,「9：自分では決めか

ねていたので，家族の勧めに従った」,「10．自分で

は決めかねていたので，先生の勧めに従った」,「11．
友だちなど，周囲の人たちが志望する学部系統だか

ら」,「12．資格や免許を取得するため」,「13．志

望大学に進学できれば，学部系統にはこだわらない」

の 13 項目について，それぞれ「5：あてはまる」,
「4：まああてはまる」,「3：どちらともいえない」,
「2：あまりあてはまらない」,「1：あてはまらない」

から一つ選択。 
 
2.3 分析手法 
学部系統における志望度と志望理由について，単純

集計（５件法で質問項目に対し最も肯定的に回答した

選択肢を5点，最も否定的に回答した選択肢を1点と

する5点満点による平均スコア）により傾向を把握し

た上で，設定した二つの問い（「学部系統によって志望

理由に差が見られる（項目がある）のか」，「性別によ

って志望理由に差が見られる（項目がある）のか」）に

ついて，統計的に有意差が見られるのかどうかを検証

する。 
 

3 結果 学部系統の志望度と志望理由（全体，学部系

統別，男女別） 
はじめに，被験者が志望する学部系統の割合と志望

度（志望の強さ）を整理する。表２は，学部系統別志

望者の割合（全体・男女別）である。全体では，人文

科学系（17.1％），保健学，工学系（16.0％）の順に高

かった。これを男女別に見ると，男子では工学系

（26.4％），経済・経営・商学（15.4％），女子では，

人文科学系（26.4％），保健学（19.2％）の順となった。

この男女別の割合を先行研究で示した表１と比較する

と，男子では工学系の志望者の割合が高く，女子では

保健学の割合がより高い結果となった。 
表３は，学部系統別志望度（全体・男女別）である。

全体では，どの学部系統も5点満点で4点を超えてい

る。また，男女とも志望度が高かった上位３位が，医・

歯・薬学，保健学，教育系であった。専門の資格を取

得することがそのまま就職に直結するイメージが持ち

やすい学部系統の志望度が高い結果となった。 
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表２ 学部系統別志望者の割合（全体・男女別） 
全体 男子 女子

割合 割合 割合
人文
科学系 17.1% 工学系 26.4% 人文

科学系 26.4%

保健学 16.0% 経済・経営
・商学 15.4% 保健学 19.2%

工学系 16.0% 保健学 12.8% 教育系 12.7%

教育系 12.0% 教育系 11.4% 経済・経営
・商学 8.7%

経済・経営
・商学 12.0% 理学系 10.6% 法・

政治学 5.8%

理学系 8.0% 人文
科学系 7.7% 工学系 5.8%

法・
政治学 6.2% 法・

政治学 6.6% 理学系 5.4%

医・⻭
・薬学 4.2% 医・⻭

・薬学 5.5% 医・⻭
・薬学 2.9%

その他 7.5% その他 2.2% その他 12.7%

学部系統 学部系統 学部系統

 
志望者の割合の高い順に記載。「農・水産学系」，「獣医学」， 

「家政系」，「芸術系」，「総合系」は志望者数が10人未満 

だったため，「その他」に含めた。 

 
表３ 学部系統別志望度（全体・男女別） 
全体 男子 女子

平均ｽｺｱ 平均ｽｺｱ 平均ｽｺｱ
医・⻭
・薬学 4.57 医・⻭

・薬学 4.53 医・⻭
・薬学 4.63

保健学 4.38 保健学 4.37 教育系 4.43

教育系 4.32 教育系 4.19 保健学 4.38

理学系 4.16 人文
科学系 4.10 理学系 4.33

人文
科学系 4.12 経済・経営

・商学 4.10 法・
政治学 4.19

法・
政治学 4.09 工学系 4.07 工学系 4.13

工学系 4.08 理学系 4.07 人文
科学系 4.12

経済・経営
・商学 4.02 法・

政治学 4.00 経済・経営
・商学 3.88

学部系統 学部系統 学部系統

 
志望度の平均スコア（5点満点）の高い順に記載。 

 
次に，志望理由について，まず，志望理由として質

問した13項目の各平均スコア（全体）を見たところ，

「1：学びたい学部系統だから」が全体で4.53と最も

高かった（表４）。平均スコアで４点を超えているのは

この一項目のみであり，学びたいから志望するという

ことが学部系統の志望理由の根幹にあることが確認さ

れた。次いで，「2：就職に有利そうだから」（3.61），
「12．資格や免許を取得するため」（3.41），「3：受験

で得意な科目をいかせそうだから」（3.40）の順となっ

た。 
男女別では，「1：学びたい学部系統だから」が男子

4.37，女子4.69とそれぞれ最も高かった。しかし，平

均スコア差は0.32ポイントあり，男女間で統計的有意

差が見られた。また，「5：志望大学の合格の可能性を

高める学部系統だから」，「6：他に行きたい学部系統

がなかったから（消去法での選択）」「8：受験で苦手

な科目を避けるため」，「13．志望大学に進学できれば，

学部系統にはこだわらない」，「9：自分では決めかね

ていたので，家族の勧めに従った」，「10．自分では決

めかねていたので，先生の勧めに従った」，「11．友だ

ちなど，周囲の人たちが志望する学部系統だから」で

は，全体の平均スコアがすべて３点を下回っているも

のの，男子の平均スコアが女子よりも高く，それぞれ

統計的有意差が見られた。一方，先行研究で示された

「進学中堅校女子は資格に関係がある領域を好む傾向

がある」について，本調査では，「12．資格や免許を

取得するため」について，女子の平均スコアが男子よ

りも高かったが，統計的有意差は見られなかった。 
 
表４ 学部系統の志望理由（全体・男女別）の平均スコア 

 t検定 
全体 男子 女子 差（男-女） ｐ値 判定

1.学びたい学部系統 4.53 4.37 4.69 -0.32 0.00 **
2.就職に有利 3.61 3.68 3.54 0.13 0.16
12.資格や免許取得のため 3.41 3.36 3.46 -0.10 0.41
3.得意科目をいかせる 3.40 3.46 3.34 0.12 0.15
7.志望と家族の勧め一致 3.05 3.06 3.04 0.01 0.89
5.合格の可能性を高める 2.74 2.88 2.60 0.28 0.00 **
4.志望と先生の勧め一致 2.49 2.49 2.49 0.00 0.98
6.志望なし（消去法） 2.24 2.41 2.07 0.34 0.00 **
8.苦手科目を避ける 2.22 2.34 2.11 0.24 0.01 *
13.志望大学＞学部 2.04 2.37 1.70 0.67 0.00 **
9.決められず家族の勧め 1.84 1.97 1.71 0.25 0.00 **
10.決められず先生の勧め 1.70 1.85 1.56 0.29 0.00 **
11.友だち・周囲が志望 1.63 1.87 1.39 0.49 0.00 **  
全体の平均スコアが高い順に記載。 *ｐ<0.05  **ｐ<0.01 

 
表５は，学部系統ごとの志望理由を質問項目別に一

覧にしている。また，学部系統間で統計的有意差が見

られた志望理由と，どの学部系統間で統計的有意差が

見られたのかをそれぞれ示したのが，表６～表 13 で
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ある。まず，表５を見ると，「1：学びたい学部系統だ

から」は，教育系を除き最も高い平均スコアとなった。

次に，専門の資格を取得して就職する学部系統である

医・歯・薬学，保健学，教育系については，「2：就職

に有利そうだから」，「12．資格や免許を取得するため」，

「7：志望する学部系統と家族の意見が一致したから」

の平均スコアが全体と比較して 10％以上高い傾向が

見られた。これらの項目は，統計的分析によっても，

医・歯・薬学，保健学，教育系とその他の学部系統間

を中心に有意差が見られることが確認できる（表６～

表11）。 
 続いて，全体の平均スコアは 2.22 と低いものの，

「8：受験で苦手な科目を避けるため」について，教

育系の平均スコア（1.85）が人文科学系（2.43），法・

政治学（2.56），経済・経営・商学（2.45）といった文

系の各学部系統よりも低く，５％水準で有意差が見ら

れた（表12，表13）。 
また，統計的有意差は確認できなかったものの，「13．

志望大学に進学できれば，学部系統にはこだわらない」

について，理学系，法・政治学，工学系，経済・経営・

商学の平均スコアが全体と比較して 10％以上高い結

果となった。一方，保健学では，「9：自分では決めか

ねていたので，家族の勧めに従った」の平均スコアが

2.14 と全体の 1.84 よりも 0.3 ポイント高かった。最

後に，人文科学系を志望する高校生は，「2：就職に有

利そうだから」のスコアが全体平均よりも20％以上低

く，他の学部系統と比較した場合，学部系統の選択段

階において，大学卒業後の就職を意識する度合いが低

い可能性が窺われた。

 
表５ 学部系統の志望理由（学部系統別） 

全体
平均 指数 平均 指数 平均 指数 平均 指数 平均 指数 平均 指数 平均 指数 平均 指数 平均

1.学びたい学部系統 4.61 1.02 4.59 1.01 4.48 0.99 4.50 0.99 4.70 1.04 4.35 0.96 4.47 0.99 4.35 0.96 4.53

2.就職に有利 4.41 1.22 4.11 1.14 3.62 1.00 3.55 0.98 2.82 0.78 4.15 1.15 3.59 0.99 3.94 1.09 3.61

12.資格や免許取得のため 4.52 1.33 4.53 1.33 4.50 1.32 2.91 0.85 2.59 0.76 3.29 0.97 3.08 0.90 2.48 0.73 3.41

3.得意科目をいかせる 3.30 0.97 3.35 0.99 3.36 0.99 3.75 1.10 3.53 1.04 3.50 1.03 3.38 0.99 3.35 0.98 3.40
7.志望と家族の勧め一致 3.39 1.11 3.56 1.17 3.38 1.11 2.75 0.90 3.03 0.99 3.00 0.98 2.70 0.89 2.91 0.95 3.05

5.合格の可能性を高める 2.35 0.86 2.95 1.08 2.74 1.00 2.91 1.06 2.65 0.97 2.71 0.99 2.66 0.97 2.88 1.05 2.74

4.志望と先生の勧め一致 2.04 0.82 2.66 1.07 2.62 1.05 2.66 1.07 2.46 0.99 2.71 1.09 2.33 0.94 2.53 1.02 2.49

6.志望なし（消去法） 2.09 0.93 2.13 0.95 2.05 0.91 2.30 1.03 2.31 1.03 2.32 1.04 2.41 1.08 2.50 1.12 2.24

8.苦手科目を避ける 2.00 0.90 2.28 1.03 1.85 0.83 2.14 0.96 2.43 1.09 2.56 1.15 2.17 0.98 2.45 1.11 2.22

13.志望大学＞学部 1.65 0.81 1.95 0.96 1.86 0.91 2.41 1.18 1.84 0.90 2.26 1.11 2.25 1.10 2.39 1.17 2.04
9.決められず家族の勧め 1.87 1.02 2.14 1.16 1.94 1.05 1.82 0.99 1.71 0.93 1.76 0.96 1.80 0.98 1.92 1.05 1.84
10.決められず先生の勧め 1.70 1.00 1.73 1.02 1.74 1.02 1.82 1.07 1.56 0.92 1.79 1.06 1.76 1.04 1.83 1.08 1.70

11.友だち・周囲が志望 1.57 0.96 1.74 1.07 1.59 0.98 1.72 1.06 1.48 0.91 1.52 0.93 1.74 1.07 1.80 1.11 1.63

法・政治学 工学系 経済・経営・商学医・⻭・薬学 保健学 教育系 理学系 人文科学系

 
全体の平均スコアよりも10％以上高いスコアに網掛け，10％以上低いスコアに下線を引いている。 
 

表６ 学部系統の志望理由（学部系統別）  
「2：就職に有利そうだから」 分散分析 

変動 平方和 自由度 平均平方 F値 p値 判定
グループ間 110.32 7 15.76 16.83 0.00 **
グループ内 459.76 491 0.94

合計 570.08 498  
*ｐ<0.05  **ｐ<0.01 
 

 
 
 
 
 
 
 



高校生の志望学部系統選択に関する一考察 
 

- 135 - 

表７ 学部系統の志望理由（学部系統別）  
「2：就職に有利そうだから」 多重比較検定（Tukey） 

水準1 水準2 平均1 平均2 差 統計量 p値 判定
人文 法・政治 2.82 4.15 1.33 6.86 0.00 **
人文 経済・経営 2.82 3.94 1.12 7.20 0.00 **
人文 理学 2.82 3.55 0.73 4.12 0.00 **
人文 工学 2.82 3.59 0.78 5.38 0.00 **
人文 医⻭薬 2.82 4.41 1.59 6.94 0.00 **
人文 保健 2.82 4.11 1.30 8.98 0.00 **
人文 教育 2.82 3.62 0.81 5.16 0.00 **
理学 医⻭薬 3.55 4.41 0.86 3.42 0.01 *
理学 保健 3.55 4.11 0.57 3.18 0.03 *
工学 医⻭薬 3.59 4.41 0.82 3.55 0.01 **
工学 保健 3.59 4.11 0.52 3.58 0.01 **
医⻭薬 教育 4.41 3.62 0.79 3.31 0.02 *
保健 教育 4.11 3.62 0.49 3.13 0.03 *  

統計的有意差が見られた学部系統を記載。 
*ｐ<0.05  **ｐ<0.01 
 

表８ 学部系統の志望理由（学部系統別） 
「12．資格や免許を取得するため」 分散分析 

変動 平方和 自由度 平均平方 F値 p値 判定
グループ間 357.92 7 51.13 39.95 0.00 **
グループ内 632.23 494 1.28

合計 990.15 501  
*ｐ<0.05  **ｐ<0.01 
 

表９ 学部系統の志望理由（学部系統別） 
「12．資格や免許を取得するため」 多重比較検定（Tukey） 

水準1 水準2 平均1 平均2 差 標準誤差統計量 p値 判定
人文 法・政治 2.59 3.29 0.70 0.23 3.10 0.04 *
人文 医⻭薬 2.59 4.52 1.93 0.26 7.33 0.00 **
人文 保健 2.59 4.53 1.94 0.17 11.55 0.00 **
人文 教育 2.59 4.50 1.91 0.18 10.48 0.00 **

法・政治 経済・経営 3.29 2.48 0.81 0.24 3.39 0.01 *
法・政治 医⻭薬 3.29 4.52 1.23 0.31 4.02 0.00 **
法・政治 保健 3.29 4.53 1.24 0.23 5.43 0.00 **
法・政治 教育 3.29 4.50 1.21 0.24 5.05 0.00 **
経済・経営 工学 2.48 3.08 0.59 0.18 3.23 0.02 *
経済・経営 医⻭薬 2.48 4.52 2.04 0.27 7.44 0.00 **
経済・経営 保健 2.48 4.53 2.05 0.18 11.12 0.00 **
経済・経営 教育 2.48 4.50 2.02 0.20 10.23 0.00 **

理学 医⻭薬 2.91 4.52 1.61 0.29 5.54 0.00 **
理学 保健 2.91 4.53 1.63 0.21 7.78 0.00 **
理学 教育 2.91 4.50 1.59 0.22 7.23 0.00 **
工学 医⻭薬 3.08 4.52 1.44 0.26 5.44 0.00 **
工学 保健 3.08 4.53 1.45 0.17 8.53 0.00 **
工学 教育 3.08 4.50 1.42 0.18 7.71 0.00 **  

統計的有意差が見られた学部系統を記載。 
*ｐ<0.05  **ｐ<0.01 

表10 学部系統の志望理由（学部系統別）  
「7：志望する学部系統と家族の意見が一致したから」  

分散分析 

変動 平方和 自由度 平均平方 F値 p値 判定
グループ間 47.97 7 6.85 4.83 0.00 **
グループ内 697.34 492 1.42

合計 745.30 499  
*ｐ<0.05  **ｐ<0.01 
 

表11 学部系統の志望理由（学部系統別）  
「7：志望する学部系統と家族の意見が一致したから」 

多重比較検定（Tukey） 
水準1 水準2 平均1 平均2 差 統計量 p値 判定

経済・経営 保健 2.91 3.56 0.65 3.37 0.02 *
理学 保健 2.75 3.56 0.81 3.69 0.01 **
工学 保健 2.70 3.56 0.86 4.77 0.00 **
工学 教育 2.70 3.38 0.67 3.48 0.01 *  

統計的有意差が見られた学部系統を記載。 
*ｐ<0.05  **ｐ<0.01 
 

表12 学部系統の志望理由（学部系統別）  
「8：受験で苦手な科目を避けるため」 分散分析 

変動 平方和 自由度 平均平方 F値 p値 判定
グループ間 22.20 7 3.17 2.66 0.01 *
グループ内 589.73 495 1.19

合計 611.94 502  
*ｐ<0.05  **ｐ<0.01 
 

表13 学部系統の志望理由（学部系統別）  
「8：受験で苦手な科目を避けるため」  

多重比較検定（Tukey） 

水準1 水準2 平均1 平均2 差 統計量 p値 判定
人文 教育 2.43 1.85 0.58 3.29 0.02 *

法・政治 教育 2.56 1.85 0.71 3.08 0.04 *
経済・経営 教育 2.45 1.85 0.61 3.19 0.03 *  

統計的有意差が見られた学部系統を記載。 
*ｐ<0.05  **ｐ<0.01 

 
4 考察とまとめ 

問いの設定とアンケート調査の結果を踏まえ，調査

対象とした進学中堅校に在籍する高校生の志望学部系

統の特徴について，次の三点を指摘したい。 
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一点目は，進学中堅校について，先行研究では，ト

ップ進学校とは異なり，強い進学意識が見られない傾

向が指摘されていたが，本調査（北関東地区に所在す

る公立進学中堅校）からは，就職や資格取得，また，

他者からの勧めよりも学びたいことを基準として学部

系統の選択を行う傾向が見られたことである。本研究

の調査対象校が地方に所在する進学中堅校であり，先

行研究における都市部の進学中堅校との差異の可能性

が示唆されたことが考えられる。 
二点目は，資格取得が就職に直結する学部系統の志

望理由の強さは，家族の勧めとも一致しているという

傾向が見られたことである。これらの学部系統の志望

については，本人の希望だけでなく，家族の意向も強

く働いていることが窺える。 
三点目は，志望理由を男女別で見た場合，男子より

も女子の方が学びたいという理由から学部系統を志望

すること，また，学部系統選択を大学入試に合格する

ための戦略と位置付ける度合いが低く，他者に流され

ず主体的に選択する傾向にあるということである。こ

の傾向は，志望理由として，「1：学びたい学部系統だ

から」の女子の平均スコアが4.69と３／４以上（回答

者 273 人中 206 人（75.5％））がこの志望理由に対し

て「5：あてはまる」と回答していること（男子は回

答者273人中139人（50.9％）），また，「5：志望大学

の合格の可能性を高める学部系統だから」，「6：他に

行きたい学部系統がなかったから（消去法での選択）」

「8：受験で苦手な科目を避けるため」，「13．志望大

学に進学できれば，学部系統にはこだわらない」，「9：
自分では決めかねていたので，家族の勧めに従った」，

「10．自分では決めかねていたので，先生の勧めに従

った」，「11．友だちなど，周囲の人たちが志望する学

部系統だから」の，主体的，かつ，積極的とはいえな

い各項目の平均スコアについて，すべて男子よりも低

く，男女間で統計的有意差が見られたことから確認で

きる。 
 以上，本稿では，進学中堅校に在籍する高校生の学

部系統の志望理由の特徴について，アンケート調査よ

り検討した。一口に進学中堅校に在籍する高校生の志

望学部系統といっても，所在する地域，性別等の属性

によって，異なる傾向を示すケースがあることが示唆

されたと考えられる。ただし，本調査では，地方部に

位置する３つ公立高校の調査であることから，一事例

の範囲に留まっており，一般化するためには，今後，

より多くの高校での調査が必要であること，また，進

学中堅校の学部系統選択の特徴をより明らかにするた

めには，トップ進学校との比較調査などが必要となる

ことが考えられる。これらの点については，今後の課

題としたい。 
 
注 
1）進学中堅校については，山村(2019)が「生徒の大半は四年制

大学に進学するが，彼／彼女らは，一般入試のみならず，指

定校推薦や公募推薦，AO入試といったさまざまな入試方法に

よって進学している高校」と定義している。また，東京都教

育委員会は中堅校について，多様な都立高校が存立する中で、

一定の学力を備えているが、難関大学への進学率は特に高く

ない全日制課程の普通科の都立高校と説明している。 
2）例えば，全国大学生活協同組合連合会の大学進学ガイドブッ

クには，大学入学前の疑問として，大学入学までにいくらか

かるかについて，「大学入学」という用語を使用して説明して

いる。＜https://www.univcoop.or.jp/parents/guide-singaku/p
01.html＞（2021年2月1日） 
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高大接続改革期における国立教員養成系大学の 
入学者選抜方法の変化 

――令和２年度入試～令和３年度入試を対象に―― 
 

山田 美都雄（宮城教育大学） 
 
 本研究では，国立の教員養成系大学において，高大接続改革期の入学者選抜方法にどのような変更が

生じているのか（あるいは生じていないのか）を主題として取り上げる。これは，国主導の入試改革に

対する影響性を評価することに加え，実体的に国立教員養成系大学の入試の在り方がどのような変化を

遂げようとしているのかを観察する試みでもある。分析の結果，国立の教員養成系大学においては，令

和２年度入試から令和３年度入試にかけて，一部の大学における一般選抜後期日程試験の廃止と総合型

選抜の新規実施といった現象が確認された。また，一般選抜において，面接や文書系等資料を用いた「主

体性等評価シフト」への強まりが明らかとなった。 
キーワード：高大接続改革，入学者選抜方法，主体性等評価，教員養成 

 
1 本研究の概要 
1.1 研究の背景 
 今般の高大接続改革（中央教育審議会2014）につい

ては，「英語民間試験の導入の見送り」，「大学入学共通

テストの国語・数学における記述式問題の導入見送り」，

そして「JAPAN e-portfolioの運営許可取り消し」とい

った形で，改革の目玉であった３本の柱が新入試実施

を前に次々と事実上の頓挫を経験し，社会的な批判を

受けるに至った。これらの頓挫の要因としては，第一

に，方法的な問題性が挙げられよう。すなわち，「英語

民間試験」に関しては，異なる種類の英語試験を比較

することの技術的・統計的な妥当性や経済格差・地域

格差による受験機会の公平性等に関する問題が指摘さ

れ，「記述式問題」においては，採点の精緻化や採点体

制の構築という面で大きな瑕疵があったといえる。さ

らに，「JAPAN e-portfolio」は，特に財務面に関わる

運営許可要件の不達成により，文部科学省より余儀な

く停止を命じられた（文部科学省2020）。これらは，

問題を乗り越える精緻な技術や潤沢な予算がありさえ

すれば解決される可能性があったといえるかもしれな

いが，実施を前提としたうえでの課題解決が現実的に

困難を極めていた感は否めないであろう。 
一方で，今般の改革に関しては，理念的な問題があ

ったとの言及もなされている。たとえば，中村（2020a）
は，「『予測不能な新しい時代に対応するため』という

大義に紐づけられ改革することの正当性が語られるも

のの」，「いざ新たな方向性を示す理念を提示しようと

しても簡単には見つからない」状況に陥っていると指

摘する。すなわち，今回掲げられた理念は問題の打開

に対する説得性を欠いており，「理念」自体の妥当性に

ついて疑いがかけられているのである。 
それでは，我々は改めて，今般の高大接続改革のこ

れまでの展開をどのように評価することが妥当である

といえようか。一般的には，前述の３本柱がいずれも

瓦解したがゆえに，今回の改革が「失敗」であったと

強く印象付けられるが，果たしてこれらの事実のみに

よって，評価を下すことは妥当といえるだろうか。 
このようにあえて問うのは，これらの入試「政策」

が，ある種の技術的理由によって導入の道筋が断たれ

はしても，理念的問題についてはいまだ改革を色づけ

続けていると考えられるからだ。たとえば，文部科学

省が平成２９年７月に公表した「平成３３年度大学入

学者選抜実施要項の見直しに係る予告」の，「一般入試

の課題の改善」という項においては，「① 筆記試験に

加え、『主体性を持って多様な人々と協働して学ぶ態度』

をより積極的に評価するため、調査書や志願者本人が

記載する資料等の積極的な活用を促す。」ということが

示されており，この点については３本柱を失った後に

おいても，依然として残された課題と言いうる。 
さらに，国立大学においては，国立大学協会が平成

２９年１１月に公表した「2020年度以降の国立大学の

入学者選抜制度－国立大学協会の基本方針－」の，「調

査書や志願者本人が記載する資料等の活用」の項にお

いて，「各大学は、それぞれのアドミッション・ポリシ

ーに基づき求める人物像や能力等を踏まえ、高等学校

における学習活動や課外活動等の実績及び学習意欲等

を含めた学力試験によっては測ることのできない能力

や態度をより適切に評価するため、調査書や志願者本
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人が記載する資料、面接等を活用する方法を検討し、

実施可能なものから順次導入していく」と述べられ，

いわゆる，「主体性を持って多様な人々と協働して学ぶ

態度」が一般入試でも確実に評価されるよう，上から

の要請によって個別大学の入試改革の方向性を水路づ

けたのであった。 
これらのことを踏まえ，改めて高大接続改革に投げ

かけられた今般の批判を顧みると，いわゆる３本柱が

引き剥がされた後に残った，「理念的側面」に関しては，

問題性があるとの指摘を受けながらも頓挫せず（つま

り，事実上肯定され），改革の具体的な実行過程に引き

継がれ，部分的にでこそあれ，入試の変更として具体

的に体現されている可能性がある。そうであるとすれ

ば，今般の高大接続改革の評価は，これらの３本柱の

頓挫によってのみなされるのは十分とはいえず，理念

という残影を有した改革の余波がどのような形で大学

に押し寄せたのかに関して，短期的・長期的な観点か

らその影響性を改めて評価する必要があろう。 
そこで本稿では，このような趣旨の下，具体的にど

のように高大接続改革を評価することができるのか，

という問いを扱う。 
 

1.2 研究の目的 
本研究の目的は，今般の高大接続改革が，大学入学

者選抜の在り様に与えた波及効果を，具体的な選抜方

法という観点からデータ分析することを通じて，当改

革が有していた効力を評価することにある。 
なお，本稿では，分析対象として特に「国立教員養

成系大学 1）」という特定種別の大学を設定する。その

理由は，第一に，特定の専門職業人養成という観点を

限定的に導入することで，今般の入試改革が具体的に

どのような変更を求めるものであるのか，改革がもつ

実際的な意味合いをより明瞭に把握することを意図す

るためである。また，第二の理由は，先行する教員養

成教育研究に接続することを想定するためである。当

然，学校教員の他に，医師や看護師，エンジニアとい

った特定の職業領域についても同格的に扱うことは想

定されうるが，ここでは，既存の先行研究を踏まえ教

員養成系大学を対象としつつ，その後に他領域の分析

にも適うモデルを提示することをさしあたり目指すこ

ととしたい。 
このように，本研究では，いわば「改革レベル（マ

クロレベル）」と「人材育成レベル（ミクロレベル）」

という２つの視座から，今次の改革が有する意味を理

解し，このことを通じて今後の入学者選抜の在り方に

ついて検討する。 

以下，先行研究の検討，調査概要，分析の観点，分

析結果，まとめと考察，今後の展開の順で述べる。 
 

1.3 先行研究の検討 
国立の教育養成系大学における今般の高大接続改

革の実態に関する研究としては，山田（2021）が挙げ

られる。当研究では，国立教員養成大学・学部の入学

者選抜の方針（アドミッション・ポリシー）を対象に

分析し，そこでの傾向性に関する知見を提出している

が，今般の改革の影響性や選抜方法の具体的な変更点

については触れられていない。このことから，本研究

では，実際の入学者選抜に視点を移し，その変更状況

を捉えることとする。 
 
2 調査概要 
2.1 調査対象 
本分析における調査対象は，国立の教員養成系大学

44大学の教員養成課程とする。そこでは，教育系学部

であっても教員養成課程とは異なる課程・学科につい

ては対象から除外した。 
また，本稿では，とりわけ大学入試センター試験か

ら大学入学共通テストへの移行時期となる，令和２年

度入試から令和３年度入試の期間において，個別大学

で実施される入学者選抜の在り様がどのように変化し

たのかをデータに基づいて把捉する。なお，当該年度

の前後の期間に実際に改革が着手された可能性も想定

されるが，ここでは，改革の波及度がもっとも明瞭に

強まる期間として，当該の期間を設定した。 
 
2.2 調査方法 
調査方法としては，主に令和２年度及び令和３年度

の『入学者選抜要項』を根拠に，情報を収集した。な

かでも，特に，実施している選抜区分，募集人員，各

種入学者選抜方法，試験実施教科・科目及び配点等の

一覧表等の情報に着目した。また，新型コロナウイル

ス感染症の影響による変更に関する記載がある場合は，

変更前の情報に依拠した。なお，一部の選抜区分の情

報については，当該選抜区分の『学生募集要項』を参

照した。 
 

3 分析の観点 
 本研究では，今般の改革状況を捉えるにあたって，

分析の観点として，以下の諸観点を設定し，次章にお

いて分析結果を確認する。 
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3.1 選抜区分及び募集人員の設定状況 
 まず，選抜の全体像を捉えるために，各選抜区分の

設定状況や募集人員，募集人員の構成比率等について，

令和２年度入試，令和３年度入試ごとに確認する。 
 
3.2 推薦＋AO総合の募集人員の設定状況 
 次に，推薦＋AO 総合の募集人員の設定状況につい

てまとめる 2)。また，国立大学協会（2015）は，推薦

＋AO総合の募集人員を入学定員の30％とするという

目標を掲げているが，この水準にどの程度の大学が到

達しているのかを確認する。 
 
3.3 選抜区分単位の選抜方法の設定状況 
 さらに，各大学の入学者選抜方法について，令和２

年度入試から令和３年度入試にかけてどのような変更

が生じているかを選抜区分別に確認する。なお，選抜

における活用資料については，大学によって記載事項

にムラがあることから，ここでは入学者選抜要項に記

載が確認された範囲への言及に留まる。 
 
3.4 アドミッション・ポリシーの変更状況 
選抜方法の変更が特に大きく生じている大学につ

いては，アドミッション・ポリシー（入学者受入の方

針）において，どのような表現の変化が見られるのか

について，併せて確認する。 
 
4 分析結果 
4.1 選抜区分及び募集人員の設定状況の分析結果 
 表1に選抜区分別の設定状況を示した。これを見る

と，一般後期の実施率が 37 大学（84.1％）から，31
大学（70.5％）に減少していることがわかる。すなわ

ち，後期を廃止した大学の割合が，全 44 大学中６大

学（13.6％）に及んでいることが分かる。 
 

表1 選抜区分別の実施状況の変化 

 
 

一方で，AO総合は，実施数が14大学（31.8％）か

ら20大学（45.5％）へと，６大学（13.6％）分増加し

ており, 全体の約半数に到達する勢いとなっている。

なお，令和３年度に新たにAO総合を実施した大学６

校の詳細を確認したところ，後期日程を廃止して総合

型選抜に鞍替えした大学は３校であった（表は省略）。 
また，前期日程に次いで実施率が高いのは後期日程

ではなく推薦であり，その実施率が全体の約９割程度

となっている。 
 次に，募集人員の変化について検証する。まず，図

1 に示すように，各大学における選抜区分ごとの募集

人員の平均値を年度別に比較したところ（若干名は除

く），大きな変化は見られなかった。なお，募集人数は，

推薦が50人強程度，後期が40名前後であり，推薦の

方が後期よりも10名程度多かった。また，AO総合は

新規実施の大学（募集人員が若干名の１大学を除く）

の平均値が19.6人であったため，令和３年度において

全体として数値が下がっている。 
 

 
図1 選抜区分別募集人員の平均値の比較 

 
続いて，選抜区分別の募集人員の構成比率について

確認する。ここでは，全体の募集人員に占める，各種

選抜区分の募集人員の構成比率の平均値と標準偏差を

算出した（若干名は除く）。 
その結果を示したのが表 2 である。表 2 を見ると， 

構成比率についても大きな変更は見られない。また，

前期の構成比率が60％強であるのに次いで，推薦の比

率は20％強で相対的に高く，この関係は令和３年度入

試においても維持されている。 
 

N ％ N ％ Nの差 ％の差
一般前期 44 100.0 44 100.0 0 0.0
一般後期 37 84.1 31 70.5 -6 -13.6
推薦 40 90.9 39 88.6 -1 -2.3
AO・総合 14 31.8 20 45.5 6 13.6
帰国子女 10 22.7 10 22.7 0 0.0
社会人 2 4.5 2 4.5 0 0.0
私費外国人 28 63.6 27 61.4 -1 -2.3
その他 5 11.4 4 9.1 -1 -2.3

令和３年度入試
（B）

令和２年度入試
（A)選抜区分

（B）－（A）の差

160.8 157.7

38.4 41.6
51.2 54.6

34.0 30.1

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

140.0
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180.0

R2 R3 R2 R3 R2 R3 R2 R3

前期 後期 推薦 AO総合

※募集人員が若干名の

場合は除く。 
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表2 選抜区分別募集人員の構成比率の平均 

 
 
4.2 推薦＋AO総合の募集人員の設定状況の分析結果 
続いて，推薦＋AO 総合の募集人員の構成比率を確

認する。なお，ここでは募集人員が若干名と表記され

た選抜は除いた。令和２年度から令和３年度にかけて

の推薦＋AO 総合の募集人員の増減状況に着目してみ

ると，表3に示すように，半数以上の大学は「変化な

し」であるのに対し，「増加」した大学は31.8％で，全

体の３割に達している。一方で，推薦＋AO 総合の募

集人員を「減少」させた大学は６大学（13.6％）で少

数となっている。  
 

表3 推薦＋AO総合の募集人員の増減状況 

 
 

表4 推薦・AO総合の募集人員30％の達成状況 

 
 
さらに，国立大学協会が目標として掲げる，推薦＋

AO総合の募集人員が全体の入学定員の30％に達して

いる大学は，表4に示す通り，令和２年度から令和３

年度入試にかけて13大学から15大学となり，全体の

３割を超える水準となった。 
 

4.3 選抜区分単位の選抜方法の設定状況の分析結果 
 次に，選抜区分ごとにどのような選抜方法が採用さ

れているのかに関して，令和２年度と令和３年度の比

較結果を示す。ここで分析対象となる入試の総数は，

全部で1,348本であり3)，選抜方法のカテゴリとして，

ここでは「教科（学力検査）」，「面接」，「小論文」，「文

書等資料」を取り上げる 4)。 
分析結果を表5に示す。ここでの年度毎に表示され

るパーセンテージの数値は大学毎の実施率の平均値で

ある。まず，特に前期において「面接」を実施する率

が，40.1％から 53.9％へと 13.8 ポイント上昇し，ま

た，「文書等資料」を課す割合は 13.8％から 28.2％へ

と約 15 ポイント上昇し３割程度の規模に達するよう

になっている。また，「小論文」を課す割合は，6.8ポ

イント増えている。 
後期については，前期ほどの明瞭な変化は見られな

いが，「文書等資料」が 19.5％から 28.3％へと 8.8 ポ

イント上がっている。なお，「面接」，「小論文」は若干

の上昇が見られる。他の選抜区分として，推薦や AO
総合については，AO 総合Ⅰ・Ⅱでやや小論文の採用

率が下がっているほかは，大きな変化は見られない。 
 
4.4 アドミッション・ポリシーの変更状況の確認 
 続いて，特に大きな変化が生じていた大学を抜粋し

て，アドミッション・ポリシーにどのような変化が生

じているのかについて確認した。ここでは，特に一般

前期において，面接実施率が大幅に上昇した上位３大

学（弘前大学，岐阜大学，信州大学）に対象を絞って

代表的に取り上げる。表 6～表 8 に示すように，そこ

での変更点は，既存のアドミッション・ポリシーに文

章や表を付加するといった微細な変更が生じている程

度であった。 
 
5 まとめと考察 
 本章では，これまでの分析から得た主な知見を，下

記の４点としてまとめ，次に考察を述べる。 
①各種選抜区分の設定状況について，後期の実施率が

減少し，AO総合の実施率が上昇した。 
②推薦＋AO 総合の募集人員が増加した大学は 14 大

学にのぼり，入学定員に占める割合が30％を超える

水準に到達する大学も２大学増えた。 
③前期の選抜方法に関して，面接及び文書等資料の実

施割合が顕著に増加した。 
④アドミッション・ポリシーの変更に関しては，付加

的な表現方法の変更に止まった。  
これらのことから，今般の高大接続改革の波は，国

立の教員養成系大学に対して，全体として多面的・総

合的評価，すなわち「主体性を持って多様な人々と協

働して学ぶ態度」の評価をより一層促す方向へと機能

した可能性がうかがえる（ここで，このような現象を 

N 平均値 標準偏差 N 平均値 標準偏差
一般前期の構成比率 44 63.1 7.43 44 62.8 8.66
一般後期の構成比率 37 14.6 5.72 31 15.5 4.54
推薦の構成比率 40 21.3 7.68 39 22.2 8.82
AO/総合型の構成比率 14 16.4 9.56 19 15.2 10.09

令和２年度入試 令和３年度入試

※令和３年度入試の総合型の１大学は募集人員が若干名のため除外。

N ％

減少 6 13.6

変化なし 24 54.5

増加 14 31.8

推薦＋AO総合の
募集人員の増減

N ％ N ％

推薦＋AO総合30％未満 31 70.5 29 65.9

推薦＋AO総合30％以上 13 29.5 15 34.1

令和３年度入試令和２年度入試
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表5 選抜区分別の入学者選抜方法の比較 

 
 

表6 アドミッション・ポリシーに関する変更点（弘前大学の事例） 
令和２年度 教員として必要な高等学校修了レベルの学習の達成度を評価するという観点から，左記の方法

により総合評価して選抜します。 
令和３年度 高等学校修了レベルの学習の達成度を評価すると共に，教員としての適性・資質・能力，教員に

なろうとする意欲と教育に対する興味・関心を評価するという観点から，左記の方法により総合

評価して選抜します。 
 

表７ アドミッション・ポリシーに関する変更点（岐阜大学の事例） 

 
 

表8 アドミッション・ポリシーに関する変更点（信州大学の事例）：表の追記 

 

入試 大学 入試 大学
前期日程 497 44 493 44 62.7% 62.1% -0.5 40.1% 53.9% 13.8 22.0% 28.8% 6.8% 13.2% 28.2% 15.0
後期日程 233 36 210 31 7.4% 6.3% -1 68.0% 71.9% 3.9 34.9% 41.7% 6.8% 19.5% 28.3% 8.8
推薦Ⅰ 210 31 170 27 3.2% 3.7% 0.5 93.7% 95.3% 1.7 70.2% 67.8% -2.4% 88.4% 82.4% -6.0
推薦Ⅱ 179 23 194 25 0.0% 0.0% 0.0 98.6% 99.3% 0.7 18.1% 21.2% 3.1% 89.0% 85.8% -3.2
AO・総合型Ⅰ 13 7 35 12 0.0% 0.0% 0.0 100.0% 100.0% 0.00 42.9% 33.3% -9.5% 80.0% 80.0% 0.0
AO・総合型Ⅱ 78 11 79 11 0.0% 0.0% 0.0 100.0% 100.0% 0.00 36.4% 27.3% -9.1% 93.9% 97.7% 3.8

差
（R3-R2）

R3
R3

差
（R3-R2）

R2 R3R2

※教科（学力検査），面接，小論文，文書等資料欄のR2，R3の数値は，「大学毎に算出した実施率」の平均値。また，「Ⅰ」は大学入学共通テスト
（大学入試センター試験）を課すことを意味し，「Ⅱ」は課さないことをを意味する。

R3
差

（R3-R2）
R2 R3

差
（R3-R2）

R2

度数
個別学力検査等の種別

教科（学力検査） 面接 小論文 文書等資料
R2

知識・技能
思考力・
判断力

表現力
主体性を持って多様な
人々と協働して学ぶ態度

その他の教育学
部が求める要素

◎ 〇
〇 ◎ 〇
◎ ◎
◎ 〇 ◎ ◎

〇 ◎ ◎
◎ 〇
〇 〇 〇 〇 〇

◎
個人 ◎ 〇 ◎ ◎ 〇
集団 〇 ◎ ◎

◎
◎ ◎
◎
〇

※網掛け箇所が変更点。

 大学入学共通テスト

 調査書
 運動歴調書（体）
 作品（美）
 音楽歴調書（音）

選
抜
方
法
ご

と
の
見
る
力

 面接

前
期
日
程

学
校
推
薦
型

選
抜
Ⅱ

 岐阜県教員を目指す学修指導書
 推薦書
 大学入学共通テスト
 共通面接
 講座面接（美術のみ）
 実技検査（音・美・体）
 個別学力試験

選抜方法及び入試区分

学力の３要素等

知識・技能
思考力・判断
力・表現力

主体性を持っ
て多様な人々
と協働して学
ぶ態度

１．
明日の教育を担う専門的知識や教養を身につけるために高
等学校等を卒業するまでに習得する十分な基礎的学力，又
はそれに相当する学力

〇 〇

２．
既存の知識を活用しながら自分で考え，判断し，他者と協
働して問題を解決していくために不可欠で基本的な思考力
や表現力

〇 〇

３．
教育者として子どもに寄り添い，理論と実践を往還させつ
つ自ら学び，社会の発展に寄与しようとする強い意志

〇

該当する「学力の３要素」



大学入試研究ジャーナル第 32 号 
 

- 142 - 

「主体性等評価シフト」と呼ぶ）。すなわち，「主体性

等評価シフト」がより強まる形で，改革の波は大学に

到達していた可能性が考えうる。このような変化が生

じた理由として，まず挙げられるのは，やはり文部科

学省や国立大学協会による水路づけの影響であろう。

それは，「総合型選抜」という「選抜方式」を通して，

また，「一般選抜」における「選抜方法」を通して実際

的に機能したと思われる。なお，今般の教員養成改革

独自の影響性も想定されうるが，総合型選抜の実施や

一般前期における面接ないし文書等資料の実施割合が

それぞれ１割を超える勢いで生じていることを考慮す

ると，高大接続改革の影響性も無視できないものと思

われる。 
 ここで，中村（2020b）は「一般入試や偏差値システ

ムに代表される筆記試験中心の方式も，推薦入試に代

表される多様化入試も，50年ほど前から同時並行的に

発展を遂げてきた」と述べ，この現象を「試験と推薦

のパラドクス」と呼んでいるが，今般の入試改革にお

いては，「一般入試」においても「推薦入試」（ないし

総合型選抜）においても「主体性等評価シフト」への

傾倒という点で，「同期化」ないし「近似化」が生じた

と言えようか。ただ，この変化は，おそらくは大学内

での多面的・総合的評価の実施にかかる負荷の強化と

引き換えであったと推測される。なぜなら，主体性等

評価は否が応でも，従来型の学力重視評価に比して，

手間がかかるうえ，一般入試にあってはその性格上，

学力試験を手放すことは許容されないからだ。それで

は，それだけの負荷をかけてもなお，今般の入試改革

において主体性等評価シフトを駆動させる意義はあっ

たといえるだろうか。この問いに答えるには，大学教

育が目指す人材像との整合性を検証するといった，よ

り長期的な視野からの評価が必要となるだろう。この

長期的な評価による検証次第では，また従来型の学力

評価シフトへの揺り戻しが生じる可能性もあるかもし

れない。 
 
6 今後の展開について 
 今後は，より総合型選抜の実施率がより上昇するで

あろうか。教員養成系大学においては，よりいっそう

主体性が高く，また社会的課題にも対応できるような

学生が求められることが想定され得る。そのような時

代に，どのような選抜方式及び選抜方法によって，各

大学が学生を選抜していくのかは，今後も注視してい

くべき事柄となるであろう。 
 また，本稿では学校教員という個別具体的な職種に

限定して分析を行ったが，その他の職種や学部の特性

に応じた分析も行うことによって，より大局的な見解

を得られるであろうということは論を俟たない。 
 
注 
1）本稿で，「国立教員養成系大学」とは国立大学の教員養成課程

を有する教員養成単科大学及び学部を指す。 
2) 募集人員が若干名の選抜については，ここでは対象に含めな

いこととした。 
3) ここでの総数は，年度の非該当分を含む数である。 
4) 面接には個人面接，集団面接，集団討論，プレゼンテーショ

ン等が含まれている。また，文書等資料には，調査書，推薦書，

志望理由書，活動報告書，各種提出資料が含まれている。 
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コロナ禍における新潟大学の入試広報の実践 

――「オンライン個別相談会」を中心に―― 

 

吉田 章人，並川 努，坂本 信（新潟大学） 

 

 2019年度末から続く新型コロナウイルスの感染拡大によって，2020年度は従来の入試広報活動の多く

が中止を余儀なくされた。そうしたなかで，新潟大学（以下，本学）では入試広報活動の多くを非対面

型に切り替えて実施してきた。本稿はこうした本学が実施した非対面型の入試広報活動を概観した上で，

そのなかでも本学が 2020 年 5 月から 9 月まで開設していた「オンライン個別相談会」について検討し

た。相談者は決して多いとは言えず，集客の面では課題を残したものの，高校3年生の相談者が多く，ま

た県外からの相談者も比較的多かった。さらに，相談者の8割以上が実際に本学に出願しており，少人数

ではあるが，本学への受験を前向きに考える相談者が多かったことがうかがえる結果であった。 
 キーワード：入試広報，コロナ禍，オンライン相談，メール相談，入試動向 

 

1 はじめに 
 2019 年度末から続く新型コロナウイルスの感染拡

大によって，2020 年度は進学相談会や大学説明会な

ど従来の入試広報活動の多くが中止を余儀なくされた。

また，授業についても，多くの大学では対面型での実

施を控え，Zoom 等のオンライン会議システムや動画

配信など，インターネットを利用した非対面型の授業

が中心に行われるようになった。新潟大学（以下，本

学）においても，新型コロナウイルス感染拡大防止の

観点などから，進学相談会や大学説明会，高校訪問，

出前講義，大学見学やオープンキャンパス，アドミッ

ションフォーラムといった各種の入試広報の実施を見

送る状況となった。 
 一方で，2021 年度入試は高大接続改革の流れのな

かで，従来の大学入試センター試験から大学入学共通

テストへの移行，主体性等評価，本学の場合は理学

部・創生学部における総合型選抜の導入などといった

入試変更点，またコロナ禍における入試対応など，発

信する必要がある情報も例年より多くあり，本来であ

れば例年よりも活発な入試広報の必要があったといえ

る。 
 こうした状況において，各大学では従来の対面型の

入試広報活動に代わって，非対面型の入試広報活動を

模索し実施してきた 1)。本学においても，前述のよう

に，従来型の入試広報活動の多くが中止を余儀なくさ

れた。そのため，「オンライン個別相談会」と称して，

Zoom を利用したリアルタイム型の個別相談（以下，

オンライン相談）とメールによる相談（以下，メール

相談）の受入れを本学ホームページに掲載し，5 月か

ら始めたのを皮切りに，各種の入試広報において，非

対面型の入試広報に対応してきた。こうした非対面型

の入試広報は，かなり手探りの状態で行われたところ

があり，また，コロナ禍の長期化が当初から想定され

たわけではなく緊急避難的な意味合いが強く，実際に

どの程度の効果があったのか，実感が得にくい部分が

あった。 
 そこで本稿では，2020 年度において，本学が実践

してきた非対面型の入試広報を概観した上で，そのな

表1 新潟大学における主な入試広報活動の対応 
事業 主な対象 2020 年度における対応 

高校訪問 高校教員 対面型（県内のみ，県外は中止） 

進学相談会・大学説明会 

（業者・高校等主催） 
高校生・保護者 リアルタイム型配信（原則） 

出前講義 高校生 リアルタイム型配信 

オープンキャンパス 高校生・保護者 リアルタイム型配信・オンデマンド型配信・資料配信型 

大学見学 中高生・保護者 中止 

アドミッションフォーラム 高校教員 リアルタイム型配信（WEB 入試説明会の実施） 

高大接続改革を考える会 高校教員 リアルタイム型配信 
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かでも，本学が実施した「オンライン個別相談会」

（オンライン相談・メール相談）を中心に取り上げ，

その結果と課題を整理し，今後の非対面型の入試広報

活動を検討していく上での一助としたいと考える。 
 なお，本稿において，非対面型とは，リアルタイム

型やオンデマンド型，資料配信型等，インターネット

を利用したものの総称を指す。また，本学では非対面

型の入試広報の多くをリアルタイム型配信で実施した

ことから，オンラインとした場合は，特に断らない限

り，リアルタイム型配信を指すものとする。 
 
2 2020年度における入試広報の状況 
2.1 入試広報の概要 
 まず，2020 年度における本学の入試広報活動の状

況について整理しておくことにする。なお，本学の場

合，各学部が独自に入試広報活動を実施しているケー

スもあるが，ここで取り上げるのは，全学（教育戦略

統括室高大接続推進部門及び学務部入試課）において

実施・参加した入試広報活動である。 
 本学の場合，2020 年 4 月上旬には第 1 学期の授業

をオンライン会議システムや動画配信等による非対面

型で行うことを公表しており，それを踏まえて，入試

広報についても 2020 年度の第 1 学期最終日となる 8
月 12 日まで，対面型の入試広報は行わない方針とし

た。表1は本学における主な入試広報とその対象，そ

して 2020 年度における対応を示したものである。冒

頭において，「中止を余儀なくされた」と述べたが，

コロナ禍という状況の長期化は必ずしも年度当初から

想定された事態とはいえず，オープンキャンパスのよ

うな一定の準備期間を必要とするものを除けば，収束

次第で通常の入試広報に戻していく可能性も念頭に置

いていた。その後，コロナ禍が長期化したため，結果

として年度を通して，非対面型の入試広報が中心とな

った。ただし，新潟県内については，大都市圏に比べ

て，感染者数が比較的抑えられていたことから，10
月以降は感染対策に十分留意して，対面型での入試広

報も再開した。特に，高校訪問については，高校側の

状況も確認しつつ，新潟県下の9割以上の高校に訪問

することができた。進学相談会・大学説明会について

も参加を可能としたが，10 月以降は総合型選抜や学

校推薦型選抜が始まり，人員も不足することや，業者

や高校もオンラインに対応できるところが増えてきた

ことから，対面型での参加は1件のみであった。 
 このように，対面型の入試広報が制限されるなかで，

進学相談会・大学説明会，出前講義，オープンキャン

パス，アドミッションフォーラムなどは非対面型の方

法に切り替える形で可能な限り対応した。 
 

2.2 進学相談会・大学説明会 
 進学相談会・大学説明会については，業者等が主催

するイベントの多くが中止になっていたが，本学とし

ても対面型での参加は原則見送った 2)。一方で，後述

するが，5 月からは非対面型の形で受験生・保護者・

高校教員などの相談を受けられるように，本学独自で

「オンライン個別相談会」を開設しており，オンライ

ンに対応した体制を整えていった。また業者や高校が

主催する進学相談会・大学説明会についても，オンラ

インでの対応も可能であれば，できる範囲で参加した。

コロナ禍の長期化につれて，オンラインで対応可能な

進学相談会や大学説明会等に参加するケースも増え，

オンラインでは県内9件，県外13件で参加した 3)。 
 

2.3 出前講義 
 出前講義についても，対面での実施は中止とした。

一方で，本学では 2020 年度の授業の多くが非対面型

で行われていたこともあり，出前講義を担当する教員

に改めてオンラインでの対応が可能かどうかを確認し

た。その上で，8 月からはオンラインであれば出前講

義の申込みを受けていくようにし，県内 9 校，県外

19校の計28校に対して出前講義を実施した。 
 

2.4 オープンキャンパス 
 オープンキャンパスは例年，8月の2日間（2020年
度は8月6日・7日に予定していた）で2万人近い参

加者（前年度参加者 17,808 人）が見込まれる一大イ

ベントであるが，2020 年度は「WEB オープンキャ

ンパス」という形で，非対面型での実施とした。8 月

16 日・17 日の 2 日間で参加申込者が 5,137 人と，例

年よりも少ないものの，従来であれば新潟県内及び近

県からの参加者がほとんどであるのに対して，WEB
でのオープンキャンパスは北海道から沖縄まで全国か

らの申込者が見受けられた。 
 WEB オープンキャンパスの実施にあたっては，各

学部でプログラムが組まれ，個別相談や各学部が作成

した動画の視聴などをできるようにした。これらは個

別相談などリアルタイム型で時間が決まったものだけ

でなく，動画についても1日ごと，それぞれの動画に

申し込んだ人のみに視聴できるという形であったが，

その一部（学部説明や模擬授業など）はWEBオープ

ンキャンパス終了後も，常設のものとして，本学ホー

ムページ内で視聴できるようにした。 
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2.5 アドミッションフォーラム 
 アドミッションフォーラムは毎年，高校教員を本学

に招いて実施するイベントであり，2019 年度は県内

60 校，県外 104 校からの参加があった 4)。2020 年度

はその代替として，8 月上旬に県内の高校を対象に，

9 月上旬に県外の高校を対象に，WEB 入試説明会と

いう形でオンラインによる説明会を行った。県内全校

（108 校），県外（308 校）に招聘状を送り（これら

の高校は本来，アドミッションフォーラムの招聘状を

送る予定であった），県内 42 校，県外 56 校から参加

の申込みがあった。通常のアドミッションフォーラム

は学部教員との懇談会や本学学生とのフリートークな

どが中心となるが，WEB 入試説明会では 2021 年度

入試における変更点とコロナ禍における入試への対応

の2点に絞って説明と質疑応答などを行った。 
 アドミッションフォーラムは，高校の先生方に実際

に本学に足を運んでもらうことで，本学の雰囲気や取

り巻く環境などを直接知ってもらうことに大きな意義

がある。従って，オンラインでの実施は本来の目的を

十分に果たせるものとはいいがたいが，参加した先生

方からは，授業などで多忙により本学には来ることが

できないので，オンラインのほうが助かるという声も

あり，一定の効果はあったと考えられる。 
 

2.6 高大接続改革を考える会 
 「高大接続改革を考える会」は高校教員を対象と

した事業として，2016 年度から毎年，年度末（もし

くは年末）に県内の主に進路指導を担当する高校教員

（10 名以内）と本学の教職員（10 名前後）とが高大

接続・連携のあり方や，本学の教育及び入学者選抜方

法について意見交換・情報交換を行う，より直接的な

対話を重視した会合であるが，こちらも 2020 年度は

オンラインでの実施とした。参加する高校の先生方は

本学の入試や教育に比較的詳しいことから，意見交換

においては対面の場合と比べて，大きな変化を感じる

ことはなかったように思われた。 
 
 以上のように，本学における 2020 年度の入試広報

の対応状況を概観した。コロナ禍によって人の移動や

接触が制限されるという未経験の事態において，非対

面型の入試広報は有効な手段であったといえる。進学

相談会・大学説明会や出前講義であれば，出張にかか

る時間や旅費などが軽減されるため，例年であれば断

っていた地域についても対応が可能であるというメリ

ットがある。また，オープンキャンパスやアドミッシ

ョンフォーラムの場合，実際に大学を見るというメリ

ットが失われるものの，遠方であることや多忙を理由

に参加できない受験生や高校の先生もオンラインであ

れば参加できるというメリットもあったといえる。 
 一方で，「はじめに」で述べたようにこうした非対

面型の入試広報は，かなり手探りの状態で，かつ緊急

避難的に行われたところがあり，実際にどの程度の効

果があったのか，実感が得にくい部分があった。そこ

で，次節では本学が独自で実施した「オンライン個別

相談会」を対象としてその内容を整理し，効果につい

て検証していくことにしたい。 
 
3 「オンライン個別相談会」についての概要 
3.1 概要 
 「はじめに」で述べた通り，2020 年度はコロナ禍

によって，対人接触及び国内移動ができなくなり，従

来の進学相談会・大学説明会等に参加できない状況で

あった一方，2021 年度入試は入試変更点が例年に比

べて多い年でもあった。そのため，本学では志願者確

保対策の一環として，対人接触及び国内移動を伴わな

い非対面型での入試広報活動を模索し，5 月から高大

接続推進部門においてオンライン相談とメール相談と

を受け付けていく「オンライン個別相談会」を開設し

た。 
 オンライン相談は，Zoom を利用したリアルタイム

型の個別相談であり，メール相談とともに 5 月 11 日

から 9 月 30 日までの間，申込みを受け付け，平日

15：00から18：00までの時間において対応した。オ

ンライン相談及びメール相談の対応は，高大接続推進

部門のスタッフ3名を中心に行われた。また，相談希

望者には表2のような項目を記入し，メールにより申

込みをしてもらった。 

  

表2 申込みにおける記入項目 
1 高等学校等名 

2 学年 

3 氏名 

4 メールアドレス（必須） 

5
オンライン相談，メール相談（質問等へのメール回

答のみ）のいずれを希望するかを選択 

6 希望日時（第3 希望まで，オンライン相談のみ） 

7
相談内容（入試制度（〇〇学部），学びの内容（〇

〇学部），資格，留学，就職，奨学金制度など） 

8 その他（特に相談したいこと－自由記述） 
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3.2 相談者の内訳 
 5月から9月までの約4ヶ月間におけるオンライン

相談及びメール相談の申込（相談）状況について見て 
いくことにしたい（表 3）。相談件数で見ると，オン

ライン相談が26件，メール相談が 35件の計 61件で

あった。ただし，メール相談については同じ相談者か

ら時期を変えて，2 度相談があったケースが 2 件ある。

従って，相談者数でいえば，オンライン相談が 26 人，

メール相談が33人の計59人であった 5)。 

 表4は相談件数を月別に見たものである。申込みは

9 月 30 日まで受け付けたため，相談者の希望に沿っ

て，実際の相談対応は 10 月まで行っていた。月別で

見ると，オンライン相談・メール相談ともに8月が最

も多い結果となったが，オンライン相談・メール相談

ともに平均すると週 1，2 件のペースに留まり，集客

の面では課題が残ったといえる。後述するが，周知方

法などについては検討の余地があったように思われた。

相談者を男女別で見ると，オンライン相談では 26 人

中 18 人（69.2％）が女性であった。メール相談に関

して，性別は確認していなかったため，正確な内訳は

わからないが，名前を見る限り，6 割以上は女性だと

推測される。男女別の参加状況に関しては，かつて本

学が実施していた進学説明会を対象として検討した中

畝（2007）が女性の方が男性より参加者が多く，女

性の方が大学に関する情報を収集しようとする意欲が

高いのではないかと推測している。また，本学が参加

した進学相談会の参加者の傾向を検討した板倉ほか

（2020）でも，休日に行われる相談会など，自力の

来場が必要となる場合，女性の方が多く参加する傾向

があるとしている。自ら申し込んで参加する必要があ

る本学のオンライン相談においても同様の傾向が見受

けられたといえる。 

 志望する学部で見ると，複数回答もあるが，少人数

ながら，法学部以外はオンライン相談とメール相談の

いずれかで1人は志望学部として挙げられていた（図

1）。オンライン相談では医学部保健学科と農学部が 6
人と最も多く，メール相談でも医学部保健学科が9人

と最も多く，次いで農学部が6人という結果であった。

医学部保健学科は女性の比率の高い学科であることか

ら，女性の相談者が多いこととも関係する可能性もあ

るが，今回の結果における1つの傾向といえる。 

 また，学年別で見ると，オンライン相談・メール相

談ともに，高校3年生が最も多く，オンライン相談で

は 26 人中 23 人（88.5％），メール相談は 33 人中 25
人（75.8％）と，合計で8割以上を占めていた（図2）。
そのことは実際に本学への受験を意識した上で申し込

んだ相談者が多かった可能性を示す結果といえる。な

お，図2の「その他」には高校教員，短大生，海外の

高校生（相談時は日本国内に滞在）等が含まれている。

高校1年生と既卒者からの申込みはなかった。 
 相談者の高校等の所在地から地域別に見る（図 3）。

表3 相談申込状況 
  件数 人数 

オンライン相談 26 26 

メール相談 35 33 

総数 61 59 

表4 月別実施件数 
  オンライン相談 メール相談 

5 月 4 4 

6 月 3 7 

7 月 5 6 

8 月 9 8 

9 月 3 7 

10 月 2 3 

総計 26 35 

図1 相談者の志望学部（複数回答有）

※歯口は歯学部口腔生命福祉学科の略 
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印象として，新潟県外からの相談者が比較的多かった

ように思われる。新潟県外の相談者数で見ると，オン

ライン相談で 26 人中 16 人（69.2％），メール相談で

33人中 26人（78.8％）という結果であった。地域別

では，オンライン相談では新潟で 8 人（30.8％），関

東で 7 人（26.9％），中部（新潟を除く）で 6 人

（23.1％），メール相談では東北で 10 人（30.3％），

中部（新潟を除く）で 8 人（24.2％），新潟で 7 人

（21.2％）であった。このように，オンライン相談・

メール相談ともに，県外からの相談者が比較的多かっ

たといえる。オンラインやメールのように距離を考え

る必要のない手段での入試広報という意味では効果的

であったと思われる。なお，東北からはメール相談は

10 人と最も多かったが，オンライン相談は 2 人と少

なかった。東北からの相談者にはメール相談のほうが

好まれたようである。 
 

3.3 利点と課題 
 「オンライン個別相談会」の利点は，遠方や，受験

勉強・部活動などにより，進学相談会には参加できな

い高校生でも参加できることである。また，事前に相

談内容を知ることができることから，準備に時間をか

け，相談者のニーズをより意識した対応が可能であっ

たといえる。相談内容によっては，学部等の教職員に

も確認してもらうことで，より詳細な情報を伝えるこ

とができたように思われる。このほか，大学案内や学

部案内などは，本学のホームページ上で公開している

資料でもあり，URL を事前に伝えておけることも本

学への理解を深めてもらう上で有効であったと考えら

れる。なお，オンライン相談では面談時間を約 15 分

～20 分と想定していたが，申込み者が多くなかった

こともあり，実際には各担当者の判断で 30 分～1 時

間程度かけて対応することもあったようである。 
 このような比較的きめの細かい対応が可能になる一

方，課題について触れておくと，前述したように集客

の問題が挙げられる。実施した約4ヶ月間で，オンラ

イン相談とメール相談との合計が 61 件，オンライン

相談だけに限定すると 26 件と，決して多いとはいえ

ない結果であった。「オンライン個別相談会」の開始

にあたっては，本学ホームページに掲載した他，県内

高校にはチラシを配るなど，周知を図ったが，担当者

の記録によると，オンライン相談の相談者の多くが

「本学ホームページを見て知った」と答えていた。本

学でオンライン相談を開始した時期が，緊急事態宣言

によって多くの高校が休校であったことも影響したと

考えられるが，チラシを見て申し込んだという相談者

はおらず，周知方法については課題が残ったといえる。

また，今回はメールでの申込みという形をとったが，

本学ホームページに申込フォームなどを用意すること

により，より手軽に申込みができるようにするなど，

申込方法にも検討の余地があったように思われる。 
 さらに，今後も「オンライン個別相談会」を継続し

ていくためには，人員の確保の問題もある。前述した

ように，10 月以降は新潟県内の高校訪問を実施した

ことに加え，コロナ禍が長期化するにつれて，業者や

高校主催の進学相談会・大学説明会においても，オン

ラインでも対応可能なものが増えてきたため，これら

の相談会等に参加していく機会も多くなってきた。

2020 年度の「オンライン個別相談会」は，時間的余

裕があるなかで実施してきたものの，対面型・非対面

型の併用は人員の面からむずかしい点がある 6)。 
 

3.4 志願者確保対策としての効果 

 こうした「オンライン個別相談会」は，コロナ禍と

いう状況において，従来の進学相談会・大学説明会に

代わる志願者確保対策として実施されたものである。

前述したように，本学の「オンライン個別相談会」に

図3 相談者の高校等の所在地
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申し込んだ相談者は，高校3年生が8割以上を占めて

おり，そのことは実際に本学への受験を意識した上で

申し込んだ相談者が多かった可能性を示すものといえ

る。こうした点を踏まえて，志願者確保対策としての

効果についても触れておきたい。 
 本学では従来，入試広報において相談者の個人情報

を取得することについては，慎重な姿勢をとってきた。

そのため，入試広報の効果については，新入生を対象

に入学時に行う入試広報アンケートによって，参加状

況や志望校決定における評価を聞くことで判断してお

り 7)，進学相談会等の相談者が実際に本学を受験した

かどうかということについては確認してこなかった。

今回の「オンライン個別相談会」においては，メール

での申込みをしてもらうため，氏名や高校等名，メー

ルアドレスといった最低限の個人情報を，調査・研

究・分析のみに利用することを本学ホームページに明

記した上で申込みのメールに記載してもらうようにし

た。そこで，ここでは名前・高校等名がいずれも一致

した者を同一人物であると仮定して，相談者の出願状

況についても確認しておきたい。 
 2021 年度入試における本学の総合型選抜，学校推

薦型選抜，一般選抜（前期日程・後期日程）の出願者

を対象に，相談者の出願状況を確認したところ，オン

ライン相談では26人中18人（69.2％）が，メール相

談では33人中20人（60.6％）が，いずれかもしくは

複数の入試区分に出願しているという結果であった。

2021 年度入試の受験対象者となる高校 3 年生に限定

すると，オンライン相談は 78.3％，メール相談は

80.0％が出願していたことになる。また，入試区分で

見ると，学校推薦型選抜に出願していた相談者が最も

多く，オンライン相談で 17 人，メール相談で 18 人

と，出願していた相談者の9割以上が学校推薦型選抜

に出願していた（図 4）。少人数ではあるものの，オ

ンライン相談・メール相談ともに，出願結果から，本

学への受験に非常に前向きな相談者が多かったといえ

る。 
 このように，「オンライン個別相談会」は集客とい

う課題は抱えつつも，本学への受験に非常に前向きな

受験生に接触できたという点において一定の成果のあ

る企画であったと考えられる。 
 

4 むすびにかえて 
 本稿では，コロナ禍と呼ばれる 2020 年度の状況に

おいて，本学が実践した「オンライン個別相談会」に

ついて着目した。 
 非対面型の入試広報というのは，本学ではこれまで

ほとんど実施したことがなく，手探りのなかで始めた

ものであった。その結果，申込者は決して多くはなく

集客には課題を残した一方，本学の受験に対して前向

きな受験生からの申込みが多く，また本学としてもき

め細かい対応が可能となる手段であったといえる。 
 前述したように，従来の業者や高校が主催する進学

相談会や大学説明会などでもオンラインでの対応を可

能とするところが増えており，また対面型の入試広報

も再開していこうとした場合，大学独自の「オンライ

ン個別相談会」も併行して実施していくことは，人員

の面などからむずかしい部分がある。しかしながら，

2020 年度は従来の対面型の入試広報が制限されたこ

とにより，本稿が取り上げたようなオンラインによる

個別相談を実践したような大学は少なからずあったと

思われる。今後，他大学の状況も情報収集に努めなが

ら，入試広報の手段としてより効果的活用を検討して

いく必要があると考えている。 
 
注 

1）2020 年における各大学の入試広報活動の事例については，

令和3年度の全国大学入学者選抜研究連絡協議会大会におけ

る研究報告でも比較的多く見られたように思われる。例え

ば，雨森（2021）における静岡大学の事例や一之瀬ほか

（2021）における信州大学の事例，田中ほか（2021）にお

ける琉球大学の事例，永田ほか（2021）における広島大学

の事例などが挙げられる。 
2）ただし，前述したように，県内の相談会に参加したケース

が1件のみある。 
3）この他に，大学説明を動画にして提供したケースや，大学

案内などの資料を送付したケースもあった。 
4）アドミッションフォーラムについては，吉田ほか（2021）

参照。 
5）相談者とともに保護者が同席しているケースもあったが，

今回に関しては，基本的に1人の相談者とやりとりをしてい

たため，ここでは同席者はカウントしていない。 
6）2021 年度については，オンラインでも対応できる進学相談

会・大学説明会が増えたことや，県内では対面型でも参加

していることなどにより，「オンライン個別相談会」を実施

していない（2021年8月現在）。 
7）本学の入試広報アンケートを分析したものとして，佐藤ほ

か（2012），並川ほか（2014），吉田ほか（2018）がある。 
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コロナ禍における信州大学アドミッションセンターの入試広報活動 
 

一之瀬 博，木村 建，海尻 賢二，平井 佑樹（信州大学） 
 

18 歳人口減少の影響が顕著に現れ始めている中，各大学では学生募集に係る入試広報活動が活発に

行われている。しかし，2020 年度は新型コロナウイルス感染症の影響により，これまでの実績と経験

によって培われてきた多くの入試広報活動が実行不能状態となった。この未曽有の事態に対し，各大

学はオンラインを中心とした活動にシフトせざるを得ない状況になった。本稿では，2020 年度に信州

大学アドミッションセンターが取り組んだ入試広報活動について報告する。その後，新たに実施した

Web 進学相談会の参加者の約半数が本学に出願している結果が見られたことなど，一定の効果があっ

たことを示す。 
キーワード：入試広報，コロナ禍，オンライン 

 
1 はじめに 
大学入試センターが公表した「令和 3 年度大学入

学共通テスト実施結果の概要」によれば，志願者数は

535,245 人で，大学入試センター試験も含めると，こ

こ 25 年間で最低の志願者数となった。また，文部科

学省が公表した「令和 2 年度学校基本調査」による

と，2020 年度の大学入学者数は約 65 万 5 千人で，

同年度の全日制・定時制高校や中等教育学校後期課程

に所属する生徒の大学志願者数（実人数）が約 66 万

4 千人となり，志願者数に対する入学者数の割合は

96.0％となった。18 歳人口減少の影響が顕著に現れ

始め，いよいよ大学全入時代を迎えようとしている。

そして，入学者の定員割れを起こしている大学の状況

を考えれば，経営が成り立たなくなる大学が今後多く

なることが予想される。このような状況下で学生募集

に係る入試広報活動を行うためには，受験生の意識・

動向を調査し，活動の戦略をより綿密に策定していく

必要がある。 
各大学における入試広報活動の成果については，多

くの報告がある。特に，対面型入試広報の効果につい

て，村松ほか（2008）は，2004～2006 年度に参加し

た会場形式進学相談会における参加者の約 3 分の 1
が出願したと報告している。また，森川ほか

（2021）も，2009～2019年度の集計結果から，その

ような参加者（接触者）の約 3 分の 1 が出願したこ

とを示し，会場形式進学相談会の効果を報告している。

一方，高木（2014）は，相談会等の主催者によって

はその効果に差異があることを報告している。このよ

うな報告は，入試広報活動の戦略を策定する上で参考

となる。しかしながら，2020 年度は新型コロナウイ

ルス感染拡大の影響により，従来から行われてきた活

動がほとんど実行不能となった。 

表 1 は，大竹（2019）の「入試広報活動の戦略策

定に関する論点整理」で示された入試広報の 4 つの

分類を参考に，信州大学アドミッションセンター（以

下，本学 AC）の活動をまとめたものである。本学

AC では，第 3 期中期目標期間（2016～2021 年度）

に入ってから，所属する教職員の協働体制が大きく変

わり，学外関係者と多くのコネクションを持つことを

意識して入試広報活動を展開してきた。そのため，本

稿でも取り上げる「県外高校教員対象説明会」を新た

に企画・実施するなど，長野県外の近隣地域で勤務し

ている高校教員や予備校関係者と，積極的な情報交換

を行ってきた。しかしながら，新型コロナウイルス感

染拡大の影響によって，長野県外への出張はもとより，

本学ACがある松本市外への出張も制限される事態と

なった。 
一之瀬ほか（2021）で報告したように，本学の推

薦入試 I（現在の学校推薦型選抜 I で大学入学共通テ

ストを課さない入試）志願者の約 30％は，本学の情

報を得るために役だったもの第 1 位として，「学部

OC」を挙げていた。ここで挙げられた項目としては

最も回答率が高く（次点は「本学ホームページ」で約

25％，その次は「大学案内」で約 10％），キャンパ

ス内での広報活動は効果的であるという知見があった。

そのため，コロナ禍においても，できるだけ対面で入

試広報活動を行うよう計画してきた。 
本稿では，コロナ禍においても「対面型」入試広報

活動の重要性を踏まえた上で，2020 年度に本学 AC
が取り組んだ入試広報活動について報告する。また，

2020 年度に新たに実施した Web 進学相談会の約半

数の参加者が本学へ志願したことなど，新たに取り組

んだ入試広報活動も，一定の効果があったことを示す。  
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表1 信州大学における従来の広報活動と新たな広報活動の対比 
分類 従来の広報活動 2020年度の入試広報活動 

本学で開催す

るイベント 
全学部対象の 
オープンキャンパス 
（松本キャンパス） 

年1回開催 
（参加者：約3,000名） 

規模を小さくして20回開催 
（1回あたりの参加者：最大100名） 

各学部の 
オープンキャンパス 

原則対面 WebあるいはWebと対面の併用 

キャンパス見学会 各キャンパス 縮小して松本キャンパスのみ 
高校で開催す

るイベント 
生徒対象 大学・進学説明会 

（対面） 
大学・進学説明会 
（原則Web開催） 

教員対象 大学説明会 
（対面） 

大学説明会 
（原則Web開催） 

高校を除く学

外で開催する

イベント 

業者主催 学外での大規模説明会 
（対面） 

Webでの説明会や個別進学相談 

本学AC主催 県外高校教員対象説明会 
（対面） 

県外高校教員対象説明会 
（対象地域を拡大してWeb） 

高校訪問 県内を中心とした高校訪問 
（年4回） 

県内を中心とした高校訪問 
（年1回） 

新規 － Webオープンキャンパスサイトの 
作成・公開 

 
2 本学ACにおける2020年度の入試広報活動 
2.1 本学で開催するイベント 
 本学で開催するイベントとしては，オープンキャン

パスやキャンパス見学会がその代表である。本学では，

コロナ禍におけるそれらの代替として，2020 年度に

Web オープンキャンパスサイトを作成・公開したが，

ここでは省略する。 
2.1.1 オープンキャンパス（OC） 

本学は，8 つの学部が長野県内に点在する，いわゆ

るタコ足大学である。これは本学の特徴となっている

ものの，OC をキャンパスごとに実施すると，大学と

しての一体感が出ない。そこで 2015 年度から，本部

がある松本キャンパスでの「信州大学オープンキャン

パス in 松本（全学部合同プログラム）」と各学部

OCの2本立てで実施している。 
信州大学オープンキャンパス in 松本では，毎年

3,000 名程度が来場していた。そのため，2020 年度

は新型コロナウイルス対策を踏まえて，規模を縮小し

た「ミニ OPEN CAMPUS in 松本（以下，ミニ

OC）」を複数回実施した。表 2 にその概要を示す。

ミニ OC は，参加者を事前に把握し参加人数を制限

する等の新型コロナウイルス対策に十分配慮した上で，

7 月中旬から 10 月中旬までの土日を中心に午前・午

後の 2 部制で実施した。すべての回で満員だったと 

表2 2020年度信州大学ミニOC in 松本の実施概要 
期日 7/18(土)，7/23(祝)，7/26(日)，8/1(土)，

8/2(日)，8/23(日)，9/12(土)，9/27(日)，
10/11(日)，10/18(日)の10日間 

時間 各日10:00～，13:30～の2回開催 
場所 松本キャンパス内の大型講義室1室 
対象 7 月は長野県内在住者のみ参加可能。他は

制限なし（事前申込制で各回 100 名まで，

同伴者1名まで参加可能） 
実施 
内容 

 大学概要説明（30分） 
 学生生活説明（20分） 
 令和3年度入試概要説明（20分） 
 キャンパス見学（30分） 
 個別進学相談（キャンパス見学後自由参

加） 
新型 
コロナ

対応 

 参加者は全員マスク着用，座席指定制 
 講演者はマスクまたはフェイスガードを

着用 
 受付時に検温を実施，37.0 度以上の場合

は資料提供のみ（参加不可） 
 窓を開けるなど常時換気の実施，消毒薬

等設置，各回終了後に机等を消毒 
 キャンパス見学（屋外のみ） 
 個別進学相談ではアクリル板を併用 

対応者 学務部入試課員3名とAC教員1名 
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しても 2,000 名の参加になるため，例年の来場者数

には届かないものの，対面で実施することを最優先事

項として企画した。 
4 月中旬から 5 月下旬まで緊急事態宣言が発令され

ていたため，ミニ OC については，各方面（国，県，

大学）における緊急事態宣言解除後の対応が確定して

から告知を行った。そのため，7 月上旬に告知するこ

ととなり，7 月中は定員に満たない日もあったが，結

果として，北海道から九州までの広範囲から約 1,700
名が参加した。 
2.1.2 キャンパス見学 

 キャンパス見学は高校単位で実施しているが，下記

の実施可能な内容を本学のホームページで公表した上

で，高等学校側の意向や要望を加味して実施している。 
 構内見学（30分） 
 希望学部の模擬講義等（60～90分） 
 キャリア講義（60分） ※松本のみ 
 中央図書館見学（30分） ※松本のみ 
 学生食堂の利用（40～50分） 
これらを自由に組み合わせることができるため，高

等学校からの申込み内容は，学年や実施時期によって

様々である。2020 年度のキャンパス見学では，本学

での新型コロナウイルス対策に準じて参加人数を 1
日 40 名以内に制限することや，中央図書館の見学や

学生食堂の利用を除外するなどの対応を取った。新型

コロナウイルス感染状況が夏ごろから再度悪化したこ

ともあって，多くの高校が申込み後にキャンセルした

ため，最終的な実施件数は5件（2019 年度：42 件，

2018年度：43件）となった。 
 

2.2 高校で開催するイベント 
高校の生徒を対象とする大学説明会・進学説明会が

主になる。多くの説明会では，専門業者（広告代理店，

教育産業，新聞社等）が仲介する形で高校が実施主体

となり，大学教職員が大学の概要説明や進路に関する

講演等を行う。 
2.2.1 生徒対象の大学説明会・進学相談会 

2020 年度において本学 AC では対面による説明会

を原則実施せず，Web 会議ツールを利用したオンラ

イン説明会を実施した。実施件数は 58 件（2019 年

度：76 件，2018 年度：64 件）であった。春先に出

された緊急事態宣言の影響で，高校での実質的な授業

の再開が 6 月以降であったことを勘案すると実施件

数の減少はやむを得ない。しかしながら，オンライン

による実施となったため，これまで遠方であることを

理由にして説明会への参加を見送っていた高校でも，

説明会を実施できた。 
2.2.2 教員対象の大学説明会・入試説明会 
本学 AC では生徒対象の説明会に加えて，以下の 2

形態で高校教員を対象とした説明会を実施している。

2020 年度においては生徒対象の説明会と同様に，

Web 会議ツールを利用したオンライン説明会を実施

した。 
(1) 複数大学と複数高校との連携による教員対象の合

同説明会 
 基本的には高校主導による共同開催になる。都道府

県の教育委員会が主催したり，地区の進路指導協議会

等が主催したりするなど，都道府県によってその形態

は様々であるため，大学側の代表者と高校側の代表者

が協議して実施方法を決めていき，参加高校・大学を

選定あるいは募集して実施している。2020 年度の実

施件数は5件（2019年度：6件，2018年度3件）で

あった。 
(2) 本学と単独高校または複数高校との連携による教

員対象説明会 
 主に長野県内の単独高校，あるいは複数の高校関係

者が所属している地区の進路指導部会等を対象に実施

する。2020 年度の実施件数は 4件（2019 年度：6件，

2018年度：1件）であった。 
 

2.3 高校を除く学外で開催するイベント 
高校や大学の外部で開催される進学相談会が主とな

る。基本的には専門業者が主体となって，大規模イベ

ントスペース，ホテル，公共施設等で開催され，各大

学の担当者が各大学のブースで個別相談を行う。 
2.3.1 業者主催 

2020 年度では，イベントスペース等で実施される

ほとんどのイベントが中止となった。新型コロナウイ

ルス対策がなされた上で実施された場合でも，原則

Web 会議ツールを用いた個別相談や大学の概要説明

を行った。最終的な実施件数は 4 件（うち対面 1 件，

2019年度：14件，2018年度：14件）であった。 
2.3.2 本学AC主催 
外部でのイベントが中止になっていることを受け，

本学 AC では，それに代わるイベントとして新たに

Web 進学相談会を開催した。表 3 にその概要を示す。

このような相談会は今まで全く開催したことがなく, 
翌年以降のためのデータを多く集める必要性もあった

ことから，1 日の申込者が 1～2 名であったとしても，

申込者が第 1 希望日として登録した日に実施した。

また， 1 つの高校で 5 名以上の相談希望者がいる場

合は，高校教員と相談した上で，高校一括で相談に応 
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表3 Web進学相談会の概要 
実施日時  原則，平日で週3日程度実施 

 各日16時から18時 
 1名あたりおよそ20分 
※高校からの要望に応じて，高校一括対

応も実施 
実施方法 Google Meetを利用，申込者にメールで

実施日時及びミーティングURLを送信 
申込方法 前週の木曜日までに大学ホームページ

（Google Form利用）から申込む 
申込時の 
記入内容 

 氏名 
 出身都道府県 
 所属校（卒業校）名 
 学年等：1, 2, 3年または既卒 
 メールアドレス 
 緊急連絡先となる電話番号 
 相談希望学部（複数選択可） 
 出願予定の入試区分 
 相談分野（後述，複数選択可） 
 相談希望日（第1・第2希望） 
 その他（質問など） 

相談分野 入試方法，選抜状況，生活環境，進路，

資格，寮，サークル，奨学金，学費 
対応者 相談は AC 教員，日程調整は学務部入試

課員が担当 
 

表4 県外高校教員対象説明会の実施概要 
実施 
日時 

10/8(木)，10/9(金)，10/22(木)，10/23(金)，
10/29(木)，10/30(金)の各日16:30～18:00 

実施 
方法 

 Googleフォームで参加申込を受付 
 申込者に Zoom ミーティング URL 等を
送信 
 申込者に大学案内・学部案内・本説明会
の資料等を郵送 
 関東エリア（2 回），東海エリア（2
回），甲越・北陸エリア（1 回），近畿
エリア（1回）に分けて実施 

実施 
内容 

 大学・学部概要説明と令和 2 年度入試結
果説明（50分） 
 令和3年度入試概要説明（20分） 
 質疑応答・情報交換（自由参加） 

対応者 当日説明，参加者管理ともに AC 教員が担
当 

 
じた。Web 進学相談会は 5 月中旬より開催し，2020
年度の参加人数は延べ 546 名（うち高校一括：12 校

183名，いずれも長野県内高校）となった。 
また，既報（一之瀬ほか, 2021）のとおり，本学

AC では，高校教員対象の入試説明会を 2018 年度よ

り実施している。これまで，群馬県，埼玉県，新潟県，

富山県，石川県，山梨県，静岡県，愛知県で実施して

いたが，2020 年度は表 4 に示す通りすべてオンライ

ンで実施し，対象エリアも関東地区全域および近畿地

区を追加し拡大した。参加者は 6 日間合計で 73 名

（2019年度：53名，2018年度：73名）であった。 
 
2.4 高校訪問 
生徒と直接会わない入試広報活動としては，前述の

説明会の他に高校訪問が挙げられる。受験生が国立大

学に出願する際は，おおよそ大学入学共通テスト終了

後に受験産業が予想する各大学のボーダーライン（大

学入学共通テスト自己採点結果から受験産業が予想し

た合格率 50％程度のライン）や，模擬試験での大学

ランク（前年の各大学の合否結果と模擬試験の偏差値

から各大学をランク付けしたもの）を利用する。受験

校を決定する過程においては受験生本人の意思が最優

先となる。とはいえ，ボーダーラインや大学ランク等

の情報をもとに生徒に対して進路指導を行い，最終的

に三者面談等を実施する高校教員の影響も大きい。そ

のため，高校訪問も行っている（永野・門馬, 2011）。

その際，高校現場での情報収集も重要な目的となる

（西郡・藤田, 2011）。 
本学ACでは，例年，長野県内高校を中心に最大で

年4回（4月，7月，9月，12 月）訪問しているが，

2020年度は12月に1回だけとなった。 
 
3 2020年度入試広報活動についての考察 
3.1 知見 
 2020 年度の入試広報活動は，2.1 節で述べた「本

学で開催するイベント」を除くと基本的にはオンライ

ンによる実施となった。 
ミニ OC については，新型コロナウイルスの感染

拡大の影響がある中で，現地で対面実施したことを，

参加者が高く評価していた。具体的には，ミニ OC
終了後に回収した Web 上アンケート（回収率

36.8％）において，ミニOCに参加して「良かった」

または「とても良かった」と回答した割合が 90％を

超えた。しかし，大学キャンパスでの開催ということ

で，ミニ OC におけるキャンパス見学については，

参加者側から研究室見学や学生との懇談を望む意見も

あった。 
オンラインで実施した様々な説明会等については，

高校の通信環境の脆弱さが露見したといえる。特に，

春先に緊急事態宣言が発令された頃は，Web カメラ

やマイクを用意していない参加者も多くおり，通信環
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境が十分に整っていないこともあってインターネット

に接続（あるいは Web 会議ツールで接続）できない

参加者も多くいた。専門業者が仲介する説明会では，

通信環境は改善されていたものの，本学を志望する生

徒だけではないので，入試広報活動の効果は薄い。ま

た，一般的な Web カメラを利用した説明会では，生

徒の顔を見ながら説明を行うことが難しいため，メリ

ハリをつけて説明することが難しいという知見も得ら

れた。通信環境は徐々に改善していることから，今後

は，高校から直接依頼を受ける説明会を中心に対応し

ていく（森川ほか，2020）方向性もある。 
教員対象説明会は Web 上での開催となったが，

実施後のアンケートではおおむね高い評価を得ること

ができた。ただし，教員対象説明会の主たる目的が情

報提供と意見交換による情報収集であったにも関わら

ず，参加者から意見がほとんど出なかったため，情報

収集がほぼ成立しなかった。また，高校教員は学校か

ら参加する場合が多く，校務や生徒指導をするため中

座する場合も散見された。そのため，校外での実施に

比べて集中できない環境にあるといえる。実際，実施

後のアンケートにおいても，外部会場での実施を求め

る意見が見られた。 
 
3.2 2021年度入試の志願状況 
本学では，2019 年度入試よりインターネット出願

を開始しており，出願時に入試広報活動に関するアン

ケートを実施している（一之瀬ほか, 2021）。2021
年度一般選抜および学校推薦型選抜の志願者において，

アンケート項目の少なくとも一つに回答した者は全体

の 86.8％（2020 年度入試：84.2％，2019 年度入

試：84.1％）であった。 

2021 年度入試においては，通常の入試広報活動が

ほとんど行われず，前述の新たな取り組みを行ったた

め，それに関係する項目をアンケートに追加している。

森川ら（2020）は高校ガイダンスで接触した高校生

の志願および入学の状況を調査し，ガイダンスでの接

触は入試広報活動として一定の効果があったと述べて

いる。このことから，ここでは，Web 進学相談会お

よびミニOCの効果を検証した。 
表 5 は，2020 年度に実施した Web 進学相談会や

ミニ OC の参加者数と 2021 年度入試出願者数とを

比較したものである。同じ参加者が複数の入試区分に

出願していることもあるため，未出願率を考慮すると， 
Web 進学相談会（公開）に参加した生徒の出願率は 
51.3％，同（高校一括）が 51.1％であり，ミニ OC 
は 34.0％であった。また，同じ志願者が複数の Web
進学相談会やミニ OC に参加していることもあるた

め，全志願者に対する未参加率から算出したところ，

一般選抜（前期）出願者のうち Web 進学相談会あ

るいはミニ OC に参加した者の割合は全体の 6.8％，

一般選抜（後期）で 3.7％，学校推薦型選抜 I（大学

入学共通テストを課さない）で 31.7％，学校推薦型

選抜 II（大学入学共通テストを課す）で 31.1％であ

った。村松ほか（2008）や森川ほか（2021）は相談

会参加者の約 3 分の 1 が出願したと報告したが，本

学 Web 進学相談会では出願率が 51.2％であった。ま

た，森川ほか（2021）は，総志願者全体における相

談会参加者の割合を 2.9％と報告したが，本学 Web
進学相談会では 4.9％（=342/7039）であった。さら

に，森川ほか（2017）は OC 参加者の出願率は 20％
台後半と報告したが，本学ミニ OC 参加者の志願率

は34％であった。 
 

表5 2020 年度 Web 進学相談会・ミニ OC の参加者と 2021 年度入試出願者（人） 

 高3・既卒 
参加者 

一般前期 
出願者 

一般後期 
出願者 

学校推薦 I 
出願者 

学校推薦 II 
出願者 未出願者 

Web進学相談 
（公開） 306 75

(24.5%)
33

(10.8%)
61

(19.9%)
35 

(11.4%) 
149

(48.7%)
Web進学相談 
（高校一括） 182 53

(29.1%)
30

(16.5%)
29

(15.9%)
26 

(14.3%) 
89

(48.9%)

ミニOC 467 128
(27.4%)

53
(11.3%)

88
(18.8%)

44 
(9.4%) 

308
(66.0%)

未参加  3,193
[93.2%]

2,724
[96.3%]

336
[68.3%]

204 
[69.9%] 

全志願者  3,425 2,830 492 292 
注）( )は高3・既卒参加者に対する割合，[ ]は全志願者に対する割合 
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表6 2020 年度 Web 進学相談会・ミニ OC に対する参加者の評価（人） 

 一般前期 
出願者 

一般後期 
出願者 

学校推薦 I 
出願者 

学校推薦 II 
出願者 

Web進学相談 
（公開） 

21 / 75
(28.0%)

4 / 33
(12.1%)

25 / 61
(41.0%)

6 / 35 
(17.1%) 

Web進学相談 
（高校一括） 

9 / 53
(17.0%)

2 / 30
(6.7%)

8 / 29
(27.6%)

4 / 26 
(15.4%) 

ミニOC 42 / 128
(32.8%)

12 / 53
(22.6%)

34 / 88
(38.6%)

10 / 44 
(22.7%) 

注）Web 進学相談会あるいはミニ OC に参加し，かつ本学を志願した者のうち，インターネット出願時アン

ケートで「本学の情報を得る上で役に立ったもの」について，Web 進学相談会あるいはミニ OC を 1 位～3 
位に挙げた者の比率。 
 
表 6 は Web 進学相談あるいはミニ OC の参加者か

つ志願者で，インターネット出願時アンケートの「本

学の情報を得る上で役に立ったもの」の 1 位～3 位と

して，Web 進学相談会あるいはミニ OC を挙げた人

数と選択率を示したものである。これを見ると，選択

率が 20％を超えているのは，Web 進学相談（公開）

に参加し，一般選抜（前期）に出願した者で 28.0％，

学校推薦型選抜Ⅰで 41.0％，Web 進学相談会（学校

一括）に参加し，学校推薦型選抜Ⅰに出願した者が

27.6％であった。また，ミニOCの参加者については，

すべての入試区分で 20％を超えた。様々な情報源が

ある中で，参加者の選択率が高く，入試情報としての

有用性を高く評価していることがわかった。 
本章で示した結果は，いずれもコロナ禍において高

等学校が休校になるなど限られた情報しか入手するこ

との出来ない特殊な状況下において得られたものであ

る。そのため，先行研究と単純に比較してその効果を

示すものではないものの，2020 年度の新たな取り組

みとして実施した Web 進学相談会やミニ OC は，本

学の情報を提供する入試広報活動として一定の効果が

あったことが伺えた。 
 
4 まとめ 
 本稿では，コロナ禍における本学ACの入試広報活

動について報告した。新型コロナウイルスの感染拡大

の影響が出る前は，高校に対してオンラインによる説

明会等の実施を提案しても，当時の通信環境等を考え

れば受け入れてもらえなかっただろう。しかし，

2020 年度に緊急対応的に実施したオンラインを中心

とする様々な取り組みに対しては，高評価を得ること

ができた。例えば，2.3 節(2)で述べた高校教員対象の

入試説明会でのアンケートでは「コロナの影響もあり，

直接大学に伺って説明を聞くのは少々難しい状況だと

思うのでオンラインでの開催は非常に助かりました。

お忙しい中，準備していただきましてありがとうござ

いました」や「なかなか現地に向かうことが難しいた

め今回のオンライン開催はとても助かります。来年度

もぜひ現地での開催と並行して行っていただきたい」

などの回答があった。また，3 章で示した通り，オ

ンラインによる説明会等には情報提供という面で一定

の効果があることが分かった。ただし，この結果はコ

ロナ禍前の入試広報活動を否定するものではない。従

来の良い部分は継承し，新たな可能性のある入試広報

活動をハイブリッドで実施し，より効果的な広報活動

を実施していくことが今後必要になってくると考えら

れる。 
本稿で示した結果は，コロナ禍に加え，いわゆる新

入試が始まる特殊な状況下で得られたものである。し

かしながら，表 5 で示したように，Web 進学相談会

の参加者の約半数が本学に出願している結果が見られ

た。今後，本学ACでは同様の取り組みを続けていく

予定であり，併せてインターネット出願時アンケート

結果を用いた入試広報活動の効果検証を行っていく予

定である。 
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沖縄県内の高校を対象としたオンライン大学説明会の効果 
 

田中 光（山口短期大学），山田 恭子，浦崎 直光（琉球大学） 
 

琉球大学では志願者の獲得と高大接続・高大連携の一環として，沖縄県内の高校を対象に訪問型の

大学説明会を行っている。しかし，令和２年度は新型コロナウイルスの感染拡大を受け対面での実施

を中止し，Zoom を利用した双方向型のオンライン大学説明会を実施した。大学説明会には，沖縄県

内 41 の高校が参加し，アンケートでは 1084 人分の回答が得られた。アンケート結果からは 9 割以上

の参加者が大学説明会に満足しており，参加により志願意欲も高い状態となっていることが示された。

オンライン大学説明会はインターネット環境の制限があるものの，距離等の制限が少ない利点がある。

今後は訪問型と並行して，利点を活かしたオンライン大学説明会を開催することが考えられる。 
キーワード：志願者動向，高大接続，高大連携，ICT，オンライン 

 
1 はじめに 
1.1 令和２年度の大学説明会について 
日本では 2017 年をピークとして 18 歳人口は減少

しており，大学への進学者も減少傾向にある（文部科

学省, 2019）。そのため，大学にとって志願者の獲得

は量・質ともに重要度を増してきている。一方，高等

教育では，生徒の能力に応じた教育を実現するため，

高大接続として高校と大学が互いの教育に理解を深め

る必要があるとされている（文部科学省, 2006）大学

にとって高大接続事業は，高校生の「大学」という存

在に対する親近感や興味関心を喚起することで，多く

の志願者を獲得することのできる有用な取り組みであ

る。また，高校生の進学意識と大学に対する知識が高

まることで，進学に際してのミスマッチを低下させる

ことが出来るとともに，アドミッションポリシーに沿

った入学者の獲得を促進することができる。そのため，

琉球大学は志願者の獲得と高大接続の推進を目的とし

て，沖縄県内の高校を対象に訪問型の大学説明会を行

ってきた。 
しかし，令和 2 年度は新型コロナウイルスが感染

拡大を続け，感染予防の観点から琉球大学のアドミッ

ションセンターでは対面での訪問型の大学説明会を中

止することとなった。感染症の感染拡大による対面で

の大学説明会の中止は全国的にも見られた動きであり，

このことは入試に関する広報活動や高校との情報共有

の機会を著しく妨げることとなった。大学説明会は高

校生に大学の入試情報を提供するという入試広報とし

ての側面もある。受験年度の高校生にとっては大学説

明会の減少は，大学に関する情報収集を困難とする。

このような状況は進学に際してのミスマッチを増長さ

せる可能性があった。そのため，多くの大学が入試に

関する情報を発信する機会を確保するためインターネ

ットを活用した情報提供を積極的に行った。琉球大学

も ， ICT （ Information and Communication 
Technology：情報通信技術）を用い，インターネッ

ト上でオンラインでの大学説明会を実施した。 
オンラインでの大学説明会はこれまであまり行われ

てこなかった取り組みであると思われる。しかし，文

部科学省（2021）では，各教育機関の ICT 環境の整

備を推進するとともに，ICT を利用した外部との連

携体制の構築を促進するとしている。そのため，今後

オンライン大学説明会は感染症対策としての代替案に

とどまらず一層活用されるものと予測される。そこで，

本研究では令和 2 年度に実施したオンライン大学説

明会についてその実施方法と効果について報告を行う。 
1.2 これまでの入試広報に関する検討 
これまでの国内大学における入試関連の広報活動に

ついては形態ごとにその効果等が検討されている。例

えば，福島ほか（2011）は，進学希望者の大学への

接触方法の種類を，オープンキャンパス等の直接接触

と，大学ホームページ等の間接接触に分類し，年度の

前半（３月~８月）では直接接触，後半（９月~２
月）では間接接触が比較的受験行動と関わっているこ

とを示した。横田（2013）は留学生を対象とした入

試広報について，ポータルサイト等のインターネット

を利用した広報と，実際に留学生と対面して広報を行

うフェイス・トゥ・フェイスの広報に分け，それぞれ

の今後の広報戦略について検討している。これらのよ

うに，インターネットを媒介とした入試広報について

はこれまでにも検討が行われてきた取組みではある。

しかし，今回琉球大学で実施したオンライン大学説明

会のような，インターネット上での同時双方向型の情

報提供機会である入試広報の報告や研究は十分に行わ

れておらず，詳細な検討が必要な段階である。 
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1.3 オンライン大学説明会の実施方法についての検討 
これまで，インターネット上での同時双方向型の情

報提供機会である入試広報は従来の対面での入試広報

に比べ十分に報告されていない。そこで本研究では，

令和２年度に実施した，琉球大学のオンライン大学説

明会の実施方法について報告する。また従来実施して

きた高校に訪問し対面で行う大学説明会との実施方法

の比較を行い，その特徴について考察する。 
1.4 オンライン大学説明会の効果検証について  
1.4.1 本研究で検討する効果 
琉球大学において高校訪問型の大学説明会では，大

学の情報の提供と志願者の獲得を目的として行ってき

た。この目的を果たすため，従来の訪問型の大学説明

会は，各高校の要望に応じた情報提供を行うことをね

らいとしていた。一方でオンライン大学説明会は，中

止となった訪問型の大学説明会の代替として各高校に

大学の情報を提供するとともに，ICT 機器の特性を

生かした新たな広報手段の開発をねらいとした。 
そこで本研究では，オンライン大学説明会の効果検

証として，大学の情報提供機会として機能したか，ま

た，それに伴い大学説明会によって琉球大学に対する

志願者数の獲得に貢献することができたかという側面

について検証を行う。オンライン大学説明会が要望に

応じた情報提供ができているかを確認するために，大

学説明会に対する満足度を指標とする。進学を希望す

る高校生にとって大学説明会は，必要な大学や入試の

情報を得るためのものである。もしオンライン大学説

明会が大学の情報提供機会として機能しているのであ

れば，参加者の多くが満足であることを示す評定を下

すと予測される。志願者数の確保への貢献については，

大学説明会による志願意欲の変化に関するアンケート

調査への回答を指標とする。志願意欲を高めることと

志願者数の増加は必ずしも同等ではないが，高い志願

意欲は高校生の大学に対する志願に対し影響するもの

と考えられる。オンライン大学説明会により志願意欲

の向上が認められるのであれば，志願者の確保につい

ても貢献している可能性がある。 
オンライン大学説明会では，新たな大学の広報手段

を検討することも目的とした。このことについては，

従来の訪問型の大学説明会とどのような違いがあるの

かを明らかにすることが，今後のオンライン大学説明

会の実施方法を考える上での一助になると考えられる。

そこで，従来の訪問型での大学説明会である令和元年

度と比較を行い，効果の違いについて検討する。 
1.4. 2 本研究で実施する効果検証について 
入試広報の効果の検証についてはこれまで多くの研

究が報告され，まとめられている（雨森, 2016; 野口，

2018）。野口（2018）によると入試広報の効果測定は，

受験生や新入生の主観的な評価と，受験データを基に

した客観的な評価の２つに大きく分かれるとしている。

主観的な評価とは，例えば，大学説明会後のアンケー

ト調査などによって，参加者が主観的に自らのその大

学に対する志望動機が高まったかどうか等を判断し，

5 段階などで評定するといった形式の評価である。一

方，客観的な評価とは，例えば，実際に大学説明会に

参加した者がどのくらいの割合で出願しているか，入

学しているかといった実数などによって大学説明会の

効果を評価するものである。雨森（2016）によれば，

主観的な評価については，データの収集が容易であり

イベントそのものの有用性は評価できるものの，実際

の志願との関連性までは不明であると指摘している。

一方で客観的評価は，大学説明会の効果をある程度正

確に示すものの，大学説明会で参加者の情報を控え志

願者情報等と照らし合わせるといった実施や個人情報

管理といったコストがかかるとしている。 
本研究では，オンライン大学説明会による効果検証

の手始めとして，比較的実施が容易な主観的評価（満

足度や志願意欲）を指標とした検討を行う。今回の検

討によりオンライン大学説明会に効果がある可能性が

見られる場合は，今後さらに説明会の参加者と志願者

を紐づけするなどの客観的な指標を用いることで，そ

の効果を正確に検証することができると考えられる。 
1.4.3 高大接続事業としてのオンライン大学説明会 
高大接続事業としての大学説明会は，高校にとって，

大学との情報共有だけでなく，生徒に学習の意味づけ

やキャリアへの意識づけを行わせ，主体的な学びを促

す機会でもある。琉球大学においても訪問型の大学説

明会は，高校生の進路意識や入学後の学業適応を高め

るための取り組みとしても行われてきた。そこで本研

究では，オンライン大学説明会が高大接続に果たす役

割の検討として，参加者の意識に与える影響について

調査を行う。 
高大接続事業の効果検証としては例えば竜田ほか

（2020）によって，教職分野への進学・就職に向け

たキャリア意識の育成を主たる到達目標として構築さ

れたカリキュラムの効果検証が行われている。この研

究では，修了者の進路決定先の調査や，カリキュラム

に関するインタビュー内容や自由記述の分類を行った。

その結果，カリキュラムへの参加者の約半数が教職免

許の取得を主とする進路選択をしたことや進学・就職

に関する意識の変化や将来の見通しを持った学習の捉

えなおしに関する記述が見られたことから，カリキュ



沖縄県内の高校を対象としたオンライン大学説明会の効果 
 

- 159 - 

ラムがキャリア意識の形成や進路の実現に寄与したと

している。 
そこで本研究では，オンライン大学説明会の高大接

続としての役割を明らかにするために，参加者の意識

に対する影響としてどのようなものがあるかを検討す

る。本研究の調査では令和２年度に実施されたオンラ

イン大学説明会による意識変化について自由記述を行

い，その自由記述に対してテキストマイニングを行う。

意識変化の収集・分類を行うことで，今後オンライン

大学説明会の高大接続事業としての効果について詳細

なアプローチができるようになると考えられる。 
 

2 オンライン大学説明会の実施方法 
2.1 実施概要 
オンライン大学説明会は，インターネット上で発信

側と受信側がリアルタイムで映像や音声等を送受信で

きる Web 会議システムを利用して実施した。この令

和 2 年度の大学説明会では，大学全体についての説

明と各学部についての説明を行った。大学説明会は，

大学全体の説明 5 回，人文社会学部 5 回，国際地域

創造学部 5 回，教育学部 5 回，医学部医学科 2 回，

医学部保健学科 5 回，理学部 5 回，工学部 5 回，農

学部 5 回，全部で 42 回（同日複数回の開催を含む）

実施した。期間は７月から９月の間で実施した。 
2.2説明者及び参加者 
 各学部単位の大学説明会では，主催・司会進行を琉

球大学アドミッションセンターの教員や職員が行い，

各学部の説明は該当学部に所属する大学教員が行った。

大学全体の説明はアドミッションセンターの教員が行

った。大学説明会には，沖縄県内の高校から，離島の

高校を含む，申請のあった 41 校が参加した。また，

各高校の進路指導教員に依頼して，琉球大学に興味を

持つ高校3年生を中心に参加者を募った。 
2.3 大学説明会に利用した機器やWebシステム 
オンライン大学説明会の実施のために，Web 会議

システムとして Zoom ミーティングを使用した。

Zoom ミーティングではパーソナルコンピュータやタ

ブレット端末，スマートフォンに取り付けられた

Web カメラやモニター，マイク，スピーカーを通し

て映像や音声をリアルタイムで送受信することができ

る。また，発信側のモニター画面を受信側と共有する

ことなどが可能である。音声の通信だけでなくチャッ

ト機能を利用することで文章での通信も行うことがで

きる。Zoom ミーティングによって Web 上で情報発

信を開始，または予約すると URL が付される。参加

希望者は，ブラウザや Zoom ミーティングのアプリ

等から，この URL を通して発信元にアクセスでき，

視聴・通信ができるようになる。 
発信に必要な機器等は大学内で準備を行い，参加者

の視聴・通信に関するインターネット環境や機器の準

備については，各高校の指導教員に依頼した。参加者

は主に高校内の視聴覚室等で一斉に視聴しており，高

校内での参加希望者が少ない場合や夏季休暇の期間の

場合は，参加者自身がタブレット端末やスマートフォ

ン等を用いて参加した。 
2.4 大学説明会の開催手順  
オンライン大学説明会の開催は６月に文書で，沖縄

県内の高校に通知した。その後，参加希望の高校の進

路指導部などに依頼し各大学説明会の参加希望者の募

集を行った。参加希望者のいる高校には，各大学説明

会のURLを電子メールで配布した。 
各大学説明会の実施時間は，16 時 20 分から 17 時

頃までの 40 分間程度であり，開始の 30 分程度は学

部または大学全体の説明を行い，その後 10 分程度は，

質疑応答を行った。学部の説明について，主にパワー

ポイントのスライド資料やホームページ等を共有しな

がら担当教員が口頭で行った。その後の質疑応答は口

頭やチャット機能を使用して行った。 
大学説明会後にはアンケート調査を実施した。調査

は，WebアンケートシステムであるGoogle のフォー

ムと Microsoft の Forms を利用して実施した。事前

に各高校の進路指導部に，Web 上のアンケートフォ

ームとリンクした QR コードを配布するとともに大

学説明会の後のモニター画面に QR コードを提示し，

参加者にアンケートの回答を依頼した。 
2.5 オンライン大学説明会と従来の訪問型の大学説明

会との比較 
2.5.1 従来の訪問型の大学説明会の実施方法 
本研究では，オンライン大学説明会と従来の訪問型

の大学説明会について実施方法とその効果の違いを検

討することを目的としている。そこで，令和２年のオ

ンライン大学説明会と従来の訪問型の大学説明会であ

る令和元年度の大学説明会との比較を行う。  
従来の高校訪問による大学説明会では，アドミッシ

ョンセンターの教職員と各学部の教員が開催する高校

に訪問し，大学全体の説明と高校が説明を希望する学

部の説明を行った。令和元年度の説明形式は，①各学

部のブースを設けそれぞれのブースで各学部の教員が

説明を行う，②アドミッションセンター教員が 20 分

大学全体の説明を行った後，各学部の教員が該当学部

の説明を行う。③アドミッションセンター教員が 20
分全体説明を行った後，各学部のブースを設けそれぞ
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れのブースで各学部の教員が説明を行うという①から

③の形式のいずれかであった。令和元年度では，沖縄

県内 39 校を対象として，主に４年生大学に進学を希

望する３年生を対象に，５～６月の間で実施した。高

校によっては，３年生だけでなく大学への興味関心や

普段の学習と大学との繋がりを意識するために，２年

生や１年生が参加する場合もあった。説明会の開催回

数は 40 回であり（複数回開催された高校有），説明

形式は開催する高校の要望に応じて決定され，実施回

数は，①５回，②15 回，③20 回であった。説明時間

については，高校の授業１コマ分（50 分）であった。 
2.5.2 年度による大学説明会の実施方法の違い 
令和２年度と令和元年度の大学説明会では，どちら

も主に高校３年生を主な対象としていた。特に，令和

２年度は感染症予防のため，４年制大学に進学を希望

する生徒の中でも，琉球大学への進学に興味のある３

年生が参加することを推奨した。一方で，令和元年度

の大学説明会では，琉球大学側から参加者の限定は行

っておらず，参加者の選別は高校にゆだねられていた。

そのため，必ずしも琉球大学の進学に関心がある生徒

のみが参加していたわけではない可能性があった。 
令和２年度のオンライン大学説明会は遠隔で複数の

高校に同時配信できた。そこで，説明会の効率的な実

施のため，訪問型の大学説明会と異なり，１つの回に

複数の高校が参加できるようにした。また，説明内容

を回ごとに分けてそれを複数回実施することで，高校

が希望の内容の回を選んで参加できるようにした。 
令和元年度では高校の要望に応じて説明形式を変え

ていたのに対し，令和２年度のオンライン大学説明会

では高校が希望する内容の回を選んで参加するもので

あったため，どの回においても説明を 30 分程度行い，

その後質疑応答の時間を設けるという形式で統一して

いた。説明方法ついては全体説明・学部説明ともに，

どちらの年度においてもスライド資料を用いモニター

やスクリーンに映して説明を行った。説明者の選定に

ついては，どちらの年度においても，全体説明はアド

ミッション部門の教員又は入試課職員が実施した。全

体説明については説明者による説明内容の大きな違い

はなかった。学部の説明に関しては，どちらの年度も

説明者や説明内容は各学部にゆだねられていた。個別

相談については，令和２年度，元年度ともに大学説明

会の中では実施していなかった。 
アンケートの実施については，従来の訪問型での大

学説明会ではアンケート用紙を配付して回答を依頼し

ていたが，オンライン大学説明会では Web 上のアン

ケートフォームから回答を依頼した。 

2.5.3 実施方法の違いによる特徴の比較 
従来の訪問型の大学説明会と比較すると，オンライ

ン大学説明会はモニターを通して実施されるため，主

催者側としては参加者の雰囲気や人数を大まかにしか

把握できないデメリットがあった。一方で，各学部の

説明を行う教員や各学校とのスケジュール調整が比較

的行いやすかったこと，複数の学校に同時に大学説明

会を開催できたこと，離島など遠方の学校にも参加者

を募集できたことなどのメリットがあった。 
オンライン大学説明会は訪問型での大学説明会と異

なり，１回に複数の高校が参加できるようにしており，

実際に複数の高校が参加していた。しかし，複数の高

校に一斉に説明を行っていため，訪問型の大学説明会

に比べ，特定の高校に要望に特化した説明とはなって

いなかった可能性があった。 
 

3 大学説明会の効果検証 
令和 2 年度のアンケート調査では 1084 人分の回答

が得られた。令和２年度は参加について高校側にゆだ

ねており参加人数については集計していなかった。し

かし，主観的な印象によるものであるが説明会の実施

者から実施中のモニター上に映し出されている参加者

に比べ回答数が少ないとする報告や，説明会からしば

らくして回答がなされる場合があり，対面においてそ

の場でアンケートの回答を促す場合に比べて回答率が

低くなっている可能性が示唆された。回答者の学年の

構成については，１年生９％，２年生 24%，３年生

67%であった。令和元年度の調査では 2091 人分の回

答が得られていた。令和元年度の参加者数は 2183 人

であり回答率は 96％であった。回答者の学年の構成

は，１年生 13％，２年生 34％，３年生 51％，その

他１％，無回答１％であった。 
3.1 大学説明会に対する満足度 
令和 2 年度のアンケート調査では，オンライン大

学説明会への満足度について，「本日の大学説明会に

満足できましたか」という質問項目に対し「満足でき

なかった」，「ある程度満足できた」，「満足できた」の

3 件法で回答させた。その結果，有効データ 1071 人

であり，回答者の 49％が「ある程度満足できた」，

44％が「満足できた」と回答しており，合計で回答

者の 94％が大学説明会に概ね満足していたことが示

された。6％の「満足できなかった」とした回答者に

は，不満であった理由を記入させていた。この記述内

容によると不満であった理由として，インターネット

環境が不安定であったために十分に情報が得られなか

ったことが主に挙げられていた。 
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令和元年度のアンケート調査では，訪問型での大学

説明会への満足度について，「本日の大学説明会は全

体としていかがでしたか」という質問項目に対し「よ

くなかった」，「あまりよくなかった」，「まあよかっ

た」，「とてもよかった」の 4 件法で回答させた。そ

の結果，有効データ 2015 人であり，回答者の 39％
が「まあよかった」，60％が「とても良かった」と回

答しており，大学説明会に 99%が概ね満足していた

ことが示された。「あまりよくなかった」，「よくなか

った」とした回答者は合計で1％であった。 
 満足度について，令和２年度は質問項目が３件法で，

満足したか，満足しなかったかといった形式となって

おり，どちらかを選択しなければならない状態であっ

たため解釈には注意が必要である。また，令和元年度

についても，最も満足度を示す項目が「とてもよかっ

た」としているのに対し，最も満足できなかったこと

を示す項目が「よくなかった」となっており対応して

いないことから，こちらについても解釈には注意が必

要である。 
令和 2 年度と元年度の大学説明会の満足度につい

て質問形式が異なることから単純に比較することはで

きないが，元年度より令和 2 年度の方が満足である

と回答する割合が低くなっている可能性が示唆された。 
3.2 琉球大学に対する志願意欲 
アンケート調査では琉球大学への志願意欲について，

2 つの質問項目を設けていた。１つは参加前の志願意

欲を尋ねるもので，「あなたは，『本日の大学説明会に

参加する前』，琉球大学をどの程度受験しようと考え

ていましたか」に対し，「１.考えていなかった」，「２.
少し考えていた」，「３.かなり考えていた」の３件法

で回答させるものであった。もう１つは参加後の志願

意欲を尋ねるもので，「あなたは『現在』，琉球大学を

どの程度受験しようと考えていますか」に対し，「１.
考えていない」，「２.少し考えている」，「３.かなり考

えている」の３件法で回答させるものであった。その

結果，令和２年度においては有効データ 1083 人であ

り，参加前の志願意欲の平均値は 2.65（SD = 0.56），
参加後の志願意欲の平均値は2.70（SD = 0.52）であ

った（図１）。参加前後の志願意欲の平均値の差に対

して t検定を行ったところ t(1082) = 5.58, p < .01, d 
= 0.10 と有意であった。しかしながら効果量 d 値が

低く，志願意欲の平均値がどちらも高いことから，志

願意欲は高いまま維持されたとするのが妥当であると

考える。 
 令和元年度においては，有効データ 2017 人であり，

参加前の志願意欲の平均値は 2.36（SD = 0.70），参

加後の志願意欲の平均値は2.45（SD = 0.67）であっ

た（図１）。参加前後の平均値の差に対して t 検定を

行ったところ t(2016) = 9.92, p < .01, d = 0.13と有意

であった。こちらについても効果量は小さく志願意欲

は説明会の前後で維持されたと考えらえられる。 
図１の各志願意欲について２（年度）×２（参加

前後）の２要因混合計画の分散分析を行った。その結

果，年度の主効果（F (1, 3098) = 142.76, p < .01, η
p2 = .04），参加の主効果（F (1, 3098) = 101.79, p 
< .01, ηp2 = .03），交互作用（F (1, 3098) = 6.34, p 
< .05, ηp2 = .00）が有意となった。この結果は，令

和２年度の方が元年度よりも志願意欲が高いこと，大

学説明会の前よりも後の方が志願意欲が高いこと，年

度によって参加前後の志願意欲の変化が異なることを

示している。つまり，令和２年度は令和元年度に比べ

参加前から志願意欲が高いものの，参加前後の変化は

令和元年度の方が大きいことを示している。これは，

令和２年度では琉球大学への進学に興味がある希望者

を対象としたことが影響したものと考えられる。しか

しながら，いずれも効果量は小さく大きな差を示すも

のではないと考えられる。これらのことから，令和２

年度の大学説明会は琉球大学への進学に興味のある希

望者を対象としたことが志願意欲に影響したものの，

令和元年度と同様に大学に対する志願意欲を高い状態

で維持するのに一定の効果があったといえる。 
3.3 大学説明会による参加者の意識への影響 
 令和２年度では，大学説明会の高大接続事業として

の役割を検討するために，大学説明会による参加者の

キャリア意識や学習に対する意識への影響としてどの

ようなものがあるかを検討した。アンケート調査では，

オンライン大学説明会による影響にどのようなものが

あるかを引き出すため，「大学説明会をうけて，何を

頑張ろうと思いましたか」という質問に対して自由記

述での回答を求めた。その結果， アンケート調査へ
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令和元年 令和２年
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図１ 年度ごとの参加前後における志願意欲 
注） エラーバーは標準誤差 
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の回答者1084 人のうち899人から回答が得られた。

本研究では，自由記述の回答内容の傾向を把握するた

め，回答に対して，テキスト分析ソフトである

KHCoder を用いてテキストマイニングを行った（樋

口, 2004）。テキストマイニングとは，文章による記

述やテキスト等から語句を抽出し，各語句の特性や関

係等を計量・分析する手法である。このテキストマイ

ニングを利用することで，自由記述の回答傾向を検討

することができる可能性がある。今回の分析では，自

由記述で得られた回答からおもに句点を指標に文を区

切り，語句の計量・分析を行った。アンケート調査で

得られた自由記述に対しKHCoder を用いて文と語句

の抽出を行った結果，1084 文，総語数 12707 語，

異なり語数（使用されている語の種類）997 語が抽

出された。またKHCoder を使用して，１文で共起し

た語句を繋げたネットワーク図（共起ネットワーク）

を作成した（図２）。共起ネットワーク図の作成では，

15 回以上使用された抽出語を使用し，描画する共起

関係（edge）の絞り込みでは，文中での共起によっ

て算出されるJaccard距離を用いた。描画数は60 ま
でとした。共起ネットワーク図では，使用頻度に応じ

て円の大きさが設定されている。図中の抽出語の距離

や線分の長さについては各語句の関係を表すものでは

なく，視覚的な自動調整の結果であるため解釈に用い

ることはできない。 
図２の共起ネットワーク図と実際の記述内容を基に

自由記述の解釈を行った。共起ネットワーク図に基づ

くと「勉強」や「頑張る」といった語句がまとまって

いた。またそれらの語句を含む自由記述を参照したと

ころ，大学説明会を受けて学習に対する意欲が向上し

たといった記述内容がうかがわれた。また，これらの

語句と「将来」，「考える」，「自分」」といった語句が

共起していることから，学習に対し目標意識が形成さ

れていると推測できる。ネットワーク図において，

図２ 「大学説明会を受けて頑張ろうと思ったこと」について自由記述を基に作成した共起ネットワーク図 
注） 円の大きさは記入された頻度を表し，語句間の線は文中での共起に応じて引かれている 
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「対策」，「入試」といった語句が関連しまとまってい

ることについて，これは３年生の参加者が多かったこ

とから，大学説明会が入学試験に焦点を向けて活動を

行うことに影響を与えたと考えられる。その他少数で

はあるが，「情報」，「収集」，「進路」といった語句が

結びついているまとまりや，「大学」，「調べる」とい

った語句が結びついているまとまりがあることから，

大学説明会が参加者の進路選択活動について影響を与

えた可能性が読みとれる。これらのことから令和２年

度の大学説明会が，高大接続として高校生の学習意欲

や進路選択に少なからず有益な影響を与えたと推測さ

れる。 
 
4 考察 
4.1 オンライン大学説明会の実施方法について 
本研究では琉球大学で実施したオンライン大学説明

会の実施方法とその効果について報告することを目的

とした。 
実施方法に関して，令和２年度は感染症の拡大によ

り，訪問型での大学説明会が実施できなかったが，オ

ンライン大学説明会によって，申請のあった 41 の高

校全てに対し大学の情報の提供を行うことができた。

このことについては，各高校への連絡周知などの事前

準備が適切に行われたこと，主催者側と参加者側のイ

ンターネット環境が整備されていたこと，高校の進路

指導教員などの積極的な協力があったことが要因であ

ると考えらえる。今回オンライン大学説明会で使用し

た Zoom ミーティングについて主催者側は，導入時

の登録やその費用，操作（接続や資料共有，大学説明

会の予約設定，チャット機能の使用）を覚える等の必

要があったものの，参加者はインターネット環境の整

備と専用の URL などがあればよかったため，比較的

容易に大学説明会を開催できたように思われる。 
実施方法について，オンライン大学説明会は訪問型

での大学説明会に比べ，実施コストが比較的低かった。

そのため，対面での大学説明会が可能となった後にお

いても，訪問型での実施コストが高い離島や遠隔地，

進学者数の少ない高校での実施や複数回での説明会の

開催といったような場合は，大学の情報提供機会とし

て選択肢となりえると考えられる。 
4.2 オンライン大学説明会の効果について 
 令和２年度のオンライン大学説明会について，回答

者の９割以上が説明会に高い満足を示していたことか

ら，質問形式から解釈に注意が必要ではあるが，オン

ライン大学説明会も，大学の情報提供機会として機能

する可能性が示されたといえる。 

 志願意欲については，令和元年度の訪問型での大学

説明会と同様に大学説明会の前後で志願意欲が高まっ

ている，または高い水準で維持されていることが示さ

れた。そのため，オンライン大学説明会は志願意欲に

対して一定の効果を示しているといえる。 
大学説明会の志願者への影響に関して，琉球大学の

沖縄県内の志願者数の変化は直接的な指標ではないが

参考となると考えられる。沖縄県内の過去５年間の志

願者数（延べ数）は，平成29年4126人，平成30年

4341 人，平成 31 年 4008 人，令和２年 3591 人，令

和３年 3503 人であった。過去２年間において数百人

単位の減少であったが，令和２年度から令和３年度に

おいては 100 人未満の減少にとどまっており，教育

学部における，後期日程の廃止（令和２年度全志願者

数 187 人），総合型選抜の創設（令和３年度全志願者

数 41 人）を考慮すると，志願者数は維持されていた

可能性がある。この志願者数に，オンライン大学説明

会が影響した可能性については，今後，説明会の参加

者がどの程度実際に志願しているか等を検討すること

で明らかになると考えられる。 
令和２年度のオンライン大学説明会と令和元年度の

訪問型での大学説明会を比較したところ，令和２年度

に比べ令和元年度の方が，回答者が少ないことから参

加人数についても減少したものと推測される。これは，

参加者を絞ったことが原因であると考えられる。令和

２年度の回答率については不明であるが，説明会の実

施の際に見られた参加者数に比べ回答数が少ない場合

や説明会の後日に回答される場合が確認されている。

このことから，Web 上で回答を求めていたものの，

その場での回答が困難であるなどして回答率について

も低下していた可能性が考えられる。そのため，

Web 上でのアンケート調査については，実施困難で

ある高校では紙面でアンケートに回答してもらうこと

や，回答によって説明会の資料をダウンロードできる

などの特典をつける等して回答率を上げる必要がある。 
令和２年度のオンライン大学説明会は令和元年度の

訪問型での大学説明会に比べ満足であるとしていた参

加者の割合について，従来の説明会と同等ではなかっ

た可能性が示された。これは，訪問型での大学説明会

は情報提供機会として問題なく機能しているのに対し，

オンライン大学説明会では自由記述を考慮するとイン

ターネット環境が悪い状態であると情報提供そのもの

が困難となることを示していると考えられる。このこ

とから，オンライン大学説明会では特にインターネッ

ト環境を確保することが重要であるといえる。 
また，令和２年度の大学説明会では，参加前から志
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願意欲が高かった。これは，令和２年度では３年生の

希望者を優先的に参加させるように高校に通知してい

たためであると考えられる。実際に，参加者の学年構

成は令和元年度に比べ令和２年度の方が３年生の割合

が高かった。このことを考慮すると，志願意欲の低い

者への訴求については今後の検討が必要である。 
4.3 高大接続事業としてのオンライン大学説明会 
本研究ではオンライン大学説明会の高大接続として

の役割を明らかにすることを目的として，参加者の意

識への影響にどのようなものがあるかを調査した。自

由記述に対するテキストマイニングの結果から学習意

欲の向上や，学習における目的意識の形成，進路選択

に関する興味・関心の向上などが確認された。このこ

とから，大学説明会は高大接続事業としてキャリア意

識や学習の主体性を向上させる役割を持つ可能性があ

る。そのため，大学説明会を高校の学習の意義づけや

進路意識の向上のために利用できることが期待される。 
このことについては，定量的な調査を行うことで，

大学説明会は高大接続事業としてどの程度効果を持つ

かが明らかになっていくものと思われる。今回のテキ

ストマイニングで影響がある可能性が見られた意識に

基づいて考えると，例えば，大学説明会の前後の学習

意欲や将来に対する意識の強さ，進学意欲等について

定量的な質問項目を設けたアンケート調査を実施する

ことなどが考えられる。本研究は令和２年度に実施し

たオンライン大学説明会における調査のみであったが，

今後は対面での大学説明会と比較を行うことで，高大

接続事業の効果の側面から，実施方法による違いを検

討することができると考えられる。 
4.4 今後の展望 
以上よりオンライン大学説明会は実施について，イ

ンターネット環境を整備しなければならないといった

デメリットがあるものの，訪問型での実施よりも時間

や場所の制限が比較的少ないというメリットがみられ

た。また，大学の情報提供機会や志願者の確保として

一定の効果がある可能性が示された。しかし情報提供

機会としてはオンライン大学説明会よりも訪問型での

大学説明会のほうが効果が高い可能性も示された。こ

れらのことから，オンライン大学説明会については，

今後，訪問型での大学説明会が可能となった場合，対

面にないメリットを活かした形で実施していくことが

考えられる。例えば，オンライン大学生説明会の時間

や場所の制約が少ないといったメリットを考慮すると，

高校生に気軽に大学を知ってもらう機会としては有用

であると考えられる。また，ホームページ等の比較的

志望度が低い者もみる媒体と，比較的志望度の強い者

が参加する対面でのオープンキャンパスなどの大学説

明機会をつなぐものとして位置付けて利用することな

ども考えられる。 
オンライン大学説明会を効果的に行うためには，今

後対面での大学説明会と役割や効果を詳細に比較・吟

味する必要がある。 
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COVID-19 禍における高校生の進学希望の変化に与える 
オンラインオープンキャンパスの効果研究 

 
三好 登（広島大学） 

 
大学が学生募集・入試広報に取り組むことが，18 歳人口の減少に伴い，ますます重要な課題となっ

ている。大学の学生募集・入試広報とし，オープンキャンパス，大学説明会や，模擬授業があるが，

COVID-19 が発生し，現在ではオンラインで実施している。   
本研究では，H 大学を事例として COVID-19 禍における高校生の進学希望の変化に，オンラインオ

ープンキャンパスを通じて，「全学関連情報」「学部関連情報」がいかに影響を及ぼしているのか，検

証する。分析結果から，COVID-19 前は学部関連情報を十分に享受し得たときに高校生の進学希望が

変化していた一方で，COVID-19 禍ではこれに全学関連情報も影響を与えていることがわかった。 
キーワード：COVID-19，高校生，進学希望，オンラインオープンキャンパス 

 
1 研究背景と目的 
 大学が学生募集・入試広報に取り組むことが，ます

ます重要な課題となっている。その理由として，18
歳人口の減少に伴うものがあげられる。1990 年代初

め，約200万人いた18歳人口が，現在では約110万

人にまで減少し，今後もさらに減っていくことが見込

まれている 1)。このような 18 歳人口の減少に伴って

大学で学生募集・入試広報に取り組むことは一層重要

な課題となっており，その方法として，オープンキャ

ンパス，大学説明会や，模擬授業（出前授業）がある

が，本研究ではその一つであるオープンキャンパスの

効果に焦点を当てて検討する。2020 年の COVID-19
発生以前，オープンキャンパスも含めた学生募集・入

試広報は対面で実施されていたが，COVID-19 が発

生して以降，第一回緊急事態宣言下において，4 月

16 日からすべての日本の大学に休業協力要請が行わ

れ，その結果として，これらの学生募集・入試広報に

関しても従来の対面型からオンライン型へと見直しの

必要性に迫られたという経緯がある。本研究で焦点を

当てて検討するオープンキャンパスでは一般に，教育

内容，就職状況，入試方法・内容，クラブ・サークル

活動の状況，奨学金，アルバイト，学生生活，住居・

住宅情報や，取得できる資格にかかわる情報発信が行

われてきた 2)。そして三好ら（2019）の研究では，

その情報の種類により，クラブ・サークル活動の状況，

奨学金，アルバイト，学生生活や，住居・住宅情報を

「全学関連情報」，また教育内容，就職状況，入試方

法・内容や，取得できる資格の情報を「学部関連情

報」に分類している。だが COVID-19 禍でオンライ

ンオープンキャンパスとなっても，これら「全学関連

情報」「学部関連情報」は適切に発信され，オンライ

ンオープンキャンパスへの参加を通じて大学に進学す

る高校生の気持ちに影響を与えているのだろうか。 
 本研究では，地方にある国立総合研究大学の H 大

学 3)を事例として COVID-19 前のデータと比較しな

がら，COVID-19 禍における高校生の進学希望の変

化に，オンラインオープンキャンパスを通じて，「全

学関連情報」「学部関連情報」がいかに影響を及ぼし

ているのか，検証を試みることを目的とする。 
本研究においてCOVID-19 前とCOVID-19 禍にお

けるデータを比較検証することを通じ，2021 年度以

降も当面，オンラインでのオープンキャンパスとなる

可能性が高いが，オンラインオープンキャンパスでど

のようなコンテンツを設定・発信することがより効率

的であるのか，ということを示唆することができる。 
 

2 先行研究・課題の設定と研究方法 
2.1 先行研究 
 高校生の進学希望の変化に与える学生募集・入試広

報の効果に関わる研究は数多い。大学による学生募

集・入試広報が，高校生の志望順位の形成にいかなる

影響を与えているのか研究を実施した平尾ら

（2011）は，特にオープンキャンパスは，ほかの要

因よりもはるかに強い影響力を持っていることを明ら

かにしている。また受験校決定理由の特徴を分析した

吉村（2013）によれば，オープンキャンパス参加の

選択率が，推薦入学者で多くなっていることや，鈴木

ら（2003）の研究では AO 入試入学者でも多いこと

が解明されている。さらに雨森（2016）によると，

オープンキャンパス参加者は推薦入試入学者の合格上 
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表1 オンラインオープンキャンパスにおいてWeb調査を実施した項目 

あなた自身のこと
性別 あなたの性別はどれですか（1. 男性、2. 女性）
学年 あなたの現在の学年はどれですか（1. 高校1年生、2. 高校2年生、3. 高校3年生）

志望順位 オンラインオープンキャンパス参加後の今、本学への進学を希望していますか
（1. 第一志望である、2. 第二志望以下である、3. 受験を全く考えていない）

出身県

あなたが通っている高校の所在地都道府県はどれですか（1. 広島県、2. 岡山県、
3. 山口県、4. 島根県、5. 鳥取県、6. 東京都、7. 大阪府、8. 福岡県、9. 神奈川県、
10. それ以外の都道府県）※表3-1と3-2では広島県を「広島県ダミー」、岡山
県・山口県・島根県・鳥取県を「広島県以外中国地方ダミー」、それ以外を「そ
れ以外の都道府県ダミー」とコーディングして分析している

オンラインオープンキャンパスのこと

進学希望の変化
オンラインオープンキャンパスに参加して本学への進学を希望する気持ちはどの
程度変わりましたか（1. 志望の気持ちが弱くなった、2. 変わらない、3. 志望の気
持ちが強くなった）

学部関連情報・全学関連情報

オンラインオープンキャンパスに参加して知り得たかった情報は得られましたか
（教育内容、就職状況、入試方法・内容や、取得できる資格の情報、クラブ・
サークル活動の状況、奨学金、アルバイト、学生生活や、住居・住宅情報につい
てそれぞれ、「1. 全く得られなかった」〜「4. とても得られた」で回答）  

 
位層で多くなっており，高校の先生からの情報で合格

中位層，大学のホームページ・大学案内で合格下位層

がそれぞれ多くなっていることが明らかにされている。

またそのオープンキャンパスでどのような種類の情報

発信を行うことが望ましいのか検証した三好ら

（2019）の研究では，「学部関連情報」を十分享受し

得たときに進学希望の気持ちの変化が生じることを解

明している。さらにこれら多くの学生募集・入試広報

が，アドミッションセンターや，学部教員によって実

施されているが，在学生による入試広報の効果という

視点より研究を行った永田（2011）によって，大学

説明会での在学生による高校時代や，大学生活などの

話しが影響を与えていることがわかっている。そして

これら学生募集・入試広報では，大学紹介スライドに

基づいて口頭で説明する場合が多いが，特に理学系で

は口頭で説明する以上に，実験講義のほうが，影響が

あることも解明されている（池田ら，2013）。 
 
2.2 課題の設定 
これまでの高校生の進学希望の変化に与える学生募

集・入試広報の効果に関わる研究は，いずれも対面で

実施することができた COVID-19 前のものである。

すなわち，COVID-19 前のオープンキャンパスでは， 

個々人や，高校の団体バスで来学し，全学主催の学長

講演，個別相談や，学内施設見学などに参加し，関心

のある学部主催の学部長挨拶・学科およびコース紹介

や，模擬授業などに参加することができたため，より

大学や，学部に関連する情報が伝わりやすい環境下に 
あったと考えられる。三好ら（2019）の研究は，そ

のような中で「学部関連情報」を十分に得られたとき

に進学希望の変化が生じることを明らかにしたもので

あったが，COVID-19 禍におけるオンラインオープ

ンキャンパスでの効果を検証したものではない。 
COVID-19 禍では大学が行う学生募集・入試広報

のいずれについてもオンラインとなり，オンサイトで

高校生と向かい合って情報発信していた COVID-19
前と比較し，より一層の工夫をして幅広い情報をオン

ラインオープンキャンパスで伝えていくことが重要で

あると考えられる。そこで本研究では，『COVID-19
禍のオンラインオープンキャンパスでは，「全学関連

情報」「学部関連情報」を享受し得たときに高校生の

進学希望の変化が生じる』，という仮説を検証する。 
 
2.3 研究方法 
 本研究では，H 大学を事例に，COVID-19 前の

2019 年にオープンキャンパスに参加した高校 1 年～



COVID-19 禍における高校生の進学希望の変化に与えるオンラインオープンキャンパスの効果研究 
 

- 167 - 

3 年の 39,236 名，またCOVID-19 禍の 2020 年にオ

ンラインオープンキャンパスに参加した高校 1 年～3
年の 18,861 名を対象に，参加時にそれぞれ Web 調

査を実施し，2019 年：14,921 名・2020 年：6,276
名（以下，同様の順序で記載）から有効回答を得た

（回収率：38%・33.2%）。学部系統別による内訳は，

教養系 1,321 名・525 名，人文科学系 1,567 名・698
名，社会科学系 1,421 名・613 名，教育系 925 名・

456 名，理学系 2,498 名・1,789 名，工学系 2,567
名・798名，保健系4,622名・1,397名である。  

Web 調査で調査を実施した項目としては，2019 年

のオープンキャンパスと，2020 年のオンラインオー

プンキャンパスで比較可能となるようにあらかじめ設

計し，1）あなた自身やご家庭のこと，2）（オンライ

ン）オープンキャンパスのこと，3）高校卒業後の進

路のこと，についてそれぞれ尋ねた。詳しくは表 1
の通りである。調査終了後，SPSS を用いて分析した。 
 
3 分析結果と考察 
 本節では，H 大学を事例に，COVID-19 前と

COVID-19 禍における（オンライン）オープンキャ

ンパスを通じた進学希望の変化について，全学・学部

系統別に，3.1 で性別，3.2 で学年，3.3 で志望順位，

3.4 で出身県，そして 3.5 で学部関連情報・全学関連

情報との関係をそれぞれ分析する。その上で，3.6 で

進学希望の変化に与える（オンライン）オープンキャ

ンパスの効果について検証を行うこととする。 
 
3.1 性別 
 まず性別と進学希望の変化との関係についてみると，

COVID-19 前は「志望の気持ちが強くなった（男

性：51%・3,776名，女性：51%・3,821名）」，「変わ

らない（39%・2,921名，40%・2,999名）」，「志望の

気持ちが弱くなった（10%・700 名，9%・704 名）」

と，男女を通じて，オープンキャンパスは志望の気持

ちを肯定的なものへと変化させる効果を持っているこ

とがわかった。その一方で，COVID-19 禍では「志

望の気持ちが強くなった（73%・2,192 名，70%・

2,282 名）」，「変わらない（21%・623 名，22%・721
名）」，「志望の気持ちが弱くなった（6%・200 名，

8%・258 名）」と，COVID-19 前と比べて男女とも

に，オンラインオープンキャンパスによって志望の気

持ちがより一層肯定的なものへと変化していることが

明らかとなった。これを学部系統別にみると男女に共

通して，とりわけ保健系の COVID-19 禍において

「志望の気持ちが強くなった」と肯定的な回答が多く

なっていることがわかった。 

3.2 学年 
 次に学年と進学希望の変化との関連性についてみる

と，COVID-19 前は「志望の気持ちが強くなった

（高校 1 年生：61%・5,000 名，高校 2年生：63%・

5,231 名，高校 3 年生：83%・2,091 名）」，「変わら

ない（29%・2,246 名，28%・2,341 名，13%・321
名）」，「志望の気持ちが弱くなった（10%・733 名，

9%・721 名，4%・113 名）」となっており，学年が

上がるにつれ，オープンキャンパスを通じて志望の気

持ちが肯定的なものへと変化することが解明された。

これに対して，COVID-19 禍では「志望の気持ちが

強くなった（65%・1,356 名，65%・1,388 名，

66%・1,412 名）」，「変わらない（34%・701 名，

33%・714 名，33%・723 名）」，「志望の気持ちが弱

くなった（1%・23 名，2%・39 名，1%・20 名）」と

いうように，COVID-19 前と比較し，学年による違

いがみられなくなることが明らかとなった。COVID-
19 前，高校 1 年生や，2 年生は学校行事の一環とし

てオープンキャンパスへ参加する者が多かったが，基

本的に高校 3 年生は自発的な参加となっていた。し

たがって，このことが進学希望の変化を巡って違いと

なって表れたものと考えられる。また COVID-19 禍

では，オンラインオープンキャンパスとなり，どこか

らでも誰でも都合の良い時間にオンラインのコンテン

ツを気軽にみられるようになった。その結果として，

コロナ前と比べて，学年による違いがみられなくなっ

たものと考えられる。 
 これを学部系統別にみると特に，人文科学系で

COVID-19 前に「志望の気持ちが強くなった」と，

学年が上がるにつれて肯定的な回答が多くなっている

一方で，すべての学部の COVID-19 禍においてその

傾向はみられなくなっていることがわかった。 
 その上で学年と進学希望の変化に関して分散分析・

多重比較を行い，それらの分析結果より，COVID-19
前は学年の効果は有意であることがわかった

（F(3,4）=7.23, p＜0.01）。Tukey を用いた多重比較

によれば，「高校 3 年生」と「高校 1 年生」，「高校 2
年生」との間にそれぞれ有意差があることが明らかと

なった。これに対して，COVID-19 禍では学年の効

果は有意ではなかった（F(3,4）=7.33，n.s.）。また

COVID-19 前の人文科学系で学年の効果は有意であ

り（F(3,4）=7.56, p＜0.01），「高校 3 年生」と「高

校 1 年生」，「高校 2 年生」との間にそれぞれ有意な

差があることがわかったが，COVID-19 禍ではすべ
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ての学部で学年の有意な効果はみられないことがわか

った。 

3.3 志望順位 
 また志望順位と進学希望の変化との関係をみると，

COVID-19 前は「志望の気持ちが強くなった（第一

志望：81%・9,006 名，第二志望以下：18%・542 名，

受験を全く考えていない：1%・32 名）」，「変わらな

い（17%・1,896 名，74%・2,211 名，71%・567
名）」，「志望の気持ちが弱くなった（2%・234 名，

8%・233 名，28%・200 名）」というように，当初か

ら第一志望であった者は，オープンキャンパスを通じ

て，よりその志望の気持ちを強固なものとしていたの

に対して，第二志望以下および，受験を全く考えてい

ない者は変わっていないことがわかった。しかし

COVID-19 禍では，オンラインオープンキャンパス

に自発的な参加となったことに伴い，「志望の気持ち

が強くなった（80%・2,264 名，81%・1,521 名，

85%・1,341 名）」，「変わらない（19%・543 名，

17%・324 名，13%・213 名）」，「志望の気持ちが弱

くなった（1%・20 名，2%・23 名，2%・27 名）」と

いうように，志望順位を問わず，志望の気持ちが肯定

的なものとなっていることがわかる。 
 学部系統別にみるととりわけ，人文科学系で

COVID-19 前に「志望の気持ちが強くなった」と，

第一志望であるほど肯定的な回答が多くなっている一

方で，すべての学部を通じて COVID-19 禍において

はその傾向はみられなくなっていることが確認できた。 
 志望順位と進学希望の変化について分散分析・多重

比較を実施し，分析結果から，COVID-19 前は志望

順位が有意であることが明らかになった（F(5,6）
=8,99，p＜0.01）。Tukey 法を用いた多重比較による

と，「第一志望」と「第二志望以下」，「受験を全く考

えていない」との間に有意差があることがわかった。

これに対して，COVID-19 禍では志望順位は有意で

はなかった（F(5,6）=8.91，n.s.）。また COVID-19
前の人文科学系で志望順位の有意な効果が認められた

が（F(5,6）=9.21，p＜0.01），COVID-19 禍ではい

ずれの学部においても有意な影響はみられないことが

明らかとなった。 
 
3.4 出身県 
 そして出身県と進学希望の変化との関連について

みると，COVID-19 前は「志望の気持ちが強くなっ

た（上位5県を示す；広島県：42％・6,299 名，岡山

県：21％・3,099 名，山口県：14％・2,087 名，福岡

県：4％・562名，島根県：3％・432名）となってお

り，広島県や中国地方の高校生において，オープンキ

ャンパスを通じ，志望の気持ちが肯定的なものとなっ

ていることが確認できる。その一方で COVID-19 禍

では「志望の気持ちが強くなった（大阪府 14％・

872 名，東京都 14％・891 名，神奈川県 14％・899
名，福岡県 13％・821 名，広島県：9％・582 名）と

なっているように，COVID-19 前と比較して，関東

圏や関西圏を主としたそれ以外の幅広い都道府県の高

校生において，オンラインオープンキャンパスを通じ，

志望の気持ちがより明確化されていることが明らかと

なった。COVID-19 前のオープンキャンパスでは，

現地開催であったことから遠隔地よりの参加が難しか

ったが，COVID-19 禍のオンラインオープンキャン

パスにおいては，どこからでも参加することが可能と

なったことが，より広範囲の地域の高校生の志望の気

持ちを変化させることにつながったものと考えられる。

もっと言えば，高校生の進学希望に変化を与えるため，

大学が入試広報のツールの一つとして，COVID-19
後においてもオンラインオープンキャンパスの導入を

検討すべきことを示唆している。 
 これを学部系統別にみると，すべての学部で

COVID-19 前は「志望の気持ちが強くなった」と，

全学と同様の傾向で肯定的な回答が多いのに対して，

COVID-19 禍では全学と同じくより広い地域の高校

生においてその傾向がみられることがわかった。 
 その上で出身県と進学希望の変化に関して分散分

析・多重比較を行い，その分析結果より，COVID-19
前，COVID-19 禍を通じて出身県の効果は有意であ

ることが確認できた（F(48,49）=22.41，p＜0.01）
（F(48,49）=23.97，p＜0.01）。Tukey による多重比

較も行い，COVID-19 前は「広島県」と「東京都」

（F(48,49）22.55，p＜0.01），COVID-19 禍では

「広島県」と「岡山県」（F(48,49）=24.11，p＜
0.01）との間に有意差があることがわかった。また

COVID-19 前，COVID-19 禍のすべての学部で出身

県の有意な影響が解明された。 
 
3.5 学部関連情報・全学関連情報 
 さらに学部関連情報・全学関連情報と進学希望の

変化との関係について示したものが表 2（COVID-19
前），表 3（COVID-19 禍）となる。表 2 から，

COVID-19 前は「志望の気持ちが強くなった」で，

学部関連情報を十分に享受し得たときに，オープンキ 
ャンパスを通じて，志望の気持ちが肯定的なものにな

ることが明らかとなった。オープンキャンパスが各学 
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表2 COVID-19前の学部・全学関連情報との関係 

志望の気持ち
が強くなった

変わらない
志望の気持ち
が弱くなった

学部関連情報
教育内容 83% (12,321) 13% (1,982) 4% (618)
就職状況 80% (11,989) 14% (2,032) 6% (900)
入試方法・内容 89% (13,254) 8% (1,232) 3% (435)
取得できる資格の情報 83% (12,311) 13% (1,989) 4% (621)
全学関連情報
クラブ・サークル活動の状況 16% (2,342) 75% (11,232) 9% (1,347)
奨学金 16% (2,444) 69% (10,312) 15% (2,165)
アルバイト 13% (1,921) 82% (12,222) 5% (778)
学生生活 14% (2,121) 80% (12,001) 6% (799)
住居・住宅情報 15% (2,299) 80% (11,987) 5% (635)

COVID-19前

※表の値は「とても得られた」を表示  
 
表3 COVID-19禍の学部・全学関連情報との関係 

志望の気持ち
が強くなった

変わらない
志望の気持ち
が弱くなった

学部関連情報
教育内容 89% (5,601) 8% (521) 3% (154)
就職状況 90% (5,641) 9% (632) 1% (3)
入試方法・内容 91% (5,699) 8% (498) 1% (79)
取得できる資格の情報 90% (5,645) 8% (472) 2% (159)
全学関連情報
クラブ・サークル活動の状況 88% (5,511) 8% (491) 4% (274)
奨学金 94% (5,921) 4% (221) 2% (134)
アルバイト 94% (5,920) 3% (219) 3% (137)
学生生活 88% (5,552) 8% (498) 4% (226)
住居・住宅情報 86% (5,376) 13% (801) 1% (99)

COVID-19禍

※表の値は「とても得られた」を表示  
 
部で企画，実施され，そこに高校生が参加しているた

め，その進学希望の変化は，学部関連情報を十分享受

し得たときに生じているものと考えられる。これに対

し「志望の気持ちが強くなった」からわかるように，

全学関連情報を得たとしても，志望の気持ちが強固な

ものとはならないことがわかった。もっと言えば「変

わらない」が多い点を鑑みれば，COVID-19 前のオ

ープンキャンパスでは，必要最低限の全学関連情報の

発信に留めることが望ましいのかもしれない。 
 また表 3 から，COVID-19 禍では「志望の気持ち

が強くなった」において，学部関連情報を十分に享受

し得たとき，オンラインオープンキャンパスを通じて，

志望の気持ちが肯定的なものへと変化することがわか

った。COVID-19 前と比較して，COVID-19 禍では

全体的にその割合が高くなっている。その一方で「志

望の気持ちが強くなった」に関して，全学関連情報に

ついても得られたときに，志望の気持ちが強固となる

ことが明らかとなった。大学が取り組んでいる学生募

集・入試広報としてオープンキャンパス，大学説明会

や，模擬授業（出前授業）があるが，COVID-19 禍

においてオンラインでの対応となる中で，クラブ・サ

ークル活動の状況，奨学金，アルバイト，学生生活や，

住居・住宅情報といった全学関連情報も十分に得られ

にくい状況に高校生があったと考えられ，COVID-19
禍においてはそれらの情報も十分に享受することによ

り，その結果として進学希望の変化に影響を与えたも

のと想定される。 
これを学部系統別にみたものが表 4（COVID-19

前），表 5 （COVID-19 禍）となる。表 4 より，い

ずれの学部でも COVID-19 前は学部関連情報を得ら

れると「志望の気持ちが強くなった」となることがわ

かった。しかし全学部において全学関連情報を享受し

たとしても「志望の気持ちが強くなった」と，志望の

気持ちが強固となることには結びつかないことが明ら

かとなった。これに対して，すべての学部において

COVID-19 禍でも学部関連情報を得られたときに肯

定的な姿勢を示す傾向にあることに加え，全学関連情

報についても同様の傾向にあることが解明された。 
 その上で学部関連情報・全学関連情報と進学希望の 
変化について分散分析・多重比較を実施した。分析結

果から，COVID-19 前にいずれの学部関連情報の効

果も有意であることが確認された一方で（F(5・6・
4・7,9・7・5・4）=8.21・8.33・7.98・7.88，p＜
0.01），全学関連情報に関しては有意な効果はみられ

なかった（F(5・7・4・8・6, 6・5・8・7・
5)=8.33・8.12・8.45・8.78・8.99，n.s.）。また

Tukey による多重比較を行い，すべてにおいて「と

ても得られた」と「全く得られなかった」（F(5・3・
4・3,6・7・5・8）=8.33・7.21・8.11・7.20，p＜
0.01）との間に有意差があることがわかった。そして

COVID-19 前の全学部で全学関連情報はいずれも有

意な効果は認められなかったが，COVID-19 禍では

学部関連情報とともに，全学関連情報も有意な効果が

あった。 
 
3.6 進学希望変化の規定要因 
最後に高校生の進学希望の変化（志望の気持ちが強

くなった＝1, それ以外＝0）の規定要因を示したのが

表 6（COVID-19 前および COVID-19 禍）となる。

表 6 から，COVID-19 前の性別について男性ダミー

の有意な影響は認められないことがわかった。また学

年に関しては高校生 3 年生ダミーの正の有意な効果

が確認されたことから，高校3年生であるとオープン 
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表4 学部系統別によるCOVID-19前の関係 

教養系
(1,321)

人文科学系
(1,567)

社会科学系
(1,421)

教育系
(925)

理学系
(2,498)

工学系
(2,567)

保健系
(4,622)

学部関連情報
教育内容 70% (921) 60% (933) 64% (999) 92% (850) 85% (2,120) 75% (1,932) 87% (3,999)
就職状況 69% (911) 58% (915) 60% (933) 98% (902) 77% (1,922) 71% (1,831) 89% (4,103)
入試方法・内容 72% (945) 60% (935) 66% (940) 78% (723) 76% (1,901) 78% (2,001) 87% (4,001)
取得できる資格の情報 64% (840) 54% (845) 65% (921) 97% (901) 80% (2,001) 78% (1,933) 89% (4,101)
全学関連情報
クラブ・サークル活動の状況 25% (331) 27% (421) 29% (419) 32% (298) 23% (567) 19% (491) 18% (824)
奨学金 23% (298) 26% (411) 29% (415) 31% (291) 23% (571) 20% (520) 18% (821)
アルバイト 21% (276) 26% (401) 29% (407) 31% (287) 23% (569) 20% (520) 18% (819)
学生生活 21% (271) 399 (25%) 28% (402) 29% (267) 22% (560) 20% (516) 18% (815)
住居・住宅情報 20% (265) 395 (25%) 28% (401) 28% (259) 22% (551) 20% (511) 18% (811)
※表の値は「志望の気持ちが強くなった」を表示

COVID-19前

 
表5 学部系統別によるCOVID-19禍の関係 

教養系
(525)

人文科学系
(698)

社会科学系
(613)

教育系
(456)

理学系
(1,789)

工学系
(798)

保健系
(1,397)

学部関連情報
教育内容 76% (398) 72% (502) 81% (498) 87% (399) 70% (1,249) 75% (598) 73% (1,021)
就職状況 77% (402) 71% (498) 77% (472) 88% (401) 62% (1,111) 74% (588) 80% (1,111)
入試方法・内容 79% (413) 73% (513) 80% (489) 85% (387) 67% (1,201) 73% (582) 74% (1,032)
取得できる資格の情報 76% (399) 68% (472) 74% (452) 93% (422) 68% (1,222) 75% (599) 80% (1,112)
全学関連情報
クラブ・サークル活動の状況 77% (403) 75% (525) 75% (462) 87% (398) 67% (1,198) 70% (555) 71% (989)
奨学金 80% (421) 78% (544) 82% (502) 88% (401) 74% (1,321) 79% (634) 87% (1,212)
アルバイト 86% (454) 81% (565) 85% (524) 88% (401) 75% (1,333) 81% (645) 87% (1,211)
学生生活 82% (432) 76% (532) 80% (488) 76% (345) 73% (1,319) 77% (618) 72% (1,001)
住居・住宅情報 76% (401) 74% (518) 79% (482) 70% (321) 73% (1,312) 77% (612) 72% (1,005)
※表の値は「志望の気持ちが強くなった」を表示

COVID-19禍

 
 
キャンパスが影響を与えていると言える。そして志望

順位については，正の有意な影響を示しており，オー

プンキャンパスを通じて，より気持ちが強固なものと

なっていることがうかがわれる。さらに出身県につい

てであるが，広島県ダミーや，広島県以外中国地方ダ

ミーが正の有意な影響を持つことが明らかとなった。

このことから COVID-19 前のオープンキャンパスを

通じ，広島県という自県内や，近隣県の高校生の進学

希望の変化に効果がみられたと言える。また本研究で

焦点を当て検討を行う学部関連情報・全学関連情報に

関しては，いずれの学部関連情報も正の有意な影響が

みられる一方，全学関連情報は有意な効果が認められ

ないことが明らかとなった。 
 これを学部系統別にみたのが表7（COVID-19前お

よびCOVID-19 禍）となる。表7からCOVID-19 前

は，いずれの学部においても広島県ダミー，広島県以

外中国地方ダミーおよび，学部関連情報で正の効果が

確認できたが，男性ダミーや，全学関連情報などにつ

いては有意な影響が認められなかった。特に人文科学

系で高校 3 年生ダミーや，第一志望ダミーにおいて

正の効果があることが明らかとなった。H 大学の人

文科学系の学部では，他学部と比較し，高校 3 年生  
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表6 高校生の進学希望の変化の 
ロジスティック回帰分析 

COVID-19前（N=14,921名） COVID-19禍（N=6,276名）
Exp (B) Exp (B)

男性ダミー 1.12 1.11
高校3年生ダミー 1.14 ** 1.14
志望順位 1.28 ** 1.13
広島県ダミー 1.24 ** 1.22 **
広島県以外中国地方ダミー 1.21 ** -1.21 **
教育内容 1.27 ** 1.31 **
就職状況 1.15 ** 1.29 **
入試方法・内容 1.29 ** 1.28 *
取得できる資格の情報 1.31 ** 1.32 *
クラブ・サークル活動の状況 1.13 1.25 *
奨学金 1.12 1.33 **
アルバイト 1.11 1.33 **
学生生活 1.13 1.25 **
住居・住宅情報 1.06 1.18 *
Nagelkerke決定係数 0.38 0.37
有意確率 ** **
※*p＜0.05，**p＜0.01．基準値は「女性ダミー」「高校3年生以外の学年ダミー」「それ以外の都道府県ダ
ミー」  
 
の参加者が多いことに加え，近隣の他大学にはないコ

ースがあるため，第一志望者が多いと考えられる。 
 また先の表 6 から，COVID-19 禍においても性別

に関して男性ダミーの有意な影響は確認されなかった。

そして COVID-19 前には有意な効果が明らかとなっ

た学年や志望順位について COVID-19 禍においては

高校生 3 年生ダミーおよび，志望順位の有意な効果

はみられなくなった。さらに COVID-19 前と同様に

COVID-19 禍においても出身県について広島県ダミ

ーが正の有意な効果を持つ一方で，広島県以外中国地

方ダミーは負の有意な影響を持ち，すなわちそれ以外

の幅広い地域において効果がみられることが明らかと

なった。これに加えて本研究で着目する COVID-19
禍における学部関連情報・全学関連情報について，

COVID-19 前は学部関連情報のみ有意な効果がある

ことが明らかにされたが，COVID-19 禍においては

いずれの全学関連情報も有意な影響があることが解明

された。本研究の仮説は支持された。 
 そしてこれを学部系統別に示したのが先にみた表 7
となる。表 7 より COVID-19 禍においては，すべて

の学部において全体と同様に，広島県ダミーが正の有

意な影響を持つのに対して，広島県以外中国地方ダミ

ーは負の効果を持つことが確認できた。またいずれの

学部関連情報・全学関連情報に関しても有意な効果を

与えていることが明らかとなった。その一方で，いず

れの学部においても有意な効果がみられなかったのが，

男性ダミー，高校 3 年生ダミーや，志望順位である

ことがわかった。 
 
4 まとめと本研究の限界点 
 本研究では，H 大学を事例に，COVID-19 前のデ

ータと比較しつつ，COVID-19 禍における高校生の

進学希望の変化に与えるオンラインオープンキャンパ

スの効果を明らかにした。その際には，「全学関連情

報」「学部関連情報」がいかに志望の気持ちに影響を

及ぼしたのか，着目して検証を実施した。 
 分析結果から，COVID-19 前は学部関連情報を十

分に享受し得たときに高校生の進学希望が変化してい

た一方で，COVID-19 禍ではこれに全学関連情報も

影響を与えていることが明らかとなり，本研究の仮説

が支持されることがわかった。2021 年度以降も当面，

オンラインでのオープンキャンパスとなる可能性が高

いが，その場合，従来では学部に関連した情報を充実

される傾向にあったが，全学に関連した情報にかかわ

るコンテンツをホームページにより盛り込み，アドミ

ッションセンターの教員がオンライン個別相談で情報

発信していくことで，オンラインにおいて高校生の志 
望の気持ちに変化を生じさせると考えられる。 
また今一つ分析結果から明らかとなった点として，

COVID-19 前は広島県や近隣県の高校生を中心に，

オープンキャンパスを通じ，高校生の進学希望の変化

に影響を与えていた一方で，COVID-19 禍では幅広

い地域の高校生にも，オンラインオープンキャンパス

となったことにより，効果を及ぼしていることが明ら

かとなった。今後，従来の対面型オープンキャンパス

に戻す場合でも，COVID-19 禍のオンラインで実施

した経験を生かし，ハイブリッド型オープンキャンパ

スも検討することが重要である。そうすることで，オ

ープンキャンパスによって，より広範囲の地域の高校

生の進学希望の変化に効果を持つようになり，入試広

報ツールとしての重要度がより高まると考えられる。  
最後に本研究の限界点についてであるが，本研究で

は進学希望の変化について，オンラインオープンキャ

ンパスに参加して本学への進学を希望する気持ちはど

の程度変わりましたか（1. 志望の気持ちが弱くなっ

た，2. 変わらない，3. 志望の気持ちが強くなった）

で回答を求めているが，「変わらない」と回答したも

のの中で，オンラインオープンキャンパス参加当初か

ら志望する気持ちが強く，それ以上に強くなり得ない

ため，「変わらない」としたものが若干なりとも存在

していた可能性がある。今後の研究では，オープンキ

ャンパス参加前・参加後の 2 時点での追跡調査を行

うことを通じて，より研究結果の精密化を図っていき

たい。 
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表7 学部系統別によるロジスティック回帰分析 

教養系（N=1,321名） 人文科学系（N=1,567名） 社会科学系（N=1,421名） 教育系（N=925名） 理学系（N=2,498名） 工学系（N=2,567名） 保健系（N=4,622名）
Exp (B) Exp (B) Exp (B) Exp (B) Exp (B) Exp (B) 標準化係数（β）

男性ダミー 1.09 1.08 1.12 1.11 1.14 1.13 1.12
高校3年生ダミー 1.16 ** 1.17 ** 1.18 ** 1.21 ** 1.19 ** 1.18 ** 1.16 **
志望順位 1.26 ** 1.27 ** 1.31 * 1.35 ** 1.31 ** 1.29 ** 1.26 *
広島県ダミー 1.22 ** 1.22 * 1.22 ** 1.22 * 1.22 * 1.22 ** 1.22 **
広島県以外中国地方ダミー 1.19 * 1.21 ** 1.19 ** 1.21 ** 1.19 ** 1.21 ** 1.21 **
教育内容 1.25 * 1.27 ** 1.28 ** 1.33 ** 1.31 ** 1.33 ** 1.35 **
就職状況 1.21 ** 1.25 ** 1.27 ** 1.32 ** 1.29 ** 1.31 ** 1.33 **
入試方法・内容 1.26 * 1.25 ** 1.27 ** 1.29 ** 1.28 * 1.29 ** 1.31 **
取得できる資格の情報 1.22 ** 1.23 ** 1.25 ** 1.37 ** 1.32 ** 1.32 ** 1.35 **
クラブ・サークル活動の状況 1.14 1.13 1.15 1.14 1.14 1.13 1.17
奨学金 1.12 1.11 1.14 1.13 1.13 1.12 1.16
アルバイト 1.11 1.09 1.11 1.11 1.12 1.11 1.14
学生生活 1.13 1.07 1.12 1.09 1.11 1.09 1.12
住居・住宅情報 1.07 1.05 1.11 1.07 1.09 1.08 1.11
Nagelkerke決定係数 0.39 0.37 0.35 0.39 0.36 0.37 0.36
有意確率 ** ** ** ** ** ** **

教養系（N=525名） 人文科学系（N=698名） 社会科学系（N=613名） 教育系（N=456名） 理学系（N=1,789名） 工学系（N=798名） 保健系（N=1,397名）
Exp (B) Exp (B) Exp (B) Exp (B) Exp (B) Exp (B) Exp (B)

男性ダミー 1.12 1.13 1.15 1.18 1.17 1.17 1.19
高校3年生ダミー 1.11 1.12 1.13 1.16 1.16 1.16 1.18
志望順位 1.13 1.15 1.17 1.17 1.18 1.15 1.16
広島県ダミー 1.23 ** 1.25 ** 1.27 ** 1.28 ** 1.26 ** 1.25 ** 1.26 **
広島県以外中国地方ダミー -1.22 * -1.24 * -1.26 * -1.27 * -1.25 * -1.23 * -1.24 *
教育内容 1.26 ** 1.32 ** 1.33 ** 1.31 ** 1.33 ** 1.34 ** 1.36 **
就職状況 1.25 ** 1.31 ** 1.32 ** 1.31 ** 1.32 ** 1.33 ** 1.34 **
入試方法・内容 1.23 * 1.29 * 1.31 * 1.34 * 1.33 * 1.31 * 1.32 *
取得できる資格の情報 1.21 * 1.25 * 1.29 * 1.27 * 1.33 * 1.33 * 1.37 *
クラブ・サークル活動の状況 1.28 * 1.24 * 1.27 * 1.26 * 1.29 * 1.29 * 1.19 *
奨学金 1.34 ** 1.35 ** 1.36 ** 1.37 ** 1.35 ** 1.37 ** 1.32 **
アルバイト 1.33 ** 1.35 ** 1.35 ** 1.37 ** 1.34 ** 1.37 ** 1.31 **
学生生活 1.31 ** 1.32 ** 1.33 ** 1.24 ** 1.24 ** 1.26 ** 1.22 **
住居・住宅情報 1.29 * 1.31 * 1.31 * 1.33 * 1.18 * 1.22 * 1.18 *
Nagelkerke決定係数 0.39 0.36 0.37 0.39 0.37 0.35 0.36
有意確率 ** ** ** ** ** ** **
※*p＜0.05，**p＜0.01．基準値は「女性ダミー」「高校3年生以外の学年ダミー」「それ以外の都道府県ダミー」

COVID-19前

※*p＜0.05，**p＜0.01．基準値は「女性ダミー」「高校3年生以外の学年ダミー」「それ以外の都道府県ダミー」

COVID-19禍

 
 
注 
1）2029 年度までの全国における 18 歳人口と大学進学者の推

移について（http://between.shinken-ad.co.jp/univ/2017/09/k
ihoncyosa-17suikei.html）（2021年2月8日閲覧）． 

2）H 大学のオンラインオープンキャンパスでは，a:学部紹介

で各部局の学部長や，教員による個別相談を通じて，教育内

容，就職状況，入試方法・内容や，取得できる資格にかかわ

る情報発信を行い，b:キャンパスライフでは各担当事務によ

る個別相談によって，クラブ・サークル活動の状況，奨学金，

アルバイト，学生生活や，住居・住宅情報の相談を行った。 
3）西日本に位置する偏差値 60 以上の大学であり，教養系，人

文科学系，社会科学系，教育系，理学系，工学系および，保

健系の学部を有する。 
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小学校教員養成課程を主体とする私立大学教育学部における 
音楽免許取得者の特徴 

 
深谷 和義，小杉 裕子（椙山女学園大学） 

 
小学校教員養成を主体としている私立大学教育学部において，入学後の希望により，中高音楽免許

を取得する学生の特徴を，入試区分と教員就職状況を中心に調査・分析する。その結果，音楽実技を

含む入試区分を入れたことで，音楽免許取得の希望者が増えた可能性があること，前期入試での入学

者に小学校教員になる学生が多いこと，音楽実技入試で入学した学生や大学での GPA が高い学生が小

中学校音楽教員に多く合格していること等がわかった。また，小学校免許に加えて音楽免許を取得し

たことに対して，卒業生の多くが多様な観点でよかったことを感じていることがわかった。 
キーワード：音楽免許，小学校教員養成，教員就職，教育学部，私立大学 

 
1 はじめに 

2020 年 4 月 1 日現在において，中学校・高等学校

教員「音楽」の教員の免許資格を取得することができ

る大学は，国立 49，公立 3，私立 41 の計 93 大学あ

る（文部科学省, 2021）。これらの大学における学部

名称は，おおよそ音楽学部（芸術学部等を含む）か教

育学部（学校教育学部等を含む）のいずれかである。

前述の93大学中で，音楽学部が34大学，教育学部が

59大学ある。 
音楽学部においては，取得可能な教員免許は音楽の

みであることが多い。学部としては，教員養成に特化

しているわけではなく，中には本格的に演奏家を目指

す学生もおり，音楽教育というよりも音楽が好きだっ

たり音楽活動に興味を持っていたりして入学する学生

が多い（磯部ほか, 2010）。したがって，教員免許取

得者は入学者の一部となる。 
それに対して，音楽教員免許取得可能な教育学部で

は，音楽だけでなく小学校の教員免許取得可能な大学

が多い。音楽を含めて入学定員を学校教育教員養成課

程国語教育コース，音楽教育コースのように教科ごと

に分けて定めているか，あるいは，入学定員は教育学

部一括で，入学後に本人の希望や適性により音楽等の

教科の中学や高等学校の教員免許を取得できる大学も

ある。後者の場合，小学校教員免許が主体で，加えて

音楽等の免許を取得することになる。なお，教育学部

ではほとんどの入学者が何らかの教員免許を取得する。 
入学定員を教科で分けて入試を実施している大学で

は，国語，数学，理科，社会，英語等，通常の一般選

抜で扱われる教科と比べて，音楽のような実技系教科

の入試難易度は比較的低いことが多い。例えば，河合

塾（2021）の2022年度入試難易予想ランキングでは，

ある国立の教員養成課程の小学校教員免許を取得可能

な教科ごとの偏差値で，国語・社会・英語 52.5，数

学・生活 50.0，理科 47.5 となっており，音楽はこれ

ら 6 教科の中で一番低い理科と同じ 47.5 であり，共

通テスト得点率では理科の 63%よりも低い 59%とさ

れている。 
入試区分と教員就職状況との関係を調査した研究で

は，竹内（2019）が小学校の教員養成を目的として

いる私立大学の学部における教員就職希望者を対象に，

教員採用試験の合格率が入試区分とは関連しないこと

を示している。音楽専攻大学生に関しては，磯部ほか

（2010）が教育系を含む音楽専攻学生の進学理由，

適応感，卒業後の進路希望等の特徴を調査した研究が

ある。 
規模があまり大きくない私立大学教育学部のいくつ

かは入学定員を教育学部一括としており，その学部で

は，小学校免許取得が主体で，加えて一部の学生のみ

何らかの中高免許を取得する場合がある。そのような

学部においては，中高免許取得希望者の入学希望者数

や教員就職状況が学部全体の入学人数に影響を及ぼす。

そこで，小学校の教員養成を目的としている大学にお

いて，人数が少ないながらも中高免許を希望する学生

の状況を明らかにする意義がある。 
本研究では，そのような教育学部において，卒業時

に中高音楽免許を取得する学生（以下，音楽コースの

学生）の教員就職状況等の特徴や音楽コースの卒業生

が音楽免許取得に対してどの程度よかったと感じてい

るかを扱う。中高免許のうち音楽を取りあげるのは，

音楽が実技を伴う教科のため，大学での学びや教員と

しての職務が小学校や中高国語，数学とは異なる特徴

がある可能性が考えられるからである。 
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2 調査対象学部の状況と入試区分 
2.1 調査対象学部の概要 
本研究における調査対象は，中規模私立女子大学A

大学の教育学部である。2021 年 5 月 1 日現在で，大

学の収容定員5,464名，教育学部の収容定員692名と

なっている。 
対象学部は 2007 年度に設置され，保育士・幼稚園

教員養成を主とする「保育・初等教育専修」と小中学

校教員養成を主とする「初等中等教育専修」とに分か

れている。専修ごとの入学定員は保育・初等教育専修

90名，初等中等教育専修80名で，学部全体では170
名である。その他に2年次あるいは3年次編入学試験

等での若干名の入学定員がある1)。ただし，2011年度

入学者まで初等中等教育専修は67名，2016年度入学

者まで保育・初等教育専修は 80 名の入学定員であっ

た。本研究で扱う音楽免許取得は初等中等教育専修の

みで可能であるため，以下においては対象学部と記載

した場合に，初等中等教育専修のみを扱う。 
対象学部においては，小学校教員免許取得が必須と

なっている。それ以外に，本人の希望で幼稚園教員免

許，中高数学教員免許，中高音楽教員免許が取得でき

るプログラムを2年次から選べる2)。80名の入学定員

すべての入学者に対して上限を定めずに幼稚園，数学

あるいは音楽の免許取得が可能となっていることが大

きな特色である。 
 

2.2 入試区分 
対象学部の入学試験には，2021 年度入試において

は，学校推薦型選抜として「併設校制推薦入試（20）」
3)「指定校制推薦入試（19）」の他に，併願可の「音

楽実技特別推薦入試（1）」があり，一般選抜として

「一般入試 A（28）」「一般入試 B（5）」「大学入学共

通テスト利用入試 A（4）」「大学入学共通テスト利用

入試 B（2）」がある 4)。また，受験者はほとんどいな

いが，その他として「社会人入学特別選抜（1）」が

ある。それぞれの（ ）内には各入学試験の募集人数

を記載している。なお，音楽実技特別推薦入試は

2015 年度入学者から指定校制推薦入試の募集人数を

1 名減らして実施されている。これは，音楽実技を含

めた推薦入試であるが，あくまでも対象学部での入学

定員の一つであり，入学後の音楽免許取得が必須では

ない 5)。 
 
3 音楽コースの学生 
3.1 入学年度ごとの学生数 

対象学部における音楽コース学生の人数の状況を

明らかにする。各入学年度での学生数を入試区分ごと

に分けて図 1 に示す。学生数は，2017 年度入学者ま

では卒業時に中学校または高等学校音楽免許を取得し

た卒業生の数，2018 年度以降は音楽免許取得見込み

数の計249名である。年度ごとに全体の人数を記載し

ている。図 1 において，学校推薦型選抜を除いて，

「一般入試A」と「大学入学共通テスト利用入試A」
は合わせて「前期入試」，「一般入試B」と「大学入学

共通テスト利用入試B」は合わせて「後期入試」とし，

その他の編入学試験等は合わせて「その他」としてい

る。これは，以下においても同様である。 
2.1 節で述べたように，音楽コースでの定員を定め

ていないため，年度によって大きく人数が異なる。当

初は20名強であったが，2012年度からは徐々に減少

傾向にあった。その対策の一つとして，2015 年度か

らは音楽実技特別推薦を実施している。募集人数は 1
名のみであるが，多い年度には4名の入学者があり，

また，音楽実技特別推薦で不合格になった受験生が一

般選抜での受験で合格して入学するなど，対象学部で

の音楽コースの人数が増加傾向に転じている。特に，

2019年度からは学部設置当初と同様に20名以上であ

る。加えて，対象学部全体の指定校制推薦での受験者

が 2012 年度入学者以降募集人数を下回っていること

が多いため，学校推薦型選抜での入学者の不足を補う

ことにもなっている。音楽実技での入試があることを

きっかけに，対象学部において音楽免許が取得できる

ことを初めて知ったという声が入学者や高校の進路担

当教員から大学教職員に入ることがある。高校教員お

よび高校生に対して，音楽免許取得が可能な学部だと

いう認識がより得られることに結びついた可能性があ

る。 
 

 
図1 入学年度ごとの学生数 
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3.2 入試区分ごとの受験時評定値 
音楽コース学生の入学前の学力を評価するため，

受験時評定値の特徴を明らかにする。各入学年度での

受験時評定値を入試区分ごとで平均して図2に示す。

「その他」の区分の学生は人数が合計8名で少ないこ

とと評定値が不明な入学生がいるため，これ以降を含

めて区分別の結果では扱わないこととする。 
図2より，年度によって多少のばらつきは，どの入

試区分においてもみられるが全体的に大きな変動がな

いことがわかる。すべての年度における平均値では，

入試区分ごとに「音楽実技特別推薦」3.89，「併設校 
制推薦」3.87，「指定校制推薦」3.97，「前期入試」

3.52，「後期入試」3.50 となっており，学校推薦型選

抜の方が一般選抜よりも高くなっている。ただし，評

定値は高等学校ごとでの学力差があることから，学校

によって一律に比較できないことが一般的である。井

上（2014）は高校教員への調査により，大学進学希

望者の割合が高い高校ほど，推薦入試の利用を広くは

推奨していないことを明らかにしている。大学進学率

が高い高校は偏差値が高いと考えられる．したがって，

学校推薦型選抜での入学を希望する高校生の傾向とし

ては，偏差値が比較的高くない高校からの入学者が多

く，その中での評定値が高い入学者が多い可能性が考

えられる。 
 

 
図2 入試区分ごとの評定値 

 
3.3 入試区分ごとの大学でのGPA 
音楽コース学生の大学における学力を評価するた

め，各入学年度で大学での GPA を入試区分ごとに平

均して図 3 に示す 6)。ここで 2007 年度入学者に関し

ては，大学として GPA を調査していなかったため扱

わない。 
図3より，受験時評定値と同様に年度によっていず

れの入試区分も多少のばらつきがある。入試区分ごと

の平均値では，「音楽実技特別推薦」2.81，「併設校制

推薦」2.82，「指定校制推薦」2.90，「前期入試」2.81，
「後期入試」2.76 となっており，受験時評定値ほど

大きな傾向の違いはみられないことがわかる。 
学校推薦型選抜で入学する学生は一般選抜での入

学者と比べて学力が低いという先行研究がいくつかあ

る（例えば，石井, 2014; 小松, 2011）。しかし，対象

学部の音楽コースの学生においては，石井（2012）
の調査結果と同様にその傾向はない。音楽コースの学

校推薦型選抜での入学者は，受験の段階から大学・学

部等を絞って受験していることから意欲が高く，実技

が多い音楽免許に関わる科目でよい成績をあげている

ことがその理由として考えられる。 
 

 
図3 入試区分ごとのGPA 
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0.630，0.637 でやや相関がある。日下田・福島

（2019）は，指定校推薦入試での入学生の評定平均

値で大学入学後の成績をある程度予測できることを示
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しているが，今回の分析結果においては，音楽実技特

別推薦，併設校制推薦を含む学校推薦型選抜での受験

生には受験時評定値が高いことで大学入学後の成績も

高くなることが望めるといえる。 
それに対して，図 4 において，(d)前期入試，(e)後

期入試では，相関係数がそれぞれ 0.215，0.234 で弱

い相関しかない。つまり，一般選抜において受験時評

定値の高低では入学後の成績は予測できないといえる。

一般選抜で入学する学生は受験時に複数の大学や学部

を併願した結果の入学であり，本研究の対象としてい

る大学や音楽教員になることに必ずしも強い意欲を持

ってはいない学生もみられる。音楽コースの学生の場

合，音楽の実技科目の成績が GPA に大きく影響する

が，実技科目では意欲の違いで学習への取り組みの違

いが大きく，それが成績に影響する。その結果，一般

選抜では評定値と GPA との相関が弱いと考えられる。 
 
4 教員就職状況 
4.1 就職状況全体 

対象学部における音楽コースの学生の就職状況を，

教員を中心に示す。ここでの就職状況は，卒業時に決

まった進路先である 7)。対象は，2007 年度入学者か

ら2017年度入学者までの卒業生の計190名である。 

まず，就職状況全体を表1に示す。小学校教員免許

取得が必須であることと小学校より中高の採用倍率が

高いことから，中高の教員免許取得者であっても教員

就職はほとんど小学校である。その中で，一部は中学

校音楽，また，わずかながら幼稚園・保育所への就職

者もいる。なお，小学校音楽は小学校の音楽専科での

採用を意味する。表1においては，公立の場合には正

規採用か期限付き採用かを分けて記載している。ただ

し，期限付き採用の場合に常勤・非常勤は区別してい

ない。私立は一括で別扱いをしている。それ以外は，

大学院等への進学，一般企業，不明や就業しない者を

それぞれ，「進学」「企業」「他」としている。 
また，表1に示した190名を入試区分ごとで図5に

示す。公立・私立の区別や，正規・期限付きの区別は

していない。それぞれのグラフは区分ごとの割合を比

較しやすくするため帯グラフとしている。グラフ内の

数値はそれぞれの人数である。なお，入試区分ごとに

加えて全体も示している。ただし，「その他」の入試

区分のグラフは省略している。 
図5より，教員就職率に着目すると，小学校教員就

職率が一番高いのは前期入試であるが，他の区分とさ

ほど違いがないことがわかる。その中で，音楽実技特

別推薦だけは小学校教員就職率が突出して低く，逆に，

  
(a) 音楽実技特別推薦               (b) 併設校制推薦                 (c) 指定校制推薦 

  
(d) 前期入試                    (e) 後期入試 

図4 入試区分ごとの評定値とGPAとの関係 
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中学校音楽教員就職率が突出して高くなっている。こ

のことは，音楽実技での入試による学生であることか

ら妥当な結果といえる。一方，音楽実技特別推薦では

企業への就職者も多い。これは，音楽が好きではある

が教員として音楽を教えることを選ばない者が多いか

らだと考えられる。ただし，音楽実技特別推薦は人数

が少ないことから，上記のことを現時点では断定でき

ない。今後継続して調査することで検証していく必要

がある。 
 

表1 就職状況 

 
公立 

私立 合計
正規 期限付 

小学校 79 33 5 117 
小学校音楽 1 6  7 
中学校音楽 4 5  9 

幼稚園・保育所  1 4 5 
進学 － － － 10 
企業 － － － 32 
他 － － － 10 
合計 84 45 9 190 

 

 
図5 入試区分ごとの就職状況 

 
4.2 専任教員就職状況 

図5で扱った教員就職者に対して，それぞれの専任

教員の割合を入試区分ごとで図6に示す。この割合は，

採用試験の合格率を示す。扱う校種・教科は，小学校，

小学校音楽，中学校音楽としている。 
図6より，音楽実技特別推薦は小学校，中学校音楽

で他の入試区分に対して専任教員の割合が一番高い。

専任になれなかった者が期限付きになっていることが

一般的なので，音楽実技特別推薦は教員採用試験の合

格率が高いといえる。この入試での入学者に，単に音

楽を学びたいためだけでなく，教員としての適性や意

欲が高い者が多いことが推察される。また，前期入試

で中学校音楽，小学校音楽の合格率が高いことがわか

る。一般選抜での入学者は筆記試験での学習経験が豊

富であることと，その中で音楽をも意欲的に学んでき

た者が合格していると考えられる。ただし，4.1 節で

述べたように，音楽実技特別推薦は現時点では人数が

少なく断定するには至らないため，今後の継続的な調

査が必要である。 
 
 

 
図6 入試区分ごとの専任教員就職の割合 

 
次に，教員就職者を対象に，専任教員になった人

数・割合を大学での GPA で 0.2 ずつの刻みに分けて

図 7 に示す。図 7 において，例えば，「3.6 以下」は

「3.4 より高く 3.6 以下」を表す。ここでは，比較し

やすくするために，グラフは割合の積み上げ棒グラフ 
 

 
図7 GPAごとの専任教員就職の割合 
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で示している。小学校，小学校音楽，中学校音楽のそ

れぞれで人数を記載し，割合は校種で分けずに合わせ

て求めている。入試区分での区別はしていない。 
1 名しかいない GPA2.0 以下を除いて，全体的に

GPA が高くなるにつれて専任教員就職率が高くなっ

ていることがわかる。中でも小学校音楽や中学校音楽

に関してはGPAが高い学生しかいないといえる。 
 
5 卒業生に調査する音楽免許取得の意義 
対象学部における 2007 年度から 2016 年度入学者

の音楽コースの卒業生 177 名に対して，「音楽免許を

取得してよかったこと」を自由記述で求めた。その結

果，回答が73名から得られた（回収率41.2%）。得ら

れた結果をテキストマイニングにより分析する。テキ

ストマイニングには，KH Coder（樋口, 2020）を用

いる。なお，73 名中で 3 名のみは「よかったことは

なし」という趣旨の回答であった。 
KH Coderによって階層的クラスター分析を行った

結果，7 つのクラスターに分けられた。各クラスター

を KWIC コンコーダンスにより筆者らが要約すると

次のようになった。 
・児童生徒と音楽でつながる機会が持てる。 
・大学で音免を取得できた。 
・大学での学びを音楽の授業や学級経営で活かすこと

ができる。 
・ピアノが弾けるので学校行事での伴奏等で頼りにさ

れる。 
・音楽に関する多くの学校行事を任せてもらえる。 
・働き方の選択肢が広がる。 
・大学で音楽の専門性を高めたことで、自信を持って

音楽の指導が行える。 
これらから，小学校教員免許取得を主体とする学

部の中で音楽免許を取得したことに対して，卒業生の

多くが多様な観点でよかったことを感じていることが

わかる。 
 
6 まとめ 

小学校教員養成を主体とする私立大学教育学部に

おける音楽免許取得者の特徴を，人数，学力，教員就

職状況等で調査・分析した。その結果，主に次のこと

がわかった。 
・小学校教員養成を主体とする学部において音楽実技

を要する入試区分を設定したことで，音楽免許取

得が可能な学部としての認識が向上した可能性が

ある。 
・学校推薦型選抜で入学する学生は，受験時の評定値

が高いと入学後の GPA も高い傾向にある。一方，

一般選抜入学者の評定値とGPAとの相関は弱い。 
・音楽コースの学生であっても，小学校教員になるこ

とが多い。中でも一般選抜の前期入試で入学する

学生の小学校教員就職率が高い。 
・音楽教員になるのは音楽実技特別推薦入学者と大学

での GPA が比較的高い学生に多い。ただし，音楽

実技特別推薦は人数が少ないことから，現時点で

はその可能性があるという段階であり，今後継続

的な調査・検証が必要である。 
・大学入学後の希望により音楽免許取得できる仕組み

の学部において，本人の希望で音楽免許を取得し

た卒業生の多くが多様な観点で音楽免許を取得し

てよかったことを感じている。 
今回は，音楽コース学生のみでの分析をしたが，

同じ条件で入学している学部全体の学生との比較や，

他大学の教育学部における音楽免許取得者との比較に

よる特徴分析が今後の課題である。 
 
注 
1）初等中等教育専修では，2年次編入学定員2名と3年次編入

学定員 3 名とがある。また，定員以外に他学部からの転学部，

保育・初等教育専修からの転専修で入ってくる学生もいる。 
2）数学と音楽の他にも，一部の学生は他学部での履修により，

例年若干名の中高国語，英語，社会等の免許取得者がいる。 
3）併設校制推薦入試は調査対象大学の併設高等学校からの推

薦枠による入試である。 
4）2020 年度入試までは「センター利用入試 A」として実施し

ていたが，2021年度入試からは「大学入学共通テスト利用入

試 A」としたような名称の変更や，入試区分ごとに募集人数

の若干の変更がこれまでに何度か行われている。 
5）実際には，これまでに音楽実技特別推薦で入学した学生は

全員入学時点で音楽コースを希望している。 
6）論文執筆時点において卒業していない在学生においては，

その時点までにわかっているGPAを扱っている。 
7）卒業時に小学校教員であってもその後の異動で中学校音楽

教員になっている者もいる。 
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入試改善に向けた入試分析と追跡調査の支援システム 

 
関 陽介，植野 美彦（徳島大学） 

 
 徳島大学アドミッション部門では，A 学部を対象として入試分析と追跡調査の結果に基づく入試改善

を実施している。2021 年度以降はこの取り組みを全学展開する計画であるが，学部内で円滑な調査・分

析作業を支援する環境を構築することで，入試さらには教育への関心が高まり意欲的な改善に繋げられ

る可能性がある。そこで，学部内での利用を想定して，入試改善に向けた入試分析と追跡調査の支援シ

ステムを開発した。具体的には，入試・教務データを対象にした平均や共分散比等の統計的な分析，区

分別の配点比較や学期単位の GPA 遷移等のデータの一覧化・定量的な比較・時系列変化に対応した可

視化を実現した。そして，開発したシステムを本学に導入することで，分析結果に基づくB 学部の入試

改善が行われた。 
 キーワード：システム開発，入試分析，追跡調査 

 
1 はじめに 

18歳人口の減少が見込まれる中，大学が求める入学

者を確保するためには，入試の実効性や入学後の成績

等の調査に基づく継続的な入試改善が求められる。徳

島大学アドミッション部門ではアドミッション・ポリ

シー（以下，AP）に基づく入試改善を目的として，独

自に追跡調査方法を設計して 2016 年度から試行的に

実施している（関ほか，2021）。具体的には選抜区分

別に学習・研究等の成果，さらにはこれら成果の違い

が何に起因するかを明らかにするために，入学前後に

おける授業等の意欲・態度や所属学部 1)に関連する学

問の興味・関心，学生の資質・能力などを調査してい

る。そして，入試分析と本調査の結果に基づく入試改

善を試みている。 
この取り組みは2020年度までA学部を対象にして

おり，2021年度以降は全学展開を計画している。一方

で，調査範囲の拡大はアドミッション部門の負担増加

が懸念される。学部内の構成員が自ら調査することで，

入試さらには教育への関心や興味が高まり，意欲的な

改善に繋げられる可能性がある。また，学生を指導す

る教員や学生生活を支援する事務職員が分析すること

で，第三者による調査とは異なる新たな発見や気づき

があると考えられる。ただし，調査データの収集や分

析方法の検討・実施など様々な作業が求められるため，

円滑な調査・分析作業を支援するための環境構築が求

められる。 
そこで，学部内での利用を想定して，入試改善に向

けた入試分析と追跡調査の支援システム（以下，支援

システム）を開発した。具体的には，入試・教務デー

タの統計的な分析や，データの一覧化・定量的な比較・

時系列変化に対応した可視化を実現した。そして，開

発したシステムを本学に導入することで，分析結果に

基づくB学部の入試改善が行われた。本稿では，支援

システムの設計論並びに機能紹介，さらには本学への

導入結果や今後の課題等について述べる。 
 
2 支援システムの設計 
2.1 方向性の検討と要件定義 
大学の業務において，入試・教務データを効率的に

処理する専用システムが普及している。例えば，教務

システムは学籍管理や履修管理，成績管理など，入試

管理システムは願書受付や入試結果管理，合格発表処

理などの機能を有している。研究報告としては，カリ

キュラム管理など最低限の機能を備えた教務システム

（宇野・斎藤，2011）や，グラフを用いて成績推移な

どを可視化する成績閲覧システム（内村・大嶋，2008）
等がある。また，高校評定から入試成績，大学成績の

追跡調査をおこなうシステム（石岡ほか，1995）や合

否入れ替わり率を出力するシステム（山本・垂水，

1998）が報告されている。 
一方で，入試分析と追跡調査は多様な方法があり，

どのような観点で何を調査・分析するかは目的により

異なる。また，複雑なシステムは利用者に負担をかけ

るため，特定の目的を達成するための機能性や使用性

が高い設計が求められる。そこで，入試改善を目的と

して最低限の機能実装をするために，支援システムの

要件定義を行った。 
要件 1：多様な調査・分析観点を考慮して，学部単

位で任意の入試・教務データを登録でき，登録情報や

分析結果を閲覧できる仕組みを設計する。登録可能な

項目や分析方法は，現場のヒアリング 2)や我々の調

査・分析業務を参考に設計する。 
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要件 2：出力結果の表示方法において，色や形など

の視覚属性は人間の認知に強い影響を与えて，統計量

だけでは得られない傾向把握が可能になると述べられ

ている（永田，2020）。また，対話システムの発話履

歴（Seki, 2020）や研究室の論文・発表資料（梅田ほ

か，2001）など，様々なオブジェクトが可視化されて

おり，新たな発見や全体像の直感的な把握などに有効

と報告されている。そのため，出力結果は可視化手法

を用いて視覚的に表示する。 
要件3：近年，サイバー犯罪件数が増加しており様々

な事故や攻撃が報告されている。例えば，情報セキュ

リティ 10大脅威 2020（情報処理推進機構，2020a）
では，標的型攻撃による機密情報の搾取やサービス妨

害攻撃によるサービス停止などが公表されている。支

援システムは秘匿性の高い情報を扱うため，十分なセ

キュリティ対策を講じる必要がある。 
以上より，支援システムの要件は以下とする。 
1. 入試・教務データの登録・分析機能の実装 
2. 出力結果の可視化 
3. セキュリティ対策の実施 
なお，次節では要件 2 の設計を述べた後に，要件 1

と要件3に関して説明する。 
 
2.2 システム設計 
2.2.1 出力結果の可視化（要件2） 
データの特長に応じて効果的な視覚手法を選ぶ必要

がある。詳細は次項で述べるが，支援システムでは①

データの一覧化，②定量的な比較，③時系列変化に対

応した可視化を実現した。①は入試成績や学生情報の

一覧などが挙げられる。データの整理・表示や特徴的

結果を強調するために，色付きの表（二次元表）を用

いる。これは設定した閾値を上回る，または下回る箇

所を色付けして強調する表になる。②は区分別の人数

や配点比較などが挙げられる。構成比の容易な理解を

促すために，割合などが直感的に理解できる円グラフ

を用いる。③はGPAの学期別変化などが挙げられる。

複数の時系列データの把握や比較をするために，時間

経過による変化具合が理解できる折れ線グラフを用い

る。 
 
2.2.2入試・教務データの登録・分析機能の実装（要件

1） 
 図１は我々がこれまで実施してきた調査・分析業務

に基づく，支援システムが扱うデータの対象範囲（図

中の枠線内）を示す 3)。図中の項目の大半はアンケー

トで収集してきたが，まずは比較的容易に収集できる

入試成績とGPA，学業成績を支援システムの対象とし

た。他項目については今後の運用を通して拡充する。 
支援システムが扱う情報（項目，詳細，表示方法）

を表１に示す。項目別に閲覧ページを作成して，主に 

学部別の入学年度や選抜区分単位で表示する。（1）は

入学した学生の入学年度や選抜区分，氏名等を表で表

示する。また，各区分の学生が全体に占める割合を円

グラフで表す。（2）は全受験生の受験番号や各科目の

成績等を表で示す。（3）は入試の平均点や標準偏差な

どの統計的な結果を，表と円グラフで示す。また，各

科目の合否に関する効果を測る共分散比（竹内，1986）
も扱う。この尺度は「総合得点と該当科目成績との相

関係数」に「当該科目成績の標準偏差を総合得点の標

準偏差で割った値」を掛け合わせている。共分散比を

示すことで，科目が合否に影響を与える程度を定量的

に把握できる。（4）は学期単位の合計 GPA と専門・

教養科目 GPA を表で示す。また区分別に折れ線グラ

フで GPA の推移を表す。（5）は授業毎の成績を表で

示す。本項目は特定の授業の成績を，入試や教育改善

に積極的に活用している学部があるため設定した。

（6）は学生毎に入試成績（2）と学業成績（5）等を

表で示す。この表により，入試成績と授業の成績の関

連性などを把握できる。（7）は入試の結果が入学後の

パフォーマンスにどう影響するかを把握するために，

入試成績と GPA の相関係数を表で示す。学生生活が

長期化することで，教育効果により選抜区分別の学生

の特長が希薄化する可能性が高くなるため，初期設定

では1年前期GPAとの相関係数を表示する。 
該当項目の登録機能を（1）,（2）,（4）,（5）の閲

覧ページに設けた。登録には本学の入試・教務システ

ムの出力フォーマットに準拠した CSV ファイルを用

いる。（2）には，入試分析で用いる配点などの登録フ

ォームを作成した。出力結果を表計算ソフトで編集す

高 入 大

入試成績
GPA

学業成績

意欲・態度等
諸活動

研究活動
退学/休学/留年率

卒

就職先意欲・態度等

支援システムの対象

図1 これまで実施してきた調査・分析業務に基づ

く支援システムが扱うデータの対象範囲 
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るために，一部の項目を除いて CSV 形式の出力機能

を備えている。 
2.2.3 セキュリティ対策の実施（要件3） 
入試・教務データを管理する上で，本学で稼働する

入試管理システムや教務システムと同等以上のセキュ

リティ対策が求められる。そこで，これらシステムの

設計を参考にしてセキュリティ対策を実施した。例え

ば，外部からアクセスできないネットワークでの入

試・教務データのDB 管理や，DB 接続の暗号化，学

内ネットワークに限定したシステム公開等を行った。

他には，情報処理推進機構が提供する“安全なウェブ

サイトの作り方”（情報処理推進機構，2020b）を参考

に対応した。本学の情報セキュリティを担う情報セン

ターは，ISMS（佐野ほか，2014）を取得している。

そこで，有識者に運用方針やシステム構成，セキュリ

ティの対応内容等に対する評価を依頼して，不十分な

脆弱性対応やより高度なセキュリティ対策を実施した。 
本学では全学システム（教務システムや図書館シス

テムなど）の利用者認証の仕組みとして，統合認証サ

ービス（松浦ほか，2012）を導入している。本学の学

生と教職員は自身のアカウントを用いて横断的に全学

システムを利用できる。支援システムの利用において，

独自アカウントを発行して認証機能を実装することは

可能である。ただし，アカウントの管理負荷や漏洩リ

スクが懸念されるため，本学の統合認証サービスを用

いた。この際，アカウントに紐づく属性情報に応じて，

システムの利用範囲を決定する。具体的には，初期設

定として学生と教職員は支援システムの利用を不可と

するが，許可された教職員には登録・閲覧権限を付与

する（詳細は次項で述べる）。 

 
 
2.2.4 運用方法の検討 
 本学では事務担当者が専用システムから所属学部の

入試・教務データを取得でき，入試分析のための成績

共有など，多様な目的の下に本データが利用されてい

る。ヒアリング対象の学部では，定められた方針（誰

が何を閲覧など）に基づいて入試・教務データが扱わ

れており，他の学部も同様の可能性が高い。そこで，

学部毎に異なる運用方針に対応するために，認可設定

により利用範囲を制御する。具体的には，支援システ

ムの利用は申請制として，申請内容に基づきアカウン

ト単位で閲覧権限，または登録・閲覧権限を付与する。

これらの権限が付与されないアカウントは，システム

の利用が認められない。 
支援システムの運用イメージを図２に示す。まず，

利用を希望する学部がシステムを管理するアドミッシ

ョン部門に利用申請をする。この申請内容に基づいて

認可設定を行い，許可された教職員が定められた範囲

内で支援システムを利用する。実際の運用においては，

登録・閲覧権限は事務職員，閲覧権限は教員に付与し，

事務職員が登録した入試・教務データを権限がある者

が閲覧する場面が考えられる。 
システムを運用する上で，OS の更新作業やログ管

理等の保守作業が求められる。アドミッション部門で

は，これまで書類審査の評価業務を支援する分散評価

システム（関ほか，2019）や受験生向け対話システム

（関・植野，2021）等を開発・導入しており，定常業

務としてシステムの保守作業を行っている。そのため，

支援システムにおいても，これまでと同様にアドミッ

表１ 支援システムで扱う情報 
No 項目 詳細 表示方法 

(1) 学生情報 入学年度，選抜区分，学科コード，コースコード，

学籍番号，氏名，備考等 
表 
円グラフ 

(2) 入試成績 （全受験生の）入試年度，選抜区分，受験番号，各

科目の成績等 表 

(3) 入試分析 配点，平均値，最大値，最小値，中央値，標準偏差，

科目間の相関係数，共分散比 
表 
円グラフ 

(4) GPA 学期単位のGPA（総合，専門科目，教養科目） 表 
折れ線グラフ

(5) 学業成績 入学年度，学籍番号，氏名，授業毎の成績等 表 

(6) 入試・学業成績の一覧 入学年度，選抜区分，学籍番号，氏名，入試成績（2），
学業成績（5）等 表 

(7) 入試成績とGPAの相関 入試成績とGPAの相関係数等 表 
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ション部門が保守作業を行う。 
3 支援システムの開発と導入，今後の課題 
3.1 システム開発 
表2のソフトウェアを用いて支援システムを開発し

た。効率的に作業するためにVMware Esxiを用いて

仮想マシン上で開発した。表などはGoogle Chartsを
用いて作成して， Ajax による非同期通信により部分

的な画面更新を実現した。本学の統合認証サービスを

利用するためにShibbolethを用いた。拡張性を持たせ

るために各項目をモジュール化しており，今後の項目

拡張に対応させる。 
開発したシステムの参考画面を図３に示す。本図は

本稿用に加工しており，項目別に表示されるグラフや

表の一部を張り付けている。表示内容はすべて疑似デ

ータになる。左上のメニューは表１の項目と閲覧許可

された学部一覧がドロップダウンリストで表示される。

上部は表示対象（入学年度）の選択ボタンや CSV の

取得ボタン，入試成績の登録ボタンになる。円グラフ

は区分別の人数と選抜区分（前期）の配点の割合 4)，

折れ線グラフは 4 年間の GPA 遷移，二次元表は学業

成績と入試分析結果を示す。このような結果を閲覧す

ることで，例えば区分別の GPA・学業成績の比較や，

入試の実効性調査などが可能となる。また探索的に調

査することで，ある専門科目と入試科目との意外な関

連性など，新たな発見に繋がることが期待できる。 
 
3.2 システム導入と今後の課題 
システム導入に向けた試行評価として，入試・教務

業務に従事する2学部の事務職員に支援システムを操

作してもらい，登録方法や表示内容に関して意見を求

めた。結果としては，登録作業における大きな負担は

なく，表示内容に関する軽微な指摘のみであった。ま

た，これまで手作業で入試分析資料が作成されていた

が，支援システムにより負担軽減される旨のコメント

があった。 
2021 年 6 月に本学の入学試験委員会で支援システ

ムに関して報告した後に，本学への導入を開始した 5)。

本稿の執筆時点（2021年11月）では，入試改善を検

討中のB学部が支援システムを利用している。データ

登録作業は，アドミッション部門が協力して該当学部

の事務担当者が対応した。データの閲覧権限は該当学

部の指定された教員と事務担当者に付与した。ただし，

一部の分析結果（共分散比等）は解釈に困難さがあっ

たため，分析レポートを作成して該当学部に提出した。

本レポートには，補足説明を加えた注目すべき分析結

果（合否に影響を与えていない科目，総合得点との相

関が低い科目，入試成績とGPAの相関が低い科目等）

や，アドミッション部門が検討した改善案が記載され

ている。該当学部の会議で分析結果の報告と改善提案

をした結果，改善検討がされていた入試の一部内容が

変更されることになった。以上より，支援システムを

用いることで，入試改善に参考となる分析ができたと

判断できる。一方で，分析結果においては解釈の困難

さが課題として挙げられる。支援システムの閲覧者は

入試業務に精通していない者が多くを占めるため，分

析結果が示す意味や効果の理解，さらには具体的な改

善方法を検討することは容易ではない。このような問

題を解決するためには，前述した分析レポートを可能

な範囲で自動作成することが考えられる。当然，アド

ミッション部門による修正や改善方法の検討等が必要

にはなるが，全学展開に向けてレポート作成機能を検

討したい。今後は複数の学部が利用することで，支援

システムに対する様々な要望や改善提案があると考え

られる。これからの運用を通して具体的な課題が明ら

かになるため，本システムの機能性や利便性の向上に

向けて対応していきたい。 

表2 開発に用いたソフトウェア一覧 
種類 ソフトウェア 

仮想化ソフトウェア VMware ESXi 6.7.0 
OS CentOS 7.6 
Httpサーバ Apache 2.4.6 
RDBMS MariaDB 5.5.65 
プログラミング言語等 PHP, jQuery, HTML 

その他 Shibboleth 3.1, Google 
Charts, SweetAlert 1 

組織A 組織B 組織C

教員

事務

利用申請

✓

✓

✓

アドミッション部門

・利用受付
・認可設定
・システム管理

登録・閲覧等

支援システム

✓ ✓
許可された者

・・・

✓

管理者

※複数の組織を担当

✓

図2 支援システムの運用イメージ 
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本システムは入試から卒業までを対象にしているが，

入学前の活動歴や卒後進路を含めることで，学生の多

様な実態を把握でき，AP さらにはカリキュラム・ポ

リシーに沿った学生を確保・育成できているかが把握

できる。入学前調査においては，調査書の電子化が進

められており，今後は高校時代の活動歴を効率的に収

集できる可能性がある。卒後調査においては，これま

での調査と同様にアンケートを継続的に実施すること

で卒後進路等の収集が可能になる。エンロールメン

ト・マネジメント（福島, 2015）の観点から，学生の

入学前から入学後までを横断的に分析することで，入

試さらには教育改善に取り組んでいきたい。 
入試分析や追跡調査は多くの大学が多様な観点で実

施しており，支援システムの拡張余地は十分にある。

例えば，2.1 節で述べた合否入れ替わり率は，合否に

対する各試験の貢献を合格者の入れ替わりという観点

から測るものであり，有用な分析手法の 1 つである。

また，学生タイプの分類方法が提案されており，同一

区分内でも学生の特長が異なることが報告されている

（山路ほか, 2017）。多角的な分析を実現するために，

このような新たな調査・分析方法の拡張を検討したい。 
 

 
図3 支援システムの参考画面 
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4 おわりに 

入試改善に向けた入試分析と追跡調査を支援するた

めのシステムを開発して，2021年度に本システムを本

学に導入した。具体的には，入試・教務データの統計

的な分析や，データの一覧化・定量的な比較・時系列

変化に対応した可視化を実現した。そして，開発した

システムを本学に導入することで，分析結果に基づく

B学部の入試改善が行われた。本システムを利用する

ことで，入試の平均値や共分散比，区分別の GPA の

推移，入試成績と GPA の相関係数等を容易に把握で

き，学部内の入試改善に繋げることができた。 
今後の課題としては，3.2 節で述べた通り登録対象

の拡充や機能拡張が挙げられる。また，システム運用

を通して現場の業務を支援する分析機能の設計や実装

が求められる。例えば，統計的分析により退学者予測

や学生のタイプ分類をすることで，早期段階での学生

の支援や入試改善に繋げることが可能と考えられる。

これらを実現するためには多くのデータが必要になる

が，今後の運用を通して蓄積していきたい。 
 
注 
1) 本学の学部学生が属する組織は学部・学科（専攻）で構成さ

れるが，本稿ではこれらを学部と表現する。 
2) 本学には常三島キャンパスと蔵本キャンパスがあり，各キャ

ンパスから1学部をヒアリング対象とした。 
3) 表1の項目や詳細，表示方法は暫定的であり，今後の運用を

通して拡張する。 
4) マウスカーソルを該当箇所に重ねることで，人数や配点等が

表示される。 
5) 支援システムの導入に向けて，全学の入試・教務データを管

理する事務組織の承認を得ている。 
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母親による大学選択への関与 
――子どもの性別により関与度等は異なるのか―― 

 
喜村 仁詞（岡山県立大学），羽藤 雅彦（流通科学大学） 

 
これまで，受験産業等の調査により，家庭内において主に子どもの教育を担う役割を持つとされてき

た母親の子どもの大学選択への関与の強さが明らかにされてきた。しかし一方で，その実態については

入試広報の現場においてあまり議論されてこなかったといえよう。そこで本稿では，母親が子どもの大

学選択に関して重視する項目および子どもの大学選択行動段階における関与度について，子どもの性別

に着目し，男子の母親と女子の母親との差異についての考察を行なった。その結果，子どもの性別によ

り大学を評価する視点が異なること，そして男子の母親が女子の母親よりも子どもの大学選択への関与

度が高いことを明らかにした。 
キーワード：母親，子どもの性別，大学選択，関与度 

 
1 はじめに 
 保護者の中でもとりわけ母親が受験生の大学選択に

影響を与えることが受験産業の調査によって指摘され

ている(マイナビ, 2019；リクルート, 2019 )。全国大学

生活協同組合連合会(2019)の調査においても入学した

大学のオープンキャンパスに参加したことがある入学

者のうち52％が母親が同行したと回答しており，この

割合は 2014 年以降，継続して増加している状況であ

る。また，オープンキャンパスや進学相談会，入試会

場等に受験生とともに同伴する母親の姿が目立つこと

は，多くの大学の入試広報関係者が現場で実感してい

ることであろう。 
これらの状況は，近代以降の性別役割分業の進行に

より，家庭内での教育やしつけは主に母親が担うよう

になったこと(中澤,2015)，約半数の親が子どもに大学

以上の教育を受けさせたいと考えていること（電

通,2003）などが要因として考えられる。 
このような状況を受けて，多くの大学において保護

者向けのイベントや，入試の待ち時間を利用した保護

者対象説明会などが実施されていることは，大学側も

母親を含む保護者を受験生の大学選択に多大な影響を

与える要因として重視している証左といえる。 
個別相談会など双方向性のあるコミュニケーション

の場合は保護者のニーズを充足することが可能となる

であろう。一方，大人数を対象とする説明会形式では，

おのずと大学側からの一方向的なコミュニケーション

となるため，個別ニーズを充足できたのかを確認する

ことが難しい。そこで，あらかじめ保護者がどのよう

な情報を必要としているのかを把握した上でプログラ

ムや内容を検討することが必要である。 

その際には，子どもの性別が保護者の大学選定に影

響を及ぼすことも考慮すべきである。進路相談の頻度

で有意な差があるのは性別であり，出産育児などのラ

イフイベントで就業に影響を受けるなど女性のライフ

コースは多様かつ複雑になりがちなため，女子の方が

母親の助言を得るために相談にすることが多いとの中

澤(2015)の指摘に基づくと，男子と女子では母親の大

学選択への関与度が異なることが考えられるためであ

る。 
そこで本稿では，“子どもの性別”および“母親”に

着目し，大学選定に重視する項目や子どもの大学選択

行動への関与度について，女子の母親と男子の母親の

差異についての考察を行なう。 
このような研究は，例えば男子の比率が高い工学部

系統や，女子の比率が比較的高い家政・栄養系統，女

子大などでの広報戦略に示唆をもたらすものとなるで

あろう。これまで，オープンキャンパスや進学相談会

などでの保護者対応は，母親をターゲットとしたもの

であったであろうか。少なくとも筆者がこれまで勤務

してきた複数の大学では，このような差異を考慮する

ことなく“保護者”という一括りの枠組みでの対応が行

なわれてきた。 
今後，益々の少子化が進み学生獲得競争の激化が予

測される中では，とりわけ受験生の大学選択に多大な

影響を与える母親への対応は不可欠なものとなるであ

ろう。 
 
2 母親による子どもの大学選択への関与 
大学などの“教育”はサービス財に分類される。サー

ビスとは無形性，同時性，不確実性，消滅性の4点の
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特性を持つことから品質を評価することの困難性が指

摘されている(Fisk, Grove & John, 2004; Kotler, 
Hayes & Bloom, 2002; Lovelock & Wirtz, 2007)。こ

のような特性を持つサービスの品質を評価する際に用

いられる指標に定量的指標と定性的指標がある。定量

的指標には国家試験の合格率や英語検定試験のスコア

など計測できる顕在化した指標が使用され，定性的指

標には主に顧客や従業員などによる評価が用いられる。 
受験生が大学を評価する際に用いる定性的指標とし

て挙げられるのが高校教員や友人・先輩，保護者(家族)
による大学評価である。特に，少子化が進む現代では

保護者による子ども(受験生)への関与が高くなりがち

であり，また多くの場合において進学に係る費用の支

弁者となることから，保護者は受験生への大学選択に

多大な影響を与える存在であるといえよう。 
リクルート(2019)によると，進路について保護者と

話をする高校生は全体の82％であり，特に進学希望者

(86％)が就職希望者(68%)よりも高い比率となってい

る。マイナビ(2019)の調査においても出願前の段階で

子どもの進学先のことを知っていた割合は 80％に上

る。また，“知っていた”と回答した者のうち，子どもが

その学校を選んだ理由を知っていた保護者の割合は

92％と高いことから，ほとんどの保護者が事前に受験

生と進路について話し合っている状況が覗える。 
なお、進路の相談相手は｢母親｣が85%と突出してお

り，2 位が「友人」で 47%，3 位が「父親」の 45%，

4位が「高校担任教員」で39%と続く。高校生が進路

を考える上で影響を受ける相手の1位も「母親」(49%)
であり，2 位が「父親」(33%)，3 位が「友人」(26%)
と続く。 
 
3 母親の大学選択への関与に関する調査 
 子どもの性別が異なる母親による子どもの進学する

大学の選択への関与の差異については以下の2点に着

目する。第1は母親が子どもの大学選択に関与する際

に重視する項目である。また第2は子どもの大学選択

行動段階ごとへの関与度である。 
 
3.1 大学選択時の重視項目 
母親が大学選択を行う際に考慮する要素については，

受験産業による調査項目を援用する。 
表 1 は，リクルート(2019)とマイナビ(2019)の調査

項目を参考に作成した調査項目の一覧である。リクル

ート(2019)が「教育内容・制度」「構成要員」「学生生

活」「立地環境」「入試難易度」「ブランド性」の7カテ

ゴリーに設問を整理している。そこで本稿では，この

カテゴリー分類ごとに各3問ずつ両社の設問から抜き

出し，計21設問を設定した。 
教育内容・制度カテゴリーについては，両社の設問

が重複している「資格取得」「国際交流」，そして学問

分野の設問をとりまとめ「子どもが希望する学問系統」

の3設問とした。 
構成要員カテゴリーについては，両社が一致する設

問はないが，両社とも在学生に関する内容の設問があ

ることから「先輩・卒業生が魅力的」「学生の学力が高

い」の2点を選定，そして大学側の構成員に関する設

問として「教授・講師陣が魅力的」を選定した。 
学生生活カテゴリーについては，両社が一致する項

目である「施設・設備が充実」「奨学金制度等学生サポ

ートが充実」「部活などの課外活動が充実」の3項目と

した。 
立地・環境カテゴリーについては，両社の設問が合

致した「実家からの距離が近い」，そしてリクルート社

の“交通の便が良い”“生活に便利な立地”などの設問

をまとめて「生活に便利なキャンパス」，リクルート社

の勉学面の設問に対応し「学びの環境が充実したキャ

ンパス」の3点とした。 
入試難易度カテゴリーは，両社の設問が一致してお

り，「学費が高くない」「学力水準が子どもに合ってい

る」「入試方法が子どもに合っている」の3点とした。 
卒業後カテゴリーについては，マイナビが就職率の

高さの1項目のみのため，この両者が一致する「就職

率が高い」および，リクルートの設問である「社会で

活躍できる」「将来の選択肢が豊富」の3項目とした。 
ブランド性カテゴリーについては，「知名度が高い」

「規模が大きい」の2項目が一致している。また，校

風や雰囲気，伝統や実績，活気，発展性，評判がよい

などの項目をまとめて「伝統や実績」とした。 
 

3.2 大学選択行動段階への関与度 
 大学選択行動を一種の購買行動と捉えると，その過

程は6段階に分類できる(Blackwell, Miniard & Engel, 
2006)。すなわち，①大学への進学を望む段階(ニーズ

の認知)，②大学に関する情報を収集する段階(情報探

索)，③集めた情報を用いて大学を評価し受験する段階 
(購入前代替案評価)，④入学する大学を決定する段階

(購入)，⑤通学する段階(消費)，⑥自大学を評価する段

階(評価)である。このうち，①～④が大学に入学するま

での行動段階，⑤～⑥が大学入学後の行動段階となる。

なお，①大学への進学を望む段階については，まだ具

体的な大学選定行動に入っていない段階であり，②～

④の3段階が具体的に大学を選択する段階となる。そ



大学入試研究ジャーナル第 32 号 
 

- 188 - 

こで，②～④の段階に対して，大学選択に関する母親

の関与度についての設問を次の通り設定し，男子の母

親と女子の母親との関与度の相違について調査を行う。 

②段階：大学の情報を積極的に調べた 

③段階：子どもの受験大学の選択に積極的に関わった 

④段階：子どもの入学大学の選択に積極的に関わった 

 
表1 設問の設定 

 
3.3 調査概要 
本稿で分析したデータは，アイブリッジ株式会社

の協力のもと，2020年8月4日に日本全国を対象に

母親 498 人からインターネット調査により回答を得

たものである。なお，対象範囲については，景気の変

動や社会情勢等による影響で大学選択理由に偏りが

出ないよう，できる限り年代の幅を持たせること，

一方で子どもの大学進学時の記憶を留めていること

の 2 点に留意し，現在大学生の子どもがいる母親お

よび大学を卒業して 5 年以内までの子どもがいる母

親とした。また，子どもが複数人いる場合は直近で

大学に入学した子どもに関して回答するよう依頼し

分類項目 リクルート(2019) マイナビ(2019) 本研究における設問 

教育内容・ 
制度 

子どもの学びたい学部・学科・コース 
教育方針･カリキュラムが魅力的である 
専門分野を深く学べる 
教育内容のレベルが高い 
教養が身につく 
子どもの興味や可能性が広げられる 
社会で役立つ力が身につく 
資格取得に有利である 
国際的なセンスが身につく 

学部名・学科名 
  
学べる内容 
  
 
 
 
取れる資格  
留学などの特別カリキュラム 

 
 
 
子どもが希望する学問系統  

 
 

 
資格取得に有利 
国際交流が盛ん 

構成要員 

学生の面倒見がよい 
教授・講師陣が魅力的である 
学生の学力が高い 
先輩・卒業生が魅力的である 

在校生の雰囲気がお子様にあっている

  
  
お子様の知り合いや親戚が通学 

 
教授・講師陣が魅力的 
学生の学力が高い 
先輩・卒業生が魅力的 

学生生活 

学生生活が楽しめる 
学習設備や環境が整っている 
寮や奨学金などが充実している 
キャンパスがきれいである 
クラブ・サークル活動が盛んである 

  
学校の建物や設備 
奨学金制度・特待生制度  
  
部活などの課外活動 

  
施設・設備が充実 
奨学金制度等学生サポートが充実 

  
部活などの課外活動が充実 

立地・環境 

勉強するのに良い環境である 
交通の便が良い 
自宅から通える 
生活に便利な立地である 

学校の所在地 
  
実家からの距離 
  

学びの環境が充実したキャンパス 
  
実家からの距離が近い 
生活に便利なキャンパス 

入試難易度 
学費が高くない 
偏差値が子どもに合っている 
入試方法が子どもに合っている 

学費の安さ 
お子様の学力との相性 
入試方法  

学費が高くない 
学力水準が子どもに合っている 
入試方法が子どもに合っている 

卒業後 
就職に有利である 
卒業後に社会で活躍できる 
将来に選択肢が増える 

就職率の高さ 
  
  

就職率が高い 
社会で活躍できる 
将来の選択肢が豊富 

ブランド性 

校風や雰囲気がよい 
伝統や実績がある 
活気がある感じがする 
学校が発展していく可能性がある 
周囲の人からの評判が良い 
有名である 
規模が大きい 

  
  
  
  
  
知名度が高い 
学生数の多さ 

伝統や実績がある 

 知名度が高い 
規模が大きい  
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た。 
はじめに，本調査を行う前にプレテスト(2020年8

月1日)を実施した結果，回答者3,000人のうち，942
人(31.4%)が調査対象として適合したのであり，その

中から 498 人に本調査への協力を得た。なお，子ど

もの性別は男女比が 46.4％：53.6％である。そして

設問項目は，表1で示した21設問および3.2で示し

た大学選択段階における関与度に関する 3 設問の計

24設問であり，全項目7段階のリッカート尺度によ

って測定している。 
 

3.3.1 子どもの大学進学に関して重視する点 
図 1 は，子どもの大学進学に関して重視する項目

について，子どもの性別ごとに示したものである。 
大学選択において重視する項目については，双方

とも同様の傾向を示している。すなわち，①伝統や

実績・大学のレベル(学生の学力が高い)など，学歴を

重視すること ②子どもの希望を尊重すること ③

実家から近いこと，そして，④卒業後の進路(社会で

活躍できる)が双方とも上位項目に挙げられている。 
次に t検定を行った。その結果，教育内容・制度カ

テゴリーの 2 設問である「子どもが希望する学問系

統」「資格取得に有利」，立地環境カテゴリーの「学ぶ

ための環境が充実したキャンパス」，卒業後カテゴリ

ーの「就職率が高い」，ブランド性カテゴリーの「伝

統や実績があること」の 5 項目で男子の親と女子の

親で有意差が認められた (p<.05)。 
これらから，男子の母親には女子の母親と比較し

て以下の2点の傾向がみられる。第1は，「子どもが

希望する学問系統」が示す子どもが希望する進路を

より尊重する点である。そのことが「学びの環境が

充実したキャンパス」に繋がるのであろう。第2は，

「就職率が高い」「資格取得に有利」など，より就職

を意識した大学選定を行っている点である。また「伝

統や実績がある」というブランド性に関する項目も，

就職に繋がる項目として捉えることができるであろ

う。 

 
*p<.05 

 
図1 子どもの大学進学に関して重視する点 
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表2 大学選択への関与度 

設   問 
Ⅿ SD 

ｔ値 
男子の母親 女子の母親 男子の母親 女子の母親 

②段階：大学の情報を積極的に調べた 3.33 2.99 2.28 1.92 2.68＊ 

③段階：子どもの受験する大学の選択に積極的 
に関わった 3.16 2.88 2.22 2.02 2.14＊ 

④段階：子どもが入学する大学の選択に積極的 
に関わった 3.23 2.94 2.36 1.96 2.17＊ 

*p<.05 
 

3.3.2 大学選択への関与度 
表 2 は子どもの大学選択行動の各段階における母

親の関与を子どもの性別ごとに示したものである。

大学の情報を調べ(②段階)，受験する大学を選定し

(③段階)，入学する大学を選定する(④段階)という大

学を選択する行動の 3 段階において，男子の母親が

女子の母親よりも関与が高く，t 検定を行った結果，

②段階 (t=2.68, df=496, p<.05)，③段階 (t=2.14, 
df=496, p<.05)，④段階(t=2.17, df=496, p<.05)と全

ての段階で有意差が認められたのであり，男子の母

親が女子の母親よりも積極的に子どもの大学選択行

動に関与していることが明らかになった。 
 
4 考察および今後の課題 
本研究では，子どもの性別に着目し，大学選定に

おいて重視する項目および母親の子どもの大学選択

行動への関与度についての検証を行なった。 
母親が子どもの進学する大学選定に関して重視す

る項目は，男子・女子の母親ともほぼ同様の傾向に

ある。上位項目として挙げられるのが「伝統や実績

がある」「学生の学力が高い」「子どもが希望する学

問系統」「実家からの距離が近い」などであり，まと

めると“子どもの希望する勉強ができる自宅から通

えるブランド力のある大学”が全般的な母親が求め

る子どもが進学する大学像である。 
しかし，項目ごとにみると，男子の母親と女子の

母親には，21設問中5設問において有意差が認めら

れており，そこからは 2 点の傾向が見られる。第 1
は，男子の母親の方がより子どもの希望を重視する

点である。そして第 2 は男子の母親の方がより卒業

後の進路(就職)を重視している点である。 
また，子どもの大学選択行動への関与については，

大学を調べ入学するまでの全ての行動段階において

男子の母親が女子の母親よりも関与度が高く，有意

差が認められた。 

5 貢献及び今後の課題 
 本研究における理論的貢献は2点である。 
第 1 は，母親は子どもの性別により，男子の母親

の方がより子どもの進路を尊重すること，より卒業

後の進路を重視していることが明らかになった。 
第 2 は，男子の母親の方が大学選択に積極的に関

与する点である。大学を調べる・受験校を決定する・

入学校を決定するという大学選択行動段階において

有意差が認められた。 
 また，実務的貢献については2点が挙げられる。 
第 1 は，大学は大学入学者の男女比により，学生

募集広報において発信する情報を考慮すべきである

点である。男子の入学者の比率が高い学部学科系統

(例えば，工学部など)では，施設・設備など学びの環

境の充実，大学の歴史など伝統や実績，そして卒業

後の進路を重点的に訴求することが母親の関心を得

やすいといえよう。そして，就職実績については単

に就職率ではなく，どのような企業に就職している

のか，大企業への就職率など，より詳細なデータが

就職実績のエビデンスとなるであろう。また「伝統

や実績」の有意差にも着目したい。女子の母親は男

子の母親ほど「伝統や実績」を重視していない傾向

にあることから，新設大学に入学する際には賛同を

得やすい傾向にあるといえよう。一方，新設大学は

男子生徒の母親には「伝統や実績」での訴求ができ

ないため，学びの環境や就職実績など，その他の要

素での訴求が必要となるであろう。 
第2は，学内の“母親”の活用である。受験生の母親

を対象とした広報活動の内容を検討する際には，大

学に勤務する“受験生や大学生の母親”である教職

員を活用することが，受験生の母親が持つニーズの

適切な把握に繋がり，より有用な広報内容の創出を

もたらすことが可能となるであろう。 
今後の課題として挙げられるのは2点である。 
第 1 は母親の細分化した分析への試みである。地
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域差・職業の有無・学歴等，母親の置かれた環境によ

る差異を検討すべきであろう。 
また第 2 は父親の影響である。受験生に直接的に

与える影響が比較的低くても，母親を通じて間接的

に影響を与えていることや，多大な影響を与える特

定要素の存在も考えられるためである。 
 
※本研究は，JSPS若手研究20K13632の助成を受

けたものである。  
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＜参考資料＞  母親が子どもの大学選択に関して重視する点 

カテゴリー 設問 Ｍ SD 
ｔ値 

男子の母親 女子の母親 男子の母親 女子の母親 

教育内容・制度 
子どもが希望する学問系統  3.46 3.21 1.61 1.68 2.23＊ 
資格取得に有利 2.59 2.38 1.45 1.11 2.08＊ 
国際交流が盛ん 2.16 2.18 1.07 1.20 -0.17 n.s. 

構成要員 
教授・講師陣が魅力的 1.81 1.84 1.01 0.93 -0.28 n.s. 
学生の学力が高い 3.50 3.42 1.55 1.49 0.71 n.s. 
先輩・卒業生が魅力的 2.20 2.14 1.08 1.04 0.66 n.s. 

学生生活 
部活などの課外活動が充実 2.06 2.08 1.01 1.20 -0.28 n.s. 
施設・設備が充実 2.76 2.61 1.71 1.23 1.37 n.s. 
奨学金制度等学生サポートが充実 2.27 2.25 1.08 1.13 0.23 n.s. 

立地・環境 
学びの環境が充実したキャンパス 2.67 2.38 1.37 1.30 2.75＊ 
実家からの距離が近い 3.32 3.25 1.33 1.47 0.66 n.s. 
生活に便利なキャンパス 2.59 2.47 1.30 1.26 1.18 n.s. 

入試難易度 
学費が高くない 2.80 2.66 1.50 1.48 1.26 n.s. 
学力水準が子どもに合っている 2.68 2.57 1.40 1.14 1.10 n.s. 
入試方法が子どもに合っている 2.87 2.74 1.50 1.33 1.20 n.s. 

卒業後 
就職率が高い 2.71 2.47 1.47 1.14 2.29＊ 
社会で活躍できる 3.05 2.82 2.82 2.45 1.54 n.s. 
将来の選択肢が豊富 2.20 2.12 1.06 0.78 1.02 n.s. 

ブランド性 
伝統や実績がある 3.56 3.21 1.97 2.06 2.80＊ 
知名度が高い 2.47 2.36 1.15 1.05 1.15 n.s. 
規模が大きい  3.30 3.07 3.01 2.59 1.52 n.s. 

* p<.05,   n.s. : not significant 
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定員管理の厳格化の入試倍率・偏差値・志願者動向への影響 
――東京に所在する私立大学におけるトリクルダウン現象の現在地―― 

 
福島 真司，日下田 岳史，和田 浩行（大正大学） 

 
2016 年度から始まった私立大学における「定員管理の厳格化」は，「トリクルダウン現象」とも言え

る状況を生み出した。本稿は，定員管理の厳格化が始まる前の年度から 2021 年度までの東京に所在す

る私立大学の入試倍率・偏差値・志願者動向を分析することで，トリクルダウン現象に関連する志願者

数の増加は，偏差値帯の下位に位置する大学の方が上位に位置する大学よりも大きな影響を受けること，

また，私立大学の入試倍率と偏差値との関係が，定員管理の厳格化の影響を受け変容していることを明

らかにした。 
キーワード：定員管理の厳格化，トリクルダウン現象，東京に所在する私立大学  
 

1 はじめに 
河合塾が，2021 年 2 月 26 日に公表した「2021 年

度主要私立大志願者状況」では，2月25日現在までに

集計した107大学の状況をまとめ，一般選抜志願者数

は全体で前年比88％であり，前年から約30万人減少

したことなどから，「14 年ぶりの志願者減となった前

年入試に続き，2 年連続で減少となる可能性が高い」

と予想した。この理由として，同資料は，①18歳人口

だけでなく既卒志願者が減少したこと，②新型コロナ

ウイルス感染症に対する懸念，③②に関連して家計が

悪化したことで受験生が出願校数を抑えたこと，④大

学が学校推薦型・総合型選抜の合格者を増加させたこ

とを挙げている。 
このことは，私立大学の定員管理が厳格化された

2016年度以降，特に，東京23区等の都市部に所在す

る私立大学の一般入試が難化傾向になっていたが，こ

れが2020年度入試から緩和され始め，2021年度入試

ではさらに緩和が進んだことを表している。 

日下田・福島（2020）は，2016 年度以降，私立大

学の定員管理が厳格化されたことを受け，東京 23 区

等の都市部に所在する私立大学が合格者数を絞り込む

ようになったため，受験者が志望順位の低い私立大学

に向かうこととなり，その結果，当該大学の選抜性が

向上し，入学者の基礎学力が上昇する等の現象を報告

し，これを「トリクルダウン現象」と呼んだ。 
トリクルダウン現象では，東京 23 区等の都市部に

所在する私立大学において，まず，偏差値の上位大学

が合格者を絞った結果，偏差値が中位の大学に受験者

が流れ込む。しかしながら，中位の大学にも定員管理

の厳格化は求められているため，従来合格圏内にいた

はずの受験者が押し出されることとなり，下位の大学

に流れ込むという連鎖が生まれ，下位の大学において

も，従来合格圏内にあったはずの受験生が押し出され

ることとなり，今度は，都市周辺の大学に流れ込むこ

とになる。このことにより，東京 23 区等の都市部に

所在する私立大学は一様に難易度が上がり，合格しに

くくなるという状況が起こった。ただし，私立大学は，

入試日程が重なる等の物理的な理由がない限り，何校

でも受験することができる。筆者らの所属する大学で

の新入生アンケートにおいても，2019 年度新入生と

2020年度新入生では，後者の方が，受験した大学数，

回数共に多かった。これは，東京 23 区に所在する私

立大学の難易度が上がるほど，当該エリアの大学に進

学したい受験生が，受験校の幅を広げ，合格可能性を

少しでも高める行動に向かった結果だと考えられる。 
その状況下で，東京 23 区に所在する私立大学が志

願者数を減少させた理由は，まずは，先述した河合塾

の分析の通りであろう。すなわち，受験生の数自体が

減少したこと，東京はじめ都市部での新型コロナウイ

ルス感染症の拡大状況に鑑み，進学先として都市部を

避けたこと，家計状況の悪化による受験校の絞り込み，

そして，学校推薦型・総合型選抜のような昨年内の入

試においてすでに合格してしまった者が増加したこと

にあるだろう。加えて，もう1点，これは受験校の絞

り込みと類似するが，東京 23 区に所在する私立大学

の難易度が上がりすぎたため，第1志望の大学を諦め，

さらに不合格になることのリスクを回避し，偏差値が

直下の大学ではなく，確実に合格するであろう大学だ

けに，最初から受験校を絞った者が増加したことも挙

げられる。福島・日下田（2021）では，首都圏を中心

とする高等学校進路担当教員への4年間のヒアリング

から，東京 23 区内の私立大学の難易度が上昇したこ
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とにより，模擬試験でA判定が出た大学より下位大学

にも合格できない状況や，どの大学にも合格出来ない

浪人生が増えたこと等に対応を迫られる高等学校教員

の状況を示した。 
 入試倍率の上昇が続けば，それに対応し，合格可能

性の少ない者から受験を回避し，徐々に倍率が下がる

ことが推察される。入試倍率が高くなり続け，難易度

も上がり続け，いつもまでも浪人生が増え続けること

は，あまり考えられない。特に，コロナ禍での家計へ

の負の影響は，受験校の絞り込みへの圧力となるし，

浪人した場合のコストを考慮すると，確実に合格する

大学に向かうという強い安全志向を生む可能性もある。

日下田・福島（2021），福島・日下田（2021）では，

東京に隣接する高等学校において，東京 23 区内の大

学への進学を諦め，専門学校への進学を選んだケース

を記載しているが，これらの対応が，トリクルダウン

現象の諸特徴を徐々に失わせ，トリクルダウン現象は

徐々に解消されることも考えられる。 
 本稿は，2016年度の入試から生じたトリクルダウン

現象と志願倍率の変化等の周辺的な事象について，

2021 年度入試までの東京に所在する私立大学の入試

動向を分析することで，トリクルダウン現象の現在地

を周辺的な事象も含めて再確認することを目的とする。 
 
2 入試の倍率と入試の難易度 
 トリクルダウン現象の1つである都市部の大学の入

試倍率の上昇は，入試の難易度に影響を与え，当該大

学に合格した者は，それ以前に合格した者よりも，学

力が高くなる。日下田・福島（2020）は，このことを，

東京23区に所在するA大学の事例研究から証明した。

入試倍率が上昇し過ぎると，受験者が減少し，入試倍

率が下がるが，一方で，定員管理の厳格化がなければ，

従来当該大学よりも上位大学に進学出来ていたであろ

う者が受験してくるために，入試倍率は低下しても，

偏差値は低下しないことが予測される。 
 一般的に考えると，入試倍率が上がれば，選抜性が

高くなり，合格者の偏差値は高くなる。反対に，入試倍

率が下がれば，選抜性は低くなり，偏差値も下がる 1)。

定員管理の厳格化が，この一般的な傾向に影響を与え

たとすれば，これもトリクルダウン現象に関連した事

象と言える。一方で，A大学だけで考えると，上述し

たように，一般的な傾向に従わない事象が起こってい

るため，A大学が所在する東京の私立大学では，そも

そも一般的な傾向にあったのか，検証する必要がある。

地域によって，状況が異なることも考えられるからで

ある。これを証明した先行研究は，管見によれば見当

たらない。 
 
2.1 調査対象 
本調査で対象とするのは，表1の条件で抽出した大

学の学科等の入試における実質倍率（受験者数÷合格

者数）2)と偏差値である。 
 

表1 抽出した学科等の条件 

 
 
①は，この後，A大学の事例を考察する上で，立地

条件を統一するためである。②は，①に所在する全て

の大学のケースを扱うことが物理的に困難であったた

め，まずは，私立大学の学科等の系統の中で，最も募

集人員が大きい経済・経営系で証明を試みたためであ

る。③も，②と同様の理由から，②の学科等の入試区

分の中で，最も募集人員が多い入試方式だけを抽出し

た。④は，近年の入試動向を勘案した上で，この期間

とした。6 年度分の入試データが揃わない学科等は抽

出しなかった。すなわち，2015年度以降に新増設され

た学科や廃止された学科は含まない。ただし，いわゆ

る「ボーダーフリー」（以下，BF）が理由で，偏差値

が得られない場合は，前後の年度の偏差値を代入する

こととした。なお，本調査で扱う入試データは，専門

企業が公表しているものを用いた 3)。 
以上のように抽出した結果，45 大学 127 学科の入

試データが調査対象となった 
 
2.2 調査結果 
結果は，表 2 の通りであった 4)。これを見ると，今

回扱ったデータにおいては，殆どの学科等で，正の相

関関係が認められた。すなわち，一定の条件下での検

証ではあるが，入試倍率が上がるほど，偏差値が上が

るということが言える。 
 

表2 実質倍率と偏差値の相関 

相関係数 学科等の数 学科等の⽐率

1〜0.7 81 65.3%

0.7〜0.4 36 29.0%

0.4〜0.2 6 4.8%

0〜0.2 1 0.8%  

① 東京に所在する私立大学の学科等 

② 経済・経営系の学科等 

③ 募集人員が最多の入試方式 

④ 2014 年度から2019年度の6年度分の入試データ

（実質倍率と偏差値） 
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2.3 A大学での現象 
 次に，先行研究でも扱ったA大学の事例を考察する。

表3は，A大学の定員管理の厳格化が始まる前年度か

らの入試における実質倍率を表している。2016年度の

定員管理の厳格化によって，実質倍率が上昇している

様子が看取される。しかしながら，2019年度まで上昇

を続けた志願倍率が，2020年度では下降し，2018年

度の志願倍率を下回っていることがわかる。 
表3 A大学の入試全体の実質倍率 

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度
A大学の
実質倍率 2.0 2.0 2.6 3.8 4.9 3.4  
一方で，図1は，A大学の1年生が，入学式直後の

時期に参加する基礎学力調査の結果である 5)。基礎学

力調査は毎年度同じ問題で実施しており，A大学では，

年度ごとの基礎学力を測定し，この結果を，外国語の

授業におけるクラス分けなどに活用している。 
 

 
図1 A大学の基礎学力調査結果 

（出典：日下田・福島（2021）図7より） 

 
 図 1 を見ると，A 大学 1 年生の基礎学力は，2020
年度も，国語，英語でやや上昇幅が小さくなったにせ

よ，上昇を続けており，実質倍率の動きとは異なる。

恐らくA大学の高くなった入試倍率を嫌って，合格可

能性が低い者が志願をしなかったために，志願者が減

少し実質倍率は低下したが，学力は下がっていないと

いうことを示していると言える。 
この事例は，実質倍率が上がった年度ほど，その入

試を経て入学した者の学力が高いとは言えないことを

表している。入試倍率と偏差値との関係を直接的に示

したわけではないが，偏差値と関係性の強い基礎学力

で検討した結果，入試倍率が上がると，偏差値があが

るという一般論に当てはまらない事象が確認できた 6）。

すなわち，トリクルダウン現象は，実質倍率と偏差値

との一般的な関係に，影響を与えたのではないかと言

える。 
 
3 東京の大学のトリクルダウン現象の動向 
3.1 定員管理の厳格化による実質倍率の推移 
 それでは，東京に所在する他の大学の動向はどのよ

うであろうか。ここでは，トリクルダウン現象に関連

した事象である志願倍率の上昇に焦点を当てて，トリ

クルダウン現象の影響を検討する。 
表4は，安田（2021）で示された「表2 三大都市

圏の主な大学の一般入試倍率（志願者数÷合格者数）

推移」から東京に所在する13大学を抽出し，それに，

表5以降で検討する学習院大学と，A大学のデータを

追加して，作表したものである。2021年度入試につい

ては，本稿執筆時点では合格者の公表をしていない大

学も多いため，代わりに志願者数の対前年度比を掲載

することで，2021年度の状況の把握を可能な限りでき

るようにした。 
 これを見ると，2016年度の定員管理の厳格化以降，

概ね偏差値が上位の大学から順に志願倍率の最大値を

迎え，その後，志願倍率が下降していることがわかる。 
なお，ここで注意が必要なのは，偏差値が最も上位

のグループにある大学群は，トリクルダウン現象に関

連した事象の影響を受けにくいということである。そ

の理由は，トリクルダウン現象は，入学定員を厳守す

るため合格者を絞り込んだことにより，上位大学の不

合格者が，それ以下の大学に流れ込むことによって起

こる現象であるためである。ただし，上位大学であっ

ても，志願者に変化がなければ，合格者をそれまでよ

り絞り込むことにより，当然ながら，志願倍率は上昇

する。一方で，最上位に位置していれば，それより上

位の大学からの不合格者が流れ込み，志願者が増加す

ることは起こりえない。 
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表4 東京に所在する15大学の志願倍率（志願者数÷合格者数）等の推移（安田（2021）をもとに作表）7) 

志願者
前年⽐

2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2021年度
平均偏差値

慶應義塾大 4.5 4.8 5.0 4.9 4.8 4.5 95.4% 66.6
早稲田大 5.7 6.0 7.2 8.1 7.6 7.2 87.6% 66.6
上智大 5.0 4.7 4.8 6.1 5.9 4.8 100.5% 64.6
明治大 4.2 4.5 5.0 5.7 5.1 4.6 96.5% 61.9

⻘⼭学院大 5.9 6.3 7.6 8.6 7.4 7.0 69.4% 61.6
⽴教大 5.0 4.7 5.6 6.9 6.1 5.0 106.8% 61.2
中央大 4.2 4.6 4.7 5.8 5.4 5.1 90.8% 59.9
法政大 4.8 4.4 5.6 7.0 6.5 5.6 87.8% 59.9
学習院 2.9 4.0 4.6 5.8 5.1 4.6 101.0% 58.7

東京理科大 3.2 3.2 3.2 3.6 3.9 3.6 87.5% 59.0
駒澤大 3.1 3.7 4.4 5.2 6.9 3.5 103.7% 55.1
専修大 2.9 3.4 4.5 5.4 6.7 4.4 93.4% 54.7
東洋大 3.4 3.5 4.1 5.4 5.1 3.8 88.2% 53.3
日本大 3.3 3.5 3.8 3.9 3.5 3.3 86.0% 49.7
A大学 2.2 2.2 3.0 4.7 6.8 4.7 84.5% 47.8

大学
志願倍率（志願者数÷合格者数）

 
※ 各大学の6年度で最も実質倍率の高い年度に網掛けした 

 
 3.2 定員管理の厳格化による志願者数の推移 
 表 5 は，表 4 で示した 15 大学の各年度の志願者数

の中で，学力を中心に判定する入試である，一般入試

と大学センター試験（2021年度からは大学入学共通テ

スト）利用型入試の志願者数を合計した人数の推移を

表している。 
 

表5 東京に所在する15大学の志願者数の推移（一般型＋センター（共通テスト）利用型） 

大学 2021年度
平均偏差値 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年

慶應義塾大 66.6 43,352 44,797 44,845 43,301 41,875 38,454 36,681
早稲田大 66.6 103,494 108,039 114,983 117,209 111,338 104,576 91,659
上智大 64.6 31,740 27,748 29,277 31,181 27,916 26,156 26,278
明治大 61.9 105,702 108,500 113,507 120,279 111,755 103,035 99,470

⻘⼭学院大 61.6 59,738 59,850 60,966 62,905 60,404 57,822 40,123
⽴教大 61.2 66,351 60,693 62,655 71,793 68,796 61,308 65,475
中央大 59.9 69,818 75,275 74,029 88,182 92,686 86,476 78,534
法政大 59.9 93,986 101,976 119,206 122,499 115,447 103,628 90,948

東京理科大 59.0 52,108 51,404 53,515 56,566 60,593 56,355 49,301
学習院 58.7 11,798 17,930 18,366 20,447 19,143 16,932 17,106
駒澤大 55.1 31,575 38,748 41,666 44,815 48,715 28,825 29,901
専修大 54.7 31,324 36,536 44,462 45,761 56,201 51,024 45,425
東洋大 53.3 83,546 84,886 101,180 115,441 122,010 101,776 89,808
日本大 49.7 94,373 104,558 112,583 115,180 100,853 113,902 97,948
A大学 47.8 4,439 6,710 8,236 9,198 10,669 9,101 7,686  

※ 各大学の7年度で最も志願者数の多い年度に網掛けした 
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 表 5 を見ると，表 4 同様に，2016 年度以降の 7 年

間で，概ね偏差値帯の上位の大学から順に，志願者数

が最大となり，その後，減少に転じていることがわか

る。 
表6は，15大学を偏差値帯によって3つのグループ

にまとめ，それぞれのグループの志願者数を合算した

人数と，定員管理の厳格化の前年である 2015 年度の

志願者を100とした指数を表している。なお，A大学

は同様の偏差値帯の大学がないため，表6からは除い

ている。 
 これを見ると，定員管理の厳格化が始まった 2016
年度から，各大学群共に志願者数を増加させるが，最

上位のグループの増加率は，他のグループに比較して

大きくない。2018年度に，偏差値帯が最上位のグルー

プと，その次のグループが志願者数のピークを迎え，

その後，下位大学の志願者数が増加するため，2019
年度にそれ以下の大学の志願者数がピークを迎える。

上位大学から下位大学に志願者数のピークが移動して

いることが明確に看取できる。 
 また，注目すべきは，指数である。志願者数が最大

であった年度の指数は，偏差値が上位に位置するグル

ープから順に 107.3，118.1，136.1 と，下位大学の方

が，志願者数の増加率が高かったことがわかる。トリ

クルダウン現象の特徴の 1 つである志願者の増加は，

偏差値上位大学よりも下位大学に影響が大きいことが

わかる。 
 
4 おわりに 
以上，東京に所在する大学を事例に，トリクルダウ

ン現象とそれに関連する入試倍率について考察した結

果，以下のことがわかった。 
まず，トリクルダウン現象によって，入試倍率が高

いほど偏差値が高いという，従来一般的だと考えられ

てきた傾向に変化が認められた。本稿では，A大学だ

けの事例を用いてこのことを示したが，同様の傾向は，

Ａ大学と近接した偏差値帯の大学にも認められる可能

性がある 8)。入試倍率が大きく上昇したことに加え，

家計状況の悪化等の要因も加わると，受験校数の絞り

込みをせざるを得ない状況となり，少数の合格可能性

が高い大学だけを選択する受験行動となる。そのため，

入試倍率が下がり，入試倍率と偏差値の関連が小さく

なる 9)。限られた受験校数の中で，1つを選択すれば，

1つを手放さなければならないという，ある意味では，

国公立大学に対する受験行動と類似した受験行動が，

東京に所在する私立大学に対してもとられるようにな

ったとも考えられる。 
次に，トリクルダウン現象に関連した志願者数の増

加や入試倍率の上昇は，偏差値帯の下位に位置する大

学の方が，上位に位置する大学よりも，より大きな影

響を受けることがわかった。このことは，トリクルダ

ウン現象の構造を考えると容易に推察出来る結果であ

るが，本稿では，これを明確に示した。本稿の限界は，

本稿で取り上げた大学のデータのみから結論を導いた

ところにあるが，トリクルダウン現象の知見について，

周辺的な事象からも，さらに深化することにつながっ

たと考える。このことを踏まえて，トリクルダウン現

象の再定義も検討されるべきかも知れない。 
 今後，A大学と偏差値帯の同じグループにある大学

や，A大学よりも偏差値帯の下位のグループにある大

学を調査することも検討し，検証を継続したい。 
 

 
表6 東京に所在する15大学の偏差値帯のグループに分けた志願者数の推移（一般型＋センター（共通テスト）利用型） 

大学 年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度
志願者数 178,586 180,584 189,105 191,691 181,129 169,186 154,618
指数 100.0 101.1 105.9 107.3 101.4 94.7 86.6
志願者数 459,501 475,628 502,244 542,671 528,824 485,556 440,957
指数 100.0 103.5 109.3 118.1 115.1 105.7 96.0
志願者数 240,818 264,728 299,891 321,197 327,779 295,527 263,082
指数 100.0 109.9 124.5 133.4 136.1 122.7 109.2

日東駒専

早慶上智

GMARCH
＋東京理科大

 
※ 各グループの7年度で最も志願者数の多い年度に網掛けした 
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注 
1）国公立大学においては，当然ながらこれが当てはまらないケ

ースもあり得る。分離分割方式での制度設計に加え，近年，

後期日程を廃止する大学もあるため，あらかじめ受験校数が

制限されている。そのため，国公立大学への進学を希望する

場合，入学したい大学を受験するという行動に，合格可能性

の高い大学を受験するという行動も加わって，進路動向が形

成される。 
2）本稿では，入試倍率を代表させる指標として，「実質倍率」（受

験者数÷合格者数）と「志願倍率」（志願者数÷合格者数）の

両者を用いる。 
3）本調査では，『蛍雪時代』が，各年の入試対策用として，11
月臨時増刊として毎年度発行している『全国大学受験年鑑』

掲載の河合塾の偏差値を利用した。専門企業によって，公表

する偏差値に差異が認められる場合もある。本調査は，河合

塾の入試データを用いた結果であることには留意する必要が

ある。 
4）分散が0であるため計算ができなかった3学科等を除く，124
学科等の結果である。 

5）英語は2017年度で問題を変更したため，2016年度以前のデ

ータを示していない。また，英語は，満点が100ではないが，

他の 2 科目とスケールを合わせるために 100 点満点に換算し

直した数値を使用している。 
6）本来的には，偏差値は，大学全体の中の位置づけを表すため，

基礎学力調査の結果と，イコールとは言えない。偏差値は，

募集単位の入試区分ごとに算出されるものであり，A 大学全

体の経年的な偏差値の変化を可視化することは困難であった

ため，本稿では，基礎学力調査の結果を用いた。 
7）「平均偏差値」は，各大学が持つ募集単位等の偏差値を平均

した数値であり，おおざっぱな数値である感は否めないが，

各大学の偏差値上の位置づけをわかりやすく可視化するため

に用いた。その際，次のwebサイトを参照した。大学偏差値.biz.
「大学受験のお供に！全国大学偏差値ランキング」

https://xn--swqwdp22azlcvue.biz/all_rank.php?type=2 
8）本稿では触れていないが，トリクルダウン現象を巡る一連の

研究においては，他大学の入試担当管理者にもインタビュー

調査を行っている。その際，2020年度入試において，首都圏

大規模私立大学 B 大学では，志願者数は大幅に減少したが，

一方で，偏差値が高い高等学校出身者の志願者数がむしろ増

加したという状況にあったことを聴き取った。 
9）表 2 で抽出した 45 大学 127 学科等の 2014 年度から 2019
年度の実質倍率と偏差値の相関について，各年度ごとに 127
学科等を一括りにして，相関係数を算出した結果，2014年度

は0.811，2015年度は0.723，2016年度は0.727，2017年度

は 0.771，2018 年度は 0.599，2019 年度は 0.457 であった。

2017 年度までは強い正の相関関係にあったものが，2018 年

度以降弱くなっていることからも，このことが証明できるか

も知れない。 
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四国地区国立大学連合アドミッションセンター 

の活動と今後の在り方 
 

井上 敏憲，中村 裕行（愛媛大学），関 陽介（徳島大学），青葉 暢子（鳴門教育大学）， 
岡本 崇宅（香川大学），大塚 智子（高知大学）1) 

 
 四国の 5 国立大学は文部科学省の国立大学改革強化推進補助金事業（平成 24 年度採択）を機に，四

国地区国立大学連合アドミッションセンターを設置している。入学者選抜において「主体性を持ち，多

様な人々と協働しつつ学習する態度」の評価が求められる中で，本センターは「活動報告書」の様式を

考案し，ウェブ入力が可能なものとして，出願サイトに組み込んだ。また，必要に応じて，「活動報告

書」のベースとして活用できるように，高校在学中の様々な活動をオンラインで記録・蓄積できる「今

ログ」の運用も行っている。本稿では本センターの活動をまとめて報告するとともに，関係大学の入学

者選抜における「活動報告書」の活動状況や今後の在り方について述べる。 

キーワード：大学間連携，インターネット出願，活動報告書，e ポートフォリオ，主体性等評価 
 

1 はじめに 

四国の5国立大学（徳島大学，鳴門教育大学，香川

大学，愛媛大学，高知大学）（以下，「5大学」という。）

は，平成 24 年度から 6 年間，文部科学省の国立大学

改革強化推進補助金事業として，「四国 5 大学連携に

よる知のプラットフォーム形成事業」を実施した。こ

れには，5 大学が連携して入学者選抜の改革に取り組

むことが含まれ，四国地区国立大学連合アドミッショ

ンセンター（以下，「連合センター」という。）を平成

25年度に設置した。補助金事業の終了後は，5大学の

合意により，少なくとも令和4年度末までの存続が決

定したことにより，連合センターの活動もそのまま継

続して現在に至っている。 
連合センターの主要な事業としては，5 大学共通の

「活動報告書」の開発，インターネット出願サイト及

びこれと一体的な「進学支援サイト“今ログ”」（以下，

「今ログ」という。）の開発・運用がある。後者は高校

生の「意欲的に取り組んだ活動」等をオンラインで記

録・蓄積するもので，「活動報告書」を課す選抜におい

ては，出願サイトとの連携により，出願にも活用でき

る。開発の背景等はすでに報告済み 2)であるが，5 大

学の「活動報告書」は，「意欲的に取り組んだ活動」「課

題研究」「資格・検定等」という三つの部分で構成され，

学部等はこの中から任意の組合わせで「活動報告書」

とすることができる。 
当時は，国立大学においてはインターネット出願の

普及が始まった時期3)に当たり，5大学は平成28年度

入試からインターネット出願を開始したものの，2 箇

年は紙の志願票による出願も併用し，全面的にインタ

ーネット出願に移行したのは平成 30 年度入試からで

ある。その後のインターネット出願の普及は目覚まし

いが，「今ログ」のように高校生の活動が記録できるサ

イトと連携し，複数の国立大学が共同で運営に当たる

例は他に報告がない。 
5大学でも，前回（平成28年度）の報告から5年が

経過し，「活動報告書」を活用する学部が著しく拡大す

るなど，状況が変化している。そこで，本稿では，5
大学のインターネット出願への移行，「活動報告書」を

活用する選抜の増加，「今ログ」の意義を中心に述べる。

また，最後に連合センターが関係大学の入学者選抜改

革で果たした役割や今後の在り方を議論する。 
 

2 インターネット出願への移行 
5大学のインターネット出願は，平成26年9月の愛

媛大学スーパーサイエンス特別コースのAO入試（平

成27年度入試，募集人員17人）が最初である。ただ

し，これは試行という位置づけであり，写真のアップ

ロード機能等は備えていたが，検定料支払いの決済機

能はなく，ゆうちょ銀行等の窓口での払込みが必要で

あった。このような利便性の悪さもあってか，紙によ

る出願者が 14 人であったのに対し，インターネット

出願を選択したのは5人であった。 
平成28年度入試では，5大学の一般入試において共

通の出願サイトによるインターネット出願を開始した。

平成 29 年度入試からは，推薦入試と AO 入試におい

ても5大学共通でインターネット出願が可能となった。

ただし，この2年間は従来どおり，紙の募集要項を配

布しており，これに添付した志願票を使って出願する

ことも可能であった。インターネット出願限定とした

のは，平成 30 年度入試からである。各大学のインタ
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ーネット出願の利用率は表1のとおりである。 
 

表1 インターネット出願利用率 
年度（平成） 28年度 29年度  30年度 

徳島大学 8.47% 25.55% 100%

鳴門教育大学 7.39% 20.00% 100%

香川大学 9.00% 17.86% 100%

愛媛大学 12.87% 23.94% 100%

高知大学 14.34% 17.25% 100%

全体 11.14% 21.48% 100%
 
平成 29 年度入試におけるインターネット出願の利

用率は，最も数値が高い大学でも四分の一ほどに留ま

った。インターネットを選択すれば，プリントした写

真が不要であったり，コンビニエンスストアやクレジ

ットカードで検定料が支払えたりするなどのメリット

があるにも関わらず，多くの志願者はこれを利用して

いない。これはアカウントの作成にメールアドレスが

必須であり，プリンターを使って宛名ラベル等を印刷

するなど，紙の出願よりも煩雑であると捉えられたか

らかもしれない。あるいは，始まって間もないインタ

ーネット出願よりも，慣れ親しんだ安心感のある紙出

願を選択したことも考えられる。 
このような利用者に配慮すれば，インターネットと

紙の併用期間をもう少し延長するという選択肢もあっ

たが，二つの方式が併存すると，事務処理上のコスト

やミスの可能性は増す。そのため，当初計画のとおり，

平成30年度入試からはインターネットに一本化4)し，

紙の募集要項の作成も中止した。これによって志願者

減などのマイナスの影響は認められなかった。 
5 大学のインターネット出願は平成 31 年度入試か

ら受注業者を変更した。その後，検定料納付に係るク

レジットカードのブランドの拡大や，志願者等からの

問い合わせを受けるコールセンターに関しては5大学

専用の電話回線の設置など，利便性の向上に努めてい

る。 
なお，5 大学のインターネット出願では，次に述べ

る「活動報告書」のように，入力に比較的時間を要す

るものが含まれる。これを考慮し，出願受付期間に先

立ち，出願情報の登録期間を設けている。例えば，令

和 3 年度の国立大学一般選抜では，1 月 25 日から 2
月 5 日が出願受付期間であったが，5 大学の出願サイ

トは 1 月 18 日から出願情報の登録が可能であった。

ただし，検定料の支払期間と出願書類の提出期間は 1
月25日以降とした。 

 
3 「活動報告書」を活用する選抜の拡大 

 文部科学省から毎年度通知される大学入学者選抜

実施要項において，「主体性を持ち，多様な人々と協働

しつつ学習する態度」を含む「学力の三要素」を適切

に把握するよう留意するとされたのは，平成 28 年度

入試に対するものが最初である。「活動報告書」が大学

入学者選抜実施要項で言及されるようになったのもこ

の年が最初である5)。 

 この大学入学者選抜実施要項が発出された平成 27
年は，連合センターを設置した3年後で，連合センタ

ー版「活動報告書」の様式が確定した時期でもある。 

 5 大学間で様式を統一したこの「活動報告書」の入

試における活用が始まったのも，正にこの平成 27 年

であった。当時は，愛媛大学の新設学部であった社会

共創学部のAO 入試における利用に限定されていた6)。

また，インターネット出願の導入前であったため，そ

の様式（記入用紙）を募集要項に綴じ込み，記入・提

出を求めるものであった。 

それ以降，5 年が経過し，令和 3 年度入試に対する 

大学入学者選抜実施要項における「活動報告書」の位

置づけにも変化が見られる。すなわち，一般選抜では

「入学志願者本人の記載する資料等」の一つとなり，

特に「活動報告書」が例示されているわけではない。

総合型選抜では積極的に活用するべき「入学志願者本

人の記載する資料」の一つとされ，「入学志願者本人が

記載する活動報告」7)を例示する。なお，本実施要項

には別紙様式2として「活動報告書のイメージ例」が

示されている。これには「課題研究等に関する活動」

や「資格・検定等に関する活動」に関するシートが含

まれているが，平成27年度以降，5大学で活用してき

た「活動報告書」にも同様の特徴がある。5 大学では

「活動」を広く捉え，英語に関する検定等を始め，取

得した資格等を申告させる場合にも「活動報告書」を

活用できる様式としていることを付け加えておきたい。 

この間，鳴門教育大学を除く4大学では「活動報告

書」を活用する学部が増えた結果，これを提出する志

願者も大きく増加し，令和3年度入試では全体で3,672
人となった。令和3年度入試の5大学全体の入学定員
8）は5,434人であり，「活動報告書」を課す選抜の募集

人員は合わせて 1,413 人であった。つまり，5 大学通

算で，募集人員の凡そ26％に「活動報告書」が課され

たことになる。 

以下，大学別に令和3年度入試における利用学部等
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を示し，その概要を述べてみたい。 

 

（1）徳島大学 

徳島大学では表2に示すように，一部の学部が特別

入試で「活動報告書」を活用している。活用方法とし

ては「意欲的に取り組んだ活動」を評価し，「資格・検

定等」を参考扱いにしている。 

 

表2 徳島大学で「活動報告書」を活用する選抜 
（令和3年度入試） 

区分 学 部 等 締切 募集 志願者

総合 医学部 
医学科 10月 30日   8人   3人 

推薦Ⅰ 

理工学部全1学科 
5コース 昼間主 11月 9日  10人 6人 

理工学部全1学科 
5コース 夜間主 11月9日 若干人 4人 

生物資源産業学部 
全1学科 11月9日   8人   9人 

推薦Ⅱ 

歯学部 
口腔保健学科 1月22日   5人   8人 

薬学部 
全1学科 1月22日  10人  28人 

理工学部 
全1学科6コース 1月22日 143人 226人 

生物資源産業学部 
全1学科 1月22日  22人  37人 

合計 ― ― 206人 321人 

 
専門高等学校等を対象にする2学部（学校推薦型選

抜I）において，「意欲的に取り組んだ活動」の評価内

容は他学部とは異なる。具体的には，理工学部では高

等学校の工業に関する学科特有の活動実績を評価し，

生物資源産業学部では高等学校の農業，工業，商業，

水産に関する学科又は総合学科特有の活動実績を評価

する。 

また，学部により「意欲的に取り組んだ活動」で取

り上げる活動数 9)は異なる。医学部（医学科）と歯学

部（口腔保健学科）は 2 件まで，それ以外の学部は 1
件になる。なお，2 件目の作成は任意で，件数は評価

の対象外としている。 

 

（2）香川大学 

香川大学では「活動報告」等10)を以下の入試で活用

している。 

 

表3 香川大学で「活動報告」等を活用する選抜 
（令和3年度入試） 

区分 学 部 等 締切 募集 志願者

総合Ⅰ

教育学部 
中学校教育コース 9月23日  10人   44人

医学部 
看護学科 9月23日  25人 134人

農学部 
全1学科 9月23日  25人 77人

推薦Ⅰ

教育学部 
2コース 11月9日  34人  128人

経済学部 
全1学科昼間主 11月9日  50人  149人

推薦Ⅱ
経済学部 
全1学科昼間主 11月9日  45人  138人

合計 ― ― 189人  670人
 
学部により「活動報告」の取り扱いは異なる。総合

型選抜では教育学部と農学部は，「意欲的に取り組んだ

活動」，「課題研究」，「資格・検定等」の全て提出は任

意としている。医学部看護学科の場合，「意欲的に取り

組んだ活動・課題研究等」（100字×3件）と「取得資

格・検定等」（英語3件，その他10件）についての提

出を求めている。 

学校推薦型選抜Ⅰ（大学入学共通テストを課さない）

では，教育学部は，「活動報告」として，「意欲的に取

り組んだ活動」と「課題研究」を合わせて 3 件，「資

格・検定・コンテスト等」（英語3件，英語以外10件）

について該当するものがある場合，提出を求めている。

経済学部の「資格及び活動歴」は，「取得資格・検定に

ついて」と「活動歴について」に二分している。うち

後者では，「Ⅰ.高等学校又は高等専門学校内外の活動

歴」，「Ⅱ.各種大会，演奏会，コンクール等での活動に

ついて」を提出できるようにしている。令和3年度の

選抜にあっては，新型コロナウイルス感染症対策の影

響により各種行事に参加できず，結果を記載できない

場合のため，成果獲得に向けた努力やプロセスやそれ

らに代わる目標に向けた努力も記載可能とした。学校

推薦型選抜Ⅱ（大学入学共通テストを課す）について

は，経済学部で学校推薦型選抜Ⅰと同一の書類の提出

を求めている。 

 

（3）愛媛大学 

愛媛大学では表4のとおり，全学部が「活動報告書」

を活用している。これは，平成 29 年度に特設のワー

キンググループを設置して，全学的に選抜方法の検討

を行った際，令和3年度入試以降は全学部の学校推薦

型選抜及び総合型選抜で「活動報告書」を活用するこ

とが決定されたことによる。活用方法は，調査書等の
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他の書類とともに点数化する方式と，面接等に含めて

評価する方式とに分かれる。 

 

表4 愛媛大学で「活動報告書」を活用する選抜 
（令和3年度入試） 

区分 学 部 等 締切 募集 志願者

総合Ⅰ 社会共創学部 
全4学科 9月18日  56人  161人

総合Ⅱ 

教育学部 
全3コース 11月6日  37人  77人

医学部 
医学科 11月6日  10人  20人

法文学部 
全1学科昼間主 12月11日  35人  94人

法文学部 
全1学科夜間主 12月11日  10人  18人

社会共創学部 
産業マネジメント学科 12月11日   17人  37人

農学部 
全3学科3コース 12月11日   19人  26人

推薦Ⅰ 

法文学部 
全1学科昼間主 11月6日  15人 76人

法文学部 
全1学科夜間主 11月6日  10人 23人

理学部 
2コース 11月6日  19人  46人

工学部 
8コース 11月6日  24人  61人

農学部 
全3学科 11月6日  40人  96人

推薦Ⅱ 

教育学部 
初等教育コース(小) 11月6日  10人  22人

理学部 
3コース 11月6日  23人  40人

医学部 
全2学科 11月6日  69人  202人

工学部 
全1学科9コース 12月11日   62人 119人

前期 教育学部 
全3コース 2月5日  103人 269人

後期 教育学部 
初等教育コース(小) 2月5日   10人 133人

合計 ― ―  569人 1520人

 

また，学部が採用している「活動報告書」の様式に

も差があり，医学部は「意欲的に取り組んだ活動」に

限定する。4 学部（法文学部，理学部，工学部，農学

部）では，これを必須とした上で，志願者の任意で「資

格・検定等」の様式も提出できる。これに対して，「活

動報告書」の活用が先行した社会共創学部（平成 28
年度入試以降）と教育学部（一般選抜を含め令和2年

度入試以降）では，「意欲的に取り組んだ活動」「課題

研究等」「資格・検定等」から 1 種類以上の提出を求

めている。 

 

（4）高知大学 

高知大学では，活動歴を評価する選抜を平成 15 年

度入試より医学部医学科（AO 入試Ⅰ）で実施してき

た。連合センターによる「活動報告書」の様式確立に

伴い，平成 29 年度入試より同選抜の様式をこれに改

め評価を開始した。本学で「活動報告書」を活用する

選抜は表5のとおりである。 

 

表5 高知大学で「活動報告書」を活用する選抜 
（令和3年度入試） 

区分 学 部 等 締切 募集 志願者

総合Ⅰ

理工学部 
地球環境防災学科 9月23日 7人 6人 

医学部 
医学科 9月23日 30人 192人 

推薦Ⅰ
理工学部 
地球環境防災学科 11月13日 8人 10人 

推薦Ⅱ
理工学部 
数学物理学科 11月13日 8人 1人 

前期 

人文社会科学部 
全1学科3コース 2月5日 167人 486人 

教育学部 
全5コース 2月5日 78人 160人 

理工学部 
全5学科 2月5日 146人 270人 

後期 理工学部 
生物科学科 2月5日 5人 36人 

合計 ― ― 449人 1161人

 
採用する様式は選抜で異なり，総合型選抜Ⅰ及び学

校推薦型選抜Ⅰ・Ⅱでは「意欲的に取り組んだ活動」

「課題研究」「資格・検定等」の3種類を評価するが，

一般選抜では「意欲的に取り組んだ活動」のみとし，

提出する活動数も1件に限定している。 

評価方法は，総合型選抜Ⅰ（理工学部）及び学校推

薦型選抜Ⅰ・Ⅱにおいては面接時の資料としている。

総合型選抜Ⅰ（医学部）は，第1次選抜では学力試験

や他の出願書類と共に総合的に評価し，第2次選抜で

は面接時の資料としている。一般選抜では，教育学部

の1コースのみ全受験者の評価を行うが，その他の学

部・学科においては合否境界上で同順位となった者に

対してのみ評価を実施する。 

 
以上のように，「活動報告書」に関して，各大学は連

合センターの様式に準拠しつつも，細部では学部によ

っても扱いを変えている。これを活用している大学や

学部の特性及び選抜方針は一様ではないため，志願者

が「活動報告書」等として報告するべき活動の範囲や

活用方法について学部等の判断が分かれるのは当然で

あろう。なお，「活動報告書」の評価項目等については
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大塚・喜村(2021)の報告も参照されたい。 

  

4 進学支援サイト「今ログ」 

 通年で利用できる「今ログ」では，「活動報告書」

に準拠した項目に加え，「進路メモ」への入力・記録が

可能である。「進路メモ」は白紙のノートのイメージで，

文字情報を記録するものである11)。例えば，進路（将

来）について調べたことや考えたこと，興味関心のあ

ること，希望する進路に向けた自己PR 等を想定して

おり，出願時の「志望理由書」の材料としての活用が

できるものとなっている。 

 5 大学への出願希望とは無関係に利用できる「今ロ

グ」は，学習や様々な体験の振り返りを含むポートフ

ォリオの側面もあるが，入力項目は非常にシンプルで

ある。入力者の負担に配慮した結果，最も入力項目が

多い「課題研究」でも，テーマ，そのテーマを選んだ

理由，個人・共同研究の別，指導者名，概要（300 字

以内），補足（300字以内）の6項目に留めている。こ

れだけでは，出願時の「活動報告書」としては，情報

量が不足するおそれがあるが，参考資料の添付を認め

ることで解決できる。 

ポートフォリオや「活動報告書」の設計では，作成

者（志願者）及び評価者にとって過度な負担を強いる

ものであってはならない。情報量が多いほど評価の精

度は高くなると考えられるが，負担が大きいとその利

用自体が敬遠されるであろう。負担と情報量のバラン

スについては，連合センターとしてもさらに検討して

行きたい。 

 

図1 「今ログ」登録者数の推移 

 

受注業者の変更により，「今ログ」は平成30年5月

にリニューアルオープンした。同年8月以降の登録者

数の推移は図1のとおりである。同年の入試シーズン

に入ると，17,000 人を超え，最近は 18,000 人前後で

安定している12)。 

入試シーズンが終了しても，大半は退会手続きを取

らずに，それ以降，ログインを行わないケースが多い

と見られる。そのまま1年経過すると自動的に登録及

び情報が抹消される。入試シーズンごとにピークを繰

り返さないのは，この1年経過による登録抹消者数と

新規登録者数が年間を通して同一水準にあるためであ

ると説明できる。なお，出願サイトの利用者，つまり

5 大学への出願者は，この「今ログ」登録者にもカウ

ントされる。これは両サイトが共通のログインアカウ

ントで管理されているためである。 

 

5 連合センターの意義と今後 

5 大学を設置するそれぞれの国立大学法人の「第三

期中期計画・目標」においては，以下の共通目標が設

定されている。 

四国地区5国立大学が連携して志願者の多様な活

動歴等の情報をオンラインで収集するシステムを

平成 29 年度までに開発・充実させ，志願者の資

質や能力を多面的・総合的に評価する入学者選抜

に活用する。  

 これまでに述べてきた「活動報告書」や「今ログ」

はこの共通目標を推進するために連合センターが開

発・充実させてきたものに他ならない。今般の入試改

革のなかで，5 大学がより多面的・総合的な評価を進

める上で，連合センターはその基盤を提供してきたと

言えよう。事実，すでに見たように，「活動報告書」は

広く活用され，入学者選抜上の課題である「主体性を

持ち，多様な人々と協働しつつ学習する態度」の評価

における一つの根拠資料として定着しつつあると考え

られる。 

 また，令和2年度はコロナ禍で実施できなかったが，

令和元年度までは，大阪と名古屋で高校等の教員を対

象に合同の入試懇談会を開催した。これに加え，平成

元年度には高校生等を対象として，大阪での合同相談

会を開始した。今後も5大学連携の維持が確実視され

る一方，各大学とも志願者数の減少が危惧されるとい

う共通の事情があるため，今後の連合センターの活動

はインターネット出願や「今ログ」に加え，合同の広

報活動に重点を置くことが考えられる。詳細は別の機

会に譲るが，メディアを活用した広報活動の充実も計

画されている。 
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6 おわりに 
令和2年度は連合センターの意義を再認識した年で

もある。すなわち，新型コロナウイルス感染症への対

応が迫られる中，連合センターは定期的な情報交換の

場となった。連合センターは毎月2回の定例会議をオ

ンラインで開催しているが，議題のない場合は不開催

とする扱いであった。しかし，令和2年度は，議題が

ない場合にも情報交換を行うこととした。その結果，

同年度中のオンライン会議の開催は20回13)に達した。

情報交換の内容としては，進学相談会やオープンキャ

ンパス等の対面による入試広報の実施の可否やオンラ

イン移行の検討状況，入試における新型コロナウイル

ス感染症の対策，面接を実施しない場合の代替手段の

ように入試関連の事項を中心としつつ，各大学の対面

授業の実施状況や教職員が求められている感染防止対

策など多岐に渡る。少なくとも入試に関しては，この

ような情報交換によって他大学の検討状況を参考にし

た上で方針決定を行うことができた。 

連合センターのように，構成大学の規程等で明確に

位置づけられ，複数大学の入試担当教員を構成員とす

る組織は我が国では稀な存在である。本発表で取り上

げたように，5 大学は入試関連の事業を共同実施する

ことでスケールメリットを享受できるのはもちろん，

早期のインターネット出願の導入や「今ログ」の提供

によって受験生等の利便性を向上させることもできた。 

しかし，5 大学はインターネット出願等で共同する

一方で，細部にわたる入試方法等の共通化までは踏み

込んでいないことも指摘しておきたい。例えば，先に

見たように「活動報告書」の扱いは大学・学部で異な

るし，インターネット出願ではデータ入力等の締め切

り時刻が異なる14）など，各大学の方針を尊重し，共通

化は行っていない。連合センターが安定的に機能して

いるのは，このように独自性を維持していることも一

因であると考えている。 

 

注 

1) この 6 人は四国地区国立大学連合アドミッションセンター

のアドミッションオフィサー（教員）である（令和 3 年 8
月現在）。 

2) 参考文献に掲げる「大学入試研究ジャーナルNo.27」又は「平

成 28 年度全国大学入学者選抜研究連絡協議会大会（第 11
回）研究発表予稿集」を参照されたい。 

3) 大規模なものとしては，平成27年度入試から導入した広島

大学が初である。 

4) 5大学としての取組は，学部の一般入試，推薦入試，AО入

試に限定した。 

5) 「活動報告書」は，当時は一般入試とされていた「入学志

願者の能力・意欲・適性等を多面的・総合的に評価・判定

する入試方法」の一資料という位置づけであった。 

6) 同年度に，愛媛大学スーパーサイエンス特別コースの AО
入試でも「活動報告書」が課されたが，これは 5 大学様式

をベースとし，同特別コースがアレンジを加えた様式であ

った。 

7) 「入学志願者本人が記載する」を繰り返し，ここでいう「活

動報告書」には高校教員等が作成するものは含まないこと

を明確にしている。 

8) 社会人選抜，私費外国人留学生選抜，帰国生徒選抜を除く。 

9) 複数の活動に取り組む志願者もいることから，連合センタ

ーの様式は最大で 3 件の「意欲的に取り組んだ活動」を想

定している。ただし，各学部の判断により，「2件まで」，「1
件に限る」等の扱いも可。 

10) 香川大学は募集要項等で，「活動報告書」ではなく「活動報

告」等としている。 

11) 6件まで入力できる。1件当たり，タイトル50字，内容1,000
字が上限。 

12) リニューアル前も同様で，平成30 年 2月は18,284件，同

3月は17,692件であった。 

13) インターネット出願システムの共同調達に係る仕様策定に

特化した3回を含む。 

14) 郵送書類の締め切りについて，「最終日必着」とする大学も

あれば「最終日消印有効」とする大学もあるなどの理由に

よる。 
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神戸大学「志」特別選抜における総合問題の出題と分析 

――第 1 次選抜における英語を主とした学力の評価を中心として―― 

 

田 健三，西山 覚，髙橋 真，進藤 明彦，杉山 浩一（神戸大学） 

 

神戸大学が入試改革の一環として開発してきた「志」特別選抜において，英語力評価を主要なねら

いとした総合問題（第 1 次選抜）の出題の際に想定した難易度を軸に，出題内容および結果を分析し

た。出題では，英語の語彙や文構造，内容の理解力，英語や日本語による表現力を主な評価観点とし

た難易度を各設問で想定した。基礎学力の担保および学力の個人差の識別を実現することを目的とし

たが，想定した結果にならない設問があった。単に語彙・構文・文法の理解力を考慮するだけでは測

れない「英語力」評価の難しさが課題として示された。本稿での分析や考察は，他大学における入学

者選抜試験の出題検討にも資することをねらいとしている。 
キーワード：総合問題，難易度の想定，基礎学力の担保，学力の個人差の識別，総合型選抜 

 

1 はじめに 

 神戸大学「志」特別選抜（以下「志」という）の概

要や模擬講義・レポートについては入研協や『大学入

試研究ジャーナル』で報告した(田, 2019；田ほ

か, 2021)ように，アドミッションセンター中心で実

施する第 1 次選抜の筆記試験（模擬講義・レポート，

総合問題Ⅰ，Ⅱ）の内容は，各学部・学科ごとに異な

るのではなく文系型受験と理系型受験それぞれで統一

している。 
文系型受験の総合問題Ⅰにおいては，日本語の複数

の資料文の内容に関する読解力，および資料文全体を

融合した問題に対する思考力や表現力等を測り，およ

び数学の基礎事項の理解力，論証に取り組む思考力を

測る。総合問題Ⅱにおいては，英文およびそれと関連

する日本語の文章を読解する力，思考する力，英語や

日本語で的確に表現する力を測ることをねらいとして

いる。 
理系型受験の総合問題Ⅰにおいては，英文およびそ

れと関連する日本語の文章を読解する力，思考する力，

英語や日本語で的確に表現する力を測り，および数学

の基礎事項の理解力，論証に取り組む思考力を測る。

総合問題Ⅱにおいては，主に化学分野，物理分野，生

物分野における知識・理解および科学的な見方・考え

方について問う問題を出題している（神戸大学, 
2020）。 
 本稿では，総合問題Ⅱ[文系型受験]（以下 総合問

題Ⅱ(文)という)および総合問題Ⅰ[理系型受験]（英語

分野）（以下 総合問題Ⅰ(英)という）において，英文

やそれと関連する日本文を通して思考力・判断力・表

現力をどのように測ろうとし，その出題の意図が得点

にどのように反映されたのか，また反映されなかった

のか，想定した難易度が適切であったのかについての

分析を中心に報告し，「志」だけではなく他大学にお

ける入学者選抜試験の出題検討にも資することをねら

いとする。 
 
2 総合試験と「志」における総合問題 

2.1 総合試験の分類 

 大学入学者選抜に活用される総合試験について，藤

井ほか (1999)は次のように分類している。 
A：大学での学習(原文ママ)に必要とされる基礎的能

力を測定する試験 (特定教育課程に準拠しない) 
A1)いくつかの科目に共通する能力を測る試験― 

SAT I(米国)，PET(イスラエル)，CSAT(韓国) 
A2)特定の分野へ進学するための能力・適性を測

る試験―TMS(ドイツ，スイス)，MCAT(米国) 
B：教育課程で学ぶ個別科目に準拠して作成される

問題 
B1)いくつかの科目を(原文ママ)問題が混合されて

いる問題(科目混合型)―LFS(フィンランド) 
B2)いくつかの科目の内容を融合させた形からな

る試験 (科目融合型)―CSAT(韓国)の一部 
 また，柳井ほか (1999:13)は次のように分類してい

る（X，Yは筆者の記号）。 
X：教科科目複合型(Cross-Subject type)総合試験 

高等学校で教育される個々の教科科目の内容の

枠を超え，いくつかの教科科目の内容を融合した

形で出題される。 
Y：教科科目フリー型(Curriculum-free type)総合

試験 
教科科目に限定しない能力を測る総合試験で，
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各科目の基礎知識の記憶というよりは，必要な資

料やデータを与えて，それにもとづいて推論を行

わせるもので問題解決型試験と呼ばれることがあ

る。受験者がそれまでに獲得した能力を測定する

だけでなく，大学入学後，専門分野における授業

や与えられた課題を遂行していく上で必要とされ

る基本的能力の測定をめざすもの。 

 
2.2 「志」における総合問題 

 上記 2.1 の分類に従えば，「志」の第 1 選抜におけ

る模擬講義・レポートは A1/Y に分類されると考えら

れる。総合問題Ⅱ(文)および総合問題Ⅰ(英)は B2/X
の内容を含む（表 2 参照）が，教科科目（主に英

語）に限定した能力を測る問題も出題している（表 1
参照）。 
 本稿では，総合問題Ⅱ(文)および総合問題Ⅰ(英)に
関して出題の意図や結果の分析を報告する。 

 

表1 総合問題Ⅱ(文)，総合問題Ⅰ(英)の問題構成 

大問   試験の型 大問   試験の型

1 教科科目型 1 教科科目型
2 教科科目型 2 教科科目複合型
3 教科科目複合型

注）大問の順は実施年度により変更あり

総合問題Ⅱ(120分) 総合問題Ⅰ(英)(120分の内60分を想定)

 

 
表2 教科科目複合型の問題構成    

資料文

1

2 英文
3 英文と関連したテーマの日本文

注）資料文の順は実施年度により変更あり

英文と日本文に関して交わされた英語と日本語
（または日本語）の会話文

種類

 
 
3 「志」における総合問題Ⅱ(文)（2020年度実施） 

  [文系型受験] 

3.1 出題の意図・評価ポイント 

 出題の意図・評価ポイントは，次のように公開し

ている（神戸大学, 2020）。 

1 問題文は，美の概念について心理学的な視点で

書かれた英文である。 

問 1 問題文中の下線部の内容を文脈から理解する

力，与えられた英語の単語を用いてその内容を

英語で思考し，制限語数内の英語で的確に記述

する表現力を測る。 

問 2 個人的な美の概念と対比した普遍的な美的事

象の存在に対する筆者の主張を読み取る力，お

よび制限字数内の日本語で的確に説明する表現

力を測る。 

問 3 問題文の意味的なつながりについての理解力，

および英語の基礎的な語彙力や構文の知識に基

づき，美の概念に対する心理と社会的地位に対

する心理に関する筆者の主張を読み取り，日本

語で的確に記述する表現力を測る。 

問 4 一般的な art と区別した筆者独自の用語であ

る“Art”の意味を，問題文全体の包括的な理解に

基づき，制限字数内の日本語で的確に説明する

表現力を測る。 

2 問題文は，在宅勤務に関する英文である。 

問 1 問題文の理解に基づき，在宅勤務の利点を日

本語で簡潔に説明する表現力を測る。また，す

べての労働者に対して在宅勤務を課すと仮定し

た場合の問題点をみずから論理的に考察する力，

および日本語で的確に説明する表現力を測る。 

問 2 「すべての労働者は在宅勤務をすべきだ」と

いう論題に対して，前問で列記した問題点に基

づいた反論を考え，論理的思考力および制限語

数内の英語で的確に記述する表現力を測る。 

3 問題文は，Sustainable Development Goals に

関連する日本文と英文，およびそれに関して交わさ

れた日本語の会話文である。 

問 1 問題文を読んで，複数の文章を関連させて包

括的に理解する力，意味的なつながりの理解力，

および日本語で的確に記述する表現力を測る。 

問 2 問題文を読んで，複数の文章を関連させて包

括的に理解する力，意味的なつながりの理解力，

および制限語数内の英語で的確に記述する表現

力を測る。 

問 3 提示された日本文の理解に基づき不完全な英

文を完成させ，英語で的確に記述する表現力を

測る。 

問 4 就学以前の学びの重要性を記した英文の読解

力，および制限字数内の日本語で的確に説明す

る表現力を測る。 

 

3.2 結果の分析 

3.2.1 志願者・合格者の推移 

2020 年度実施の志願者は 39 名であった。2019 年

度の 49 名よりも 10 名減となった。文学部 4 名，法

学部 7 名の減少がみられた。2018 年度実施と 2019



大学入試研究ジャーナル第 32 号 
 

- 206 - 

年度実施の倍率は，文学部8 倍/6.7 倍，法学部 6.7 倍

/8.3 倍で，それぞれ高倍率が続いたことが志願者減の

要因のひとつと推察される。新型コロナウイルス感染

拡大の影響については不明であるが，懸念された激減

には至らなかった。農学部食料環境システム学科食料

環境経済学コースは一般入試では理系型受験であるが，

「志」では文系型受験で，志願者数は微増傾向がみら

れた（表3参照）。 

 
表3 志願者・合格者の推移 [文系型受験] 

学部 学科 専攻・コース 募集人員 志願者数 合格者数

文学部 人文学科 ３・３・３ 16・20・24 ３・２・３

法学部 法律学科 ３・３・３ 18・25・20 ４・３・4
農学部 ２・２・２ ５・４・２ ２・１・１

注）数字は2020年度・2019年度・2018年度実施の順を示す

食料環境システ
ム学科

食料環境経済学
コース

 
 

3.2.2 出題の留意点と難易度の想定 
「志」第 1 次選抜の筆記試験は，理系型受験・文系

型受験をそれぞれ 1 日ずつ計 2 日間で実施する。

2020 年度は 11 月 7 日・8 日，2019 年度は 9 月 14
日・15日，2018年度は9月15日・16日であった。

2020 年度は新型コロナウイルスの感染拡大の影響の

ため，当初 10 月上旬実施予定であったが 11 月に延

期されたもので，2021 年度実施からは原則 10 月上

旬に設定されている。 
 このように高等学校での学習課程が修了していない

時期に実施する早期の特別選抜においては，現役受験

者の学習状況に配慮しつつ大学での学修に最低限必要

な基礎学力を担保するというテストの妥当性と，田

ほか(2021)で報告したように，第 1次選抜では，面接

や発表等の対面を重視した最終選抜に適した合格者数

に絞る必要があるため，学力の個人差の識別も重要な

課題となる。 
 従って，筆記試験の出題にあたっては設問の難易

度を十分に考慮する必要性があるものの，問題作成時

においては受験者の学力に関するデータはなく，難易

度の想定は非常に困難な課題である。第 1 次選抜は

部局の支援を受けつつ，アドミッションセンターの教

員が主となって担当している状況から，出題の際の難

易度想定にはアドミッションセンター教員の「経験

値」に依るところが大きい。 
 英文の難易度は，過去のある年に民間が実施したあ

る特定の全国規模の大学入試模試（10 月実施，記述

式）における本学の合格可能性を示す偏差値とその得

点を参考にした。試験全体の平均得点率を基準に

10％ごとの範囲で「やや難」「標準」「やや易」を想

定した。受験者や出題形式など異なる点が多く，想定

の科学的な根拠を示すことはできず，出題者の経験値

に依拠している。しかし，他大学においても類似した

状況があると推察され，その推察が正しければ，試験

の結果を継続的に蓄積し分析する作業は，経験値の精

度を高める上で必要不可欠ではないかと考える。 

 
3.2.3 想定した難易度と結果の分析 
 個々の設問の難易度は，上述の基準を前提に出題

者の経験値に依り想定した。得点率分布を 9 つに区

分したヒストグラム（本稿では非表示）を 3 区分ご

とに上位層，中位層，下位層に分け，9 つの区分の中

で最も低い得点率の層を最下位層という用語を用いて

分布の特徴を説明した。なお，具体的な設問は公開し

ている(神戸大学, 2020)が，本稿でのわかりやすさを

重視し，【設問内容】として記述した。 
 1. 平均得点率がほぼ想定内（誤差±3%）の設問 
 (1)大問 1 問 1【標準】:【設問内容】指定された文

の前後の文脈を読み取る力に基づき，本文中の 1 文

の意味を指定された 2 つの単語を用いて的確な別の

英文に書き換える。【分析】指定された英文の意味は

難しくないが，別の英語で表現するには基本的な構文

の知識が必要となるため，その構文の理解力および基

礎的な文法の理解力の点で上中下の各層に分散され，

中位層が最も厚かった。 
  (2)大問 1 問 3【標準】:【設問内容】指示語の内容

の理解に基づいて，指定された文を日本語に直す。形

式的な文のつながり(cohesion) / 関係代名詞 what の
用法 / 現在完了の用法 / 基礎的な語彙，などの理解

力，および日本語の表現力を測ることをねらいとした。

【分析】中位層以上が多数を占め，中位層が上位層よ

りもやや多かった。問われている指示語は直前の文お

よびその前の文の意味も含んでいることを理解する必

要があり，その理解力において個人差が生じたと推察

される。 
 (3)大問 3 問 1 ウ【標準】:【設問内容】開発途上国

の 2 億人以上の 5 歳以下の児童が置かれている状況

について記述した英文の該当個所を特定し，その内容

を日本語で的確に説明する。【分析】上・中・下の３

つの層に分散され，度数の多さは上位層＞中位層＞下

位層の順であった。語彙や文構造（be at risk / fail to 
/ reach full potential）の理解力の差が得点率に反映

されたと考えられる。 
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(4)大問 3 問 2 オ【標準】:【設問内容】日本文の論

理性を理解し日本文の該当個所を特定し，「ハイレベ

ル政治フォーラム」について英語で的確に説明する。

【分析】上位から下位に分散し，度数は上位層＞中位

層＞下位層の順で多かった。「毎年開かれる」「現在の

課題は何かについて話し合っている」を英語で表現す

るのは比較的易しいが，「目標達成の進捗状況」の内

容を咀嚼してやさしい英語で表現できるかという点で

個人差が生じたと考えられる。 
 (5)大問 3 問 2 カ【標準】:【設問内容】日本文の該

当個所を特定し，2018 年の国際会議の決意内容を英

語で的確に説明する。【分析】上位から下位に分散し，

上位層と中位層は同数で，下位層は少なかった。「一

致団結して」「決意を示した」を基礎的な英語で表現

できるかどうかという点で個人差が生じたと考えられ

る。 
 (6)大問 3 問 3【標準】:【設問内容】日本文の該当

個所を特定し，国連事務総長の呼びかけを英語で的確

に記述する。【分析】上位から下位に分散し，度数は

中位層がほぼ半数を占め，次に上位層＞下位層の順で

多かった。「必要な変革」「確実に進んでいる」を基礎

的な英語で表現できるかという点で個人差が生じたと

推察される。 
 2. 平均得点率が想定よりも高い設問 
 (1)大問 2 問 2【標準】:【設問内容】在宅勤務の問

題点を自ら思考し日本語で説明するとともに，全業種

で在宅勤務を実施すべきとする案に対する反論を 80
～100 語の英語で論理的に記述する。【分析】エッセ

イ・ライティングの訓練ができていると思われる受験

者が多く，上位層が厚かったが，内容の論理性や語彙

力の点で個人差が生じた。 
 (2)大問 3 問 1 エ【やや易】:【設問内容】ガーナの

児童が置かれている状況について記述された英文の該

当個所を特定し，その内容を日本語で的確に説明する。

【分析】キーワード Ghana（ガーナ）は注釈がつい

ており該当個所の特定は容易であり，語彙や文構造

（a boy from a wealthy household / urban area / be 
as likely to）に対する理解力が想定より高かったと考

えられる。 
 (3)大問 3 問 4【標準】:【設問内容】英文の該当個

所を特定し，モザンビークの子どもが置かれている状

況を日本語で的確に記述する。【分析】上位から下位

に分散し，度数は上位層が非常に厚く，中位層と下位

層はほぼ 2：1 の割合であった。該当個所は註釈のつ

いたモザンビーク(Mozambique)から容易に特定でき，

基礎的な表現(go on to attend / compared with)と，

やや難解な children who had not の省略表現の理解

力で個人差が識別できた。 
 3. 平均得点率が想定よりも低い設問 
  (1)大問 1 問 2【やや難】:【設問内容】つなぎこと

ば“On the other hand”を挟んだ前後の文の意味を対

比させて説明する。【分析】上・中・下の 3 つの層に

分散されたものの，度数の多さは下位層＞中位層＞上

位層の順となった。前部の英文の意味は理解しつつも，

On the other hand 以後の英文の意味を一般化して

表現することが難解であり，その点で個人差が生じる

ことをねらいとしたが，下位層が想定以上に多かった。 
 (2)大問 1 問 4【やや難】:【設問内容】芸術につい

て“Art”と“art”を区別する筆者の核となる主張を読み

取り，日本語で表現する。【分析】半数近くが 0 点だ

った。残りの約半数は上位層から中位層まで広く分散

した。部分的ではなく英文全体の意味を理解すること

が難しかったと考えられる。 
 (3)大問 2 問 1【やや易】:【設問内容】在宅勤務に

関する英文からその利点を読み取り，日本語で簡潔に

説明する。【分析】上・中・下の 3 つの層に広く分散

されたが，英文にない利点を記述したり，説明が不十

分な解答がみられ，想定よりも低くなった。 
 (4)大問 3 問 1 ア【標準】:【設問内容】世界銀行の

専門家の言説について記述した英文の該当個所を特定

し，その内容を日本語で的確に説明する。【分析】該

当個所は 2016 / World Bank という語句を示しわか

りやすいヒントを与えているが，該当する英文中の基

礎語彙や文構造の理解力が想定よりも低かったと考え

られる。3 つの層に分散されたが，下位層＞中位層＞

上位層の順で層が厚かった。 
 (5)大問 3 問 1 イ【やや難】:【設問内容】2030 年

までの SDGs の目標について記述した英文の該当個

所を特定し，その内容を日本語で的確に説明する。

【分析】該当個所はsustainable development goals / 
by 2030という語句がヒントとなるが内容がやや難解

であり，さらに語彙や構文（have access to / quality
の形容詞の意味 / so that 副詞節）の理解不足が想定

以上に低い得点率につながったと考えられる。大半が

下位層，中位層を構成する結果となった。 
 (6)大問 3 問 2 キ【標準】: 【設問内容】体が不自

由な子どもや HIV に感染した子どもが置かれている

状況について記述した英文の該当個所を特定し，その

内容を日本語で的確に説明する。【分析】該当個所の

特定は，children with disabilities / HIVの用語がヒ

ントとなり容易であるが，the least prepared for / 
miss out on the opportunityの語句の理解が不十分で
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あった。上位から下位に分散しているが，中位層と下

位層がほぼ同数で，上位層の度数は小さかった。 
  4. 総合問題Ⅱ(文)の得点率分布 
 個々の設問については，上記 1.～3.に示したが，総

合問題Ⅱ(文)の平均得点率はほぼ想定（【標準】）の範

囲内で，設問全体の難易度は適切であったと考える。

ただし，標準偏差(100 満点換算値 10.5)は 2019 年度

(12.9)よりも小さかった。「やや難」を想定した設問

の得点率が想定以上に低く，上位層・中位層のばらつ

きが想定よりも小さかったことが要因の一つと推察さ

れる。 
 

4 「志」における総合問題Ⅰ(英)（2020年度実施） 

  [理系型受験] 

4.1 出題の意図・評価ポイント 

出題の意図・評価ポイントは，次のように公開し

ている（神戸大学, 2020）。 
1 問題文は，数や数学に関する概念と脳の発達と

の関連についての英文である。 
問 1 問題文の前後の文脈から内容を正しく理解す

る力，倒置などの基礎的な構文の理解度，およ

び日本語で的確に説明する表現力を測る。 
問 2 問題文の理解に基づき，数や数学に関する異

なった概念をまとめた表を完成させ，英文の読

解力および制限字数内の日本語で的確に説明す

る表現力を測る。 
問 3 問題文中の実験について，その方法と結果を

記した英文の読解力，および制限字数内の日本

語で的確に説明する表現力を測る。 
問 4 問題文中の実験について，その結果から導き

出される推論を記した英文の読解力，および指

定語数の英語で簡潔に表現する力を測る。 
問 5 問題文中の実験について，その結果が裏付け

ている仮説を記した英文の読解力，および制限

字数内の日本語で的確に説明する表現力を測る。 
2 問題文は，グローバル・コモンズに関する日本

文，グローバル・コモンズの一部である宇宙の開発

に関連した英文，およびそれらの文章に関して交わ

された英語と日本語の会話文である。 
問 1 問題文を読んで，複数の文章を包括的に理解

し，英語の会話文の空所を補うのに必要な英語

を論理的に推論し，英語で的確に記述する表現

力を測る。 

問 2 問題文を読んで，複数の文章を包括的に理解

し，日本語の会話文の空所を補うのに必要な日

本語を論理的に推論し，日本語で的確に記述す

る表現力を測る。 
問 3 タイにおいて日本が貢献している宇宙技術の

開発協力について記した英文の読解力，および

制限字数程度の日本語で的確に説明する表現力

を測る。 

 
4.2 結果の分析 

4.2.1 志願者・合格者の推移 

 2020 年度実施の志願者は 108 名であった。2019
年度 89 名，2018 年度 70 名と比較すると年々増加傾

向にある。その背景には，募集人員の増加（54 名，

42 名，40 名：2020 年度実施～2018 年度実施の順）

が考えられる。倍率の高い順では，工学部建築学科 8
倍，医学部保健学科検査技術科学専攻 6.5 倍，農学部

生命機能科学科応用生命化学コース 6 倍，医学部保

健学科理学療法学専攻 5.5 倍であるが，理系型受験全

体では 2 倍で，志願者が 0 名の学科やコースもあり，

志願者の増加が課題のひとつである（表4参照）。 

 

表4 志願者・合格者の推移 [理系型受験] 

学部 学科 専攻・コース 募集人員 志願者数 合格者数

国際人間科学部 環境共生学科 ７ ・５ ・５ 12・17・14 ４ ・３ ・３

看護学専攻 ４ ・４ ・２ ９ ・４ ・８ ４ ・３ ・２

検査技術科学専攻 ２ ・２ ・２ 13・８ ・２ ２ ・２ ・２

理学療法学専攻 ２ ・２ ・２ 11・８ ・８ ２ ・２ ・２

作業療法学専攻 ２ ・２ ・２ ５ ・５ ・０ ２ ・２ ・０

建築学科 ２ ・２ ・２ 16・10・３ １ ・２ ・１

市民工学科 ２ ・２ ・２ ０ ・０ ・０ ０ ・０ ・０

電気電子工学科 ２ ・２ ・２ １ ・３ ・１ ０ ・０ ・１

機械工学科 ２ ・２ ・２ ３ ・０ ・２ ０ ・０ ・１

応用化学科 ３ ・２ ・２ ８ ・２ ・７ ４ ・１ ・３

情報知能工学科 ２ ・２ ・２ ３ ・４ ・１ ２ ・１ ・１

食料環境システム学生産環境工学コース ２ ・２ ・２ ５ ・４ ・４ ０ ・１ ・１

応用動物学コース １ ・１ ・１ ４ ・３ ・０ １ ・１ ・０

応用植物学コース ２ ・１ ・１ ０ ・３ ・３ ０ ・１ ・１

応用生命化学コース １ ・１ ・１ ６ ・２ ・５ ２ ・０ ・１

応用機能生物学コース

(旧 環境生物学コース)

グローバル輸送 航海マネジメント

科学科 コース

ロジスティクス

コース

海洋安全システム

科学科

海事科学部 10・５ ・５

医学部

保健学科

工学部

農学部

資源生命科学科

生命機能科学科
３ ・３ ・３

注）数字は2020年度・2019年度・2018年度実施の順を示す

２ ・６ ・５ ２ ・３ ・３

４ ・10・７ ３ ・１ ・１

２ ・１ ・１ ３ ・０ ・０ ０ ・０ ・０

３ ・１ ・１ ３ ・０ ・０ ２ ・０ ・０
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4.2.2 想定した難易度と結果の分析 
 難易度は，「難」「やや難」「標準」「やや易」の 4
段階を想定し出題した。文系型受験同様，基準に関す

る具体的な数値は省略した。本項でも【設問内容】を

記述した。 
1. 平均得点率がほぼ想定内（誤差±3%）の設問 

 (1)大問 1 問 1【標準】:【設問内容】問題文の前後

の文脈から判断し，科学に関する最も深い謎を日本語

で的確に説明する。倒置構文 / 最上級の表現 / like
を用いた例示 / appear to不定詞，という英語の基礎

的な構文や語彙の理解力を測ることをねらいとした。

【分析】上・中・下の 3 つの層に分かれ，上位層と

下位層がほぼ同数で中位層は 1/4 を占めた。文構造や

語彙の理解力で個人差が生じたと推察される。 
 (2)大問 1 問 2 イ 【標準】:【設問内容】Plato の数

や数学に関する概念を制限字数内の日本語で的確に説

明する。【分析】上位層から下位層に分散されたが中

位層が 40%以上を占めた。上位層＞下位層だが，僅

差であった。英文の特定は容易であり，文構造や語彙

は想定した難易度であったと考えられる。その理解力

の差が得点に反映されたと推察される。 
 (3)大問 1 問 3 オ【やや易】:【設問内容】問題文中

の実験について，その結果を制限字数内の日本語で的

確に説明する。【分析】該当する英文の難易度は標準

的であるが，設問（問 3）で示した表の中にヒントを

与えた結果，上位層が非常に厚かった。 
(4)大問 2 問 1 ア【標準】:【設問内容】英語の会話

文から該当する日本文の個所を特定し，グローバル・

コモンズの一般的なイメージを英語で的確に記述する。

【分析】ヒントを理解すれば，該当の日本文を特定す

るのは容易であり，基礎的な英語力でその内容を英語

で説明することができる。3 つの層に山ができたが，

度数は中位層＞下位層＞上位層の順で多く，中位層が

ほぼ半数を占めた。 
(5)大問 2 問 2 キ【やや難】:【設問内容】日本語の

会話文から英文の該当個所を特定し，国際宇宙ステー

ション(ISS)が人類にとっても外交的にも重要なプロ

ジェクトになっている理由を日本語で的確に記述する。

【分析】最下位層がほぼ 45％を占めたものの，平均

得点率は想定の範囲内であった。英文の該当個所を特

定するのがやや難しく英文の読解力と，a grand 
project / in which / participate / in the field of の語彙

や構文の理解力の違いで個人差が生じたと考えられる。   
(6)大問 1 問 5【やや難】:【設問内容】問題文中の

実験について，その結果が裏付けている仮説を制限字

数内の日本語で的確に説明する。【分析】仮説は実験

の内容を記した全体の英文から思考する必要があるた

め，やや高い難易度を想定した通りの結果であった。

下位層がおよそ半数を占め最下位層が非常に多かった

が，上位層が約 30％で，中位層が 3 つの層の中で最

も少数であった。 
2. 平均得点率が想定よりも高い設問 
(1)大問 1 問 2 ア  【標準】 :【設問内容】

Pythagoras の信奉者の数や数学に関する概念を制限

字数内の日本語で的確に説明する。【分析】上位層が

60%以上を占め，中位層が下位層よりもやや多かった。

英文の特定は容易であり，文構造や語彙が受験者には

想定よりもわかりやすかったと考えられる。 
(2)大問 1 問 3 エ【やや易】:【設問内容】問題文中

の実験について，その方法を制限字数内の日本語で的

確に説明する。【分析】該当する英文の難易度は標準

的であるが，設問（問 3）で示した表の中にヒントを

与えた結果，上位層が想定を超える結果となったと考

えられる。他方，ほぼ 20%の下位層が存在し，日本

語での記述回答が十分に訓練されていない受験者がい

ることが推察される。 
(3)大問 2 問 2 カ【標準】:【設問内容】日本語の会

話文から英文の該当個所を特定し，宇宙開発に関する

国際的な対話や協議の目的を日本語で的確に記述する。

【分析】上・中・下の 3 つの層の山ができ，度数は

上位層＞中位層＞下位層の順に多く，上位層が 40％
近くを占めた。ヒントから英文の該当個所の特定は容

易であるため，with the aim of / promoting / sharing 
/ from a broad viewpoint の語彙の理解力で差が生じ

たと推察される。 
3. 平均得点率が想定よりも低い設問 
(1)大問1問2ウ 【標準】:【設問内容】Einstein の

数や数学に関する概念を制限字数内の日本語で的確に

説明する。【分析】下位層＞中位層＞上位層の順で分

散されたが下位層が 45%強を占めた。英文の特定は

容易であるが，問 2 ア，イと比較すると文構造や語

彙が受験者には想定よりも難しく，その理解力の差が

得点に反映されたと考えられる。 

(2)大問 1 問 4【難】:【設問内容】問題文中の実験

について，その結果から導き出される推論を指定語数

の英語で簡潔に表現する。【分析】本文には記されて

いない英文を，問題文全体から推察し空所を埋めなけ

ればならず「難」を想定したが，想定よりもはるかに

難易度は高かった。その中で 2 名が正答し，1 名は正

答に近かった。 
 (3)大問 2 問 1 イ【標準】:【設問内容】英語の会話

文から該当する日本文の個所を特定し，グローバル・
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コモンズに関する国際法が不十分な理由を英語で的確

に記述する。【分析】英語の会話文から日本文の該当

個所を特定し，その内容を英語で記述することが難し

かったことが要因だと推察されるが，下位層が厚かっ

た。 
(4)大問 2 問 1 ウ【やや難】:英語の会話文から該当

する日本文の個所を特定し，グローバル・コモンズの

定義を英語で的確に記述する。【分析】上位から下位

に至るまで分散されたが，最下位層がおよそ 45％を

占めた。英語の会話文にヒントを与えているので日本

文の該当個所を特定するのは難しくないため，英語の

語彙や構文の力の個人差をねらいとしたものの，その

内容を英語で記述するには受験者に想定以上に高い表

現力を求める結果になったことが要因であると考えら

れる。 
(5)大問 2 問 1 エ【標準】:日本語の会話文の内容を

ヒントにして，スペース・デブリーについて英語で的

確に記述する。【分析】日本語の会話文から該当する

日本文の特定は容易で，means / broken pieces / in 
space / comes fromなど読解の場合であれば基礎的な

用語をうまく使えるかどうかで個人差が生じる工夫を

したが，最下位層が想定を超えおよそ 40％を占めた。 
(6)大問 2 問 2 オ【標準】：【設問内容】日本語の会

話文から該当する英文の個所を特定し，スペース・デ

ブリーの原因について日本語で的確に説明する。【分

析】上位層と下位層がほぼ同数であったが，最下位層

が約 30％で最も多かった。その結果想定よりも低く

なったが，caused by / crashes などの語彙の理解力

で個人差が生じたと推察される。 
(7)大問 2 問 2 ク【やや難】:【設問内容】日本語の

会話文から該当する英文の個所を特定し，ISS が宇宙

分野の能力構築を支援する目的として行っている活動

を日本語で的確に記述する。【分析】最下位層が 60％
弱を占めた。英文の該当個所を特定するのがやや難し

いので，英文の読解力と，release satellites / on 
behalf of / for the purpose of / providing supportの語

彙や構文の理解力の違いで個人差が識別できることを

ねらいとしたが，想定よりも受験者には難解であった

と考えられる。 
(8)大問 2 問 3【やや難】:【設問内容】タイにおい

て日本が貢献している宇宙技術の開発協力について記

した英文の読解力を基に，制限字数程度の日本語で的

確に説明する。【分析】最下位層が 55％強を占めた。

最下位層以外は，上位層から下位層まで広く分散され

た。設問の指示文から英文中の該当個所は容易に特定

できるので，such as / farming tools / positioning / 

automatically-operated / construction machines の
語彙の理解力で個人差が生じたと推察される。 

4. 総合問題Ⅰ(英)の得点率分布 
 総合問題Ⅰ(英)の平均得点率は想定（【標準】）より

も低かったが，得点率分布では上位層から下位層まで

のばらつきがみられた（標準偏差は 52 点満点換算値

8.0。2019 年度 7.9 ※数学的分野の配点率：48%）。

中位層＞下位層＞上位層の順で度数が多く，中位層が

およそ半数を占めた。英文全体の難易度は標準と判断

される（出題者の経験値に依る）ものの，受験時期に

おいて英語の語彙や構文の理解力・表現力，また制限

字数で日本語にまとめる表現力が十分に習得されてい

ない受験者が存在することが推察される。 

 
5. 考察 

 学力を特定できない受験者を対象としたテストにつ

いて，想定通りの結果を得ることは容易ではない。重

要課題である基礎学力の担保および学力の個人差の識

別を実現するために，各設問で3段階あるいは4段階

の難易度を想定したが，想定した結果にならない設問

があった。3.2.3 および 4.2.2 では，平均得点率がほ

ぼ想定内の設問，想定よりも高い設問，想定よりも低

い設問に分類してそれぞれの要因を分析した。 

 難易度に関しては，英語の語彙や文構造，内容の理

解力，英語や日本語による表現力を主な評価観点とし

て想定した。総合問題Ⅱ(文)と比較すると，総合問題

Ⅰ(英)に「やや難」が幾分多くなったが出題したい内

容を重視した結果であった。「標準」や「やや易」の

設問と得点率が相殺されて全体として平均得点率が

「標準」になるものと想定した。「やや難」の各問で

いずれも満点を取得した受験者もあり，受験者の学力

を不適切な程度に逸脱してはいないと判断している。

総合問題Ⅱ(文)においても，学力の個人差を識別する

という観点からは「やや難」を含めた難易度の想定は

意味があったと考える。 
各問において想定が外れた背景にはいくつかの要因

が考えられる。 
(1)語彙・構文・文法の理解力：単語については辞

書に難易度の記述があり，構文や文法は高校生用の参

考書での解説を参考にして，(a)高等学校段階で習得

されていると思われるもの，(b)十分習得されていな

いと思われるものとの判別はある程度可能であるが，

文中から類推できる場合とそうでない場合があり，

(a)(b)の区別が単純に得点に反映されるとは限らない。 
(2)内容の理解力：個々の英文の意味は理解できて

も，英文全体の内容を包括的に理解できない場合や英
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文の意味を一般化して理解できない場合など，「総合

的な語学力」の想定が困難である。 
(3)英語の表現力：内容を英語で記述するには，た

とえば，「目標達成の進捗状況について話し合う」を

“discuss how much the goals have been achieved”な
ど意味を噛み砕いてやさしい英語で表現するなど，

「想像力」や「創造力」を課す場合があり，単に語彙，

構文，文法の習得以上の高い表現力が求められる場合

がある。受験者のその技能を想定することは容易では

ない。 
(4)日本語の表現力：記述式の場合は，脳で理解さ

れたイメージを的確な日本語で描出する表現力に個人

差が生じるがその能力の想定は難しい。 
(5)ヒントの活用力：提示したヒントを受験者が想

定よりもうまく活用した結果，難易度を想定以上に下

げ過ぎる場合があったり，逆にヒントが活用されず難

易度が想定よりも高くなる場合がある。 
 以上の(1)～(5)は，設問の難易度を想定する際に考

慮した評価観点であるが，CEFR のような明確な評

価規準・基準の設定は，上述した理由により実現困難

であり，難易度は出題者の経験値に依拠している状況

がある。本稿で行ったような分析を継続しデータを蓄

積することが，出題者の経験値の精度を高め，想定し

た難易度に相応する出題を可能にする現実的な方法で

はないかと考える。 
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――国立大学へのアンケート結果から―― 

 
永野 拓矢，橘 春菜，寺嶌 裕登，石井 秀宗（名古屋大学） 

  
 2020 年初めから世界規模で拡大した新型コロナウイルス感染症により，我が国の大学でもオープンキ

ャンパスや進学相談会等の入試広報関連の行事が軒並み中止となった。その代替として活用されたのが

オンラインを用いたオンデマンドおよび双方向タイプの企画であり，新たな手段として存在感が増して

いる。本稿では生徒や保護者等を対象とした，オンライン形式に切り替えた進学相談会等について概観

し，企画や運営について大学にアンケート調査を行い，成果と課題について考察した。その結果，参加

者のニーズに適した実施がなされていることが確認出来た一方で，改善すべき課題も散見された。 
 キーワード：国立大学の入試広報，オンライン，コロナ禍による志望校の変化 
 

1 はじめに 
 2020 年初頭より世界的に拡大した新型コロナウイ

ルス感染症の流行拡大により，大学では様々な対応に

追われた。大学行事を通して感染が拡大することの懸

念から，20年度末は多くの大学で一般選抜の仕様が変

更されるとともに，卒業式および新年度の入学式が中

止される等，学年暦が変更された。また，大学構内で

の人の接触を減らすために，教職員・学生の大学構内

への立ち入りが規制され，授業，実験・実習，会議等

のオンライン化が推進された。さらに，人流抑制の観

点から，県を跨ぐ出張等の自粛や禁止，学会等もオン

ラインに切り替えられることになった。 
 大学にとって学生募集の手段として重視する入試広

報も同様である。地域間の移動機会を減らすことや，

大学構内での「3 つの密」１）を防ぐため予定していた

企画が相次いでオンライン化された。とりわけ大勢の

高校生や保護者等が集うオープンキャンパスも対象と

なり，普段は来場者で混み合うキャンパスも，中止や

縮小あるいはオンラインに切り替えて実施する等，多

くの大学で学内での実施は見送られた。 
 また，オープンキャンパスと並ぶ入試広報の主要な

手段として，生徒や保護者を対象とした大学説明や入

試相談等の相談会企画がある（以下，「相談会等」と表

記する）。これらは受験産業や広告代理店等が会場を借

り，多数の大学等が参加して，来場者は関心がある学

校のブースに着席して個別説明を受ける,あるいは質

疑応答を行う形式が一般的であるが，やはり今般のコ

ロナ禍により延期や中止になった催しも多く，生徒や

保護者との接点が得にくい1年となった。 
 表 1 は名古屋大学における 2020 年度のオープンキ

ャンパスおよび相談会等の年度計画と参加・開催有無

の一覧である。本件は筆者らが属するアドミッション

部門の教員と事務職員（入試課）にてほぼ全てを担っ

ているが，一連のコロナ禍によるいわゆる「第 1～3
波」２）の到来時期（概ね 4～5，7～8，12～1 月）に

開催を予定していた企画の約7割が中止・延期となっ

た。これらは主催企業からの中止等の連絡のほか，本

学として参加を見合わせた件も含まれる。やや落ち着

いた時期（9～11 月）に集中して相談会等への参加を

再開したものの，年間を通じた本学の参加数は当初の

計画に対し4分の1程度に減少した。 
 
表1 名古屋大学 大学説明会・進学相談会・オープン

キャンパスの計画と実施状況（2020年度） 
計画 実施 実施率 備考

5月 2 0 0.0% (4〜5月 コロナ禍の第1波)

6月 9 0 0.0%
7月 9 0 0.0%
8月 9 2 22.2%
9月 10 7 70.0%
10月 4 3 75.0%
11月 2 1 50.0%
計 45 13 28.9%

(7〜8月 コロナ禍の第2波)
・8月中旬 オープンキャンパス

 
 
 以上により，入試広報の大幅な機会縮小に直面し，

その代替策として導入されたのが Web 会議システム

を活用したオンラインにおける相談会等の実施である。

動画を活用したプレゼンやリアルタイムの質疑応答等

が，大量の情報を迅速に伝達することのできる通信方

式の普及により実現に至った。 
 スマートフォンの普及で家庭における ICT 環境が

整備されていたこと，また，学校現場で本システムが

導入されていたことが要因となって，オンライン相談
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会は短期間で順調に普及することが可能となったと考

えられる。一方で高校・家庭とも ICT環境が万全でな

いケースや，相談会を運営する大学側の IT スキルに

問題があるケース（天野，2021）もあり，導入初年度

としてはまさに手探りの1年間だったと言えよう。 
 
2 問題の所在「コロナ禍による大学志望の変化」 
 前述の通り，2020年度は新型コロナウイルスの影響

が続いて，オープンキャンパスや相談会等が減り，結

果として高校生・保護者等が「大学を知る」機会が従

来と比べ大幅に減少した。このことが 2021 年度入試

に影響したのかついては，受験産業による志願動向に

関する調査結果から推測することができる。 
進研アド（2021a）は，2020年度の受験学年と高校

2 年生の大学志望の動向について，出願状況や自社模

試の分析結果等から考察している。同社の委託先調べ

による私立大学の2021 年度入学者選抜の志願者数は，

地域や学問分野にかかわらず志願者が減少し，全体で

は対前年指数87.4 という状況にあるという（2021 年

2月 26日までの集計）。同社では「受験生がおしなべ

て出願していない」，「1 人あたりの出願校数が減って

いる」ことを指摘し，その原因として，都市部におけ

る感染拡大を警戒し，地方の受験生が大都市の大学の

出願を避ける傾向があったことを挙げている。 
また，進研アド（2021b）は，2020年度高2生の志

望動向の変化を挙げ，「志望者の流動性が下がり入れ替

わりが少ない」ことを指摘している。同社が保有する

高2生のデータから「大学への資料請求数や模擬試験

での志望校記入数は前年度比で減少している」とし，

「しかも大学について十分に研究し，選択肢を広げた

うえで絞り込んでいるわけではない」と述べている３）。

その背景として「高校生が大学と出合う最大の機会で

あるオープンキャンパスがコロナ禍によって中止にな

ったことが影響していることが考えられる」と，各大

学の入試広報の量的な不足が「大学を知る機会」の不

足に繋がっていることを示唆している。 
2021年度入試は，コロナ禍とともに共通テストの導

入初年度でもあった。そのため，出願校数減少の要因

は数多く考えられる。例えば，志願者減少の「大学入

学共通テストの平均点上昇」により，国公立大学第一

志望者が，併願先として検討していた私立大学の出願

数を絞り込んだことも影響していたであろう。ただし，

進研アド（2021b）の調査結果を踏まえれば，コロナ

禍の 2021 年度入試では，適切な出願先を見つけられ

ない受験生が多く存在していた可能性は十分に考えら

れる。以上に鑑みて，これまで一般的だった対面式の

入試広報戦略を根本から変更を余儀なくされたのが

2020年度だったと言えよう。その中で急浮上したのが

前述の「オンラインを活用した入試広報」であり，そ

の活用であった。 
 
3 オンライン相談会等の位置づけと研究の目的 
3.1 オンライン相談会等の位置づけについて 
 このように，ICTを利用した入試広報は，コロナ禍

の影響で急速に普及したが，本稿ではその中の「オン

ライン相談会等」に着目する。本稿の論じる「オンラ

イン相談会等」とは，「オンライン（インターネット）

を利用して，生徒・保護者等を対象にリアルタイムで

大学や入試に関連した質疑応答を行うこと」を指す。

多くの国公立大学においては，基本的には，このよう

なオンライン入試相談会は，コロナ禍にあって激減し

た対面型の入試相談会を，オンライン環境で再現する

ことを目的としたものと考えられる。しかし，以下に

見るように，重要な点で対面型の入試相談会とは異な

る特徴を持っている。 
 もともと，相談会等は業者の主催で開催され，大学

などはそれらにエントリーして参加することが一般的

である。ところが本稿が扱うオンライン相談会等は，

大学の既存の設備のみで成立しうるため，現状，大学

にて企画・運営することが一般的である（表2）。その

ため，大学が主催者となる「オープンキャンパスで実

施される説明会・相談会」に近い特徴を持つと考えら

れる。なぜならば，オープンキャンパスでも，オンラ

インでも，相談者は特定の大学を選んで参加している

ためである。これに対して業者主催の相談会等では，

興味がない大学であっても，とりあえず相談してみる

というケースがある。入試広報に関する先行研究にお

いて，オープンキャンパスの実施効果（志願意識の高

まり）が高い一方で，業者主催の相談会等への参加は，

効果が低い等の指摘が散見される（吉村・木村，2010； 
三好ら，2019）。しかし，以上にみたように，「オンラ

イン相談会等」は業者主催の相談会等と名称こそ部分

的に重なるが，その効果については大きく異なると考

えられる。相談者の自主性の観点から考えれば，入試

広報における位置づけとしては，オープンキャンパス

に近いと考えられよう。 
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表2 入試広報に関する大学・業者主催のイメージ 

 
3.2 研究の目的 
 本研究の目的は，新型コロナウイルス感染拡大への

対応策として，入試広報活動の主力のひとつである相

談会等をオンラインに切り替えた大学の当該企画に関

する成果と課題について明らかにすることである。と

りわけ大学が主催として実施したオンラインの相談会

等について各校の取組や得られた成果，および感じた

課題等について全国の国立大学にアンケート調査を行

い，データ分析等から考察した。 
 
4 オンライン相談会に関する調査 
4.1 方法 
1. 調査対象  
 国立大学（学士課程の募集を行う82大学） 
2. 調査方法 
 依頼文を郵送し，オンライン調査（自校企画による

オンライン相談会に関するアンケート）を実施した。 
3. 調査期間 
 2020年12月 
4. 有効回答数および有効回答率 
 61大学（74.4％） 
5. 回答者の基本属性 
 教員18（29.5%），事務職員42（68.9％），無回答1
（1.6％） 

6. 倫理的配慮 
 回答は匿名で集計の上，統計的に処理されること，

また，個人の回答の特定や特定の大学データのみが取

り出されて発表されることもなく，研究以外の目的で

利用されることはないことを調査依頼文に明記した。

よって，オンライン調査における同意と回答をもって，

調査に対する同意を得たものとした。 
7. アンケートの構成 
 開催の有無 オンライン相談会の開催の有無につい

て，「1. 開催している」「2. 開催していない」「3. その

他」から該当するものを全て選択するよう求めた。 
運営担当組織 オンライン相談会の運営を担当す

る組織について，「1. 入試課等の事務組織」「2. アド

ミッションセンター」「3. 学部」「4. 外部の業者」「5. そ

の他」から該当するものを全て選択するよう求めた。 
導入時期 オンライン相談会の導入時期について，

「1. 2020年度から」「2. 2019年度以前から」「3. その

他」から選択するよう求めた。 
開催日数 2020年度の開催日数について，「1. 1日」

から「51. 51日以上」までの選択肢（1日単位）から

選択するよう求めた。 
開催時期 2020年度の開催時期について，該当する

月を全て選択するよう求めた。 
開催期間の長さ 対面の相談会と比較した場合の

オンライン相談会の開催期間の長さについて，「1. 長
くなった」「2. どちらともいえない」「3. 短くなった」

「4. その他」から選択するよう求めた。 
開催日 どのような日に開催したかについて，「1. 

平日」「2. 土日・祝日」「3. その他」から該当するも

のを全て選択するよう求めた。 
対応者 参加者の相談に対応した人（対応者）につ

いて，「1. 入試課等の事務職員」「2. アドミッション

センターの教員」「3. 学部教員」「4. 学生」「5. その他」

から該当するものを全て選択するよう求めた。 
参加者数 2020 年度開催のオンライン相談会の参

加者数について，「1. 10人以下」から「21. 201人以

上」までの選択肢（10人単位）から選択するよう求め

た。 
相談時間 一人あたりの標準的な相談時間につい

て，「1. 10分未満」「2. 10分以上～20分未満」「3. 20
分以上～30分未満」「4. 30分以上」「5. その他」から

該当する時間を選択するよう求めた。 
相談時間の長さ 対面の相談会と比較した場合の

一人あたりの標準的な相談時間の長さについて，「1. 
長くなった」「2. どちらともいえない」「3. 短くなっ

た」「4. その他」から選択するよう求めた。 
実施形態 実施形態について，「1. 個別相談（参加

者1組，対応者1名）」「2. 集団相談（参加者複数組，

対応者1名）」「3. その他」から該当するものを全て選

択するよう求めた。 
事前質問 事前に参加者から質問等を募集したか

について，「1. はい」「2. いいえ」「3. その他」から選

択するよう求めた。 
ツール 使用したツール（ソフトウェア等）につい

て，「1. Zoom」「2. Teams」「3. Skype」「3. Line」「4. 
Google Meet」「5. その他」から該当するものを全て

選択するよう求めた。 
資料提示 オンライン相談会で資料をどのように

提示したかについて，「1. 画面共有を使って提示した」

「2. 参加者に，pdf等の資料にアクセスするように指

大学主催 業者主催

従来の大学説明会・進学
相談会

少ない 多い

オープンキャンパス 多い 少ない

★オンラインを利用した大
学説明会・進学相談会

多い 少ない
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示した」「3. 資料の提示はしなかった」「4. その他」

から該当するものを全て選択するよう求めた。 
顔表示 ウェブカメラで顔が見えるように設定し

たかについて，「1. 対応者，参加者両方の顔を表示す

るように設定した」「2. 対応者の顔のみを表示するよ

うに設定した」「3. 参加者の顔のみを表示するように

設定した」「4. 顔は表示しないように設定した」「5. そ
の他」から該当するものを全て選択するよう求めた。 
オンライン相談会の利点 対面の相談会と比較し

た場合のオンライン相談会の利点について，7項目（受

験生本人の参加，多様な地域からの参加，望ましい学

力層の参加，目的意識をもつ者の参加，事前質問に対

する回答準備，適切な情報提供，モチベーションの高

い者の参加）に対して「1. あてはまらない」「2. どち

らともいえない」「3. あてはまる」から選択するよう

求めた。また，上記以外の利点について自由記述で回

答を求めた。 
オンライン相談会の欠点 対面の相談会と比較し

た場合のオンライン相談会の欠点について，5項目（参

加者の反応，資料提示，事前準備，参加者の限定，機

器等のトラブル）に対して「1. あてはまらない」「2. ど
ちらともいえない」「3. あてはまる」から選択するよ

う求めた。また，上記以外の欠点と改善方法について

自由記述で回答を求めた。 
告知方法 オンライン相談会の情報をどのような

方法で告知したかについて，「1. HP上に情報を掲載」

「2. ダイレクトメールで参加者に告知」「3. 高校に情

報を伝えた」「4. 教育産業・受験産業に情報を伝えた」

「5. その他」から該当するものを全て選択するよう求

めた。また，告知が十分だったかについて，「1. 十分

だった」「2. どちらともいえない」「3. 不十分だった」

から選択するよう求めた。 
需要 オンライン相談会の需要があったかについ

て，「1. 需要はあった」「2. どちらともいえない」「3. 需
要はなかった」から選択するよう求めた。 
今後の継続 2021 年度に新型コロナウイルスの流

行が沈静化しなかった場合のオンライン相談会の継続

について，「1. 継続する」「2. 継続しない」「3. その他」

から選択するよう求めた。また，沈静化後の継続につ

いて，「1. 対面の相談会の実施件数が元に戻ったあと

もオンライン相談会を継続する」「2. 対面の相談会の

実施件数を減らして，オンライン相談会を継続する」

「3. 対面の相談会の実施件数が元に戻ったらやめる」

「4. 新型コロナウイルスの流行とは関係なく今後は

継続しない」「5. その他」から選択するよう求めた。 
 

4.2 結果と考察 
4.2.1 オンライン相談会の開催形態 
開催の有無 本稿の定義におけるオンライン相談

会を開催している大学は 44（回答のあった大学の

72.1％），開催していない大学は 11（18.0％）であっ

た。その他，業者主催のオンライン相談会を利用して

いる大学や学部等単体で実施している大学もみられた。 
運営担当組織 表3より，オンライン相談会の運営

を担当する組織は，入試課等の事務組織が約8割で最

も多く，次いでアドミッションセンターが多かった（複

数回答）。そのうち，「事務組織とアドミッションセン

ター」等，複数組織での運営は 14（31.8％）であり，

組織間で連携して進めている大学も一定数みられた。 
 
  表3 運営担当組織（複数回答） 

入試課等の事務組織 35 (79.5)
アドミッションセンター 19 (43.2)
学部 6 (13.6)
外部の業者 3 (6.8)
その他 0 (0.0)

度数 (相対度数)

 
 

導入時期 オンライン相談会の導入時期について，

回答のあった全ての大学が「2020年度から」と回答し

た。新型コロナウイルスの影響を受け，導入した大学

が多かったと考えられる。 
開催日数と参加者数 2020 年度の開催日数と参加

者数の関連について検討するため，Fisherの直接確率

計算法を行った結果，度数の偏りはみられなかった（p 
= .75）。よって，開催日数の多さと参加者数の多さが

関連しているとは考えづらい（表4）。ただし，開催日

数も参加者数も，ともに個別相談か集団相談か等の実

施形態や，対応者側の体制に影響を受けると考えられ

る。大学ごとの適切な開催規模を模索する意味でも，

開催日数や規模と参加者数の関係については，なお検

討する余地がある。開催日数は 10 日以下が約 4 割で

最も多かった。参加者数は 50 人以下と 201 人以上の

大学がそれぞれ約3割みられた。 
 

表4 開催日数と参加者数 

10日以下 11~30日 31~50日 51日以上 不明 計 (％)
1~50⼈ 6 2 2 2 1 13 (31.7)
51~100⼈ 1 1 2 0 0 4 (9.8)
101~150⼈ 2 3 0 0 0 5 (12.2)
151~200⼈ 1 0 0 0 0 1 (2.4)
201⼈以上 5 4 1 4 0 14 (34.1)
不明 1 2 1 0 0 4 (9.8)

計 16 12 6 6 1 41
(％) (39.0) (29.3) (14.6) (14.6) (2.4)

※ 開催日数と参加者数ともに回答があった大学のみ集計

開催日数

参
加
者
数
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開催時期 回答のあった大学の 95.5％が 8～9 月に

開催していた（表5）。オンライン相談会の準備が整い，

オープンキャンパスと重ねて実施した大学も多くあっ

たと推測される。また，10～11 月も 56.8％の大学が

開催しており，8～9月から継続して開催した大学が多

くあったと考えられる。 
 

表5 開催時期（複数回答） 

4~5⽉ 6 (13.6)
6~7⽉ 20 (45.5)
8~9⽉ 42 (95.5)
10~11⽉ 25 (56.8)
12~1⽉ 17 (38.6)
2~3⽉ 9 (20.5)

度数 (相対度数)

 
 

開催期間の長さ 開催期間の長さについては，対面

の相談会と比べて「長くなった」を選択した大学が18
（40.9％），「どちらともいえない」が 20（45.5％），

「短くなった」が3（6.8％），「その他」が3（6.8％）

であった。8 割以上の大学が開催期間としては短くな

っていないと回答した。 
開催日 平日に開催した大学は38（86.4％），土日・

祝日は32（72.7％），その他は3（6.8％）であった（複

数回答）。多くの大学が平日，土日・祝日を問わず開催

していたことが示唆された。 
 

4.2.2 オンライン相談会の実施内容 
 対応者 「入試課等の事務職員」「アドミッションセ

ンターの教員」「学部教員」がそれぞれ 6 割以上選択

されていた（表 6）。また，「事務職員・教員・学生」

等，複数の選択肢を同時に選択した大学は36（81.8％）

であった。複数の異なる役割による対応が可能である

と相談者の多様な相談により応じやすくなると考えら

れる。ICT環境の整備は，こうした対応や連携をサポ

ートする可能性がある。 
 
     表6 対応者（複数回答） 

入試課等の事務職員 29 (65.9)
アドミッションセンターの教員 31 (70.5)
学部教員 27 (61.4)
学生 19 (43.2)
その他 3 (6.8)

度数 (相対度数)

 
 
相談時間と相談時間の長さ 表7より，相談時間は，

10分以上20分未満の大学が最も多かった。また，相

談時間の長さは約7割が「どちらともいえない」とし

ており，相談時間の長さとしては，対面の相談会と大

きな違いはないという回答が多かったと考えられる。 
 
    表7 相談時間と相談時間の長さ 

⻑くなった
どちらとも
いえない

短くなった 計 (％)

10分未満 0 1 0 1 (2.3)
10分以上〜20分未満 1 18 4 23 (52.3)
20分以上〜30分未満 1 8 3 12 (27.3)
30分以上 3 3 0 6 (13.6)
その他 0 1 0 1 (2.3)
無回答 0 1 0 1 (2.3)

計 5 32 7 44
(％) (11.4) (72.7) (15.9)

相
談
時
間

相談時間の⻑さ

 
 

実施形態 実施形態に関して，「個別相談」は 41
（93.2％），「集団相談」は 17（38.6％），その他は 3
（6.8％）であった（複数回答）。9割以上の大学が個々

の参加者のニーズに応じる個別相談を実施しており，

他の参加者と参加できる集団相談を設定した大学も 4
割弱みられた。 
事前質問 事前に参加者から質問等を募集した大

学は38（86.4％），募集しなかった大学は4（9.1％），

その他は2（4.6％）であった。事前に質問を確認する

ことで，回答の準備ができ，限られた時間で適切な回

答がしやすくなる利点があったと考えられる。 
ツール 使用したツールは，「Zoom」が40（90.9％）

と最も多かった。他には「Google Meet」「Cisco Webex 
Meetings」が各 3（6.8％），「Teams」が 2（4.6％）

であった。大学側と相談者側の利用のしやすさ，機能，

各大学の状況等に基づき選定されていると考えられる。 
資料提示 資料提示については，画面共有を使用し

た大学が9割弱みられた（表8）。オンラインの特徴を

活かした方法で情報提供を行った大学が多くみられた。

その他に，事前に参加者に資料を送付して対応した大

学も5（11.4％）みられた。 
 

   表8 資料提示（複数回答） 

画面共有 39 (88.6)
アクセス案内 14 (31.8)
提示なし 6 (13.6)
その他 8 (18.2)

度数 (相対度数)

 
 
顔表示 画面への顔表示に関して，参加者と対応者

双方の顔を表示するようにしていた大学が 75.0％で

あった（表9）。顔表示により，対面の相談会により近

い形で，互いの反応を確認しながら相談が可能になる

と考えられる。一方で，自由記述より，参加者の顔表
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示は任意とした大学も一定数みられた。 
 
表9 顔表示（複数回答） 

両方表示 33 (75.0)
対応者表示 8 (18.2)
参加者表示 0 (0.0)
表示なし 2 (4.5)
その他 11 (25.0)

度数 (相対度数)

 
 
オンライン相談会の利点 オンライン相談会の利

点に関する項目のうち，「事前質問に対する回答の用意

ができた」，「多様な地域から参加者が得られた」は約

8 割が「あてはまる」と回答した。一方で「望ましい

学力層の参加者が増えた」については「あてはまる」

が 1 割未満であった（表 10-1）。オンライン相談会で

は，相談者は興味のある特定の大学を選んで参加する

が，必ずしも対面に比べて受験者として望ましい学力

層の参加を集めやすいということではないと考えられ

る。その他の利点として，効率的な参加・運営が可能

になる点や，オンラインを活用した対応が可能になる

点などが挙げられた（表10-2）。 
 

表10-1 オンライン相談会の利点 

対面と比べ，オンラインでは，保護者よりも受験生や
高校生本⼈が参加者となるケースが多かった

1 (2.3) 18 (40.9) 25 (56.8) 0 (0.0) 44 (100.0)

対面と比べ，オンラインでは，より多様な地域から参
加者が得られた

1 (2.3) 8 (18.2) 35 (79.5) 0 (0.0) 44 (100.0)

対面と比べ，オンラインでは，受験者として望ましい
学力層の参加者の割合が増えた

0 (0.0) 41 (93.2) 3 (6.8) 0 (0.0) 44 (100.0)

対面と比べ，オンラインでは，目的意識を持った参加
者に対応できた

0 (0.0) 14 (31.8) 29 (65.9) 1 (2.3) 44 (100.0)

対面と比べ，オンラインでは，事前に質問を受け付け
ることができたので，回答を用意することができた

3 (6.8) 4 (9.1) 37 (84.1) 0 (0.0) 44 (100.0)

対面と比べ，オンラインでは，必要な情報をより適切
に提供できた

1 (2.3) 25 (56.8) 18 (40.9) 0 (0.0) 44 (100.0)

対面と比べ，オンラインでは，モチベーションの高い
参加者に対応できた

1 (2.3) 22 (50.0) 21 (47.7) 0 (0.0) 44 (100.0)

無回答 計
あてはま
らない

どちらとも
いえない

あては
まる

 
 

表10-2 オンライン相談会の利点（その他） 

ｵﾝﾗｲﾝを活用した情報提示･対応ができる 5 (11.4)
移動なく参加できる 4 (9.1)
待ち時間が発生しない 3 (6.8)
相談内容の事前準備ができる 3 (6.8)
コストを削減できる 3 (6.8)
参加者層を拡大できる 2 (4.5)
時間管理がしやすい 1 (2.3)
相談内容の分析がしやすい 1 (2.3)
能動的な参加者が多い 1 (2.3)
業者主催のｵﾝﾗｲﾝ相談会より出席率が良い 1 (2.3)
その他 2 (4.5)

度数 (相対度数)

 
 
オンライン相談会の欠点 オンライン相談会の欠

点に関する項目のうち，「参加者の反応がつかみにくか

った」「もともと興味のある参加者に限定された」は，

「あてはまる」が 5 割程度，「あてはまらない」が少

ない傾向がみられた（表11-1）。「資料提示」，「事前質

問に対する準備」については，利点として認識する大

学が多かったと考えられる。その他の欠点として，「1) 
当日欠席が多い」こと，「2) オンライン環境や関連技

術に個人差がある」こと等が挙げられた（表 11-2）。
また，これらの改善を図る上で，「1) リマインドメー

ルの配信」「2) 操作方法の事前案内」等予約から当日

までの継続的なフォローの必要性等が挙げられた（表

11-3）。また，その他の欠点として，予約システムの制

約により，申込締切を早めに設定する必要があること

等から，「3) 柔軟な対応」や「4) 当日参加への対応」

が難しい点が挙げられた（表11-2）。これらに対して，

「3) 質問内容の区分」を設定する，「4) 当日予約への

対応」ができるシステムを導入する等，円滑により多

くの参加者に対応できるような改善も見込まれる（表

11-3）。 
 

表11-1 オンライン相談会の欠点 

対面と比べ，オンラインでは，参加者の反応がつかみ
づらかった

5 (11.4) 16 (36.4) 23 (52.3) 0 (0.0) 44 (100.0)

対面と比べ，オンラインでは，資料を適切に提示する
ことが難しかった

16 (36.4) 17 (38.6) 11 (25.0) 0 (0.0) 44 (100.0)

対面と比べ，オンラインでは，事前の質問の準備等に
時間と手間がかかった

14 (31.8) 20 (45.5) 10 (22.7) 0 (0.0) 44 (100.0)

対面と比べ，オンラインでは，もともと興味のある参
加者にしか対応できない傾向があった

1 (2.3) 23 (52.3) 20 (45.5) 0 (0.0) 44 (100.0)

オンライン相談会では，機器やインターネットのトラ
ブルが多かった

12 (27.3) 22 (50.0) 10 (22.7) 0 (0.0) 44 (100.0)

無回答 計
あてはま
らない

どちらとも
いえない

あては
まる

 
 
表11-2 オンライン相談会の欠点（その他） 

1) 当日欠席が多い 7 (15.9)
2) 参加者のｵﾝﾗｲﾝ環境や技術に個⼈差がある 5 (11.4)
3) 柔軟な対応がとりにくい 5 (11.4)
4) 当日の飛び込み参加への対応が難しい 3 (6.8)
5) 事前準備に時間がかかる 3 (6.8)
6) 参加者に偏りがある 3 (6.8)
7) 接続トラブルへの対応が必要になる 3 (6.8)
8) 対応者の待機時間が出る 3 (6.8)
9) 参加者の反応がつかみにくい 2 (4.5)
10) 参加者の手元に資料が残らない 1 (2.3)
11) 広報が難しい 1 (2.3)

度数 (相対度数)

 
 
表11-3 欠点に対する改善案 

改善
1) リマインドメールの配信 2 (4.5)
    告知方法の改善 1 (2.3)
2) 操作方法に関する事前案内 2 (4.5)
    参加者の通信環境の確保 1 (2.3)
3) 質問内容を区分する 2 (4.5)
4) 当日予約への対応 2 (4.5)
6) 対面の相談会との併用 1 (2.3)
    時期設定の工夫 2 (4.5)
7) 場数を踏む 1 (2.3)
8) 日程設定の工夫 1 (2.3)
    対応者の勤務形態の整備 1 (2.3)

度数(相対度数)

 
注）左列の番号は，表11-2の番号と対応する。 
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情報の告知 告知方法として，主に大学のHPを使

用し，加えて高校や教育産業・受験産業に連絡を行う

大学が多くみられた（表 12）。また，自由記述より，

大学公式の SNS を活用して，受験生や高校生に直接

情報を伝えていた大学（4 大学）や新聞掲載，駅のポ

スター掲示など行った大学もみられた。また，告知が

十分だったかについて，「十分だった」とした大学は7
（15.9％）に留まり，「どちらともいえない」が 25
（56.8％），「不十分だった」が12（27.3％）であった。

2020年度は新型コロナウイルスの感染拡大により，急

な対応を迫られた側面もあり，オンライン相談会の企

画・運営が優先され，広報については今後の課題とな

った大学も多くあったと考えられる。 
 
表12 告知方法（複数回答） 

度数
ホームページ 42 ( 95.5 )
ダイレクトメール 11 ( 25.0 )
高校 29 ( 65.9 )
教育産業・受験産業 19 ( 43.2 )
その他 6 ( 13.6 )

(相対度数)

 
 
需要 オンライン相談会について，「需要はあった」

と回答した大学は37（84.1％），「どちらともいえない」

は7（15.9％）であり，「需要はなかった」とした大学

はみられなかった。受験生や高校生が情報を必要とす

る時期に対面での相談会の多くが中止・延期となり，

相談を可能とする方法としてオンライン相談会の開催

は一定の需要があったと考えられる。 
今後の継続 2021 年度に新型コロナウイルスの流

行が沈静化しなかった場合，オンライン相談会を「継

続する」と回答した大学は34（77.3％），「継続しない」

は0，「その他」は10（22.7％）であった。なお，「そ

の他」の内容はすべて「未定・検討中」であった。 
新型コロナウイルスの流行が沈静化した後につい

ては，現時点では半数弱が「その他」を選択し，「未定・

検討中」としていたが，一方で，「対面の相談会の実施

件数が元に戻ったあともオンライン相談会を継続す

る」「対面の相談会の実施件数を減らして，オンライン

相談会を継続する」と継続の可能性を回答した大学も

約半数みられた（表 13）。オンライン相談会の体制が

整えられ，オンライン相談会の利点が評価されている

こと，各大学でオンラインを活用した新しい入試広報

の方法が模索されていることを反映していると考えら

れる。 
 
 
 

表13 今後の継続（新型コロナが沈静化した場合） 

対面戻っても継続 16 (36.4)
対面減らして継続 7 (15.9)
対面戻れば継続しない 1 (2.3)
その他 20 (45.5)
計 44 (100.0)

度数 (相対度数)

 
 
 以上，アンケート調査の結果より，オンライン相談

会の成果として，遠隔地を含む多様な地域の参加者と

接点が作りやすくなること，事前に相談内容を把握し

ておくことで，オンラインも活用しながらより適切な

情報提供が可能になること，また，時間やコストの面

で効率的な運営が可能になること等が示された。一方

で，オンライン相談会の課題として，参加者の反応が

つかみにくいことや，オープンキャンパスと同様にも

ともと関心の高い参加者に限定されること，当日欠席

が多々生じること，突発的な状況に対して柔軟な対応

がしにくいこと，オンライン相談会の周知が十分とい

えないこと等が示された。こうしたオンラインならで

はの参加・運営のハードルが存在することも示唆され

た。 
 

5 補足「名古屋大学オンライン相談会」 
 名古屋大学では，2020 年度オンライン相談会を 8
～9 月に 7 日間実施した（オープンキャンパス期間の

3日間を含む）。事前の案内等はホームページや本学に

志願がある高校等を中心に6月に案内文を送付したが，

急な告知による宣伝不足の影響で前半の申込みは少な

く，認知度の向上が課題となった。 
 果たして，応急的ながら実施した「オンライン型」

と従来の「対面型」における相談会等に違いが見られ

たのか。ここで両者の比較が可能な本学のオープンキ

ャンパスにて実施する「個別相談会」にて検討を試み

た（表14）。例年，3日間の開催で17,000人超の参加

がある本学オープンキャンパスにて，全学企画として

「名大入試相談コーナー」を開設している。2020年度

はオンライン化等による申込者の大幅減４）に伴い相談

コーナーへの相談数も減少したが，興味深いことに地

域別の比較では，仕様の変更（対面→オンライン）や

件数の減少に関係なく例年と同様に参加者の割合が

「地元が少なく，地元以外が多い」の傾向が窺えた。 
 本学は地元愛知県からの入学率が毎年 50.0％超に

なるが，地元であるが故か相談会等の参加率は他県と

比較すると低い傾向にある。これはオンラインでも対

面でも同様の傾向を示した。むしろ，愛知県および近

隣県（岐阜・静岡・三重）等の「地元・準地元」以外
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からの参加率が高まるなど（38.3→37.0→48.8％），現

地に行く必要が無いオンラインの特長がここにも表れ

たといえる。 
 

表14 オンラインと対面相談会の比較 

 
6 まとめ 
 本稿では調査した全ての国立大学が初の実施となっ

たオンラインを活用した相談会等の企画や運営に係る

成果と課題について調査分析と考察を行ったが，総じ

て「効果はあるがオンラインだけでは不十分」といっ

た見解が多勢であった。 
 電話や Web を利用したオンラインシステムについ

ては，遠距離の映像や音声を繋ぐ形式として 1980 年

代から商品化されていた（総務省, 2019）。例として企

業における本社・支社間，大学ならば本部と別に立地

するキャンパス等を結んだ会議などが挙げられる。し

かしながら，個人レベルで一般的に普及したとは言い

難く，それが今般のコロナ禍の影響で一変し，一気に

導入が進みコロナ禍における消費トレンドのひとつに

数えられたが，前述の進研アド（2021a,2021b）が指

摘した「高校2年生の志望大学が増えていない」に鑑

みて，従来の情報提供を量的に補えたとは言えない。 
 しかしながら，相談会等を通じて遠方の生徒や保護

者とのコンタクトが容易になったのもこのオンライン

システムの充実の恩恵のひとつであり，地域格差の是

正に寄与していることは言を俟たない。コロナ禍にお

ける，不測の事態から派生した偶然の産物であるが  

これを一過性と捉えず，オンライン利用を半ば恒久的

に活用することが今後の入試広報の方策と言えよう。 
 
注 

1）「3つの密」とは，総理大臣官邸・厚生労働省が掲げた標語で

ある。新型コロナウイルスへの対策として，さらにクラスタ

ーの発生を防止する呼びかけとして公式サイトに掲載した。 
2）国内における新型コロナウイルス感染症のピークについて政

府が定義づけを行っていないため，本稿ではこれまでの国内

の発生状況に鑑みて，ピークの時期をそれぞれ「第〇波」と

表記した。 
3）同グループが実施する模擬試験において，「7月回に記入され

た志望校（学部）のうち11月回で引き続き記入された割合は，

前年や2年前を大きく上回っている。つまり，「志望校として

の選択肢」が固定化され，同じ大学しか書けない傾向が強ま

っている状況が窺える」と指摘している。 

4）2020 年度のエントリーは 3,000 人程度と大幅に減少した。

これは東京オリンピックの実施計画に伴う本学オープンキャ

ンパスの日程繰り下げが（盆前→盆明けに変更），結果的に多

くの高校がコロナ禍の影響で 1 学期に休校した授業を補うべ

く夏休みを短縮して盆明け早々に授業を開始したため,それら

の日程と重なってしまったことが申込み減少の要因と考えら

れる。 
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（表 ） ラ 相談会 較

2020年度

相談数

（オンライン）
割合(%)

2019年度
（対面）

2018年度
（対面）

2020年度入

学者の割合

愛知県 10 24.4% 32.8% 36.7% 51.0%

岐阜・静岡・三重 11 26.8% 30.2% 25.0% 21.0%

北海道・東北 3 7.3% 2.6% 0.0% 1.1%

関東 4 9.8% 7.8% 13.3% 6.3%

北陸・甲信越 5 12.2% 6.9% 3.3% 7.9%

近畿 3 7.3% 13.8% 15.0% 6.6%

中四国 2 4.9% 3.4% 6.7% 4.5%

九州・沖縄 1 2.4% 2.6% 0.0% 1.7%

計 39 116 60 2,143
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我が国における大学入試に関する専門職団体の必要性とその展望 
―― 一般社団法人 大学アドミッション専門職協会の設立背景を中心に―― 

 
木村 拓也（九州大学），山本 以和子（京都工芸繊維大学），西郡 大（佐賀大学）， 
立脇 洋介（九州大学），植野 美彦（徳島大学），池田 輝政（U&C ストラテジー） 

 
文部科学省教育関係共同利用拠点で行なった九州大学アドミッションオフィサー養成講座の 5 年間

の実績をもとに，「大学アドミッション」の職能の高次の次元として，「新たな入試戦略の立案と入試

設計」と定め，そこを最終目標に「大学アドミッション」専門知を構造・体系化した。そうした構

造・体系化のもとで「大学アドミッション」の関係者の社会的地位向上と資格や表彰による業務の可

視化の必要性から，我が国においても，「大学アドミッション」に関する専門職団体の機能が期待され

る。 
キーワード：大学アドミッション，専門職養成，表彰制度，資格制度 

 
1 問題の所在—九州大学アドミッション・オフィサ

ー養成講座から得た経験と専門職が孕むジレンマ 
 2014 年中央教育審議会答申『新しい時代にふさわ

しい高大接続の実現に向けた高等学校教育，大学教育，

大学入学者選抜の一体的改革について』で「各大学に

おけるアドミッション・オフィスの強化や，評価の専

門的人材の育成，教職員の評価力向上に対する支援を

行うことが急務」(中央教育審議会, 2014: 14)と謳われ，

2016 年度に概算要求の共通政策課題(入学者選抜改革

分)により，多くの国立大学に新規にアドミッショ

ン・オフィサーが配置された。 
併せて，同年度から九州大学が文部科学省教育関係

共同利用拠点に採択され，専門的職員養成モジュール

として，「九州大学アドミッション・オフィサー養成

プログラム」1) を実施してきた(木村編, 2020a, 2020b, 
木村ほか, 2021)。2021 年 3 月までの 5 年間では，共

催した大学コンソーシアム京都での高大連携教育フォ

ーラム特別分科会や大学入試センターのアドミッショ

ン・リーダー研修での開催分も含めて，31 コマの講

座を開催し，延べ854人が参加した。その内，毎年3
月に定期的に開催していた九州大学アドミッション・

スペシャリスト能力開発研修会の受講者の大学アドミ

ッション業務の経験年数を示したのが表1である。 
研修会の参加者は職務経験 5 年未満の人が約 65%

を占めていた。概算要求で新規に配置された方の新任

FD 的な構想でもあり，アドミッション・オフィサー

として実際に業務を担当しておられる教職員の実践知

を想定して，カリキュラム構造を作り，講師を選定し，

講座を実施してきたことも関係している。 
 一方，参加者アンケートの自由記述欄を分析したと

ころ，「評価されないことへの不安」，「専門知識の学

習に時間がかかることへの不安」，「業務量に対するセ

ンターのポストの少なさやそれに伴う研究や昇進への

弊害」，「単調な入試業務の仕事が中心であること」，

「周りから専門職員としての理解の無さ」，「異動の少

なさ」，「相談相手が不足していることの不安」，「職に

対する理解・必要性の得られ無さに対する不安」があ

げられた(木村ほか, 2021: 100-102)。概算要求が 5 年

の時限であったり，多くのアドミッションセンターで

任期制が採用されていることもあり(例えば，永野

2016)，職としての処遇や専門職としての認知の無さ

から任期制に対する漠とした不安が読み取れる。 
 

表1. 第1-5 回の九州大学アドミッション・スペシャリスト能力開発研修会参加者の入試業務経験期間 
期間 人数(列%) 第1回(2017) 第2回(2018) 第3回(2019) 第5回(2021) 合計 
1年未満 21名 (41.2%) 14名 (23.3%) 10名 (15.2%) 6名 (14.6%) 51名 (23.4%)
1年-5年未満 16名 (31.4%) 26名 (43.3%) 29名 (43.9%) 18名 (43.9%) 89名 (40.8%)
5年-10年未満 7名 (13.7%) 11名 (18.3%) 16名 (24.2%) 11名 (26.8%) 45名 (20.8%)
10年-15年未満 5名 (9.8%) 6名 (10.0%) 10名 (15.2%) 2名 (4.9%) 23名 (10.6%)
15年以上 2名 (3.9%) 3名 (5.0%) 1名 (1.5%) 4名 (9.8%) 10名 (4.5%)
計 51名 (100.0%) 60名 (100.0%) 66名 (100.0%) 41名 (100.0%) 218名 (100.0%)

木村他(2021) のp.96の表4より，作成。参加者アンケートの集計なので，実際の参加者数とはずれる。第4回はコロナ禍で中止。 



我が国における大学入試に関する専門職団体の必要性とその展望 
 

- 221 - 

職務経験5年未満の人が多く集まった研修であり，  
その多くがアドミッションセンターの任期制に不安を

抱えていることを踏まえたとき，次のステップとして

は，どういう教職員が，「大学アドミッション専門職」

として大学に認知され，雇用が継続され，長くこの仕

事に携わることができるかの問題に踏み込まざるを得

なくなった。 
そこで，各大学で活躍しておられるアドミッショ

ン・オフィサーの事例から振り返ると，大学入試政策

を読み解き，自大学の立ち位置を見定め，実務をこな

し，さらに，高大連携・高大接続・大学入試からなる

「大学アドミッション」に関する企画を新規に立案で

きる職能を持った人材であると認められて初めて，

「大学アドミッション専門職」として学内外で認知さ

れていることに気づかされる。つまり，与えられたル

ーティーンの入試業務をただこなすだけではなく，自

ら積極的に提案し，入試広報や新たな入試区分の設定，

歩留まり率の勘案から，追跡調査，作題管理，出願前

教育や入学前教育のプランニングや，初年次教育との

接続，はたまた海外との高大接続まで，学内で幅広い

専門に従事していく必要があるだろう。 
しかし，上記のような業務で求められる職能は多岐

にわたるので1人で全部を担いきれる訳でもない。九

州大学で実施してきたFDなどの初級レベルの研修に

参加し基礎知識を身につけたところで，早晩実務で行

き詰まることが予想されるため，より上級のレベルに

到達するための，ノウハウやきっかけが必要であるこ

とは容易に想像がつく。つまり，「大学アドミッショ

ン」の専門業務を行う際に，どうやって学内でコネク

ションやネットワークを作り，どういう考えに基づい

て，「大学アドミッション」の専門業務を進めていけ

ばいいのかである。こうした業務の方向性は参加者ア

ンケートの自由記述欄にあった「相談相手が不足して

いることの不安」にも表れている。 
ただ，多くの教職員は任期付きの処遇に置かれてお

り，学内外でネットワークの元に継続的に行う必要の

ある「大学アドミッション」業務との関係を考えれば，

業務と処遇がアンビバレントな関係にあることもわか

る。これは，現在，「大学アドミッション専門職」が

抱えるジレンマであると言っても過言ではないだろう。 
 
2 先行事例の検討--海外における大学入試専門職団体

の状況 
「大学アドミッション」に関する研修については，

我が国でも米国の状況を紹介した中世古・山本・西

郡・木村（2018），イギリスの状況を紹介した花井

（2020）、韓国の状況を説明した山本（2017・2018）
の研究がある。専門職団体の概要については，米国の

状況を紹介した中島(1988)がある。中島は，米国大学

教務部長・入学審査部長協会(American Association 
of Collegiate Registrars and Admissions Officers : 
AACRAO)が，1910 年に「レジストラー(入学登録管

理職)15 人と会計担当者 9 人計 24 人の会員で結成さ

れた」(中島1988:53)と紹介している。1988年の東工

大による文部省委託研究報告書に掲載された段階です

でに「A.O.(アドミッションズ・オフィサー)が専門職

性を高めて職能成長するために，研修すなわち現職教

育はかなり重視されている。職能団体として発達して

きた AACRAO や NACAC，また CEEB 等は，毎年

数回のワークショップを開催し，研修の機会を提供し

ている。また，研修用のテキストが出版され，ワーク

ショップにも，自学自習用や自己評価のためにも利用

されている」(中島, 1988: 59)と述べている。 
また，こうした「大学アドミッション」業界では重

要な専門職団体の機能として，専門職の就業環境に関

する調査を行なっていることも我が国で紹介されてい

る。古くは，荒井(1988)で，AACRAO が 1985 年に

行なった入学者選抜状況の調査や，アドミッション

ズ・オフィスの組織と役割、給与や経験年数に関する

調査の報告が紹介されている。1985 年の調査は，

1979 年にも同種の調査が行われており，データが比

較できるが，こうした専門職に関する継続的な調査が

行われることは，専門職の就業環境の向上を図る意味

において重要であろう。 
最近では，米国大学入学相談活動協会(National 

Association for College Admission Counseling ：

NACAC)が，キャリアパスに関する報告書を 2014 年

に上梓している。注目すべきは，「大学アドミッショ

ン専門職」の業界への歩留まり率(retention)について

調査していることであり，「回答者の 55％が 2〜3 年

以内に新たなキャリアの機会を求める予定であると回

答した。そのうち，15％はアドミッション業界以外

の機会を求めている，または求める予定であり，

39％はこの業界に留まるか，別の業界に入るかはわ

からないと答えている」(NACAC, 2014: 13)と報告し

ていることである。こうした「大学アドミッション」

業界への歩留まり率を高めるために，「忍耐と助け合

いが重要な役割を果たす」(NACAC, 2014: 13)として

いる言及からも、「大学アドミッション専門職」とし

ての相互研修などの互助の大切さと業務を専門的に理

解し実践に至るまでにかかる時間の大切さが窺える。 
我が国でも，こうしたキャリアパス調査の萌芽とな
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る，九州大学アドミッション・オフィサー養成講座で

行なった「大学アドミッション専門職」のキャリアパ

ス調査がある(山本ほか, 2019)。ここでは，我が国の

「大学アドミッション専門職」が抱える問題として，

教職員の任期付の問題やそれごとにキャリアプランニ

ングの展望とその弊害を調査している。加えて，年代

や職別の受講目的を尋ねた結果，2 つの研修目的，つ

まり，「(大学)アドミッション業務に興味・関心があ

り，転身を希望する人対象のプログラム(初任者研修

を含む)」(括弧内は筆者の加筆注，以下，同じ)と
「(大学)アドミッション業務の中での役割やこれまで

の業務歴や熟練度に応じた業務知識やスキルアップを

目的とした能力開発」(山本ほか, 2019: 289)のニーズ

が存在していることを明らかにした。 
 
3 我が国における専門職団体の必要性とその性格 
 以上の先行研究から，我が国の「大学アドミッショ

ン」の関係者が置かれた状況を省みると，米国のよう

に業界の関係者の社会的地位の向上やキャリアパスの

明確化を図る機能や団体が存在していないことに気づ

かされる。具体的には，任期付のように社会的身分の

不安定なままに，大学経営に直結する重要な任務を課

せられる，捻れた構造の解消を担う機能や団体の存在

が重要である。専門職としての初任者研修や上級者研

修，及びキャリアパス調査などは，まさにそうした目

的に位置付けられるものであると考えて良いだろう。

特に，キャリアパス調査は，「大学アドミッション」

業界が置かれている状況の可視化に役立つと考えられ

る。そうした職能の開発や専門性の向上が，所属大学

で替えの効かない存在として認知されることの助けと

なり，ひいては処遇の改善に「大学アドミッション」

業界全体として寄与するものと考えられる。 
もちろん，我が国には，全国大学入学者選抜研究連

絡協議会や国立大学アドミッションセンター連絡協議

会があり，活発に活動している。その性格上，前者は，

各大学の入学者選抜研究委員会等での研究成果の発表

が中心であり，後者は，国立大学アドミッションセン

ターに限定された組織である。我が国における「大学

アドミッション」の関係者は，国立大学は教員で，私

立大学は職員であることが多い。研究発表は業績上必

須であるために比較的多くの教員が行うが，職員の場

合は必ずしも教員と同様ではない。また，我が国の大

学セクターは，圧倒的に私学が占めており，国立大学

のみの組織の規模もさほど大きいわけではない。その

意味で，上記の 2 つの組織とは別に，研究ベースで

はない，ネットワークづくりを主とした研修機能を持 

表２ 入試関連業務の一覧 
(1) 入学選抜に関する事務：入試委員会の事務，募集要項の作

成，試験場設営や監督者の割り当てなど入学試験実施上の
事務，出題・採点に関する事務，推薦入学，帰国子女や外
国人留学生等特別選抜のための事務等。 

(2) 各種調査：入学試験に関する各種統計資料の作成，入学者
選抜に関する各種調査や資料の収集，高等学校調査書に関
する調査や入学後の成績等の追跡調査，入学者選抜方法研
究委員会等調査研究委員会の事務等 

(3) 情報処理：電算機による(1)や(2)の業務の支援，入試成績
等のデータベース作成・維持・管理等。 

(4) 広報・リクルート：大学案内，PR誌，ビデオ等の作成，
高等学校との懇談会や説明会の開催，大学公開や後援会の
開催，高等学校訪問等。 

（東京工業大学1998:10の表IIIより作成） 
 
ち，「大学アドミッション専門職」業界の社会的地位

の向上を目指した，設置者の別を超えた，専門職団体

についても設置の必要性が浮かび上がってくるだろう。  
こうした必要性を念頭に置いて，「大学アドミッシ

ョン」業務に関する国の施策の整理も，一旦，必要に

なってくるだろう。表2は，東京工業大学が行なった

文部省委託研究の報告書で整理された，現在のアドミ

ッションセンターの原型となる業務整理の表である。

木村(2008, 2014)で言及してきたように，我が国では，

昭和 42 年に国立 8 大学(室蘭工大，東北大，東京工

業大，名古屋大，広島大，九州大，長崎大，宮崎大)
に，入学者等の追跡調査を任務とする入学者選抜方法

に関する研究委員会 2) を設けられた。追跡調査をベ   

ースとした組織づくりを入試整備の柱としてきた経緯

がある。ただ，近年米国の UC の入試改革の事例を

見ても，追跡調査の結果を重視しない改革方針が出さ

れたり(木村, 2021)，入学者の予測的妥当性に基づく

ロジックの限界も露呈しつつある。一方，図 1 で表

したようなルーティーンとしての入試業務サイクルに

携わるだけでは，任期を外す根拠になりにくかったり，

大学にとって替えの効かない必要な専門人材とみなさ

れることも難しい現実もあるだろう。少子化の時代を

迎え，志願者数が年々落ち，選抜機能が弱まって行く

中で，志願者を集め，優秀な入学者を確保するという

立ち位置に留まる状況にはない。従って，図 1 にあ

る学生募集戦略の策定と，学生募集計画の実施におい

て，国や社会の入試改革と連携した新規の企画を立て

ることができるプランナーとしての要素も必要になっ

てくるだろう。すなわち，新たな入試戦略の立案や入

試設計が最も上位の職能になってくると考えられる。 
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図1 入試関連業務のサイクル 
（木村2016，p.45 図4-1 より作成） 

 
先の経緯で確認したような追跡調査を柱とした職能と

いうよりは，新たな入試戦略の立案や入試設計を実行

するために，追跡調査や広報調査のスキルも付随して

くる，という構造変容が考えられる。ここに「大学ア

ドミッション」に関する大きな組織理念の転換が起こ

っているのではないだろうか。そうした職能の概念図

を示したのが，図 2 である。九州大学アドミッショ

ン・オフィサー養成講座を構想した際，「中等教育・

高等教育論(高大接続論)」「テスト・教育評価論」「ア

ドミッション論」「入試戦略・設計論」と大きく 4 つ

の領域を策定した(木村ほか, 2021: 91-92)。当然のこ

とながら，この全てを1人で職能としてカバーするこ

とは不可能である。となれば，互いの職能の理解も含

めて，互助会的に相互研修を行う必要があり，その延

長線上に，「大学アドミッション」の専門業務を協働

して行うことも可能になる，といった職能構造が求め

られる，と考えた。「大学アドミッション」の専門知

の理念モデルとしては，「中等教育」や「高等教育」，

それをつなぐ「高大接続」についての「現状の理解」

があり，別の次元で，「測定評価論」や「進路指導論」

の理論の理解があり，それらを総合した上で，新たな

「入試戦略・設計」から帰結する「価値創造」の次元

に至ると構想した。 
 こうした中で，我が国特有の状況に応じた対応も必

要になってくる。上述したように，九州大学アドミッ

ション・オフィサー養成講座に参加した参加者の不安

の中で，「評価されないことへの不安」，「業務量に対

するセンターのポストの少なさやそれに伴う研究や昇

進への弊害」，「周りからの専門職員としての理解の無

さ」，「職に対する理解・必要性の得られなさに対する

不安」が挙げられていたことに注目すると，彼らの業

績や職能を評価する機能が必要とされていることに気

づく。つまり，「大学アドミッション専門職」の職能

を構造化し，それに応じた研修を行うだけでは不十分

であり，職能の獲得を奨励し，評価する機能が必要と

なってくる。採用や昇進に関しては学内の部局教員な 

 
図2 新たな高大接続システムの価値創造を担う専門職の概念図 

 
どによって行われることが多く，また，学内委員会で

の説明の必要もあるので，他分野を専門とする学内関

係者にも分かりやすい指標として，専門職団体におけ

る職業資格の評価と証明が必要となるだろう。また，

「相談相手が不足していることの不安」は，入試業務

ゆえに秘匿事項が多く，気軽に話せないということは

もちろんだが，こうしたネットワークを形成する際に

は，専門職団体としての守秘義務とメンバーシップの

厳格さと行動規範が必要になってくる。純粋に，大学

に所属する「大学アドミッション関係者」というカテ

ゴリーの規範遵守は必須であろう。そこが担保されて

初めて，業務上の悩みの相談やノウハウ・情報の交換

を行う上級研修の開催が可能となる。これは，九州大

学アドミッション・オフィサー養成講座を実施して得

られた経験でもあった。加えて，先般の大学入試改革

に際し，「大学入試のあり方に関する検討会議」の最

終提言の中で，「幅広い関係者，当事者の意見に耳を

傾ける」(文部科学省, 2021: 5)とされたが，そうした

提言に対する団体の声明を今後表明していくことも大

事になってこよう。また，海外の同種の専門職団体と

の交流や，専門職団体が取り上げるグッドプラクティ

スの紹介も，団体の活動としては大事になってくる。 
以上を踏まえると，我が国における大学アドミッシ

ョン専門職団体として，必要とされる専門職団体の目

的としては，大学教育の更なる質向上のために，大学

入学者選抜に関する職能開発と研究活動の両面から得

られた知見を共有し，「大学アドミッション専門職」

の確立と発展を目指すこと，が重要であると考えられ

るに至った。この目的に沿って，専門職団体が求めら

れる機能としては，以下の 3 点を掲げた。① 研修機

能（研修の実施と職能の理論化，テキストの出版など

の専門知の蓄積・共有継承も含む），② 奨励機能（学

内での昇進や採用に関わる専門職の職能を証明する資

格や賞の創設），③ 価値創出機能（入試関係者の相互

研修を通じた人的ネットワーク構築の機能や，声明・

提言の発表，及び，専門職調査を通した専門職として

入学試験の実施

広報・追跡調査の実施

• 入試区分ごとの大学適応度

の把握

• 入試区分ごとの入試広報の

効果測定 など

学生募集戦略の策定

• 入試区分の設定／見直し

• 大学イメージ(UI)の普及戦略

• 募集要項・パンフレットの作

成 など

学生募集計画の実施

• オープンキャンパスの実施

• 大学入試説明会への参加

• 高等学校への個別訪問 など

入学試験実施の準備

• 合否処理業務の準備

• 試験問題の作成

• 試験監督者へのレクチャー

• 面接担当者へのレクチャー

など

入学試験の実施

大学アドミッションの
専門知識

中等教育 高大接続論 高等教育

進路指導論

入試戦略・設計

現状の理解

理論の理解

価値創造

測定評価論
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の社会的地位の向上機能，海外との連携，先進事例の

発信機能）である。 
 

4 大学入試に関する専門職団体における現状と課題 
 上記の理念と問題意識のもと，2020 年 12 月 21 日

に設立登記したのが，「一般社団法人 大学アドミッシ

ョン専門職協会」(Japan Association for College and 
University Admissions Profession：JACUAP[ジャ

クアップ]）である3)。公的に流通する専門職資格の創

設などを見越した際，法人格を持つということを重視

した。発起人は，国公私立大学のアドミッションに関

係する教職員32名が集まった。 
2021年4月25日に開催した「設立シンポジウム」

は，157 名の参加者があり，国公立大学教員 36 人

(22.9%)，国公立大学職員 11 人(7.0%)，私立大学教員

12 人(7.6%)，私立大学職員 67 人(42.7%)，その他 31
人(19.7%)であった。参加者アンケートに回答してい

ただいた 44 人(回収率 28.0%)のうち，「期待感が高ま

りましたか？」という問のうち，「かなり高まった」

と答えたのが，17 人(38.6%)，「まあまあ高まった」

と答えたのが，18 人(40.9%)で，「高まった」と分類

される割合が79.5%であった。 
入会希望度合いを聞いた質問の回答のうち，「シン

ポジウムに参加する前から入会する予定があり，シン

ポジウム後手続きをする予定である」，「すでに入会済

みである」，「賛助会員（大学関係者以外の個人，大学

院生）としての入会を考えている」，「入会資格がない」

以外の 11 人のうち，3 人(27.3%)が「入会したいと思

わない」だったが，8 人(72.7%) が，「入会する気が

無かったが，シンポジウムに参加して入会したい気持

ちが高まった」であった。 
結果，8 月 1 日現在の会員数は 72 名となり，教員

が 42 人(58.3%，内訳：国公立 29 人，私立 8 人，独

立行政法人5人)，職員が30人(41.7%，内訳：国公立

7 人，私立 23 人)である。専門職の中核層は，国立大

学アドミッションセンター教員と私立大学入試課職員

ではあるが，実際の入試業務に関わっている関係者の

人数構成とそう大差ないものと考えられ，設置者の種

別と教職員がバランスのよい構成となっている。 
先に言及した専門職団体としての目的とあるべき機

能から，事業としては，(1) 大学入学者選抜に関する

研究会，シンポジウム，研修会，講習会等の開催と

監修，(2) 大学入学者選抜に関する人的ネットワーク

の構築，(3) 大学入学者選抜に関わる職能の評価及

び資格の認定，(4) 大学入学者選抜に関する刊行物等

の編集発行，(5) 優れた大学入学者選抜の実践・研究 

表３ 大学ｱﾄﾞﾐｯｼｮﾝ専門職協会のﾋﾞｼﾞｮﾝ・ﾐｯｼｮﾝ・ﾊﾞﾘｭ  ー
1.    ビジョン（vision） 

すべての大学に大学アドミッション専門職を配置する 
 大学アドミッションに関する職能を確立し，大学および高等

学校の発展に寄する大学アドミッションの価値創造を行う大学

アドミッション専門職をすべての大学に配置する。 
2.    ミッション（mission） 
a. 高校生の大学移行定着(トランジション)を支援する専門職を養

成する 
 大学に入学し，充実した大学生生活をおくる学生を一人でも

増やすことを目的として、大学アドミッションの職務を遂行で

きる専門職を養成する。 
b. 多領域に及ぶ専門性を互いに補い合い一定の職務レベルを

保った専門職を養成する 
 大学アドミッションに関する専門領域は多岐に及び，個々で

その専門性を全てカバーすることが難しい。そのため，協会が

構築するネットワークの中で，互いに専門性を補い合い，大学

アドミッションの職務を遂行できる専門職を養成する。 
c. 実務につながる研究知を持った専門職を養成する 
 大学アドミッションの研究知を通して，基礎素養を身につ

け，専門スキルを修得し，実務につなげることのできる専門職

を養成する。 
3.    バリュー（value） 

大学アドミッション専門職として，高大接続システムを創出す

るための以下の３つの職能を重視する。 
a. コーチング・コミュニケーターとしての職能 
 高校生の知的好奇心や進学意欲を適切に喚起することがで

き，高校生および高校教員，保護者に対して大学に進学する意

味を伝えることができる。 
b. アカデミック・コミュニケーターとしての職能 
 複雑に進化する大学の先端諸学問の情報を収集し，大学で学

問する魅力について，高校生の興味関心，発達段階に対応する

形で適切に解説を加えることができる。 
c. テスティング・コミュニケーターとしての職能 
 大学アドミッションの国内外の動向を深く理解し，各大学の

立ち位置に応じた大学アドミッションを提案・実施できる。 

 
への表彰，(6) 大学入学者選抜に関する啓発，支援及

び助言活動，(7) 国内外の大学入学者選抜及び関連

諸科学の諸団体との交流並びに情報交換と定款に定

めた。加えて，こうした事業を行う際の専門職団体の

運営指針として，一般社団法人 大学アドミッション

専門職協会のビジョン・ミッション・バリューを掲げ

ている(表3)。 
まず，専門職団体のビジョンは，「すべての大学に

大学アドミッション専門職を配置する」ことであり，

これに従えば，会員数を788名近くまで増やすこと

が当面の目標である。「大学アドミッション」に関す

る職能開発と研究活動の両面から得られた知見を共有

し，大学アドミッション専門職の確立と発展を目指す

という専門職団体が掲げる団体の目的から演繹的に導

かれたビジョンの設定であり，目的を達成するための

手段としてシンプルにビジョンが設定される。 
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また，「大学アドミッション」に関する職能開発と

研究活動の両面から得られた知見を共有するための専

門職団体のミッションとして，まず第一に，高校生を

大学生として育成する専門職という観点を打ち出しな

がら，多様に広がる「大学アドミッション専門職」の

職能を互いに補いながら一定のレベルに到達する専門

職の養成を目指すことを明確にしている。更に，入試

実務に繋がる研究知を重視し，実務が高いレベルでこ

なせる専門職を養成することを目指している。ここは，

専門職団体の目的を達成する具体的な戦術の部分に当

たる。 
その上で，専門職団体が活動する際に大切にする価

値観や行動指針として掲げるバリューとしては，将来

の大学生を育成するという視点で，コーチングを，学

問を語るという意味で，アカデミックを，テスト・試

験を実施に向けて学内外で語れるという意味で，テス

トという３つの観点でのコミュニケーターを目指すこ

とを重視する姿勢を謳っているが，こうした業務の多

様性の構造そのものが専門職が専門職たるべき理由で

もあり，相互の研鑽なければ，専門職として到達し得

ない地点を示している。 
2021 年 11 月末までの協会の活動としては，「大学

アドミッション専門職」としての上級研修として，大

学入試ミスを事前に防ぐための研修や，高校生に接す

る際のコーチング技術の習得のための研修，さらに，

入試業務のゴールを再確認することによって日々の業

務の見直しを相互に図る研修，上司として1年目の入

試課職員やアドミッションセンター教員を新人研修を

することを想定し，「大学アドミッション専門職」と

しての職能を互いに言語化する研修など，少人数のワ

ークグループを中心に「大学アドミッション専門職」

の職能と知見を相互に高めるための研修を4回行った。

また，長年「大学アドミッション」業界で貢献し，

2020 年度に退職を迎えた関係者よる記念講演を 2 回

行い，専門知と経験の共有も図った。また，2021 年

8 月に行なった第 1 回年次大会で，コロナ禍での個別

大学の事例を中心に関係者のみによる情報交換を行い，

各大学のコロナ禍への対応を見直すグループワークも

行った。 
また，これまで，協会主催のシンポジウム，研修で

寄せられた期待する研修内容は表4の通りである。内

容を見ても，会員同士の業務上の情報交換や日々の悩

みの共有などが行える，研究成果発表とは趣の異なる

ネットワークづくりが可能なテーマであることがわか

る。 

表４ 今後専門職団体で実施を期待されている研修内容 
• 大学入試広報の効果測定 
• 入学前教育や高校との単発的でない，システマティ

ックなつながり方 
• オンライン入試（筆記試験のCBT化，WEB面接の

ノウハウ等） 
• 入試広報の効果的な手法について 
• 入試制度設計に必要なスキル 
• 追跡調査，多変量解析 
• 入試種別ごとの留意点(特に学校推薦型や総合選抜な

ど) 
• 学部が求める受験生を獲得するための方法論や事例

• 高大連携活動の事例を学ぶ 
• 入学試験に係る業務の外部委託化の是非 
• 18歳人口減少に伴う入学者選抜の変化 
• 大学間の連携を取り入れた入試の実施体制 
• 定員充足のための各大学の取組事例 
• 日本の入試制度の歴史 
• 海外の入学者選抜の在り方 
• 進学相談会における面談の手法 
• 主体性の評価，多面的な評価について 
• 国際入試，12年の課程修了にかかわる資格承認に関

するテーマ 
• 入学前教育 
• 総合型選抜，学校推薦型選抜の方法と評価について

• アドミッションセンターのある各大学の機能の実態

• 日本の社会における大学入試での公平性，公正性の

今後のあり方や許容範囲等に関するテーマ 
• アドミッション専門職と学内組織（執行部・学部

等）との付合い方のコツ 
 
 今後の課題は，こうした研修や会員交流セッション

などを企画していく会員の数を増やしていくことであ

る。設立メンバーは，協会の礎作りに奔走してきたが，

本来の入試業務に併せて，会員サービスを行っていく

のはとても大変な作業であった。その意味では，会員

の互助会組織であることの確認は重要であるし，過度

なサービスの提供には，相応の財務基盤が必要になっ

てくる。その意味では，こうした業務の軽減と業務の

平滑化が協会運営の課題であり，「大学アドミッショ

ン」業界の共通課題であると考えられる。「大学アド

ミッション専門職」に研修が必要だとしても，それを

持続可能にする体制づくりとサポートが併せて必要で

ある。 
 
5. 結語--大学入試に関する専門職団体の今後の展望 
文部科学省がまとめている「大学における教育内容

等の改革状況」によれば，「入学者受け入れに関する

専門家の属性」は，国立大学では，「教員」配置が

61%増加しており(2014 年 23 人→2018 年 37人)，私

立大学では，「その他」配置が24%増加(2014年75人
→2018 年 93 人)していることがわかる(文部科学省, 
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2018: 53, 2020: 58)。「大学アドミッション」に関する

専門人材は数自体として，急速に拡大しつつあるが，

その職能の多様な拡がりを鑑みた時，専門職団体が持

つ機能というのは，今後ますます重要になってくるだ

ろう。 
大学入試が変わらないと，高校教育が変らない，と

言われてきたが，まずは、入試を企画する「大学アド

ミッション」に関する専門人材を育成することが，高

大接続改革の重要な一手にもなりうる。大学入試改革

には，学内の説得が必要となる。そのために必要な人

脈，信頼，実績，知識が必要になってくるだろう。そ

もそも，「大学アドミッション」の専門業務は、学内

外で継続的な業務をしてこそ，力が発揮できるもので

あり，所属大学への愛校心も必要とされる。そのため

には，冒頭で指摘したように，任期付きの身分では力

が発揮でないことも多い。また，米国では離職率が高

いことからもわかるように，職務への適応まで難易度

が高く，周囲のサポートが欠かせない職業でもある。

そうした状況の解消のために，専門職団体の中で，相

互に研鑽し合い，専門職としての社会的認知を高めて

いくことが，「大学アドミッション」に関する業界の

長年の課題でもある処遇問題を解決することに繋がっ

ていくだろう。 
 大学アドミッション専門職協会は，2021 年 7 月に

大学入試のあり方に関する検討会議の提言に合わせて

公開された「大学入学者選抜関係基礎資料集 第 4 分

冊(制度概要及びデータ集関係」の「我が国の入試制

度の概要」のページで大学アドミッション専門職協会

に関する情報が掲載されるなど，設立の段階で一定の

注目を集めた(文部科学省, 2021: 26)。今後は，「大学

アドミッション」に関する専門職団体として，まず第

一に，会員が自由に自身が企画した研修プランを持ち

寄り，会報には，会員に資する情報を寄稿するといっ

た「参加型組織」になることが必要であり，互いの得

意とする職能を披露し，不足する職能を研修によって，

補い合うことで高め，講師と受講生が毎回たち変わる

ような互助会組織になることが求められていくだろう。

また，資格や表彰制度によって相互承認し合い，職能

を可視化していくことも，「大学アドミッション専門

職」の社会的地位の向上や大学における採用・昇進に

おいても，必要になってくる。専門職団体が「参加型

組織」となるためには，相互に持ち寄った職能研修を

企画することを，専門職の職能として位置付け，企画

立案を評価の対象として，専門職のキャリアに位置付

けることが大事である。こうした「参加型組織」であ

ることと，「大学アドミッション」としての職能の可

視化を組み合わせる仕掛けが，専門職団体の目的実現

には必要不可欠である。こうした企画力の育成・向上

がひいては，「大学アドミッション専門職」関係者が

所属する大学での入試 FD/SD を企画する力を養い，

さらには，国や社会の入試改革と連携した新たな「大

学アドミッション」の企画力につながると考えられる。 
 
注 
1） 九州大学アドミッション・オフィサー養成プログラムの中

に，毎年 3 月に開催するアドミッション・スペシャリスト

能力開発研修会と不定期に開催している国際シンポジウム

などの複数の開催行事が含まれている。 
2） その委員会の全国組織を 1971 年に第 1 回入学者選抜方法

研究委員会設置大学連絡会議（現在の「全国大学入学者選

抜研究連絡協議会」）を設置した。 
3） 協会 HP（https://www.jacuap.org/）に記載している設立

の趣旨文は次のとおりである。 
「現在，世界的な産業・就業構造の変化やそれに伴う中等

教育と高等教育の多様化と国際化という社会の構造的な変

革の時代を迎え，新たな高大接続システムの価値創造を担

う専門職が必要とされています。 
 こうした一連の改革や構造変動の進展とともに，大学ア

ドミッションの重要性に対する認識が強まり，アドミッシ

ョンの実施運営のためのセンターや専門部署等が相次いで

設立されてきました。その中で，設立メンバーを中心に，

アドミッション・オフィサーに関する養成講座を実施する

など，大学アドミッションの専門性確立の動きが本格化し

はじめました。 
 大学アドミッションは，対象とするアドミッション業務

の秘匿性や複雑性及び多様性を背景に，中等教育、高等教

育，高大接続論，測定評価論，進路指導論，入試戦略・設

計にも及ぶ大きさと広がりをもっています。このことは、

専門職の職能確立を困難にしてきました。一方で，こうし

た専門領域の広がりと高校と大学の人材育成を一気通貫す

るヴィジョンの必要性ゆえに，大学アドミッションに関す

る専門職が一層必要とされることにもつながります。こう

した変動の時代をむかえていっそう明らかになった大学ア

ドミッションに係わる諸問題と大学アドミッションにおけ

る企画設計の重要性を考えるとき，基礎素養，専門スキル，

実務能力の 3 つの観点から，設置者や教職員の違いをこえ

た専門職の結集と交流をはかることが重要になってきます。

高等学校関係者との協働のもと，互いにその職能を高め合

い，研修，奨励を通して，大学アドミッションの一層の深

化発展をめざすとともに、その専門的知識やスキル，経験

の普及を図り，実践的，政策的課題の解決に寄与する大学

アドミッション専門職の職能の確立が重要な課題となりつ
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つあります。 
 こうした状況をふまえ，このたび次のような有志が集ま

り，発起人となり大学アドミッション専門職協会の設立を

企図いたしました。」 
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中国の大学入学者選抜改革における「強基計画」の導入 
および実施状況 

 
賈 立男（北海道大学） 

 
2020 年に中国の大学入学者選抜改革において導入された新しい制度である「強基計画」に着目し，

その制度が導入された背景，目的，内容，初年度の実施状況を調査した。その結果，「強基計画」はこ

れまでの一部の「自主学生募集」における評価の妥当性や信頼性の低下，不正行為の多発，入学後の

教育との接続が希薄さという課題の改善を背景とし，将来的に国家戦略の実現に貢献しうる特定の学

問分野における高度な人材を選抜・育成するという目的を有し，大学入学者選抜と入学後教育との接

続を実現する選抜性の高い制度であることが判明した。 
キーワード：中国，大学入学者選抜改革，強基計画 

 
1 研究の背景と目的 

近年，東アジアの諸国・地域では大学入学者選抜改

革に関する動きが見られている（南部, 2016）。日本で

は，これまでの過度の受験競争の緩和，現代社会に求

められる力の育成，高等学校教育と大学教育の接続を

より適正にするといった観点から，大学入学者選抜に

おける入試方法の多様化や評価尺度の多元化が推進さ

れてきた。例えば， 2001 年度に，詳細な書類審査と

時間をかけた丁寧な面接等を組み合わせることによっ

て，受験者の能力・適性や学習意欲，目的意識等を総

合的に判定するアドミッション・オフィス入試（現

「総合型選抜」）が導入された。また，学力検査を免

除して出身高等学校長の推薦に基づき判定する推薦入

試（現「学校推薦型選抜」）の入学者数が年々増加し

ており，帰国子女，外国人留学生，社会人等を対象と

する多様な選抜も拡大している。 
2020 年度大学入学者選抜においては，一般選抜以

外の選抜区分により入学した学生が入学者全体の

49.1％に達しており，多様な学生を受け入れている傾

向が見られる（文部科学省, 2021）。しかし，大学入学

者選抜が多様化する一方，一部の学校推薦型選抜や総

合型選抜では選抜機能が低下し，受験者の学力水準を

担保することが困難であると指摘されている（中央教

育審議会, 2012）。また，多様な学生を受け入れたにも

かかわらず，大学教育においては学生の資質・能力が

十分に発展･向上されないという問題がある（中央教

育審議会, 2014）。 
そのため，2014年 12月に中央教育審議会が公表し

た「新しい時代にふさわしい高大接続の実現に向けた

高等学校教育，大学教育，大学入学者選抜の一体的改

革について～すべての若者が夢や目標を芽吹かせ，未

来に花開かせるため～（答申）」では，一部の学校推

薦型選抜や総合型選抜における「学力不問」の問題の

改善を目指し，大学入学者選抜において多様な評価方

法を利用し，「知識・技能」「思考力・判断力・表現力

等」「主体性・多様性・協働性」から構成した「学力

の三要素」を多面的･総合的に評価する改革が求めら

れる。また，大学入学者選抜に直結する大学教育にお

いても学生の「学力の三要素」を中心とする資質・能

力の更なる発展・向上が図られ，「入口」となる大学

入学者選抜を含め，大学の教育活動を一貫したものと

して再構築し，大学入学者選抜と大学教育を接続して

いくことが求められる（中央教育審議会, 2014）。 
一方，21 世紀に入ると中国においても日本の大学

入学者選抜の改革と類似した方向性が目指されており，

従来の画一的な筆記試験のみによる選抜を改め，大学

入学者選抜の多様化が模索されている。例えば，

2003 年に日本の総合型選抜に類似する制度である

「自主学生募集」（原語「自主招生」）が導入された。

これは大学が学生を受け入れる自主権を拡大すること

を狙いとし，多様な評価方法を利用し，独自の選抜試

験により，学問分野で優れた才能や潜在的能力を持つ

者を選抜する制度である（中華人民共和国教育部, 
2014）。多様な入学者選抜制度が導入された背景には，

過熱する受験競争の緩和，高等教育の市場化による大

学の教育理念の多様化，知識基盤社会に求められる幅

広い能力・資質を身につけた人材の育成といった日本

の大学入学者選抜改革の動機と共通する点がある。 
このような大学入学者選抜の多様化の趨勢を受け，

2010 年には，2020 年に向けた中国の教育改革に関わ

る全体の構想を提言した「国家中長期発展および発展

計画要綱（2010-2020 年）」（原語「国家中长期教育改

革和发展规划纲要（2010-2020 年）」）が打ち出された。
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この要綱では，今後の大学入学者選抜改革の方向性と

して，「試験の分類」「総合的評価」「多元的選抜」と

いう方針が掲げられた（中華人民共和国国務院, 2010）。
こうした方針を踏襲し，2014 年に中華人民共和国国

務院は「大学入学者選抜と学生募集改革深化に関する

実施意見」（原語「关于深化考试招生制度改革的实施

意见」，以下「実施意見」と略記）を公表し，「自主学

生募集」の実施方式の変更や「総合評価募集」の導入

等の大学入学者選抜をめぐる一連の改革を推進した。

さらに，2020 年に中華人民共和国教育部は「一部の

大学における基礎学問分野の学生募集改革の試行に関

する意見」（原語「关于在部分高校开展基础学科招生

改革试点工作的意见」，以下「学生募集改革の試行に

関する意見」と略記）を公表し，これまで 17 年間続

いてきた「自主学生募集」を廃止し，「強基計画」と

いう新しい制度を導入するものとした。 
後述するが，「自主学生募集」が廃止される背景に

は，一部の選抜における評価の妥当性や採点の信頼性

が低下し，受験者の資質・能力が適切に評価されない

こと，不正行為が多発することがあるとともに，入学

者が持つ学問分野の優れた才能や潜在的能力が大学教

育で十分に発展・向上されず，入学者選抜と入学後教

育の接続が希薄であることが挙げられる（中華人民共

和国教育部, 2020）。そのため，「強基計画」の導入に

より，大学入学者選抜の改善のみならず，大学入学者

選抜と大学教育の一体的な改革が行われ，両者の接続

を実現することが期待されている。 

以上のような背景を踏まえ，大学入学者選抜の改革

が進められている日中両国では，大学入学者選抜と大

学教育の接続を実現することが共通の方向性となりつ

つある。そのため，本稿は，中国において大学入学者

選抜と大学教育の接続の実現に向け，大学入学者選抜

および大学教育ではどのような改革が行われているの

かを明らかにすることを目的とし，大学入学者選抜と

大学教育の接続を実現するため新たに導入された「強

基計画」に焦点を当て，教育部が公表する政策文書と

大学の募集要項の内容を分析することにより，「強基

計画」の背景，目的，内容，初年度の実施状況につい

て概観し，その選抜と入学後教育の特徴および留意点

を検討する。これにより，日本の大学入学者選抜の改

革に資する新たな知見を得るとともに，日中両国の大

学入学者選抜の比較に新たな視点を提示する。 

 
2「強基計画」の導入背景 

「強基計画」が導入された背景には，従来の入学

者選抜制度である「自主学生募集」の問題の顕在化，

「総合評価募集」から得られた示唆，大学の教育プロ

グラムである「珠峰計画」における入学者選抜の改善

がある（中華人民共和国教育部,2020; 王・鐘,2020）。
以下,「自主学生募集」「総合評価募集」「珠峰計画」

それぞれの概要，特徴，課題を考察し，「強基計画」

の導入背景を明らかにする。 

 

2.1 「自主学生募集」に関わる問題の顕在化 

「強基計画」の導入は「自主学生募集」における問

題の顕在化に緊密に関連している。「自主学生募集」

は「全国統一入学試験を受け，成績が一定の水準に達

した者の中から，大学が独自に選抜し受け入れを行う」

（張・夏目, 2017: 229）入学者選抜制度である。具体

的には，大学は全国統一入学試験の得点が一定の基準

に達した者を対象とし，書類審査，学力試験や面接等

の独自の選抜を行い，合格候補者を決める。次に，優

遇措置として，合格候補者の全国統一入学試験の得点

に 10点〜60点を加点し，加点後の点数で最終的な合

否判定を行う。2019 年の時点において，全国で「自

主学生募集」を導入した大学は最初の 23 大学から，

90大学まで大幅に増加した。 
「自主学生募集」が導入されて以来，各大学では評

価内容・方法の開発などの入学者選抜の設計・実施・

運営の側面で豊富な経験が蓄積されてきた。また，全

国統一入学試験の成績のみによる画一的な選抜の方式

から脱却し，面接や集団討論等の多様な方法により受

験者の能力・資質を総合的に評価し，学問分野に優れ

た才能を有する者を選出する点において成果が得られ

た。例えば，馬・卜（2019）の追跡調査によれば，

「自主学生募集」を経た入学者は学業成績，研究活動，

課外活動等の面で著しく優れた能力を有することが覗

えるという。 
しかし，「自主学生募集」の拡大に伴い，以下の問

題が浮かび上がった。まず，一部の大学の選抜におい

て，教科・科目と関係ない難問・奇問が多く出題され，

受験者の資質・能力が適切に評価されず，評価の妥当

性が疑問視された点である（劉,2015）。また，一部

の面接では採点基準が不明確であることから，面接官

の主観が大いに採点に影響を与え，採点の信頼性が低

下する問題が指摘された（鄭,2010）。さらに，入学

者選抜に関わる汚職事件の発覚，出願書類の偽造・改

竄，特定の受験者の優待などの問題が生じ，「自主学

生募集」の公正性・公平性に対し，大きな疑問が投げ

かけられた。他方，入学後の教育の側面からみれば，

「自主学生募集」による入学者は一般選抜の入学者と

カリキュラムが区分されておらず，入学後に同じ教育
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プログラムや資源が提供されるため，学生の優れた才

能をさらに伸ばすことが十分に実現できず，入学者選

抜と入学後教育の接続に関する課題が残されていた。 
以上のような問題点を解決するため，2014 年から

教育部は「自主学生募集」の定員数の厳格な管理，加

点の大幅縮小などの一連の政策措置を講じたものの，

「自主学生募集」に深く根差した問題を十分に改善す

ることができなかった。その結果，大学入学者選抜の

公正性・公平性の確保や入学後教育の改善を求める国

民の要請に応えるために，本来の趣旨や目的から逸脱

した「自主学生募集」の実態を根本的に是正すること

が喫緊の課題となった。 
 

2.2「総合評価募集」から得られた示唆 
「自主学生募集」の改革が進められるとともに，

2014 年には大学入学者選抜改革に関する「実施意見」

が公表されたことをきっかけに，改革の先行地域であ

る上海市と浙江省では，「２つの根拠，１つの参考」，

すなわち全国統一入学試験と高校学業水準試験１の成

績に基づき，高校での活動や実績を記載する調査書を

参考とする「総合評価募集」が導入された（中華人民

共和国教育部，2014）。2016 年から「総合評価募集」

は省を単位として北京，天津等の地域で導入され，

2020 年までに当該省以外に所在する大学も含め，全

国の47大学がその形式を利用して選抜を行った。 
「１つの参考」と位置づけられた調査書の記載内

容は，学生の思想品性・道徳性，学業の状況，心身の

健康状態，芸術素養，社会実践活動という５つの項目

から構成されている。出願の際に，電子化された調査

書は書類審査の資料として大学に提出される。各大学

では，調査書を含む，受賞歴，推薦書などの書類を審

査した上で，独自の学力試験や面接を実施する。 
鐘・王（2019）が行った「総合評価募集」による

入学者を対象とした追跡調査によれば，高校での活動

や実績の評価も含める「総合評価募集」の導入は，本

来，全国統一入学試験の成績のみで志望大学に合格す

る可能性が低い学力中間層の生徒に進学の機会を与え

る。また，「総合評価募集」を経た入学者の能力・資

質は全体的に水準が高く，特に学習能力や学業成績に

優れた特徴が見られ，一般選抜による入学者に比べ，

学問分野に対してより高い興味・関心・適性を持つこ

とが明らかとなった。 
「総合評価募集」と「自主学生募集」の共通点とし

て，全国統一入学試験の成績のみによる選抜から総合

的な評価による選抜への転換を目指している点が挙げ

られる。一方，求める学生像と合否判定の方式の点に

おいては，両者に大きな相違がある。まず，「自主学

生募集」では，学問分野で優れた才能や潜在的能力を

持つ者を求められるが，「総合評価募集」における求

める学生像は幅広い能力・資質が全体的に高い者であ

る。また，「自主学生募集」における加点後の全国統

一入学試験の点数による合否判定と異なり，「総合評

価募集」では全国統一入学試験，高校学業水準試験，

大学の個別選抜それぞれの成績を一定の割合で合計し

て合否判定を行う。こうした全国統一入学試験と高校

学業水準試験の成績に加えて調査書を利用する「総合

評価募集」は，受験者の基礎学力の確保を基礎とし，

多様な側面から受験者が身につけた能力・資質を総合

的に評価する特徴を有している。 
 

2.3入学後教育を中心とする「珠峰計画」の改善 
大学入学者選抜の改革にとどまらず，近年，中国で

は大学教育でも改革の動きが見られている。21 世紀

に入り，中国は科学技術分野で著しい躍進を遂げたが，

重要なコア技術の開発で依然として他国に遅れを取っ

ていることが指摘された（王・鐘, 2020）。この背景に

は，基礎学問分野の人材が十分に確保されておらず，

基礎学問分野に関わる研究の発展が遅れていることが

ある。そのため，今後の中国の科学技術の発展のため

には，基礎学問分野において高い能力を持つ人材を数

多く育成することが急務となっている。 
以上の背景から，2009 年に教育部は，基礎学問分

野の高度人材育成を趣旨とする教育プログラム，すな

わち「基礎学問分野における英才の育成試験計画」

（原語「基础学科拔尖学生培养试验计划（珠峰計画）」，

以下「珠峰計画」と略記）を導入した。17 大学の数学，

物理，化学，情報科学，生物学の５つの基礎学問分野

に関わる学部では「珠峰計画」が率先して実施された。

また，2018年には「基礎学問分野における英才の育成試

験計画 2.0 に関する意見」が公表され，従来の５つの

学問分野に加え，医学分野と人文社会科学分野が追加

されるとともに，実施校は33大学までに拡大した。 
「珠峰計画」を実施する学部に属する学生に対する

優遇措置としては，特別クラスの編成，特別指導教員

の配置，海外交換留学の優先的な推薦，国家重点実験

室との共同研究等，多様で豊富な教育資源が提供され

ている。また，「珠峰計画」では個性重視の教育理念

が提唱され，多様な新しい教育方法を積極的に導入す

ることを通して，学生に自由に探究できる場を与え，

主体的な学修を促し，科学研究への関心・意欲を高め

るといった効果が期待されている。 

しかし，「珠峰計画」には以下の課題が存在する。
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まず,「珠峰計画」は教育プログラムとして位置づけ

られるため，現状において各大学は教育資源の整備や

教育内容・方法の改革に重点を置く傾向が見られる一

方で，学生の選抜についてはほとんど改革の動きが見

られないという点である。また,「珠峰計画」の選抜

は一般的に入学後に実施されており，募集対象の人数

や学業水準が大きく限られている。そのため，「珠峰

計画」の課題としては，単に大学の入学後教育を改革

するのみならず，入学後教育と入学者選抜の接続をよ

り緊密にすることが挙げられる。 

 以上を踏まえると，「強基計画」が導入された背景

は次のようにまとめられる。近年，中国では全国統一

入学試験による画一的な選抜が過度の受験競争や学生

の思考力・創造力の低下を招いたことへの反省から，

学問分野で突出した才能や幅広い能力・資質を多面

的・総合的に評価する入学者選抜制度が積極的に導入

されている。また，学生の能力・資質の伸長を目指し，

入学後の教育に関する改革も推進されている。しかし，

大学入学者選抜の多様化や多面的・総合的な評価が推

進されるにつれて，一部の選抜における評価の妥当性

と信頼性が低下し，入学者選抜と入学後の教育の接続

が希薄であるといった課題が浮き彫りとなった。 
 

3「強基計画」の導入とその概要 
2020 年１月に，教育部は「自主学生募集」の問題

の改善を念頭に置き，「総合評価募集」と「珠峰計画」

の成果と経験に基づき，科学技術の発展に関わる国家

戦略のニーズを満たし，幅広い優れた能力・資質もし

くは特定の学問分野で突出した才能を持つ者を選出し，

基礎学問分野における高度人材を育成することを目指

す「強基計画」を導入した。 
教育部（2020）が公表した「学生募集改革の試行

に関する意見」では，「強基計画」の趣旨，入学者選

抜および入学後教育の実施に関する規定が以下のよう

に述べられている。まず，「強基計画」の求める人材

像は，将来的に国家戦略の実現に貢献する意欲を持ち，

幅広い優れた能力・資質もしくは基礎学問分野で突出

した才能を身につけた者である。将来的には，国家の

発展に不可欠なハイエンドチップ・ソフトウェア，イ

ンテリジェント技術，マテリアルサイエンス，製造技

術，国家安全保障等に関する分野と，高度研究人材が

不足している人文社会科学分野において活躍できる人

材の輩出が期待されている。そのため，「強基計画」

を導入する大学は，自らの教育理念と教育課程の特長

を踏まえ，数学，物理学，化学，生物学，歴史学，哲

学，古文字学の７学問分野を中心とする入学者選抜の

実施と教育課程の編成が求められる。初期段階におい

て，「強基計画」は教育部が指定した36大学で先行的

に実施されることとなった。また，「強基計画」の導

入に伴い，「自主学生募集」は2020年に廃止されるこ

とが決定された。 
 
3.1「強基計画」における入学者選抜の特徴 
「強基計画」における入学者選抜は6月から7月に

かけて，第１次審査（全国統一入学試験の成績と書類

審査）と第２次審査（大学が実施する学力試験と体力

テスト）の２段階で行われる。 
まず，「強基計画」の出願期間は3月〜4月である。

出願者全員は6月に全国統一入学試験を受験した後，

試験の成績を大学に提出する。各大学は全国統一入学

試験の成績と調査書や実績を証明する書類の審査に基

づき，第１次審査の合格者を決定する。第１次審査で

は「一般枠」と「破格枠」が設けられ，それぞれの審

査基準が異なる。前者は，全国統一入学試験の成績が

所定の点数を超えることが求められる。後者は，学問

分野で優れた才能を持つ者が求められる。また，各大

学の募集要項の内容からみれば，「破格枠」は一般的

に国際的もしくは全国的な科学オリンピックで受賞し

た実績を有する者に限定されている。 
次に，第１次審査の合格者に大学が独自に実施する

個別選抜を課す。教育部（2020）が公表した規定に

よれば，大学の個別選抜が学力試験と体力テストから

構成されている。そのうち，学力試験の方法について

は筆記試験，面接，実技等が推奨されており，受験者

の思考力，創造力，問題解決能力を中心に評価し，評

価基準を明確にし，評価の妥当性と信頼性を高めるこ

とが求められている。 
合否判定については，受験者の全国統一入学試験，

高校学業水準試験，大学の個別選抜それぞれの成績を

一定の比率で合計した点数で判定を行う。これは「総

合評価募集」の合否判定の方法と共通しているが，全

国統一入学試験の比率については大きな差異がある。

「総合評価募集」では全国統一入学試験成績の比率が

一般的に60％であるのに対し，「強基計画」では85％
以上に設定しなければならないと規定されている（中

華人民共和国教育部, 2020）。この点からみれば，「強

基計画」では受験者の教科・科目に関する基礎学力の

確保を重視する傾向が見られる。 
 

3.2「強基計画」における入学後の教育の特徴 
入学後の教育課程について，「強基計画」では「珠

峰計画」と同様の優遇措置がとられている。例えば，
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「強基計画」による入学者は個別クラスに編入し，特

別な指導教員や学習環境が提供されるほか，大学院へ

の入試が免除され，国費留学や奨学金等の選考で優先

的に採用することができる。また，学士課程の教育に

とどまらず，学士，修士，博士の教育課程を連携させ

る一貫制教育プログラムが整備されている。この一貫

制教育プログラムにより，学士の段階で身につけた学

問分野に関する能力・資質を修士と博士の段階でさら

に発展させるとともに，卓越した知識と創造的な能

力・資質をもつトップレベルの若手研究者を養成する

ことが期待されている。 
このような高度な人材を育成するには，教学面での

質保証が不可欠である。「強基計画」では，学生に対

する定期的な資格審査試験を行うことが求められる。

資格審査試験で不合格となった場合には，当該学生は

「強基計画」の教育プログラムで学修する資格を喪失

し，一般課程に戻ることになっている。そして，一般

課程から優秀な学生を選出し，欠員補充を行うことが

可能とされている。また，学生の学修状況を総合的に

評価しつつ，教育課程が有効に機能しているかを確認

するため，学生アンケート，成績データ，学修ポート

フォリオ等のデータ収集・分析が定期的に行われる。

さらに，在学生と卒業生を対象とする追跡調査を行い，

データベースを構築し，学習や就職に関する情報を収

集・分析することにより，入学者選抜と教育プログラ

ムを継続的に改善・向上することが目指されている。 
 

4「強基計画」の初年度実施状況 
表１に示した通り，初年度において，36 の指定校

の募集定員は合計で 6090 人であった。そのうち，清

華大学と北京大学は合計で 1800 人であり，全体の

29.6％と相対的に高いシェアを占める。これに対して，

大連理工大学等の 13 大学の募集定員は 100 人以下に

設定されており，全体の14.3％に過ぎない。また，清

華大学，北京大学，復旦大学等の総合大学の募集定員

は相対的に多く設定される一方で，中国海洋大学や中

国農業大学等の特定の研究領域で実力を持つ大学の募

集定員は相対的に少ない傾向が見られる。 
一方，出願状況については，いずれの大学でも志願

者が多く，志願倍率は非常に高い傾向が見られる。全

体の募集定員 6090 人に対し，志願者数が約 136 万人

に達した「強基計画」における入学者選抜は「狭き門」

である。なかでも，中山大学，中国海洋大学，中国農

業大学の志願倍率は500倍を超えており，著しく高い

倍率となっている。 

表1 2020年における「強基計画」の定員数・ 
志願者数・倍率 

大学名 定員数 志願者数 倍率 

清華大学 900 60152 67 

北京大学 900 65457 73 

上海交通大学 210 44713 213 

復旦大学 210 57700 275 

浙江大学 210 63110 301 

西安交通大学 210 40352 192 

南京大学 210 60414 288 

中国科学技術大学 210 29889 142 

山東大学 180 59074 328 

四川大学 180 59100 328 

ハルビン工業大学 180 26656 148 

武漢大学 150 58716 391 

南開大学 150 35424 236 

中山大学 150 78161 521 

北京理工大学 150 31860 212 

天津大学 150 29884 199 

北京航空航天大学 150 38490 257 

北京師範大学 120 32716 273 

同済大学 120 34879 291 

厦門大学 120 57131 476 

中南大学 120 35314 294 

華中科技大学 120 36386 303 

蘭州大学 120 38343 320 

大連理工大学 90 24344 270 

華南理工大学 90 33110 368 

華東師範大学 90 31899 354 

東南大学 90 28444 316 

西北工業大学 90 18600 207 

中国人民大学 90 34551 384 

重慶大学 90 27370 304 

国防科技大学 60 14286 238 

吉林大学 60 17126 285 

中国海洋大学 30 17648 588 

中国農業大学 30 17727 591 

中国民族大学 30 10317 344 

電子科技大学 30 11407 380 

合計 6,090 1,360,750 223 

出所：自主選抜在線（2020a）の統計に基づき，筆者作成 

注）各大学における「強基計画」の志願者数は非公開で

ある。ここで引用した志願者数のデータは受験者番号か

ら推算した数値である。 

 
合格者数については，一般的に大学による公表はさ

れていないが，一部の大学においては欠員数が公表さ

れており，この数値から強基計画の選抜状況が推測可
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能である。その結果を表２に示した。これによれば，

志願倍率が高いにもかかわらず，定員に満たない状況

があり，欠員率が 50％以上に達している大学も存在

することがわかる。 
欠員が生じる主な原因は「強基計画」の選抜性の高

さに関係していると考えられる。各大学が実施する学

力試験には学問分野に関する基礎知識から国際科学オ

リンピックレベルまでの問題が含まれており，全国統

一試験より難易度が高い（自主選抜在線, 2021b）。ま

た，多数の大学の募集要項においては，「厳選のうえ

優秀な学生を選出し，量より質を重視する」ことが共

通の選抜方針とされている（中国教育在線,2021）。
こうした量より質を重視し，高い選抜性を有する「強

基計画」では，合格者が非常に少なく，欠員が生じる

に至る。また，欠員が生じた際に，一般的に大学は校

内選考を行い，新入生から「強基計画」の求める学生

像にふさわしい優秀な学生を選出し，欠員を補充する

（自主選抜在線,2020b）。 

 
表2   2020年における「強基計画」の欠員数・欠員率

大学名 定員数 欠員数 欠員率

北京大学 900 58 6.4% 

復旦大学 210 124 59.1% 

西安交通大学 210 71 33.8% 

中国科学技術大学 210 46 21.9% 

山東大学 180 80 47.8% 

武漢大学 150 87 58.0% 

北京理工大学 150 67 44.7% 

華中科技大学 120 52 43.3% 

北京師範大学 120 56 46.6% 

蘭州大学 120 56 46.7% 

出所：自主選抜在線（2020b）の統計に基づき，筆者作成 

 
最後に，「強基計画」を経て入学した学生に提供す

る教育がどのような特徴を持っているのかについて，

各大学の募集要項の内容から検討した。各大学が提供

する教育プログラムには，「定期的な資格審査」「特別

クラスの編成」「分野融合」「国際交流」「大学院教育

との連携」という５つの共通点がある。このことから，

教学面での質保証に重点を置き，学生の専門的な知識

や能力の伸長に力を入れる特徴が覗える。 

 
5   考察 
入学者選抜と入学後の教育との２つの側面を含む，

新しい制度として登場した「強基計画」は以下の３つ

の特徴を有することが明らかとなった。 

第１に，制度の目的と内容がより明確化されている

点である。中国ではこれまでに「自主学生募集」等の

入学者選抜制度が導入されており，学問分野において

優れた才能を持つ者や幅広い能力・資質を身につけた

者を積極的に受け入れている。これにより，生徒は一

人ひとりの多様な能力や資質等に応じて，大学での教

育を受ける機会が与えられる。 
しかし，これらの学生を受け入れることは，大学教

育や人材育成に対してどのような意義があるのかが明

確に説明されているとは言い難い。その結果，社会か

ら「自主学生募集」等に対する理解を十分に得られず，

「裏口入学」と揶揄される状況が生じ，その公正性・

公平性に疑念を抱かれることが少なくない（劉, 2015）。 
一方，「強基計画」では，選抜の目的として，科学

技術の発展に関わる国家戦略のニーズを満たし，将来

的に国家戦略の実現に貢献する人材を育むことが明示

されている。この目的を踏まえ，募集にかかわる学問

分野が限定され，合否判定の基準や入学後の教育等の

内容が明確に規定されるとともに，選抜性の高い選抜

が実施されている。今後，このような選抜の意義およ

び人材育成の観点が社会において認知されていけば，

「強基計画」の導入に対する理解や選抜に対する信頼

が一定程度得られると考えられる。 
第２に，大学入学者選抜と大学教育の接続が目指さ

れている点である。従来の入学者選抜制度であった

「自主学生募集」と「総合評価募集」では，入学後の

教育について具体的なプログラムや教育内容まで言及

されていなかったため，入学後の教育における学生の

能力・資質のさらなる伸長について懸念が示されてき

た（劉, 2015）。また，基礎学問分野における高度人材

の育成を趣旨とする「珠峰計画」は，入学後の教育の

改革に重点を置いていたが，入学後の教育と入学者選

抜との連携が十分に実現できていなかった。 
一方，「強基計画」ではこれまでの入学者選抜制度

や教育プログラムの限界を踏まえた上で，入学者選抜

と入学後教育の接続のあり方が提案された。すなわち，

入学者選抜において受験者が備える能力・資質を多面

的・総合的に評価した上で，大学教育で能力・資質の

さらなる伸長を図るため，豊富な教育資源を提供する

等の優遇措置をとる点である。これにより，大学入学

者選抜と大学教育の接続の実現が見込まれた。 
第３に，高い選抜性を有する点である。「強基計画」

の実施初年度における高い志願倍率と欠員率から選抜

性の高さが見受けられた。「強基計画」では，大学教

育を受けるために必要な学力を把握するため，教科・

科目に関する基礎学力の評価に重点を置いた上で，志
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願者の能力や適性等を多面的・総合的に評価するとい

う厳格な選抜が行われており，これには体力の確認も

含まれている。評価方法からみれば，「強基計画」に

は日本の総合型選抜と共通する点があるが，次に示す

通り，両者には明確な相違点が存在する。近年，日本

の一部の大学においては，総合型選抜が定員を確保す

るための手段として利用されており，「学力不問」の

問題が深刻化している。これに対し，「強基計画」は

決して入学定員を確保する手段ではなく，受験者の基

礎学力を見極めて合否を判定するものであり，一般選

抜よりもはるかに難易度が高い選抜制度である。 
一方，「強基計画」にはいくつかの留意すべき点が

ある。まず，体力テストの成績で合否を判定する理由

を明示すべき点である。他の大学入学者選抜制度に比

べ，体力テストを利用することが「強基計画」の１つ

の特徴となる。「強基計画」に体力テストを導入する

背景には，中国では徳・知・体・美との面で全面的に

発達した人間の育成を目指す「素質教育」を推進して

おり，学生の心身の健康状況を重視していることが要

因にあると考えられる。 
しかし，「強基計画」においては学力試験を通過し

たとしても，体力テストの成績次第で不合格になる大

学が半数を占めており，体力テストに過度に偏る傾向

が見られている（自主選抜在線, 2021a）。この点につ

いて，大学ではなぜ体力テストの成績で合否を判定す

るのか，体力と高度人材の育成との関係性に関する説

明が不明瞭なままである。実施趣旨や求める学生像に

おいて体力や身体の健康に関する要求が明確に言及さ

れていない「強基計画」では，体力テストの成績を選

抜基準とすることが逆に評価の妥当性を損なう可能性

があり，体力テストの成績で合否を判定する理由や根

拠を明示することが必要であると考えられる。 
そして，「強基計画」では受験者の思考力，創造力，

問題解決能力を中心に評価することが求められている

が，受験者の志望動機や学問分野に対する学習意欲，

適性等の確認に留意が必要である。「強基計画」では

入学後に定期的な資格審査が行われることから，一般

的な教育課程より，学業の圧力が相対的に高いことが

推測される。また，たとえ「強基計画」からドロップ

アウトしたとしても，他の学問分野へ変更・編入する

ことが原則として認められていない（中華人民共和国

教育部, 2020）。以上の点から，一般的な教育課程の性

格と異なる特徴を持つ「強基計画」では，ミスマッチ

による学業不適応の問題が生じ，中退や留年につなが

る可能性がある。このようなミスマッチの問題を防ぐ

ため，入学者選抜では受験者の基礎学力のみならず，

志望動機や意欲，適性も十分に評価した上で，「強基

計画」の理念にふさわしい人材の獲得に向けた工夫が

必要である。 
さらに，「強基計画」における募集人員の配分を行

う際には，地域間格差が拡大しないような配慮を行う

べきである。中国には，内陸部を主とする経済発展の

立ち遅れた地域に比べ，北京等の中部と東南沿海部に

広がる都市を中心とした地域は教育の質が高く，教育

資源が非常に豊富であるという「二元構造」が存在す

る（仲田, 2014）。また，高等教育への進学機会におい

ても西部内陸部の地域が最も恵まれていないと指摘さ

れている（竇, 2006）。こうした地域間の格差による受

験機会の不平等を是正するため，中国の大学入学者選

抜では大学が各省に予め募集人員を配分する制度を導

入しており，教育の質が比較的に劣る地域の受験者に

大学進学の機会を保証している（小川ほか，2019）。 
しかし，「強基計画」における募集人員の配分をみ

れば，省間格差が依然として存在するといえる。自主

選抜在線（2020b）の集計結果によれば，2020 年度の

「強基計画」において北京，浙江，江蘇等の中部や東

部地域の募集人員は300人を上回ったが，陝西，黒龍

江，遼寧等の内陸部地域の募集人員は200人を下回っ

たという。さらに，内モンゴル，甘粛，雲南等の地域

では募集人員が100人未満となり，中部と東南沿海部

に比べ，西部内陸部の定員が著しく少ないことが示さ

れた。すなわち，「強基計画」では全国に定員を配分

するなかで，中部と東南沿海部の地域に多くの募集定

員を配分する傾向が見られる。このような定員配分は

「強基計画」への受験機会を制限し，地域格差による

受験機会の不平等がさらに拡大する恐れがあると考え

られる。そのため，「強基計画」の定員配分を行う際

には，地域格差への配慮が必要であると考えられる。  

 
6   終わりに 
日中両国では，大学入学者選抜の多様化や高等教

育進学率の上昇に伴い，多様な背景や資質・能力を持

つ者に大学での教育を受ける機会が広がりつつある。

その一方で，学生が身につけた資質・能力を大学入学

者選抜においてどのように適切に評価するのか，また，

入学後にどのように発展・向上させるのかという，大

学入学者選抜と大学教育の接続の改善は，両国の共通

の課題として浮かび上がっている（中央教育審議会, 
2014；張・夏目, 2017）。 
中国では国家の発展に貢献する人材の選抜・育成が

目指され，大学入学者選抜と入学後教育を一体的に改

革した「強基計画」が，大学入学者選抜と大学教育の
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接続の実現に対する新しいアプローチを提示しており，

同国の大学入学者選抜と大学教育の接続に取り組む先

行的な事例として位置づけられている。また，こうし

た「強基計画」における選抜方法の利用と入学後教育

の実施から，大学入学者選抜と大学教育の接続が求め

られる日本にとっても，入学者選抜における学力の把

握方法を検討し，異なる選抜区分を経た入学者に対し

て個性に応じた大学教育を提供する上で示唆に富む。 
一方，今後の課題として，「強基計画」は導入され

て間もないことから，各大学における実態の把握が難

しく，今後，制度が普及するにつれてさまざまな課題

が発生することが予想される。それゆえ，各大学が実

施する個別選抜において具体的にどのような試験内容

が設けられているのか，入試現場における評価や入学

後の教育の実践においてどのような課題が生じている

のか，また，在学生の成績や卒業生の進学・就職の状

況はどのような傾向を呈しているのかなどの点を明ら

かにすることが今後の研究の課題として挙げられる。 
 
注 

1）高校学業水準試験は国家の承認を経て地域（省・市・自治

区）で実施する高校の教科課程の達成状況を評価する試験で

ある。一般的には，国語，数学，外国語，政治，物理，化学，

生物，歴史，地理の 9 科目が含まれる。試験の成績が合格基

準に達する生徒は，大学入学者選抜を受ける資格が得られる。 
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国立大学の広報におけるソーシャルメディアの利用状況 
 

並川 努（新潟大学） 
 

国立大学の広報において，ソーシャルメディアの利用は増加しており，今後も重要なツールの 1 つと

なっていくと考えられる。そこで，本研究では，国立大学に焦点をあて，ソーシャルメディアの利用状

況を整理した。対象とした 82 校のうち，Twitter は 63 校（76.8%），Facebook は 64 校（78.0%），Ins
tagram は 33 校（40.2%），YouTube は 73 校（89.0%）が利用していた。また，それぞれのメディアの

数値的な指標を集計し，現状について整理を行った。2011 年頃から利用を開始した大学が多いことや，

活用状況は大学の規模によっても異なってくること，大学によって活用状況にはばらつきがあることが

示唆された。 
キーワード：ソーシャルメディア，SNS，国立大学，広報  

 
1 はじめに 

COVID-19の感染拡大は，社会の様々な面に大きな

影響を与えている。大学においても例外でなく，授業

のオンライン化や，各種の感染拡大防止策の実施によ

って，従来とは異なる対応が必要となっている。 
それは高大接続や，入試広報等の面でも同様である。

たとえば，2020年度以降は，それまで対面で行われて

きたオープンキャンパスや大学説明会なども，オンラ

インを活用した形に変更されることが多くなっている

（久保ほか，2021）。 
そのような状況の中で，人との接触を伴わずに情報

を伝えることが可能なウェブサイトやソーシャルメデ

ィア（もしくはSNS）を活用した広報は，今後ますま

す重要性を増してくると考えられる。実際，池内（20
20）では，2020 年 8 月に高校 2 年生向けに行われた

調査で，「今後利用したい進路に関する情報収集行動」

として，「キャンパスへ直接行くオープンキャンパス」

の 30.0％に次いで，「SNS やブログでの情報」が 29.
0%と高い割合で選択されていたことが報告されてい

る。そして，単純に比較は難しいものの，これは 201
9年までの調査結果の数値よりも高くなっており，SN
S の活用は広報上必須のものになってくるだろうと指

摘している。 
そうした中で，大学の広報等におけるソーシャルメ

ディアの活用についての研究も見られるようになって

きている。たとえば，山下（2016）は，いくつかの事

例をもとに，ソーシャルメディアを利活用した入試広

報活動や教育支援活動等について考察を行っている。

また，井関（2021）は，日本の大学によるYouTubeチ
ャンネルの活用実態について報告し，大学によって活

用の程度に格差があることや，動画の内容についてタ

イプに分けて整理できることなどを指摘している。 し

かしながら，現在各大学がソーシャルメディアをどの

程度活用しているかを系統的に整理したものはあまり

みられない。現状どのメディアがどのくらいの数の大

学によって活用され，それぞれの大学がどの程度の発

信をしているかは，大学における入試広報をはじめと

した広報全般の改善や，高大接続のあり方などを考え

て行く上でも基礎的な情報として重要であると考えら

れる。そこで，本研究では，まず範囲を国立大学に限

定し，ソーシャルメディアの活用状況を整理すること

を目的とする。なお，本研究では利用者数も多く，大

学での広報ツールとしても一般的に利用されていると

推測されるメディアとして，Twitter，Facebook，Ins
tagram，YouTubeを主な対象として取り上げる 1）。 

 
2 方法 
2.1 調査対象 
国立大学の 86 校のうち，高大接続等も踏まえて検

討を行うため，大学院大学を除く82校を対象とした。 
 

2.2 手続き 
対象とした 82 校のウェブサイトをチェックし，ソ

ーシャルメディアの活用状況についてデータ収集を行

った。調査は，大学生3名が分担し，1校当たり2名

表 1 調査項目の一覧 
メディア 調査項目

Twitter ツイート数, 利用開始年月, フォロー中の数,
フォロワーの数, 認証の有無

Facebook 「いいね」の数, フォローの数,
ページの作成日, 認証の有無

Instagram 投稿の数, フォロワーの数, フォロー中の数,
認証の有無

YouTube チャンネル登録者数, 登録日, 総視聴回数,
認証の有無
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 が担当する形で進められた。今回は，公式なアカウン

トであることを確認するため，基本的に大学のウェブ

サイトのトップページにリンクがあったり，広報に関

するページ，公式ソーシャルメディアや SNS 一覧の

ページなどに載っていたりするもののみを対象とし，

情報の収集を行った。また，原則として大学全体の公

式アカウントのみとし，学部などの特定の部署・組織

単位，特定のイベント用のもの等は除外した（広報室

等の全学の広報を担う部署が大学を代表して発信して

いると思われるものは対象に含めた）。なお，2名の記

録内容が異なった場合は，著者が改めてウェブサイト

をチェックし，確認を行った。 
 

2.3 調査項目 
Twitter，Facebook，Instagram，YouTubeの4メ

ディアについて，利用の有無および，それぞれのメデ

ィア上で確認できる数値などの情報（表 1）を記録し

た。 
なお，今回は各メディアのトップページ等で確認可

能な数値のみチェックを行った。そのため，例えば，

Twitterのツイート数は，1万件未満のものについては

1 の位まで表示されていたのに対して，1 万件を超え

るものについては「1万件」等の表示になっていたが，

今回はそのまま収集した。また，細かな数値が表示さ

れていた場合も，確認した日時によって常に変わるこ

とが予想されるため，100以上の値については，10の

位を四捨五入する形で記録を行った。 
 

2.4 調査時期 
調査は2021年2月から3月にかけて行われた。 

 
3 結果と考察 
対象とした82 校のうち，Twitterは63校（76.8%），

Facebook は 64校（78.0%），Instagram は 33校（4
0.2%），YouTubeは 73校（89.0%）が利用していた。

Instagramは5割に満たなかったものの，他の3つは

7割を超える大学で活用されていた。 
4つすべて利用していた大学は25校，3つ利用は3

0校，2つ利用は18校，1つ利用は7校，利用なしは

2 校であった。組み合わせごとの大学数は表 2 の通り

であった。3つ利用以下で，多かった組み合わせは「T
witter・Facebook・YouTube」の23校，「Facebook・
YouTube」の 7 校，「Twitter・YouTube」と「YouTu
be」の6校であった。1つもしくは2つのメディアの

みを利用している大学で，Instagramを利用している

大学は少なく（Instagram・YouTubeの組み合わせの

 1校のみ），大学の広報メディアとして Instagramが

選択されるのは最初ではなく他のメディアの活用が進

んでからであることも示唆される。 
また，アカウント作成等の日付が確認できたTwitte

r，Facebook，YouTubeの3つについて，これらを利

用している大学が3つどういう順序で利用を開始して

いたかについて，表3にまとめた。このうち，最も多

かったのはTwitter，Facebook，YouTubeの順で利用

していた大学の11校であった。しかし，最初に開始し

たメディアで集計すると，Twitterが17校，Faceboo
kが13校，YouTubeが18校となっており，開始順に

ついて多くの大学に共通した傾向は見られなかった。 
 

表2 利用メディア数ごとの大学数 
T F I Y 大学数

4つ利用 ○ ○ ○ ○ 25
3つ利用 ○ ○ ○ ー 2

○ ○ ー ○ 23
○ ー ○ ○ 2
ー ○ ○ ○ 3

2つ利用 ○ ○ ー ー 4
○ ー ○ ー 0
○ ー ー ○ 6
ー ○ ○ ー 0
ー ○ ー ○ 7
ー ー ○ ○ 1

1つ利用 ○ ー ー ー 1
ー ○ ー ー 0
ー ー ○ ー 0
ー ー ー ○ 6

利用なし ー ー ー ー 2

注）T：Twitter，F：Facebook，I：Instagram，

Y：YouTube，○：使用あり，―：使用なし 

開始順 大学数
Twitter，Facebook，YouTube 11
Twitter，YouTube，Facebook 6
Facebook，Twitter，YouTube 6
Facebook，YouTube，Twitter 7
YouTube，Twitter，Facebook 9
YouTube，Facebook，Twitter 9

表3 Twitter，Facebook，YouTubeの開始順 
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3.1 Twitter 
次に，メディアごとに集計を行った。まず Twitter

を利用していた63校について，「ツイート数」，「フォ

ロー中」，「フォロワー」の数を利用開始年度ごとに集

計し，表4にまとめた。 
今回対象とした中で，最も早くTwitter の利用を開

始していたのは2009年11月の東北大学であった。ま

た，開始年度で最も多かったのは2011年度で，15校

となっていた。2011年は，東日本大震災が発生した年

でもあり，東北地方を中心に各大学の入試広報にも従

来とは異なる対応が必要になった時期とも重なるため，

それが影響を与えたことも推察される。 
「ツイート数」の平均値は，全体で2370件（SD = 

2392）であり，22件から 10000 件超まで，大学によ

ってばらつきが大きかった。利用開始年度別に見ると，

ばらつきはあるものの，2009年度や2010年度開始大

学の平均値が高くなっており，早い時期から開始して

いた大学ほど，多く活用されていることが示唆される。 

N M SD M SD M SD

2009年度 5 5420 3362 1000 - 10000 67 75 2 - 200 17380 14291 800 - 36000

2010年度 5 4440 2937 600 - 8800 84 110 2 - 300 9280 5625 1700 - 16000

2011年度 15 3053 1520 500 - 5500 33 52 0 - 200 8860 12712 1600 - 55000

2012年度 8 3350 2487 700 - 9000 28 65 0 - 200 5138 3307 1400 - 11800

2013年度 2 1750 1150 600 - 2900 45 2 43 - 46 3050 750 2300 - 3800

2014年度 9 1778 1202 300 - 3800 16 31 0 - 100 2133 1974 600 - 7300

2015年度 0 - - - - - - - - -

2016年度 2 650 150 500 - 800 103 98 5 - 200 850 150 700 - 1000

2017年度 4 825 377 400 - 1400 37 36 0 - 84 1325 955 300 - 2800

2018年度 2 400 200 200 - 600 0 0 0 - 0 2050 1250 800 - 3300

2019年度 7 257 140 100 - 500 47 103 0 - 300 1743 1643 100 - 5600

2020年度 4 181 142 22 - 400 12 14 0 - 34 1325 1504 100 - 3900

計 63 2370 2392 22 - 10000 39 70 0 - 300 5734 9020 100 - 55000

Range Range Range

ツイート数 フォロー中 フォロワー

表4 Twitterの利用開始年度ごとの統計 
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 また，各数値間の相関を計算したところ，「ツイー

ト数」と「フォロワー」の間に r =.65の有意な相関が

見られ，多くツイートを行っている大学のアカウント

ほど，フォロワーの数が多いことが示唆された。 
また，Twitter のブルーの認証済みバッジが表示さ

れていたアカウントは，東北大学，東京大学，京都大

学，大阪大学，神戸大学の 5 校のみであり，全体の 1

割に満たない数であった。5 校はいずれも 5000 件以

上のツイートがあり，10000人以上のフォロワーがい

るアカウントであったが，同様のツイート数等があっ

ても表示されていない大学も見られた。 
次に，63校の「ツイート数」，「フォロー中」，「フォ

ロワー」の数のヒストグラムを図1-3に示した。「ツイ

ート数」に関しては，1000以下の大学が28校と最も

表5 Facebookの利用開始年度ごとの統計 
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図5 Facebookの「フォロー」の分布 

N M SD M SD

2010年度 3 13300 15627 2200 - 35400 13733 15816 2500 - 36100

2011年度 17 7165 5353 1000 - 18800 8029 6095 1100 - 20200

2012年度 11 4427 6549 1200 - 24900 4891 7151 1300 - 27200

2013年度 9 2411 1734 700 - 6600 2644 1861 700 - 7100

2014年度 8 3725 4272 600 - 14000 4150 4606 700 - 15000

2015年度 5 1720 770 900 - 2700 2040 838 1100 - 3100

2016年度 2 750 50 700 - 800 900 0 900 - 900

2017年度 4 300 71 200 - 400 375 83 300 - 500

2018年度 2 400 300 100 - 700 450 350 100 - 800

2019年度 2 450 150 300 - 600 500 200 300 - 700

2020年度 1 46 ― 46 - 46 48 ― 48 - 48

計 64 4296 6232 46 35400 4749 6679 48 36100

いいね フォロー

Range Range
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多く，利用している大学中の44.4 %を占めていた。一

方で2001-3000の大学や，3001-4000の大学もそれぞ

れ8校（12.7％）見られた。「ツイート数」が10000を

超えていたのは1校のみであった。 
「フォロー中」の数は1-25が26校（41.3%）と最

も多く，0 の大学も 16 校（25.4%）と多く見られた。

「フォロワー」の数は，10000を超える大学も9校（1
4.3%）と多かった一方，501-1000（10校，15.9%）や

1001-1500（8校，12.7%）の大学も多くみられていた。 
 
3.2 Facebook 

Facebookについても，利用していた64校について

利用開始年度ごとに集計し，表5にまとめた。最も多

くの大学が利用を開始していたのは，Twitter と同様

に2011年度であり，17校が利用を開始していた。ま

た翌 2012 年度も 11 校と多くの大学が利用を開始し

ていた。「いいね」の数の平均値は 4296（SD = 623
2），「フォロー」の数の平均値は 4749（SD = 6679）
であった。なお，ブルーの認証バッジが表示されてい

る大学は見られなかった。 
また，「いいね」及び「フォロー」の数についてのヒ

ストグラムを図4-5に示した。最も多かったのは，10
00 以下の大学であり，「いいね」の数では 19 校（29.
7%），「フォロー」の数では 15 校（23.4%）だった。

その一方で 20000 を超えるような大学も見られてお

り，大学によって大きく異なることが示された。 
 
3.3 Instagram 
次に，Instagramについて集計を行った。利用開始

年については確認できなかったため，利用していた33
校全体で「投稿」，「フォロワー」，「フォロー中」の数

を集計した。投稿は平均286（SD = 398，Range = 5-
2200）であり，100 件未満の大学が 14 校と利用大学

の 42.4%を占めていた（図 6）。また，「フォロワー」

は平均2379（SD = 3507, Range= 100 – 17000），
500以下が10校と多くを占めていたものの，5000以

上も 5 校みられるなど，2 極化している様子も見られ

た（図 7）。「フォロー中」は平均 11.6（SD = 20.6，
Range=0 -95）であった。0の大学も15校と多く，積

極的にフォローをしている大学は多くないことも示唆

された（図8）。 
 
3.4 YouTube 
最後に YouTube について集計を行った。YouTube

は，今回取り上げたメディアの中では 73 校と最も多

くの大学が利用していた。年度別にみると，Twitterや

Facebook と同様に 2011 年度に利用を開始している

大学が11校と最も多かったものの，それ以降も2016
年度までは毎年度 6-10 校の大学が利用を開始してい

た（表6）。 
「チャンネル登録者数」については，8 校で公開さ

れていなかったものの，それを除くと平均値は 1508
（SD = 2333, Range = 32-14800）であった。1000
人以下の大学が41校と半数以上を占めていた（図9）。 
また，「総視聴回数」の平均値は，505505（SD = 1

125225, Range= 7100–9187100）であった。50000
回以下の大学が 13 校，50001-100000 回の大学が 12
校あった一方で，100000回以上の大学も7校あり，2
極化している様子がうかがえた（図10）。 
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図7 Instagramの「フォロワー」の分布 

図6 Instagramの「投稿」の分布 
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3.5 大学規模ごとの利用状況  
大学の規模とメディアの使用状況を整理するために，

表7に示したように2021 年度の募集人員で 5つに分 
類して集計を行った。その結果，募集人員が 2000 人

以上の大規模大学がソーシャルメディアを最も多く活

用しており，Twitter，Facebook，YouTubeは100%，

Instagram も 62.5％と最も多くなっていた。また，

Instagram，YouTubeは規模が大きいほど利用率が高

くなっていた。Twitter，Facebookに関しても「1500
人以上 2000 人未満」の規模の大学を除くと，規模が

大きいほど利用率が高くなる傾向が見られた。大学単

位のソーシャルメディアの活用は，大学の規模にも影

響を受けていることが示唆される。 
 

表6 YouTubeの利用開始年度ごとの統計 
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総視聴回数図10 YouTubeの「総視聴回数」の分布 

図9 YouTubeの「チャンネル登録者数」の分布 

N M SD M SD

2008年度 3 2333 2947 200 - 6500 491300 628856 33200 - 1380500

2009年度 6 2850 3104 300 - 9000 846100 823667 49900 - 2388600

2010年度 2 1450 1250 200 - 2700 521250 415450 105800 - 936700

2011年度 11 1390 958 400 - 3300 486391 299986 46900 - 895200

2012年度 9 1350 1607 200 - 4500 466200 499869 20100 - 1519000

2013年度 9 850 544 200 - 1600 335533 251954 22000 - 693000

2014年度 10 2478 4475 200 - 14800 1305630 2687166 38800 - 9187100

2015年度 6 1233 1099 200 - 3400 261767 126666 80100 - 449800

2016年度 10 956 891 100 - 3000 181890 205946 18900 - 724400

2017年度 2 700 0 700 - 700 75250 6650 68600 - 81900

2018年度 2 116 84 32 - 200 33000 25900 7100 - 58900

2019年度 1 400 0 400 - 400 32100 0 32100 - 32100

2020年度 2 100 0 100 - 100 24300 9000 15300 - 33300

計 73 1508 2333 32 - 14800 505505 1125225 7100 - 9187100

チャンネル登録者数 総視聴回数

Range Range
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3.6 多く活用している大学の特徴 
ソーシャルメディアを多く活用している大学の特徴

について検討するために，今回集計した「ツイート数」

等の主な指標の多い順に上位5つの大学を，表8から

表 11 にまとめた。まず表 8 の Twitter に関しては，

「ツイート数」や「フォロワー数」が多かった6大学

は，いずれも旧帝大などの規模の大きな大学であり，

大学の規模が強く影響していることが示唆される。ま

た，6 大学のうち 5 大学は 2011 年度以前から利用を

開始しており，長期に渡って継続的に発信しているこ

表7 大学の規模ごとのメディアの使用状況 

募集人員 大学数

2000人以上 8 8 (100.0%) 8 (100.0%) 5 (62.5%) 8 (100.0%)

1500人以上，2000人未満 9 6 (66.7%) 7 (77.8%) 5 (55.6%) 9 (100.0%)

1000人以上，1500人未満 11 10 (90.9%) 10 (90.9%) 5 (45.5%) 10 (90.9%)

500人以上，1000人未満 31 25 (80.6%) 25 (80.6%) 11 (35.5%) 27 (87.1%)

500人未満 23 14 (60.9%) 14 (60.9%) 7 (30.4%) 19 (82.6%)

YouTubeinstagramFacebookTwitter

表8 Twitterの利用が多い主な大学           表9 Facebookの利用が多い主な大学 

表10 Instagramの利用が多い主な大学       表11 YouTubeの利用が多い主な大学 

注）それぞれ太字の列の指標が多い順に並べた。

大学名 ツイート数 フォロワー フォロー中 利用開始 大学名 いいね フォロー ページの作成日
東北大学 10,000以上 18,200 31 2009年11月 東京大学 35,400 36,100 2011年3月
神⼾大学 9,000 11,800 18 2012年6月 京都大学 24,900 27,200 2012年6月
広島大学 8,800 16,000 10 2010年10月 筑波大学 18,800 20,200 2012年1月
京都大学 7,000 36,000 2 2010年1月 大阪大学 15,800 17,200 2011年12月
大阪大学 7,000 30,000 4 2010年2月 東京外国語大学 14,000 15,000 2014年10月

大学名 ツイート数 フォロワー フォロー中 利用開始 大学名 いいね フォロー ページの作成日
東京大学 5,500 55,000 47 2011年5月 東京大学 35,400 36,100 2011年3月
京都大学 7,000 36,000 2 2010年1月 京都大学 24,900 27,200 2012年6月
大阪大学 7,000 30,000 4 2010年2月 筑波大学 18,800 20,200 2012年1月
東北大学 10,000以上 18,200 31 2009年11月 広島大学 11,400 17,400 2011年6月
広島大学 8,800 16,000 10 2010年10月 大阪大学 15,800 17,200 2011年12月

大学名 投稿 フォロワー フォロー中 大学名 チャンネル登録者数 総視聴回数 登録日
大阪大学 2,200 17,000 27 東京大学 14,800 1,094,900 2014年4月
京都大学 1,000 10,000 4 東北大学 9,000 2,388,600 2009年11月
大阪教育大学 700 1,800 0 大阪大学 7,900 1,519,000 2012年6月
群馬大学 600 1,200 33 九州大学 6,500 1,380,500 2008年4月
東京外国語大学 400 5,700 0 信州大学 4,500 1,338,600 2010年3月

大学名 投稿 フォロワー フォロー中 大学名 チャンネル登録者数 総視聴回数 登録日
大阪大学 2,200 17,000 27 群馬大学 900 9,187,100 2014年5月
京都大学 1,000 10,000 4 東北大学 9,000 2,388,600 2009年11月
筑波大学 300 8,800 0 東京農工大学 800 1,860,800 2014年7月
広島大学 400 6,200 0 大阪大学 7,900 1,519,000 2012年6月
東京外国語大学 400 5,700 0 九州大学 6,500 1,380,500 2008年4月
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とがうかがえた。 
表 9 のFacebook についてもTwitter と同様に旧帝

大などの規模が大きな大学が多かったが，「いいね」の

数では規模が決して大きくはない東京外国語大学も上

位になっていた。また，東京外国語大学は表 10 の

Instagramでも上位に名前が挙がっており，大学の規

模に対して，ソーシャルメディアの利用が活発な大学

であると言えるだろう。また，同様に募集人員が1000
人未満の規模で名前が挙がっている大学には，群馬大

学（表10，表11），大阪教育大学（表10），東京農工

大学（表11）があり，これらの大学に焦点を当てて活

用方針や発信状況の詳細について検討していくことも

有効であろう。 
 

4 まとめ 
本研究では，国立大学 82 校を対象に，大学の広報

におけるソーシャルメディアの利用状況を整理した。

Twitter，Facebook， YouTube は，2021 年現在で 7
割以上の大学で利用されており，国立大学の広報にお

いてもソーシャルメディアの利用が進んでいる現状が

示された。今回は，大学全体の広報に絞り，さらに大

学の公式ウェブサイトから確認が可能であったものに

限って集計を行ったため，学部単位やウェブサイト等

から直接リンクしていないものなどを含めると，さら

に活用が進んでいると思われる。また，いずれのメデ

ィアも 2011 年度に多くの大学で利用が開始されてお

り，一つの契機になっていることが示唆される。 
メディアの細かな利用状況を見て行くと，投稿数や

フォロワー数等が多く，積極的に活用できているとみ

られる大学がある一方で，まだそれらの数字が伸びて

いない大学も多く見られた。表7に示したように各メ

ディアの使用の有無は大学の規模にも関連しており，

「ツイート数」等の量的な指標が上位の大学も，旧帝

大などの大規模大学が多かった（表 8 から表 11）。ま

だ十分に活用できていない大学にとっては，今後の広

報上の課題となることも予想される。 
今回は4つのメディアに絞って集計を行ったが，そ

れ以外のメディアの活用も見られた。いずれも 10 校

程度と使用している大学が少なかったため具体的な集

計は行わなかったものの，LINE，LinkedInなどの利

用も複数の大学で見られており，今後はこれらのメデ

ィアについても含めて検討を行う必要があると言える。

また，日本語のみではなく，英語での発信も多くの大

学で試みられていた。ソーシャルメディアのアカウン

トも，英語での発信用と日本語での発信用の2つのア

カウントを用意している大学もあり，今後そういった

形での活用も進んでいくことが推察される。 
さらに，今回の研究では，ソーシャルメディアの利

用の有無や「ツイート数」等の指標についてしか扱え

ていない。そのため，発信している内容についての分

析も今後の課題であると言える。また，国立大学同士

の比較でなく，私立大学や公立大学等の取り組み状況

とも比較して行くことや，ソーシャルメディアを用い

た発信がどの程度受験生等のステークホルダーに届い

ているのかについても，詳細な検討が課題になると言

えるだろう。 
 
注 
1）総務省情報通信政策研究所（2021）では，Twitter 及び

Instagram の利用率が全世代平均で 42.3％，Facebook が 
31.9％，YouTubeが82.5％であったことが報告されている。

これらのメディア以外では，LINE が 90.3%と利用率が最も

高く，また10代に限るとTikTokも57.7%と多く利用されて

いた。これらについては，今回はまだ大学広報で活用されてい

る程度は低いと判断し集計に入れなかったものの，今後の活

用拡大が予想される部分でもあり，さらなる検討が必要であ

る。 
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高大接続入試とラウンドテーブルとの関わりと評価 
――高大接続ラウンドテーブルから始める高大接続入試―― 

 
中野 正俊，井上 咲希，田中 千晶，和田 啓吾（金沢大学） 

 
知識基盤社会への学びの転換が進み，大学教育においても，アクティブラーニングの導入が進んで

いる。2018 年度に新しい学習指導要領が発表され，様々な探究科目の導入が進んでいる。それぞれの

段階で能動的学習へと教育改革が進む中，それらをどう接続するかという教育接続改革についての議

論が盛んに行われている。高大接続改革が進む中，大学入試改革においては，探究学習を評価し，入

試へとつなげることは重要な課題である。金沢大学では，入試改革の中に位置付けられる高大接続ラ

ウンドテーブルを実施し，様々な高大接続プログラムと同様のレポートにて評価を行なっている。こ

の評価を分析することで，知識伝搬型の講義形式のプログラムと，探求活動型のラウンドテーブルと

を同じ指標のもとで評価可能であることを明らかにした。  
キーワード：高大接続，探究学習，入試改革 

 
1 背景 
1.1 高大接続改革 
高大接続改革の議論は 1999 年 12 月中央教育審議

会「初等中等教育と高等教育との接続の改善について」

の答申により，高大接続の在り方に言及された頃から

進んできている。ここで最初に示されている重要検討

課題は，初等中等教育段階で身につけられた「自ら学

び，自ら考える力」を基礎として，高等教育段階で

「課題探究能力」の育成を図ることであった。 
しかしながら，答申後の約 10 年では，多くは大学

教員の出張授業や入学者選抜に特化した接続であり，

答申で示されていたような課題探究能力を育成するこ

とを考えた高大接続とはかけ離れていた（中條, 2008, 
2009, 2011）。2007 年６月に改正された学校教育法

において，学力の三要素（「知識・技能」「思考力・

判断力・表現力」「主体性を持って多様な人々と協働

して学ぶ態度」）が規定され，学力観の転換について

の本質的な議論や実践が各所で浸透し，2012 年８月

の中央教育審議会答申「新たな未来を築くための大学

教育の質的転換に向けて」以降，能動的学修法が大き

く注目され，今ではアクティブラーニングの導入が大

学評価の指標の一つとなることもある。 
そのような中，2014年12月，中央教育審議会より

「新しい時代にふさわしい高大接続の実現に向けた高

等学校教育，大学教育，入学者選抜の一体的改善につ

いて」が答申された。本答申の「はじめに−高大接続

改革が目指す未来の姿」では，「本答申は，教育改革

における最大の課題でありながら実現が困難であった

「高大接続」改革を，初めて現実のものにするための

方策として，高等学校教育，大学教育およびそれらを

接続する大学入学者選抜の抜本的な改革を提言するも

のである。」と記されており，高大接続改革が喫緊の

課題とされていたことがわかる。学力の三要素に対応

していない高校教育と大学入学者選抜における課題が

明示され，その上で，高等学校段階に則した学力の三

要素について，その三要素の関連性も含め明確に示し，

学力の三要素の中でも最も注視されている「思考力・

判断力・表現力」について，“習得”した「知識・技

能」を“活用”し，自らの課題発見・解決の“探究”，

表現のために必要な能力であるとし，習得・活用・探

究と「学力の三要素」との関連も明示した。 
答申を受け，翌 2015 年１月，文部科学省より高大

接続改革実行プランが示され，さらに翌 2016 年３月

には，文部科学省高大接続システム改革会議「最終報

告」により，高校改革・大学改革・高大接続改革，三

位一体の改革について具体方策が打ち出された。そし

て，2017年７月に出された「平成33年度大学入学者

選抜実施要項の見直しに係る予告」では，大学入学者

選抜に係る新たなルールとして，学力の三要素を多面

的・総合的に評価するものへと改善することが明示さ

れた。 
 

1.2 大学における高大接続改革 
大学全入時代を迎え，従来の大学入試に選抜機能を

期待できなくなり，多くの大学では学生募集に今まで

以上に力を入れる必要が出てきている。先進的な大学

における高大接続改革は，追手門学院大学の「アサー

ティブ入試」，お茶の水女子大学の「新フンボルト入
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試」や北陸大学の「21 世紀型スキル育成 AO 入試」

などに見られるように，“育成”を核とした丁寧な大

学入試の段階へと進行している。また，福井大学では，

先進的に探究的な学びに取り組む全国の高校をつなぐ

「福井大学高大連携ラウンドテーブル」が開催され

（松田, 2014）（杉山, 2015），さらに福井大学の入

試改革にも取り入れられた（大久保, 2018)。このよ

うに高大接続改革は着実に進んでおり，大学と高校が

連携した活動もより一層盛んに取り組まれている。 
この高大接続教育改革の動きはスーパーサイエンス

ハイスクール(SSH)，スーパーグローバルハイスクー

ル(SGH)などの牽引によりさらに加速し，高校生向け

の出張授業だけでなく，高校生と大学生との協同研究

など様々な取り組みが行われている。 
中川(2005)は SSH に関わることは大学の責任であ

ると述べており，大学が高校と連携して研究室訪問や

出張授業を行なった結果生徒の進路姿勢が向上し，さ

らにミスマッチを予防するなどの結果を紹介している。

また，冨田ら(2014)は高校時代に教科学習も探求学習

も熱心に取り組んでいた学生ほど大学での学習にも積

極的であることを指摘している。そのため，大学側が

高校と連携して探求活動の支援を行うことは能動的な

学習者を育てることにも役立つと言え，高大連携の大

きな効果は生徒たちの進路意識への影響ではないかと

も言われている（中川, 2005）。また，大学入学後の

ミスマッチは高等教育において大きな課題であり，文

部科学省の調査によると大学を退学する理由として他

の大学への転学は経済的理由の次に多いとされる(文
部科学省, 2014)。高大接続プログラムに参加するこ

とで大学と大学での学びを知り，その中で自身を振り

返る機会を得ることで，こうした進路選択のミスマッ

チを防ぐことも期待できる。 
 

1.3 高校教育における高大接続改革 
2017~8 年，「よりより学校教育を通してよりよい

社会を創るという理念を学校と社会とが共有」し，社

会との連携および協働によりその実現を図っていく

「社会に開かれた教育課程」の実現を目指して，次期

学習指導要領が告示された。学校は，生徒たち一人一

人が持続可能な社会の創り手となれるように，未来社

会を切り拓くための資質・能力，すなわち学力の三要

素を確実に育成することが期待されている。 
その実現のため，高校には特に，「総合的な学習の

時間」が「総合的な探究の時間」へ転換され，さらに

教科においても探究と名の付く科目が多数新設される

など，探究モードへの転換が名実ともに期待されてい

る（文部科学省, 2018）。高校段階では，探究活動に

よる学習成果を実証した実践研究の数は少なく，探究

的な見方・考え方を目標とする総合的な学習の時間に

ついても，高校教育段階に多くの課題があることが中

央教育審議会答申（2016）でも特筆されている。 
近年では，SSHやSGH，スーパー・プロフェッシ

ョナル・ハイスクール（SPH），地域に根差した高

校などの牽引により，課題発見・解決学習，探究活動

に取り組む高校が急増し，その価値も広く浸透してき

た。とりわけ，グローバルな社会課題，ビジネス課題

をテーマに横断的・総合的な学習，探究的な学習を行

うことを掲げている。SGH のインパクトは大きい。

一方で，高校教育改革は大学入試改革次第であるとし，

様子をうかがう高校も多く，大学の高大接続改革に取

り組む姿が非常に重要なものとなる。そんな中 2020
年度には入試改革が進み，センター試験に代わる「大

学入学共通テスト」や総合型選抜の実施など，急速に

大学入試改革が進んでいる。 
 
1.4 課題と目的 
金沢大学が実施する「KUGS 高大接続プログラム」

には対面参加型の Live セミナー，ラウンドテーブル，

Web 視聴型の Web セミナーの３種類のプログラムが

ある。 
この中で，ラウンドテーブルは「KUGS 高大接続

プログラム」の実施に先駆けて開催されており，また，

対面参加型の Live セミナー，Web 視聴型の Web セ

ミナーとは様相の異なるプログラムである。Live セ

ミナー，Web セミナーは，対面参加型，Web 視聴型

の違いはあるものの，大学の講義を受講するような知

識伝搬型のプログラムであり，大学で取り組まれてい

る研究の紹介も交えながら，高校生にとって興味・関

心を持ちやすい工夫をほどこし，大学の学びに触れる

ことができるプログラムである。これらは大学生にな

ると授業の中でレポートを課されることもあろう内容

であり，高校生にとっても触れやすく，取り組みやす

い内容である。また，大学にとってもレポートとその

評価というのはこれまでの経験が蓄積されており，入

試の中に位置付けることに対する障害は少ない。 
一方で，ラウンドテーブルにおいては，探究活動型

の学習であり，知識伝搬型となる講義を受講するスタ

イルとは大きく異なるプログラムである。このラウン

ドテーブルを，同じ「KUGS 高大接続プログラム」

として実施し，高大接続入試の中に位置付けるには，

「評価」は避けることができない。探究活動の活動自

体を適切に評価することは難しく，何よりも入試と結
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びつく評価を意識しながら活動に取り組むのは探究活

動としては適切であるとは言い難い。そこで，ラウン

ドテーブルの活動を一つの学びと捉え，ラウンドテー

ブルを終えた後に，参加者が各自で自身の活動を振り

返ることをレポート課題として課すことで，活動その

ものを評価するのではなく，活動を振り返り，考察し，

表現することを評価することにした。他の「KUGS
高大接続プログラム」においても同様に，それぞれの

プログラムを受講した上で，その内容を振り返り，考

察し，表現することをレポート課題とし，全ての

「KUGS 高大接続プログラム」において共通のレポ

ートを課すことで，それぞれの異なるプログラムに対

して一律の基準で評価することを目指した（図１）。 

図１. KUGS高大接続プログラム 
 

本研究では，知識伝搬型である講義形式のプログラ

ムと，探求活動型であるラウンドテーブルに同様のレ

ポートを課し，同一の基準にて評価できることを確認

し，また，ラウンドテーブルを入試の中に位置付ける

意義について考察することを目的としている。また，

本報告が，同等の取り組みや，その他の様々な探究活

動を評価するにあたり，一つの実践例として参考にな

れば幸いである。 
 
2 金沢大学高大接続ラウンドテーブル 
金沢大学では，高大接続教育改革のキーワードを探

求とし，2017 年度に第１回金沢大学高大接続ラウン

ドテーブルを二日間にわたって開催した。このラウン

ドテーブルは「福井大学高大連携ラウンドテーブル」

を参考として開催され，ラウンドテーブルの開催目的

は探求活動の進んでいる高校から経験や知識を学ぶと

ともに，当事者同士の情報交換やネットワーキングを

促し，さらに大学教員への意識啓発という意義があっ

た。 
参加者には，探求学習を活発に行なってきた高校か

ら高校生，高校教員を招聘，またこれから探求学習を

行いたい高校生，高校教員，そして，大学にて能動的

に学ぶ大学生・留学生，大学教員，教育関係の社会人

らが同じテーブルを囲み，ディスカッション・探求活

動を行なった。 
以後，第２回，第３回のラウンドテーブルを同様に

実施し，最大約 40 名程度の高校生が参加している。

第４回以降はオンラインにて規模を縮小したものとな

っているが継続して開催し，2021 年には第６回を実

施し，最大約 20 名程度の高校生が参加している。特

に第３回以降は，金沢大学が 2021 年度入試より実施

している KUGS 特別入試への出願が可能となる

KUGS 高大接続プログラムの一つとして実施してい

る。そのため，第３回以降のラウンドテーブルには金

沢大学を志望する高校生の参加者が多く，参加者の約

７割が課題レポートにも取り組み，提出をしている。

特に，近隣の高校へ通う高校生の参加が増える結果と

なっており，第４回以降も第３回同様に近隣の高校生

が中心ではあるものの，オンラインでの開催となって

いることが影響し，若干名ではあるが遠隔地からの参

加も見られる。 
このラウンドテーブルでは，探究的な学習に取り組

んできた高校生や大学生が自己の課題探究の過程を立

場の異なる多様な聴き手の前で語り，聴き手から評価

や質問を受け，それに誠実に答え，その活動を通じて

自己の学びをより深め，より深化した課題を発見し，

さらに学び続ける動機を獲得する場とすることを目的

としている。また，共通の課題を多様な立場の人間が

協働的に探究する体験を通じて，これからの社会の形

成者，市民として求められている能力とは何か，それ

を基礎づける学力とは何かについて共通の合意形成の

場となることを期待している。 
近年の教育改革が進む中で様々な探究活動に取り組

んできた高校は多いものの，第三者の前で自身の考え

を主張する機会が少なく，そのような場を探している

参加者が多いことも影響し，これまで，多くの参加者

が集まってきた。高校の探究活動の中でも発表を伴う

ものも多いが，同じ学校の生徒や，教員，または地域

の高校生同士での発表・報告が多い。金沢大学高大接

続ラウンドテーブルにおいては，他地域，他学年の高

校生や，大学生，大学教員を交え，普段接する機会の

少ない第三者と交流し，より多様性のある活動の機会

となることを期待している。そのため，高校生が決し

て入試の一環として取り組んでいるというわけではな
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く，あくまで探究学習であるラウンドテーブルの先に

入試があり，ラウンドテーブルに参加した上で，

KUGS 特別入試が選択肢の一つとして存在するとい

う考えのもとで，高大接続ラウンドテーブルを入試改

革の中に位置付けている。 
 

3 KUGS特別入試 
金沢大学では，令和３(2021)年度入学者選抜から

「KUGS 特別入試」を実施しており，初年度の志願

倍率は 0.9 倍であった。この特別入試は，「基礎的知

識・技能を修得し，それらを活用して自ら課題を発見，

探究する能力を備えている人」，「将来に明確な目標

を持っており，主体的に行動し，他者と協働しながら，

自身の夢を実現しようとする強い意欲を持っている人」

を受け入れて育成するために，志願者の能力・資質・

意欲を多面的・総合的に評価する入試としており，

「学力の三要素」を踏まえた上で評価することを示し

ている。 
この KUGS 特別入試に出願するには，２種類のレ

ポートを提出する必要がある（図２）。一つは，金沢

大学が提供する「KUGS 高大接続プログラム」を受

講して，提示された課題に対してレポートを提出する

図３. KUGS特別入試ルーブリック 

図２. 金沢大学のKUGS特別入試 
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「大学での学び」である。「KUGS 高大接続プログ

ラム」には対面参加型の Live セミナー，ラウンドテ

ーブル，Web 視聴型の Web セミナーの３種類があり，

高校生は，複数あるプログラムから，興味・関心に応

じて自由に選択して受講することが可能である。提出

されたレポートは高大接続コア・センターで評価を行

い，それぞれのレポートに合わせて評価コメントとと

もに受講者にフィードバックされる。このレポートは

専門的な知識などを求めるものではなく，ルーブリッ

ク（図３）を基に高大接続コア・センターの担当者が

客観的な立場で評価を行う。 
これに加え，高校生が日頃，部活動や学習活動など

で経験した学びについて記述する「高校での学び」を

提出する必要があり，「大学での学び」同様に提出さ

れたレポートはルーブリックを基に高大接続コア・セ

ンターで評価を行い，評価コメントとともに受講者に

フィードバックされる。これら「大学での学び」と

「高校での学び」それぞれのレポートで基準を満たす

ことで，出願資格を得ることができる。 
ルーブリックは金沢大学が示す金沢大学＜グローバ

ル＞スタンダード（KUGS）を基準としており，

KUGS とは，基本的な教育目標を実現するために金

沢大学が育成する人材の具体的な姿を提示したもので

ある。 
 

4 ラウンドテーブルの入試への位置付け 
金沢大学高大接続ラウンドテーブルは，「KUGS

高大接続プログラム」の一つであり，金沢大学の入試

改革の中に位置付けられたラウンドテーブルである。

この金沢大学高大接続ラウンドテーブルが，参加者に

とってどのような位置付けとなっているか，第３回金

沢大学高大接続ラウンドテーブル参加者へのアンケー

トにより分析を行なった（図４）。 
参加者の多くがラウンドテーブルに参加したことが

刺激になったと答えており，参加者にとって有意義な

時間となったことがうかがえる。一方，「ラウンドテ

ーブルが高大接続につながるか」という質問に対して

はやや懐疑的であるという結果であり，刺激を受けた

ものの，このラウンドテーブルをいかに高大接続につ

ながていくのかが課題であることが読み取れる。また，

「探究活動につながるか」という質問についても，や

や懐疑的であった。ラウンドテーブルの特徴であるが，

ラウンドテーブルをきっかけに新たな疑問が浮き上が

ることで，若干ではあるものの懐疑的な意見へつなが

ったのではないかと推察する。 
アンケートを見ると，やや懐疑的な意見もあるもの

の，高大接続改革の中に位置付けられたラウンドテー

ブルに対して好意的な意見がほとんどである。中には，

ラウンドテーブルをきっかけに，「KUGS 特別入試」

について詳しく知りたいとアンケートに記入する高校

生も見られるなど，高大接続ラウンドテーブルの先に

入試が存在する，という位置付けをある程度達成する

ことができていると見られる。2020 年度のラウンド

テーブルにおいては，参加者の半数以上が高校２年生，

または１年生であり，直近の入試のためだけに参加し

ている高校生よりも，自身の興味によって参加してい

る高校生が多いことがうかがえる。 
そして，高大接続ラウンドテーブルに参加した高校

生の約７割が，「KUGS 特別入試」の出願に必要と

なる「KUGS 高大接続プログラム」のレポート課題

に取り組んでおり，高大接続ラウンドテーブルに参加

した上で，高校と大学とをつなぐ入試へと向かってい

ることがわかる。そのため，高大接続ラウンドテーブ

ルを入試の中に位置付けることは達成できていると考

える。一方で，自己研鑽のためだけに高大接続ラウン

ドテーブルに参加し，「KUGS 特別入試」を視野に

入れていない高校生も一定数いるが，高校生に対して

学習の場を提供することができていることの裏返しで

図４. 第３回ラウンドテーブルアンケート 
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もあるため，今後の課題ではあるものの大きな問題と

は認識していない。 
 

5 ラウンドテーブルの評価 
次に，高大接続ラウンドテーブルの評価が，高大接

続ラウンドテーブル以外の「KUGS 高大接続プログ

ラム」と同一の基準にて評価できているか，また評価

に問題がないかを確認するため，それぞれのレポート

の評価内容の比較を行なった。比較の際には，ルーブ

リックをもとに５項目を５段階で評価した結果の合計

値にて比較を行った。ここでは，ラウンドテーブルを

除くプログラムに対する全レポートの平均値を「１」

として規格化した上で縦軸とし，その分布を見ている

（図５）。知識伝搬型の各プログラムと，探究活動型

のラウンドデーブルとで課されるレポートの内容は同

一であり，どの「KUGS 高大接続プログラム」に参

加し，レポートを提出しても評価に極端な差が生じる

ことはないと言えるかを確認する。 

 
図５. 高大接続プログラムの評価 

 
それぞれを比較すると，若干ラウンドテーブル参加

者のレポートの評価が高い傾向にあるものの，大きく

差が生じることはなく，ラウンドテーブルと他の高大

接続プログラムとの間での評価の平等生は保たれてい

ると考えられる。ラウンドテーブル参加者のレポート

の評価が若干高い傾向にあるのは，ラウンドテーブル

に参加する高校生がより積極的に活動し，活動を振り

返ることにも意欲的であることに起因すると思われる。

その一方で，各レポートを詳しく調べると，ラウンド

テーブル参加者のレポートは，自身の意見・考えに固

執する傾向にあり，自身の考えを主張したいとする積

極性が影響しているものと考えられる。 
プログラムによって多少の傾向の違いが生じること

は参加者層が異なるためにある程度は生じうることで

あるが，KUGS 特別入試においてはこのレポートの

評価を直接入試の評価とはしておらず，あくまで出願

資格を得るためのステップであり，各高大接続プログ

ラムにおいて傾向の差が生じることは重要な問題とは

していない。ここで重要となるのは，ラウンドテーブ

ルを他の高大接続プログラムと同様の評価を行うこと

ができる点であり，全ての高大接続プログラムを同様

の基準で評価することが可能であることである。ラウ

ンドテーブルを特別視することなく，KUGS 特別入

試の中に位置付けることができる事実は，ラウンドテ

ーブルだけでなく，様々な探究活動を入試改革の中に

位置付けることを考える点においても重要な意義があ

る。 
 

6 ラウンドテーブルの課題 

金沢大学高大接続ラウンドテーブルは，これまで第

６回まで実施されており，今後も引き続きの実施が予

定されている。KUGS 高大接続プログラムの中で，

入試改革の一部として位置付け，ラウンドテーブルの

活動を通して評価までつなげることができることにつ

いては一定の成果を得ることができた。 
しかし，今後課題となるのは，高大接続ラウンドテ

ーブルの継続性と，更なる発展である。回数を重ねて

はいるものの，その浸透は容易ではない。ラウンドテ

ーブルのような活動を通して高校生が大学と接する機

会が増え，大学からのメッセージを受け取ることで，

高大接続改革を実感し，更なる探究学習の発展へとつ

ながることを期待するためにも，より広く浸透し，よ

り深い探究へとつなげるためにも，ラウンドテーブル

主催者の研修などの能力開発も今後の重要な課題とな

る。 
さらに高大接続ラウンドテーブルを経て，金沢大学

へ入学した学生に対する追跡調査や，大学生となり大

学で学んだ後に，再度大学生としてラウンドテーブル

に参加することにつながるなど，大学入学後の活動と

結びつける高大接続教育を考える必要もある。 
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コロナ禍で変わる入試広報 
――静岡大学全学入試センターの実践―― 

 
雨森 聡（静岡大学） 

 
本稿は，新型コロナウイルス感染症の流行を受け，変更を余儀なくされた 2020 年度の入試広報が，

どのように変わったか，どのような工夫をしたかについて，記録を残すこと，失敗談を共有すること，

知見を提供することを目的としている。言及する入試広報は，オープンキャンパス，進学相談会・説

明会，静岡県国公立 4 大学の取り組みである。2020 年度の経験より，オンラインによる入試広報にお

いては，予約システム，マニュアルや注意喚起の文書，適切な方法の選択，大学外から見て意味のあ

る大学間連携が重要であると筆者は考えている。 
キーワード：入試広報，コロナ禍，入試広報のオンライン化，意味のある大学間連携 

 
1 本稿の目的とねらい 
 筆者は以前から対面式のオープンキャンパス，入試

相談会を始め，様々な入試広報をオンライン化する必

要があると考えていた。このように考えていたのは，

対面式の場合，高校生らが参加するのに地理的な制約

を受けるというのが主たる理由であった。もちろん，

地理的な制約を厭わず，例えば，北海道から静岡大学

のイベントに来る高校生らもいるので，すべてをオン

ラインというわけではなく，オンライン化できるもの

はオンラインでという感覚であった。 
 2020 年度は，新型コロナウイルス感染症（以下，

新型コロナ）の流行という地理的な制約への対応以外

の要因によって，本学はもとより，多くの大学におい

て，入試広報のオンライン化を推進することになった。

本稿は 2020 年度に本学で実践した入試広報のオンラ

イン化に関して，記録を残すこと，失敗談や苦労話を

他大学と共有すること，ポストコロナ時代の入試広報

に向けた知見を提供することを主な目的としている。

本稿で取り扱う入試広報は，大学案内などの媒体では

なく，オープンキャンパス，進学相談会，進学説明会

についてである。 
 
2 本学のこれまでの入試広報について 
2.1 オープンキャンパス 
 本学のオープンキャンパスは，例年，春と夏と秋に

対面で実施してきた。規模は夏のものが最大で，その

あと春，秋と続く。 
 これまでのオープンキャンパスは，基本的には大学

が決めた日に開催するものであり，その日に都合がつ

かない高校生らは参加できない。また，大学から遠く

離れた地に住んでいる者はコストを勘案し，参加でき

ないものであった。筆者が別の大学に所属していた頃

の話になるが，7,8 年前に，オープンキャンパス当日

の様子をライブ配信することと，配信内容の動画をア

ーカイブ化し，参加できなかった者に公開することを

学内の会議で提案したことがあるが，当時はネットワ

ーク環境もスマートフォンのカメラの性能も十分では

ないなど，物理的に実現しにくい状況にあった。 
 本件について学内に提案した頃には，既にいくつか

の大学において，オープンキャンパスのライブ配信が

実施されていた（マイナビ,2014）。ただ，オープン

キャンパス当日の様子をライブ配信するというのは，

方法的には不可能ではないが，視聴者のニーズに応え

きれない可能性がある。例えば，学部説明のような，

１対多の内容は配信でも良いが，研究室見学のような

少数対象のようなものは配信するにも，カメラの位置

の決定や，人員や機器の用意などが非常に困難である

ために，いざ配信したとしても視聴者が見たいものが

見られないことになる可能性がある。このような場合，

ライブで配信するのではなく，動画を撮影し，動画と

してオンデマンド配信する形式なら，視聴者のニーズ

にも応えることができる。言い方を換えると，内容に

よってはライブ配信に向いているものと，オンデマン

ド動画に向いているものとがあるということである。

本学の 2020 年度のオープンキャンパスは，オンデマ

ンド動画による配信を中心として実施した。 
 
2.2 進学相談会と進学説明会 
 進学相談会（以下，相談会）については，東京都区

内，大阪市，名古屋市のような主要都市で開催される

ことが多く，会場近隣に在住する高校生らはその相談

会に簡単に参加できるが，そうでない者は時間や交通
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費のコストをかけて参加することになる。例えば，名

古屋市で開催される相談会の場合，大半は愛知県内の

高校生らであるが，福井県の嶺南，長野県の南信，三

重県の東紀州などから参加する者もいる。このような

比較的遠方からの参加者が，近隣の者よりもコストを

かけて参加しているだけでなく，相談する順番が来る

まで待つ姿をよく目にすることもあった。相談者のコ

スト削減や利便性を念頭に置き，本学では 2017 年度

からオンライン相談を受けるようにした。 
 進学説明会（以下，説明会）は名称として相談会に

似ているが，相談会は相手からの相談にもとづくのに

対し，説明会は大学側が大勢の相手に説明する点で異

なる。説明会は，公演型，講義型のものをイメージす

ると理解しやすい。 
 相談会や説明会は，進路選択に関するイベントを企

画する企業（以下，進路情報提供企業）を主体として

開催されることが多く，これまで対面式で実施されて

きた。これらの会場は，コンベンションセンターなど

の大会場の場合もあれば，高校の場合もある。進路情

報提供企業が開催する相談会・説明会に本学は参加し

ている。 
 また，本学が参画している，東海・北陸・信州地区

にある 12 の国立大学からなる国立 12 大学は，例年

3 回ほど対面式の進学相談会や説明会を開催しており，

本学もそれらに参加している。 
 

2.3 静岡県にある国公立4大学によるイベント 
 浜松医科大学，静岡県立大学，静岡文化芸術大学，

静岡大学という静岡県下にある 4 つの国公立大学

（以下，4 大学）で，高校教員対象の入試説明会を 6

月に，対象者を問わない相談会を 11 月に対面式で開

催している 1)。 
 

2.4 それぞれの実施月のまとめ 
 2020 年度までのオープンキャンパス，相談会・説

明会，4 大学のイベントの実施月をまとめたのが表 1
である。 
 実施が最も早いのが春季オープンキャンパスである。

春季は夏季のものより規模が小さいとはいえ，進路情

報提供企業が企画する相談会・説明会とは異なり，自

前で準備する必要がある。また，イベントを周知する

チラシ作りのほか，チラシの印刷，発送と 1 ヶ月以

上早くから取り掛からなければならない。 
 次節では，本節で示した入試広報について，どのよ

うにオンライン対応したかを説明する。 
 
3 本学の2020年度の入試広報 
3.1 春季オープンキャンパス 
 本学の春季オープンキャンパスは，筆者が所属する

全学入試センターの企画広報部門が企画し，全学で実

施することになっている。春季オープンキャンパスは，

例年 5 月の第 2 土曜日に開催しており，2020 年度は

5 月 9 日を予定日としていた。先述の通り，チラシの

用意などで 1 ヶ月以上前から準備を始めておく必要

がある。5 月に開催となると，3 月末か 4 月あたりか

ら作業に取り掛かることになるが，新型コロナについ

て未知の部分が多く，筆者だけでなく，学内の多くの

者も対処案が思いつかないので，中止することも検討

した。さらに，政府から緊急事態宣言が発令され，東

京都や大阪府周辺の地域において，4月7日から5月

表 1 2019年度までの入試広報の実施月のまとめ 

オープンキャンパス 進学相談会・説明会 静岡県内国公立4大学

4月
5月 〇

6月 〇
7月 〇

8月 〇

9月
10月
11月 〇 〇

12月
1月
2月
3月  
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6 日までが外出自粛期間とされた。当宣言の対象地域

は徐々に拡大され，全国が対象となり，期間も 5 月

末までに延長されることになった（新型コロナウイル

ス等感染症対策推進室（内閣官房）,2021）。対面で

の実施を諦め，6 月 6 日土曜日にオンラインで実施す

ると判断したのは 4 月上旬であったが，それ以降の

感染者数の増加や政府の動向をみると，その判断は誤

りではなかったと言える。 
 ところで，春季オープンキャンパスは簡単に中止と

するわけにはいかなかった。なぜなら，例年，7 月，

8 月に開催している夏季オープンキャンパスを対面で

実施することは困難であると予想され，夏季より規模

の小さい春季開催において，オンラインならどこまで

できるかを試行し，本学の学部・学環に対し，参考事

例を示しておく必要があったからである。 
 新型コロナ以前の春季オープンキャンパスの内容や，

2020 年度の内容と変更点，ならびに問題点と改善点

を示したものが表2である。 
 オンラインでの実施にあたり，2 つの問題があった。

ひとつは教職員ならびに参加者の Zoom の操作の慣

れ，いまひとつは人数制限のための予約システムであ

る。Zoom の操作の慣れについては，教職員用と参加

者用のマニュアルを作成し，事前に読むことを依頼し

た。 
 人数制限のための予約システムについては，当日の

視聴者を無限に募集できるなら不要であるが，大学か

ら供給された Zoom のライセンスは，ミーティング

は 300 名まで，ウェビナーは不可のものであった。

ミーティングの場合，マイクやカメラのオン・オフは，

開催者側で統制しきれないこともあり，ウェビナーで

実施するのが適切であるが，当時，筆者はウェビナー

の存在を知らず，ミーティングで工夫しながら開催せ

ざるを得なかった。300 名までとなると，余裕を持た

せて 270～280 名までで事前予約を打ち切らないとい

けない。つまり，予約システムが必須となる。 
 予約システムは，本学がこれまで夏季オープンキャ

ンパスで採用している，株式会社フロムページの

OCANｓを流用した。また，Zoom のミーティング

ID とパスワードの伝達は，OCANｓ経由で可能であ

ったので，当時問題になっていた乱入者への対策もひ

とまず施せることになった 2)。 
 開催当日，教職員側はほぼ問題なかったのだが，参

加者側から音声が聞こえない，画面が映らないなど，

問い合わせがあった。マニュアル通りに操作すれば良

いのであるが，こちらの想定通りに操作してくれない

ようである。これらのトラブルは基本的にこちら側で

表 2 新型コロナ以前と2020年度の春季オープンキャンパスの実施内容と問題点・改善点 

2019年度まで 2020年度 問題点と改善策

企画承認 3月上旬から中旬 4月上旬

実施方法 対面式 オンライン 当日対応する教職員や参加者がZoomの操
作に慣れていないと予想されるため，操
作マニュアルを準備する必要があった。
また，人数制限を行うための予約システ
ムも必要であった。

実施日 5月第2土曜日 6月6日土曜日

内容 ①学部学環説明会 ①動画配信とライブ配信
　による学部学環説明会

ライブである必要はなく，オンデマンド
動画が最適。

②個別相談会 ②集団相談会 予約システムの設定を詳細に決めたり，
相談時間等をコントロールしないとオン
ラインでの個別相談会は困難と判断し，
集団相談会に変更した。ただ，集団相談
会の場合，相談しにくく，また，個人的
なことは発言しにくいことがわかった。
以降のイベントは，予約システムの設定
を詰め，個別相談会に変更。

③学生トーク ③Zoomのミーティングを
　用いた学生トーク

在学生をキャンパスに集合させること自
体，感染対策としては避ける必要があっ
た。Zoomの利用自体は方法として良い
が，双方向性が必要でないのでミーティ
ングよりもウェビナーが適している。質
疑応答はQ＆Aなどを利用することで対応
可能。
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は対処の仕様がない。 
 終了後に，参加者に対し行った感想等のアンケート

を見ると，「どの大学も実施していない中，このよう

な機会を作ってくれたこと自体，ありがたかった」な

ど肯定的な感想が多く見られた。ただ，「無理は承知

しているのですけど，やっぱりキャンパスに行きたか

った」というものも複数見られた。 
 想定していなかった問題点としては，こちらからの

メールが届かないことが複数件生じた。これは参加者

のメールアドレスの誤登録か，メールフィルターに起

因することであるので，次回のイベントからはこれら

が生じないように，別途説明する資料を作成するよう

にした。 
 学内からの反応として，「夏季オープンキャンパス

を実施する際の参考になった」などがあり，当初想定

していた夏季の前に春季で試行という狙い通りになっ

た。 
 
3.2 夏季オープンキャンパス 
 夏季オープンキャンパスを対面式で開催するのは難

しいと予想されるので，オンラインでの開催を検討し

て欲しいと学部・学環に依頼したのは 4 月の会議で

あった。以降，会議の折に，他大学の状況などを伝え

つつ，引き続き検討することを依頼した。 
 このほか，筆者はオープンキャンパスを学外に周知

する方法を考える必要があった。夏季オープンキャン

パスを全学的に実施することを周知するチラシ等の作

成は，筆者が所属する全学入試センターと入試課が担

っている。例年は，開催日と事前予約の情報を中心と

したチラシを 6 月末あたりに作成し，配布するだけ

で良かった。しかし，2020 年度はそうはいかなかっ

た。動画や特設サイトなどが完成するまでに想定以上

の時間が必要となることがあり，チラシ作成時点で

Web コンテンツの公開予定日を明示できない部局が

あった。つまり，チラシは作成するが，公開開始日は

掲載できない状況になったのである。公開日の目安が

ない場合，視聴者に対し，公開されているかどうかに

ついて，何度も Web ページを確認させることになり，

これは負の印象を与えることになる。そうならないた

めに，該当する部局は，ひとまず「8 月中旬公開」と

し，チラシを作成した。 
 チラシ作成時に 1 つの問題が生じていた。これま

での対面実施の場合，事前予約サイトにアクセスする

ことを掲載すれば良かった。しかし，今回の場合，学

部・学環の Web ページにアクセスする必要があるが，

すべてのURL やQR コードを掲載するスペースはチ

ラシにはない。いや，それらを掲載できたとしても，

見栄えが良くない。そこで必要となったのが，学部・

学環の Web ページにアクセスする入り口となるポー

タルサイトであった。ポータルサイトへのアクセス情

報 1 つをチラシに掲載すれば，見栄え的にもこれま

でと変わらない。 
 ポータルサイトなら格安で作成できるだろうと２社

に見積もり作成を依頼したところ，約 20 万円と約

150 万円の見積もりが提示された。後者は様々なオプ

ション付きだったので機能を絞れば約 50 万円くらい

なのかもしれないが，作業内容に対するこちらが想定

していた金額と見積額に開きがあった。予算にかけら

れる費用に限りがあることから，筆者は 20 数年前に

学部生時代に学んだ HTML タグを思い出しながら，

簡単なポータルサイトを作成した。自前で作成すると，

チラシでは「8 月中旬公開」としていた文字を公開日

が決まり次第，「公開中」とこちらで自由に修正でき

たり，部局の特設サイトへの URL の差し替えができ

たり，利点もあった。 
 
3.3 進学相談会と進学説明会 
 2020 年度に本学が参加する予定であった進学相談

会はほとんどが中止となった。開催されたひとつが，

国立 12 大学と愛知県の私立大学が連携し，愛知大学

にて開催するものであった。これは例年なら，説明会

と相談会のセットであったのだが，2020 年度は対面

で相談会のみ実施することになった。この相談会にお

いて，以前から試してみたかった対面での相談会での

オンライン相談を実施した。 
 対面式の相談会に２名以上で参加する場合，２名分

の旅費が発生する。大学が所在する都道府県の相談会

であるなら，旅費も低くて済むが，遠方となると旅費

がかさむばかりか，開催時間によっては宿泊を伴うこ

ともあり，旅費はさらに高くなる。また，相談会は土

曜日や日曜日に開催されることがある。教員なら平日

の出勤時間をやりくりすることで身体を休めることが

できるが，入試課の職員の場合，日常業務があり，振

替休日を取ることが困難になっている。これらの問題

の解決策として，大学から２名以上参加する対面式の

相談会において，オンラインでの相談を並行で行うこ

とを筆者は考えていた。 
 対面式の相談会に大学から 1 名しか参加しない場合，

オンライン相談とするには，パソコンやネットワーク

環境など学外の誰かの協力を得なければならない 3)。

大学から 2 名が参加する場合，1 名が会場に赴き，1
名がオンライン対応 4)とすることが可能だと考えてい
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たのだが，実践の機会が得られなかった。 
 2020 年度に試行した当日の準備としては，筆者自

身が使用する用のパソコンと，オンライン相談対応用

のパソコン 2 台，ネットワーク環境については，愛

知大学のご厚意で大学のものをゲスト利用させていた

だいた。 
 筆者は対面で相談を受け，隣の机ではパソコンに向

かって相談が行われるという，少し離れたところから

見れば，見慣れない光景だったかもしれない。当日は

相談応対者側のネットワーク切断が 1 度あっただけ

で，滞りなく相談は進んだ。また，相談者も違和感な

く相談できていたようであった。 
 説明会については，4 月や 5 月に予定されていた対

面式のものは中止となっていたこともあり，6 月初め

に進路情報提供企業のうち，例年お世話になっている

担当者に，オンラインでの実施の検討依頼と，オンラ

インなら本学は参加することを伝えた。ネットワーク

環境が十分ではない高校もあり，すぐには説明会のオ

ンライン化は進まなかったが，進路情報提供企業側で

ポケット Wi－Fi を準備するなどでオンライン対応が

可能な説明会が増えてきた。 
 

3.4 静岡県国公立4大学 
 例年 6 月に 4 大学は，静岡市，浜松市，三島市，

などにおいて，高校教員対象の説明会を対面式で開催

してきた。2020 年度は，高校側への周知の都合もあ

り，まずは 4 大学間で実施形態について 4 月末に審

議し，オンラインで 6 月 24 日水曜日，25 日木曜日

に実施することになった。より具体的な打ち合わせと

Zoom 等の操作の確認を 5 月中旬にオンラインで行っ

た。このオンラインの打ち合わせの際に，本学の春季

オープンキャンパスの実施方法について紹介したとこ

ろ，見学を希望する大学があり，それを了承した。こ

のほか，相談会などが軒並み中止になる中，高校生ら

は情報不足に陥っていることを危惧して，夏休み開始

までに，高校生ら対象のオンライン合同説明会・相談

会を新規に企画することが決まった。 
 新規の企画については，実施日を 6 月 28 日日曜日，

内容は各大学の 25 分間の説明のライブ配信を午前と

午後に 1 回ずつと個別相談会となった。また，大学

間で議論する中で，日曜日は部活等で都合がつかない

生徒もいるのではという話題になり，都合がつかない

人にも配慮しようと，7 月中旬から下旬にかけて，平

日の放課後の時間帯にオンラインで個別相談会するこ

とが決まった。 
 事前準備段階において，本学の春季オープンキャン

パス時に作成した参加者用のマニュアルを筆者が加筆

修正し，このほか，こちらからのメールの不時着対策

のために，メールフィルターの解除などを忠告する文

書を作成した。また，チラシを作成し，予備校などで

配布した。予備校などは，チラシを置くスペースに限

りがある。1 つの大学のイベントでは地元の国公立大

学などでない限り，チラシを置くのは難しいと，以前，

予備校関係者から話を聞いたことがある。言い換える

と，複数の大学が連携していると，予備校などもチラ

シを置きやすい。ただし，むやみやたらに連携すれば

良いわけではなく，意味のある大学同士で連携をする

必要があると筆者は考えている。 
 事前予約には，春季オープンキャンパス同様，株式

会社フロムページのOCANｓを利用した。 
 開催日当日，トラブルなどの電話対応は携帯電話ひ

とつで筆者が対応しつつ，進行役と異常発生時の対応

役を兼ねて，イベントを進めていった。春季オープン

キャンパスでの経験と失敗への対策の効果か，当日電

話を受けたのは 3 件で，いずれもマニュアルをきち

んと読んでいないことに起因するものであった。 
 平日の放課後の時間帯にオンラインで個別相談会を

開催する件は，「静岡県内国公立 4 大学放課後オン

ライン相談会」として，7 月 13 日月曜日から 28 日

火曜日までのうち平日に開催した。 
 この放課後オンライン相談会の経験にもとづき，秋

の 4 大学のオンライン相談会も滞りなく開催できた。 
 

4 まとめと課題 
 2020 年度は本学に限らず，ほとんどの大学におい

て入試広報に苦労したことだろう。2020 年度に静岡

大学全学入試センターが行った実践から，新型コロナ

の影響で変わる入試広報のオンライン化において以下

の4点が重要であることがわかった。 
・予約システム 
・マニュアルや注意喚起の文書 
・適切な方法の選択 
・大学外から見て意味のある大学間連携 
 人数制限，オンライン相談においての細かな予約受

付などを実現するには予約システムが肝要である。

2020 年度以前の対面での相談会が一般的であったと

きに，進路情報提供企業などには相談会において相談

者が待たずに済むように，美容院などで用いられてい

るような予約システムは用意できないかと提案してき

たが，筆者からの提案とは無関係に，新型コロナが状

況を一変しつつある。実際に，これはオンライン相談

に限ってのことであるが，いくつかの企業や受験産業
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はオンライン相談会に対応できる予約システムを作成

し，その利用の営業を行っている。ある企業のシステ

ムは，まずは大学側で相談時間帯をひとつひとつ設定

し，相談希望者とメール等でやり取りをするなど，大

学側で作業をする箇所がまだ多く，ユーザビリティが

高いとは言い難いものであるので，より利用しやすい

システムと価格を巡って，今後，企業間で競争しても

らえれば良いと筆者は考えている。 
 マニュアルや注意喚起の文書の準備は，参加者が困

ることがないようにすることがそもそもの狙いである

が，参加者が困ると実施主体に問い合わせが来ること

になり，結果的に大学や対応者が困ることになる。オ

ンラインのアプリケーションに対して，高校生らが授

業などで慣れてくれば，今後は利用マニュアルは不要

になるかもしれない。ただ，少しでも当日のトラブル

が想定されるなら，何かしらのマニュアル等を用意し

たほうが良いであろう。 
 適切な方法の選択というのは，例えば，Zoom を使

用するとしても，ミーティングよりもウェビナーのほ

うが適している場合があることや，ライブ配信よりも

オンデマンド動画のほうが適している場合があるとい

うようなことである。オンライン説明会は双方向性を

重要視しないならウェビナーの方が適しているだろう。

また，大学の紹介などは，ライブ配信でなくても，オ

ンデマンド動画化したほうが，視聴者側としても時間

の制約がなくなり，都合が良いだろう。さすがに，相

談会は動画化できないので，ライブでの対応になる。 
 大学外から見て意味のある大学間連携については，

先述した通り，広報する上で，1 つの大学のものより，

地域性など意味のある大学などで連携した方が，広報

される側としても助かるものである。チラシの設置を

予備校等に依頼した際に，「設置スペース的にも助か

るし，その静岡の 4 大学なら志望する者も多いので，

置くのはかまわない」と先方の担当者からコメントが

あった。 
 さて，新型コロナによって，2020 年度の入試広報

は大きく変わることになったが，2021 年度以降はど

うなるだろうか。たとえば，進路情報提供企業などの

2021 年度実施分の相談会の企画を見てみると，対面

式に回帰するものや，対面式とオンラインを併用する

ものが見られる。進路情報提供企業が企画・運営する

イベントで対面式とオンラインを併用する場合，ネッ

トワーク環境，パソコンの準備，相談者の列の整理や

トラブル対応のための人材などは，有償対応になるだ

ろう。大学側にとっては，選択肢が増えることや，移

動コストが不要となることは喜ばしいが，別の経費が

必要となるのは悩ましいことである。また，併用の場

合，オンライン相談が周りの雑音で妨げられないかも

問題となる。 
 受験産業がオンラインのみの説明会・相談会を企

画・実施する例も 2020 年度に見られた。2020 年度

の当イベントは試行的な位置づけということもあり，

登録費や参加費などを無料，もしくは低価格であった

かもしれないが，2021 年度以降は有料化していき，

収益化が進められるだろう。つまり，大学側は新たな

有料サービスに加入するかどうかを判断することが求

められることになる。便利になる反面，新たなコスト

がかかるのは仕方ないが，どのサービスを選ぶかは大

学のセンスが問われることになる。 
 ところで，入試広報のオンライン化が進むことにつ

いて，危惧していることが 1 つある。それは，対面

式の相談会・説明会の場合，同じ会場に参加している

他の大学のついでに自大学の話を聞いたり，相談をし

たりする高校生らが，オンライン化によって少なくな

る可能性があることである。本学の場合，愛知県での

対面式の相談会・説明会であるならば，名古屋大学や

名古屋工業大学が参加しているかどうかは重要である。

同じようなことは，多くの大学でも検討されているで

あろう。このついでに寄るというのは，オンラインで

は起きにくいのではないかと筆者は推測している。オ

ンラインの相談会・説明会でも，参加大学一覧や，説

明会なら何時からどの大学が話をするのかがわかる時

間割などがホームページに掲載されるだろう。しかし，

オンラインの場合，説明を聞いたり，相談したりする

には，人数制限の問題があるために，おそらく事前予

約が必要となるだろう。そうなると，参加者は同じイ

ベント内とはいえ，大学ごとに事前予約が必要となる。

この手間と，対面式のときにふらっと寄る手間とでは，

参加者側の感覚では差があるのではと筆者は考えてい

る。 
 本稿では，コロナ禍によって変わることになった入

試広報について本学の事例を紹介してきた。いまだコ

ロナ禍にあるが，平時になったとしても，以前のよう

に対面式が主の入試広報に戻ることはなく，コロナ禍

で得た知見をもとに，対面式を実施しつつ，オンライ

ン式のものも並行して実施されると予想される。 
 さらには，対面式とオンライン式のどちらかだけで

なく，ハイブリッド，ハイフレックスのように同時併

用もこれからの入試広報の方法として採り得るもので

ある 5)。これからの入試広報が実際にどうなるかを見

ながら，今後の入試広報の在り方について検討を進め

たい。 
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注 
1）当組織を築き上げたのは，筆者の前任者である寺下榮先生

や村松毅先生らである。筆者が着任する前に，寺下先生らが

このような組織を作り，運営されていたおかげで，意味のあ

る連携を進めることが可能となった。大学の連携は，本文中

で触れた国立 12 大学のように，地域性や一般選抜前期日程，

後期日程の組み合わせの可能性などが念頭に置かれていない

と，烏合の衆の感が拭えない。コンセプトがない集団のイベ

ントは，進路情報提供企業が開催するものと大差はなく，い

まいちだと筆者は考えている。 
2）たとえば，香川大学では2020年4月にZoomを用いて新入

生ガイダンスを実施していたところ，何者かがその場に侵入

し，パソコンの画面上に，フランス語や性的画像が表示され

ることがあった（朝日新聞デジタル, 2020）。 
3）2021 年度に開催する進路情報提供企業が開催する対面式の

相談会において，オンライン対応は可能となりつつあるが，

追加料金での対応となっているものがある。追加料金となる

要素である，パソコンやポケット Wi－Fi の準備や接続の確

認などを，大学間で協力し合っても良いのではと筆者は考え

ている。  
4）以前は旅費節約を考えてのことであったが，2020 年度は新

型コロナへの感染リスクを下げることを考えていた。筆者が

所属する静岡大学全学入試センターで入試広報を担当する者

の大半が感染時の重症化リスクが高い 60 代であるので，彼

らが感染しないよう配慮したのも，この試行のきっかけにな

っている。 
5）2020 年度の反省や，キャンパスを訪問したいという高校生

らのニーズをもとに，2021 年度の春季オープンキャンパス

は，対面とオンラインのハイブリッドで5月に開催した。 
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オンライン型大学説明会と対面型大学説明会の 

アンケート結果に基づく特徴の比較 
 

山田 恭子（琉球大学），田中 光（山口短期大学），浦崎 直光（琉球大学） 
 

本稿では，オンライン型大学説明会と従来の対面型大学説明会をアンケートの回答に基づき比較し

た。比較の結果，対面型の方が満足度は高いことがわかった。オンライン型は関心度の高まりに寄与

していた。また，オンライン型の参加者は，参加前・後ともに志願意欲が高かった。自由記述部分か

らは，オンライン型においても必要な情報は提供できることや参加の気軽さ，ツールとしての有効性

がメリットとして挙げられた。その一方で，詳細がわからない，生の情報が伝わりにくいといったこ

とがデメリットであることが明らかになった。今後はこの結果を踏まえ，より効果的な説明会のやり

方を検討していく。 
キーワード：入試広報，大学説明会，オンライン，ICT，進路相談 

 
1 はじめに 

18 歳人口が減少していく中，大学では学生の量

的・質的な確保が急務となっている。そのために多く

の大学で対面式の説明会や相談会が行われている。山

田ほか（2021）では，大学が主催する対面型の大学

説明会は，志願者の獲得に貢献することを明らかにし

ている。具体的な効果としては，大学説明会に参加す

ることで参加者の志願度が上がったり，高いまま維持

されたり，実際の志願に結びついたりしていることが

明らかになった。このような取り組みが各大学で継続

的に行われている中，2020 年度は新型コロナウイル

ス感染症拡大（以下，コロナ禍とする）の影響で対面

型の大学説明会を実施することが困難となり，多くの

説明会が開催中止を余儀なくされたり，オンライン型

に切り替えられたりした。本学においても，例年沖縄

県外各地で実施していた対面型の説明会をオンライン

型に切り替えて実施することとした。説明会を中止と

せず，オンライン型に切り替えることとした理由は，

2020 年度は大学入学共通テストが初めて実施される

等，新入試の初年度であることから，受験生は例年以

上に大きな不安を抱えている可能性があり，何らかの

形で情報提供を行ったり，受験生からの疑問・質問に

答えたりする等，形を変えても説明会の機会を持つこ

とが必要不可欠であると考えたためである。 
オンラインを活用した学習については，様々な事例

がある。現在もその効果について検証が進められてい

る。Means et al..（2010）がオンライン学習を取り

扱った研究についてメタ分析を行ったところ，対面型

の指導のみよりも，オンライン型学習のみ，もしくは

対面とオンラインの混合型の学習の場合の方がより高

い学習効果を示していることがわかった。大学説明会

は，その大学について学習することであると捉えると，

オンライン型の大学説明会（以下，オンライン型説明

会とする）を用いても，一定の効果は見込めると考え

られる。オンライン型説明会でも一定の効果が見込め

るのならば，他の都道府県からの往来に時間的・金銭

的なコストが必要な地域や，離島を持つ地域にある大

学にとって，それは非常に魅力的なツールということ

ができる。また，コロナ禍の終焉が見えない中，感染

のリスクを排除できる意味でも，オンライン型説明会

は今後もある程度の期間は確実に必要とされ続けるで

あろう。 
そこで本稿では，オンライン型説明会の効果を従来

の対面型の大学説明会（以下，対面型説明会とする）

と直接比較することによって検証する。比較を行うこ

とで，オンライン型説明会の特徴を明らかにしていく。

その上でオンライン型説明会のメリットとデメリット

を示し，その可能性や，より効果的な活用方法を検討

していく。比較に際しては，参加者が回答したアンケ

ートを用いる。アンケートでは数的な評価による定量

的な分析だけでなく，自由記述についても分析し，質

的な側面も比較を行うこととした。 
 
2 オンライン型説明会の開催方法と内容 
本学にて 2020 年度に実施したオンライン型説明会

の開催方法と内容は以下の通りである。 

2.1 開催時期 
本学では，2017年は8月に1回，2018年からは8

月に 2 回，11 月に 1 回の計 3 回，沖縄県外にて出入

りが自由な場所を会場として大学説明会を実施してき

た（山田ほか，2021）。これに加えて，10月もしくは

11 月には，主に沖縄県内の保護者に向けた説明会を
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実施してきた（山田ほか，2020）。そこで，オンライ

ン型説明会はこれまで実施してきた様々な説明会の時

期に合わせて 8 月，10 月，11 月に各 1 回実施するこ

ととした。なお，8 月に設定したのは夏休み期間中が

参加しやすいため，10月と11 月に設定したのは，夏

休み以降に琉球大学に興味を持った生徒に参加しても

らうためと，3 年生の最後の進路決定に役立つと考え

たためである。 
 

2.2 対象と参加人数 
説明会は沖縄県内・県外の区別をすることなく，

全国の高校生，保護者を対象にして実施することとし

た。居住地域や距離に関係なく実施できることがオン

ライン型説明会の利点である。 
申込件数と当日参加ののべ件数は，それぞれ8月が

申し込み 441 件，当日参加 293 件，10 月が申し込み

147件，当日参加90件，11月が申し込み147件，当

日参加 99 件であった。なお，8 月の開催日は元々夏

休み期間の予定であったが，コロナ禍による夏休み短

縮等の影響で授業となった高等学校もあったことから，

申込件数に対して当日参加件数が大幅に減少したと考

えられる。 
 

2.3 内容 
オンライン型説明会は web 会議アプリケーション

zoom を用いて行った。本学の全 7 学部それぞれのセ

ッション，学生寮のセッション，本学の学生に相談す

るセッション，理系への進学を希望する生徒の相談セ

ッションを設けた。スケジュールは，午前に文系3学

部，学生寮，学生に相談するセッションを2セッショ

ンずつ，理系への進学を希望する生徒の相談セッショ

ンを1セッションであった。午後には，理系4学部，

学生寮，学生に相談するセッションを2セッションず

つ，理系への進学を希望する生徒の相談セッションを

1 セッション実施した。それぞれのセッションは，1
セッション1時間とし，説明，質疑応答を学部教員や

担当職員，学生が行い，アドミッションセンター教員

と入試課職員がファシリテーターとなって実施した。

1 セッションの構成は，各学部と学生寮のセッション

はPowerPoint 等のプレゼンテーションを画面共有し

ながら行う約20分の説明，約30分のチャットを用い

た質疑応答，約 10 分でクロージングと参加者の移動

であった。学生に相談するセッションと理系への進学

を希望する生徒の相談セッションはチャットによる質

疑応答のみとした。参加者は，参加を希望するセッシ

ョンを自由に選び，申し込んだ。申し込むセッション

の数に上限は設けなかった。すべてのセッションが終

了した後，参加者にアンケートのリンクを記載したメ

ールを送り，webで回答してもらった。対面型で実施

した 2019 年度の説明会では，学部においては

PowerPoint にて説明を行い，その後個別相談を受け

る形で実施した。学生寮や学生は個別相談のみとした。

理系への進学を希望する生徒の相談セッションは

2019 年には実施されなかった。対面型説明会におけ

るアンケートは，参加者に受付時に渡し，退室する際

に回収した。 
なお，1 セッションの内容・流れや説明に用いる

PowerPoint 等のプレゼンテーション資料等はオンラ

イン型説明会と対面型説明会と大きな違いはなかった。

また，どちらの説明会も複数の学部等に参加すること

ができるようなスケジュールとなっていた。そのため，

両者の大きな相違点は，対面か，オンラインかという

開催方法の違いのみと言える。 
 
3 アンケートの結果 

3.1 アンケートの概要 
2019 年度まで実施していた対面型説明会において

も，2020 年度実施したオンライン型説明会において

もほぼ同じ内容からなるアンケートを用いた。アンケ

ートの内容は以下の通りである。1）回答者の属性

（学年等），2）説明会についての情報の入手方法，3）
説明会の満足度，4）説明会に参加したことによる琉

球大学への関心度の変化，5）琉球大学の志願度の変

化，6）対面型説明会とオンライン型説明会の比較

（2020 年度のみ），7）感想等の自由記述である。異

なる点は，回答方法と，オンライン型説明会にて質問

項目を追加したことである（質問 6）。この質問項目

は，「次の 1 文を読み，『比べて，』の後に続く言葉・

文として最初に思いついたものを教えてください。

『web 説明会は従来の対面型の説明会と比べ

て，・・・』」であった。この質問項目を設けることに

よって，対面型説明会とオンライン型説明会の違いや

それぞれのメリット・デメリットについて参加者がど

のように考えているのかを直接示せるよう意図した。 
この後は，2019 年度に 3 回実施した対面型説明会

のアンケートの結果をまとめたもの（回答者数241名）

と 2020 年度に実施したオンライン型説明会のアンケ

ートの結果をまとめたもの（回答者数177名）を示し，

記述していく。比較の対象としたのは，回答者の属性

（学年），満足度，関心度の変化，志願度の変化，説

明会の比較，感想である。 
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3.2学年構成 
2019 年度の対面型説明会では，高校 2 年生の参加

が最も多く 37%，次いで 3 年生 29%，1 年生 17%の

順であった。一方 2020 年度のオンライン型説明会で

は，高校3年生の参加が最も多く，54%を占めていた。

次いで 2 年生 23%，1 年生と既卒生が 7%ずつであっ

た。学年構成を比較すると，2020 年度のオンライン

型説明会には，2019 年度の対面型説明会と比較して

3 年生の参加者が増加し，2 年生の参加者が減少して

いることがわかった。2020 年度の 3 年生はコロナ禍

により，情報提供の場を得ることが難しく，オンライ

ン型説明会を積極的に活用していたことが示唆される。 
 

3.3 満足度と関心度の変化の比較 
3.3.1 満足度 
対面型説明会の満足度は，「満足」が 74%，「まあ

満足」が 22%と高い満足度を得ていた。回答を「1：
不満－5：満足」の 5 段階に換算し，平均値を算出し

たところ，平均値は 4.70（SD = 0.54）であった。オ

ンライン型説明会の満足度は，「満足」が 67%，「ま

あ満足」が 24%であった。満足度の平均値は 4.53
（SD = 0.78）であった。対面型説明会もオンライン

型説明会も満足度が高い水準にあることがわかる。両

者の比較を行うために，満足度の値について t 検定を

実施したところ，対面型説明会の満足度の値の方がオ

ンライン型説明会の満足度の値よりも高いことが明ら

かになった（t (382) = 2.50，p < .05，d = 0.26）。両者

とも高い水準ではあるが，対面型説明会の方がオンラ

イン型説明会よりも高い満足度を得られることが示唆

される。なお，オンライン型説明会にて満足度を低く

評価した参加者の意見の自由記述には，インターネッ

ト回線の問題が複数見られ，内容以外の要因も原因の

一つであったことが示唆された。 
 

3.3.2 関心度の変化 
「この会に参加して，琉球大学への関心度に変化は

ありましたか」という質問に対して，対面型説明会で

は「高まった」が62%，「やや高まった」が31%であ

った。回答を「1：低くなった－5：高まった」の5段
階に換算し，平均値を算出したところ，平均値は

4.55（SD = 0.65）であった。オンライン型説明会の

関心度の変化は，「高まった」が 76%，「やや高まっ

た」が19%で，平均値は4.70（SD = 0.62）であった。

ともに9割を超える回答者が関心の高まりを感じてお

り，平均値も高かった。両者の比較を行うために，関

心度の変化の値について t 検定を行ったところ，オン

ライン型説明会の方が対面型説明会よりも高いことが

明らかになった（t（382）= 2.30, p < .05, d = 0.24）。
オンライン型説明会の方が参加者の関心度をより上げ

ることができることが示唆される。 
 

3.4 志願度の変化の比較 
志願度については，参加する前の状態と参加した後

の状態を尋ね，その差から変化量を算出した。 
3.4.1 参加前の志願度の状態 
「今回の会に参加する前，あなたの琉球大学への受

験意欲はどの程度でしたか」という問いに対して，回

答は「1：出願しない」「2：共通テスト次第」「3：ど

ちらかというと出願するつもり」「4：必ず出願する」

の4段階とした。 
対面型説明会前の志願度の平均値は 2.98（SD = 

0.92）であった。オンライン型説明会前の志願度の平

均値は 3.25（SD = 0.81）であった。両者を比較する

ために t 検定を行ったところ，オンライン型説明会前

の志願度の方が高いことがわかった（t （382）= 
4.59，p < .01, d = 0.45）。このことからオンライン型

説明会の参加者は参加時にすでにある程度の志願を決

めた上で参加していることが示唆された。 
 
3.4.2 参加後の志願度の状態と変化量 
「今回の会に参加した後，あなたの琉球大学への受

験意欲はどうなりましたか」という問いに対して，回

答は，参加前の 4 段階に加え，「わからない」を追加

した。「わからない」は「2：共通テスト次第」と

「1：受験しない」の間にあると想定して設定した段

階のため，1.5で換算した。 
対面型説明会後の志願度の平均値は 3.09（SD = 

0.94）であった。オンライン型説明会後の志願度の平

均値は 3.49（SD = 0.81）であった。両者を比較する

ために t 検定を行ったところ，オンライン型説明会後

の志願度の方が高いことがわかった（t（382）= 4.42, 
p < .01, d =0.45）。このことから，オンライン型説明

会に参加した参加者の志願度がより高まっていること

がわかった。 
参加者ごとに参加後の志願度から参加前の志願度を

減じて変化量を求めた。変化量の平均値は，対面型説

明会で 0.12（SD = 0.62），オンライン型説明会で

0.10（SD = 0.55）であった。t検定を行ったところ，

両者の間に差はなかった。どちらの説明会も志願度の

変化に対しては，同じ程度の効果を持っていたと言え

る。特にオンライン型説明会の参加者の志願度は高い

まま維持されたと言えるだろう。 
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3.5 オンライン型説明会参加者の記述に基づく分析 
ここからは，アンケートの質的な側面について，オ

ンライン型説明会の特徴を示すために，対面型説明会

とオンライン型説明会の比較と求めた記述と，オンラ

イン型説明会への意見・感想を分析対象として分析を

行う。まず，対面型説明会とオンライン型説明会の比

較について分析を行っていく。アンケートでは，対面

型説明会とオンライン型説明会を比較させるための質

問項目『次の 1 文を読み，「比べて，」の後に続く言

葉・文として最初に思いついたものを教えてください。

「web 説明会は従来の対面型の説明会と比べ

て，・・・」』に対して得られた自由記述について，そ

の回答内容の概要を把握することを目的として

KHCoder を用いた分析を行った。これは，コンピュ

ータを用いてテキスト型データの計量的分析を行うた

めのフリー・ソフトウェアである（樋口，2004）。こ

のソフトウェアを利用してテキストを計量的に分析す

ることで，比較的客観的に自由記述の内容を要約する

ことができる可能性がある。 
まず，アンケート調査で得られた自由記述で記入さ

れた文や語句を抽出し計量した。その結果，194 文，

総語数3051 語，異なり語数499 語（使用されている

語の種類）が抽出された。またKHCoder を使用して，

1つの文で各語句がともに使用される頻度を基に 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Jaccard 係数を算出し，Jaccard 係数から関連の強い

語句を結ぶことで共起ネットワークを作成した（図

1）。共起ネットワーク図の作成では，4 回以上使用さ

れた抽出語を使用した。描画する共起関係（edge）
の絞り込みでは，Jaccard 係数を用い，描画数を上位

60 までとした。図 1 の語句を囲む円の大きさは使用

頻度を示している。なお，図中の抽出語の距離や線分

の長さは視覚的な自動調整の結果であり各語句の関係

を表すものではない。 
描画された共起ネットワーク図について，各語句を

分類するため modularity に基づくサブグラフ検出を

行った。これは，各語句を分類した際の語句をつなぐ

線分の数に基づいて，最も各カテゴリ内の語句密度が

高くなるように分類を行う手法である。図1の各語句

を囲む図形は，サブグラフ検出の分類に基づいたカテ

ゴリを示している。 
図1におけるまとまった単語とそれらを含む自由記

述を参照して，意見の傾向を推察した。オンライン型

説明会実施についての意見の傾向としては，「家」「聞

ける」「良い」や，「簡単」「できる」「聞く」がまとま

っていることから，参加者はオンライン型大学説明会

について，場所を選ばず，簡単に参加できることにメ

リットを感じていたことがわかった。また，「必要」

「行く」「ない」や，「受験生」「遠い」 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
図1 オンライン型説明会と対面型説明会の比較に関する自由記述を基にした共起ネットワーク図 

注1) 語句を伴う円の大きさは自由記述における出現頻度を表す。 
注2) 図中の語句群を囲む円はサブグラフ検出によるカテゴリ分けを示す。 
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「助かる」といった語句がまとまっていることから，

特に琉球大学と離れた距離にある参加希望者にとって

メリットがあったと考えられる。さらに，「大学」「雰

囲気」「わかる」や「気軽」「質問」「チャット」とい

った語句がまとまっており，オンライン型説明会でも

実際の大学の情報が受け取れていただけでなく，質問

も気軽に行いやすかったというメリットがあったこと

が示唆された。 
 

3.6 意見・感想についての分析 
オンライン型説明会への意見・感想について自由記

述での回答を求める回答に対しても，KHCoder を用

いて語句等の抽出と分析を行った。その結果，271 文，

総語数4404 語，異なり語数701 語が抽出された。ま

た，1 文で共起した語句を繋げ，共起ネットワーク図

を作成した（図 2）。共起ネットワーク図の作成では， 
5 回以上使用された抽出語を使用した。描画する共起

関係（edge）の絞り込みでは，Jaccard 係数を用い，

描画数を上位60までとした。 
描画された共起ネットワーク図について，各語句を

分類するため modularity に基づくサブグラフ検出を

行った。図2の各語句を囲む図形は，サブグラフ検出

の分類に基づいたカテゴリを示している。 
図2におけるまとまった単語とそれらを含む自由記

述を参照して，意見の傾向を推察した。「雰囲気」 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「大学」「知れる」や「学部」「聞ける」「詳しい」，

「入試」「方法」「教える」といった語句が抽出され，

それぞれにまとまったことから，意見・感想の傾向と

して，オンライン型説明会によって，大学の雰囲気や

学部の情報，入試方法に関する情報といった基本的な

情報を問題なく提供することができていたと推測され

る。また，「Web」「説明」「わかる」や「チャット」

「質問」「良い」といった語句がまとまっていたこと

からオンライン型説明会の実施は，必要な情報提供に

メリットがあり，質問にはチャット機能が効果的であ

ることが示された。一方で，「もう少し」「学科」「知

る」といった語句のまとまりが抽出されたことから，

詳細な情報については，提供方法に工夫が必要となる

ことが示唆された。 
 
4 課題と今後の展望 
本稿では，2020 年度にコロナ禍のために実施した

オンライン型説明会と従来の対面型説明会の特徴を比

較した。アンケート結果のまとめを行い，オンライン

型説明会をメインにその特徴を示し，課題や今後の展

望を示していく。 
4.1 オンライン型説明会の特徴と課題 
まず，満足度については，対面型説明会もオンライ 

ン型説明会も高かったが，対面型説明会の方がより高

かった。直接対面で話を聞いたり，質疑応答を行った

図2 オンライン型説明会の感想の自由記述を基にした共起ネットワーク図 
注1) 語句を伴う円の大きさは自由記述における出現頻度を表す。 
注2) 図中の語句群を囲む円はサブグラフ検出によるカテゴリ分けを示す。 
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りすることによって「ライブ感」「体験」「つながり」

等の情報提供以外の効果が得られるからであると考え

られる。実際に感想の中には「琉球大学を実際に体験

したかった」「他の参加者の様子も知りたかった」と

いったものが散見された。これらに対応するアイディ

アについては後述していく。 
次に，関心度の変化については，どちらの会におい

ても高い効果が得られた。その変化はオンライン型説

明会の方が対面型説明会よりも高かった。この理由に

ついては，次の志願度の高まりと同様の背景があると

考えたため，志願度のまとめと共に考察していく。 
志願度は，参加前・後ともに，オンライン型説明会

の参加者の方が対面型説明会の参加者よりも高かった。

これは参加者の構成が影響していると考えられる。

2020年度に実施したオンライン型説明会は2019年度

に実施した対面型説明会と比較して高校3年生の参加

割合が高かった。入試や大学についての情報が必要と

なる中で，コロナ禍のために情報収集の場が少なく，

既に志願意欲や関心が高い受験生が機会を見つけて参

加し，積極的に情報収集をしたと考えられる。なお，

志願度の変化量については，説明会の型による差がな

かったことから，どちらの説明会も志願度の高まり自

体には同程度影響を及ぼすものと考えられる。また，

開催方法が志願度に直接どのように影響するかについ

ては，コロナ禍という大きな要因の影響がなくなって

から検証することによって，より直接的な効果を示す

ことができるであろう。 
続いて，参加者自身が両者の比較を記述した回答を

分析した結果，オンライン型説明会のメリットとして

は，場所を選ばずに参加できること，気軽に参加でき

ること，遠距離からも距離を気にせず参加できること，

チャット機能により人目を気にせず気軽に質問できる

こと等が挙げられた。また，オンラインであっても大

学の情報はきちんと提供できていることも示された。

感想，意見の自由記述からも，チャット機能の有効性

が示された。これらの結果から，オンライン型説明会

は気軽であるにも拘らず，必要な情報の提供・受け取

りもできる方法として今後も活用すべきであると結論

付けた。その一方で，詳細な情報の提供までは行えて

いなかったことが明らかになった。さらに，「琉球大

学を実際に体験したかった」「他の参加者の様子も知

りたかった」といった点も改善すべき点として挙げら

れる。 
以上のことから，オンライン型説明会の特徴は次の

ようにまとめることができる。参加者にとって，オン

ライン型説明会は，入試や大学，学部等の必要不可欠

な情報，つまり「モノ」に関しての情報を十分に得る

ことができる機会と言える。一般的に言われているオ

ンライン型説明会の特徴である「遠隔地からの参加が

容易」という特徴も確認できた。それに加えて，双方

向のやりとりも気軽に行えるため，参加者の満足度や

関心度を高くすることもできた。このことから，オン

ライン型説明会は今後の入試広報の方法の一つとして

有効な手段であると結論づけることができる。その一

方で，対面型説明会と比較すると，詳細な情報や体験

を伴う「コト」について情報を提供することが困難で

あったため，その点を今後工夫するが必要があり，そ

の工夫によってオンライン型説明会はより効果的な入

試広報の一方法となっていくであろう。 
 

4.2 今後の展望 
ここからは，対面型説明会とオンライン型説明会の

特徴を踏まえ，今後どのように展開していくか，その

ための工夫について検討していく。まずは提供する情

報の特徴を吟味し，それに合わせた適切な提供方法で

説明会を開催することについて検討する。学部の情報

提供がメインとなる説明会であればオンライン型説明

会をベースに，詳細な情報を提供するならば，可能で

あれば対面型説明会や，相談をする時間を長く設定し

た会にする等である。そしてその目的と開催方法をき

ちんと広報しておくことも重要であろう。それによっ

て，その情報を必要とする受験生が効果的に情報を受

け取る可能性が高まり，参加したのに得たい情報が得

られなかったといった落胆を防ぐことができる。 
また，最低限必要な情報提供ができる一方で詳細な

情報までは十分に伝えられていないというオンライン

型説明会の特徴がわかったので，意図的に詳細な情報

や具体的な情報を盛り込んだ説明や質疑応答を行うこ

とも必要となるであろう。そのために，説明は学科や

コースといった学部よりも小さな単位で行うことも効

果的であるかもしれない。また，個別相談のような，

より詳細なニーズに応じることが可能な場を別途設け，

オンライン型説明会の後のフォローを行うことも有効

であると考えられる。それによって参加者はより詳細

で役立つ情報を得ることができるようになる。 
次に，オンライン型説明会と対面型説明会を融合さ

せる方法を検討する。オンライン型説明会の感想には，

「他の参加者の様子も知りたかった」といった声があ

った。今回のオンライン型説明会では，個人情報保護

の観点から，説明者のパソコンの画面を共有し，その

プレゼンテーションと説明者と司会者の顔だけを表示

していた。そのため，参加者は他の参加者の様子を窺
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い知ることはできない。対面型説明会が可能となった

ら，その様子をライブ配信することで，ある程度のラ

イブ感を伝えることができる。対面型説明会への参加

者には，ライブ配信の了承を得，説明の様子を後方か

ら撮影する等して個人情報の保護に努めることも可能

である。こういった方法は，現在大学において実施さ

れているオンラインと対面の融合型の授業や様々なイ

ベントでもすでに用いられている。その他にも，大学

を体験するためにVRを活用したり，実際に学内を歩

く様子をライブ配信したり，学生同士が学生生活につ

いて対話する様子を配信する等，オンライン型説明会

をより効果的に行うためのアイディアは多くある。 
本学のように，遠隔地にある大学にとって，オンラ

インにて大学説明会を行い，多くの高校生に参加して

もらうことは，志願者の獲得のための機会を確保する

ことにもつながる。現在はコロナ禍を経験したことに

よって，オンラインにて説明会を行うことに対する抵

抗もなくなりつつあると言えるだろう。コロナ禍の終

焉が見通せない中，オンライン型説明会のメリットを

活かしつつ，デメリットを解消したり，違う価値を付

加したりすることで，今後もより良い説明会のための

工夫を行っていく必要があると考えている。 
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オンライン入試広報活動の課題と展望 
――広島大学を事例に―― 

 
永田 純一，三好 登，杉原 敏彦（広島大学），竹内 正興（香川大学） 

 
対面で行ってきた入試広報活動は，ほぼすべてオンラインによる実施への変更を求められたのが 2020

年度に実施した入試広報活動であった。そこで，2021 年度以降に実施する広報活動にとって有益な知見

を得るため，実施内容の振り返りと参加者アンケートの分析を行った。その結果，広島大学で実施した

オンライン入試広報活動については，多くの参加者が肯定的な受け止め方をしていることが分かった。

また，本学と参加者の居住地との物理的な距離の違いによって，コロナ禍といった状況に特有のオンラ

イン入試広報への思いの違いがあることが示された。 
キーワード：オンライン，コロナ禍，入試広報，入試説明会，高校教員 

 
1 研究背景と目的 
 新型コロナウイルス感染症の感染拡大の中，大学の

入試広報活動は極めて大きな制限を受けている。これ

まで対面で相談者の表情や雰囲気をみながら丁寧な個

別相談を行ったり，あるいは数百人規模の大きな講演

会場を使って，参加者の顔や雰囲気をつかみつつ同時

に多人数に対してリアルタイムで情報提供を行ったり

質疑応答を行うことが可能であったが，このような「丁

寧な相談活動」や「大人数への情報提供」をいかにオ

ンラインによって行うか，が入試広報活動の喫緊の課

題である。 
 コロナ禍以降のオンライン入試説明会の実施につい

て，久保ほか（2021）が東北大学のオンライン入試説

明会の実施状況とその分析，さらに今後の展開につい

て報告を行っている。 
 そこで本稿では，広島大学を事例として，コロナ禍

であった 2020 年度の入試広報活動に関する振り返り

を行い，改善を図ることを目的として，課題と解決策

の検討を行いたい。 
 
●広島大学のコロナ禍における入試広報活動の概要 
本学における入試広報に関するイベントを整理して

みると，以下のとおりとなる： 
A 受験生・高校生・保護者等を対象とする説明会・

個別相談会（本学主催，業者主催） 
B 高校教員等を対象とする説明会・個別相談会（本

学主催），広島県内の高校校長との懇談会 
C オープンキャンパス 
D 模擬授業（高等学校等に本学教員が出張） 
E 大学訪問（本学キャンパスへ高校生が来学） 

 

この中でオンラインにより実施できなかったのは「E」
の大学訪問のみであった。キャンパス内で大学の雰囲

気を実際に体験するプログラムを，いかにオンライン

へ移行させるかが今後の課題として残っている。 
 さて，広島大学は国立大学の中ではいち早くインタ

ーネット出願を開始した（杉原, 2016）。この際，議論

になったのは，情報環境の地域間または個人間の格差

である。ある地域では極めて高い割合で各家庭にイン

ターネット環境がそろっている一方，そうではない地

域もある。あるいは，同じ地域においても，スマート

ホンやＰＣ環境が各家庭，個人によって様々であり，

受験環境の公平性を考えた場合，どのような対応をと

るべきかについては時間をかけて議論を行った。この

ように，地域・個人の情報環境の違いを踏まえたオン

ライン入試広報活動も重要である，と思われる。 
 本稿では，学習活動を含む模擬授業ではなく，広報

の目的が強い前述の A~C のイベントについて分析を

行うこととする。第2節ではオープンキャンパス，高

校教員対象入試説明会，広島県内の高等学校長との懇

談会，の３つの事例を紹介する。さらに第3節では実

施したイベントにおける課題と改善策の検討を行い，

最後に第4節において見いだされた課題と解決策に対

する展望を述べる。 
 
2 オンライン入試広報活動の事例 
第1節で述べたとおり，本稿では本学の入試広報活

動のうち，特に，「オープンキャンパス」，「高校教員対

象入試説明会」及び「広島県内の高等学校長との懇談

会」に焦点を当てて分析を行うこととしたい。 
2.1 オンラインオープンキャンパス 

2020年度のオープンキャンパスは，すべてのプログ



大学入試研究ジャーナル第 32 号 
 

- 266 - 

ラムをオンラインで提供することとし，8月17日（月）

～23日（日）をオンラインオープンキャンパス実施期

間と位置づけ，各学部が提供するオンデマンド型コン

テンツのプログラムやリアルタイム配信型プログラム

をこの期間内で実施した。特に最終日の8月23日（日）

をプレミアムデーとし，学長講演プログラム，学長と

高校生との対話といったプログラムをリアルタイムで

配信した。また，各学部担当教員等とのオンライン個

別相談を実施した。 
 
2.2 高校教員対象入試説明会 

 コロナ禍以前の2019年は，西日本の13都市（大阪，

姫路，松江，岡山，福山，広島，山口，高松，徳島，

松山，高知，北九州，福岡）(12 都市は岡山大学と合

同)において高校教員対象の入試説明会を行った。参加

者総数は428名であった。内容は説明と質疑応答を合

わせて1大学1時間程度とし，全体で2時間のプログ

ラムであった（広島会場は本学のみで 1 時間 20 分の

説明と10分の質疑応答）。参加者アンケートの満足度

も高く，毎年，次年度も同様の形態による実施が高校

教員からも強く要望されていた。 
この内容を 2020 年は 9月 28 日，30日（両日とも

同一内容）に Teams を利用してオンライン形式で実

施した。例年，岡山大学と合同で実施していたものを，

今回は本学のみで行った。説明会は，本学の高大接続・

入学センターの教員が入試に関する説明を約40分間，

画面共有によるスライドで行った後，質疑応答の時間

を取る構成とした。説明会の案内は，ホームページで

の告知，および，2019年に参加いただいた先生方に電

子メールで案内した。参加人数は両日合わせて 31 名

であった。分析結果は第3節で述べる。 
 
2.3 広島県内高等学校長との懇談会 
 本学では，年に一度広島県内の高等学校長を招いて

学長，理事，学部長等と懇談を行う機会を永年にわた

って設定している。 
懇談会の開催は広島県公立高等学校長協会（以下，

校長会）を窓口にし，県内の多くの公立高校及び一部

の私立高校の校長が参加する。2001年（平成13年）

の開始以来 20 年を経過するが，当初の開催のねらい

は高校においては地元国立大学への進学率の向上のた

め，本学においては地元高等学校に対する学生募集広

報の一環のためであった。その後，単に学生募集広報

（入試広報）をねらいとするより，高校，大学に共通

するその時々の教育課題に関する意見交換の場として

の性格を持つようになった。例えば直近の年度のテー

マは，大学入試改革，高校・大学におけるパソコンの

必携化，高大接続の実態と展望などである。その一方

で，近年では懇談会のマンネリ化も囁かれるようにな

り，出席校長数も逓減状態であった。 
  
3 分析結果と考察 
3.1 オンラインオープンキャンパスにおけるインタビ

ュー調査 
3.1.1 調査方法 
本節では，3.1.1節でオンラインにてオープンキャン

パスを実施するメリットとデメリット，3.1.2節でオン

ラインオープンキャンパスを通じ，広島大学（以下，

H大学）への進路形成，すなわち荒牧（2002）によれ

ば，当該大学への進学をどの程度希望するか（進学意

思の形成），インタビュー調査から検証する。 
2020 年にオンラインオープンキャンパスに参加し

た高校1年～2年生及び日本語学校生の計7名にイン

タビュー調査を実施したデータを用いて分析を行う。

H大学のオンラインオープンキャンパスに参加した高

校生 29,321 名に，インタビュー調査の協力をお願い

し，協力いただけることとなった7名となる。インタ

ビュー調査対象者のプロフィールは，表１に示す通り

である。調査対象者の決定においては，地域性と学校

タイプを考慮している。 
 インタビュー調査はZoomを利用してそれぞれ1時

間ずつ実施され，調査を実施した項目としては，1）
あなた自身やご家庭のこと，2）オンラインオープン

キャンパスのこと（「オンラインオープンキャンパスの

メリット・デメリットについて教えてください」，「オ

ンラインオープンキャンパスにおける個別相談は H
大学への進路形成に貢献しましたか」，3）高校卒業後

の進路のこと，についてである。以下の考察はその回

答を書き起こしたものとなる。 
 
3.1.2 考察１「オンラインによってオープンキャンパ

スを開催するメリット・デメリット」 
（Aさん）私は東京の高校に通っており，以前から広

島大学の工学部に関心があった。しかし東京から広島

に行き，参加することは経済的に難しかった。そのた

めオンラインでオープンキャンパスを開催してくれた

ので参加することができて助かっている。 
 
（Bさん）大阪の高校に通っているが，医学部に興味

を持っている。コロナのために広島に行くことが難し

くなってしまったため，オンラインオープンキャンパ

スを開催してくれてよかった。ただ医学部なので，毎 
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表1 インタビュー対象者のプロフィール 
 国籍 性別 学校 

所在地 
学校タイプ 学年 

A 日本 男性 東京都 都立高校 高2 
B 日本 女性 大阪府 府立高校 高2 
C 日本 男性 広島県 県立高校 高2 
D 日本 女性 岡山県 県立高校 高2 
E 中国 女性 神奈川県 日本語学校 １年 
F 日本 男性 東京都 インターナショ 

ナルスクール 
高2 

G シンガ 
ポール 

男性 シンガ 
ポール 

インターナショ 
ナルスクール 

高2 

 
年開催していた実習体験に参加してみたかったが，オ

ンラインではそういうわけにもいかず，残念だった。 
 
 Aさん，Bさんは東京と大阪といった遠隔地からの

参加者であり，Aさんの語りからは従来の来学型オー

プンキャンパスでは経済的理由から参加が困難であり，

オンラインで開催されたことに評価している様子がう

かがわれる。その一方で，Bさんのインタビューから

は，コロナで都道府県をまたいだ移動が自粛される中

で，オンラインオープンキャンパスの開催に一定の評

価がなされているものの，医学部志望という特性上，

オンラインでは実習体験ができないという課題もある

ことが明らかとなった。しかし次にみる広島県を中心

とした近隣県の高校に通う高校生については，そのイ

ンタビューから，これまでみてきた遠隔地の高校生と

は多少異なる傾向がみられることがわかる。 
 
（Cさん）私は広島県にある高校に行っており，現在，

高校2年生です。毎年，学校行事の一環としてバスで

オープンキャンパスに参加していたが，今年は自主参

加になりました。コロナのため同じ県内の大学に直接

行く機会がなくなってしまい，残念です。 
 
（Dさん）岡山県の高校に通っていますが，広島大学

に以前から関心がありました。岡山県からですと，比

較的近くですのでキャンパスに行く機会がなくなって

しまい，とても残念に感じています。通学すると交通

費が高いため，下宿を考えており，オープンキャンパ

スでは，下宿先を探しに不動産屋を見て回り，寮も見

たかったため，それができなくなり残念です。 
 

 Cさん，Dさんは近隣県の高校に通っていることか

ら，コロナ禍でも来学することはできたため，その機

会がなくなり，オンラインオープンキャンパスとなっ

たことを残念に感じている様子がうかがわれる。特に

Dさんの語りからは，オープンキャンパスに参加する

と同時に，大学周辺の住まい探しや，大学の寮も見学

するつもりであったため，その機会がなくなってしま

い，残念なようである。ここまで日本人高校生につい

てみてきたが，日本人高校生と異なり，外国人高校生

はどのように感じているのだろうか。 
 
（Eさん）私は神奈川県にある日本語学校に通ってい

ますが，対面型オープンキャンパス開催時期は，日本

語学校の開講時期であり，経済的にも参加できません

でした。しかしオンラインとなったことによって参加

しやすくなりました。留学生に個別相談もオンライン

ですることができましたので，満足しています。 
 
（Fさん）東京にあるインターナショナルスクール（国

際バカロレア校）の高校2年生で，当初はアメリカの

大学への進学を考えていましたが，コロナで渡航する

目途が立たないため，英語学位プログラムがある国内

の大学も視野に入れることにしました。オンラインオ

ープンキャンパスとなったことで，他大学も含めて効

率的に参加することができ，大学情報を収集すること

ができました。英語の模擬授業についても視聴するこ

とができてとてもよかったです。 
 
（Gさん）私はシンガポールのインターナショナルス

クールに通う高校2年生で，シンガポール人です。両

親が日本の大学へ留学していたので，両親からの勧め

があり，日本の大学への進学を考えています。現在，

シンガポールに在住していますので，オンラインで開

催いただいて感謝しています。他大学も検討していま

すが，英語でのオンラインオープンキャンパスサイト

を開いていた大学はこちらのみだったので，海外から

の IB生の受け入れにも積極的な印象を受けました。 
 
 H 大学では，英語学位プログラム，留学生入試や，

国際バカロレア入試を行っているので，国内外の日本

語学校や，国際バカロレア校からの志願者の受け入れ

も重要である。Eさん，Fさん，Gさんともに，Aさ

ん，Bさんと同様，東京，神奈川県や，シンガポール

という遠隔地からの参加者であることから，オンライ

ンでの開催に評価を示していることがわかった。特に

Eさんのように，国内の日本語学校に通う留学生にと
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っては，来学型で開催した場合，在住地―広島間の経

済的負担を別途求められるため，オンラインでの開催

は望ましいと言える。またFさん，Gさんのように国

際バカロレア校に在籍する高校生にとり，英語サイト

を設置し，英語の模擬授業のコンテンツを充実させる

ことは，大学の受け入れ意志を示す上で，重要である

ことがうかがわれる。 
 
3.1.3 考察２「オンラインオープンキャンパスにおけ

る個別相談が高校生の進路形成に対して与える影響」 
（Aさん）教員．学生のいずれについても個別相談を

利用させていただいた。自分の関心がH大学で学べる

かどうか，教育内容はどのようなものか，ゼミでどの

ような学生がいるのかなどにあったため，自身の授業

や，研究室のことを踏まえながら，具体的に相談にの

ってもらえる教員による個別相談がよかった。H大学

で自身の関心が学習できるか確かめてから進学するか

どうか決定しようと思っていたが，この教員による個

別相談を受けたおかげで，H大学に対して進路形成し

たい気持ちが固まった。 
 
（Bさん）実習体験に参加できなかったが，その分，

医学部の教員による個別相談で，どのような臨床実習

を行うのか説明してもらうことができたのでよかった。

H大学に進学できるように頑張りたいと思う。 
 
 Aさん，Bさんのどちらも，教員によるオンライン

個別相談によって H 大学への進路形成に繋がってい

ることが明らかとなった。参加者がどのようなことを

相談したいかということにもよるが，教育内容や，実

習体験といった教育に関することであれば，教員のほ

うが訴求力のある説明が可能であり，このことが進路

形成する気持ちをより強めている様子がうかがわれる。 
 
（Cさん）関心のある教育学部の教員だけではなく，

学生に個別相談を行った。そのとき偶然，現在在籍し

ている高校の先生の一人が，広島大学教育学部出身で

あり，お互いに知り合いであることがわかって，親近

感を感じるとともに話が弾んだ。そのことがきっかけ

で，H大学に進路形成する気持ちがより強くなった。 
 
（Dさん）医学部で個別相談した学生が，高校の部活

の先輩であった。私が高校1年生のとき，その先輩は

すでに大学1年生だったため，直接の面識はなかった

が，親身になって受験対策の仕方，入試方法や，教育

内容について相談にのってくれた。このことから，H

大学に進路形成したいという気持ちが強まった。 
 
 先にみたAさん，Bさんは，教員によるオンライン

個別相談で進路形成していたが，Cさん，Dさんのケ

ースではそれとは異なり，学生によるオンライン個別

相談によって H 大学への進路形成の気持ちを強くし

ていることがわかった。その個別相談で特に，高校の

先生を媒介した知人や，高校の部活の先輩といった重

要な他者の関与が進路形成に影響を与えていることが

明らかとなった。Aさん，Bさんとは違い，Cさん，

Dさんはいずれについても，H大学が位置する広島県

や，近隣県である岡山県の高校に通っており，それら

の高校にはH大学出身の先生や，H大学において現役

の先輩が多くいることが推測され，そのことが背景と

してあるように考えられる。だが本人とその重要な他

者との関係性に関しては，高校の先生を介したもので

あったり，すでに卒業した先輩であったりと，あまり

強いものではない様子がうかがわれる。ここまで日本

人高校生についてみてきたが，ここからは外国人高校

生がH大学に進路形成するに当たって，いかなる要因

が影響を与えているのか検証を行う。 
 
（Eさん）中国人で，自身と同様に，日本語学校に通

っていた学生と個別相談を行い，受験勉強の仕方につ

いて相談にのってもらったので，そのことでH大学に

進路形成したいという気持ちがより強まった。日本語

学校は日本語を学習するところで，日本の教育カリキ

ュラムでどのように受験勉強すれば，日本の大学に入

ることができるかわからなかったので助かった。 
 
（F さん）関心のある学科の学生ではなかったが，国

際バカロレア校に在籍していた学生に個別相談にのっ

てもらった。今までアメリカの大学の大学情報のみ取

集しており，国内の大学のことはわかっていなかった

ので，わかってよかった。大学進学の候補の一つとし

て考えたい。 
 
（Gさん）他大学のオンラインオープンキャンパスに

も参加したが，英語で個別相談できるところが少なか

った。H大学では英語で学生に個別相談にのってもら

った。外国人の私にとっては，日本の大学情報や，入

試方法など入手できる情報は限られているので助かっ

た。H大学も進学先の一つとして検討したい。 
 
 Eさん，Fさん，Gさんのインタビューから，H大

学のような留学生入試や，国際バカロレア入試を行っ



オンライン入試広報活動の課題と展望 
 

- 269 - 

ている大学のオンラインオープンキャンパスでは多言

語による個別相談が必要であることがわかった。特に

Eさんは学生による個別相談によってH大学への進路

形成の気持ちを強くしていることがわかった。またF
さんとGさんに関しては，学生による個別相談が，進

路形成に繫がっているわけではないが，進学先の候補

の一つとして考えるに至っている様子がわかる。 
 
3.2 高校教員対象説明会における参加者へのアンケー

ト調査 

3.2.1 調査方法 

 オンライン入試説明会の 2021 年以降の方向性を検

討するため，参加いただいた高校の先生方に対するア

ンケート調査を実施した。 
●調査時期・方法 

2020 年９月のオンライン説明会にご参加いただい

た31名の先生方に対して，2021年３月に電子メール

にて質問票をお送りさせていただきご回答いただいた。 
●質問項目 
①勤務校の所在する都道府県名（記述式） 
②入試説明会をオンライン形式で実施することについ

ての賛否（選択式） 
1. 賛成 
2. 反対（対面形式が望ましい） 
3. オンライン形式と対面形式の併用が望ましい 
4. その他 

③「②」の選択肢を選択した理由（自由記述形式） 
④「②」以外で，オンライン入試説明会を実施する上

での意見・要望（自由記述形式） 
● 結果 
回答率は 45.2％（31 名中 14 名）であった。また，

勤務校の所在する都道府県は，広島県３名，岡山県，

山口県，香川県（各２名），徳島県，高知県，大分県，

大阪府，京都府（各１名）であった。隣接県，および，

近隣の府県からの参加が多かった。 
 入試説明会をオンライン形式で実施することの賛否

については，「1. 賛成」が 8 名（57.1％）と最も多か

った。賛成の理由としては，「移動の時間が節約できる」，

「複数の教員で共有できる」，「コロナウイルスの感染

状況によっては，公共交通機関を利用しての移動が制

限される可能性があるから」などがあった。 
次いで多かったのは，「オンライン形式と対面形式の併

用が望ましい」の6名（42.9％）であった。その理由

としては，「公務の都合がつけやすいので，オンライン

形式はありがたいが，対面の方が質問しやすい」，「オ

ンラインだと便利だが，やはり，キャンパスを訪れて

実際に大学をみせていただきたい」，「勤務校付近の新

型コロナウイルスの状況にもよると思うので，選択で

きると助かる」などがあった。なお，「2. 反対（対面

形式が望ましい）」，「4. その他」の回答者はいなかっ

た。 
 
3.2.2 考察 

 アンケート結果から次の二点について指摘したい。 
 一点目は，勤務校の所在する都道府県からの参加状

況である。参加高校は，広島県，および，近隣の府県

からの参加が多く，東日本に所在する高校からの参加

はなかった。遠方の高校にとって，物理的にはオンラ

イン形式の説明会の方が対面形式より参加しやすいが，

オンライン説明会での参加状況は，対面形式の説明会

と大差がなかった。この要因としては，2019年に参加

いただいた高校（ほとんどが西日本の高校）からの参

加が多かったことに加え，高校側から見て近隣の大学

の方が志望する生徒が多いため，ホームページ等から

情報収集する機会が多く，その際，説明会実施情報に

も気づきやすいことが考えられる。また，「多くの大学

が一斉に説明会をするので，夏休みあたりにお願いで

きると生徒も時間の制約がなく見ることができる」と

いう意見にある様に，高校側は参加する大学の説明会

を取捨選択していることが考えられる。つまり，大学

側から見ると，説明会の存在を知ってもらった上で，

参加という選択をしてもらえることが重要であること

が，オンライン入試説明会の実施を通して改めて確認

できたといえるだろう。 
 二点目は，アンケートに回答いただいたすべての高

校教員が，オンライン形式の説明会に賛成，または，

対面形式との併用を望んでいるということである。し

かし，この結果は，対面形式の説明会を否定するもの

ではないと考えられる。なぜなら，今回，参加をいた

だいた高校教員は，高校等でのオンライン接続の環境

が整っていることに加え，オンライン形式の説明会の

メリットを重視したり，肯定的な考え方を持っていた

りしたからこそ，説明会に参加したと考えることがで

きるからである。つまり，オンライン環境が整ってい

ない場合や，「対面の方が質問しやすい」という回答に

ある様に，対面形式での直接の質疑応答を重視する高

校教員は，はじめから参加申し込みをしていない可能

性があるということである。したがって，現時点にお

いては，オンライン形式のみ，または，対面形式のみ

といった発想ではなく，双方の形式のメリットを生か

すために，実施可能な範囲で，併用を検討していくこ

とが求められるだろう。 
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3.3 「広島県内高等学校長との懇談会」に関する考察

（聞き取り調査を踏まえて） 

2020 年度は新型コロナ感染症防止の観点から校長

会との打ち合わせの結果，オンラインで開催すること

にした。高校校長と教育委員会との会議もオンライン

で実施される機会が増えているようで，オンライン開

催の提案はスムーズに受け入れられた。オンライン実

施のメリットとしては，一つには参加者の増加があっ

た（2019 年の参加校長 45 名に対して，2020 年は 73

名。62％増）。オンライン実施は出張のための移動が不

要となり機動性が増すようで，対面での実施では移動

に時間を要するため参加すなわち出張を躊躇する校長

も，オンライン実施だと参加しやすかったようである。

また，事後に校長会と連携した際，オンライン方式に

ついての意見を聞いたが，校長として学校を離れなく

ても懇談会に出席できるというメリットに加えて対面

以上に意見・質問を出しやすかったと好評であったこ

とがわかった。一方で，対面の懇談会においては実施

してきた少人数，一対一での意見交換の機会が持てな

かったのは残念とのことであった。 

 
4 まとめと今後の課題 
 実施前の想定以上に高校生や高校教員からのオンラ

イン入試広報活動への評価は高い。これは「コロナ禍

のため情報の入手がオンラインのみで可能であったか

ら」といった，他に代替手段がないという理由，ある

いはオンラインであったからこそ，より丁寧な相談や

情報提供が可能となった，といった理由が考えられる。 
 第 4 節の３つのイベントにおける実践の分析では，

このような「対面」vs「オンライン」のうち，オンラ

イン参加が可能であった対象者のみの結果ではあるが，

オンラインによる広報活動が，一定の効果があること

が示されている。特に，大学から遠距離に居住してい

る参加者にとっては，オンラインで情報を入手できた

満足感は高いものであった。一方，大学の所在地の隣

県を含めて近距離居住者にとっては，本来，容易に訪

問したり直接会って話ができるはずなのに，そのこと

が制限されていることへの不満感は強い。対面とオン

ラインを併用するいわゆるハイブリッド型による広報

活動を展開する際には，このような距離を意識した対

応も重要ではないか，と考えられる。仮に対面による

イベントが実施できるようであれば，対面とオンライ

ンの両方に参加することでメリットが得られる仕組み

の創出も興味深い。このことは，コロナ禍以前におい

ても，ネットとリアル体験との融合をどのように作り

出すか，といった点に類似するのではないだろうか。 

 なお，第1節で述べたとおり，情報環境においてオ

ンラインによる広報イベントへの参加が難しい参加者

への対応も考慮しておくことは，重要な視点である。

各都道府県の公立図書館等において，インターネット

利用が可能な環境は増えてきているが，個別相談を行

うための個室利用はまだ難しい状況ではないだろうか。

解決は難しくとも，方向性として認識しておくことは

重要である。 
 一方，コロナ禍以前と明らかに異なる状況としては，

大規模なイベントを大きなホールで実施し物理的な体

験を提供することが難しくなり，さらに「個」で体験

することが求められる傾向といったことがある。これ

は「社会的距離（ソーシャルディスタンス）」として示

されるように，公共の空間では〈物理的な距離〉を，

求められることがその大きな理由である。物理的な経

験の場においても，またオンラインの場においても，

コロナ禍以前に比べれば，「個」による体験の機会が増

加しているのではないだろうか。もちろん，反転学習

を含むいわゆるアクティブラーニング(松下, 2015)の
前提には「個」による学びの重要性が存在し，「個」を

重視した教育システムが望まれる時代になってきてい

る。高等学校や大学において，コロナ禍に機を合わせ

たようなタイミングで「個」による学びが強く要請さ

れる動きがあるともみなせるのではないだろうか。大

学における学びとともに，入試広報活動においても，

アクティブラーニングの関係性を提供できるのか，大

学側のイノベーションが求められていると認識し，今

後の入試広報活動の展開を図りたい。 
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看護にかかわる総合型・学校推薦型選抜を見据えた 
パフォーマンス評価 

――パフォーマンス課題「2040 年の未来の看護」―― 
中切 正人，四谷 淳子，大久保 貢（福井大学） 

 
本研究は看護学士課程志願者対象のパフォーマンス課題と評価を開発し，看護学士課程志願者の汎

用的な選抜・評価方法の確立を目指す実証的研究である。福井大学医学部看護学科の教員の指導と協

力を得て，福井県内の高校生を対象とする高大連携探究プロジェクトを開発し実施した。受講者はパ

フォーマンス課題「2040 年の未来の看護」について作業課題とグループワークに取り組み，その活動

は評価者により「思考力」「コミュニケーション力」（各 5 つの構成要素）としてルーブリックで評価

された。3 月実施の第 1 回プロジェクトと，改良版の 7 月実施の第 2 回プロジェクトについて報告する。 
キーワード：看護師志願者，パフォーマンス課題と評価，ルーブリック，高大接続，選抜試験 

 
1 はじめに 
本研究は，看護学士課程志願者対象のパフォーマン

ス課題とその評価を総合型選抜・学校推薦型選抜に活

用して，汎用的な選抜・評価方法の確立を目指す実証

的研究である。 
これまで，文系分野のプロジェクトとしてパフォー

マンス課題「2050 年の未来のカリキュラムの作成」

を設定し，福井県内の高校生から受講者を募集して，

事前・事後課題およびプロジェクト当日のグループワ

ークとプレゼンテーションを分析対象とするパフォー

マンス評価を行ってきた(中切ほか, 2019, 2020)。こ

れまでの研究成果と反省を元に，今回は看護学士課程

志願者に特化したプロジェクトを開発し，その 2 回

の実施状況と今後の課題について報告する。 
 

1.1 本研究の目的 
本研究は，看護学士課程志願者の選抜試験への適用

を目指すプロジェクトを立ち上げ，そこでのパフォー

マンス課題と評価のあり方を検討・考察することを目

的とする。 
 

1.2 本研究の方法 
本研究の目的を遂行するにあたり，以下の研究方法

をとる。(1) 看護学士課程の卒業生に求められる看護

実践能力を修得するのに必要な能力として「思考力と

コミュニケーション力」を取り上げ 1)，それらを育

成・測定・評価するプロジェクトを企画し，そこで遂

行されるパフォーマンス課題を開発する。(2)パフォ

ーマンス課題を遂行するために受講者に課す事前課題

を開発する。(3)プロジェクト当日の日程や提示資料，

グループワークの内容やプレゼンテーションの方法等

について検討する。(4)パフォーマンス評価を思考力

とコミュニケーション力として，その構造と構成要素

および評価規準を明示し，その採点方法・採点基準を

評価基準としてルーブリックに示す。(5)思考力とコ

ミュニケーション力を育成・測定・評価する場面をパ

フォーマンス課題の遂行場面に位置づけ，プロジェク

ト全体を概観する。(6)プロジェクト終了後，プロジ

ェクト観察者とパフォーマンス評価担当者およびファ

シリテーター，そして受講者からの意見を収集し，パ

フォーマンス課題とパフォーマンス評価の構成を検

討・考察して，課題を提示する。 
 
2 「2040年の未来の看護」プロジェクト 
パフォーマンス課題の開発と提示資料の作成に当た

り福井大学医学部看護学科のご指導とご協力を得た。 
2.1 看護にかかわるパフォーマンス課題の開発 
本研究は看護学士課程の卒業生に求められる看護実

践能力を修得するのに必要な「思考力とコミュニケー

ション力」を測定・評価する選抜試験を想定したパフ

ォーマンス課題「2040 年の未来の看護」を開発した。 
2040 年は，現在高等学校在学中の受講者が 30 代

後半となり，社会人として働き盛りの年齢となってい

る。一方，戦後増え続けてきたわが国の高齢者が全人

口に占める比率は，今後も高まり続けることが予想さ

れ，「65 歳以上を支える現役世代は 1950 年には 12.1
人だったが，2040 年には 1.5 人になる」 (成毛, 
2021: 127)。これに呼応して，現役世代の医療費負担

の点で現在の医療制度の維持が困難になることが予想

され，その対策案も含めてこの問題に対する記述は政
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府関係資料 (経済産業省, 2019)2) をはじめ，多くの医

療関係者の論考等で確認することが出来る。 
このように，これまで国民皆保険制度に守られて病

院が身近な存在だった状態は，今後大きく変化せざる

を得ないと考えられる。そこで，将来の看護師志望者

が未来の医療環境の中で，「特に医療を希望する人の

自宅でどのような看護を提供することが出来るか」と

いうテーマをパフォーマンス課題として設定した。 
こうした未来社会をテーマとするパフォーマンス課

題の設定には，これまで報告者が福井大学で実践して

きた近代大学の創設者フンボルトの理念「文系ゼミナ

ール教育（理系は実験室教育）」(潮木, 2004) に基づ

くプロジェクト「2050 年の未来の中学校のカリキュ

ラムの作成」を参照した。この課題は文系学部志願者

を対象として，選抜試験を念頭に大学進学後も必要と

される多様な能力を育成・測定・評価するプロジェク

トのために設定したもので，受講者が 2050 年に 40
代後半となり，中学生の保護者になっているという想

定で学校カリキュラムを構想するプロジェクトである 
(中切ほか, 2019, 2020)。 
この「未来のカリキュラム」プロジェクトを参照し

ながら，看護学士課程志願者対象の新たな高大連携探

究プロジェクトを構想し始めたところ，日本看護連盟

や多くの看護関係サイトに取り上げられた「医療の

2040 年問題：人口減少と高齢者人口がピークを迎え

て現在の医療体制の維持が困難となる問題 (武藤正樹, 
2019)」に注目した。この未来の看護のエポックメー

キングとなるテーマをパフォーマンス課題に取り上げ

れば，これまで実践してきた「未来のカリキュラム」

プロジェクトの成果が活用出来る。こうして，新しい

看護のパフォーマンス課題を設定した。 
 

2.2 「2040年の未来の看護」の事前課題と評価 
2.2.1 事前課題の開発 
「2050 年の未来の中学校のカリキュラムの作成」

プロジェクトでは，受講者全員が福井県内の中学校の

卒業生であったため，ある程度の共通基盤を土台にし

てプロジェクトを実施することが出来た。しかし，今

回の看護師分野は，福井県内在住の高校生といえども，

受講者の生育歴・家庭環境や医療関係とのかかわりの

相違，地域の特殊性や多様性等が予想された。 
そこで，まず，プロジェクト前に受講者の間に何ら

かの共通基盤を養成しておく必要があると考えた。こ

こで注目されたのが，近代看護の原点として避けては

通れないナイチンゲールの事績である。さらに，

2040 年の未来の看護の現場は病院ではなく，ナイチ

ンゲールの業績とされる在宅看護（在宅医療や訪問看

護）が主流になると予想されている 3)。 
こうして，受講者にナイチンゲールの事績に対する

共通理解を形成することを目的とする事前課題を決定

した。そして，事前課題の説明書にはナイチンゲール

を課題に設定した理由について，「プロジェクト当日

は受講者に共有されたナイチンゲール像を前提とし，

常にナイチンゲールの功績を振り返りながら，2040 
年の未来の看護について考えていく」旨を記した。こ

の共通理解の形成がプロジェクト当日のグループワー

ク時に機能することを期待したのである。 
以上より，日本看護協会と日本赤十字社の協力の元

に編集されたポプラ社の『ナイチンゲール』を準備し

て受講者全員に配布した。この本の対象年齢は小学校

高学年とされているが，その内容はナイチンゲールの

生涯の紹介にとどまらず，彼女の生きた時代背景や彼

女を支えた人々，彼女の功績と現代への影響など，豊

富なボリュームである。こうして，以下の 2 つの事

前課題（A4版の裏表に記入）を示した。 
(1)ナイチンゲールの活動成果を 3 点に整理してま

とめ，3点に整理した理由を合わせて記すこと。 
(2)ナイチンゲールの生涯と(1)で整理した 3 点との

間にはどのような関係（包含，対立等）があるの

か示して，その理由を説明すること。 
なお，提出用紙にはそれぞれの「理由」が『ナイチ

ンゲール』の何頁からの引用か記すことを求めた。 
2.2.2 パフォーマンス評価の概要 
事前課題の解説プリントには，このプロジェクト全

体を通して以下の能力が育成され，同時に評価者によ

って測定・評価されることを記した。すなわち，事前

課題を元に「理解力，適用力（資料を引用する力），

分析力」が育成・強化され，測定・評価される。そし

て，グループワークでは「相互理解力，伝達工夫力，

共同創作力」，プレゼンテーションでは「表現力（言

語的，非言語的）」が育成・強化され，測定・評価さ

れる。最後に，最終課題を元に「評価力，創造力」が

育成・強化され，測定・評価される旨を記した。 
2.2.3 プロジェクトの受講者 
以上の準備段階を経て，福井県内の各高等学校に未

来の看護プロジェクトの案内書と募集要項を送信した

（図 1）。案内文では，まず，日常生活に欠かせない

医療と看護の課題として「医療の 2040 年問題」につ

いて紹介し，このプロジェクトは未来の看護師として

何を準備すればよいのか考える機会であることを紹介

した。そして，プロジェクトの概要とそこで育成・強

化してほしい能力として「思考力とコミュニケーショ
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ン力」の概要を紹介し，それらの能力が後日測定・評

価されて修了証として還元されることを紹介した。 
 
2.3 「2040年の未来の看護」プロジェクトの当日 
2.3.1 プロジェクトの受講者と評価者 
令和３（2021）年3月14日の第1回プロジェクト

は受講対象者を高校2年生とし，令和3（2021）年7
月 18 日の第 2 回プロジェクトは高校 3 年生を対象と

して，第 1 回に受講できなかった希望者を優先する

案内書を福井県内の各高校に送信した。 
その結果，コロナ禍にもかかわらず，どの回もたく

さんの高校から多くの受講希望があった。そこで，事

前に連絡しておいた抽選を実施した結果，3 月の第 1
回の受講者は 12 校に在籍する 20 名（男子 3 名，女

子 17 名）に絞られ，第 2 回の受講者は 9 校に在籍す

る 19 名（女子 19 名）に絞られた。そして，受講決

定者には，それぞれプロジェクトのおよそ 1 か月前

に事前課題とポプラ社の書籍を送付した。 
3 月 14 日の第 1 回プロジェクトには，ファシリテ

ーターとして受講者のグループワークを支援し，かつ

グループワークとプレゼンテーション時の評価を担当

するスチューデント・アシスタント（以降 SA と表

記）の学生 4 名が参加した。7 月 18 日の第 2 回には

第 1 回の中の 2 名が参加した。SA は事前に今回のプ

ロジェクトの運営と評価にかかわる研修を受けたが，

彼女たちはこれまで「2050 年の未来の中学校のカリ

キュラム」プロジェクトのファシリテーターや評価を

担当してきた学生である。 
2.3.2 プロジェクト当日の概要 
表 1 に第 2 回プロジェクトの日程と評価場面を示

す。2 つの講義とグループワーク・プレゼンテーショ

ン，そして最終課題提出という時間割は第 1 回プロ

ジェクトと同じである。以下，表 1 に示した日程に

沿って 7 月 18 日の第 2 回プロジェクトの活動内容を

概観する。 
最初に，受付では事前課題を回収し，これを元に後

日「理解力，適用力，分析力」が評価された。 
午前中の講義では，3 月 14 日の第 1 回プロジェク

トから 7 月 18 日の第 2 回プロジェクトへの変更があ

った。第 1 回プロジェクトの講義Ⅰ（50 分）と講義

Ⅱ（50 分）は，第 2 回プロジェクトでは講義Ⅰに短

縮整理された。そして，新たに講義Ⅱでは看護学の模

擬講義と模擬実習が，福井大学看護学科の教員 2 名

と大学院生3名により実施された。 
この改良は，本プロジェクトのテーマが「未来」と

「看護」をセットにした「未来の看護」であるところ

に由来する。第 1 回の 2 つの講義では「未来」社会

の方に比重を置かれすぎたという反省に基づき，第 2
回では「看護」にかかわる情報を豊かにして「未来の

看護」の考察が地に足をつけたものとなるように修正

された。こうして，講義Ⅰでは「未来」社会と「未

来」に想定される医療現場を視野に講義を展開し，講

義Ⅱでは「看護」の現場と「看護」の現実が講義・実

習された。講義ⅠとⅡは「2040 年の未来の看護」プ

【図1 「2040の未来の看護」プロジェクト募集ポスター】

9:00
【受付】「事前課題」提出，「事前アンケート」

9:20
【開講式】日程と評価者紹介

9:30 【講義Ⅰ】2040年問題，未来社会，専門看護師

10:30 休憩
10:40 【グループワークⅠ】自己紹介，事前課題紹介

11:10 【講義Ⅱと実習】エコー画像を用いて，ヒトの身
体の中を見てみよう！～血管編～

看護学科の
教員と院生

12:10 昼食

13:10 【グループワークⅡ】
　「現在と2040年の病院と自宅」のマトリクス図

を囲んで，未来の看護の話し合い

ＳＡと看護学
科の院生

相互理解力
伝達工夫力
共同創作力

14:30 休憩
14:40 【グループワークⅢ】

　プレゼンテーションの準備とリハーサル
ＳＡと看護学
科の院生

15:20
【プレゼンテーション】1人1分半を担当

表現力①
表現力②

16:00 休憩
16:10

【最終提出課題】作成，「事後アンケート」

16:50 【閉講式】

表1 パフォーマンス当日の日程と評価場面

開始
時刻 内　　　　　　容

ファシリテーター
とその活動場面

SAの評価す
る能力と場面
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ロジェクトに不可欠の両輪である。 
具体的にみると，講義Ⅰでは，医療の 2040 年問題

と 2040 年の未来社会の概要という「未来」を取り上

げ，そこに NHK プロフェショナルの 2 人の専門看

護師の事例が加わる形とした。最初に，2040 年には

わが国を筆頭にアジア諸国で 65 歳以上人口が急増し，

わが国では 100 歳以上が 30 万人を超して，働く世代

の 1 人が高齢者 1 人を養う予想とされ，その変化を

先取りしているイギリスのホスピスが福井大学看護学

科の研修先である事例を紹介した。次に，Society 5.0
や AI の活躍する未来世界と医療の世界を示し (川口, 
2020; 成毛, 2021; ほか) ，グループワークの核とな

る「未来の看護のマトリクス図」を提示した。そして，

未来の看護師として第Ⅰ象限の「2040 年の未来の在

宅看護」のあり方を明らかにする課題を提示した（図

2）。そして『NHK プロフェショナル仕事の流儀：が

ん専門看護師田村恵子』 (NHK, 2009) と『専門看護

師北村愛子』(NHK, 2007) を短縮編集した映像を流

し，細分化に向かう医学と対照的な，全体的・包括的

な看護学の姿を示した。 
講義Ⅰの終了後受講者は一旦グループワークの部屋

に移動し，SAも加わってグループ別にアイスブレイ

クを実施した。そして事前課題の内容を報告し合った。 
次の講義Ⅱでは看護学の模擬講義として，本学看護

学科の教員と大学院生により「上肢の皮下静脈走行の

パターン」と静脈穿刺（せんし）技術が紹介され，エ

コー画像で血管を観察する模擬実習が展開された。そ

こでは，ポータブル超音波画像診断装置を用いて，受

講者それぞれが看護実習を体験することが出来た。そ

こには，第1回プロジェクトでは見られなかった歓

声と感動の姿があった。 
昼食を挟んで，午後のグループワークⅡは，以下の

作業手順を示すところから始まった。(1)マトリクス

の 4 象限にそれぞれ当てはまる事例をメモして各象

限に張り付ける。それは，現在と未来の看護に関する

事項を 20 字以内に付箋に記し，ボードに添付する作

業である。たとえば，付箋に「交通事故で足を複雑骨

折」と記入すれば，現在は病院に入院する第Ⅲ象限に

添付されるが，未来は「歩行スーツを着用して自宅で

看護」されることが予想されることが付箋に記入され

て第Ⅰ象限に添付となる。(2)付箋の記入と添付が一

段落すれば，各象限の事例をまとめてその特色を象限

毎に 3 点に整理する。(3)プレゼンテーション用に，

第Ⅰ象限について 3 点に整理した理由を観点毎にま

とめて，それぞれの観点の特色をまとめる。  
作業手順の提示後，各グループではファシリテータ

ーとして新たに看護学科の大学院生が加わり，作業手

順(1)の各象限に張り付ける付箋の作成に入った。30
分経過後，受講者達には他のグループの様子や付箋の

内容を参照する時間が設けられた。その後 13 時 40
分頃，SA により 10 分間「相互理解力」と「伝達工

夫力」が測定・評価された。SA は評価後，再びグル

ープワークの助言・支援を再開した。その間もグルー

プワークは続き，作業手順(2)の各象限を 3 点に整理

する作業に入った。そして，14 時頃に，全体に向か

ってマトリクス図の第Ⅰ象限を重点的に埋めることが

指示された。こうして，各グループではファシリテー

ターによって第Ⅰ象限の整理がリードされ，14 時 20
分になると，残り 10 分で SA により「共同創作力」

が測定・評価された。 
休憩を挟んでグループワークⅢでは，グループ毎に

プレゼンテーションのリハーサルを 40 分程度実施し

た。ここでは，各自が発表内容とその手順を確認し，

1 人 1 分半程度の持ち時間で練習を繰り返した。ファ

シリテーターは，プレゼンテーションで評価される言

語的観点と非言語的観点を意識しながら，指導を行っ

た。そして，プレゼンテーションでは，全員を対象に

「表現力①と②」が測定・評価された。 
プレゼン終了後，ここまでの一連の活動を元にして，

最終的に受講者各自が考える第Ⅰ象限の 2040 年の未

来の看護について，3 点以内で論じてその理由を説明

する課題を示した。後日この最終課題レポートを対象

に「評価力，創造力」が測定・評価された。 
 
3 測定・評価された能力とその構成要素 
今回のプロジェクトで測定・評価された能力は，こ

れまでのプロジェクト「2050 年の未来のカリキュラ

ム」で測定・評価されてきた「思考力」と「コミュニ

ケーション力」を踏襲するものである。 
ただし「思考力」の評価規準と評価基準については，

評価対象が「2040 年の未来の看護」に変更されてい

るため，その記述は大幅に異なるものとなった。これ
図2 未来の看護のマトリクス図
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に対し，「コミュニケーション力」はグループワーク

とプレゼンテーションが測定・評価される対象である

ことから大幅な変更ではなく，その評価規準と評価基

準の文言の一部に若干の修正が施された。 
3.1 「思考力」の評価規準と評価基準 
「思考力」の構造と構成要素の設定には，アンダー

ソンらの改訂版タキソノミーを参照し(Anderson, 
2001)，「理解力」から「創造力」に向かって高次と

なる構造をとる 5 個の構成要素を設定した。以下，

各構成要素と評価規準（何を学習するか）を記す。表

2はその評価基準で，「3」を標準とする。 
理解力：ポプラ社『ナイチンゲール』）を解釈し，活

動成果を3点に例示，分類，説明出来る能力。 
適用力：『ナイチンゲール』の記述を活用，適用する

ことが出来る能力 
分析力：ナイチンゲールの生涯と「3 点の活動成果」

との関係（強弱，＋－，包含，対立，等）を識別，

構造化することが出来る能力。 
評価力：未来の看護と自宅の比率や，死に向かう最良

の状態や方向性を判断することが出来る能力。 
創造力：既成の看護観念を超えた看護のあり方や，病

院と自宅の斬新な看護プラン等を発想出来る能力。 
以上の 5 つの構成要素は学校教育法第 30 条に示さ

れた学力の三要素の「思考力・判断力」に対応する。 

3.2 「コミュニケーション力」の評価規準と評価基準 
「コミュニケーション力」の構造と構成要素の設

定には，中切ほか (2019) に記された 5 つの構成要

素を参照した。以下，その評価規準を記す。表 3 は

その評価基準で「3」を基準とする。 
相互理解力：他者の話す内容や意見に合理的な理解・

判断を下したり，共感したりすることによって議論

しやすい場を作り出すことが出来る能力。 
伝達工夫力：他者に分かりやすいように自分の考えや

意見を伝達する工夫をしたり，グループで協働して

行動する雰囲気を作り上げたりする能力。 
共同創作力：他者と共同して一つの研究成果をまとめ，

完成させることが出来る能力。議論を深める質問で，

自己の見解との整合性を図る提案や見解を提示する。 
表現力①：プレゼンテーション時の非言語的表現にか

かわる能力。聞き取りやすい発声で，しっかりとア

イコンタクトし，ジェスチャー豊かに表現する。 
表現力②：プレゼンテーション時の言語的表現にかか

わる能力。キーワードを適切に使用したり，根拠を

示したりして論理的に伝えることが出来る能力。 
 
4 まとめと今後の課題 
4.1 受講者の感想 
第 1 回と同様に第 2 回プロジェクトでも受講者の

事後アンケートには多くの記述が見られた。 
それらの記述を

見ると，午前中は

未来社会を想像し

ながら現実的な

「エコー画像で血

管を観察する模擬

実習」を体験する

ことによって AI
の看護について想

像したり，患者さ

んの立場に立って

考えたりする体験

が出来たこと，さ

らに，午後からは

グループワークを

通してコミュニケ

ーション力を身に

付けたり，在宅看

護に関心を抱いた

り，治療の原点と

して人間力を再確

1 2 3（標準） 4

理
解
力

・事前配布資料を解釈できないため，

提出課題（１）の回答欄にナイチン

ゲールの活動成果の3点を記すこと

が出来ない。

・事前配布資料を解釈した上で，提出

課題（１）の回答欄にナイチンゲール

の活動成果の3点のうち，1点について

はその特徴を分類したり，推測したり，

比較したり，説明したりする記述が出

来ている。

・事前配布資料を解釈した上で，提出

課題（１）の回答欄にナイチンゲール

の活動成果の3点のうち，2点について

はその特徴を分類したり，推測したり，

比較したり，説明したりする記述が出

来ている。

・事前配布資料を解釈した上で，提出課

題（１）の回答欄にナイチンゲールの活動

成果の3点のうち，3点全てについて，そ

れぞれ十分にその特徴を分類したり，推

測したり，比較したり，説明したりする記述

が出来ている。

適
用
力

・提出課題（１）（２）の回答欄におい

て，ナイチンゲールの活動成果につ

いて，事前配布資料の記述や内容を

活用したり，適用したり，応用したりす

る記述が見られない。

・提出課題（１）（２）の回答欄におい

て，ナイチンゲールの活動成果の1点
については，事前配布資料の記述や

内容を活用したり，適用したり，応用し

たりする記述が見られる。

・提出課題（１）（２）の回答欄におい

て，ナイチンゲールの活動成果の2点
については，事前配布資料の記述や

内容を活用したり，適用したり，応用し

たりする記述が見られる。

・提出課題（１）（２）の回答欄において，

ナイチンゲールの活動成果の3点の全て

について，事前配布資料の記述や内容を

活用したり，適用したり，応用したりする記

述が見られる。

分
析
力

・提出課題（２）の回答欄で，ナイチン

ゲールの生涯と活動成果の関係性

（強弱，＋－，包含，対立，等）のどの

観点についても，その関係性（強弱，

＋－，包含，対立，等）が識別された

り，構造化されたり，組織化されたりし

て記述されていない。

・提出課題（２）の回答欄で，ナイチン

ゲールの生涯と活動成果の関係性

（強弱，＋－，包含，対立，等）の1点に

ついては，その関係性（強弱，＋－，包

含，対立，等）が識別されたり，構造化

されたり，組織化されたりして記述され

ている。

・提出課題（２）の回答欄で，ナイチン

ゲールの生涯と活動成果の関係性

（強弱，＋－，包含，対立，等）の2点に

ついては，その関係性（強弱，＋－，包

含，対立，等）が識別されたり，構造化

されたり，組織化されたりして記述され

ている。

・提出課題（２）の回答欄で，ナイチン

ゲールの生涯と活動成果の関係性（強

弱，＋－，包含，対立，等）の3点共に，そ

の関係性（強弱，＋－，包含，対立，等）

が識別されたり，構造化されたり，組織化

されたりして記述されている。

評
価
力

・最終提出課題に記述されたどの事

項においても，患者の自宅での生活

とそれに対する看護の理想的なバラ

ンスを判断したり批判したり，あるい

は，患者の死に向かう最良の状態や

その方向性を判断したり批判したりす

ることが出来ない。

・最終提出課題に記述された1つの事

項において，患者の自宅での生活とそ

れに対する看護の理想的なバランスを

判断したり批判したり，あるいは，患者

の死に向かう最良の状態やその方向

性を判断したり批判したりすることが出

来ている。

・最終提出課題に記述された2つの事

項において，患者の自宅での生活とそ

れに対する看護の理想的なバランスを

判断したり批判したり，あるいは，患者

の死に向かう最良の状態やその方向

性を判断したり批判したりすることが出

来ている。

・最終提出課題に記述された3つの事項

において，患者の自宅での生活とそれに

対する看護の理想的なバランスを十分に

判断したり批判したり，あるいは，患者の

死に向かう最良の状態やその方向性を

十分に判断したり批判したりすることが出

来ている。

創
造
力

・最終提出課題に記述されたどの事

項においても，これまでの看護概念を

超える新たな看護のあり方を発案し

たり，病院と自宅の看護プランを斬新

な視点で描いたり出来ない。

・最終提出課題に記述された1つの事

項において，これまでの看護概念を超

える新たな看護のあり方を発案したり，

病院と自宅の看護プランを斬新な視点

で描いたりすることが出来る。

・最終提出課題に記述された2つの事

項において，これまでの看護概念を超

える新たな看護のあり方を発案したり，

病院と自宅の看護プランを斬新な視点

で描いたりすることが出来る。

・最終提出課題に記述された3つの事項

において，これまでの看護概念を超える

新たな看護のあり方を発案したり，病院と

自宅の看護プランを斬新な視点で描いた

りすることが出来るだけでなく，全く新しい

発想で看護のあり方や看護医療体制を

考案したり，新しい可能性を生み出したり

することが出来る。

表2 思考力の評価基準

思考力



大学入試研究ジャーナル第 32 号 
 

- 276 - 

認したりすることが出来た，という感想が記されてい

る。 
このように，受講者は出身校も出身地もばらばらで，

ほとんど顔見知りのいない集団の中で，看護という明

確な 1 点で共通性の高い仲間と一緒に学び，体験し，

そして多くを収穫した様子が確認することが出来たと

考える。 
 

4.2 プロジェクトの観察者とファシリテーター（評価

者のSAを含む）によるプロジェクトの評価 
ここでは 7 月 18 日の第 2 回プロジェクト後に，観

察者とファシリテーター（評価者の SA を含む）によ

って指摘された事項を記す。 
まず，次回は，NHK プロフェショナルの映像部分

については，よりリアリティを持たせるために，福井

大学看護学科出身の専門看護師として地元で活躍して

いる人を講師に招いて担当してもらう。 
次に，午後のグループワークⅡではいきなりマトリ

クス図の 4 つの象限を分析するのではなく，まず，

現在の第Ⅲ・第Ⅳ象限の事例を挙げる。その上で，各

事例がそのまま未来の第Ⅰ・第Ⅱ象限に対応してくる

のかどうか検討するところから始める。それにより，

パフォーマンス課題の主旨である「第Ⅲ象限から第Ⅰ

象限への移動」の視点が養われると考えられる。 

さらに，最終課題終了後に 20 分程度の時間を確保

して 2 回目のグループワークを立ち上げ，最終課題

で書いた内容を紹介し合う改善案も出された。これに

より受講者の学習がさらに深まることが期待される。 
 

4.3 まとめと今後の課題 
以上，本研究では看護学士課程志願者の選抜試験で

の活用を前提に，看護の 2040 年問題に題材を得た

「未来の看護」のあ

り方をパフォーマン

ス課題として設定し

た 2 回のプロジェ

クトを総括した。 
受講者からは高い

評価を得ることが出

来たが，観察者とフ

ァシリテーターから

はいくつかの改善策

が提案された。これ

らを参考に，次の第

3 回プロジェクトを

福井大学医学部の松

岡キャンパスで実施

し，さらなる改革案

を提示したい。 
また，パフォーマ

ンス評価については

大幅な改革は指摘さ

れなかった。今後は，

これまで実践してき

た「2050 年の未来のカリキュラム」のパフォーマン

ス評価の課題と反省を参照しながら，妥当性と信頼性

を検証していきたい。 
 
注 
1) 看護学士課程の卒業生に求められる看護実践能力を分析した

論考 (松谷ほか, 2010) を見ると，その構成要素は 7 つに分

類され，それらは①「人々・状況を理解する力」と②「人々

中心の看護ケアを実践する力」と③「看護の質を改善する

力」に整理されている。本研究は，その中で看護教育の初期

段階に位置づけられ，選抜試験に最も関連すると考えられる

構成要素①，すなわち「知識の適用（アセスメント）力」と

「人間関係をつくる（コミュニケーション）力」を取り上げ

る。さらに，前者は学習指導要領の「思考力・判断力」にか

かわる能力であると考える。 

1 2 3（標準） 4

相
互
理
解
力

・他者の話す内容を最後まで集中し

て聞くことが出来ない。あるいは，他

者の話の内容に対して合理的な理

解・判断を下したり，共感したりする

ことが出来ない（同意する発言や，

何らかの質問をするような反応が見

られない）。

・他者の話す内容を最後まで集中し

て聞くことが出来，それに対して合理

的な理解・判断を下したり，共感した

りすることが出来る（他者の話の内

容に同意する発言が見られたり，も

しくは内容に対する何らかの質問が

見られたりする）。

・他者の話す内容を最後まで集中し

て聞くことが出来，それに対して合理

的な理解・判断を下したり，共感した

りすることが出来る（他者の話の内

容のポイントを示すなどして他者の

考えに的確に同意する発言が見ら

れたり，話の内容に沿った的確な質

問が見られたりする）。

・他者の話す内容を最後まで集中して聞くことが

出来，それに対して合理的な理解・判断を下した

り，共感したりすることが出来る（他者の話の内

容のポイントを示すなどして他者の考えに的確に

同意する発言が見られたり，話の内容に沿った

的確な質問が見られたりする）。さらに，同意や

質問を通して，相手の話しやすい状況を作り出

し，グループで議論する土台を形成することが出

来る。

伝
達
工
夫
力

・自分の考えや質問事項を，分かり

やすく整理することが出来ないた

め，あいまいな口調になりがちで，

聞き手に分かりやすく伝えることが

出来ない。

・自分の考えや質問事項を，分かり

やすく整理しているため，あいまいな

口調ながらも，聞き手に分かりやす

く伝えることが出来る。

・自分の考えや質問事項を，筋道立

てて分かりやすく整理して，はっきり

とした口調で，聞き手に分かりやすく

伝えることが出来る。

・自分の考えや質問事項を，筋道立てて分かり

やすく整理して，はっきりとした口調で，聞き手に

分かりやすく伝えることが出来る。さらに，相手か

ら質問を受けやすい雰囲気や状況を作り出して，

グループで議論する土台を形成することが出来

る。

共
同
創
作
力

・自分の意見やアイデアを一方的に

主張し，グループのメンバーを説得

して，自分の意見やアイデアに従わ

せようとする。

・自分の意見やアイデアとグループ

のメンバーの意見やアイデアを表面

的にすり合わせるレベルにとどま

る。そのため，相手の理解を十分得

られることなく，自己の見解をグルー

プの意見やアイデアとしてまとめよ

うとする。

・自分の意見やアイデアとグループ

のメンバーの意見やアイデアを互い

にすり合わせることによって，グ

ループとして一つの意見やアイデア

にまとめることが出来る。

・自分の意見やアイデアとグループのメンバー

の意見やアイデアを，深く分析したり比較したり

することによって互いの長所を生かすことに成功

し，ワンランクレベルが上の意見やアイデアとし

てまとめることが出来る。たとえば，グループ

ワーク時に議論を深める質問をしたり，相手の見

解を正確に理解した上で自己の見解との整合性

を図ったり，あるいは修正案を提示したりすること

によって，自己と相手の見解を高次元で融合さ

せることが出来る。

表
現
力
①

・プレゼンテーション時において，聞

き取りにくい発声で，アイコンタクトも

不十分に，ジェスチャーも少なく表現

している。

・プレゼンテーション時において，あ

る程度聞き取りやすい発声で，アイ

コンタクトを試みながら，ジェス

チャーを加えて表現することが出来

る。

・プレゼンテーション時において，聞

き取りやすい発声で，しっかりとアイ

コンタクトをしながら，ジェスチャー豊

かに表現することが出来る。

・プレゼンテーション時において，非常に聞き取り

やすい発声で，しっかりと十分にアイコンタクトを

保ちながら，大変ジェスチャー豊かに表現するこ

とが出来る。

表
現
力
②

・プレゼンテーション時において，

キーワードを適切に使用したり，根

拠を明確に示したりすることが出来

ないため，発表内容を論理的に伝え

ることが出来ない。

・プレゼンテーション時において，

キーワードを適切に使用することは

出来るが，根拠を示した上で論理的

に発表内容を伝えることが出来ない

ため，視聴者の理解を十分得ること

が出来ない。

・プレゼンテーション時において，

キーワードを適切に使用し，根拠を

示したうえで論理的に発表内容をつ

たえることが出来るため，視聴者は

発言内容を理解することが出来る。

・プレゼンテーション時において，キーワードを正

確かつ適切に使用するばかりでなく，発表内容

の根拠を的確かつ明確に示したうえで，理路整

然と論理的に説明することが出来る。そのため，

視聴者は発表内容を十分理解し，納得すること

が出来る。

表3 コミュニケーション力の評価基準

コミ力
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2) 経済産業省 (2019年 3月5日) の「資料4」の17，18枚目

に，18 歳～64 歳で 65 歳以上を支える場合 2017 年は 2.1 人

で 1 人，2040 年は 1.5 人で 1 人，2065 年は 1.3 人で 1 人に

なると予想されている。 
3) 小川 (2016) では，ナイチンゲールには「病院は文明の中間

段階にすぎない」という認識があり，在宅看護の概念を作っ

た元祖であると記されている。 
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入学後成績推移における学習経験要因と学生内要因の影響 
 

平 知宏（大阪市立大学） 
 

本研究では、学生の学習経験に起因すると考えられる学習経験要因、学生自身の特性や学びの心的

傾向性といった学生内要因と、入学後の学業成績（GPA）の関係性について調査データをもとに検討

した。相関分析の結果から、学習経験要因と学生内要因の一定の独立性と、1-2 年時の成績推移におい

て、専門知識を習得しようとする傾向性が正の影響を示す一方で、大学でのアウトプット中心の学習

や、学生の特性といった他の要因が負の影響をしめしうることがわかった。また潜在成長曲線モデル

に基づく分析により、特に高校までの総合的学習経験が、入学後の学業成績の上昇に関与しうること

が示された。 
キーワード：学習経験要因、学生内要因、GPA、相関分析、潜在成長曲線モデル  

 
1 はじめに 
1.1 大学入学後の学びに影響を与える要因 
総合大学をはじめとする多様多彩な知識が集合する

場において、学生自身は自らの専門領域を極めるだけ

でなく、異なる専門領域を学ぶ機会を得ることとなる。

それは、異なる専門領域を持つ他者（自分以外の学生、

教員、職員など）との関割合の中から得られるものも

あれば、大学での 1～2 年時など、新入生が入学して

からの比較的短い期間において、多くの大学・学部教

育で設計されている「教養教育」「一般教養」と称さ

れるカリキュラムを通じて得られるものでもある。た

だこうした多様な学びの経験・設計を通じ、学生の幅

広い知識や技術の習得を意図するような大学の目的に

対し、高校までの段階で教科学習などの領域個別的か

つ個人的な学習を行ってきた学生や、専門的な学習へ

の参入を強く希望しているような学生にとっては、こ

うした学びの在り方は、必ずしも有益なこととは限ら

ない。これら学生が本来学ぶことを目的としていたよ

うな特定領域の知識・技術をすぐに学ぶことができな

いため、大学の意図はどうあれ、逆に大学での学びへ

のモチベーションを下げる一因ともなりうることが考

えられるためである。結果として学生と大学双方での

カリキュラムに対する不十分な理解と意図伝達の齟齬

から、学生の入学後の学業成績不振などの問題につな

がっていくことも考えられるだろう。 
こうした大学入学後の学業成績の議論を行うにあた

り、高大接続の観点に立った上で大学での教育への円

滑な接続を想定するのであれば、高校までに学生自身

がどういったことを学び、その内容が大学での教育カ

リキュラムとどの程度関連するかといった考え方がで

きる。これは一定の学習経験を有した入学後の学生が、

大学での学びのあり方に適応できているかという問題

であり、本研究ではこうした考え方を学生の経験して

きた「学習経験要因」と定義する。こうした観点に立

った場合、高校と大学の学びをどう連携させるかとい

った議論が重要となり、いわゆる大学での初年次教育

やリメディアル教育の設計だけでなく、大学・社会人

以降を想定した、いわゆる思考力育成を目指した高校

までの「総合的な学習の時間」や「探求学習」といっ

た教育の開発においての基礎的知見を得ることも可能

である。実際に高校までのこれらの教育については、

高校ごとによって取り組み内容が大きく異なっており、

必ずしも大学の学びと類似したものが行われていると

は限らず、実態として形骸化しているとの指摘もある

（例として中村（2015））。通常こうした学習経験

要因は、言い換えると学生自身がどのような学び

「方」を経験してきたことから構成されるもので、高

校以前と大学以降それぞれにおけるあり方と、それら

の相違点・類似点によりどういった影響がもたらされ

うるのかが議論の対象となりうる。 
また別の観点に立つのであれば、大学での学習全般

が、学生自身のパーソナリティや心的態度といったよ

うな学生自身の特性に起因するとも考えることが可能

である。これらを本研究では「学生内要因」と定義す

る。例えば大学での学業成績を予測する要因としては、

学生自身の能力的な問題に限らず、知的好奇心といっ

た心的傾向性が関わるとする研究もある（Stumm, 
Hell, & Chamorro-Premuzic, 2011）。また、平

（2018）では、大学が公開する教育情報それ自体に

対する学生の認識が、入学後の学業成績に影響する可

能性について議論している等、いわゆる認知的な問題

から大学入学後の学びを議論することも可能としてい

る。こうした学生内要因については、学生本人の特性

に起因するものと考えることができ、教育カリキュラ
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ム・プログラム等の外的な仕組みとはある程度独立し

た要因としてとらえることができる。また、こうした

学生の学びの特性について検討することは、学生本人

の特性に起因する問題を明らかにすることであり、単

純な教科学力とは別の観点から、入学者選抜の仕組み

を設計するための知見を得ることもできる。 
1.2 検討方法と本研究の目的 
これら学習経験要因と学生内要因については、必ず

しも両者を完全に区別できるというわけではなく、相

互に関連しあうことも予想される。これは例えば、大

学という環境への適応が困難な学生ほど、学習に関わ

る態度全般が悪化するといったものである。ただこれ

らの各種要因間の関係性も含め、大学入学後の学びに

何が影響しているのかについては議論が十分なされて

いるとは言い難い。またこうした各種要因が学び全般

にどう関わるかといったことを考えた場合、特定の瞬

間の学びのあり方を議論するだけでなく、入学後から

卒業までのある一定期間を想定した上での議論が必要

と考えられ、本来的には一定期間にわたっての変化や

推移を議論する必要があるだろう。いずれにせよ、

GPA 等をはじめとする入学後の学生の多様な学習成

果に、どういった要因がどのような形で影響するのか

について、その要因と検証する結果は数多く想定され

るため、いくつかの観点から分類・整理することが必

要と考えられる。 
実際にこうした要因間の検討を行う研究手法として

は、各要因間の相関を算出した上で関係性を検討する

手段がとられることが多い。一方で相関研究自体は因

果関係の方向性の推定が困難であることや、要因やそ

れに影響を与えると考えられる結果の変数が増えるほ

どに複雑かつ解釈が困難な状況に陥りやすいという問

題がある。こうした問題に対しては、潜在成長曲線モ

デルなどのモデル推定に基づく分析が有効な解消手段

となる。潜在成長曲線モデルは、Duncan, Duncan, 
Strycker, & Alpert（1999）等で用いられるように、

発達研究などの縦断的データを対象に用いられるもの

で、3 時点以上の時系列データを一次関数的な変化を

示す回帰直線の一種としてとらえた上で、対象データ

の初期値となる切片、対象データの上昇や下降などの

変化量となる傾きに注目した上で、それぞれに影響を

与える観測可能な要因を推定していく手段である。こ

うした潜在成長曲線モデルを用いた分析は、一定の学

びの変化を示すようなデータに対しても適用可能であ

り、例えば大学のある時点から別の時点までの学業成

績の変化に対して、何が原因となってそういったデー

タ変化が示されたのかを、多様な要因との関係性によ

って議論することが可能となる。本研究に当てはめる

なら、学習経験要因や学生内要因といった複数の要因

の組み合わせとそれらが切片と傾きに対しどのように

影響するかを検討した上で、分析開始時点での学業成

績とその変化に影響を与える要因を検証することが可

能となり、単純な相関分析をベースとした複雑な解釈

を要するものよりも、多くの要因をより単純化して議

論することが可能となる（例として平・大久保, 
2018）。 
本研究では以上を踏まえて、学生の学習経験を中心

とした学習経験要因と、学生自身の特性等に依存する

学生内要因と、大学入学後の学業成績との関係性につ

いて、相関分析的な観点から検討することに加え、多

様な要因の関係性を簡略化して解釈するために、潜在

成長曲線モデルに基づく分析を行い、大学入学直後の

成績とその変化について、それぞれに影響しうる要因

の関係性について整理していくこととする。 
 
2 方法 
2.1 研究の全体像 
 2019 年度後期に大阪市内の総合大学で開講された

総合教育科目（一般教養として設定されたもの）の心

理学系科目受講生のうち、特に 1 年生回答者を中心

に、2 つの調査（A、B）を実施した。なお調査への

参加は任意参加とした。調査 A は高校や大検取得時

での学習経験についていくつかの質問項目をもとにた

ずねたもの、調査 B は調査実施時期時点（2019 年

12月－2020 年1月）で学生自身の「大学での学び」

についてたずねると同時に、半期の大学での学習の中

でどういった学習経験をしてきたのかについても検討

したものであった。調査 A は主に高校時の学習経験

要因についてたずねたもの調査 B は大学入学後の学

習経験要因と、学生内要因についてたずねたものに該

当する。調査 A および調査 B の質問項目については、

調査対象となる当該大学におけるカリキュラムポリシ

ーの文面、および過去に行われた学士課程を対象とし

た学生調査の質問項目を参考に作成し、当該大学の学

生にとっての学習経験や大学での学びにおいて重視さ

れることが望ましい各種内容から構成されていた。 
2.2 各調査の構成と参加者 
調査は Web を通じた形式（Limesurvey）でそれ

ぞれ別期間に実施した。なお本分析の対象とした 2
つの調査両方に参加した受講生は 83 名であり、すべ

て2019年度時点で当該大学の1年生であった。 
2.2.1 調査A 
大学入学前（高校，大検資格取得時）の学習に関し
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てたずねたもので、具体的な調査項目については、

「複数の教科の知識・考え方を総合する学習をしてい

た」などの 10 個の質問項目（本文末尾表 5 参照）を

参加者にランダムな順に提示した上で、どの程度当て

はまるかについて、5 件法で答えさせる（1：全くあ

てはまらない～5：とても当てはまる）ものであった。 
2.2.2 調査B 
調査B は調査実施時期（2019 年 12 月－2020 年 1

月）時点で、大学の授業の中で「授業時間の中で、そ

の内容をしっかりと理解すること」など、学習に関す

る経験（本文末尾表 6 参照）を 10 項目ランダムな順

で参加者に提示した上で、それらについて「授業の中

で求められることがあったかどうか」の観点から回答

することを求めた。回答は頻度の観点で順序性をもつ

選択肢を 1 つだけ選ばせるもので、「5: 多くの授業

の中で、求められた」「4: いくつかの授業の中で、

求められた」「3: 求められる授業もあったが、多く

はなかった」「2: ほとんど求められることはなかっ

た」「1: 求められる授業を選択していなかった」の

5つから選ばせるものであった。 
また同時に、学生自身の「大学での学び」について、

「大学の授業に対して重視していること」（例：他者

と議論・討論する能力を身につけること）をたずねる

12 の質問項目（本文末尾表 7 参照）をランダムな順

に提示し、それぞれの質問に対して自分自身がどの程

度重視しているかについて、5 件法で答えさせた

（1：全く重視していない～5：強く重視している）。 
2.3 GPAの算出について 
上記調査のデータと学修成果の間の関連性を検討す

るため、分析対象となった学生の 1 年時（2019 年度

時点）および、2年時（2020 年度時点）のGPAを算

出した（表 1，表 2）。本研究では、比較的入学後間

もない 1 年生を対象としたデータを扱っている。加

えて調査参加者の所属学部が多岐にわたるため、当該

大学で開講されている科目のうち、一般教養として設

定された総合教育科目のみのGPAを算出した。 
 
表1. 1年時前期～2年時後期終了時点までのGPA

（学期毎）の平均（SD）（min: 0-max: 4） 
 1年（2019年） 2年（2020年） 
 前期 後期 前期 後期 

GPA平均 2.66 2.56 2.77 2.78 
（SD） ( .54) ( .67) ( .71) ( .85) 

科目数平均 10.1 10.1 5.1 10.1 
 

表2. 1年時前期～2年時後期終了時点までのGPA
（累積）の平均（SD）（min: 0-max: 4） 
 1年（2019年） 2年（2020年） 
 前期 後期 前期 後期 

GPA平均 2.66 2.61 2.64 2.65 
（SD） ( .54) ( .55) ( .53) ( .52) 

 
3 結果 
3.1 結果の処理 
調査 A および B のデータについては、それぞれ反

応強度に応じて 1 点から 5 点の点数と解釈した上で

分析を行った。また、各質問項目に対して探索的因子

分析を行い、質問項目の分類を行うことで、学習経験

要因、学生内要因のそれぞれについて、下位となりう

る要因を設定した。因子分析の結果得られた因子負荷

量および説明率、分類結果については、それぞれ論文

末尾の表5および表6、表7に示す。それぞれの調査

項目の分類については、因子負荷量の高いものを基準

とした。その結果、調査 A の大学入学前（高校，大

検資格取得時）の学習に関してたずねた「学習に関す

る経験」についてたずねた 10 項目については、「リ

サーチ的学習」「統合的な学び」「個別科目学習」の

3 つ、大学入学後の調査 B の大学の授業の中での

「学習に関する経験」についてたずねた 10 項目は、

「タスクベースの学習」「アウトプット学習」「他者

との連携」の 3 つ、大学の授業の中での「大学の授

業に対して重視していること」についてたずねた 12
項目については、「多様な理解の重視」「伝達・議論

重視」「挑戦拒否傾向」「専門知識の重視」の 4 つ

の要因に分類された。 
3.2 学習経験要因・学生内要因について 
3.2.1 要因間の傾向 
全的な要因の傾向性を確認するため、学習経験要因

と学生内要因のそれぞれの下位要因について、各要因

を構成する質問の 5 件法の和に基づく相関係数を算

出した（表 3）。特に学習経験要因と学生内要因との

間に見られた特徴的な相関は、大学でのタスクベース

の学習経験と、学生本人の「多様な理解の重視」「伝

達・議論」にかかる学習に対する重視にみられるもの

であった（r = .24 ~ .33程度）。これについては、同

じ大学在籍期間という学びの中において、科目やカリ

キュラムとして要求されていることが、1 年時におい

て、学生が主に学んだことを表現・議論することに加

え、多様な理解・知識の習得を希望していることが考

えられる。 
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また学習経験要因については、大学での学習経験を

示す下位要因どうしが弱～中程度の相関（r = .34 
~ .40）を示している。このことは、学生にとって大

学内での学びがある程度一貫したものである。このこ

とは高校での学習経験を示す下位要因どうしにもある

程度当てはまる傾向で、特に統合的学習については、

リサーチ的学習や科目個別学習と連動する形で経験さ

れてきたこと（r = .40, 48）を示しているといえる。 
学生内要因については、下位要因どうしの中で弱～

中程度の相関を示しており（r ＝ .19 ~ .61）、1 年

時の学びにおいて重視される考え方がある程度相互に

連動していることが示されている。ただしこうした傾

向性については、本研究が対象としているのが、主に

一般教養に該当する科目群を中心とした履修が可能な

1 年生時の学生の意識を探ったデータであることも、

併せて注意されたい。 
 
3.3 各要因とGPAとの関連性 
学習経験要因・学生内要因の下位要因と、2 年時ま

での各学期の取得 GPA および、各学期終了時点まで

の累積 GPA との相関係数を算出した（表 4）。GPA
と各要因との相関の結果については、中程度以上の相

関がみられていない（r = -.21 ~ .18）ことから解釈に

充分な注意が必要であるが、特徴的な傾向としては、

「学生内要因」の下位要因である「挑戦拒否」が、学

期ごとの GPA および累積 GPA に対して一貫して負

の相関を示している点にある。同様に「大学での学習

経験」内での「アウトプット学習」や、学生内要因

「伝達・議論」や「多様な理解」においても一貫して

負の影響が示されている。一方で、学生内要因「専門

学習」については比較的一貫して正の影響が示された。 
3.3 潜在成長曲線モデルに基づく分析 

1 年前期から 2 年後期までの 4 時点での GPA につ

いて、潜在成長曲線モデルに基づく分析を行った。分

析には IBM SPSS Amos（Ver26）を用いて行った。

モデルの基本となる形は図 1 の通りとなり、切片・

傾きに対して、学習経験要因、学生内要因それぞれが

与える影響について検討を行った。 
この時用いたモデルに当てはめる GPA については、

学期毎のGPAでの適合度が良く（χ2 (3) = 4.278, p 
= .233）、累積 GPA での適合度は悪いことが示され

た（χ2 (3) = 251.6, p = .000）。そのため、本分析で

は、学期毎の GPA の変化に与える影響について検討

を行った。 

1年前期GPA 1年後期GPA 2年前期GPA 2年後期GPA

切片 傾き

1

1 1

1 0

1 2 3

e1 e2 e3 e4

 
図1. 4時点を想定した潜在成長曲線モデル 

 
高校での学習経験（3 要因）、大学での学習経験

（3 要因）、学生内要因（4 要因）から切片および傾

きに与える影響について検討した結果、切片に影響を

与えうる要因として高校での学習経験：統合的な学び

（推定値: -.201, p = .004）、大学での学習経験：アウ

トプット学習（推定値: -.116, p = .027）、学生内要

因：専門知識（推定値: .179, p = .027）が示された。

また傾きに影響を与えうる要因として、高校での学習

経験：統合的な学び（推定値: .071, p = .003）および、

学生内要因：多様な理解の重視（推定値: -.093, p 
= .004）が示された。その他の要因の推定値は有意と

はならなかった。 
これらのことは、高校時代に総合的学習を経験した

学生で、大学でのアウトプット学習を経験している学

生あれば、1 年前期時点の初期の GPA が低いことを

意味している。このことは学生自身の能力が低いとい

う問題ではなく、学生自身の今後の伸びを示すような

学習経験要因 学生内要因

高校での学習経験 大学での学習経験 学習で重視していること

1. ﾘｻｰﾁ的 2. 統合的 3. 個別科目 4. ﾀｽｸﾍﾞｰｽ 5. ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ 6. 協働 7. 多様 8. 伝達議論 9. 挑戦拒否 10. 専門知識

1 - 0.48 0.19 0.05 -0.13 -0.01 0.22 0.18 -0.07 0.07
2 - 0.40 -0.08 -0.11 0.04 0.19 0.07 0.00 0.20
3 - -0.23 -0.26 -0.05 0.09 0.08 0.18 0.20
4 - 0.34 0.40 0.28 0.33 0.12 -0.01
5 - 0.39 0.24 0.30 0.00 0.05
6 - 0.19 0.31 -0.04 0.06
7 - 0.61 0.21 0.44
8 - 0.19 0.29
9 - 0.25

10 -

表3. 学習経験要因、学生内要因の下位カテゴリ間での相関
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初期状態にあることと解釈することも可能である。実

際に統合的な学びを経験した学生は、その後 2 年後

期にかけての GPA が伸びる傾向性も示されている。

また専門知識を志向した学生であれば、こうした初期

の GPA が高く、ある程度の学習に対するモチベーシ

ョンの高さが反映されていると解釈することも可能で

ある。ただしこれらの推定値をもとにした議論を行う

上で、本推定の下となるモデルの適合度は低く（χ2 
(69) = 220.443 p < .000）、今後の検討課題として不

要な要因の削除やより説得力および適合度が高くなる

形でのモデルの修正が今後望まれることも注意された

い。 
 

4 考察と今後の展望について 
4.1 本研究のまとめ 
本研究では、主に一般教養的な科目を中心に編成さ

れる科目の学業成績の傾向性と、それにかかわる各種

要因の結果について検討を行った。その結果、以下の

点が示されたといえる。 
1 つ目は、学習経験要因と学生内要因とのある程度

の独立性が示されたことである。両者については、定

義的な問題からもある程度独立して取り扱うことが可

能であると同時に、両者を示すような多様な各種要因

が学業成績などの指標に対しても独立的に振舞いうる

ことも考えられることとなる。ただし本研究において

は、学習経験要因として、とくに大学での学習経験を

「授業の中で求められることがあったかどうか」とい

った観点の評価から得られたデータを用いている。実

際に授業の中で各種学習経験を求められたとしても、

学生自身がそうした期待に対して実際に行動へと移し

ていたかどうかについては不明である。このことは学

生自身の価値判断的な部分ともかかわることであり、

学生内要因として学習そのものに対する考え方にもつ

ながると考えられる。もちろんこうした考え方は、こ

のことは高校時の学習経験についても当てはまること

である。経験そのものが実際の学生の行動と結びつい

ているかどうか、両者を区別した形での詳細な議論を

行うことも重要である。 
2 つ目は、1～2 年時までの特定領域の学業成績に

影響を与えうる要因としての、一部の下位要因の存在

である。例えば、学生内要因の下位要因を中心として、

一貫した GPA に対する負の影響が示されていたが、

これらは入学後間もない時期の学生は、大学に対して

ある程度高度かつ専門的な知識の習得を望んでいると

いったことを動機として学業成績を上昇させるような

モチベーションを持っているものの、その本質とは異

なるように見える議論やプレゼンを中心とする学習や

各分野・他者の多様な理解を意図して設計されている

ような一般教養に該当するような科目の習得には積極

的になれず、そのことが結果として、例えば各期間の

GPA に対して一貫して正の影響を示す「専門知識」

を要求する態度や、負の影響を示す「挑戦拒否」とい

った態度として表出した可能性もある。こうした予測

が正しいのであれば、現時点では本研究の対象とはし

ていないが、1～2 年生が学ぶことができる専門につ

ながるような基礎科目や、専門科目などの特定の科目

カテゴリに絞った GPA を対象に見た場合、本研究の

結果とは大きく異なることも考えられる。 
一方で学習経験要因と学生内要因が全体的な傾向と

して一貫した影響を与えるというよりは、それらを構

成するいくつかの要因が影響を与えうるということと

なる。本研究ではいくつかの要因を定めた上でそれら

の関係性を示しているが、これらすべてでデータの挙

動を説明できているわけではない。実際問題として本

研究が示した相関係数については、性質の異なるデー

タどうしの関連性であることを踏まえても、全体的に

低いものとなっているため、本研究で想定していなか

ったような要因等の存在が関与することも想定した分

析・追加調査などを引き続き行う必要があるだろう。 
また潜在成長曲線モデルに基づく分析からは、特に

学習経験要因 学生内要因
高校での学習経験 大学での学習経験 学習で重視していること

ﾘｻｰﾁ的 統合的 個別科目 ﾀｽｸﾍﾞｰｽ ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ 協働 多様 伝達議論 挑戦拒否 専門知識

学期毎GPA 1年前期終了 0.02 -0.20 0.06 -0.27 -0.31 -0.22 -0.13 -0.21 -0.15 0.09
1年後期終了 -0.08 0.02 0.05 -0.32 -0.25 -0.14 -0.14 -0.21 -0.08 0.19
2年前期終了 -0.07 -0.18 -0.15 -0.19 -0.17 -0.22 -0.27 -0.29 -0.01 0.05
2年後期終了 0.07 0.10 0.16 -0.12 -0.31 -0.10 -0.18 -0.22 -0.07 0.17

累積GPA 1年前期終了 0.02 -0.20 0.06 -0.27 -0.31 -0.22 -0.13 -0.21 -0.15 0.09
1年後期終了 -0.04 -0.09 0.05 -0.32 -0.29 -0.19 -0.14 -0.23 -0.12 0.15
2年前期終了 -0.05 -0.11 -0.01 -0.31 -0.27 -0.19 -0.18 -0.26 -0.11 0.14
2年後期終了 -0.03 -0.14 0.01 -0.31 -0.28 -0.20 -0.17 -0.25 -0.12 0.13

表4. 学習経験要因、学生内要因とGPAの相関
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高校時代における総合的な学習の経験が、大学入学後

の成績推移に正の影響があることを示している。統合

的な学びの経験を問う質問の中身自体は、思考プロセ

スを明示したり、細かい知識を獲得するよりも知識の

全体像を概算的に把握したりすることを意味するもの

により成り立っていた。このことは、俯瞰的な学習を

行ってきた経験が、大学での学びへのスムーズな接続

を可能としていることが示唆される。ただし本研究が

フィールドとした大学にて要求されていることが、今

回の質問紙調査で尋ねている内容と整合性が取れてい

ただけの可能性もある。学びの経験が大学における

「普遍的な」学びとどうつながるかについては、調査

フィールドを拡大した上で、引き続き検討していく必

要があるだろう。 
4.2 学習成果とGPAの関係について 
なお本研究では入学後の学生の学びについて一意の

数値にまとめている GPA という指標から議論を行っ

ているが、本研究での学習経験要因と学生内要因とい

う 2 つの要因との関係性から議論する基本的な考え

方は、GPA 以外での多様な学習成果を示す指標に当

てはめることも可能である。例えば大学での英語教育

や、特定のカリキュラムにおいて必修となる科目のよ

うに、大学内での一定水準で重要視されるような指標

の動向についても利用可能であり、それらの推移から

大学での学習そのものについての（一部の側面から見

た）議論を行うことも可能である。また一般的なイン

タビュー調査や自由記述などから算出される言語など

の質的データの整理・分類を行う際にも、どの要因と

の関連性から特定の学生の意図や目的、意味などが関

連付いているかを議論することも可能である。学生の

学びの実態を把握する上では、多様な側面から取得し

たデータを用い、全体像を理解することが重要である。 
一方で、GPA 等の学業成績が線形的変化を示すか

どうかは、用いるデータの性質やその期間にも依存す

ることが考えられる。大学では、専門とは直接関係し

ない教養をはじめとするような総合的な学習を示すカ

リキュラムと、専門領域の導入となるような基礎的な

科目、専門領域と直結するような科目から構成される

専門カリキュラムとに分かれていることが多い。こう

した場合、算出される GPA の意味やその挙動につい

てもその性質は大きく異なることが予想される。本研

究では一般教養に該当するデータや、主に学期毎

GPA を中心とした議論を行っているが、他の観点か

らの分析を行った場合異なる結果が出る可能性がある。

特に本研究では、潜在成長曲線モデルを用いた分析に

おいて、累積 GPA を用いた場合のモデルの適合度が

低いことが示された。これは、累積 GPA 自体が意味

するデータの性質が、複数学期・年間の学びの蓄積で

あり、一定期間をまたいだ均質化された学びを表して

いるとも考えられる。そのため、本モデルが前提とす

るような線形変化に当てはまらない可能性があり、他

のモデルの適合や線形変化以外の観点に基づく分析を

したり、対象となる学生の細かい特性を考慮に入れた

統計分析に頼らない考察・分類を加えたりした方が良

いことも考えられる。また大学入学後の推移を検討す

る研究でも、専門課程の教育色が強くなる特定の期間

のみに注目するなど、ある一定程度の時間的・カリキ

ュラムな制約を設けると良い場合もある。これは比較

的長期にわたる時間においては、要因の数や影響を想

定することが困難になる可能性があるためである。本

研究ではあくまでも「調査参加者の所属学部が多岐に

わたること」も踏まえて 1～2 年時の学期毎の比較的

短い期間、かつ「一般教養に属する科目群から算出さ

れる GPA」を対象とした検討を行っているが、こう

した期間設定が正しいかどうかについても、引き続き

議論していくとともに、そうしたデータの本質的な意

味を理解した上で議論を展開していく必要があるだろ

う。また本研究では、あくまでも学習経験要因と学生

内容といった 2 つの要因にのみ注目しているが、入

学後の学生の GPA については、入学試験時の成績な

どの単純な基礎学力的観点が大きな影響を持ちうるこ

とも考えられる。将来的な分析としては、そうした過

去の基礎学力に関わるデータも組み込んだ全体的なモ

デルの検証も実施していくことが望ましいだろう。 
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表5. 調査A 学習経験要因：高校での「学習に関する経験」に関する質問項目と因子分析結果 
質問項目 因子1 

リサーチ的学習

因子2 
統合的な学び 

因子3 
個別科目学習 

01. 議論やディスカッションなどの練習・活動を行っ

ていた 
.924  .150

02. 人前での発表やプレゼンテーションなどの練習・

活動を行っていた 
.898  .204

03. 生徒間で協力して一つのテーマに取り組む練習・

活動を行っていた 
.597 .102 

04. 特定のテーマに関する調査・実験などの学習をし

ていた 
.684  

05. 複数の教科の知識・考え方を総合する学習をして

いた 
.223 .481 

06. 正解そのものよりも、正解に至る過程を考える学

習をしていた 
-.134 .670 

07. 学んだことの概要（まとめ、全体像）を把握する

学習をしていた 
.848 .107

08. 受験に必要ない科目の学習には、力を入れていな

かった 
-.207  .328

09. 暗記に力を入れた学習をしていた .291  .386
10. 得意科目や苦手科目を明確に分けて、それぞれ個

別の学習をしていた 
.101 .408 .429

  
（寄与率） .269 .160 .053

 
 
表6. 調査B 学習経験要因：大学での「学習に関する経験」に関する質問項目と因子分析結果 
質問項目 因子1 

タスクベース学習

因子2 
アウトプット学習 

因子3 
協働学習 

01. 授業時間の中で、その内容をしっかりと理

解すること 
.366 .110 .105

02. 授業時間の中で、議論や発言に積極的に参

加すること 
.596 .321 .141

03. 授業開始の前に、事前学習（予習、事前課

題など）に取り組むこと 
.479 .220 .215

04. 授業開始の前に、前回授業までの不明な点

や疑問点をまとめておくこと 
.701  .169

05. 授業終了後に、事後学習（復習、宿題、振

り返りなど）に取り組むこと 
.424 .103 

06. 授業終了後に、その授業での不明な点や疑

問点を教員やTAに質問し解消しておくこと

.410  
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07. 授業時間の中で、自分が作成した資料に基

づき、発表やプレゼンを行うこと 
.102 .990 

08. 授業時間外に、友人・知人らと授業で行わ

れた発表やプレゼンの内容について話し合

うこと 

.229 .591 .299

09. 授業時間外に、友人・知人らと授業で学ん

だ内容について確認し合うこと 
.276 .159 .821

10. 授業時間外に、友人・知人らと課題や試験

（要件や〆切など）について確認し合うこ

と 

.134 .121 .689

  
（寄与率） .171 .154 .136

 
 
表7. 調査A 学生内要因：大学での学習にて重視している事項 
質問項目 多様な理解 伝達・議論 挑戦拒否 専門知識 
01. 自分とは異なる多様な考え方に触れること .775  -.136
02. 自分の意見.考えをわかりやすく整理すること .490 .401  
03. 授業内容が挑戦しがいのあるものであること .570 -.175  .100
04. 他の人や分野からの考え方.意見を尊重すること .406 .217 .138 
05. 多面的、複眼的な思考を身につけること .920  -.138
06. 物事を論理的に考えること .596  .175
07. 自分の意見.考えを他者に伝えられること .880  0.100
08. 他者と議論.討論する能力を身につけること .697  
09. 授業内課題が簡単であること -.166 .579 
10. 授業内容が理解しやすいものであること .995 
11. 自らの専門につながる知識を身につけること .193 .175 .304
12. 特定領域の専門的知識を深めること -.177  1.022
  

（寄与率） .221 .126 .116 .103
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一般選抜における「志望調書」の導入と課題 
――学力試験では測れない能力や態度を一般選抜で評価することをめざして―― 

 
植野 美彦，関 陽介，寺田 賢治，山中 英生（徳島大学） 

 
徳島大学理工学部では，学力試験では測れない能力や態度を一般選抜で評価することをめざすため，

志望理由を試験当日に記入させる「志望調書」を 2023 年度一般選抜（後期）より導入する。「志望調

書」の導入にあたり，その背景・目的を紹介する。また，事前検証を行ったところ，多くの志願者の

評価にも対応可能なことなどのメリットがある反面，評価や採点体制などに課題があることが明らか

となった。その課題解決に向けた本学の取り組みを報告し，今後の大学入学者選抜改革を考察する。 
  キーワード：一般選抜，主体性等評価，志望調書，評価・採点，アドミッション 

 
1 はじめに 

2021 年度入学者選抜より一般入試の名称は「一般

選抜」となった。国立大学協会の基本方針「2020 年

度以降の国立大学の入学者選抜制度」（2017）で示さ

れた「一般選抜において調査書や志願者本人が記載す

る資料等の活用」によって，国立大学では学力試験で

は測ることができない能力や態度をより適切に評価

（以下，主体性等評価と略す１））する動きが進んでい

る（例えば，西郡ほか, 2016; 吉村, 2019; 小山, 
2020）。徳島大学では 2021 年度の一般選抜より主体

性等評価として表１の内容を決定し 2019 年度に予告

した。すべて一般選抜（前期日程）のものである２）。 
 
表1 一般（前期）主体性等評価 予告一覧 (2019) 

 学部（学科・専攻） 募集人員 評価方法 

総合科学 85 A選考・B選考 ☆

医（医） 64 集団面接 

医（医科栄養） 25 A選考・B選考 ☆

医（保健・看護） 40 集団面接 ☆ 

医（保健・放射） 21 集団面接 ☆ 

医（保健・検査） 12 A選考・B選考 ☆

歯（歯） 24 個人面接 

歯（口腔保健） 6 個人面接 

薬（薬） 50 集団面接 

理工（昼間） 304 A選考・B選考 ☆

理工（夜間主） 45 A選考・B選考 ☆

生物資源産業 48 集団面接 

注）☆印は 2021 年度入試より新規導入予定であった。 
  本予告一覧はコロナ禍により変更した。 

 A 選考・B 選考３）の詳細は拙稿（植野・西郡，

2019）の第 2 章を参照されたいが，簡潔に言えば，

A選考は調査書を参考扱いとして大学入学共通テスト

と個別試験の成績上位者を合格とする選考であり，合

格者数を募集人員の 90%程度とした。B 選考は「調

査書加点制度」を活用して，大学入学共通テストと個

別試験の合計点と調査書の内容を総合的に評価して合

格者を決定する選考であり，合格者数を募集人員の

10%程度（＋α）とした。 
 徳島大学では，調査書の試行評価等をすでに開始し

ており，この A 選考・B 選考の実施体制の準備を

着々と進めていた。しかし，2020 年 1 月 6 日に海外

で原因不明の肺炎が発生し，1 月 16 日に日本国内で

初めて新型コロナウイルスへの感染が確認されるに至

る。「コロナ禍」の襲来である。 
 2020 年の新学期より，新型コロナウイルス感染症

の拡大により，高等学校等では臨時休業が余儀なくさ

れ，学習のみならず課外活動等にも支障をきたすこと

になる。このことは，高等学校等教員が作成する調査

書の記載事項への影響は計り知れない。そこで，徳島

大学では，予告した内容に基づいて調査書を単独で公

正に評価することが難しいと判断し「A 選考・B 選

考」導入見送りの公表を行ったが，コロナ禍の終息後

に復活させる決定については見合わせた。なぜならば，

臨時休業が続いた時期は高 3 生だけでなく，高 2 生

や高 1 生（2020 年度）の課外活動等に制約が出てお

り，本人が内容を知ることができない「調査書」を単

独で活用することに対し，不安を感じる受験生も少な

くないからだ４）。また，新しい入試制度がコロナ禍の

影響等により受験生や高等学校に受け入れられないな

らば入試改革どころの話ではなく，大学側にとっても

有益なものにならない。よって，徳島大学では「A選
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考・B選考」の導入を白紙に戻し，ゼロベースから再

検討を行うことになった。なお，ここで示した「A選

考・B選考」の方法そのものに問題がある訳ではなく，

この「コロナ禍」において，学習や多様な活動に意欲

をもって取り組んだことなどを「調査書」のみで評価

することに問題があった点を指摘しておく。 
 「コロナ禍」に耐え，かつ受験生や高等学校にも受

け入れられる一般選抜における主体性等評価とは何で

あろうか。本学の一部の学部では，面接を課すことな

どを中心に再検討を開始したが，表 1 の通り前期で

300 名を超える募集人員をもつ理工学部で面接を課す

ことには大きな壁がある。志願者数では 1000 名規模

に至ることもあり，面接の実施は容易ではない。よっ

て，理工学部では前期日程で主体性等評価を断念した。

強引に進めることは返って高等学校や受験生に対して

不安を与えてしまうと判断したからだ。 
しかし，一般選抜における主体性等評価の実施は，

我が国全体で進められている「改革」である。そこで，

その機運を利用することはできないか，そしてその機

運に乗じて，アドミッション・ポリシーに合致した受

験生を獲得することはできないか，この視点で設計し

た選抜方法が「志望調書」である。 
 本稿では，その「志望調書」を導入した目的，そし

てその選抜内容と考えられる課題について報告する。

さらに今後の大学入学者選抜改革のあり方について筆

者らの所感を述べる。 
 
2 「志望調書」の導入目的 
 「志望調書」の導入目的は，国立大学協会の基本方

針（2017）の方向性に則るだけではない。18 歳人口

の減少により，受験生と大学との立場が過去と逆転し，

大学が選ぶ側から選ばれる側に立たされた状況となっ

た影響が大きい。地方国立大学である本学の環境は，

志願者獲得競争の荒波に立ち向かうことになり，志願

者の獲得のみならず一定の基礎学力を担保した入学者

の確保も併せて考えなければならない立場にある。徳

島大学理工学部は 2022 年度一般選抜より前期日程・

後期日程ともに「学科全体募集」すなわち募集単位の

大くくり化を廃止し，コース別募集へ移行して募集強

化を図る５）。さらに，ここ数年において，後期日程の

入学辞退率が高いことに頭を悩ませており，その解決

策として「志望調書」の導入を発案した経緯をもつ。 
 一般入試・前期日程と後期日程の過去 5 年間に渡

る理工学部の入学辞退率を表 2，表 3 に示した。後期

日程の辞退率が高いことは明らかだが，ここ数年にか

けて辞退率が漸増傾向となっている。さらに，理工学

部の改組前（表 4）と比較しても改組後の入学辞退者

数・入学辞退率ともに高い結果となっている。改組後

の一般入試は，募集単位を大くくり化して入試の総合

成績順にコース配属を行う仕組みとなっており，志望

コースに合格できなかった者が辞退したとも考えられ

るが，本学において毎年実施している合格者の辞退に

関するアンケート調査によれば，理工学部における後

期日程合格者の辞退理由として「志望大学を再度受

験」，すなわち「浪人」を理由に辞退した者が改組前

そして改組後も約半数を占めている傾向に変化がない

ことが判明している６）。 
 

表2 一般（前期）の入学辞退率 【改組後】過去5年 

入試年度 合格者 入学者 辞退者 辞退率 

2020 年 337 303 34 10.1%

2019 年 326 301 25 7.7%

2018 年 329 299 30 9.1%

2017 年 330 304 26 7.9%

2016 年 296 266 30 10.1%

AVE. (2020-2016) 9.0%

 

表3 一般（後期）の入学辞退率 【改組後】過去5年 

入試年度 合格者 入学者 辞退者 辞退率 

2020 年 144 92 52 36.1%

2019 年 134 93 41 30.6%

2018 年 158 110 48 30.4%

2017 年 141 103 38 27.0%

2016 年 169 119 50 29.6%

AVE. (2020-2016) 30.7%

 

表4 一般（後期）の入学辞退率 【改組前】 5年間 

入試年度 合格者 入学者 辞退者 辞退率 

2015 年 139 103 36 25.9%

2014 年 139 104 35 25.2%

2013 年 138 108 30 21.7%

2012 年 126 94 32 25.4%

2011 年 129 98 31 24.0%

AVE. (2015-2011) 24.4%
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当初から再度受験を覚悟するならば，なぜ後期日程

を受験するのであろうか。受験行動を起こす者は少な

からず「合格通知を受け取ってから考えたい」などの

意識をもつ者が多数派だからではないだろうか。昨今

では，18 歳人口減少などの背景から，合格通知を受

け取ったにもかかわらず浪人を選択する「合格浪人」

と呼ばれる予備校界の造語が登場しており，それを裏

づける。 
これらを解決する「志望調書」の導入は，少しでも

入学辞退者を少なくすることに繋げる試みであり挑戦

でもある。「志望調書」は，出願時提出資料ではなく，

後期日程の試験日に作成させるといったこれまで殆ど

前例のない方法を取っている。後期日程は，前期日程

に合格できなかった者が受験するケースが圧倒的に多

いため，前期日程の終了後に「志望調書」の準備がで

きるよう配慮している。出願時に準備する必要はない。

この「志望調書」を課すことで受験生は必ずその対策

を立てることになり，このことで前期日程終了から後

期日程の試験日までに，本当に自分が徳島大学理工学

部での学びに向かえるかどうか考えることに繋がるの

ではないか。特に，後期日程の入試難易度の設定から

「滑り止め」を動機として出願する受験生がいたとし

ても，それを受け入れた上で，試験日まで将来を考え

させることに繋げられないだろうか。課すことそのも

のに意味を持たせることも狙いだ。また，当学部の前

期日程は出願時に第 1 志望とするコースのみを選択

させるが，後期日程は出願時に第 1 志望とするコー

スの他に第 2 志望のコースを任意で選択できる仕組

みを導入する。この仕組みは，募集人員割れのリスク

を回避できるメリットがある反面，学びの内容による

選択ではなく，先に同じく入試難易度によって第 2
志望のコース選択が行われる可能性が十分にある。こ

のことも受け入れた上で，第 2 志望のコース選択に

ついての動機を入学前に受験生自らが考えてもらい，

少しでもミスマッチを防止したいと筆者らは考える。 
そして，ここ数年において，国立大学の一般選抜で

は後期日程の廃止が進み，前期日程に一本化する動き

が顕著になっているが，地方国立大学においては入学

定員を安定的に確保するために，後期日程の設定は入

試戦略上，重要な位置づけとなる。また，徳島大学A
学部では後期日程から入学した学生は相対的に GPA
が高く，優秀な成績を収めることができる学生が入学

していると考えられ，大学院への進学率が高くなった

可能性を示唆している報告がある（関ほか, 2021）。
よって，理工学部においても後期日程は重要な選抜区

分であり，入学後の学修に対して適応能力が高い入学

者を確保する手段でもあるため，それに対する工夫は

欠かせない。 
 
3 「志望調書」の選抜内容と考えられる課題 
3.1「志望調書」の選抜内容 
 「志望調書」を端的に言えば，志望理由を試験当日

に記入させるものである。徳島大学は学校推薦型選抜

等の出願時提出資料である「志望理由書」と区別させ

るために「志望調書」の呼称を用いた。「志望調書」

の選抜内容は表 5 の通りである。「志望調書」は先に

述べた目的から 2023 年度入試・一般選抜後期日程

（募集人員：93名）から課す予定である。 
理工学部理工学科（昼間）の一般選抜後期日程は，

大学入学共通テストの配点が 650 点，個別学力検査

（数学のみ）が 350 点となっており，この「志望調

書」の配点は 25 点とした（個別学力検査等の合計で

は 375 点）。配点が小幅であるため，第 1 章で紹介し

た「A 選考・B 選考」の B 選考で活用する選抜資料

とすることも可能であるが，これを採用した場合，志

望理由を一部の受験者にしか確認しないことと同義と

なってしまう。調査書と異なり，本人の意志確認を志

願者全体に行わないことは，入試制度として本質的な

矛盾があるため配点化した。 
 

表5 「志望調書」における選抜内容 
 
試験実施日当日（個別学力検査（数学）終了後）

において，志望するコースへの志望理由等に関連し

たテーマ・内容１題を提示し，志望調書を作成（300
字以内：40 分）して提出する。資料の持込は認めな

い。アドミッション・ポリシーに基づいて評価する。 
 
※重点評価項目：「関心・意欲・態度」 
（「関心・意欲・態度」における理工学部の定義：

科学技術の両輪となる理学と工学を融合した理工学

の各専門分野に強い関心と学びに対する意欲があ

り，明確な目標をもっている人） 
 
  
3.2 「志望調書」の考えられる課題 
 「志望調書」を課すにあたって，あらかじめ考えら

れる課題を検討することは有益であろう。そこで，ど

のようなメリットとデメリットが存在するのかについ

て検証を試みる。 
 「志望調書」は，志望理由等に関する質問が紙面に
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記載され，それを受験生が記述により回答する方式で

ある。いわゆる面接の質問を紙面で行うことになる。

徳島大学 A 学部では，従前から一般選抜で集団面接

を課していたが，新型コロナウイルス感染症の影響に

より，集団面接の実施方法を急遽変更した７）。回答方

法を口頭から紙面での回答に変更するものである。こ

れは「志望調書」を課すことについて，事前検証に繋

がる。また，この方法は，長崎大学（2020）が導入

する「ペーパー・インタビュー」に考え方が近い。

「ペーパー・インタビュー」は綿密な制度設計が施さ

れており，志願者が多数の場合に面接の代替手段とな

り得ることが報告されている（国立六大学コンソーシ

アム教育連携機構入試専門部会, 2020：以下「国立六

大学コンソ」と略す）。この報告は，A 学部の制度設

計を行う上で，参考となった。 
A 学部の紙面による回答方法は表 6 の通りである。 
 
表6 集団面接の紙面による回答方法（A学部） 
 
●回答開始前 
1．個別学力検査を受験した試験室内で担当者が紙

面での回答方法を説明。 
2．回答用紙を配布。 
 
●回答開始 
3．試験担当者が受験者全員に口頭で質問。 
  （回答用紙にも質問文を記載） 
4．受験者が回答用紙に質問の回答を記入。 

回答の記入時間は10分。 
5．10分経過後，回答用紙を回収。 
6．（複数の質問を行う場合） 

3～5を繰り返す。 
 

 
 上記の方法により，試験を実施した。説明から解散

までの時間は約 50 分程度とトラブルもなく，終える

ことができた。受験者は 70 名強となり，結果的には

口頭による面接を実施しても問題のない人数であった

が，「志望調書」導入に関する実証の場と仮定するな

らば，貴重なエビデンスの獲得に繋がる試験となった。 
 この紙面による回答について，採点者（複数）への

聞き取りを実施し，メリット・デメリットを取り纏め

たところ，有効な結果が得られた（表 7）。なお，統

計的なデータ解析については，本稿の公開にあたり必

要な手続きを要するため割愛する。 

表7 採点者（複数）への聞き取り（2021年3月） 
紙面による回答のメリット・デメリット 

 
●メリット 
1. 人的・物的コストとも負担が少ない。 
2. 一斉実施のため短時間で実施可能。 
3. 記録が残るため，合否判定時に活用可能。 
4. 志望理由に関係する質問は，他者の介入が 
少なく事前提出の書類より能力差が出やすい。 

5. 面接ができない場合の緊急代替策になる。 
 
 
●デメリット 
6.  独創的な回答や短文回答があった場合に， 

再質問ができない（評価が難しい）。 
7.  文字数を指定しなかったため，字が小さく 

読みにくい内容が複数あった。 
8.  小論文とどう差別化するか。 
9.  個別学力検査と同様に採点期間が必要。 
10. 受験生の反応がわからない。 
 （コミュニケーション力，プレゼン力，態度  

や礼儀・マナーなど） 
 

 
 聞き取りの結果，上記のことが明らかになったが，

デメリット「10」の指摘の通り，口頭による面接が

可能であれば，やはり口頭の実施を前提にすべきとい

う見解があったことをあらかじめ申し添えておきたい。 
 しかし，「志望調書」は面接の実施が難しい志願者

の多い学部で導入することに価値があり，メリット

「1」「2」の指摘があるようにこの妙味が大きい。さ

らに，メリット「3」については，「国立六大学コン

ソ」において「受験生が記述したペーパーが証左とし

て残るため，合否の検証や情報開示請求にも耐えうる

こととなる」（国立六大学コンソ, 2020: 41）と指摘さ

れていることからも，多様な目的から 2 次的な活用

も期待できる。そして，注目すべきメリットは「4」
である。事前提出の志望理由書は他者の介入が前提と

なるが，今回の手法はそれと前提が異なる。採点者か

らは，型にはまった文章ではなく，受験生それぞれの

言葉づかいで書かれているものも見られ，読みごたえ

もあったという。メリット「5」は，「志望調書」の

導入に直接的な関連はないが，不測の事態により面接

会場や面接官が確保できない場合，紙面回答は代替策

となり得る。 
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 次にデメリットであるが，「6」「7」の指摘につい

ては，設問の工夫（設問に条件を付すなど）によって

解決ができると考えられる。この指摘を参考に作題に

取り組む必要があろう。なお，「志望調書」は文字数

制限がある（表 5）。一方，「8」「9」については重要

な指摘であり，検討が必要である。「8」の指摘は，A
学部の個別学力検査で小論文の要素を含む「総合問

題」を課していることに注意したい。総合問題では文

章表現力が重点評価の対象となるが，この紙面回答に

よる集団面接では重点評価の対象としていない。「志

望調書」の重点評価項目は表 5 で示したように「関

心・意欲・態度」である。このことについては，評価

のバイアスがかからないように注意が必要となる。そ

のためには，採点者の専門的なスキルの向上が欠かせ

ないだろう。そしてデメリット「9」の指摘である。

これが最大のネックとなる。今回の紙面回答による集

団面接は，1 回限りを条件としたため，採点の負担は

問題とならないが，「志望調書」については毎年採点

が必要となり，大きな課題である。このことについて

は本学で対応を進めており，現状を報告しておきたい。 
「志望調書」の評価・採点，そして作題については，

一般選抜の学力試験や小論文の作題・採点と同等な扱

いで行うことを検討している。しかし，新しい入試方

法の導入はそれだけ作題や採点といった業務が増える。

入試関係業務は細かく神経を使うことになるため，負

担は大きい。今以上に負担をかけることは，関係教員

の教育・研究への影響が出てしまうことも懸念される。

また，中央教育審議会第二次答申（1997）以降，ア

ドミッション・オフィスの整備，関係機関の連携の強

化等が度々示されていることは周知のとおりである。 
 これらの背景から，徳島大学では「志望調書」の作

題，評価指標の構築，採点そして検証までをアドミッ

ション組織が一貫して担う体制整備の検討を開始した。

これらは継続的なノウハウや経験の蓄積が欠かせない

からだ。これまで，徳島大学は ICT を活用した評価

支援システムの独自開発（関ほか, 2019）や追跡調査

の支援システムの開発（関・植野, 2022）など，教育

工学のアプローチからインフラと専門的な知見を獲得

してきた。これらの資源をもとに各部局（あるいは高

等学校）との信頼関係により，2023 年度入試への実

施に向けて万全の準備を進めていく考えである。 
 
4 おわりに（大学入学者選抜改革の所感として） 
 「志望調書」の設計から課題について述べたが，こ

れらを踏まえ，昨今の大学入学者選抜改革を俯瞰して

筆者らの所感を述べてみたい。 

 一般選抜における「主体性等評価」は大学入学者選

抜改革の 1 つの柱として残され，全選抜区分で順次

課すことが前提になっている。しかし，これらを実

施・導入している国立大学が多数派となっているとは

言い難い。公立大学，私立大学においては，まだまだ

少数派である。これまで入試改革は度々行われてきた

が，山本（2016）は，これまでの入試改革とは異な

る事情が隠れていることに注意しなければならないと

指摘する。そして，多くの大学は受験生を増やし，入

学者をいかに多く獲得するかに腐心しており，このよ

うな多くの大学の利害とどのように大学入試改革が関

係をつけるかに配慮しなければその実効性が疑われる

点を指摘している。入試改革を行うと志願者の敬遠が

発生し，なかなか改革に踏み切れない「見えない恐ろ

しさ」を指摘する声をよく耳にする。今回の「志望調

書」は，このことにも配慮しつつ導入した経緯をもつ

が，未だその「見えない恐ろしさ」を拭いきることは

できない。大学入試改革は，中央教育審議会答申

（2014）で示されているように「すべての若者が夢

や目標を芽吹かせ，未来に花咲かせるため」ではない

だろうか。学力試験では測れない能力や態度を一般選

抜で評価することをめざす理念には賛同する声は多い

はずである。我が国の全大学が同じ方向性をもって進

めなければ意味がない（そうでないとその「見えない

恐ろしさ」も拭えない）。喫緊に，国立大学，公立大

学，私立大学等の垣根を超越して，双方で合意形成を

もって大学入試改革を進める時期に来ている。 
 そのために，大学アドミッションに係る専門職を国

公私立のすべての大学に配置するなどの検討が将来的

に必要ではないだろうか８）。各大学の教員が，負担の

かかる入試業務に労力をかけることなく，教育・研究

に集中できる環境整備にも繋がるのではないか。徳島

大学では，先に述べたように，少しずつだがその環境

整備を始めている。大学間の利害関係を抜きとして高

大移行９）の枠組みを大学間で再考を開始するべきで

ある。各大学の真の主体性が求められる。 
 
注 
1）「学力試験では測れない能力や態度を評価」することと「主

体性等評価」は必ずしも同義的に扱うべきではないが，本文

では大学入試関係者間では一般的な「主体性等評価」を用い

ることを基本にした。 
2）徳島大学では，すべての一般選抜で主体性等評価を行うこ

とについて，入学者の多様性の観点等から，各学部に要求し

ていない。現段階では，前期もしくは後期のいずれかで行う。 
3）一般的には「合否ボーダー層評価」とも呼ばれている。 
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4）その他，調査書を単独で活用することの課題として，通信

制高校における生徒数の拡大が挙げられる。ここでは詳しく

は述べないが，通信制高校は全日制高校と比較して調査書の

記載内容が十分ではないケースが確認されている。A 選考・

B 選考の考案時はその対策を用意していたが，生徒数の拡大

により，これまでと異なった試験の公正性への不満を生み出

す恐れがある。よって，単独で
．．．

調査書を評価することは公正

性の観点から慎重な検討が求められると筆者らは考える。 
5）徳島大学理工学部は，旧工学部6学科と旧総合科学部理系1
学科を 2016 年 4 月に改組・新設した学部で，当初より一般

選抜において募集単位の大くくり化を行った。2020 年 3 月

をもって完成年度を迎えたことから，改組後と改組前の志願

倍率等を比較し，得られたエビデンスによりコース別募集の

決定を行った。その他，入学者（1 年生）の 2 年次のコース

配属確定前の成績や学習状況調査，各コース所属教員へのヒ

アリングなどを基に検証も行っている。なお，完全に大くく

り入試の特性を無にした訳ではなく，2 年次のコース配属へ

の柔軟性については継続させている。 
6）非公開資料「資料ランク｜Na」につき，詳細は割愛する。 
7）急遽変更した理由は，A 学部は 2 段階選抜を行わないこと

から，予想を超える志願者が集まった場合，感染症対策等を

講ずるキャパを超えてしまう懸念が考えられたことによる。 
8）大学アドミッション専門職協会（2020 年 12 月 21 日）「ビ

ジョン，ミッション，バリュー」にこのことが示されている。

< https://www.jacuap.org/annai>（2021年3月16日） 
9）ここでは，高大「接続（articulation）」ではなく，高大

「移行（transition）」の表現を用いた。このことについて，

山本（2019: 158）は，「高校生を大学生にするというのは，

どちらかというと『トランジション』ではないのか，『高大

接続』ではなく，『高大移行』でしょうと。このトランジシ

ョンという意味は，機能するようにつなげて新たなステージ

で定着できるよう変化させる，なのですが，そう考えると，

もっと簡単な言葉で，「ふるう」でもなくて，「つなぐ」でも

なくて，「変える」ではないかと思ったわけです。」と述べて

おり，我が国の相応しい高大接続（移行）のあり方について

重要な指摘をしている。 
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神戸大学「志」特別入試（理系型）志願者が提出する 
「活動報告書」からみた，高等学校における主体的活動の傾向 

 
進藤 明彦，西山 覚，髙橋 真，田 健三，杉山 浩一（神戸大学） 

 
2018 年度より実施してきた，学力の 3 要素を多面的・総合的に評価する「志」特別入試（大学入学

共通テストを課さない総合型選抜）の 3 年間の志願者（工学部を除く理系）の活動実績（志願者が提出

した「活動報告書」に記載されている主に高校時代の主体的活動）を７種類に分類し，その動向を分析

した。その結果，理数系活動が 21.8%と最も多く，次に部活動が 19.6%であった。理数系活動に従事し

ていた者のうち 36.5%が課題研究に取り組んでいた。また，COVID-19 の感染拡大防止により参加予定

の活動が中止等の影響を受けたものは，ごく一部にとどまったが，中止のため参加できず記載されなか

った活動もあると考えられ，実際には影響はより大きいと推測される。 
キーワード：「志」特別選抜，総合型選抜，活動実績，課題研究，COVID-19 

 
1 はじめに 

2016 年 3 月に「高大接続システム改革会議（最終

報告）」（高大接続システム改革会議，2016）が示され，

学力の3要素を多面的・総合的に評価する入試制度が

求められた。中でも，学力の3要素の1つに関係する

「主体性・多様性・協働性」は，これまでの大学入学

者選抜では評価されてこなかった新しい観点であり，

その評価が課題となっている。 
そのため，その基礎的データとなる高等学校におけ

る生徒の主体的活動の動向を把握することは，評価の

設計や改善において重要であると考えられる。 
神戸大学では，2018 年度から学力の 3 要素を多面

的・総合的に評価する大学入試センター試験を課さな

いAO入試「志」特別入試 1)を導入・実施してきた（進

藤, 2021）。この入試では，志願者の高等学校時代の主

体的な活動を評価するため，出願書類の1つに，最大

５件の活動実績 2)が記載できる「活動報告書」の提出

を課してきた（神戸大学アドミッションセンター, 
2020a）。 
本稿では，工学部を除く理系4学部7学科（表1）

の3年間の志願者203名の活動実績のべ902件を，「生

徒会活動，部活動 3)，ボランティア，理数系活動，資

格・検定，海外研修等，その他」の７種類に分類（表

2）し，今後の入学者選抜の改善や入試広報の基礎的

データとして活用するため，志願者の高等学校におけ

る主体的活動の動向を調査・分析した。 
また，2022年度入学者から実施される新学習指導要

領では，新しい科目として「理数探究基礎」，「理数探

究」などの探究的科目が新設されることや，2021年度

入試から「総合的な探究の時間」を履修した志願者が

受験してくることから，課題研究 4)等の探究活動 5)に

ついても調査対象とした。 
 
表1 調査対象とした学部・学科の志願者数の推移 

志入試 2018年 2019年 2020年

学部，学科， 
専攻/コース 

募集 

定員 

志願 

者数 

募集 

定員 

志願

者数

募集

定員

志願

者数

国際人間科学部       
 環境共生学科 5 14 5 17 7 12
医学部保健学科       
 看護学専攻 2 8 4 4 4 9
 検査技術科学専攻 2 2 2 8 2 13
 理学療法学専攻 2 8 2 8 2 11
 作業療法学専攻 2 0 2 5 2 5
農学部       
  食料環境システム学科 
   生産環境工学コース 2 4 2 4 2 5
  資源生命科学科 
   応用動物コース 1 0 1 3 1 4
  資源生命科学科 
   応用植物コース 1 3 1 3 2 0
  生命機能科学科 
   応用生命化学コース 1 5 1 2 1 6
  生命機能科学科 
   応用機能生物学コース 3 5 3 6 3 2
海事科学部       
  グローバル輸送科学科 
   航海マネジメントコース 5 7 5 10 10 4
  グローバル輸送科学科 
   ロジスティクスコース 1 0 1 0 2 3
  海洋安全システム科学科 1 0 1 0 3 3
注）応用機能生物学コースの，2018年募集時の名称は，

環境生物学コース 
 



神戸大学「志」特別入試（理系型）志願者が提出する「活動報告書」からみた，高等学校における主体的活動の傾向 
 

- 293 - 

また，2020 年度の活動では，COVID-19 の感染拡

大防止のために中止等の措置がとられた活動があり，

志願者数への影響に関する基礎データとするため調査

の対象とした。 
本稿において，工学部を調査対象外としたのは，学

科ごとに出願要件や活動実績として記載できる内容が

異なり，他の学部・学科と条件が異なり比較対象とな

らないためである。 
「活動報告書」に記載された個人情報の利用につい

ては，神戸大学「志」特別選抜学生募集要項（神戸大

学アドミッションセンター, 2020b）において，「独立

行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律」

の遵守，「神戸大学の保有する個人情報の管理に関する

指針」等に基づき，個人が特定できない形で入学者選

抜や大学教育改善のための調査・研究等のために利用

を行うことを志願者に示している。 
 
1.1 本稿で扱う入試名称の統一について 
神戸大学で実施してきたAO入試の正式名称は，改

元と入試制度の改編時期が重なり，統一性のない名称

となっている。実施時期を明確にするため本稿では，

以下のような名称で扱うこととする。 
・2018年度実施の「平成31年度神戸大学「志」特別

入試」 →「2018年志入試」 
・2019年度実施の「2020年度神戸大学「志」特別入

試」 →「2019年志入試」 
・2020 年度実施の「令和 3 年度神戸大学「志」特別

選抜」 →「2020年志入試」 
 

表2 主体的活動実績の分類 
分類区分 主な活動 

生徒会活動 生徒会長，生徒会活動，各種委員会，クラ

ス委員等 
部活動 運動部・同好会，理数系以外の文化部・同

好会の活動，各種大会参加等 
ボランティア 個人や各種団体のボランティア活動，各種

大会におけるボランティア活動等 
理数系活動 課題研究とその発表，理数系コンテスト・

学会等発表，科学系オリンピック，理数系

プログラム参加等，理数系部・同好会の活

動 
資格・検定 各種検定，民間の各種語学試験，危険物取

扱者，無線技師等 
海外研修等 海外研修，海外のフォーラム等への参加 
その他 理数系以外の研修や各種の活動等 
 

2 高等学校における主体的活動の実績と推移 
2.1 活動報告書の記載数とその推移 
出願書類の1つである活動報告書には，活動を証明

する書類の添付が可能な活動について，最大5件を記

載することができる。2018 年志入試からの 3 年間の

活動記載数を表3に示す。また，志願者1人あたりの

記載数の分布を図1に示す。 
 

表3 各年度の活動記載数 
 活動記載 

総数 志願者数 1人あたり

の記載数 
2018年 249 56 4.4 
2019年 307 70 4.4 
2020年 346 77 4.5 
合計 902 203 4.4 

 
表3及び図1に示されるように，各実施年度とも上

限の5件を記入した志願者が7割，4件以上が8割以

上を占め，3 件以下は少なかった。また，選抜の回数

を重ねることによる記載数の明確な変化は認められな

かった。 
 

 
図1 活動実績記載数の分布（%） 

 
記載数の上限の設定は，多く設定すると入試対策の

ため各種活動を増やす学校が出てくることが懸念され

る。選抜の回数を重ねても傾向が変わらないという結

果から，上限5件の設定は妥当であり，これから新た

に高校学校における主体的活動の実績を選抜に取り入

れる大学の参考資料になると考えている。 
 

2.2 活動報告書記載の活動の種類とその推移 
2.2.1 活動実績の種別とその推移 

2018 年志入試からの 3 年分の活動報告書に記載さ

れた活動実績を，表2に示す7種類に分類し，その割

合を図 2 に表した。また，実施年度ごとの割合を図 3
に示した。 
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図2 志入試3年分の活動実績の種別（割合） 

 
理数系の部・同好会の活動は理数系活動に分類し，

部活動は運動部と理数系以外の文化部・同好会の活動

とした。活動実績の中では，理数系活動が21.8%と最

も多く，次いで部活動19.6%，資格・検定17.6%であ

った。理数系の学部・学科等の志願者であっても，理

数系活動以外に，運動部や理数系以外の文化部に所属

し，熱心に活動している者も多いことが示唆される。 
 

 
図3 志入試の活動実績の種別（割合）の推移 

 
活動実績の種別の年度ごとの推移は，図3に示され

るように，一定の傾向は見られなかったが，各年度で，

理数系活動，部活動，資格・検定の3つの割合が多い

傾向がみられた。 
 

2.2.2 志願者の活動実績の学部別比較 
学部間での活動実績の比較を行うため，志入試3年

分の活動実績を表 2 の種別に分類し，その割合を図 4
に示した。 
大まかな傾向として国際人間科学部環境共生学科

と農学部において，理数系活動の割合が多い傾向がみ

られた。この2学部に比べ，医学部保健学科と海事科

学部では理数系活動の割合が少ない傾向がみられた。 

 
図4 志入試3年分の活動実績種別（割合）学部比較 

 
この結果は，海技士や医療系の国家資格取得を1つ

の目標とする理系学部の志願者にみられる傾向の可能

性が考えられる。ただ現時点においては，母集団が20
名程度と小さく，今後のデータの蓄積とインタビュー

調査等による解析が必要だと考えている。 
 
3 活動実績における課題研究 
志入試3年分の活動実績における，志願者の学部ご

との課題研究に取り組んだ人数の割合を図5に示した。 
 

 
図5 学部ごとの課題研究記載の人数（割合） 

 
医学部保健学科と海事科学部に比べ，国際人間科学

部環境共生学科と農学部の課題研究への取り組み者数

の割合が多い傾向が見られた。 
この傾向は，図4に示した理数系活動の割合の傾向

とも一致していた。 
これは海技士や医療系の国家資格取得を目指す学部

と自然科学における真理解明に取り組む学部を志向す

る志願者の違いが関係している可能性が考えられる。
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ただ現時点では母数が少なく，今後の傾向やインタビ

ュー調査等と合わせて検討していく必要があると考え

ている。 
最も割合の高い国際人間科学部環境共生学科は，前

身の発達科学部人間環境学科の AO 入試において

2006 年から実施されてきたポスターセッション方式

の選抜（中川, 2006）が関係している可能性が考えら

れる。 
また，この結果は，高等学校において必履修科目「総

合的な探究の時間」において探究活動に取り組んだ高

校生が受験してくる 2021 年度以降の入試と比較する

基礎データになると考えられ，今後の動向と比較検討

し，選抜の改善のための資料として活用したいと考え

ている。 
 

4 COVID-19感染拡大の影響 
2019年度から2020年度にかけて，COVID-19の世

界的な感染拡大が報じられ，高校生を対象とする各種

教育活動にも影響を及ぼしてきた。 
2020 年志入試の活動報告書に記載されている活動

実績から，COVID-19の影響を受けた活動を分類した

ものを表4に示した。 
 

表4 COVID-19の影響を受けた活動 
種 別 中止・延期 オンライン実施

海外研修等 2 0 
海外研究発表 0 2 
国内研究発表 2 0 
コンテスト等 4 2 
運動系大会 3 0 

合 計 11 4 
注）数値の単位（件） 
 

COVID-19の感染拡大防止の観点から，中止や実施

形態を変更した活動は合計 15 件あり，そのうち中止

が11件，オンラインによる実施が4件であった。 
影響を受けた活動は，活動実績総数の1.7%と一部に

限られている印象を受けるが，イベント等が中止のた

め参加できずに記載されなかった活動もあると考えら

れ，実際の影響はより大きいと推察される。中止 11
件のうち，7 件が 2020 年 2 月から 3 月に開催予定の

ものであった。これらは COVID-19 感染拡大に伴う

2019 年 3 月の世界保健機関(WHO)によるパンデミッ

ク宣言，第1回緊急事態宣言の時期に近いものであり，

感染症に対する情報が十分ではなかった時期と一致し

ていた。対面による実施をオンラインに切り替えたイ

ベント等の 4件は，いずれも 2020 年 8月開催のもの

で，COVID-19に対する情報やオンライン実施の環境

が確立されてきた時期のものであった。 
2020 年志入試において，COVID-19 により中止や

延期となった活動は全体のごく一部であり，活動報告

書に記載された1人あたりの記載数平均も大きな変化

はなく，志願者数も増加傾向にあることから，

COVID-19の影響は，ほとんどなかったと考えている。 
次に，オンライン実施ができない海外研修について，

2020 年志入試の活動報告書に記載されている活動実

績から，開催年度別に分類したものを表 5に示した。 
 

表5 海外研修の実施状況 
海外研修実施年度 実施 中止 

2018年度 19 0 
2019年度 13 1 
2020年度 0 1 

注）数値の単位（件） 
 
COVID-19 の影響が全くなかった 2018 年度の海外

研修の実施数が約20件であることから，各年度で20
件程度の海外研修の活動実績が記載されると仮定する

と，2021 年度末でCOVID-19 が収束したとしても，

2021 年度時点での高等学校第 1 学年〜第 3 学年まで

は，海外における活動の制約を受けることが考えられ，

一部の志願者の活動実績記載の内容には影響が出るこ

とが考えられる。 
国際性に興味関心の強い高校生に対して，各高等学

校における海外研修の実施方法の改革が期待される。 
 
5 終わりに 
今回の調査結果では，志入試3年分の活動実績の種

別割合において，国家資格取得を1つの目標とする海

事科学部と医学部保健学科において，理数系活動や課

題研究の取り組みが，他の理系学部と比較して少ない

傾向が認められた。現時点では母集団が小さく，今後

のデータを含めて検討する必要があるが，高等学校に

おける主体的活動の動向に関する基礎的データを蓄積

し，その傾向を見きわめ，大学入学後の主体的活動や

研究室配属後の研究活動等の追跡調査結果と比較検討

することで，選抜方法や大学教育の改善に活かしてい

きたいと考えている。また，2021年度実施の入試から，

高等学校において「総合的な探究の時間」の探究活動

を経験した高校生が受験してくることから，課題研究
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等の動向には特に注目して，これまでのデータと比

較・検討する必要があると考えている。 
神戸大学における志入試の選抜状況の現状を考える

と，より多くの志願者の確保は重要な課題であり，本

研究の調査結果を入試広報の材料の1つに加え，新た

な方策の検討に活用していきたいと考えている。 
 
注） 
1) 「志」特別入試：2018年度より，学力の3要素を多面的・総

合的に評価する大学入試センター試験を課さない AO 入試と

して，7 学部 22 学科，コース・専攻を対象に実施。アドミッ

ションセンターが実施する第1次選抜と各学部・学科が実施す

る最終選抜の 2 段階選抜。第 1 次選抜は，書類審査，総合問

題（理系型，文系型），模擬講義・課題レポート（理系型，文

系型）を課す。書類審査は，出願時に提出する調査書，活動報

告書，志望理由書を多面的・総合的に評価。合否判定は全て学

部・学科が行う。 
2) 活動実績：「志」特別入試の出願時に提出した，「活動報告書」

に記載されている，1人当たり最大5件までの高校学校等入学

以降の主体的活動，高等学校入学以前からの継続した主体的活

動（医学部保健学科理学療法学専攻および作業療法学専攻，農

学部生命機能科学科応用生命化学コースを除く）。 
3) 部活動：本稿では，運動部と理数系の部・同好会を除く文化

部の活動とした。 
4) 課題研究：本稿では，高校生が興味関心に応じた課題を設定

し，仮説・検証を繰り返し，結論を導き，発表を行う継続的な

研究活動とした。主に理数科やスーパーサイエンスハイスクー

ル，科学系部活動等で取り組まれてきた。 
5) 探究活動：本稿では，課題研究を含み，高校生が調査・体験

活動を通して主体的に課題を設定し，情報収集・分析を行い，

まとめ・表現する学習活動とした。 
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オンラインにおける入試関連情報の探索と伝達に関する一考察 
――Google Trends および Twitter に着目した検討―― 

 
寺嶌 裕登，永野 拓矢，橘 春菜，石井 秀宗（名古屋大学） 

 
本稿では，オンラインでの入試関連情報の探索行動や Twitter 上の大学に関する情報について調査を

行った。また，Twitter の大学アカウントによる情報伝達の有効性について検討した。その結果，大学

や受験に関して，Twitter 上で情報伝達されていることが明らかとなった。一方，内容面では雑談が中

心で，受験への影響は大きくないと考えられることが示唆された。また，入試広報での Twitter の利用

は低コストだが，利用していない大学が多いことが明らかとなった。高校生，受験生が Twitter 等を利

用していることを踏まえ，ウェブに蓄積されたデータの入試広報や研究への応用可能性を論じた。 
キーワード：入試広報，社会的影響，ビッグデータ 
 

 
1 研究背景および目的 
1.1 入試関連情報の伝達経路としてのインターネット 
現在，多くの高校生，受験生，保護者が大学に関す

る情報を，インターネット経由で得ている。大学は入

試情報を大学のウェブサイト上で公開しているし，イ

ンターネット上では様々な人が大学や入試に関する情

報を発信している。気になる情報がある場合には，検

索エンジンで調べることができる。また，日本国内で

広く普及しているインターネットを利用したサーヴィ

スであるTwitter 等を利用すれば，意図的に検索をし

なくても大学や入試に関連する情報が流れてくること

がある。近年，スマートフォン等の端末が普及し，多

くの人がインターネット上で様々な情報を頻繁に発

信・受信するようになっている。このような社会的背

景を考えれば，高校生，受験生，保護者は，従来であ

れば影響源とはなりえなかった様々な立場の人からの

影響を受けるようになっていると考えられる。また，

大学も Zoom 等を利用したオンラインの進学相談を

実施したり，入試関連情報の告知の手段の 1 つとし

てTwitter 等を利用したりしている場合もあり，入試

広報におけるインターネットの重要性はますます増し

ている。 
本学（名古屋大学）でも，2020 年度は入試課およ

びアドミッション部門によるオンライン進学相談会の

実施，高校教員向けの入試説明会の映像を YouTube
で配信する，全学を挙げてのオンラインオープンキャ

ンパスの開催等，インターネットを利用した入試広報

が中心となった。こういった試みは，新しい感染症の

流行に対処するために緊急で講じられたものではある

が，利点も数多く存在し，部分的には，感染症の問題

がなくなった後でも，継続されることであろう。 
それだけに，高校生，受験生，保護者のインターネ

ットの利用実態を調べ，個人の志願にいたるまでの意

思決定プロセスにおけるインターネットを媒介とした

社会的影響について検討することで，より効果的な入

試広報の実践へと結びつけることも不可能でないであ

ろう。ただし，インターネット上において，大学が発

信している情報以外に，大学や入試に関して，どのよ

うな情報が存在しているかは，明らかではない。また，

それらの情報に高校生，受験生，保護者がアクセスし

ているのかどうかについても，検討することが必要と

考えられる。以上の目的のため，本稿ではインターネ

ット上のウェブサーヴィス（Google Trends および

Twitter）から得られる本学を含む国公立大学や入試

に関連したデータを分析し，インターネット上におけ

る高校生，受験生，保護者の入試に関する情報収集や

情報接触について考察する。より具体的には，

Google Trendsから得られる検索エンジンにおける特

定の単語の検索頻度データから，インターネット上で

記録されているデータが，高校生，受験生，保護者に

よる入試に関連する情報の探索を反映するものである

可能性について論じる。また，Twitter に存在する大

学に関連する情報を探索的に収集し，大まかな傾向と

して，高校生，受験生，保護者がTwitter 上で，どの

ような種類の情報に接触しているのか，また，どのよ

うなテーマについてコミュニケーションしているのか

について，調べる。また，大学の入試広報場面におけ

るTwitter の利用について考察する。さらに，これら

の考察を通して，インターネットから得られるデータ

の入試研究への利用可能性について論じる。 
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1.2 受験における様々な情報源とその影響力 
1.2.1 受験における他者の重要性 
受験における情報提供者，助言者，相談相手は多岐

にわたる。特に，高校教員は受験生の立場からは身近

な入試の専門家であり，受験における重要な助言者と

して認識されることが多い (e.g., 永野・門馬, 2011)。
また，その地域における各大学の知名度，地域ごと，

社会階層ごとの受験文化，メディアのイメージ等を通

して，明確に意識はされなくとも，様々な立場の他者

が受験生に影響を及ぼしていると考えられる。既述の

ようにオンライン環境での情報の伝達やコミュニケー

ションが一般化しているので，入試や受験に関する情

報等に接触する主要な経路の 1 つとして，インター

ネットも重要な役割を果たしていると考えられる。具

体的には週刊誌や新聞，電車内の広告等で，大学や大

学入試に関する情報が提供されるのと同様に，現在は

オンライン上の様々なニュースサイトに掲載される情

報や，Twitter や匿名の掲示板での他者とのコミュニ

ケーションから，個人は影響を受けるようになってい

ると考えられる。ただし，高校教員がインターネット

上の入試に関する情報をある程度は適切に判断し得る

のに対して，受験生や保護者は，そういった能力を持

っているのかどうかは自明ではない。そういう意味で，

大学について一般にどのような情報が拡散しているの

かを把握しておく必要があろう。 
1.2.2 大学ウェブサイトの利用 
藤井 (2017) は，東京農工大学の入学者アンケート

の分析から，20%前後の志願者がインターネットを介

して志望大学を認知していることを明らかにしている。

このことから，現在では，インターネットから得られ

る情報は志望大学の選定において重要なファクターと

なっていることがわかる。無論，このような高い数値

の背景には，大学や入試に関する最新の情報が掲載さ

れている大学のウェブサイトの存在があるであろう。

実際，藤井 (2017) は，7 割近くの回答者が「東京農

工大学を知るために役立ったもの」として「ホームペ

ージ」を選択していたこと，他のウェブサーヴィスの

影響は小さかったことを報告している。この点から，

インターネットで情報を得ているといっても，最も重

要なのは公式ウェブサイトの情報であることがわかる。

ただし，公式ウェブサイトとそれ以外のウェブサーヴ

ィスには期待される役割が大きく違う。公式ウェブサ

イトの情報は大学側が精査した上で公開しているもの

であり，高校生や受験生，保護者のみならず，教員に

とっても信頼できる情報源となる。出願の過程で確認

が必要となることも多く，多くの志願者にとって「役

立つ」のがある意味当然である。しかし，公式ウェブ

サイトが必ずしも「知るきっかけ」になっているとは

限らない。一方で，Twitter や YouTube 等のウェブ

サーヴィスで発信されている大学に関する情報は，必

ずしも信頼性が高いものではないかもしれないが，高

校生，受験生，保護者にとって，十分に意識していな

かった潜在的な出願先に気付く機会を提供しているか

もしれない。こういった意味で，これらのウェブサー

ヴィスは出版物等のオールドメディアにおけるコマー

シャルと似た機能を持つ。ただし，ステルスマーケテ

ィング等が存在していることからもわかるように，情

報を発信している人が企業や大学に関係しているとは

限らないため，大学でのウェブ上での評判が，「一般

的な評価」として錯覚される可能性がある。こういっ

た性質を鑑みれば，インターネット上に存在する大学

や大学入試に関する様々な情報源を検討する価値は十

分に存在するであろう。 
 

2 入試に関するネットの利用と情報伝達の調査 
2.1 Google Trendsによる検索頻度の分析 
大学のウェブサイトにアクセスする以外にも，イン

ターネットは入試に関する主体的な情報探索や非公式

な情報への接触などにも利用されていると考えられる。 
そこで，まず本稿では，インターネットから得られ

るデータが，現実の高校生，受験生，保護者の受験に

関する実際の行動を反映しているのかどうかを確かめ

るために，Google Trendsを利用して検索エンジンに

おける入試関連用語の検索頻度のデータを取得し，そ

のデータが実際の行動を反映しているものかどうかを

考察する。 
Google Trends は，Google が蓄積しているインタ

ーネットの検索エンジンのデータを提供するウェブサ

ーヴィスである。Google Trendsでは，指定した期間

を細かい期間に分けて，それぞれの期間における特定

の単語の検索頻度をスコアとして出力する。スコアを

算出する際には，検索頻度が高い期間のスコアを 100
となるようにしている。 
本稿では，Google Trendsにより入試関連用語とし

て「進学相談」という単語の検索頻度の時間的な推移

を調べた。具体的には，「進学相談」の 2016 年度か

ら2019年度までの検索頻度をGoogle Trendsにより

取得した。本稿の利用したデータでは，2016 年 4 月

1 日から 2020 年 3 月 31 日までの期間を，1 週間単

位で区切り，1 週間単位の検索スコアが出力されてい

る。なお，本稿が使用したデータにおいては，2017
年7月 16日からの一週間の検索頻度スコアが 100 と
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されている 1)。 
この検索頻度のデータを利用して，1 週間ごとのス

コアを月ごとに平均して，各年度の月ごとの平均スコ

アとした。ただし，月の区切りと週の区切りが一致し

ないことがあるので，この月ごとに算出した平均スコ

アには，当該月の次の月の第 1 週の検索頻度も反映

されているという問題点があるものの，大まかな目安

としては利用できると考えられる。図 1 は，月ごと

のスコアを，年度ごとに平均して，各月の検索頻度の

4 年間の平均を算出し，グラフにまとめたものである。 
 この「進学相談」という単語には，大学以外の進学

相談も含まれる。しかし，高校生，受験生，保護者が

どのような時期に進学相談について情報収集をしてい

るか，また申し込みの手続き等を行っているのかが反

映されていると考えられる。スコアが最も大きいのは

5月，次いで9月である。業者主催の相談会は4月か

ら 11 月に至るまで行われているが，特に集中してい

る期間が 6 月や 9 月であることを考えれば，検索頻

度は現実の入試相談会への参加を反映していると解釈

しても問題ないであろう。 
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図1 「進学相談」の検索頻度 

 
以上のデータは，高校生，受験生，保護者が自らの

必要や興味に応じて，インターネットの検索エンジン

を利用していることを示している。同様の傾向は，検

索エンジン以外のウェブサーヴィスにおいてもいえる

であろう。個人はインターネット上で提供される様々

なサーヴィス上で，必要や興味に応じて，情報を収集

したり，逆に発信したりする。そして，インターネッ

ト上に記録されたデータは，現実の高校生，受験生，

保護者の考えや行動を記録するものであり，ネット上

のデータの経時的変化は，それらの人々の考えや行動

の経時的変化をも反映すると考えられる。したがって，

以上のように，インターネットから得られるデータは，

現実の入試に関する行動を反映する可能性が高いと考

えられる。 
 

2.2 Twitterデータの分析 
2.2.1 Twitterの概要 

Twitter とは，140 文字以内の文章を「ツイート

（呟き）」として投稿することを主眼としたオンライ

ンのコミュニケーションツールである。ユーザーはツ

イートを投稿すること以外にも，既に存在するツイー

トの「リツイート（情報を拡散するために行う引用に

類似した行為）」や，特定のツイートへの「リプライ

（返信）」が可能である。そのため，情報を拡散した

り，議論したりすることを目的に使用されることも多

い。また，利用者は個人から企業，政府機関に至るま

で様々であり，個人が複数のアカウントを所持してい

ることもある。設定されたツイートを定期的に行う

「bot」と呼ばれるアカウントも多数存在する。 
Twitter では別のユーザーのアカウントのフォロワ

ーとなることが可能である。この場合，フォロワーと

なったユーザーのTwitter の画面にフォローしている

ユーザーのツイートが表示されることになる。なお，

ユーザーは自らのアカウントの投稿が，誰にでも見る

ことができるように設定することもできるし，閲覧を

許可しているユーザーにしか見えないように設定する

こともできる。このような特性ゆえに，Twitter のユ

ーザー間には明確な社会的ネットワークが存在する。 
総務省 (2018) の調査では，調査回答者の 40.3%が

何らかの形でTwitter を利用している。ただし，これ

は日本の成人を対象とした調査の結果である。他の年

齢層と比べ，若年層の方がコミュニケーションツール

として，ネットを活用する頻度が高い。2020 年度の

データでは 10 代の Twitter 利用率は 67.6%である 
(総務省, 2021)。したがって，高校生の Twitter 利用

率は高いものと考えられる。 
Twitter において，誰にでも見ることができるよう

になっているアカウントのデータについては，収集す

ることが可能となっている。そのため，ツイートの内

容を分析したり，ユーザー間の社会的ネットワークを

分析したりすることが可能となっている 2)。 
  
2.2.2 本学志願者におけるTwitterの利用 
本学志願者における Twitter の利用実態，Twitter

での情報発信や情報接触について調べるため，本稿で

はまず， 2021 年 3 月 4 日から 2021 年 3 月 12 日ま

での期間における「名古屋大学」という単語を含むツ

イートを収集し，分析した。この期間は，国公立大学

の一般選抜前期日程の合格発表の期間を含むため，個
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別の大学に対する興味が高まっており，大学名を含む

ツイートが比較的行われやすい時期と考えられる。 
収集したツイート数は 1477 であり，リツイートは

含まない。なお，「名古屋大学」という単語で収集し

たため，「名大」という略称を含むツイートについて

は分析に含まれていない。 
分析にあたって，収集したツイートに含まれる単語

の中から名詞のみを抽出した 3)。指示語（「これ」な

ど）や記号といった単体では意味を成さない語彙と収

集に使用した大学名（すべてのツイートに含まれる

「名古屋大学」という単語）を削除したうえで，出現

頻度が高い単語について表 1 にまとめた。以下では，

これらの単語の一部について，どのような目的，文脈

で投稿されているのかを見ていく。 
まず，「合格」は合格報告とサークル等による合格

者宛の勧誘等が多いため出現頻度が高くなっている。

「質問」や「お願い」は，質問等を募集する側からの

投稿が多い。これも，「合格」と同じく，サークル等

による新入生への勧誘の一環として行われているケー

スも見受けられる。なお，「サークル」という単語が

頻出していることからもわかるとおり，合格者をター

ゲットとしたサークルの勧誘等も目立つ。Twitter に

はハッシュタグをつけることで，自分の投稿が何に関

するものなのかを明示化する機能が備わっている。収

集したツイートには「#春から名大」といったハッシ

ュタグが付与されていることも多く，このような機能

が大学のサークルを含む様々な集団によるネット上の

勧誘を喚起する結果に繋がっているのであろう。 
東京大学，大阪大学は旧帝国大学という枠組みでの

比較するツイートが多いため，頻出している。ただし，

これらに関しては，bot によって繰り返し投稿される

ツイートによって，出現回数が増えているという部分

がある。 
以上，頻出の単語からは窺えないが，実際には，浪

人の報告，親類の受験についての投稿，受験生である

ことを宣言する投稿なども見られる。 
以上のように，Twitter では，本学の合格者が合格

報告を行っていること，また，高校生，受験生，保護

者を名乗る投稿者がいることがわかる。これらの投稿

の中には嘘の報告等も含まれているかもしれないが，

高校生，受験生，保護者がTwitter を利用しており，

量や質はともかくとして，受験や大学に関する情報の

伝達自体は行われていると考えられる。 
なお，Twitter では，リツイートにより，ツイート

が拡散される。そのため，ツイートのみに着目した本

稿は，Twitter における情報拡散の一側面を分析して

いるに過ぎず，この点については注意が必要である。 
 
表1 名古屋大学に関するツイートにおける頻出単語 
順位 単語 出現回数 順位 単語 出現回数
1 合格 944 16 最寄駅 148
2 名古屋 326 17 興味 146
3 質問 324 18 東京大学 142
4 お願い 282 19 学科 138
5 研究 278 20 サークル 132
6 皆さん 266 21 愛知 130
7 情報 258 22 発表 128
8 医学部 238 23 匿名 126
9 学部 238 24 明治大学 126
10 工学部 232 25 活動 122
11 教授 204 26 大阪大学 120
12 募集 200 27 受験 118
13 徒歩 186 28 勉強 118
14 新入生 156 29 医学 116
15 科学 148 30 工学科 110

 
2.2.3 様々な国公立大学に関する投稿の分析 
次に，より広汎な大学および大学入試に関する情報

の発信やオンラインのコミュニケーションについて把

握するため，複数の国公立大学に関するツイートを収

集した。幅広くデータを収集するという目的から，以

下の分析では，大学の正式名称のみでなく，略称も使

用して収集した。 
このデータ収集のため，本稿では北海道大学（北

大），横浜国立大学（横国），静岡大学（静大），岐阜

大学（岐大），名古屋大学（名大），名古屋工業大学

（名工大），名古屋市立大学（名市大），京都大学（京

大），大阪大学（阪大），大阪府立大学（府大），神戸

大学（神大）という 11 の大学の名称および略称を含

むツイートを収集した 4)。収集期間は，2021 年 3 月

13日から21日までである。この期間は，前期の合格

発表期間から近く，また，一部の大学の後期の合格発

表日を含んでいるため，大学への関心が高まっている

と考えられる。1 つの単語あたりの収集するツイート

数を 5000 としていたため，各単語について，期間内

のすべてのツイートを収集したわけではない 5)。 
収集したツイート数は 24137 である。投稿の日時，

投稿者，内容が完全に重複しているツイートに関して

は 1 つのみを残し，22443 ツイートを分析対象とし

た。これらのツイートに含まれる単語の中から名詞の

みを抽出し，指示語，記号，大学に関係ない固有名詞，

収集に使用した大学名と略称を削除したうえで，出現
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頻度が高い単語を表 2 にまとめた。以下，単語のい

くつかについて見ていく。 
まず，「質問」，「合格」，「募集」，「バイト」，「サー

クル」，「講師」，「みんな」などの単語は，基本的に勧

誘に関連している。勧誘を目的としたツイートは，定

型的な表現を多く含むため，こういった単語の出現回

数が多くなる。ただし，合格に関しては，一般選抜後

期日程の合格発表日とデータの収集期間の一部に重複

が存在するため，合格報告や，合否に関する不安，後

期日程に合格した場合の進路についてのツイートなど

が見られる。「教授」は，大学生等による教員に関す

るツイートも含まれるが，主にニュース等で研究者に

ついて紹介する際の肩書きとして用いられることが多

いため，結果として出現回数が多くなっている。 
 
表2 調査対象とした国公立11大学に関するツイー

トにおける頻出単語 
順位 単語 出現回数 順位 単語 出現回数
1 質問 3032 16 お願い 784
2 合格 2186 17 後期 763
3 東大 1597 18 参加 737
4 募集 1400 19 情報 709
5 匿名 1176 20 数学 683
6 紹介 1173 21 バイト 679
7 研究 1069 22 大阪 677
8 サークル 1004 23 先生 675
9 フォロー 961 24 医学部 669
10 興味 944 25 問題 659
11 勉強 874 26 おすすめ 658
12 生活 861 27 高校 650
13 みんな 813 28 学生 644
14 学部 787 29 受験 643
15 教授 787 30 講師 639

 
頻出する単語の中には，定型的な表現に使用される

が故に出現回数が多くなっている単語が多いが，そう

でないものとして，「東大」，「数学」，「高校」がある。

「東大」は大学を序列化するツイートをする際にまず

基準として用いられるため，出現回数が高くなってい

る。大学間の序列に関する投稿，学歴主義的な投稿，

入試難易度に関する投稿，大学のブランドに関する投

稿は多く存在し，その際に「東大」が引き合いに出さ

れることになる。また，「正しい大学の序列」を伝え

るツイート（このツイートが呈示する序列が正しいと

いう意味ではなく，自らの呈示する序列が正しいと称

しているツイート）を定期的に投稿するbot も存在す

る。ただし，「大学の序列」に関するツイートの中に

は，投稿者が各地域で序列や知名度，人気が異なると

いうことを理解した上でツイートしているものも含ま

れている。「自らの住んでいる地域でのこの大学の扱

いはこのようなものである」という投稿も存在してい

ることから，必ずしも学校歴で他者を見下すこと，他

者を煽ることを目的としているわけではない。 
また，「高校」については，自らの出身校の合格実

績等についてのツイートが多く見られる。「数学」は

各大学の入学試験の数学試験についてのツイートであ

り，受験勉強のやる気を維持するための行為とも解釈

できる部分もあるし，受験テクニックに関する情報共

有として解釈できる部分もある。 
以上のように，頻出単語に関連したツイートに含ま

れる情報としては，どちらかといえば，各個人が抱い

ている大学の序列に関するイメージが中心となってい

ることが多く，志願者の進路選択にポジティヴな影響

を及ぼすようなものではない。ただし，ここでは探索

的な目的から，とりあえず頻出する単語に着目した簡

便な検討を行っただけであるので，より詳細に検討し

ていけば，より多彩なコミュニケーションを把握する

ことが可能であろう。 
なお，Twitter のアカウントの中には受験勉強のた

めのアカウントであると宣言しているものもある。時

期にもよるかもしれないが，これらは基本的には受験

勉強のやる気を維持するために使われているものであ

ろう。ただし，「数学」に関連したツイートが部分的

にそうであるように，このようなアカウント間で入試

や大学に関する情報や感想を共有することもあるであ

ろう。 
なお，表 1 と表 2 を比較した場合，同じ単語が出

てきていることがわかる。2 つのデータは，ともに 3
月の投稿を収集したものであるため，一般選抜の前期，

後期の違いはあっても，一貫して「合格」が多いこと

から，全体として，この時期には合格発表に関連した

投稿が多いことがわかる。また，「受験」，「勉強」も

共通して多い。これもデータの収集時期を反映してい

るであろう。ただし，データ収集の対象とした大学は，

国公立大学である。そのため，どの大学も比較的難易

度が高く，こういったテーマが中心となりやすくなっ

ているという可能性もある。しかし，以上のような一

貫した結果は，Twitter において，大学や入試に関連

して投稿されやすい情報，コミュニケーションに繋が

りやすい話題が存在することを示唆している。 
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2.2.4 大学によるTwitterの利用とその効果 
最後に，大学による Twitter 利用について論じる。

現在，多くの国公立大学がTwitter アカウントを用い

て情報を発信している。以下では，Twitter 上の入試

関連情報の告知とその効果について見ていく。 
2020 年度は，多くの大学の入試課およびアドミッ

ション組織が，オンラインで進学相談に対応していた。

ただし，これは新しい感染症の流行により，対面型の

相談会への参加が難しくなったために，多くの大学が，

緊急避難的な措置として採用したという面もあった。

そのため，開催の告知そのものが，相談を希望する高

校生，受験生，保護者に十分に伝わっていたのか，と

いう疑問が存在している。本稿では，告知の経路の一

つとして，Twitter の大学アカウントに着目し，

Twitter の告知への利用とその効果について検討する。 
具体的には，2020 年度オンラインの進学相談会

（以下，オンライン相談会）を実施した国立の 44 大

学を対象に，当該大学のTwitter アカウントにおける

告知の有無を調べた上で，相談会への参加者の総数と

の関連を調べる。調査対象の選定にあたっては，名古

屋大学教育基盤連携本部アドミッション部門が国立大

学の入試課およびアドミッション組織を対象に行った

「自校企画によるオンライン相談会に関するアンケー

ト」の結果に基づく 6)。なお，全ての国立大学から回

答を得たわけではないので，本稿で取り扱う大学は，

オンライン進学相談会を実施した国立大学の一部に過

ぎないと考えられる。また，参加者数の推定は，アン

ケートの参加者総数を尋ねる質問項目への回答に基づ

く。この質問項目は，回答する数値は大まかな数でよ

いことを明記した上で，「0 人～10 人」，「11 人～20
人」というように，参加者数を 10 人単位で区切った

選択枝から 1 つ選ぶものであった。なお，参加者数

が最も多い選択枝は「201 人以上」であり，その他，

「不明」という選択枝も用意してあった。したがって，

参加者総数は厳密なものではない。この質問において，

不明と回答した大学（5 大学）を除いた 39 大学の回

答の中で，20 番目に参加者数の多い大学の参加者数

は「111 人～120 人」である。本稿では，この参加者

数を基準にして，各大学を，参加者数の多い大学（参

加者数 111 人以上）と少ない大学（110 人以下）の 2
つに分類した。 
以上のように，アンケートでオンライン相談会を実

施したと判断され，参加者の大まかな数がわかってい

る 39 大学について，各大学のウェブサイトにリンク

が掲載されているTwitter アカウントにアクセスした。

各アカウントにおいて「相談」という単語を検索に使

用し，2020 年度内に，そのアカウントにおいて，オ

ンライン相談会やそれに準じるイヴェントの告知を行

っていたかどうかを調査した。表 3 は参加者数の多

寡と告知の有無について，度数（大学の数）をまとめ

たものである。度数の偏りは特に見出されないため，

現時点のデータからは，Twitter による告知が有効で

あると判断はできない 7)。ただし，大学ごとに募集の

規模に大きなばらつきが存在し，大学ごとに進学相談

の需要も大きく異なると考えられる。したがって，ア

ンケートからわかる参加者数に着目した検討には限界

がある。この経路での情報伝達の有効性については，

さらなる検討が必要であろう。 
なお，Twitterの告知について，調査対象とした44

大学のうち，告知していることが確認できた大学は，

20であり，残りの24大学は告知を確認することがで

きなかった。このことは過半数の大学が入試広報に

Twitter を利用しなかったということを示している。

この背景には，入試課・アドミッション組織と大学全

体の広報を担当している組織（Twitter 等の更新を担

当する組織）が連携できておらず，アカウントがあっ

ても，入試情報の告知経路として認識されていないと

いう可能性が考えられる。また， Twitter を含む

様々なウェブサーヴィスは，不適切な投稿による炎上

や外部の人間による成りすましが発生するリスクが存

在する。大学の中にはソーシャルメディアポリシーを

設定することで，ウェブサーヴィスの不適切な利用の

抑制を試みているところも存在する。このように

Twitter のリスクが明確に意識される反面，そのベネ

フィットが明白ではないため，入試広報上の優先順位

も低く見積もられる傾向があるのかもしれない。  
 

表3  Twitter上での告知とオンライン相談会の参加者

数との関連 

参加者数：多 参加者数：少
告知あり 9 8
告知なし 11 11

 
 

3 総合考察 
3.1 入試研究・広報におけるTwitterの利用可能性 
以上見てきたように，現在の ICT 技術においては，

インターネットの検索エンジンのデータやTwitter の
データを取得することが可能である。また，その中か

ら得られる入試に関連するデータはある程度，高校生，

受験生，保護者の実際の行動や考え方を反映している



オンラインにおける入試関連情報の探索と伝達に関する一考察 
 

- 303 - 

とも考えられる。一方で，本稿で収集したTwitter の
データに関しては，頻出の単語を中心に概要を述べた

にとどまり，膨大な量のツイートデータの大まかな特

徴を論じたに過ぎない。本稿のデータは，受験や入試

に対して関心が高い時期（合格発表の時期）に収集し

たものであることに注意しなければならないが，収集

したツイートには受験や入試に関連した単語が数多く

含まれていた。Google Trendsのデータと併せて考え

れば，このようなTwitter のデータは，インターネッ

トを経由した情報伝達や情報探索が行われていること

を示すものである。また，Twitter 上では受験勉強の

やる気を維持するためのアカウントが存在することや，

試験問題と関連した情報発信が行われていることから，

Twitter のようなウェブサーヴィスの中で，大学や入

試に関して，積極的なコミュニケーションが存在する

可能性を示唆している。ただし，頻出単語の内容に着

目した検討の結果は，大学間の序列に関する雑談的な

内容が多いことも示唆している。こういったコミュニ

ケーションを目にしたところで，受験生にとって役立

つような，各大学の情報が得られるとは考えづらい。

現在の受験生において，Twitter を介した他者からの

社会的影響は，それほど大きなものではないかもしれ

ない。ただし，これはTwitter におけるコミュニケー

ションが受験生にとって有益なものとなる可能性を否

定するものではない。頻出単語等ではなく，個々のコ

ミュニケーションに着目した検討を行えば，どのよう

な場面でTwitter が役に立っているのか，明らかにす

ることができるかもしれない。 
また，現時点では，入試広報における Twitter の役

割も大きなものとなっていない。これは，Twitter が

普及しているからといって，わざわざ大学のアカウン

トをフォローする高校生，受験生，保護者が多くない

ことにも起因するであろう。基本的に，Twitter によ

る告知は，短い文章と詳細な内容を記載したページの

URL を掲載するだけなので，コスト自体は非常に小

さく，決して非効率的なものではない。また，大学ア

カウントから最新の情報が流れてくるということが一

般化すれば，長期的には，そこから情報を得ようとい

う志願者や保護者も増えるかもしれない。その場合に

は，進学相談会の申し込みの締め切り等のリマインド

も行うことが可能となるため，相談会等の参加者の増

大につながるかもしれない。また，入試や大学の説明

に関する映像の配信開始等をTwitter で告知するのも

よいかもしれない。 
現段階で得られているデータから推測しうる範囲で

は，Twitter における受験や入試に関するやり取りは

雑談が中心となっている。そのため，Twitter の入試

広報への利用方法は，情報の簡易な告知以外には存在

しないのかもしれない。ただし，近年は大学教員が専

門家としての知識を披露したり，あるいは，時事問題

に関する議論を行い，インターネット上で注目を集め

たりすることもあるので，結果として大学教員経由で

大学の広報が行われているという側面も存在する。ま

た，本稿で扱ったデータは，限られた期間のツイート

のみである。たとえば，図 1 の「進学相談」の検索

頻度のピークに当たる時期のような，比較的進路に関

心が高い時期には異なる種類のコミュニケーションが

行われている可能性もある。時期と同時に，検索に使

用する単語についても改善の必要があるであろう。本

稿では，探索的な検討から開始したため，検索するた

めに使用した単語も大学名とその略称のみである。本

稿において収集したデータに含まれるツイートの内容

やユーザー間の社会的ネットワーク構造を踏まえれば，

今後はデータの収集方法も改善することができるだろ

う。その上で，より長期にわたるデータの収集・分析

を行えば，受験生側の懸念や不安，あるいは思い込み，

偏見などを正確に理解し，有益な広報戦略を立てるこ

とも可能かもしれない。また，オープンキャンパスの

ような大規模なイヴェントの後のツイートなどを収集

することで，運営側からは把握しづらい問題点につい

て，示唆を得られる可能性もある。 
なお，本学の公式 Twitter アカウントでは，2020

年度のオンライン相談会の告知を行っていなかった 8)。

しかし，もし告知をする場合には，当該ツイートの閲

覧回数や相談会のウェブサイトへのリンクのアクセス

回数について，Twitter Analytics 等のウェブサーヴ

ィスを使うことで，正確に把握できると考えられる。

告知の効果が非常に軽微であれ，今後こういった経路

の告知が一般化する可能性もあるので，長期的に見れ

ば，十分に有益なデータとなるであろう。 
 

3.2 ビッグデータの特性と研究への利用可能性 
Twitter データを含む，インターネットから得られ

る膨大な量のデータ（ビッグデータ）は，ある時点に

おいて社会的に関心が高まっている話題についてのコ

ミュニケーションを分析することに利用されることが

多い。したがって，過去に遡って，入試改革等に関す

るツイート等を収集することで，入試改革に関する世

論の変容について分析することも可能である。同様に，

今後の入試改革についてもリアルタイムでツイート等

を収集することが可能である。したがって，この方法

を使用すれば，制度論とは異なる観点から，すなわち，
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受験生や保護者に近い目線から，入試の歴史を研究す

ることも可能と考えられる。 
本稿では，簡便なテキストマイニングを実施したに

過ぎないため，現時点では，大学入試を研究する上で，

ビッグデータ分析がどのような意義を持ちうるのか，

判断することはできない。ただし，以上に述べたよう

ないくつかのアプローチについては，試みる価値が十

分に存在するであろう。 
 
注 
1）Google Trendsのデータは，以下のURLから取得可能であ

る（2021年3月24日閲覧）。 
https://trends.google.co.jp/trends/?geo=JP 

2）本稿の研究に関しては，筆頭著者が，学術目的で Twitter
データを収集・分析することを Twitter 社に申請し，認可を

得ている。なお，申請する際の利用目的（趣味か，学術研究

か等）や契約内容（有料・無料）により，収集できるデータ

の数等に違いが存在する。 
3）本稿のテキストマイニングでは，日本語の形態素解析を行

うフリーソフトである MeCab と，R から MeCab を使用す

るためのパッケージである RMeCab を使用している。

RMeCab により，各ツイートの中から，名詞に分類された単

語を抽出し，分析対象としている。 
4）これらの大学は，本学の 2020 年度入試の志願者アンケート

において，志願先として本学と迷った国公立大学として名前

が挙げられることが多かった大学である。 
5）この制限に達した単語は「京大」のみである。京大に関す

るツイートの中には，現実の京都大学とは関係のない話題

（京都大学が出てくる娯楽作品の話題等）が含まれていた。

このようなツイートも大学の知名度やブランドを反映するも

のではあるが，「京大」に関するツイートの多さには，

Twitter が，サブカルチャーに関するコミュニケーションに

よく利用されていることが影響している可能性がある。また，

全般的に，大学の正式名称よりも略称を使用した方が，より

多くのツイートが収集されたが，略称は短く，大学と関係の

ないツイートに偶然，略称と一致する文字列が含まれていた，

というケースも散見された。たとえば，「岐大」を指定して

収集したツイートの中には「八岐大蛇」に関するツイートが

含まれていた。ただし，出現頻度の高い単語は基本的に大学

や受験と関連するものとなっており，以上のような傾向は本

稿の分析に大きな影響を与えるものではない。また，略称を

検索語に加えたことで，同じ略称を持つ，別の大学に関する

ツイートが収集された可能性がある。例えば，神大の場合に

は，神戸大学だけではなく，私立の神奈川大学に関するツイ

ートが収集されている可能性がある。そのため，分析対象と

している 11 大学以外に関する情報が，頻度表に示された結

果に含まれている可能性がある。ただし，収集したツイート

において，名古屋大学（名大），京都大学（京大），大阪大学

（阪大）に関するツイートの割合が高く，これらの略称に関

して，他大学のツイートが収集されていた可能性は低いと考

えられるため，結果的に，略称が共通する大学について収集

されたデータの影響は小さいものと考えられる。 
6）この調査の詳細について，永野ら (2021) で報告しているた

め，本稿では必要最低限の言及に留める。なお，このアンケ

ートでは，オンライン相談会の告知の手段について尋ねてい

るが，その選択枝としてTwitterを用意はしていなかった。 
7）大学のウェブサイト内に Twitter アカウントへのリンクが

確認されず，大学名を検索しても Twitter アカウントが見つ

けられなかった大学（44大学のうちの6大学）については，

本稿では「Twitter での告知なし」として扱っている。なお，

Twitter では過去の投稿を消すこともできるので，告知自体

は行われていたが，調査時点において見つけることができな

かった，というケースが存在した可能性がある。 
8）2021 年度においては，本学の公式 Twitter アカウントから，

オンライン相談会について告知した。2021 年 6 月 30 日に告

知のツイートが投稿され，8 月 24 日までに 5 回リツイート

されている。現時点で，情報伝達手段としての Twitter の重

要性が高いとはいえないが，告知自体は無意味ではないこと

が伺える。告知ツイートの効果については，オンライン相談

会の実施機関が終了した後，専用のウェブサーヴィスを使用

して更に検討する必要があろう。アカウントには以下からア

クセスできる（2021年8月24日閲覧）。 
https://twitter.com/nagoyauniv_info 
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国立大学協会による共通第 1次学力試験の政策形成過程における 

2次試験のあり方をめぐる検討状況についての考察 

 
中村 恵佑（東京大学大学院・日本学術振興会特別研究員） 

 
本研究では，国立大学協会による共通第 1 次学力試験の政策形成過程で，2 次試験のあり方に関して

いかなる検討が行われたかを，国大協の『会報』を基に分析した。結果，2 次試験の内容が統一される

ことを危惧する大学への配慮から，国大協は，妥協案として 2 次試験の抽象的なガイドライン等を通し

て教科・科目数の削減や多様な入試方法を促したが，2 次試験のあり方や内容に関する国大協内の合意

形成や具体的検討が不十分なまま共通 1 次の実施に至ったことやその背景が明らかとなった。 
キーワード : 共通第 1 次学力試験，2 次試験，国立大学協会，政策形成過程 

 
1 本研究の目的 
 共通第 1次学力試験（共通1次）は1979 年から，

国語・社会・数学・理科・外国語の5教科7科目にお

ける必修科目を対象に，主に国公立大学の受験生の 1
次試験として実施されたが，この試験で高校での基礎

的・一般的な学習達成度を測定し，各大学の2次試験

では別の観点から独自に評価することが共通1次の政

策目的の1つだった（荒井, 2005: 39-40）。   
さて，共通1次の実施主体は法令上国立大学であり

1)，実施に至る検討は各大学が加盟する国立大学協会

（国大協）を中心に行われたが，2次試験については，

学力試験を論文形式（記述式）とすることや，科目数・

出題量の少量化，実技・面接を行うこと等を各大学に

促していた（国立大学協会入試改善調査委員会, 1976: 
27）。だが，大谷ほか（2017）等が指摘する通り，共

通1次実施後に2次試験の多様化は進まず，むしろ学

力試験を重視する大学もあらわれるようになった 2)結

果，共通 1 次との過重負担が批判され，1985 年，国

大協により共通1次の5教科5科目への削減と実質的

なアラカルト方式導入という改革が行われたのである。

このように2次試験が多様化しなかった要因について

は，大谷ほか（2017）や中村（2021）等において，共

通1次の実施過程で各大学が共通1次だけで学力保証

を行うことの限界を認識し，高学力の入学者を確保す

るために2次試験での学力試験重視へと変化した点が

指摘されている。一方，共通1次の政策形成過程，具

体的には検討主体だった国大協における共通1次の実

施に向けた審議でも，後述の通り試験実施後の2次試

験のあり方についても議論されていた。従って，共通

1 次実施後に 2 次試験が多様化せず学力試験へ回帰す

るようになったという各大学の動向の変化を理解する

上では，そもそも共通 1 次の政策形成過程において，

2 次試験に関していかなる準備や対応がなされていた

のかを検討することも重要だと考えられる。 
そこで本研究では，国大協による共通1次の実施に

向けた審議で，2 次試験のあり方に関していかなる検

討が行われたかを明らかにすることを目的とする。 
 
2 先行研究の検討と本研究の意義 
 共通1次の政策形成過程の分析は，佐々木（1984）
等，主に大学入試研究において数多く存在するが，中

村（2018）でも指摘されているように，文部省や中央

教育審議会（中教審），自民党，高校・大学関係団体等

の動向・提言を基に，時系列に沿って共通1次の検討

過程を整理する分析が中心である。その中で，本研究

が着目する国大協の2次試験に関する検討内容につい

ては，山田（1976）や田中（1978），本多（1980），
黒羽（1985, 2001），次橋（2015）等，1976，1977
年に国大協でまとめられた共通1次実施後の2次試験

に関するガイドラインの内容について説明したり，各

大学の2次試験の内容を整理したりするに止まってお

り，2 次試験のあり方に関する国大協内の議論を詳細

に分析している研究は管見の限り見られない。 
 以上を踏まえ，本研究では，国大協が発行していた

『会報』の議事要録における，共通1次の実施に向け

た審議内容を中心に精査し 3)，2 次試験のあり方に関

する国大協内の検討状況を分析する。このような議事

要録に基づく分析から，大学入試に関する制度・政策

研究で十分検討されてこなかった，国大協における 2
次試験に関する実際の審議内容や合意形成の程度とそ

の背景を解明できることに加え，本研究で得られた知

見に基づき共通1次を中心とした当時の大学入試改革

のあり方に関して新たな示唆を提供できる点で，学術

的意義があると考えられる。 
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3 共通1次の政策形成過程における，国大協内の2次

試験のあり方に関する検討状況  
始めに，佐々木（1984: 173-174）と熊谷（2000: 1

19-120）の説明を基に，国大協で共通1次実施の具体

的検討が開始された経緯を簡単に説明する。 
 国大協は，1969 年から第 2 常置委員会を中心に大

学入試改革に関する検討を開始した。その後，中教審

や文部省の大学入試改善会議等から新たな共通試験の

実施を含む改革案が提言される中，第2常置委員会に

設置された入試調査特別委員会は，全国立大学が参加

する「共通第 1 次試験」と各大学・学部が行う「第 2
次試験」を併用し入試を実施する方法の検討を進め，

1972 年に「全国共通第 1 次試験に関するまとめ」を

発表した。そして，1973年に入試改善調査委員会が発

足し，文部省から調査研究費も受けて実施に向けた具

体的検討や高校生対象の実地研究を進めつつ，各大学

との合意形成を図っていったのである。 
 以上のような審議が進む中，2 次試験のあり方が本

格的に議論されるようになったのは 1975 年頃からだ

った。以下ではその審議を3つに区分し検討する。 
 
3.1 共通1次と2次試験に関する具体的検討の開始 
 共通1次と2次試験に関する本格的な検討が開始さ

れたのは1975年である。例えば5月14日に開かれた

国大協の理事会では，「高校教育の正常化に役立たせる

ためには，試験問題の適正な出題とともにこの第1次

試験 4)の利用―第 2 次試験との関係が重要である。」，

「高校教育の正常化に役立つかどうかは結局第2次試

験のあり方にかかっている。各大学での第2次試験が

従来のような難問奇問的のものだと受験生には二重負

担になる。国大協としてはこの第2次試験のあり方に

ついてよく検討し，特別な受験準備をしないですむよ

うな形を考えなければならない。」（1975.5.14理事会6
9号: 13）5)といった意見があがっていた。また，入試

全般を扱っていた第 2 常置委員会でも，「共通第 1 次

試験を実施するにあたっては，かなりの疑問があるの

ではないか。なぜなら，共通第 1 次試験を行い，第 2
次試験は各大学の自主性に委ねると言うことであれば，

大学側は受験生に対し，何らかの方法で第2次試験を

課することとなり，受験生にとっては，以前よりも負

担が増えると思われる。」という意見や，「第2次試験

を実施する場合には，問題が二重出題に成り兼ねない

ので，第2次試験の在り方について，今後専門委員会

で検討願いたい。」（1975.6.17第2常置委員会69号: 
48）という懸念も示された。こうした問題提起は国大

協の総会でも行われており，入試改善調査委員会（入

試調査委員会）の岡本委員長も，「第 2 次試験のあり

方が共通第1次試験の成否を左右するとのご意見には，

全く同感であり，本委員会でもこの問題の検討を本年

度の主要な仕事の一つとしている。」（1975.6.17総会6
9 号: 37）と述べた。こうした中，入試調査委員会は

各国立大学への入試に関するアンケートで，2 次試験

について，学力試験を課す場合はどのような教科・科

目が適当かという点や，学力試験以外の方法について

の考え方，共通1次と2次試験の成績の組み合わせ方

等を照会しつつ（69 号: 135-136）具体的な審議が進

められていくこととなった。 
 
3.2 2次試験に関するガイドラインの検討と策定 
 2 次試験のあり方に関する具体的検討が進む中，19
75年 11月の総会でアンケート結果の報告が行われた。

審議では，「共通第 1 次試験の出題を勘案し，第 2 次

試験は各大学でその実情に応じて自主的に行ってもら

うのが良い」，「国大協で第2次試験まで統一されると

動きがとれなくなるので慎重に考えてほしい。」等の意

見の一方，アンケートでは2次試験のガイドラインを

検討することへの要望があったという報告があり，「第

2 次試験は各大学が自主的に行うということは分るが，

全く自由でバラバラになっても困るのでガイドライン

的なものは必要であろう。」，「第 2 次試験のガイドラ

インについては，各大学の自由度を念頭において，委

員会で検討したい。」（1975.11.12総会71号: 32-34）
といった声もあがっていた。こうした中，入試調査委

員会で2次試験のガイドラインの検討を行うこととな

り，1975年度内に取りまとめる予定が示された（197
5.12.12理事会71号: 18）。 
 さて，ガイドラインに関する実際の検討内容をみる

と，例えば1976年1月16日の実施方法等調査専門委

員会小委員会・科目別研究専門委員会委員長合同会議
6)（合同会議）では，「共通第1次試験の出題範囲，教

科科目数，やり方等に関連し各大学が行う第2次試験

も従来各大学がやっていた試験とはおのずから異なっ

たものになってくる。（筆者注: 中略）第2次試験のあ

り方については，共通第1次試験が高校における全般

の基礎学力をみる試験であるので，志望学部，学科に

対する適性をみる第2次試験は出題範囲を狭くし，科

目を少なくするのが妥当と考えられる。しかし，科目

別委員会の立場からは第2次試験についての意見や希

望もあることと思うので，第2次試験における科目別

試験のガイドラインについて本日ご意見を伺いたい」

（1976.1.16合同会議72号: 88）という説明があった。

これを受け委員から，「社会や国語はもとより英語や数



国立大学協会による共通第 1 次学力試験の政策形成過程における 2 次試験のあり方をめぐる検討状況についての考察 
 

- 307 - 

学も第 1 次試験では記述的な問題が出せないので，2
次試験でそれらの点を試験したいということになる。

そうなると2次試験の出題科目が減らないことになる。

その辺が問題である。」，「高校側は 2 次試験の負担の

軽減を問題にしている。2 次試験で試験時間を短くし

ても出題科目が1次試験と同じということだと負担軽

減にはならない。」，「沢山の科目を 2 次試験でやらな

ければならないのか。ある程度の学力が1次試験で分

ればあとは適性判定ということでよいのではないか。

全部の科目を2次試験で繰り返す必要はないのではな

いか。」（同: 89）等，2 次試験の出題科目数を減らし

たり，共通1次と被らないようにしたりする配慮の必

要性への指摘が複数あがっていた。一方，「2次試験で

負担を軽減するということが出題科目数を減らすとい

うようにとられるが，科目を減らさずに問題量を減ら

し，試験時間を減らして記述的なものを出すというこ

とも考えられるのではないか。」，「2次試験は適性をみ

るという観点から各科目別（筆者注: 研究専門委員会）

の意見がはっきり出せるであろうか。原則として2次

試験で科目を減らすというフィロソフィーを定めるこ

とはむずかしい。」，「2次試験で科目数を減らすと反撥

がある。試験時間を短縮して科目は残すことにする方

が呑みこみやすい。」（同: 89-90）等，2次試験の科目

数の削減を求めることへの各大学からの反発を懸念す

る意見もあった。 
 こうした検討を経て，1976 年 3 月に『国立大学入

試改善調査研究報告書（昭和51年3月）』が入試調査

委員会から発表され，その中で，2 次試験の内容に関

するガイドラインが以下のように示された。 
 
   （1）各大学，学部において，それぞれ学生の

入学後において大学での学習に関しての適性をみ

るべきであり，それについては各大学，学部にお

いて独自にかつ自主性をもってそれを実施すべき

である。すなわち第2次試験の出題にあたっては，

共通第1次試験に課せられていない必要な科目に

かぎることも必要であろう。またたとえ共通第 1
次試験と同一科目の出題を行なうことがある場合

も単なる知識のテストを行うのではなく，例えば

記述力，考察力，表現力などをテストするように

論文形式の出題に限るよう配慮する必要があるで

あろう。具体的には，国語や外国語においては表

現能力のテストを行うにとどめることも考慮され

る問題点であろうがこれらの諸点に関しては本報

告書に述べられている各科目別研究専門委員会の

意向も参照して進行させることが重要である。 

   （2）さらに大学入学試験改善の点よりみて，

入学試験全般の観点において受験生，大学両者の

負担増にならないようはかるべきである。そのた

めには出題にあたってできるかぎり，その科目

数・出題量などを少なくすることが望ましい。 
   （3）また可能であれば面接を第 2 次試験の一

部として行うことも考えられるが，一部の特殊な

大学・学部または学科においては学力試験は共通

第 1 次試験のみとして，第 2 次試験においては，

実技・面接のみで充分であることも考慮されうる

問題である。 
   （4）さらに適当な研究の結果によっては共通

第1次試験の成績を推薦入学の資料の一つとする

ことも考えられるであろう。 
   （5）一方，高等学校の立場よりすれば，共通

第1次試験において折角高等学校における教育を

ゆがめない適正な入試問題の出題がされたにして

も，もしこれに続いて行われる第2次試験におい

て，高等学校の学習課程をこえるような出題いわ

ゆる難問，奇問が出題されるとした場合の憂慮も

残された問題である。この点は第2次試験の出題

にあたり充分注意されなければならない点である。 
  （国立大学協会入試改善調査委員会, 1976: 27 

下線は筆者） 
 
 上記の通り，ガイドラインでは，2次試験は各大学・

学部の自主性を尊重するという前提をおきつつ，出題

科目を共通1次と被らないようにする点や，論文形式

（記述式）の出題とする点，出題科目数・量を少なく

する点，面接や実技を取り入れる点，難問・奇問を避

ける点等の留意点が列挙された。このガイドラインの

策定の経緯について，実施方法等調査専門委員会の加

藤委員長は，「第 2 次試験の性質がわかりにくい，そ

のガイドラインを示すべきである，ということであっ

た。しかし，第2次試験は本来は各大学が主体的に検

討すべき性格のもので，具体的な提示は難しいという

ことから，報告書には概念的なガイドラインを示すに

とどめた。」（1976.5.7理事会73号: 10）と説明してい

る。 

3.3 国大協内の反応とその後の各大学の動向 
 さて，1976 年 4 月に，入試調査委員会による報告

書に関する意見照会が各大学に行われた （1976.4.30
入試改善調査委員会・実施方法等調査専門委員会合同

会議 72 号: 84）。その結果，2 次試験のガイドライン

に関する質問に関しては，「極端な否定論はなく，賛成
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の部類に属する回答が70%前後であるので，本委員会

（筆者注: 入試調査委員会）の提案したガイドライン

は大体理解されたものと判断している。」（1976.6.22
総会73号: 32）との説明が総会でなされた。集計結果

をみると，「A 賛成である。適切である。同意する。」

「B 異論なし，理解した。可能である。」「C 特に意見

なし」が，大学単位で 66.7%（学部別で 70.0%），「D 

賛否の意見が明確でないもの」「E 賛否の表現がない

もの」が，大学単位で24.3%（学部別で26.0%）だっ

た（73号: 135）。 
 一方，実際の審議では，ガイドラインで2次試験の

あり方を規定することに関し様々な意見があがってい

た。例えば理事会では，「第 2 次試験のガイドライン

については，はっきりと国大協は示すべきであるとい

う意見と，それとは反対に，国大協は第2次試験のガ

イドラインを明示すべきではなく，各大学の自主性に

任せるべきである，という二つの意見に各大学の意見

はわかれている。」，「『第2次試験のガイドラインに添

ってその方法の検討を行うよう強く要請する』という

表現は適当でない。趣旨を参考にしてという程度にし

た方がよい。」（1976.11.4理事会75号: 13），「国大協

は共通 1 次には真剣であるが，2 次試験については各

大学が共通1次の趣旨を十分生かすかたちでうまくや

ってくれるであろうという楽観主義のうえにたってい

るようである。しかし，各大学が2次試験をうまくや

ってくれなければ共通1次の成果は台なしになる。54
年度実施という噂はあるが，国大協は実施の自信があ

るのかどうかと疑念をもたれる大学もある。2 次試験

のガイドラインは一応は示されてあるが，実際の実施

となれば関係のある大学では意見交換も必要になるの

で，それらのことも十分見通しがあっての 54 年度実

施ということであろうか。」（1976.11.17理事会75号: 
17）等の声があがっていた。また総会でも，「第 2 次

試験については，各大学の自主性に委ねるというのが

当初からの方針であった。とくに第1次試験は画一的

にならざるを得ないので，その是正のためにも第2次

試験は，各大学の自主性に委ねたい。」，「共通第 1 次

試験の実施には賛成であるが，問題として各大学の行

う第2次試験のあり方が大切である。第2次試験は各

大学の自主性に任せるというが，お互に意見の交換を

して間違いのないようにしたい。とくに明年7月には

第2次試験の方法等を公表しなければならないとする

と，各大学間の連絡を急遽行わなければならないが，

十分な検討ができるか。この点に関して，国立大学協

会として大学間の横の連絡をとる何らかの対策を講ず

る必要があるのではないか。」，「2 次試験のあり方，1

次試験の利用の仕方については，大学の独自性を認め

てほしい。」，「第 2 次試験は，各大学の自主性に任せ

るだけでなく，各大学・学部の実施案を出してもらい，

それを検討してある程度の方向づけをしてもらった方

がよいと思う。そのうえで各大学の見通しをたててか

ら，第 1 次試験の実施にふみ切ってはどうか。」，「共

通第1次試験の昭和54年度実施については，（筆者注: 
中略）成功するか否かの重要点は第2次試験の問題で

あるのに，これがそれ程強く取上げられていないこと

には問題があるのではないか。国大協には共通第1次

試験を成功させたいとの気持があるので，第2次試験

についても考えてほしい。入試センターが設置されれ

ばそこで情報の連絡調査をするというが，まだ設置さ

れていないし，国大協が入試センターの生みの親にな

るのであれば，連絡・調査を行い，来春の総会までに

各大学から考え方の資料を集める等もう少し綿密に進

めてほしい。なお，本日は昭和 54 年度に共通第 1 次

試験を実施することを決めて，第2次試験については

さらにガイドライン的なものを国大協で研究すること

が必要と思う。」（1976.11.17，18 総会 75 号: 25-27，
29）等の指摘が出されていた 7)。その結果，国大協で

各大学の2次試験のあり方に関する連絡・調査を行う

こととなった（1976.12.3 実施方法等調査専門委員会

75号: 81）。 
 実際に，1976年末から1977年3月にかけて，各大

学に2次試験に関するアンケート調査が行われた（19
77.2.23理事会76号: 28）。結果，1979年度の2次試

験の教科・科目数については，2教科2科目が30%近

くと圧倒的に多かったが，3 科目以上も 30%強あり，

共通1次で予備選抜しない大学も約40%に止まったこ

とから，教科・科目数は最小限に抑える点や，安易に

予備選抜を実施しないという2点を各大学に通知した

（1977.4.13実施方法等調査専門委員会76号: 108-10
9，朝日新聞1977.5.3）。その後出揃った各大学の2次

試験の実施方法では，2 教科が中心となった一方，平

均は2.9科目で最高8科目の大学もあったため，高校

等から更に科目数を減らす要望があったが，その後削

減の検討を行う動きはあまり見られなかった（朝日新

聞 1977.8.4，1978.4.13）。国大協内でも，2 次試験の

教科・科目数について，「ガイドラインがあるのにこれ

を無視したような大学が一部にある 8)のは遺憾であ

る。」（1977.11.16 総会 79 号: 35）等の意見が出され

ていた。 
 こうした中，1978 年 4 月に，日本教職員組合（日

教組）からも国大協に対して共通1次を中心とした大

学入試のあり方を改善するように要望が行われたのを
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受け，その主要な3点である実施時期の繰り下げ，予

備選抜の中止，第2次試験の科目の減少について検討

を行った上で，各大学における2次試験のあり方につ

いて更に慎重な検討を行うように各大学へ通知するま

でに至ったのである（81号: 123）。 
 最終的に 1978 年 7月に出揃った各大学の 2次試験

の実施要項では，予備選抜を行う大学は半数を割り，

配点も1次重視とする大学が圧倒的に多くなった一方，

2 次試験の科目についてはほとんど変動は見られない

結果となった（朝日新聞1978.8.1）。 
 
3.4 得られた知見のまとめ 
 国大協の共通1次に関する審議における2次試験の

あり方の検討状況は次の通り整理できる。 
 1975 年頃から共通 1 次実施後の 2 次試験のあり方

に関する審議が本格化していたが，検討では，各大学

の2次試験に加え共通1次を課すことは受験生の負担

増加に繋がる可能性があり，それを防ぐため，主に 2
次試験の出題教科・科目数への配慮や難問奇問の排除

等の出題内容の適正化が議題にあがっていた。一方，

2 次試験のあり方まで強く統制することには懐疑的な

意見もあったため，2 次試験のあり方を示したガイド

ラインを作成するという手段がとられることとなった。 
ガイドラインの検討では，2 次試験のあり方につい

て科目数を減らすことが中心的に審議されていたが，

それを定めることへの各大学からの反発を懸念する声

があり，代わって問題量と試験時間の削減や記述式問

題の出題を促す案等があがっていた。その結果，実際

のガイドラインでは，共通1次と異なる科目の出題や，

論文形式（記述式）とする点，出題科目数の削減，面

接の導入，難問・奇問の排除等の留意点が示されたが，

あくまでも各大学・学部の自主性の尊重が前提であり，

具体的な指示は明記されず概念的なものに止まってい

た 9)。 
 このガイドラインに対し，アンケートでは各大学の

約70%の賛成があったが，2次試験の内容についてガ

イドラインだけでなく大学間の連絡・調査まで行うべ

きといった意見があった一方，各大学の自主性に任せ

るべきという声や，ガイドラインを明示すべきかにつ

いて賛否が割れているという指摘もあがっていた。つ

まり，実際の審議では引き続き， 2次試験のあり方を

ある程度統一するか否かという点で意見がまとまって

いなかったと言える。 
 その後，各大学が2次試験の内容を公表したが，特

に教科・科目数について3科目以上を課す大学が一定

数存在したため，高校側や日教組から削減の要望があ

り国大協でも教科・科目数を最小限にすること等が通

知された。だが削減の動きは鈍く，共通1次と重複し

た教科から出題したり多くの教科・科目数を課したり

する等ガイドラインに反した大学も複数ある中で，共

通1次が実施されることとなったのである。 
 以上の検討経過からは，まず，共通1次を導入した

新たな大学入試で，2 次試験の教科・科目数の削減や

出題内容の適正化等，2 次試験のあり方を再検討する

必要性が共有されていたが，そのために講ずべき手段

について合意形成が不十分なまま共通1次の実施に至

ったことが明らかになったと言える。この背景を理解

する際には，本多（1980）の指摘が参考になる。本多

は，共通1次実施の狙いに関して，受験生や親を含む

世間の側は受験生の負担を減らすことによる入試地獄

の緩和にあるとしているが，国立大学側はより多くの

資料に基づきより綿密な合否判定を行う丁寧な選抜の

手段だと捉えており 10)，認識が食い違っていると述べ

ている（本多, 1980: 34-35）。こうした認識の相違は，

国大協内における大学入試改革に対する考え方の違い

とも類似していると言える。つまり，これまでみてき

た審議内容に基づくと，共通1次で基礎的学力を評価

し2次試験では教科・科目数の削減や多様な方法によ

る入試を各大学が一定程度統一して行うことで受験生

の負担を軽減することを重視する考えがあった一方，

共通1次の実施は容認しつつ，試験による入試の画一

化という側面に着目し，その危惧から2次試験では各

大学の自主性や独自性が保障された選抜が行われるこ

とを重視する考え方も存在していたと指摘できる。こ

のように，共通1次を中心とした入試改善を目的とす

るか，共通1次は選抜の一手段であり各大学の自主性

が保障された2次試験の実施を重視するかという方向

性の相違が十分解消されないまま議論が進んだことが

背景となり，2 次試験の教科・科目数の削減や統一的

に多様な入試を行う点等に関する合意形成が不十分と

なったと考えられる。 
第二に，議事要録を確認する限り，国大協内の共通

1 次の審議過程では，2 次試験で課す教科・科目やそ

の数に関する議論が中心となっており，小論文や面接，

実技といった学力試験以外の多様な選抜のあり方や内

容，実施方法等に関する具体的検討が不十分だったこ

とも明らかとなった。 
こうした中，2 次試験の留意点を概念的に示したガ

イドラインが出されたが，それに反する大学も目立ち，

通知によっても教科・科目数は大きく削減されなかっ

た。以上の分析から，国大協は妥協案としての抽象的

なガイドラインの提示や通知の発出といった方法で 2
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次試験の教科・科目数の削減や多様な入試方法を促す

ことが限界であり，2 次試験のあり方や内容に関して

国大協内の合意形成や具体的検討が不十分なままに終

わってしまったと結論付けられる。 
 
4 結語 
 本稿では，国大協による共通1次の政策形成過程で，

2 次試験のあり方に関していかなる検討が行われたか

を『会報』の議事要録を中心に分析した。その結果得

られた上記の知見からは，共通1次を中心とした当時

の大学入試改革のあり方に関して次のような示唆が得

られたと言える。 
この当時の受験競争と受験生の過重負担の緩和や難

問・奇問の排除といった大学入試に関する問題に対し

て，高校や中教審，各政党等から改革の必要性が唱え

られていた。こうした中，国大協は，個別試験が担っ

ていた学習達成度の評価という役割を共通1次に移譲

し，能力・適性等の多面的・多様な評価を各大学の 2
次試験が担うという，共通1次の創設を中心とした新

たな方針による大学入試改革を行った 11)。この方針に

基づき，数年間かけて準備を行ってきた共通1次をこ

の当時実施したことは拙速だったわけではなく妥当性

があったと考えられる。一方，共通1次の実施により

統一的な学力試験を課すことが必須となったことで，

個別試験としての2次試験は，その内容・方法につい

てより一層各大学の自主性や独自性が担保されるべき

場としての役割を担うことも求められていた。そのた

め，本稿で明らかになったように，多様な2次試験の

あり方を各大学に統一的に導入することに関しては十

分な合意形成を行いえず，結果的に，共通1次の実施

後，2 次試験における学力試験の成績の重視や教科・

科目数の増加等を行う大学もあらわれるようになった

のである。そしてそれが，大学・学部の序列化や学生

の国公立離れ，1 次・2 次試験の負担の重さ等の問題

化（黒羽, 2001: 149）に繋がったと言える。こうした

状況に鑑みると，単にガイドライン等で統一的に多様

な入試を行うように各大学へ促すことで合意形成を図

ることは困難だった。代えて，共通1次の政策形成過

程で議論が不足していた，学力試験以外の多様な選抜

方法のあり方や内容，実施方法等について，より詳細

な審議を公式に行うことが重要だったと考えられる。

具体的には，例えばより信頼性や客観性の担保された

面接や小論文，実技等の多面的な評価方法を検討し，

多様な2次試験を行う上での技術的課題の解決・向上

を目指すことで，各大学がそうした入試について理解

を深めそれらを採用しやすい環境を整える方が，2 次

試験の多様化を図る準備としてより実効性があった可

能性がある。そして，以上を踏まえれば，大学入試の

共通試験改革では，その目的に沿って2次試験のあり

方や内容に関する大学間での合意形成や具体的検討を

行うことも，改革の実施にとって必要な準備となりう

る点も含意として得られたと言える。 
 本稿では，各大学の2次試験のあり方に対して，文

部省や自民党文教族，公立大学，高校といった国立大

学以外の他の関係アクターがいかなる検討を行ってい

たか分析できなかったため，その点を別稿で明らかに

することが課題である。 
 
注 
1）当時の国立学校設置法施行規則第 48 条には，共通 1 次につ

いて「各国立大学が大学入試センターと協力して，国立大学

に入学を志願する者の高等学校の段階における一般的かつ基

礎的な学習の達成の程度を判定することを主たる目的として，

同一の期日に同一の試験問題により，共同して実施するもの

とする。」と規定があった（国立大学協会会報, 76号: 140）。 
2）大谷ほか（2017）や中村（2021）でも指摘されているよう

に，各国公立大学の 2 次試験で新たな試験科目を課したり，

配点比率を高めたりする動きがみられるようになっていた

（e.g.朝日新聞1984.8.17，読売新聞1984.8.17）。 
3）なお，佐々木（1993-1994）も，この『会報』を基に共通 1
次に関する国大協での検討経過を整理しているが，2次試験の

内容に関する審議についてはほとんど触れられていない。 
4）なお，引用部分における「一次」と「二次」という表記と読

点も，原稿の作成要領に即し各々アラビア数字とコロンに統

一して表記している。ただし，参考文献・資料における書籍

名等の数字は，原文のまま漢数字としている場合がある。 
5）以下，中村（2021）に倣い，「〇号: △」と表記するものは，

国大協の『会報』の号数と該当ページ数を表す。 
6）いずれの専門委員会も入試調査委員会に設置されており，実

施方法等調査専門委員会は「国立大学共通第 1 次試験を実施

する場合の，実施主体，実施方法等のあり方について検討す

るとともに，共通第 1 次試験実施に伴う具体的諸問題につい

て調査検討を行なう」こと，そして，科目別研究専門委員会

は「標準問題の作成，問題の妥当性について分析し，研究を

行なう」ことを主な任務としていた（60号: 55-56）。 
7）なお，この総会で共通1次が大学入試の改善に資すると判断

され，その実施が事実上決定された（75号: 110-111）。 
8）例えば田中は，東京大学が2次試験を従来通り4教科5科目

として削減せず，他の多くの大学でも，外国語を共通 1 次と

重複して 2 次試験で課したり，旧帝大等で 2 次試験の教科・

科目数があまり削減されなかったりする等，ガイドライン違

反が目立った点を指摘している（田中, 1978: 45-46）。 
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9）次橋も，「『約束』と言えるほどの厳格な規定ではなく，いわ

ば努力目標で，実質的には同一教科の可能性も認めているこ

とが分かる。」（次橋, 2015: 98）と述べている。 
10）こうした認識の一例として，例えば田中は，国大協におけ

る共通 1 次の検討の発端となった，東京大学が行った大学入

試における統一テストの提案の理由について，「大学入試の一

側面である高校での学力をみるために全国統一テストがあれ

ば，各大学にとってそれだけ負担が減り，もう一つの側面で

ある大学で学ぶ能力・適性の判定に集中できる」ため，「それ

だけ受験者の『正確な判定』ができるというメリットが出て

来る」（田中, 1978: 28）と指摘している。 
11）この点について，例えば中村も，1982年度高等学校学習指

導要領改訂に伴う国大協による共通 1 次の改革の分析から，

国大協の従来の方針について「共通 1 次で高校での学力達成

度を保証し 2 次試験で多様な選抜方法を実施するという，1
次・2次試験の役割を明確にした計画的な入試を実施する方針

だった。」（中村, 2021: 301）と説明している。 
 
謝辞 

 本研究は，JSPS科研費（19J21364）の助成を受けている。 
 
参考文献 
荒井克弘（2005）．「入試政策から接続政策への転換」荒井克弘・

橋本昭彦編著『高校と大学の接続 入試選抜から教育接続へ』

玉川大学出版部，19－55． 
朝日新聞 1977.5.3（朝刊3面），1977.8.4（朝刊1面），1978.4.13
（朝刊3面），1978.8.1（朝刊1面），1984.8.17（朝刊1面）． 

本多二朗（1980）．『共通一次試験を追って』評論社． 
国立大学協会（1973-1978）．『会報』60－81号． 
国立大学協会入試改善調査委員会（1976）．『国立大学入試改善

調査研究報告書（昭和 51 年 3 月）』国立大学協会入試改善調

査委員会． 
熊谷信昭（2000）．「入学者選抜制度の変遷について」国立大学

協会50周年記念行事準備委員会編『国立大学協会五十年史』

国立大学協会，118－124． 
黒羽亮一（1985）．「大学入学者選抜における統一試験の役割に

関する歴史的考察」『大学論集』14，55－71． 
黒羽亮一（2001）．『新版 戦後大学政策の展開』玉川大学出版

部． 
中村恵佑（2018）．「大学入試における共通テストの政策形成・

決定過程の分析・研究の現状と課題」『東京大学大学院教育学

研究科教育行政学論叢』38，35－51． 
中村恵佑（2021）．「大学入試の共通試験におけるアラカルト方

式導入の要因に関する再検討―国立大学協会による共通第一

次学力試験の改革過程に着目して―」『教育学研究』88(2)，295
－305． 

大谷奨，島田康行，本多正尚，松井亨，白川友紀（2017）．「共

通第一次学力試験実施に伴う個別学力検査の多様化について

の再検討」『大学入試研究ジャーナル』27，37－42． 
佐々木享（1984）．『大学入試制度』大月書店． 
佐々木享（1993-1994）．「大学入試の歴史（第41-47回） 共通

試験の時代へ（2）-（8）」『大学進学研究』15(2)（53－57），
15(4)（57－60），15(5)（56－59），16(1)（60－63），16(2)（66
－69），16(3)（55－58），16(4)（63－67）． 

田中良太（1978）．『共通一次と入試歴社会』大蔵財政調査会教

育研究部． 
次橋秀樹（2015）．「永井道雄による入試改革構想の意義と課題

―共通一次試験をめぐって―」『関西教育学会年報』39，96
－100． 

山田寛（1976）．「国大協共通テスト・切り札となるか」『季刊教

育法』22，160－165． 
読売新聞 1984.8.17（朝刊1面） 



 
 
【ノート】 大学入試研究ジャーナル第 32 号，312-317，2022 

- 312 - 

 

「対人型入試広報」の効果と不参加要因をめぐる試論 
――アドミッション・ポリシーの認知と高校時代の学習態度に着目して―― 

 
小林 元気（鹿児島大学） 

 
オープンキャンパスに代表されるような，大学教職員や学生が受験生と対人形式でリアルタイムに

コミュニケーションを取るタイプの入試広報を「対人型入試広報」と定義し，そのような広報活動が

受験生に及ぼす効果と，広報活動に参加しない受験生の特徴について，国立大学の入学者アンケート

の個票データを用いて検討した。分析の結果，①「対人型入試広報」への参加が受験時の志望度を高

めること，②「対人型入試広報」への参加が入学者のアドミッション・ポリシーの認知度を高めるこ

と，③「対人型入試広報」不参加要因として，出身地の遠さや性別，入試区分，所属学部といった属

性が存在する一方で，受験生個人の学習態度は影響しないことが示唆された。 
キーワード：対人型入試広報，入試広報の効果，志望度，アドミッション・ポリシー，学習態度 

 
1 課題の設定 
1.1 問題の所在 
高等教育進学者の大多数を占める 18 歳人口の減少

に伴い，国公私立を問わず多くの大学において志願者

数の確保が喫緊の課題となっていることは周知の事実

である。戦略的な入試広報はそのための重要な手段と

して位置づけられており，大学入試研究の専門誌『大

学入試研究ジャーナル』においても入試広報は主要テ

ーマの１つとなっている。 
このように近年ますます加熱している入試広報であ

るが，その内実は多種多様であり，例えば寺下

（2007）によれば，ウェブサイトや出版物等の「発

信型広報」，イベント参加者との直接的なコミュニケ

ーションを伴う「対面型広報」，オープンキャンパス

等の学内で行う「学内型広報」に分類される。本稿で

は，はじめに，寺下による「対面型広報」と「学内型

広報」を統合し，新たに「対人かつリアルタイムのコ

ミュニケーションを伴う入試広報」として「対人型入

試広報」を定義したい。 
なぜ「対人型入試広報」を新たに定義する必要があ

るのか。より具体的に言えば，寺下が分類していた学

内でのオープンキャンパスと学外での大学説明会等を

「対人型入試広報」として一つにまとめる意義はどこ

にあるのか。それは，〈今〉〈ここ〉でしか経験できな

いという一回性の希少価値を生じさせるというコミュ

ニケーションのリアルタイム性において，「対面型広

報」と「学内型広報」が共通するからである。また，

そのような広報活動においては，大学の教職員や学生

がリアルタイムにコミュニケーションを行う必要があ

ることから，多くの場合労働に準じる形での拘束を伴

い，一定の負担を強いることになる点も共通している。

そのような労働負担の配分をめぐっては，業務の必然

性や意義についての説明責任が伴うだろう。以上の理

由から，本稿は入試広報の空間（学内／学外）よりも

コミュニケーションの性質（リアルタイム性の有無）

を重視する立場から，「対人型入試広報」という新た

なカテゴリーを提示したい。1)  
ところで，入試広報において，人と人とが一堂に会

してリアルタイムにコミュニケーションを行うことの

意義とは何であろうか。後述するように，先行研究の

主な関心は「どの入試広報手段がどのような受験生の

志願行動に対して効果があるのか」という点にもっぱ

ら注がれてきており，例えばオープンキャンパスが受

験生の志願行動に対して正の効果をもつこと──「対

人型入試広報」に人的リソースを投入する意義──は，

くり返し実証的に確認されてきた。すなわち，「対人

型入試広報」には一定のコストを伴うが，相応の効果

が存在することは，ほぼ明らかである。 
このように一定の蓄積がみられる入試広報の効果を

テーマとした研究に対して，本稿は新たな2つの方向

性を提示することを企図している。第 1 に，「対人型

入試広報」の効果としてアドミッション・ポリシー

（以下「AP」と略記）の認知との関連性を検討する

こと，第 2 に，「対人型入試広報」の不参加要因を検

討することで，「対面型入試広報」にアクセスできな

い（しない）受験生を検討の俎上に乗せることである。 
 
1.2 先行研究の検討と課題の設定 
 入試広報が実際にどのような効果をもつのかについ

ては，2000 年代以降に一定の研究の蓄積がみられる
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（鈴木ほか, 2003; 村松ほか, 2008など）。それらの多

くは，効果を検証する広報手段の詳細や分析の目的，

使用データの違い等はあれど，入試広報と参加者の満

足度や志望度の因果関係について論じている点は概ね

共通している。中でも，平尾ほか（2011）は，多変

量解析を用いた分析手続きの厳密さにおいて１つの到

達点であり，志望順位に影響を及ぼす可能性のある複

数の独立変数をコントロールした上で，各種入試広報

の効果を検討している。その結果，大学・学部のガイ

ドブックのような広報出版物よりも，オープンキャン

パスや進学相談会，大学説明会といった「対人型入試

広報」の参加が有意に当該大学の志望度を高めること

が示されている。また，近年では，オープンキャンパ

スの内容に踏み込み，どのような情報を得た参加者が

志望度を高めるのかを検討した三好ほか（2019）や，

入試広報について受験生の立場からより広い文脈で選

択肢を設定し，「最も参考になった」入試広報が入試

合格順位の各層において異なることを検証した雨森

（2016）などが主要な研究として挙げられるだろう。 
これらをふまえた本稿は，第1に，それぞれの先行

研究の課題を克服しつつ，改めて「対人型入試広報」

の効果検証を試みる。平尾ほか（2011）では，志望

順位に影響を及ぼすと考えられる「入試形態」や「出

身地」の変数が統制されておらず，モデルの決定係数

が小さいという課題が残されている。また，三好ほか

（2019）や雨森（2016）の分析においては，実際に

オープンキャンパス等の「対人型入試広報」にアクセ

スしなかった，もしくはできなかった受験生の姿が見

えてこない。本稿では，入試形態と受験生の出身地の

情報を含んだデータを使用し，「対人型入試広報」の

〈不参加〉を分析の射程に含める。 
第2に，先行研究が着目してこなかった論点として，

「対人型入試広報」が受験生に対してAP を認知させ

る効果と，「対人型入試広報」の参加／不参加を決定

する要因としての受験生の高校時代の学習態度の二点

を提示したい。 
2019 年に文部科学省によって AP の公表が各大学

に義務づけられるようになり，入学前までにどのよう

な能力を身に着けておくべきかを大学が受験生に伝え

ることの重要性は増しつつある。一方で，入試広報の

効果としてどれほど受験生のAP 認知につながってい

るのかを検証した研究は，管見の限り見当たらない。 
また，本稿は，受験生が自身の進学先に関する情報

を対人コミュニケーションにより積極的に収集する行

動──対人型入試広報への参加──を，高校での学習

行動に準じるものとして仮定する。渡辺（2007）は，

受験生が志望大学について「調べる行動」が入学後の

学業成績と関連することを明らかにしている。この視

点に立てば，受験生の平素の学習態度が，積極的に

「調べる行動」の１つとして位置づけられる対人型入

試広報の参加／不参加に影響する可能性が想定される。 
 
2 研究方法 
2.1 使用データ 
 以後の分析に用いるのは，B 大学において 2020 年

度入試の一般選抜をパスした入学生1,593人に対して

実施したアンケートの個票データである。B 大学は 9
学部を擁する地方の国立総合大学である。 
本調査データの利点は以下の2点にある。第1に，

B 大学が実施した「対人型入試広報」（夏・秋のオー

プンキャンパス，各地での進学説明会，教職員による

高校訪問，国立大学合同説明会）への参加経験が尋ね

られている点，第2に，後に詳述するように「高校時

代の授業における取り組み方」について4件法で尋ね

られている点である。これにより，受験生の高校時代

の学習態度と対人型入試広報への参加行動との関連性

について分析を加えることが可能になる。 
回答者数は1,033名（回収率64.8%）であり，分析

で使用する各変数において欠損値を持たない1,023名

を対象として分析を行う。 
 
2.2 高校時代の学習態度に関する因子分析 
 受験生の高校時代の学習態度に関する変数を設定す

るために，「高校時代の授業における取り組み方」の

質問項目の分析を行った。表 1 に示したように 14項

目が尋ねられており，4 件法での回答が得られている。

これらの回答状況における学習態度の構造を確認する

ために，プロマックス回転による因子分析（最尤法）

を行なった。結果は表 2のとおりである。 
分析の結果，1 以上の固有値を持つ2つの軸が抽出

された。表 2 より，第 1 因子は「堅実な学習努力」，

第2因子は「積極的な授業参加」と解釈できる。これ

ら2つの因子は，いずれも「向学校的」な，すなわち

学校と教師のもつ価値への肯定的な適応を示すような

（耳塚, 1980）個人の態度と言えるだろう。 
各大学がオープンキャンパスや大学説明会等を開催

するにあたり，高校教師は進学指導やキャリア教育の

観点から，高校生に対してそれらへの参加を動機づけ

る役割を担うと考えられる。したがって，高校生を中

心とする受験生が各大学の準備する「対人型入試広報」

イベントに足を運ぶかどうかは，当該大学の立地や志

望度とは別の次元──例えば平素から高校教師の指導
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やアドバイスを素直に聞き入れるかどうかといったミ

クロなレベル──においても規定される可能性がある。

本稿では，「対人型入試広報」の不参加を規定する要

因として，本項の因子分析で抽出された受験生の〈真

面目さ〉を表す2つの因子の影響を検討する。 

 
表1 高校時代の授業における取り組み方について（単純集計表） 

 
 

表2 高校時代の授業における取り組み方について（因子分析） 

 
 
2.3 分析課題と変数設定 
 本稿は，次の３つの分析課題について，多変量解

析を用いた分析を行う。 
（a）大学志望度に対する対人型入試広報の効果 

（b）APの認知に対する対人型入試広報の効果 

（c）対人型入試広報への不参加の規定要因 

従属変数として，（a）では受験時点での大学志望

度（第1位=3，第2位=2，第3位以下=1），（b）では

「AP を見たことがある」ダミー（ある=1，ない=0），
（c）では「対人型広報不参加」ダミー（不参加=1，
参加=0）を投入する。 
独立変数として，女性ダミー（女性=1，男性=0，

※無回答は欠損値としてリストワイズ削除），入学生

の所属学部（人文・社会系，教育，理，工，農・水

産，医療系）の各ダミー（各学部に該当=1，非該当

=0），出身高校所在地（B 大学所在県内，B 大学所在

県の陸続きの隣県，その他の都道府県）の各ダミー

（該当=1，非該当=0），入試形態（前期，後期）の各

ダミー（該当=1，非該当=0）を投入する。また，（c）
の分析では，前項の因子分析において抽出された第 1
因子得点「堅実な学習努力」と第2因子得点「積極的

な授業参加」のそれぞれを標準化して投入する。以

上の変数の記述統計量を表3に示す。

とても

あてはまる

まあ

あてはまる

あまり

あてはまら

ない

全く

あてはまら

ない

授業の予習をしていた 29.4 41.2 21.8 7.6
授業中は黒板に書かれていない内容もノートにとっていた 37.4 40.4 16.4 5.8
授業でわからないことは先生に質問した 33.0 40.3 21.2 5.5
授業でわからないことは、自分で調べた 51.3 41.1 6.4 1.3
授業で出された宿題や課題をきちんとやっていた 58.0 32.3 8.0 1.8
授業の復習をしていた 25.8 49.7 20.6 3.9
勉強方法を自分なりに工夫した 39.4 42.5 15.7 2.3
テストで間違えた問題をやり直した 46.7 38.3 12.4 2.5
計画を立てて勉強した 26.0 40.9 24.9 8.2
自分の意志で継続的に勉強した 38.8 42.3 15.4 3.4
嫌いな科目も一生懸命に勉強した 40.3 42.6 13.6 3.5
提出物やテストを提出する前に見直した 36.6 40.7 18.3 4.5
クラス全員の前で、積極的に質問や発言をした 13.1 29.9 42.5 14.5
グループワーク以外で、友だちと一緒に勉強していた 43.4 34.4 15.2 7.0
数値は各質問項目内での回答割合（％）

第１因子 第２因子

堅実な学習努力 積極的な授業参加

自分の意志で継続的に勉強した .942 -.170
嫌いな科目も一生懸命に勉強した .640 .055
勉強方法を自分なりに工夫した .608 .048
計画を立てて勉強した .579 .125
授業でわからないことは自分で調べた .317 .221
授業中は黒板に書かれていない内容もノートにとっていた -.042 .620
授業の予習をしていた -.004 .615
授業でわからないことは先生に質問した .110 .470
授業の復習をしていた .275 .459
提出物やテストを提出する前に見直した .097 .457
授業で出された宿題や課題をきちんとやっていた .242 .421
テストで間違えた問題をやり直した .258 .418
クラス全員の前で、積極的に質問や発言をした -.001 .400
グループワーク以外で、友だちと一緒に勉強していた -.029 .315
固有値（回転後） 5.287 1.183
プロマックス回転後の因子負荷量を記載
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表3 記述統計量 

 
 
3 分析と考察 
3.1 志望度に対する対面型入試広報の効果 
まず，B大学の「対人型入試広報」への不参加が，

受験時の大学志望度にどのような影響を与えている

のかについて検討する。従属変数として受験時点で

の B 大学志望度を，独立変数として性別，合格した

入試区分，学部系統，出身高校所在地，対人型入試

広報不参加ダミーを投入し，順序プロビット分析を

行なった。結果は表4のとおりである。 
統計的に有意な変数に着目すると，前期合格者ダ

ミー，工学を基準とした学部系統の教育ダミーと医

療系ダミーが正の効果を，出身高校の隣県ダミーと

その他ダミー，そして本稿が着目する対人型入試広

報不参加ダミーが負の効果を与えている。後期日程

よりも前期日程の合格者で，工学系よりも教育や医

療系の学部で志望度が高く，地元県内よりも県外出

身者の志望度が低いことは，ある程度予想された結

果である。そして，それらの効果を統制した上でも，

対人型入試広報不参加者の志望度が有意に低いこと

は，オープンキャンパスや大学説明会等の広報活動

が，受験生の志望順位を高めている可能性を逆説的

に示している。 
 ただし，本分析モデルは，入試前の「対人型入試

広報」が，受験時点での志望度に影響を及ぼすとい

う因果関係を念頭に置いている。「対人型入試広報」

の効果をより厳密に析出するためには，入試広報が

実施される前段階での志望度が「対人型入試広報」

の参加／不参加に影響する可能性をふまえ，受験生

が従来有していた志望度を統制する必要があること

には留意されたい。 

表4 B大学志望順位の規定要因 
（順序プロビット分析） 

 
 

3.2 アドミッション・ポリシーの認知に対する対人型

入試広報の効果 
続いて，「対人型入試広報」の効果の一つとして，

入学生のAP の認知との関わりについて分析する。従

属変数として「アドミッション・ポリシーを見たこ

とがある」ダミーを，独立変数として，性別，合格

した入試区分，学部系統，出身高校所在地，受験時

の B 大学志望度，対人型入試広報不参加ダミーを投

入し，二項ロジスティック回帰分析を行なった。結

果は表5のとおりである。 
女性ダミー，工学を基準とした学部系統の教育ダ

ミー，理ダミー，農水産ダミー，医療ダミー，大学

志望度が正の効果を，前期合格者ダミー，対人型広

報不参加ダミーが負の効果を与えている。B大学志望

度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差

対人型入試広報不参加ダミー 1,023 0 1 0.628 0.484
女性ダミー 1,023 0 1 0.407 0.491
大学志望度 1,023 1 3 2.615 0.643
「アドミッション・ポリシーを見たことがある」ダミー 1,023 0 1 0.783 0.412
学部_人文・社会ダミー 1,023 0 1 0.161 0.368
学部_教育ダミー 1,023 0 1 0.106 0.307
学部_理ダミー 1,023 0 1 0.108 0.310
学部_工ダミー 1,023 0 1 0.227 0.419
学部_農・水産ダミー 1,023 0 1 0.212 0.409
学部_医療系ダミー 1,023 0 1 0.187 0.390
出身高校所在地_県内ダミー 1,023 0 1 0.418 0.494
出身高校所在地_隣県ダミー 1,023 0 1 0.192 0.394
出身高校所在地_その他ダミー 1,023 0 1 0.390 0.488
前期合格者ダミー 1,023 0 1 0.842 0.365
後期合格者ダミー 1,023 0 1 0.158 0.365
堅実な学習努力（第１因子得点を標準化） 1,023 -3.781 1.502 0.000 1.000
積極的な授業参加（第２因子得点を標準化） 1,023 -4.082 1.772 0.000 1.000

B
女性（ref. 男性） .127
入試区分_前期（ref. 後期） 1.279 ***
学部系統_工 ref.
学部系統_人文社会 -.029
学部系統_教育 .421 *
学部系統_理 -.230
学部系統_農水産 .068
学部系統_医療 .287 *
出身高校_県内 ref.
出身高校_隣県 -.344 **
出身高校_その他 -.339 ***
対人広報不参加（ref. 参加） -.492 ***
Nagelkerke
N

.272
1,023

*** : p < .001, ** : p< .01, * : p < .05, † : p< .10
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度の影響をコントロールしてもなお対人型入試広報

不参加者の方が AP を認知していない（オッズ比

0.621 倍）ということは，対人型入試広報が AP を受

験生に伝える上で有効な手段となり得ていることを

逆説的に示している。また，男性よりも女性の方が

APを認知しており（オッズ比1.520倍），前期日程合

格者の方が後期日程よりもAP を認知していない（オ

ッズ比0.614倍）ことも興味深い。2)  
 

表5 「APを見たことがある」の規定要因 
（二項ロジスティック回帰分析） 

 
 

3.3 対人型入試広報への不参加者の規定要因 
最後に，ここまで示されてきたように効果的な広

報手段たる「対人型入試広報」への不参加者とはど

のような受験生なのかを検討する。従属変数として

対人型入試広報不参加ダミーを，独立変数として性

別，合格した入試区分，学部系統，出身高校所在地

に加え，高校時代の学習態度として「堅実な学習努

力」「積極的な授業参加」の標準化した因子得点を投

入し，二項ロジスティック回帰分析を行なった。結

果は表6のとおりである。 
出身高校の隣県ダミーとその他ダミーが正の効果

を，女性ダミー，前期合格者ダミー，工学部を基準

とした学部系統の農水産ダミーが負の効果を与えて

おり，本稿が着目する高校時代の学習態度の影響は

いずれも有意ではなかった。すなわち，受験生は平

素の学習態度に表れるようなある種の堅実さや積極

性とは関係のない次元で，「対人型入試広報」への参

加／不参加を決定している。 
最もインパクトが大きいのは，出身地という地理

的な条件であり，県内ダミーを基準としたオッズ比

は隣県ダミーで 3.140 倍，その他ダミーで 10.191 倍

にも達するが，これは自然なことであろう。次いで

学部の影響も大きく，工学ダミーを基準とした農・

水産ダミーのオッズ比は 0.499 倍である。B 大学の

農・水産系学部では特に地域の特色を生かした研

究・教育が行われていることから，大半の国立大学

で設置されている工学系の学部と比較して，対人型

入試広報の情報ニーズが高まるのかもしれない 3) 。
入試区分に関しては，後期ダミーを基準とした前期

ダミーのオッズ比が0.567倍になる。これは前期合格

者が志望度の高さゆえに対面型入試広報に参加した

ことを示していると考えられる 4)。性別について，男

性ダミーを基準とした女性ダミーのオッズ比は 0.606
倍となるが，男性の方が対人型入試広報に参加しな

いという結果に関しては現時点での解釈が難しい。

複数大学でのサンプルを用いた追加検証が必要であ

ろう。 
 

表6 対人型入試広報の不参加者の規定要因 
（二項ロジスティック回帰分析） 

 
 
4 知見のまとめと今後の課題 
 本稿の検討により明らかになった主な知見を以下

にまとめる。 
①「対人型入試広報」への参加が，受験時の志望度 

を高めている可能性があること 

②「対人型入試広報」への参加が，入学者の AP 認知

度を高めている可能性があること 

③「対人型入試広報」不参加要因として，出身地の

遠さや性別，入試区分，所属学部といった属性が

B
女性（ref. 男性） .419 *
入試区分_前期（ref. 後期） -.488 †
学部系統_工 ref.
学部系統_人文社会 -.081
学部系統_教育 3.692 ***
学部系統_理 .635 *
学部系統_農水産 .500 *
学部系統_医療 1.691 ***
出身高校_県内 ref.
出身高校_隣県 -.071
出身高校_その他 -.136
大学志望度 .435 ***
対人広報不参加（ref. 参加） -.477 *
定数 .290
Nagelkerke
N

.195
1,023

*** : p< .001, ** : p < .01, * : p < .05, † : p < .10

B
女性（ref. 男性） -.500 **
入試区分_前期（ref. 後期） -.567 **
学部系統_工 ref.
学部系統_人文社会 -.132
学部系統_教育 -.286
学部系統_理 .170
学部系統_農水産 -.695 **
学部系統_医療 .115
出身高校_県内 ref.
出身高校_隣県 1.144 ***
出身高校_その他 2.322 ***
堅実な学習努力 -.128
積極的な授業参加 -.188
定数 .413
Nagelkerke
N

.300
1,023

*** : p< .001, ** : p< .01, * : p < .05, † : p < .10
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存在する一方で，受験生個人の高校時代の学習態

度は影響しないこと 

①の分析結果は先行研究の知見を追認するもので

あるが，先行研究が考慮していなかった受験生の

「出身地」や「入試区分」をコントロールした上で

も，一定の説明力を有する推定モデルを提示できた

ものと考える。②に関して，「対人型入試広報」が受

験生のAP 認知につながるという実証知見が得られた

ことは，対人型の入試広報イベントにおいて主要な

目的の１つが達成されていることを裏づけている。

③については，個人の「向学校的」な学習態度とい

うミクロな側面が，「対人型入試広報」の参加行動と

は無関係であることが明らかになった。この結果は，

「対人型入試広報」への参加が必ずしも学校や教師

経由の情報伝達だけに左右されていない可能性，「向

学校的」ではない受験生も自身の進学先に関する情

報収集を積極的に行っている可能性等，受験生の行

動をめぐるより複雑な規定構造が存在することを示

唆している。本稿の成果は，これまで主に広報対象

となる受験生の属性に着目してきた入試広報研究に

おいて，対人型の入試広報活動に参加しない受験生

の存在と，受験生の学習態度というミクロな変数を

考慮に含めるという，2 つの新たな方向性を示したこ

とにある。 
最後に，残された課題について述べる。主要な検

討の対象とした「対人型入試広報」の効果について，

本稿ではデータの性質の都合上「参加／不参加」の 2
値変数により把握したが，入試広報がコミュニケー

ションである以上，その効果は〈蓄積的〉であると

思われる。つまり，より厳密な効果測定に向けては，

「対人型入試広報」への複数の参加経験も考慮する

ことで，また，入試広報の内容をより詳細に分ける

ことで，新たな知見が得られるだろう。さらに，「対

人型入試広報」へのアクセスがなぜAP の認知を高め

るのかも明らかではない。つまり，入試広報とその

効果の因果関係に関して，質的な情報が不足してい

ることが，「試論」としての本稿の課題となる。 
さらに，発展的課題として，オンライン入試広報

が従来の「対人型入試広報」をどこまで代替可能で

あるのかについて検討することも重要になるだろう。

これらについては別稿を期したい。 
 

注 
1）ここで，オープンキャンパスの本質は，受験生が実際に

「学内」を訪問することにあるのだ，という反論があるかも

しれない。実際には，キャンパスを訪問することで得られる

臨場感と，大学教職員や学生との直接的な対人コミュニケー

ションを通じて得られる効果は，相補的であると思われる。

それにもかかわらず「学内型広報」を「対人型入試広報」と

して一本化するのは，オープンキャンパスが施設見学だけで

は成立することはなく，あくまで大学が対人形式で発信する

「情報」の「種類」（三好ほか, 2019），すなわちコミュニケ

ーションの内容が焦点となるからである。 
2）一般選抜後期日程では，前期日程と比較して面接を課され

る学部・学科が増えることが影響している可能性がある。 
3）全国の国立大学における不本意入学の規定要因を検討した

小林（2021）は，理工系の学部で第二志望以下での入学者が

多くなることを指摘している。 
4）分析結果は割愛したが，表6の分析に「大学志望度」の変数

を投入すると有意な負の効果が得られ，前期ダミーの効果は

消失した。 
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